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序文

　極貧と飢餓に苦しんでいる人々の割合を 2015

年までに半減するというミレニアム開発目標を達

成するに当たって，農業はきわめて重要な開発手

段となる．それが本年度で第 30 号となる『世界

開発報告』の主たるメッセージである．途上国の

貧困層は 4 人のうち 3 人が農村部に居住してお

り，そのほとんどが生計を直接あるいは間接的に

農業に依存している．本報告書は，何億人という

農村部の貧困層の生活を改善できるような開発の

ための農業という政策の設計・実施に関して，各

国政府や国際社会に指針を提供するものである．

　本報告書で 2 つの地域について重要なチャレ

ンジを強調している．サハラ以南アフリカでは，

成長を加速させ，貧困を克服し，食料安全保障を

高めるのに，農業は強力な選択肢になる．農業の

生産性向上は経済の他の部分の成長を刺激するの

に非常に重要である．しかし，そのためには，小

自作農の生産性著増に加えて，多くが遠隔地に居

住している何百万人という自給自足農に対する有

効な支援も必要である．最近のパフォーマンス改

善は先行き明るい展望を示唆しており，本書では

適用の規模拡大が可能な多数の成功事例を取り上

げている．

　アジアで広範な貧困を削減するためには，農村

部と都市部の所得格差拡大に対処することが必要

である．アジアで高成長を遂げている諸国でも，

極貧のなかで暮らしている 6 億人を超える農村

人口を抱えている．農村部から都市部への大規模

な人口移動にもかかわらず，農村部の貧困は今後

とも数十年間にわって依然として大きな問題であ

ろう．したがって，本書はダイナミックな農村部

の非農業部門に結びついた労働集約的な高付加価

値農業に多様化することによって，農村部に雇用

を創出する方法に焦点を当てている．

　全地域について，土地と水の希少性が深刻化

し，グローバル化の圧力が高まっているなか，農

業の未来は本質的に天然資源管理の改善と連動し

ている．適切なインセンティブと投資があれば，

農業が環境へ与える影響は軽減可能であり，その

環境への配慮は河川流域や生物多様性を保護する

ことができる．

　現在，国内および世界の市場が急拡大し，市

場・金融・集団行動などに関して制度的な革新が

進展し，バイオ技術・情報技術に革命が起こって

いる．これらはすべて，開発を促進するために農

業を活用するに当たって，エキサイティングな好

機を提供している．しかし，このような好機をつ

かみ取るためには，農業統治の改善を目指す改革

を推進する政治的意思が必要であろう．

　結局のところ，成功いかんは直面するチャレン

ジに立ち向かうべく国際開発社会がとる協調行動

に左右されるであろう．われわれは国際貿易に関

する競争条件を平準化し，熱帯の主食作物に関す

る技術などグローバル公共財を提供し，途上国の

気候変動への適応策を支援し，植物・動物・人類

に関する流行病の広がりを克服しなければならな

い．9 億人にも達する農村部の貧困層の生計が影

響を受けるわけであり，彼らも持続的で包容的な

グローバル化の利益の分け前にあずかってしかる

べきであろう．

世界銀行グループ総裁
ロバート・B・ゼーリック総裁
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略語およびデータ注

AATF アフリカ農業技術財団

ADB アジア開発銀行

AfDB アフリカ開発銀行

CAADP 包括的アフリカ農業開発プログラム

CDD コミュニティ主導開発

CGIAR 国際農業研究協議グループ

CIAT 国際熱帯農業センター

CIMMYT 国際トウモロコシ・小麦改良センター

CIRAD 国際農業開発研究センター

DAC 開発援助委員会

EU 欧州連合

FAO 食糧農業機関

GAEZ GAEZ（世界の農業生態環境を評価する

システム）

GDP 国内総生産

GHG 温室効果ガス

GMO 遺伝子組み換え作物

GPS 全地球測位システム

HIV/AIDS HIV（ヒト免疫不全ウィルス）/ エイズ

（後天性免疫不全症候群）

ICARDA 国際乾燥地農業研究センター

ICRAF 国際アグロフォレストリー研究センター

ICT 情報通信技術

IDA 国際開発協会

IDB 米州開発銀行

IEA 国際エネルギー機関

IFAD 国際農業開発基金

IFAP 国際農業者連盟

IFDC 国際土壌肥沃度農業開発センターある

いは国際肥料開発センター

IFPRI 国際食糧政策研究所

ILO 国際労働機関

IMF 国際通貨基金

IPCC 気候変動に関する政府間パネル

IPR 知的財産権あるいは知的所有権

IRI 国際気候・社会研究所

IRRI 国際稲研究所

IWMI 国際水管理研究所

MDG ミレニアム開発目標

MFI 零細金融供与機関

NEPAD アフリカ開発のための新パートナー

シップ

NERICA ネリカ米あるいはネリカイネ

NGO 非政府組織

NRA 名目援助比率

ODA 政府開発援助

OECD 経済協力開発機構

PPP 官民パートナーシップ

PES 環境サービスに対する支払い

PSE 生産者補助相当額

R&D 研究開発

SAFEX 南アフリカ先物取引所

SPS 衛生植物検疫基準

SWAp セクターワイド・アプローチ

TFP 全要素生産性

UN 国際連合（国連）

UNDP 国連開発プログラム

UNCTAD 国連貿易開発会議

UNFCCC 国連気候変動枠組み条約

USAID アメリカ国際開発庁

USDA アメリカ農務省

WDR 世界開発報告

WHO 世界保健機関

WTO 世界貿易機関

WWF 世界自然保護基金

略号
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AGO アンゴラ

ARG アルゼンチン

AZE アゼルバイジャン

BDL ブルンジ

BEN ベニン

BFA ブルキナファソ

BGD バングラデシュ

BGR ブルガリア

BLR ベラルーシ

BOL ボリビア

BRA ブラジル

CHL チリ

CHN 中国

CIV コートジボワール

CMR カメルーン

COL コロンビア

CZE チエコ共和国

DOM ドミニカ共和国

DZA アルジェリア

ECU エクアドル

EGY エジプト

ETH エチオピア

GHA ガーナ

GIN ギニア

GTM グアテマラ

HND ホンジュラス

HUN ハンガリー

IDN インドネシア

IND インド

IRN イラン・イスラム共和国

KEN ケニア

KHM カンボジア

LAO ラオス

LKA スリランカ

MAR モロッコ

MDG マダガスカル

MEX メキシコ

MLI マリ

MOZ モザンビーク

MWI マラウイ

MYS マレーシア

NER ニジェール

NGA ナイジェリア

NPL ネパール

PAK パキスタン

PER ペルー

PHL フィリピン

PNG パプアニューギニア

POL ポーランド

PRY パラグアイ

ROM ルーマニア

RUS ロシア連邦

RWA ルワンダ

SDN スーダン

SEN セネガル

SLV エルサルバドル

SVK スロバキア共和国

SYR シリア・アラブ共和国

TCD チャド

TGO トーゴ

THA タイ

TJK ダジキスタン

TUN チュニジア

TUR トルコ

TZA タンザニア

UGA ウガンダ

UKR ウクライナ

VEN ベネズエラ・ボリバル共和国

VNM ベトナム

YEM イエメン共和国

ZAP 南アフリカ

ZAR コンゴ民主共和国

ZMB ザンビア

ZWE ジンバブエ

国記号	 国名 国記号	 国名



vii略語およびデータ注

　本報告書の地域別および所得別のグループに含

まれている諸国は，主要世界開発指標の冒頭にあ

る「国の分類」に列挙されている．所得別の分類

は 1 人当たり国民総所得（GNP）に基づいてお

り，本年度版に使われた所得別分類の水準は主要

世界開発指標の序に示されている．図表中に示さ

れているグループの平均値は特記がない限り，グ

ループ内に属する諸国の単純平均値である．

　経済圏について国という用語を使用している

が，世界銀行がその領域の法的ないしそのほかの

地位について，何らかの判断をしているというこ

とを意味するものではない．途上国という用語は

低所得国と中所得国を含み，したがって，便宜

上，中央計画経済からの体制移行国を含むことも

ある．高所得国という意味で，先進国という用語

が使われていることもある．

　ドルの数字は特記がない限り，名目の米ドル表

示である．ビリオン（10 億）はミリオン（100

万）の 1,000 倍，トリリオン（兆）はビリオン

の 1,000 倍を意味する．

　本書ではセルビア・モンテネグロという表現が

用いられている．議論しているイベントが 2006

年 6 月にモンテネグロ共和国が独立する以前に

起こったか，あるいはセルビア共和国とモンテネ

グロ共和国に分割したデータが入手不可能である

ためである．

データ注
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　赤ん坊を背負ったアフリカの女性が，太陽が照

りつけるなか，乾燥しきった畑で腰を曲げて鍬で

雑草を取っている．これが農村部の貧困を鮮やか

に示すイメージだ．彼女の大家族を初め何百万人

という大勢の人々にとって，自給自足の農業によ

るわずかな恵みが唯一の生きるための道である．

しかし，男女を問わず，貧困から脱却しようと，

他の選択肢を追求している人々もいる．一部の小

自作農は灌漑によって生産した野菜を販売するた

めに，生産者組織に加盟して，輸出業者やスー

パーマーケットと販売契約を締結している．近代

的な食料市場に供給するのに必要な規模の経済を

達成している大きな農家で，労働者として働いて

いる者もいる．また，農村部の非農業経済に参入

して，加工食品を販売する小規模な企業を設立し

た者もいる．

　農業の世界は広大かつ多種多様であり，急激な

変化を遂げている．しかし，地方・国家・国際的

なレベルで適切な政策と投資支援があれば，農業

は何億人という農村部の貧困層が貧困を脱却でき

る新しい機会を提供することができる．農業が切

り開いてくれる貧困脱却の道としては，小自作

農・畜産業，高付加価値商品を作る「新しい農

業」への就労，農村部の新興非農業経済での起業

や就労，離農・移住などがある．

　農業は 21世紀においても，引き続き持続可能

な開発と貧困削減の基本的な手段である．発展途

上国の貧困層（1 日 2 ドル未満の生活をしている

人々は 21 億人，同１ドル未満は 8 億 8,000 万人）

は 4 人に 3 人の割合で農村部に居住しており，そ

のほとんどが生計を農業に依存している注 1．貧

困層の居住地と特技を与えられたものとすれば，

2015 年までに貧困と飢餓を半減するというミレ

ニアム開発目標を達成するためには，農業の振興

は至上命題である．また，その後も数十年間にわ

たって貧困と飢餓の削減を継続していくのは，人

類にとって最大のチャレンジの１つであり続ける

であろう．農業だけでは貧困の大幅削減を達成す

るのに不十分であろうが，その課題にとってはき

わめて有効であることが実証されている．『世界

開発報告』が農業に焦点を当てたのは 25 年も昔

のことであり，それ以降，新しい機会やチャレン

ジがまったく異なる状況下で出現してきているこ

とを考慮に入れて，農業を再度新たに開発課題の

中心にすえる時期がきている注 2．

　農業が行われている国は，農業ベース国，転

換国，都市化国の 3 つにはっきりと分類できる．

各国の「開発のための農業」という課題は，その

どこに分類されるかによって持続的な開発の追求

と貧困の削減にかかわる方法が異なってくる．

　サハラ以南アフリカの大部分を含む農業ベース

国では，成長，貧困削減，食料安定確保にとって

農業と同関連産業が必須である．農業ベース国で

経済成長のベースとして農業を活用するためには，

小自作農に関する生産性革命が必要である．サハ

ラ以南アフリカ特有の農業や制度を考えると，そ

の革命はアジアにおける緑の革命とは違ったもの

にならなければならないだろう．これまでの成功

が限定的ななかで，それをどうやって実現するか

は依然として困難なチャレンジである．しかし，

状況は変化しており，土台となるべき地方的な成

功や新しい機会が多数出現している．

　南アジアと東アジアの大部分，中東・北アフ

リカを含む転換国では，農村部対都市部の所得



� 世界開発報告 2008

格差が急拡大していることや農村部に極貧層が存

続していることが，社会的・政治的な緊張の重要

な原因となっている．食料品価格の引き上げにつ

ながる農業に対する保護や補助金は，この問題の

持続的な解決策にはなり得ない（大多数の貧困層

はネットでみると食料品の買い手だからである）．

転換国における所得格差に取り組むためには包括

的なアプローチが必要とされる．すなわち，高付

加価値農業へのシフト，非農業活動に関しては農

村部への分権化，離農を支援する援助の提供な

ど，貧困脱却に関して複数の道を追求する必要が

ある．そのためには，革新的な政策イニシアティ

ブと強力な政治的コミットメントが必要不可欠で

あろう．しかし，世界全体で 6 億人に達する農

村部貧困層にとっては利益になるだろう．

　ラテンアメリカと東ヨーロッパ・中央アジアの

ほとんどを含む都市化国では，農業は次のような

条件が整えば，農村部に残存している貧困の削減

に貢献できる．すなわち，小自作農が近代的な食

料市場で直接供給者になること，地域開発によっ

て農業・農業関連産業に良質な雇用が創出される

こと，環境サービス向けの市場が創設されること

などが必要である．

　資源の稀少化や外部性の増大を背景に，農業開

発と環境保護は密接に絡み合うようになってい

る．農業がもたらした大きな環境への爪跡を削減

し，農業システムの気候変動に対する脆弱性を減

らし，農業が環境に提供するサービスの効果を高

めることは可能である．農業開発を減速させるの

ではなく，より持続可能な生産システムを追求す

ることが解決策となる．その第一歩は財産権を強

化し，天然資源の劣化を奨励するような補助金を

廃止することによって，インセンティブを適正化

することにある．また，気候変動への適応も至上

命題である．というのは最大の打撃をこうむるの

は貧農だからである．気候変動の原因にはほとん

どなっていないその貧農に被害が及ぶというのは

不公正でもある．

　このように，農業は成長，貧困削減，環境サー

ビスに大きな約束をしてくれている．しかし，こ

の約束を実現するためには，基本的な公共財の提

供，投資環境の改善，天然資源管理の規制，望ま

しい社会的成果の確保などに関して，国家の目に

見える手が必要とされる．開発のための農業とい

う課題を追求するためには，農業に関して地方・

国家・国際的な統治を改善する必要がある．国家

は部門間の調整をはかり，民間や市民社会の関

係者とパートナーシップを形成するという点で，

もっと能力を強化する必要があろう．グローバル

な関係者は関連する協定や国際的公共財に関する

複雑な課題を実現する必要がある．あらゆるレベ

ルの統治を改善するためには，生産者組織を初め

とする市民社会へのエンパワメント（権限委譲）

も必須である．

　本報告書では次の 3 つの重要な問題を分析する．

農業は開発のために何ができるか？　農業は

多数の国で成長のベースとなり，貧困を削減

してきた．しかし政府や援助国が農業におけ

る政策怠慢の歳月を逆転させて，過少投資と

誤った投資を是正すればより多くの諸国が利

益を享受できるだろう．

開発のために農業を活用するに当たって有効

な手段は何か？　優先課題は貧困家計の資産

を増やすこと，小自作農（および農業全般）

の生産性を高めること，農村部の非農業経済

に貧困層がつかみ取れる機会を創出すること

などであろう．

開発のための農業という課題はどうしたらう

まく実施できるか？　各国の経済・社会状況

にもっとも適した政策や意思決定プロセスを

設計すること，政治的支持を動員すること，

農業の統治を改善することが重要である．

農業は開発のために何ができるか？

農業にはユニークな開発手段になり得る特
徴がある
　農業は他の部門と協調すれば，成長を高め，貧

困を削減し，環境を保全する機能を果たすことが

できる．本書では，農業は農業，畜産業，併農

林業，水産養殖業を含むものとする．まったく異

なった分析が必要となる林業と商業的な捕獲漁業

は含まない．ただし，森林伐採，気候変動，環境

•

•

•
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サービスを議論する際には，農業と林業の相互作

用を検討する．

農業はさまざまな形で開発に貢献する　農業は経

済活動，生計手段，環境サービスの提供者という

3 つの面で開発に貢献しており，非常にユニーク

な開発手段となっている．

経済活動として．　農業は国民経済が成長す

る源泉，民間部門における投資機会の提供

者，農業関連産業や農村部の非農業経済に

とって重要な牽引車にそれぞれなることが

できる．世界的にみると，農業付加価値の

3 分の 2 は途上国で創造されている．農業

ベース国では，農業は平均すると国内総生産

（GDP）の 29％，労働力の 65％を占めてい

る．転換国と都市化国では，通常，バリュー・

チェーンのなかで農業関連の産業やサービス

が 30％強を占めている．

農業生産は食料安定確保の点で重要である．

というのは農村部貧困層の大多数にとって

は，農業生産が収入源だからである．特にサ

ハラ以南アフリカの十数カ国にとってはき

わめて重要である．人口が合計で約 2 億人

にも達しているなかで，国内生産が多種多様

で，主食作物の市場性が限定されおり，輸入

を通じてニーズを充足するのに外貨の制約が

あるためである．このような諸国は頻繁な食

料危機と食料援助の不確実性にさらされてお

り，食料安定確保のためには国内生産の増加

•

と安定化が必須となっている．

生計手段として．　農業は農村人口の 86％

にとっては生計手段となっているものと推定

される．農業は，13 億人の小自作農・小作農

にとっては働き口を，都市部にショックが発

生した際には「農場ファイナンス型社会福祉」

を，農村コミュニティにとっては生存の基盤

を提供している．途上国の総人口 55 億人の

うち 30 億人と，世界総人口の約半分は農村

部に居住している．このような農村居住者の

うち 25 億人は農業関連家計であると推定さ

れ，そのうち 15 億人は小自作農である注 3．

途上国では 1 日 1 ドル未満の貧困率が 1993

年の 28％から 2002 年の 22％へと最近低

下しているが，これは主として農村部の貧

困率が低下した（37％から 29％）結果であ

り，都市部の貧困率はほぼ横ばい（13％）

のままである．農村部における貧困率低下の

80％以上は農村部の状況が改善したことに

よるもので，貧困層が移住したことによるも

のではない．つまり，一般的な印象とは異な

り，都市への移住が農村部（および世界）に

おける貧困減少の主因ではないということで

ある．

しかし，農村部貧困層の著減（1993 年の

10 億 3,600 万人から 2002 年の 8 億 8,300

万人へ）は東アジア ･ 太平洋に限定されてい

る（図 1）．南アジアとサハラ以南アフリカ

では農村部の貧困者層は増加し，おそらく都

•

図 1　南アジアとサハラ以南アフリカでは，1993-2002	年の間に貧困層（1	日 1	ドル未満の貧困線）の人数が増加している

農村部の貧困層 都市部の貧困層
100 万人 100 万人

サハラ以南
アフリカ

南アジア 東アジア 中東・北ア
フリカ

ヨーロッ
パ・中央

アジア

ラテンア
メリカ・
カリブ

サハラ以南
アフリカ

南アジア 東アジア 中東・北ア
フリカ

ヨーロッ
パ・中央

アジア

ラテンア
メリカ・
カリブ

出所：Ravallion, Chen, Sangraula 2007．
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市部の貧困者層を 2040 年頃までには上回る

であろう．したがって，同地域では貧困削減

のために農業を動員することに高い優先度が

おかれている．

環境サービスの提供者として．　農業は天然

資源を使用する（しばしば誤用する）ことに

よって，環境的に良い結果ないし悪い結果を

もたらす．水に関して農業は最大の利用者で

あり，水の稀少化の原因となっている．地

下水の枯渇化，農薬汚染，土壌の疲弊，地球

温暖化（温室効果ガス排出の 30％を占める）

などに関しても，大きな要因となっている．

しかし，農業は一般には認識も評価もされて

いないものの，炭素の固定化，河川流域の管

理，生物多様性の維持など環境サービスの重

要な提供者でもある．資源の稀少化，気候変

動，環境コストなどに関する懸念が高まるな

かで，農業による天然資源の利用方法に関し

て「平常通り」は選択肢たり得ない．一方，

農村部貧困層の農業システムが気候変動に脆

弱なことを是正することが至上命題となって

いる．したがって，農業，天然資源保全，環

•

境の相互関係を管理することが，開発のため

に農業を活用する政策の一環になっていなけ

ればならない．

3 つのタイプの農業世界ごとに農業の貢献度は異

なる　農業が開発にどう貢献するかは，各国が成

長の源泉や貧困削減の手段として，農業にどのよ

うに依存しているかによって違ってくる．成長と

貧困削減に対する農業の寄与度は，過去 15年間

について成長全体に占める農業のシェアと，1日

2ドル未満の貧困線を使って貧困層に占める農村

部の現在のシェアに基づいて，各国を分類するこ

とによって分析することができる（図 2）．この

観点によると各国は 3つのタイプに分類できる．

すなわち，農業国といってもはっきりと 3つの

タイプがあるといえる（表 1）．

農業ベース国――農業は平均すると GDP 成

長の 32％を占めており，成長の重要な源泉

となっている．これは農業が GDP のなかで

大きなシェアを占めているためであり，貧困

層の大多数（70％）は農村部に居住してい

•
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図 2　成長に対する農業の寄与度と貧困に占める農村部のシェアをみると，農業ベース国，転換国，都市化国の 3 つ
の明確なタイプに区別できる

成長に対する農業の寄与度（1990-2005 年，%）

実際の貧困データ
その他の推計した貧困データ
動態分析

都市化国

転換国

農業ベース国

中国
（1981-2001）

インド
（1965-1994）

ブラジル
（1970-1996）

インドネシア
（1970-1996）

農村部貧困層 / 総貧困層（2002 年）
出所：WDR 2008 チーム．
注：矢印はブラジル，中国，インド，インドネシアの経路を示す
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る．これら諸国の農村部には 4 億 1,700 万

人が暮らしているが，特にサハラ以南アフリ

カ諸国に集中している．同地域についてみる

と，農村人口の 82％は農業ベース国に居住

している．

転換国――農業は平均すると GDP 成長の 7％

の寄与率にとどまっていて，もはや経済成長

の主因とはいえないものの，貧困層は農村部

のほうが圧倒的に多い（全貧困層の 82％）．

中国，インド，インドネシア，モロッコ，

ルーマニアなどを典型例とするこれらの諸国

では，農村人口が合計で 22 億人に達してい

る．南アジアでは農村人口の 98％，東アジ

ア・太平洋では同 96％，中東・北アフリカ

では同 92％が転換国に居住している．

都市化国――農業の経済成長に対する直接的

な寄与率は平均で 5％とさらに低く，貧困層

は都市部に集中している．しかし，貧困層

の 45％は農村部に居住しており，農業関連

産業と食品産業が GDP の 3 分の 1 も占めて

いる．これら諸国の農村人口は全体で 2 億

5,500 万人に達するが，ラテンアメリカ・カ

リブのほとんどの諸国とヨーロッパ・中央ア

ジアの多くの諸国が含まれる．逆に，これら

両地域では農村人口の 88％は都市化国に集

中している．

　各国は進化論的な経路をたどって，あるタイプ

の国から別のタイプの国へと変化することができ

る．中国とインドは過去 20 年間で農業ベース国

から転換国に移行しているし，インドネシアも都

市化国に向いつつある（図 2）．さらに，各国と

•

•

も国内で地域的な格差が大きい．例えば，多数の

転換国と都市化国は農業ベース的な地域を抱えて

いる（インドのビハール州やメキシコのチアパス

州など）．

　国内の地域を農業の潜在力と市場アクセスに応

じて分類してみると，途上国の農村人口の 61％

は恵まれた地域に居住していることがわかる．す

なわち，灌漑され，湿度が非常に高いかある程度

高い地域で，湿度に対するストレスがほとんどな

く，市場へのアクセスが非常に良いかある程度良

い（人口 5,000 人以上の市場町から 5 時間以内）

地域である．ところが，サハラ以南アフリカの農

村人口の 3 分の 2 は，乾燥ないし半乾燥の地域

あるいは市場アクセスが良くない地域という恵ま

れない地域に居住している．詳細な貧困地図のあ

る 5 カ国についてみると，貧困率は恵まれない

地域のほうが高いものの，貧困層のほとんどは恵

まれた地域に居住している．したがって，貧困を

削減すべく農業を活用するためには，極貧に対処

するために恵まれない地域に投資するだけでな

く，恵まれた地域にいる大多数の貧困層を対象に

含めることも必要である．

農業世界では異質性が特徴である　農村部では経

済的・社会的な異質性が明確な特徴となってい

る．大規模な商業的農家が小自作農と併存してい

るのである．このような多様性は小自作農のなか

にまで浸透している．商業的な小自作農は余剰作

物を食料市場に配送して，高付加価値活動という

新しい農業の市場拡大から恩恵を享受している．

しかし，その他の大勢の小自作農は資産の賦存状

況が貧弱で環境が不利なことが主因となり，自給

農業ベース 国転換国 都市化国

農村人口（100 万人，2005 年） 417 2,220 255

同シェア（％，2005 年） 68 63 26

1 人当たり GDP（2000 年米ドル，2005 年） 379 1,068 3,489

農業の対 GDP シェア（％，2005 年） 29 13 6

農業 GDP の年成長率（％，1993-2005 年） 4.0 2.9 2.2

非農業 GDP の年成長率（％，1993-2005 年） 3.5 7.0 2.7

農村部貧困人口（100 万人，2002 年） 170 583 32

農村部貧困率（％，2002 年） 51 28 13

表 1　3	つのタイプの国の特徴（2005	年）

出所：Ravallion, Chen, and Sangraula 2007; World Bank 2006y．
注：貧困線は 1993 年の購買力平価による米ドルで 1 日 1.08 ドル．
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自足の農業に従事している．生産した食料はほと

んど消費してしまうため，市場には食料の買い手

や労働の売り手として参入している．どのような

種類の農家になるかは，資産状況だけでなく，性

別，民族性，社会的地位などにも影響される．と

いうのは，同じ資産や資源を使って機会に対応す

るとしても，その能力が異なっているとみられる

からである．

　異質性は農村部の労働市場でもみられる．低ス

キルで報酬の低い農業職が多数ある一方，労働者

に貧困から脱出する道を提供する高スキル職は少

ない．農村部の非農業経済では，生産性の低い自

営業ないし賃金雇用とダイナミックな企業におけ

る雇用が併存している．また，農村部貧困層の移

住についても，一部は貧困からの脱却につながっ

ているものの，多くは都市部のスラム街にたどり

ついて，引き続き貧困に陥ったままである．

　農業や農村社会において一般的なこのような異

質性は，開発のために農業を活用する公的政策に

とって深い示唆となっている．特定の政策改革に

は勝者と敗者はつきものである．食料品価格の引

き上げにつながる貿易自由化はネットの買い手

（ボリビアやバングラデシュでは農村部貧困層が

最大のグループ）にとって打撃となる一方，ネッ

トの売り手（カンボジアやベトナムでは農村部貧

困層が最大のグループ）にとっては利益になる．

また，政策は一般的な性差に関する規範を考慮に

入れた上で，家計の地位や状況に応じて差別化さ

れていなければならない．差別型政策のデザイン

は必ずしもあるグループを他のグループよりも優

遇するということではなく，全家計にもっとも費

用効果的に対処できるように設計するということ

であり，政策は特に最貧層などの状況やニーズに

適合するよう調整しなければならない．恵まれた

部門・地域・家計とそうでないところに対する配

慮についてバランスをはかることが，財源の制約

が厳しい貧困諸国が直面しているもっとも深刻な

政策ジレンマの 1 つとなっている．

農業は開発に関して強力な実績を誇っている
農業は貧困削減に関して特別な力をもっている　

農業の成長はあらゆるタイプの諸国について，貧

困削減という特別な力をもっている．国際的な

研究によれば，農業に起因する GDP 成長は農業

以外に起因する GDP 成長に比べると，貧困削減

という点で少なくとも 2 倍の効果がある（図 3）．

中国についてみると，貧困削減という点で農業に

由来する成長はそれ以外に由来する成長の 3.5 倍

の効果があった．ラテンアメリカについては 2.7

倍である．インドでは技術革新（高収穫品種の普

及），中国では制度革新（家庭請負責任制度の導

入と市場自由化）を受けて農業が急成長し，それ

を受けて農村部の貧困が大幅に減少した．もっと

最近の例として，ガーナでは，農業の成長が一因

で，農村家計が貧困率の急低下に大きな貢献をし

ている．

農業ベース国では農業が成長全体を牽引する部門

になり得る　農業には貧困削減の手段として確立

された実績がある．しかし，農業は農業ベース諸

国にとっても成長戦略の主導的な部門になり得る

のだろうか？　同部門が大きいことに加えて，サ

ハラ以南アフリカの農業ベース諸国に関して主張

されている 2 つの主張は，それが可能であると

いう見方を支持している．

　第 1 に，食料に関する貿易の可能性は多数の

諸国で不完全にとどまっている．取引コストが高

く，根菜・塊茎・現地特有の穀物など貿易の可能

性が低い主食用作物が中心となっていることが原

因である．したがって，これら諸国の大多数は自

給自足を余儀なくされている．農業の生産性が食

図3　農業に牽引されたGDP	成長は総人口のなかで貧し
いほうの半分にとってはるかに大きな利益をもたらす
GDP1％の伸びによる支出の増加（％）

農業
非農業

最低 最高支出の 10分位層
出所：Ligon and Sadoulet 2007．
注：42 カ国の 1981-2003 年に関するデータに基づく．支出の 10 分位
層でみて下半分については増加率が大幅に異なっている．
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料品の価格を決定し，ひいては商業部門の賃金コ

ストや競争力を決定することになる．主食作物の

生産性が成長の鍵を握っているといえる．

　第 2 に，貿易可能な部門の内訳をみると，比

較優位は依然として長らく 1 次産業（農業と鉱

業）と農産加工にある．その主因は資源の賦存状

況と製造業者にとっては投資環境が厳しいことに

ある．ほとんどの諸国は未加工ないし加工済み一

次産品の輸出（観光を含む）で構成される雑多な

ポートフォリオに外貨獲得を依存している．した

がって，農業関連の非貿易財および貿易財両方の

部門が成長すれば，乗数効果を通じて経済の他の

部門の力強い成長を誘発することができる．

　今後とも長期にわたって，ほとんどの農業ベー

ス諸国の成長戦略が農業の伸張を軸としなければ

ならない理由がここにある．開発プロセスの初期

に成長のベースになったという農業の成功物語は

枚挙に暇がない．18 世紀半ばのイギリスから 19

世紀後半の日本にまで広まった温帯地方における

産業革命では，農業の発展がその先駆けとなっ

た．もっと最近の例として，中国，インド，ベト

ナムでは，農業の急成長が工業振興の先駆けと

なっている．農業が初期における成長の基盤とな

る特別な力をもっているということは，貧困につ

いてと同様，はっきりと実証済みなのである．

しかし，農業は開発のために十分活用されていない

　開発のために農業を活用することに関しては，

このような成功と並んで多数の失敗もある．多

くの農業ベース諸国は依然として 1 人当たり農

業の伸びが沈滞気味で，構造的な転換（GDP に

占める農業のシェアが低下する一方，1 人当た

り GDP に占める工業やサービスが上昇すること）

もほとんど進展していない．すべてのタイプの国

における広大な地域についても同じことが当ては

まる．農業がもっている開発力が活用されていな

い状況下で，人口の急増，農場規模の縮小，土壌

肥沃度の低下，収入源の多様化や移住の機会を逸

失したことが困窮をもたらしているのである．農

業に対して過剰な税金を課す政策と農業への過少

投資がこの原因ではあるが，これは都市部の利害

が優勢であるという政治経済学を反映したもので

ある．GDP に占める農業のシェアがかつて大き

かった諸国で転換に成功した諸国と比較すると，

現在の農業ベース諸国では農業 GDP に占める農

業関連向け公共投資のシェアが非常に小さい．農

業ベース国では 2004 年について 4％なのに対し

て，転換国では 1980 年に 10％にも達していた

（図 4）．食料危機が頻繁に発生したことも公共予

算や援助国の優先課題が，成長のための投資や所

得増加を通じた食料安定確保の達成よりも，直接

的な食料援助に傾斜してきた要因である．女性が

小自作農の大多数を占めているところでは，農業

に関する彼女らの潜在力をフルに解放していない

ことも，低成長と食料安定確保の不確実性を助長

する要因となっている．

　開発のための農業の活用が過少にとどまってい

るのは，何も農業ベース国に限ったことではな

い．非農業部門が急成長している転換国では，農

業部門から労働力を再配分することが遅れている

ため，農村部に大勢の貧困層が残り，農村部と都

市部の所得格差が拡大している．農業人口は補助

図 4　農業ベース国では農業 GDP が GDP に占めるシェアは最高なのに，農業向け公共投資が農業 GDP に占める
シェアは最低である

％ ％農業GDP	/	GDP 農業向け公共投資 /農業 GDP

農業ベース国 転換国都市化国 農業ベース国 転換国都市化国
出所：Fan 近刊．
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金や保護を要求している．しかし，所得格差を縮

小するのに十分なほど大規模な移転支出を継続す

るには財政力が貧弱であるだけでなく，都市部が

食料品価格の引き下げを要求しているため，政策

ジレンマが生じている注 4．補助金（インドでは

農業向け公共投資の 3 倍に達している）の機会

費用は，農村部における成長のための公共財や社

会サービスの減少ということになる．結局，農業

と農村部の非農業経済における所得の引き上げと

いうことが解決策の一環をなしていなければなら

ない．

新しい機会が出現している　農業世界は農業に焦

点を当てた『世界開発報告 1982』が発行されて

以降，劇的な変化を遂げている．ダイナミックな

新しい市場，技術や制度の広範な革新，国家・民

間部門・市民社会の新たな役割などすべてが，農

業がおかれている新しい状況の特徴となってい

る．新しい農業の台頭をリードしているのは，広

範な価値連鎖のなかで生産者と消費者を結びつけ

ている民間企業家である．これには組織に後押し

された多数の企業家的な小自作農も含まれる．主

食作物と伝統的な輸出品の農業も，差別化され，

消費者需要の変化や新しい用途（例えばバイオ燃

料）に対応できるようになるにしたがって新しい

市場を見出しているし，地域的な市場統合からも

利益を享受している．しかし，農業は大きな不確

実性に直面していて，将来予測が困難であり，グ

ローバルな食料供給の管理に関しては慎重を要す

る（ボックス 1）．

　開発のための農業という課題について台頭して

きているビジョンによれば，生産者，民間部門，

国家の役割は再定義されることになる．生産は主

として小自作農によって行われる．特に生産者組

織に支援されていれば，通常はもっとも効率的な

生産者なのである．しかし，このような組織が生

産やマーケティングに関して規模の経済の利益を

確保しきれない場合には，労働集約的な商業的農

業がより良い生産形態であり，効率的で公正な労

働市場が農村部の貧困を削減する重要な手段とな

る．民間部門は小自作農や商業的農業にとって市

場を作り出すことになるバリュー・チェーンの組

織を牽引する．国家は，能力の向上と新しい統治

形態を通じて市場の失敗を是正し，競争を規制

し，戦略的に官民パートナーシップに参加して，

農業関連部門の競争力を促進し，小自作農や農村

労働者の取り込みを推進する．このような新しい

ビジョンのなかでは，農業は開発課題のなかで際

立った役割を担うことになる．

開発のために農業を活用するのに有効な
手段は何か？

　農業は農業ベース諸国にとっては成長の主要な

源泉となり，3 つのタイプすべての諸国にとって

は，それぞれ形は異なるものの，貧困を削減し環

ボックス　1 グローバルな食糧供給の将来

　農業は世界における食料の有効需要を充足することにほぼ

成功してきた．しかし，8 億人もの人々が食料不足に陥った

ままであり，農業は大きな環境への爪跡も残してきている．

さらに，将来の不確実性は増加している．

　モデル予測によれば，世界市場における食料価格の長期的

な低下傾向は逆転する可能性があり，グローバルな食料安定

確保に関する不確実性が高まっている．気候変動，環境悪

化，土地・水をめぐる競争激化，エネルギー価格の高騰，将

来における新技術採用のテンポに関する疑念などすべてが，

大きなチャレンジとリスクを提起しており，予測が困難と

なっている．

　 予 想 さ れ て い る 需 要 を 満 た す た め に は， 穀 物 生 産 は

2000-2030 年に約 50％，肉生産は 85％も増加しなければな

らない．これに加えて，バイオ燃料向けの農産原材料に対す

る需要が発生しており，すでに世界の食料価格を押し上げて

いる．

　需要の増加に対する農業全体の対応を管理するためには，

良い政策と投資の継続が必要であり，平常通りでは許されな

い．特にサハラ以南アフリカでは投資の急増が緊急を要す

る．現状維持のシナリオでは 2030 年までに食料輸入が 2 倍

以上になると予測されており，気候変動の影響がかなり大き

く対応能力をはるかに超えるものとみられ，1 人当たり食料

入手可能量の引き上げはその進展が相変わらず遅々としてい

るためである．

出所：Rosegrant 他 2007．
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境を改善することができる．そのためには農村部

貧困層の資産状況を改善し，小自作農の競争力と

持続可能性を高め，収入源を労働市場と農村部の

非農業経済に向けて多様化し，離農・移住の成功

を円滑化する必要がある．

資産へのアクセスを高める
　家計資産というのは，農業市場に参加し，自給

自足農業で生計を確保し，農村部の非農業経済の

なかの企業として競争をし，熟練職を見つける，

などの能力を決定する重要な要因である．中核

となる資産は土地，水，人的資本の 3 つである．

にもかかわらず，農村部貧困層の資産は人口の増

加，環境の劣化，主要な利益グループによる収

奪，政策や公共財の配分における社会的偏見のた

め，往々にして圧迫を受けている．

　サハラ以南アフリカほどこのような資産が著し

く欠如しているところは他にはない．人口密度が

高い地域では農場の規模が持続不可能なほど小さ

く，しかもますます小規模化しつつある．土地は

きわめて劣化しており，灌漑投資もほとんど行わ

れていない．健康と教育が貧弱なため，生産性と

より良い選択肢へのアクセスが制約を受けてい

る．アジアの大部分では，農場規模の縮小や水不

足に加えて人口増加の圧力も重大なチャレンジと

なっている．資産を増やすためには，灌漑・保

健・教育に向けた大規模な公共投資が必要であ

る．財産権の確実性や土地管理の質を高めるなど

制度的な発展が大きな問題となっている場合もあ

る．資産増加のためには，女性や少数民族など弱

者ないし疎外グループに関して，チャンスを平等

化する是正措置が必要であろう．

土地．土地市場，なかでも同賃貸市場は生産性を

引き上げ，家計が収入源を多様化するのに役立

ち，離農を円滑にすることができる．農民が年を

取り，農村経済が多様化し，移住が加速化するに

つれて，土地をもっとも生産的な使用者に譲渡

し，農村部の非農業部門に参加したり，離農・移

住したりするのを円滑にするためには，機能の優

れた土地市場が必要となる．しかし，財産権が不

確実で，契約があまり履行されず，法的な制限が

厳しい諸国が多く，結果として，土地市場のパ

フォーマンスが制約され，土地と労働の両方の再

配分が非常に不十分なため，土地アクセスに関す

る現在の不平等が強化されているという状況がみ

られる．農民がショックにさらされた際，土地の

投売りを最小限にとどめるためには，セーフティ

ネットや信用へのアクセスが必要である．

　土地改革を行えば，小自作農の市場参入を促進

し，土地配分の不平等を削減し，効率性を高め，

女性の権利を認める形で組織化することが可能に

なる．大規模な不動産を再分配して小自作農を定

住させるためには，受益者の競争力を確保するた

めの改革で補完することが必要であるが，その実

施はこれまで困難であった．ブラジルや南アフリ

カでは，市場ベースの土地改革を促進すべく対象

をしぼった補助金が活用されたが，もっと広範な

適用を目指すには，このような先駆的な経験から

教訓を得ておかなければならない．

水．水や灌漑へのアクセスは土地の生産性や収穫

の安定性を決定する重要な要因である．灌漑地

の生産性は雨水に頼る土地の 2 倍以上に達する．

灌漑されている耕作地は南アジアでは 39％，東

アジアでは 29％なのに対して，サハラ以南アフ

リカではわずか 4％にとどまっている．気候変動

が雨水農業の不確実性を高め，氷河流出水の減少

につながるなか，貯水用の投資がますます決定的

に重要になっている．水の稀少化が深刻化し，大

規模灌漑施設のコストが上昇するなかで，既存施

設の刷新，小規模施設の拡張，雨水利用によって

生産性が高まる機会は多い．

教育．農村部では土地と水が重要な資産ではある

が，農村部の人々が新しい農業の機会を追求し，

熟練職につき，農村部の非農業経済で新規企業を

設立し，成功裡に移住するためには，教育がもっ

とも貴重な資産となる．しかし，農村部の教育水

準は世界的にみて悲惨なほど低い傾向にある．サ

ハラ以南アフリカ，南アジア，中東・北アフリカ

では，農村部における成人男性の教育年数は平均

4 年，同女性は 3 年未満にとどまっている．農村

部における基礎教育の改善は都市部と比べても遅
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れている．農村家計では教育需要がおくれを取っ

ているものの，（バングラデシュ，ブラジル，メ

キシコにおけるように）学校への出席を条件とし

た現金移転によって需要を増やすことができる．

しかし，もっとも改善が必要なのは農村部におけ

る教育の質だと考えられるようになっている．こ

の場合，教育は一般的に，新しい農業や農村部の

非農業経済に有益な技術のスキルやビジネス・ス

キルを提供できる職業訓練を含むものとされてい

る．

健康．HIV/ エイズやマラリアを原因とする疾病

や死亡の広がりは，農業の生産性を大幅に引き下

げ，生計を破壊する．HIV 罹患者の大半は農業に

たずさわっているため，農業政策は労働力の急激

な減少への対応や孤児に対する知識の普及を支援

するという面で，HIV にもっと感応的でなければ

ならない．ザンビアの農村部では，人口の減少は

農村部の若い成人の間で深刻であり，1990 年時

点でもっとも生産的な 15-24 歳であった人口の

19％が，2000 年までに死亡したものと推定され

ている．一方，農業は農村部の人々の健康にとっ

て脅威ともなっている．灌漑はマラリア罹患を増

やし，農薬中毒で毎年 35 万 5,000 人が亡くなっ

ている．人間と動物が接近していることから発生

する鳥インフルエンザなど人畜共通感染症は，人

間の健康に大きな脅威を与えるようになってい

る．農業政策と保健政策の間における調整を改善

すれば，生産性と福祉向上にとって大きなプラス

となるだろう．

小自作農の生産性と持続可能性を高める
　小自作農の生産性，収益性，持続可能性を高め

ることが，開発のために農業を活用するに当たっ

て貧困から脱却する重要な道になる．これには何

が必要だろうか？　以下のことを達成するために

は，多種多様な政策手段を使うことができる．そ

の多くは商業的な小自作農に対するのと自給自足

の小自作農に対するのとでは適用方法が異なって

くる．

価格インセンティブを改善し公共投資の質と

量を高める（第 4 章）

•

商品市場の機能を改善する（第 5 および 6 章）

金融サービスへのアクセスを改善し無保険の

リスクを削減する（第 6 章）

生産者組織のパフォーマンスを高める（第

6 章）

科学技術を通じて革新を促進する（第 7 章）

農業をもっと持続可能にするとともに環境

サービスの提供者にする（第 8 章）

価格インセンティブを改善し公共投資の質と量を

高める　途上国では最近の改革によって農業生産

者の価格インセンティブが改善し，歴史的に農業

に不利な政策バイアスがなくなったわけではない

ものの縮小している．1980-84 年から 2000-04

年までの間に，ネットの農業課税は平均すると，

農業ベース国では 28％から 10％に，転換国では

15％から 4％に低下し，都市化国では若干のマ

イナスの保護からネットでプラス 9％の保護に変

化している．しかし，ネットでみて低水準の課税

率というのは輸入品からの保護と輸出品に対する

課税を組み合せた結果であり（特に農業ベース国

と転換国），ともに高率になり得る（図 5）．つま

り，途上国自身の貿易政策の改革を通じて，さら

に効率性の利益を獲得できる余地がかなり大きい

のである．主食作物の輸入自由化は貧困層にとっ

て利益になり得る．小自作農を含む貧困層の大半

はネットで食料の買い手だからだ．しかし，ネッ

トで売り手の貧困層（貧困層のなかで最大のグ

ループとなっている場合もある）は損失をこうむ

るため，新しい市場の現実への移行を緩和するた

めには，各国の状況に適合したプログラムが必要

となるだろう．

　これとは対照的に，経済協力開発機構（OECD）

加盟国では，生産者支援の削減に関して相対的に

ほとんど進展がみられない．生産者支援は農家

の受取総額に対する比率でみて，1986-88 年の

37％から 2003-05 年の 30％へとわずかな低下に

とどまっている．欧州連合（EU）を中心に，生産

者価格に直接連動した支援から，生産から「切り

離された」現金移転など歪みの少ない他の形への

シフトがみられる．しかし，そのような移転支出

は必ずしも生産に対して中立的であるわけではな

•

•

•

•

•
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い．リスク回避癖が削減され（資産効果），農業

収入の変動性が削減され（保険効果），銀行は対

農民融資についてより積極的になるためである．

　貿易完全自由化の福祉面の効果は比較的大きい

ものと推計される．先進国は現行水準の保護を撤

廃することによって，年間ベースで現在の農業向

け援助の 5 倍に達する福祉効果を誘発するもの

と推定されている．ただし，この効果は商品と国

によってバラツキがある．貿易が完全に自由化さ

れれば，国際的な農産品価格は平均的に 5.5％上

昇，そのうち綿花は 21％，油脂種子は 15％も上

昇するものと推計されている．これはブルンジ，

ルワンダ，ニジェールなど外貨制約が厳しい食

料輸入国にとっては特に問題が生じる．チャド，

スーダン，ブルキナファソ，マリ，ベニンなど綿

花ないし油脂種子を輸出している貧困国は利益を

享受する．特に大きな利益が期待できるのは，ブ

ラジル，タイ，ベトナムである．

　貿易交渉のドーハ・ラウンドは早急な決着が望

まれる．特にアメリカの綿花補助金などの最貧諸

国にとっては有害な歪みは撤廃されなければなら

ない．敗者を補償し（移転プログラム），小自作

農が比較優位のある部門に迅速かつ公平に調整す

るのを円滑化する（公共財への投資や制度改革）

ためには，補完的な政策やプログラム（貿易補助

金を含む）が必要である．

　今後の貿易，価格，公共支出に関する改革の

ペースとその程度は，政治経済学によって決ま

る．世界貿易機関（WTO）への加盟は改革を誘

発するし，各国のメディアは納税者の負担と利益

がそれに見合っていないことを暴露できるだろ

う．場合によっては，交渉による妥協や敗者向け

の補償制度が効果的である．その例としては，日

本のコメ政策改革，EU の砂糖改革，メキシコが

1990 年代に実施した主食作物の改革があげられ

る．1980 年代から 90 年代にかけて多数の途上

国でみられたように，国内の農業改革を経済全体

にかかわる広範な改革と連動すれば成功の可能性

が高まることもあるが，そのような改革は農業に

関しては未完にとどまっている傾向がある．イン

ドにおける農民向け電力の無料化などその他の補

助金改革は，効率性と環境の代価が大きいため，

えこひいき的な交渉が暗礁に乗り上げている．

　価格インセンティブの改善にどう対応するか

は，市場インフラ・制度・支援サービスへの公共

投資いかんに左右される．しかし，公共支出の質

はしばしば劣悪で，改善が必要である．非戦略的

な補助金が農業向け公共予算の半分も占めている

諸国さえある．農業向け公共支出の改善について

政治的支持を動員するための第一歩は，予算配分

と効果の分析について情報開示と透明性を強化す

ることであろう．

商品市場と投入物市場の機能を改善する　農業市

場が重要な構造変化を遂げ，強力な関係者が新規

参入するなかで，開発にとって鍵となる問題は，

図 5　途上国では農業輸出品のほうが課税率が低い
輸出品 輸入品

名目援助比率（％） 名目援助比率（％）

農業ベース国 転換国 都市化国 農業ベース国 転換国 都市化国
出所：Anderson 近刊．
Note: The nominal rate of assistance is a measure of domestic output prices relative to border prices, which also takes into account domestic 
input subsidies.
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小自作農の参加を増やし，農業の成長が貧困を削

減する効果を確保することである．市場ごとに選

択肢は異なってくる．

主食作物市場．主食作物市場の取引コストとリス

クを削減すれば，高成長を促進し，貧困層にとっ

て利益になるだろう．インフラ投資以外で有望な

革新としては，商品取引所，農村部のラジオや

ショートメッセージングシステムに基づいた市場

情報システム，倉庫証券，市場ベースのリスク管

理手段などがある．

　食料市場に関して特に面倒な問題は，個人消費

のなかで主食作物への支出が大きなシェアを占め

ている諸国について，政治的に敏感な主食作物

の変動性をどうやって管理するかということであ

る．主食作物が貿易財であれば，取引所ベースの

先物契約を通じた保険で価格リスクを管理できる

だろう．一例として，アフリカ南部の諸国ないし

取引業者は南アフリカの商品取引所を活用してい

る．1998 年にバングラデシュで洪水に関連して

生じたコメ不足の際に成功したように，国境を開

放し民間取引を増やせば，リスク管理は改善され

るだろう．しかし，農業ベース諸国の主食作物の

多くは貿易が厳しく制限されている．また，天候

のショックに頻繁にさらされているほとんどの諸

国は，価格の不安定性を削減するために公的穀物

在庫を管理しているが，その成功度はまちまちで

ある．多数の農業ベース諸国では，農民と消費者

の両方にとって依然として価格変動の大きなリス

クが残っており，所得が上昇するか，あるいは市

場パフォーマンスが改善しない限り，効果的な

セーフティネットが引き続き重要であろう．

伝統的なバルク輸出．コーヒーや綿花など伝統的

な輸出品にかかわる世界市場価格の長期的な低下

傾向は，何百万人という生産者の生計を脅かして

いる．減税や輸出市場の自由化で所得が改善した

場合も多い．しかし，このような自由化された市

場では，マーケティングに関して公正で効率的な

運営を規制するという点を中心に，政府の新しい

役割が必要とされる．それが実施された諸国では

生産と質の両方が改善されている．その例はザン

ビアの綿花で，生産は 3 倍に増加している．や

はり決定的に重要なのは，ガーナにおける最近の

ココアの成功例でみられるように，輸出の生産性

を引き上げることだ．一部の小自作農にとって

は，品質の改善とフェア・トレードはより多くの

利益が得られる市場に向けて新しい機会を開拓で

きる可能性がある．

高付加価値市場．高付加価値市場についても，グ

ローバル市場と国内市場の双方に関して小自作農

の参入を増やすことが可能であろう．これには多

くの諸国で進行中のスーパーマーケット革命も含

まれる．国内消費向けの高付加価値市場はほとん

どの途上国においてもっとも成長の著しい農業市

図 6　途上国の高付加価値品に対して国内と海外の需要が急増している

国内消費
消費 / 能力 / 日（1980 年＝ 100） 輸出額（1980 年＝ 100）

輸出

肉 園芸 穀物・豆 脂肪種子
伝統的輸出品
肉 園芸

出所：http://faostat.fao.org (2007 年 6 月アクセス )，http://comtrade.un.org．
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場であり，畜産品や園芸品を牽引車にして年率

6-7％で拡大している（図 6）．果物・野菜・同加

工品，魚・同製品，肉，ナッツ，スパイス，花
か き

卉

などを合計すると，これらは途上国の農産食品輸

出の今や 43％を占めており，2004 年には 1,380

億ドルに達している．所得の増加に伴って，農産

物の国内小売販売ではスーパーマーケットが支配

的になってきており，一部のラテンアメリカ諸国

では 60％にも達している．

　このような伸びが貧困に及ぼす影響は，農村人

口が高付加価値市場にどのような形で参加してい

るのか，すなわち生産者として直接参加してい

るのか（バングラデシュ），それとも労働市場を

通じて参加しているのか（チリ）によって異な

る．小自作農の参加を高めるためには，市場イン

フラ，農民の技術的な能力の向上，リスク管理手

段，生産者組織を通じた集団行動などが必要であ

る．グローバル市場においては，厳格な衛生植物

検疫基準への取り組みがより大きなチャレンジで

ある．それをうまく行うためには政策（食品安全

法），研究（リスク管理，最善慣行），インフラ

（輸出加工施設），監督（疾病監視）などに関し

て，官民共同の努力が必要である．

投入物市場．特に種子と肥料に関して，サハラ以

南アフリカでは市場の失敗が蔓延している．取引

コストやリスクが高いことと規模の経済が制約と

なっているのである．その結果，サハラ以南アフ

リカでは肥料の使用率が低く，それが農業生産性

上昇の制約になっている．肥料補助金に対する関

心が高まっているが，市場の失敗にかかわる持続

可能な解決策に焦点を当てたものでなければなら

ない．農業用の投入物市場を活性化するための

「マーケット・スマートな」（市場ベースの）アプ

ローチとしては，農民が民間市場で投入物を購入

することによって需要を刺激できる対象をしぼっ

た引換券や，民間配給業者が投入物市場に参入す

るための新規設立費用をまかなう交付金，などが

ある．

　他のどんな補助金でも同じであるが，投入物向

けに補助金を活用するに当たっては慎重さを要す

る．それは生産的な公共財や社会的支出という機

会費用が大きく，政治的な支配や不可逆性のリス

クが高いためである．しかし，補助金は慎重に取

り扱えば，新技術の早期採用に関するリスクを引

き受けたり，投入物価格を下げるために市場で規

模の経済を達成したりすることが可能であろう．

補助金は生産性改善を目指す包括的な戦略の一環

でなければならず，信頼性のある脱却の選択肢を

整えておくことも必要である．

金融サービスへのアクセスを改善し非付保リスク

を削減する　農業に関しては金融の制約が一般的

であり，コスト高で金融機関の分布も不均一なた

め，小自作農の競争力にとって大きな制約となっ

ている．金融の制約は，担保の役割を果たす資産

を所有していないこと（富の割当）と，生計に

とってきわめて重要な折に担保として資産をリス

クにさらすことを躊躇すること（リスクの割当）

に起因している．公的プログラムないし国有銀行

を通じた農業向けの特別クレジットラインがない

ため，金融サービスには大きなすき間が空いてお

り，多種多様な金融革新にもかかわらず，引き続

きそのすき間はほとんど埋まっていない状態にあ

る．

農村金融．正式な担保なしに信用へのアクセスを

提供する零細金融の革命によって，女性を中心に

何百万人という貧困層は融資へのアクセスが可能

になった．ただし，小規模な畜産や園芸など回転

率の高い活動を除くと，ほとんどの農業活動には

まだ手が届いていないのが実態である．しかし，

農村部の貧困層が利用できる金融商品の種類は増

えており，貯蓄，送金，保険サービス，リースな

どが含まれるようになった．一貫したサプライ・

チェーンや契約農業の増加に伴い，相互関連のあ

る関係者を通じた金融仲介が一般化しつつある．

情報技術のおかげで農村部でも取引コストが低下

し，融資コストの割高さも小さくなりつつある．

例えば，銀行取引と競合する形で，投入物の購入

に農業クレジット・カードを使用したり，携帯

電話を活用したりすることもできる．マイクロ・

ファイナンス機関や中小商業銀行をカバーする信
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用調査機関の台頭を受けて，小自作農はマイク

ロ・ファイナンスの借り手として確立した信用を

ベースに，より規模が大きい商業ローンへのアク

セスが可能になっている．このような革新の多く

はまだ実験段階にあり，小自作農の競争力強化に

本当に効果をもたらすためには，評価と規模の拡

大が必要である．

リスク管理．付保されていないリスク（自然災

害，健康に関するショック，人口動態の変化，価

格の変動性，政策変更などの影響）は，農村家計

にとって効率性と福祉の両面で大きなコストとな

る．このようなリスクを管理しようとすれば，農

民は期待所得の大きい活動を停止しなければなら

ないだろう．ショックを乗り切るために資産を売

却すれば，長期的にはコストがかえって高くな

る．（土地や家畜の投売りによる）資本減耗は農

業資産の所有に関して不可逆性をもたらすか，あ

るいは回復を遅くするからだ．加えて，ショック

に対処するために子供を退学させれば，あるいは

幼い時期に子供を栄養不良にさせれば，子供の教

育や健康にとっては長期的にかえって有害で，貧

困の世代間移転につながるおそれがあろう．

　小自作農の無保険リスク削減ということに関し

ては，多種多様なイニシアティブにもかかわらず

ほとんど進展がないのが実情である．国家管理の

保険制度はほとんど実効性がないことが判明して

いる．現在インドを筆頭に各国で普及しつつある

指数ベースの旱魃リスク保険は借り手と貸し手の

双方にとってリスクの削減につながるもので，農

業金融の解決策になる可能性がある．しかし，こ

のようなイニシアティブは少なくとも新規起業コ

ストを補填する何らかの補助金の要素がないかぎ

り，広く普及するための臨界レベルの量に達する

可能性は低い．

生産者組織のパフォーマンスを高める　生産者組

織による集団行動は市場における取引コストを削

減し，ある程度の市場支配力を達成し，国家的お

よび国際的な政策フォーラムで存在感を増大させ

ることができる．小自作農にとって，生産者組織

は競争力を達成するために必須である．同組織は

数と会員数の両面で急増しているが，通常は国家

がマーケティング，投入物の提供，信用から撤退

したことに伴う真空状態を埋めるのが目的であっ

た．また，民主主義の間隙をぬって統治に関し

ては市民社会の積極的な参加が許容されている．

1982-2002 年についてみると，生産者組織が存

在する村落の割合はセネガルで 8％から 65％に，

ブルキナファソでは 21％から 91％へと急増して

いる．インドの酪農協同組合ネットワークは小作

農や女性を中心に 1,230 万人の個人会員を擁し，

インドのミルク総供給量の 22％の生産を担って

いる．

　生産者組織の有効性は数多くの成功事例にもか

かわらず，法的規制，管理能力の低さ，エリート

層による支配，貧困層の排除，国家が正式なパー

トナーとして認めてくれないことなどで往々にし

て制約を受けている．政府や援助国は組織権の推

進，リーダーの訓練，女性や若い農民など立場の

弱いメンバーのエンパワーを通じて，生産者組織

を支援することができる．しかし，依存症を回避

しながら，このような支援を提供するのは挑戦課

題であろう．

科学技術を通じて革新を促進する　民間による研

究開発（R&D）投資の急増に牽引されて，先進

国と途上国の知識格差は拡大しつつある．農業

GDP に占める農業 R&D のシェアをみると，途上

国は官民投資の合計でも先進国のわずか 9 分の 1

にしか達していない．

　この格差を縮小するためには，R&D 投資の急

増を政策課題のトップにあげなければならない．

国際的および国家的な R&D 投資の多くは十分な

収益率を達成しており，すべての地域の途上国に

ついて評価した 700 件の R&D プロジェクトの内

部収益率は平均 43％にも達している．にもかか

わらず，国際機関や国家が市場や統治に失敗して

いるため，特に農業ベース諸国では R&D はもち

ろん，より一般的には革新システムに関して深刻

な過少投資が発生している．中国やインドでは過

去 20 年間で農業 R&D 投資が 3 倍になっている

のに対して，サハラ以南アフリカではわずか約

20％の増加にとどまっている（約半数の諸国で
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は減少している）注 5．さらに，アフリカ諸国の

場合，農業生態が特殊であり，他の地域と比べて

国際的な技術移転の恩恵を享受しにくく，また，

国の規模が小さいため農業 R&D による規模の経

済を享受しがたいという事実がある．そのため不

利な状況がさらに増幅されている．R&D 投資の

水準が低く，国際的な技術移転の水準が低いとい

うことが相まって，サハラ以南アフリカの穀物収

量は低迷しており，世界との収量率格差の拡大に

つながっている（図 7）．このような諸国にとっ

ては，R&D に関して投資の急増と地域協力が緊

急課題である．

　低支出は問題の一部でしかない．公立研究機関

の多くはリーダーシップ，管理，財政の面で深刻

な制約に直面しており，早急な対応が求められて

いる．しかし，高付加価値市場に関しては，民間

部門がバリュー・チェーンにそって革新を促進す

る新たな機会が開けている．その機会を手にする

ためには，ファイナンス，開発，革新の適合に関

して，公的部門，民間部門，農民，市民社会の相

互間でパートナーシップが必要になるのが普通で

ある．今や制度的なオプションが広がっているな

かで，何がどんな状況下でうまく機能するのかを

もっと評価することが必要であろう．

　恵まれた地域とそうでない地域の間にある所得

や生産性の格差を縮小することもチャレンジと

なっている．恵まれない地域に関しては，土壌・

水・家畜管理にかかわる技術の改善，害虫・病

気・旱魃に強い品種を含め，もっと持続可能性と

強靭性のある農業システムが必要である．

　生物学や生態学のプロセスを活用したアプロー

チであれば，農薬など外部からの投入物使用を最

小化できる．そのような例としては，環境保全型

耕作，休閑の改善，緑肥被覆作物，土壌保護，殺

虫剤よりも生物多様性と生物学的なコントロール

に依存した害虫駆除などがある．このような技術

のほとんどは場所ごとに固有であるため，その開

発と採用にはもっと分権化した参加型のアプロー

チに，農民やコミュニティの集団行動を組み合わ

せる必要がある．

　バイオ技術の革命的な進歩は貧しい生産者や消

費者に大きな利益をもたらす可能性がある．しか

し，現在のバイオ技術は民間部門に集中してお

り，商業的利益に牽引されているため，途上国の

小自作農の生産性に対する影響は限定的である．

その例外は中国とインドにおける Bt 綿花である．

バイオ技術向けの公共投資が少ないことと，環境

や食品の安全性に関するリスク規制の進展が遅い

ことから，貧困層の助けになる可能性をもった遺

伝子組み換え作物（GMO）の開発は制約を受け

ている．このような技術の潜在的な利益は，国際

開発社会が関係諸国に対して援助を大幅に増やさ

ない限り，見のがされてしまうだろう．

農業をもっと持続可能にするとともに環境サー

ビスの提供者にする　農業の環境への爪跡は非

常に大きいが，それを削減する機会は多数ある．

1992 年のリオにおける地球サミット以来，環境

の課題は開発のための農業というより大きな課題

と不可分であるということが広く認められるよう

になっている．それどころか，農業の未来は農業

が依存している天然資源ベースの管理を改善する

ことに本質的に結びついているのである．

　集約農業と粗放農業はともに環境問題に直面し

ているが，それぞれ種類が異なっている．農業の

集約化は生物多様性の減少，灌漑用水管理の失

敗，農薬汚染，殺虫剤中毒に伴う健康面でのコス

トや死亡などを引き起こしている．家畜革命も特

図 7　穀物に関してサハラ以南アフリカとその他地域の収
量格差は拡大している
収量（トン / ヘクタール）

途上国 南アジア
東アジア・太平洋沿岸 サハラ以南アフリカ
ラテンアメリカ・カリブ

出所：http://faostat.fao.org(2007 年 6 月アクセス )．
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に人口密度の高い地域や都市周辺部では，排泄物

や鳥インフルエンザなど人畜共通感染症を通じ

て，独自のコストを発生させている．恵まれない

地域の多くは森林伐採，土壌の劣化，砂漠化，牧

草地や河川流域の劣化などの被害を受けている．

東アフリカの高地では，土壌侵食は貯水池の沈泥

化などといった形で現場から離れた場所に影響す

るだけでなく，年率 2-3％にも相当する生産性の

低下をもたらすことがある．

　答えは農業開発を鈍化させることではなく，

もっと持続可能性の高い生産システムを追求し，

農業のもっている環境サービスの提供能力を高め

ることにある．多数の有望な技術的・制度的な革

新を採用すれば，成長や貧困削減とのトレードオ

フを最小限にとどめながら農業をより持続可能な

ものにすることができる．灌漑地における水管理

戦略は水の生産性を改善して，全使用者（環境を

含む）の需要を満たし，水汚染や持続不可能な地

下水の採掘を削減することができる．このような

戦略は浪費的な水使用のインセンティブを廃止す

ること，水の管理を地方の使用者グループに分権

化すること，技術改善に投資すること，外部性の

規制を効果的にすることなどに左右される．灌漑

管理の分権的な統治は，法的な枠組みによって使

用者グループの役割と権利を明確に規定し，灌漑

を集団的に管理する同グループの能力を高めれ

ば，成功の確率が高まるだろう．

　技術を改善し，近代的な農場における投入の管

理方法を改善すれば，雨水農業もより持続可能

になるだろう．過去 20 年間における農業の重要

な成功物語の 1 つは環境保全型（あるいはゼロ）

耕作である．このアプローチはラテンアメリカの

商業的農業，南アジアのコメと小麦の輪作システ

ムを行う小自作農，ガーナなどでうまく機能して

いる．恵まれない地域では，トルコの東アナトリ

アでの流域管理プログラムにおけるように，天然

資源管理に関するコミュニティ・ベースのアプ

ローチが大いに有望である．20 カ国を対象にし

た調査データによれば，コミュニティ組織に女性

が積極的に参加していると，天然資源の管理の有

効性と紛争解決能力が改善される．

　持続可能な天然資源の管理についてはインセン

ティブの適正化が第一歩となる．持続可能性の高

いアプローチの広範な採用は，価格設定や補助金

が不適切な政策と外部性管理の失敗によってしば

しば阻害されている．集約農業と粗放農業の両地

域とも，財産権を強化し（ニジェールにおける併

農林業の公園地帯など），天然資源管理に関して

農場外の給付金（土壌保護に見合った交付金な

ど）で長期的なインセンティブを供与する必要が

ある．資源の採取を奨励するような不適切なイン

センティブ（地下水の過剰取水を引き起こす水集

約的な作物に対する補助金など）は削減すべきで

ある．

　改革は政治的に困難なのが常である．しかし，

技術（遠隔感知）による水測定の改善，灌漑サー

ビスの質改善，水利用者の説明責任強化などは，

それ以外の方法では停滞する改革に対して政治的

支持を得ることができるだろう．

　環境サービスを有料化すれば，環境的な外部性

の管理にかかわる市場の失敗を克服するのに役立

つ．流域や森林の保全は環境サービス（清潔な飲

料水，灌漑システムに対する安定的な水流供給，

炭素固定化，生物多様性の保護など）を生み出す

ので，その提供者はそのサービスの受益者から支

払いを受けて補償されてしかるべきであろう．特

にラテンアメリカではこれに対する関心が高まっ

ている．ニカラグアでは，支払いのおかげで劣化

した牧草地の面積やそこでの年間収穫量が 50％

も減少して，シルボパストラリズムと呼ばれる併

農林業（牧草地に植林）に取って代わられるとい

う状況が誘発された．しかも，その半分は貧しい

農民によるものであった．商品の環境認証もフェ

ア・トレードや日陰コーヒーの例でみられるよう

に，消費者に持続可能な環境管理のコストを負担

させることができる．

気候変動への対応は緊急課題．農業に依存してい

る貧困層は気候変動にもっとも脆弱である．不作

や家畜の死亡の増加で，サハラ以南アフリカの一

部ではすでに経済的損失が大きくなり，食料安定

確保を脅かしつつあるが，地球温暖化が続けばそ

の状況はもっと深刻になるだろう．旱魃がさらに

頻繁になって，水不足が拡大すれば，熱帯の大部
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分に甚大な被害をもたらし，今でも貧しく脆弱な

人々のコミュニティ全体の灌漑や飲料水を損なう

懸念があろう．国際社会は特にサハラ以南アフリ

カ，ヒマラヤ山脈地帯，アンデス山脈地帯におけ

る貧困層の農業システムを気候変動に対して強く

するための援助を迅速に拡大しなければならな

い．汚染者負担の原則に基づけば，貧困層の適応

コストを補償するのは先進国の責任であろう．今

のところ，既存の適応基金に対するグローバルな

公約はまったく不十分である．

　途上国の農業と森林伐採は温室効果ガス排出

の重要な源泉となっている．それぞれ総排出量

の 22％，30％も占めている．その半分強は主

として農業の侵食による森林伐採（全世界で年

間 1,300 万ヘクタールの森林伐採）が原因であ

る（図 8）注 6．炭素取引制度は農業の土地利用に

起因する排出を削減できる未知の可能性をもって

いる．特に対象範囲を拡大して，森林伐採回避や

炭素の地中固定化（例えば環境保全型耕作）に対

する金融供与まで含めれば，そういうことがいえ

るだろう．土地や家畜の管理慣行を若干改善する

だけで（例えば環境保全型耕作や農業と林業の併

用），すべての関係者にとってうまく機能する状

況が期待できる．初期投資だけで農業システムが

生産的かつ持続可能になるということである．

バイオ燃料―チャンスであると同時にチャレンジ

でもある．気候変動を緩和し，農業にとって大き

な新しい市場を創造する有望な新たな機会が，エ

ネルギー価格の高騰に刺激されたバイオ燃料の生

産を通じて出現してきている．現在のバイオ燃料

プログラムで経済的に存続可能なものはほとんど

なく，社会的（食料価格の上昇）および環境的

（森林伐採）にリスクをもたらす懸念がある．今

のところ，先進国における生産はバイオ燃料に対

する高関税と多額の補助金で保護されながら行わ

れている．このような政策は有望な新しい輸出市

場において効率的な生産者である，あるいはそう

なり得る途上国にとっては打撃である．穀物がバ

イオ燃料に代替されることに伴って直接的に，あ

るいは土地が食料生産から転換されることに伴っ

て間接的に，穀物価格が世界市場で上昇するなか

で，貧しい消費者も主食作物に対して高価格を支

払わなければならない．

　ブラジルは砂糖キビの低コスト生産を背景に，

バイオ燃料に関して世界で最大かつもっとも効率

的な生産者である．現在の技術で効率的な生産者

になれる可能性のある途上国は他にはほとんどな

い．バイオ燃料に関する政策決定として，バイオ

燃料生産がもたらすであろう大規模な環境への爪

痕を緩和するために，規制ないし認証制度を工夫

する必要がある．主食作物以外の原料に基づい

て，より効率的で持続可能な生産プロセスを開発

するためには，研究開発に対して官民が投資を増

加させることが重要である．

農業を超えて――ダイナミックな農村経済
とそれに参加するためのスキル
農村部における雇用の創出　農村人口が急増して

いるのに農業雇用の増加は遅々としているため，

農村部における雇用の創出は十分に認識されてい

ないものの大きな挑戦課題といえる．アジアとラ

テンアメリカでは，農村部の労働力の 45-60％は

農業労働市場と農村部の非農業経済に従事してい

図 8　農業と森林伐採は温室効果ガス排出に大きく貢献している
GHG 総排出量に占める割合

先進国 途上国

エネルギー 農業 森林伐採 生産工程 廃棄物

出所：United Nations Framework Convention on Climate Change（http://www.unfccc.int）からのデータに基づく WDR 
2008 チームの推計．
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る．女性を中心とする農村部の労働力にとって，

自営農業がいまだにもっとも一般的な活動である

というのはサハラ以南アフリカだけだ．しかし，

農村人口の急増と農場規模の縮小を受けて，農村

部における雇用はアフリカでも取り組みが必要な

問題となっている．

　農村部の労働市場は農村人口に対して，新しい

農業や農村部非農業部門への雇用機会を提供して

いる．しかし，その機会はスキルをもった人々に

は有利であるが，教育水準の低い女性は不利であ

る．移住は備えのある熟練労働者にとっては所得

の増加を意味するだろうが，それ以外の人々に

とっては都市部における貧困という形で単に場所

が変わるだけを意味する可能性が大きい．

　政策の優先課題は農業と農村部非農業経済の両

方でもっと雇用を創出することにある．ダイナ

ミックな農村部非農業経済の基本的な構成要素

は，農業が急拡大していることと投資環境が良好

なことである．取引コストを削減し，インフラに

投資し，ビジネス・サービスや市場情報を提供す

ることによって，地方経済をもっと広い市場に結

びつけることが決定的に重要であろう．ある一定

地域内の企業が相互調整しながらダイナミックな

市場への食い込みでしのぎを削っている，という

農業ベースの集積地（クラスター）は効果的であ

る．広く知られているその例としては，ブラジル

のサンフランシスコ・バレーの非伝統的な輸出と

ペルーやエクアドルの酪農がある．

　本当の課題は，農村人口がもっと高給職に移動

していくのを後押しすることであろう．そのため

には公式部門に占める農村労働者のシェア引き上

げや，男女差別の撤廃を定めた労働法規が必要で

あろう．教育，スキル，企業家精神というのは，

親に子供の教育を改善しようというインセンティ

ブを供与し，学校の質を改善し，新興の雇用市場

に適した教育機会を提供することによって涵養す

ることができるだろう．

セーフティネットの提供　慢性的および一時的な

貧困層に社会的扶助を提供すれば，効率性と福祉

の両方を高めることができる．効率性の利益はリ

スク管理のコストとショックに伴う資産減耗のリ

スクを削減できることから生まれる．福祉の利益

は慢性的な貧困層を食料援助や現金移転で扶助す

ることから生まれる．ブラジル，南アフリカ，東

ヨーロッパ・中央アジアのほとんどの諸国では，

農村部向けの非拠出型年金基金が高齢者を保護

し，若い世代への土地の早期譲渡を後押しし，高

齢者を扶養する勤労者の財政的な負担を緩和して

いる．このような政策は年金生活者の孫の健康や

教育に対しても，重要な波及効果をもっているこ

とが確認されている．

　保証勤労福祉制度，食料援助，現金移転など

セーフティネットには，ショックから最弱者を保

護する保険機能がある．このようなプログラムは

地方の労働市場や食料経済を阻害したり，受益者

に労働に対する意欲の低下が生じたりしないよう

に，また，もっとも困っている人々へ「ちょうど

折りよく」届くように工夫する必要がある．政府

や援助国のプログラムの重点が過去20年の間に，

貧困削減の手段として移転にシフトし，そのイン

パクト評価に大きな関心が集まってきているなか

で，有効性を高めるためには対象をどうしぼり込

んでプログラムを調整すべきかに関しては数多く

の教訓がすでに学ばれている．

開発のための農業という課題はどうした
らもっともうまく実施できるか？

　開発のための農業という課題をある国が追求す

るということは，何をすべきかということと，そ

れをどうやって行うかということを定義するこ

とを意味する．何をすべきかということについ

ては，関係者（生産者，生産者組織，バリュー・

チェーンにそった民間部門，国家）の行動様式に

基づく政策的枠組みが必要である．どうやって行

うかということについては，やはり関係者（国

家，市民社会，民間部門，援助国，国際機関）の

行動様式に基づいて，政治的支持と実施能力を結

集するのに有効な統治が必要となる．

開発のための農業という課題を定義する
貧困脱却の道を切り開き拡大する　農村家計は

個々の家族員がもっている各スキルを使って，リ
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スクが分散化できるような農業および非農業活動

のポートフォリオを追求している．貧困脱却の道

は小自作農，農業における賃金雇用，農村部の非

農業経済における賃金雇用ないし自営業，農村部

からの移住，あるいは以上の組み合わせというこ

とになる．資産へのアクセスと移動性の制約に関

する男女格差は，利用可能な貧困脱出路を決定す

る重要な要因になる．

　持続可能な成長を支援し貧困を削減することに関

して，農業をもっと効果的にするためには，社会政

治学的な環境が好ましいこと，統治が適切であるこ

と，マクロ経済のファンダメンタルズが健全である

ことが大前提となる．その上で，課題を以下の 4 つ

の政策目的の組み合わせに基づいて，国のタイプご

とに定義する，すなわち政策ダイヤモンド（菱型）

を策定することが必要となる（図 9）．

目的 1．市場アクセスを改善し効率的なバ

リュー・チェーンを確立する

目的 2．小自作農の競争力を高め市場参入を

円滑化する

目的 3．自給自足農業や低スキルの農村部職

による生計を改善する

目的 4．農業や農村部の非農業経済における

雇用を増やしスキルを高める

•

•

•

•

　開発のために農業を活用するに当たっては，国

は次のような特徴をもった課題を策定すべきであ

る．

大前提の確立．社会的な平和，適切な統治，

健全なマクロ経済ファンダメンタルズがなけ

れば，農業課題のなかで効果的に実施できる

ものはほとんどないであろう．特にサハラ以

南アフリカの農業ベース諸国では 1990 年代

半ばまで，この基本的な前提が欠如している

ことが常態であった．

包括性．課題は各国の状況に応じて政策ダイ

ヤモンドの 4 つの目的を組み合わせたもの

でなければならず，各政策目標に向けた進展

を定義し，モニターし，評価するのに役立つ

指標を特定しておかなければならない．

差別化．課題は国のタイプごとに異なるだろ

う．これは 3 タイプの農業世界ごとに優先

課題や構造的環境が違うことを反映したもの

となる．さらに，課題は広範な関係者の参加

を仰いだ国家的な農業戦略を通じて，各国の

個別事情に合わせて調整されていなければな

らない．

持続可能性．課題は農業の環境への爪痕を削

減するとともに，将来的にも農業の成長を維

•

•

•

•

大前提の確立：
マクロ経済ファンダメンタルズ

統治
社会政治学的状況

2
小自作農の競争力強化，

市場参入円滑化

１
市場アクセス増大，
有効なバリュー・

チェーン効果の促進

４
農業や農村非農業経済の

雇用増加，スキル強化

３
自給自足農業
や低スキルの
農村部職の生

計改善

農業や非農業の生産
物に対する需要

農産物に対
する需要

市場への
移行

市場への
移行

貧困脱却の道
農業・労働・移住

所得
効果

所得
効果

出所：WDR 2008 チーム．

図 9　開発のための農業という課題の 4つの政策目的から政策ダイヤモンドができる
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持するという意味で，環境的に持続可能でな

ければならない．

実現可能性．実施して大きな影響を与えるために

は，政策やプログラムは政治的な実現性，行政能

力，財政的な余裕に関する条件を満たしていなけ

ればならない．

農業ベース国―成長と食料の安定確保を達成する

サハラ以南アフリカ諸国が農業ベース諸国の農村

人口の 82％を占めている．これら諸国にとって

は，食料の貿易可能性と主要作物の比較優位が限

定的であるため，農業の生産性向上が国の経済成

長，大幅な貧困削減の手段，食料安定確保の基礎

にならなければならない．これは政府や国際社会

にとって大きなチャレンジになるものの，この企

てに成功できるような代替策はほとんどない．た

だし，楽観論を支持するような新たな機会も出現

している．

　1990 年代半ば以降，サハラ以南アフリカでは

マクロ経済状況と商品価格が改善するなかで（図

10），農業の伸びが 1980 年代の年率 2.3％から

2001-05 年には 3.8％に加速している．成長が高

まったところでは農村部の貧困率も低下し始めた

が，人口の急増が利益のほとんどを帳消しにした

ため，1 人当たりの農業成長は 1.5％にとどまっ

ている．成長と貧困削減を加速化することが今や

可能となっているが，そのためにはコミットメン

ト，スキル，財源が必要である．

　サハラ以南アフリカの現地状況は多種多様であ

るため，農業システムとそれが依存している主食

作物の種類も幅が広い．したがって，生産性の伸

びを達成する方法もアジアの場合とは大きく異な

ることが示唆される注 7．多様性のため新技術開

発も複雑になっているが，かえって広範な革新の

機会があるということも意味するだろう．降雨の

時期と量に依存しているため天候のショックに対

する脆弱性が大きくなり，収量増加が実証済みの

技術を使う能力が限定されている．しかし，水の

貯蔵と効率的な利用という未開拓の潜在力には膨

大なものがある．内陸の中小国が単独で行動して

いては，商品市場はもちろん研究開発や訓練に関

しても規模の経済が達成できないので，地域統合

が重要な課題となっている．人口密度が低いこと

がインフラ・サービス提供のコストや，HIV/ エ

イズによる人的資源の損失を高めており，それが

追加的な制約となっている．

　サハラ以南アフリカでは，投資収益率が高くて

潜在力のある地域に居住する小自作農の競争力を

改善して成長を高めると同時に，自給自足農の生

計と食料安定確保をはかることが課題である．農

業を振興するためには，市場アクセスを改善し，

近代的な市場チェーンを発展させることが必要で

ある．そのためには，主食作物を中心に，伝統的

および非伝統的な輸出品も含めて，小自作農ベー

図 10　サハラ以南アフリカではマクロ経済状況が改善するにつれて農業の伸びが高まっている
マクロ経済の得点 農業の成長率（% / 年）

マクロ経済の得点の年変化率

出所：International Country Risk Guide（http://www.icrgonline.com）からのデータに基づく WDR 2008 チームの推計．
注：マクロ経済の得点は財政収支，インフレ，為替相場の安定性にかかわる得点の平均．各点は 1 つの国を表わす
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スの生産性革命が必要となる．農業システムの強

靭性を高めるためには，土壌と水の管理に対する

長期的な投資が必要である．これは特に遠隔のリ

スキーな環境下で自給自足農業にたずさわってい

る人々に当てはまる．さらに，農業の成長に乗

じて農村部の非農業経済を活性化し，非貿易財・

サービスの生産を増やすことも必要である．この

課題は地方市場では農民，農産加工業者，取引業

者として，往々にして休眠状態にある女性の役割

を認識したものでなければならない．

　サハラ以南アフリカの状況を考えると，開発

のための農業という課題には次の 4 つの明確な

特徴がなければならない．第 1 に，多部門アプ

ローチは技術（種子，肥料，家畜の品種），水や

土壌の持続可能な管理，制度的サービス（エクス

テンション，保険，金融サービス），人的資本開

発（教育，健康）について相互間のシナジーを引

き出すものでなければならない．これらすべてが

市場の発展に関係してくる．第 2 に，農業開発の

措置は地方状況に適合するよう分権化されていな

ければならない．これには女性が中心となったコ

ミュニティ主導のアプローチが含まれる．サハラ

以南アフリカでは女性が農民の過半数を占めてい

るので，主導的な役割を演じるべきであろう．第

3 に，政策課題は国をまたいで相互調整し，R&D

などを初めとするサービスに関して拡大市場を提

供し，規模の経済を達成すべきである．第 4 に，

政策課題は成長を維持するために，天然資源の保

全と気候変動への適応を優先したものでなければ

ならない．

　このような課題には前提として，マクロ経済の

安定，生産者のインセンティブと貿易を改善する

政策，公共投資の著増が必要であろう．公共投

資に関しては，「アフリカ開発のための新パート

ナーシップ」で提案されているように，特に市場

アクセスを改善するためのインフラ・道路・通

信，アフリカ固有の作物や農業生態に取り組むた

めの R&D が重要である．

　サハラ以南アフリカにおける最近の農業の急成

長は，マクロ的な改革や部門別の改革に伴う価格

インセンティブの改善と商品市況の高騰によって

誘発されたものである．価格改革に伴う安易な利

益は多数の諸国が享受したものの，今後の伸びは

もっと生産性の向上に依存したものになる必要が

あろう．政府，民間部門，援助国がサハラ以南ア

フリカの農業にもっと積極的に投資するようにな

れば，好機の窓が開くことになるものと考えられ

るが，それをつかみ損ねてはならない．

転換国―農村部対都市部の所得格差と農村部の貧

困を削減する　農村部に 22 億人の人口と 6 億人

の貧困層を擁する転換国では，非農業部門が世界

一速いテンポで拡大している．開発のための農業

にとって，農村部対都市部の所得格差を縮小し，

補助金や保護の罠を回避しつつ貧困を削減するこ

とが焦点である．このチャレンジへの取り組みは

図 11　ほとんどの転換国で都市部対農村部の所得格差が拡大している
平均所得（中央値）について都市部 / 農村部の比率

初年 最終年

グアテマラ
1989-2002

タイ
1990-2002

カンボジア
1997-2004

中国
1985-2001

ベトナム
1997-2004

インドネシア
1997-2004

バングラデシュ
1997-2004

インド
1997-2004

パキスタン
1997-2004

出所：各国の代表的な家計調査に基づく WDR 2008 チームの推計．
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これまでまったくお粗末であった（図 11）．所得

格差の拡大について政治的な関心が高まっている

ことを受けて，開発のために農業の力の活用の仕

方を改善せよという圧力が強まっている注 8．

　このような諸国では，農業はもっぱら小自作農

が担っている．人口動態の圧力が継続しているこ

とを受けて，農場の規模が急激に小さくなってい

る．あまりに小規模化してしまって，農場以外の

収入機会が断たれれば生存そのものが脅かされる

という状況さえ生じている．都市部の需要増大と

水害に伴う水質汚染を背景に，水アクセスをめぐ

る競争が激化している．非農業所得が増加するに

つれて，補助金を通じて農村対都市の所得格差に

対処せよという圧力が高まっている．これは財政

支出をめぐる競争となっているが，公共財や農村

部の基礎ニーズの削減という高価な機会費用を生

み出すことになる．一方，このような格差を輸入

規制で対処すれば，ネットで食料の買い手である

大勢の貧しい消費者にとって食料品価格の上昇を

もたらすであろう．

　人口動態の圧力と土地の制約を考えると，転換

国にとっては貧困脱却の道をすべて動員すること

が課題になる．すなわち，農業や農村部の非農業

経済における雇用，移住などをすべて考慮すべき

である．政治的意思さえ結集できれば，農村所得

を伸ばしつつ，補助金・保護の罠は回避するとい

う展望には明るいのもがある．高付加価値商品

（特に園芸，鶏肉，魚，酪農品）の市場が急拡大

しているので，農業システムを多様化して，競争

力のある労働集約的な小自作農部門を発展させる

好機となっている．転換国には労働集約的で管理

集約的な活動に比較優位があるため，非伝統的商

品の輸出市場にもアクセス可能である．恵まれな

い地域については貧困率の高い国が多く，インフ

ラや技術を地域に適応した形に改善することが必

要である．

　農村部の失業問題に対処するためには，二次的

な町に農業と都市経済の両方に結びついたダイナ

ミックな非農業部門を発展させることが補完的な

政策目的になる．中国は産業を農村部の町に誘導

して農村部の所得を多様化しているが，このアプ

ローチは他の転換国でも模倣可能であろう．すべ

ての転換国について，経済のなかでダイナミック

な部門への労働移動は，現行および次期の世代の

スキルに対する大規模投資によって加速化しなけ

ればならない．このような再編がもたらす重大な

変化は，各家計が最適な選択肢をつかむに当たっ

てリスクを負担できるよう効果的なセーフティ

ネットで担保されていなければならない．転換国

が格差問題に成功裡に対処できれば，世界の貧困

削減に大きな効果があるだろう．

都市化国―小自作農を近代的な食料市場に結びつ

け良い職を提供する　一般的な目標は，近代的な

国内食料市場の急拡大と農業各部門のブームに乗

じて，依然として高水準にとどまっている農村部

の貧困率を大幅に削減することである．農村部

に 3,200 万人の貧困層（全貧困層の 39％）を擁

する都市化諸国は，食料の小売に関してスーパー

マーケット革命を経験しつつある．小自作農に

とって，スーパーマーケット向け供給に関して競

争力を獲得するということは大きなチャレンジで

あり，厳格な基準に合格し，納入に関して規模を

達成する必要があるため，効果的な生産者組織が

必須である注 9．ラテンアメリカでは土地の不平

等が異常に大きいことも，小自作農の参入にとっ

て制約になっている．

　小自作農が資産，なかでも土地へのアクセスを

増大し，不平等な社会のなかで発言権を増大する

ことができれば，小自作農部門の規模と競争力を

高めることができる．農業以外では，農業と農村

部の農業関連産業を結びつけることによって地方

の雇用を促進するという地域開発のアプローチが

追求されているが，広範な適用のためにはこのよ

うな経験に関してもっと理解を深める必要があ

る．農業の潜在力がありながら地理的に貧困のポ

ケットに陥っている地域の福祉を改善するのに，

農業の成長は特に重要である．そのような潜在力

がない地域に関しては，離農や環境サービスの提

供のほうが有望であろう．しかし，自給自足農の

生計のうち農業部分に対する支援は今後とも長期

間にわたって至上命題であり続けるだろう．
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開発のための農業という課題を実施する
　開発のための農業という課題は実施に当たっ

て 2 つのチャレンジを意味する．1 つは，農業政

策の政治経済学を管理して，政策バイアス，過少

投資，誤った投資を克服することである．もう 1

つは，農業政策の実施に関して統治を強化するこ

とである．これは特に統治の得点が低い農業ベー

ス国と転換国に当てはまる（図 12）．

　このような政治経済学と統治のチャレンジに対

する関心が不十分であったことが，農業に関する

『世界開発報告 1982』の重要な勧告の一部が完全

に実施されなかった主因である．とりわけ貿易自

由化，アフリカにおけるインフラや R&D に対す

る投資の増加，農村人口に対する保健・教育サー

ビス提供の改善に関する提言がそうであった．

開発のための農業という課題の未来は明るい　

1982 年に比べると現在のほうが明るい展望がも

てる．マクロ経済政策のなかで農業蔑視のバイア

スは幅広い経済改革のおかげで削減されている．

農業は，今は課題として上位に掲げられているそ

の他の一般的な統治改革（分権化や公共部門管理

改革）に伴って，利益が享受できる可能性が大き

い．しかし，開発のために農業を活用することに

固有な改革は，今のところまだ広範な実施に至っ

ていない．

　政治経済学の状況が農業や農村開発に有利な方

向に変化しつつあるという証拠もある．市民組織

と農業のバリュー・チェーンにそった民間部門の

双方とも，1982 年当時と比べて強くなっている．

民主化と参加型意思決定が増大したおかげで，小

自作農や農村部貧困層が政治的意見を提起できる

可能性が高まっている．民間の農業関連産業部門

は特に転換国と都市化国ではかつてよりも活性化

している．新しい強力な関係者が農業のバリュー・

チェーンに参入しており，農業部門のダイナミッ

クな繁栄に経済的な利害を，また，政治的問題に

関して発言権をもつようになっている．にもかか

わらず，このような状況の改善だけで開発のため

に農業を活用することが成功すると確約されるわ

けではない．小自作農も政治的な問題に関してみ

ずから意見を表明しなければならないし，政策当

局や援助国も新しい好機をつかみとらなければな

らないのである．

国家の新しい役割．特に農業ベース諸国では市場

の失敗が蔓延しており，公的政策によって望まし

い社会的成果を確保することが必要である．国家

には市場の発展に関して基本的な公共財を提供し

たり，民間部門のために投資環境を改善したりす

ることによって，また，天然資源の管理に関して

インセンティブを導入したり，財産権を賦与した

りすることによって，果たすべき役割がある．

　部門間をまたいで調整したり，民間部門や市民

社会とパートナーを組んだりするという新しい役

割に関して国家の能力を強化することが，開発の

図 12　農業ベース国と転換国は統治の得点が低い
統治の得点

発言権・
説明責任

政治的
安定性

政府の
有効性

規制の質 法の支配 汚職抑制

農業ベース国 都市化国
転換国 高所得国

出所：Kaufmann, Kraay, and Mastruzzi 2006．
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ための農業という課題を実施するために緊急に必

要とされている．ほとんどの国では，農業省は抜

本的な改革を必要としており，役割を再定義し

て，新たな能力を身につけなければならない．し

かし，新しいモデルも出現し始めている．ウガン

ダは契約者の選択については生産者組織の意見を

聴取した上で，農業に関する助言サービスを外部

委託することで先駆者となっている．

市民社会と民主主義を強化する．「第 3 セクター」

（コミュニティ，生産者やその他関係者の組織，

非政府組織など）は農村部貧困層の代表行為，ひ

いては統治を改善することができる．生産者組織

は小自作農に政治的発言権を付与し，農業政策策

定に参加し，予算をモニターし，政策実施に関与

することによって，政策当局や実施機関の説明責

任を問うことができる．セネガルでは，「農村部

の協調・協力に関する国家評議会」という生産者

組織の上部団体が，国家の農業に関する戦略や政

策の策定・実施に積極的にかかわっている．この

ような統治を改善するための需要サイドの戦略に

とっては，結社の自由，報道の自由，女性の組織

を含め農村部組織の社会資本に対する投資が重要

である．

中央集権的および分権的サービスの混合．分権化

は政府が農村の人々に接近することによって，特

にエクステンション（指導・助言・普及）に関し

て，農業がもっている個別地域ごとに特有で多種

多様な問題に対処できる可能性が大きい．しか

し，すべての農業サービスを分権化すべきである

ということではない．なかには科学研究や動物の

病気の監視など規模の経済が重要なこともある．

分権化された制度は農業社会にしばしばみられる

地方エリート層による支配や社会的疎外に取り組

んでおく必要がある．インドでは，地方議会に女

性議席を確保したおかげで，女性のニーズに対象

をしぼった公共投資の実施に役立っている．それ

以外でも，草の根のモニタリング制度によって汚

職が減少し，政府の監査結果がメディアを通じて

公表され，記録を保管し情報を共有するために情

報通信技術が活用されている．

　コミュニティ主導開発（CDD）では，農村コ

ミュニティがもっている潜在力（地方知識，創造

性，社会資本）を活用することができる．分権化

と CDD があれば，典型的には，開発のための農

業という課題に対して，最初に基本的なサービス

と公共財に焦点を当て，もっとも基本的なニーズ

が充足してから所得創出活動に乗り出す，という

形で順序を追って整然と貢献することができる．

CDD アプローチよりも広範囲な規模の経済プロ

ジェクトを管理する場合には，地域開発のほうが

有効である．

援助国の有効性を改善する．農業ベース国に対し

て援助国はきわめて大きな影響力をもっている．

サハラ以南アフリカの 24 カ国についてみると，

農業開発支出のうち援助国の貢献度は少なくと

も 28％に達しており，なかには 80％以上になっ

ている国もある．援助国が農業部門に対する援助

を互いに調整して，プログラム実施のメカニズム

として政府の公共支出や購入制度を活用する際に

は，各国主導の農業戦略と広範な貧困削減戦略が

枠組みになっている．地域的なレベルでは，「包

括的アフリカ農業開発プログラム」が援助国によ

る投資を調整するための優先課題を策定してい

る．このような各国および地域的な努力は援助国

の農業向け援助に関する制度的な枠組みにはなっ

ているものの，実施のテンポは遅々としている．

国際機関を改革する．開発のための農業という課

題は国際公約の拡大・改善がなければ実現が不可

能である．21 世紀におけるもっとも重要な国際

的課題（飢餓・貧困の撲滅，環境保全，安全の確

保，健康の管理）は，農業なくしては達成不可能

である．農業に関するグローバルな課題は多岐に

わたっている．国際貿易に関して公正なルールを

確立する，商品標準と知的財産権に関して合意す

る，貧困層の利益になるよう新技術を提供する，

家畜の病気など負の外部性を回避する，世界の生

物多様性を保全する，気候変動を緩和し適応する

などである．

　20 世紀に創設された農業関連の国際機関は多

数の成果をあげてはいるものの，焦点の当て方が
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部門別で視野が狭いため，現在の相互に関連した

多部門にわたる問題に取り組むためには準備が不

十分である．国際機関相互間で，また，市民社

会，企業部門，慈善団体など国際的な場に登場し

た新しい関係者と調整をはかっていくためには，

制度的な改革や革新が必要である．

　国際的な課題を実施するためには，制度的な取

り決めをミックスさせることが必要である．国際

農業研究協議グループ（CGIAR），国連食糧機関

（FAO），国際農業開発基金（IFAD）などの国際専

門機関は，効率性と各機関相互の調整を改善する

ことによって長期的な支援と約束を提供すること

ができる．部門間横断的で，個別問題を扱うネッ

トワークは，鳥インフルエンザのコントロールな

ど緊急事態に素早く対応したり，栄養素補完作物

を通じた生物強化など新しい好機を活用したりす

ることができる．それ以外でも，気候変動への適

応など世界的な優先課題を，援助国による農業向

け援助の増額に関して主流の方針にすることも成

功の可能性がある．国際的課題の実現は世界全体

にわたって広がっている自己利益の問題であるだ

けでなく，先進国対途上国，現行世代対将来世代

の間の公平性と正義の問題でもある．

今どうすべきか？　実施に向けて
　もし世界が貧困の削減と持続可能な成長にコ

ミットするのであれば，開発のために農業の力を

解放する必要がある．しかし，特効薬はない．開

発のために農業を活用するのは複雑なプロセスな

のである．課題を調整し実施戦略を明確にするた

めには，各国レベルで広範な協議を必要とする．

農業が他の部門や，地方・国家・国際的なレベル

の他の関係者と協働することも必要である．小自

作農とその組織，民間の農業関連企業，国家は，

必要とされる能力を構築しなければならない．農

業が持続可能な天然資源使用に向けた開発や技術

に貢献するよう後押しする制度も必要であろう．

そうして，政治的な支持，スキル，財源を動員す

ることが必要である．

　各国政府や援助国の間では，農業は開発課題の

なかで重要な一部をなしているという認識が高

まっている．農業ベース諸国で成長を実現する場

合にも，あるいはそれ以外の諸国で農村の貧困を

削減したり，環境問題に取り組んだりする場合に

も，それが当てはまる．現在，農業向け投資が積

極化しているのをみると，開発のための農業とい

う課題は前進することができると楽観してよいだ

ろう．これが提供している好機の窓は見逃すべき

ではない．というのは，成功すれば，ミレニアム

開発目標とそれを超える大きな利益が期待できる

からである．





PART I
農業は開発のために何ができるか？
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3つのタイプの農業世界における
成長と貧困削減

　2002 年現在，途上国では 4 人のうち 3 人の割

合で合計 8 億 8,300 万人が農村部に居住してい

る注 1．ほとんどの人が直接的ないし間接的に農

業に生計を依存している．したがって，農業が

もっとダイナミックかつ包容的になれば，農村部

の貧困を大幅に削減することができ，貧困と飢餓

に関するミレニアム開発目標の達成に役立つであ

ろう．

　農業が開発の初期段階で成長のエンジンに

なったり，農業が貧困削減の大きな力になった

りした成功事例は多数ある．ごく最近の事例と

して，中国では，農村部の貧困率が 1981 年の

53％から 2001 年の 8％に激減したが，これは

家庭請負責任制度の導入，市場の自由化，急速

な技術革新を背景とした農業の急成長が主因で

あった（フォーカス A 参照）．温帯では 18 世紀

半ばのイギリスから 19 世紀末の日本へと産業革

命が広がる前には農業革命があったが，それと

非常に似た形で農業の成長が産業の成長の先導

役になったのである注 2．

　農業は魅力的なビジネス機会も生み出してい

る．その例としては，国内市場向け（ケニアの酪

農，バングラデシュの水産養殖，ラテンアメリカ

のスーパーマーケット向け野菜）や，国際市場向

け（ルワンダのスペシャルティ・コーヒー，チ

リ・グアテマラ・セネガルの園芸）の高付加価値

商品があげられる．新しい需要の増加を背景と

した伝統作物の成功事例もみられる．その例とし

ては，ラオスの中国向け飼料用トウモロコシ輸出

や，ブラジルのバイオ燃料用サトウキビがある．

　このような成功と並行して，農業の発展に失敗

した事例も多数ある．もっとも顕著なのは，サハ

ラ以南アフリカにおける農業のパフォーマンス

が，特に南アジアにおける緑の革命と比較して

依然として不満足な状態にとどまっていること

だ（図 1.1）．1980 年代半ば，両地域とも穀物の

chapter1

図1.1　南アジアでは穀物の収量が増加すると同時に貧困率が低下しているが，サハラ以南アフリカでは両方とも横ばいのまま
南アジア サハラ以南アフリカ

収量（トン / ヘクタール） 貧困率（％） 収量（トン / ヘクタール） 貧困率（％）

貧困率（右軸）

収量（左軸）

貧困率（右軸）

収量（左軸）

出所：Ravallion and Chen 2004; World Bank 2006y．
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収量は低く貧困率は高かった．しかし，15 年後，

南アジアでは，収量は 50％以上増加し，貧困率

は 30％低下した．ところが，サハラ以南アフリ

カでは，収量も貧困率も横ばいのままである．ア

フリカのほとんどの国では，食料の安定確保は依

然として困難な状況にある．農業の成長率が低い

こと，人口の増加率が高いこと，外貨獲得力に乏

しいこと，国内市場と国際市場を結びつける取引

コストが高いことが原因である．

　他の地域の農業に関しても，重要なチャレンジ

が残っている．特にアジアでは非農業部門の成長

が加速しているのに，労働の離農がおくれを取っ

ているため，貧困が農村部に集中し，農村部と都

市部の所得格差が拡大している．それが政治的な

緊張や不安定の主因になっている．ラテンアメリ

カのように経済に占める農業のシェアが著減した

ところでは，貧しい農村家計を農業のなかで新し

いダイナミックな分野に，小自作農ないし労働者

という形で結びつけることが挑戦課題となってい

る．さらに，すべての地域において，農業は天然

資源の主要な利用者であると同時に，往々にして

その乱用者にもなっている．水や土地の利用を改

善し，河川流域の管理など環境サービスを提供す

ることによって，農業は成長をより環境的に持続

可能なものにすることができる．

　本章ではマクロ的な視点から，農業・工業・

サービスを取り巻くインセンティブを見直し，農

業への投資を改善・増加することが有効な場合が

多い点を説明したい．状況に応じて差別的で適切

な政策を設計するために，本章では各国を農業の

成長と貧困削減に対する貢献度に基づいて，農業

ベース国，転換国，都市化国という 3 つのタイ

プに分類する．過去の政策や投資のパターンを回

顧して，農業政策策定の背後にある政治経済学を

理解するための枠組みを導入する．

構造的な転換

　経済発展のプロセスというのは，農業，工業，

サービスの役割を連続的に再評価するプロセスで

あるといえる．構造的な転換の特徴として，実証

的に 2 つの規則性がみられる．第１に，農業が

国内総生産（GDP）や雇用に占めるシェア（それ

ぞれ最高は 50％，85％）は，発展段階が低い時

には低いものの，国の発展に伴って低下している

（図 1.2）．第 2 に，GDP に占める農業のシェアと

労働力に占める農業のシェアの間には，大きくて

なかなか縮小しないギャップが残っている．この

ような 2 つの事実をみると，農業は成長を促し

貧困を削減するのに必須の役割を果たしているこ

とと，その役割が常に変化しているということが

示唆される．

　このような構造的転換のパターンはほとんどの

先進国について歴史上観察されてきたことであ

り，今や現在成長を経験している途上国でも進行

している．しかし，両者の間には注目すべき相違

点がある．ほとんどのサハラ以南アフリカ諸国で

は，過去 40 年間にわたって，1 人当たり GDP は

ほとんど増加していないにもかかわらず，農業雇

用のシェアは激減している．その好例はナイジェ

リアだ（図 1.2）．ブラジルで例示されているよ

うに，ラテンアメリカについも同じことがいえ

る．これは両地域で貧困が都市に集中しているこ

とに対応している．対照的に，中国では労働の離

農が非常に遅々としている．これは労働の移動性

に対する規制が一因である．しかし，農業以外の

急成長を考えると，やはり農村部と都市部の格差

拡大と符合している注 3．

農業は必須ではあるが，国の発展に伴って
成長への寄与率は低下する
　多くの貧困諸国では，農業が GDP と雇用に

占めるシェアは依然として非常に高い（サハ

ラ以南アフリカについてはそれぞれ平均 34％

と 64％）注 4．アジアに多い 1 人当たり GDP が

400-1,800 ドルの諸国では，農業は平均すると

GDP の 20％，労働力の 43％を占めている．東

ヨーロッパやラテンアメリカに多く存在する 1

人当たり GDP が 1,800-8,100 ドルの諸国では，

この比率は 8％と 22％とさらに低くなっている．

しかし，農業の前方および後方の関連産業部門を

追加すると，その拡大農業部門が経済に占める

シェアは，特に中所得国では 50％ないしそれ以

上にも大きくなる注 5．
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　貧しい国ほど農業のシェアが大きいということ

は，経済成長全体を促すには農業の力強い成長が

決定的に重要だということを示唆している．1 人

当たり GDP の増加に伴って，農業のシェアが低

下し，経済成長に対する寄与率も低下するのであ

る．農業生産については絶対額の増加とシェアの

低下が同時に進行するが，これは非農業部門がそ

れ以上のテンポで増加しているからだ．

　経済の発展段階にかかわらず，農業は成長プロ

セスの環境面の持続可能性をますます左右するよ

うになっている．農業は稀少な天然資源の最大の

利用者であると同時に（途上国では淡水の 85％，

土地の 42％を使用），ほとんど認識されていない

が，環境サービス（炭素の固定化，河川流域の管

理，森林伐採の削減）の重要な提供者なのであ

る．

貧困削減に関する農業の力
　農業が GDP と雇用に占めるシェアの間に大き

くてなかなか縮小しない格差があるということ

は，貧困が農業や農村部に集中しており，非農業

の成長が加速するなかで，農村部の貧困層が貧困

を脱却できないでいることを示唆している．

　農業家計や農村家計の貧困率が常に高いとい

う点は，各国の貧困に関して世界銀行が実施し

た多数の調査によるミクロ・データで確認でき

る（フォーカス A 参照）．さらに，非農業の成

長が加速しているところでは，農村部と都市部

の所得格差は拡大している．例えば，東アジア

では，絶対的貧困は大幅に低下しているにもか

かわらず，貧困率を農村対都市の比率でみると，

1993-2002 年の間に 2 対 1 から 3.5 対 1 に上昇

している．途上国世界では急速な都市化が進展し

ているものの，ほとんどの地域は 2020 年頃まで

は依然として農村のままであり（ボックス 1.1），

貧困層の大半は 2040 年頃までは引き続き農村部

に居住しているだろうと予測されている注 6．

　（絶対的および相対的）貧困が常に農村部に集

図1.2　発展とともに農業がGDPや労働に占めるシェアは低下する傾向にあるが，そのパターンは様々

農業が GDP や労働に占めるシェア

農業が労働に占めるシェア（1990-2005 年，平均）
農業が GDP に占めるシェア（1990-2005 年，平均）
農業が労働に占めるシェアの軌跡（1961-2003 年）

中国（1961-2003 年）

ナイジェリア
（1961-2003 年）

ブラジル（1961-2003 年）

1人当たりGDP（2000 年不変ドル，対数目盛）
出所：World Bank 2006y のデータに基づき WDR 2008 チーム作成．
注：アルファベット 3 文字の略号とそれが示す国名のリストは vi ページに掲載．
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中しているのは，農業以外で創造された所得の再

分配が困難であったり，経済構造の再編が進展す

るなかで人々が転職に躊躇したりしているから

だ．情報の欠如，コスト，スキル格差，年齢，家

族や社会との結びつきなどが，離農して都市部に

移住することを阻害する主因となっている．その

結果，多くの人々は農村部にとどまっているが，

生活改善の期待は満たされていないため，社会

的・政治的な緊張が高まり，成長プロセスが窮地

に陥ることさえある．したがって，絶対的および

相対的な貧困の両方を削減するためには，農村経

済について幅広い基盤をもった成長が必須といえ

よう．

　1993-2002 年の間にみられた世界全体の農村

部における貧困率の低下について，単純な要因分

解をしてみよう．そうすると，その 81％は確か

に農村部の生活改善によるもので，移住はわず

か 19％にとどまっている注 7．農業の成長がもっ

ている貧困削減効果の比較優位は計量経済分析に

よっても裏づけられている．各国の計量経済分析

によれば，農業が牽引した GDP 成長は貧困層に

対して大きな利益をもたらしており，貧困削減効

果は各産業部門の規模を調整すると，農業以外の

産業部門が牽引する成長の少なくとも 2 倍に達

している（ボックス 1.2）．しかし，国が豊かに

なるにしたがって，貧困層に利益をもたらすとい

う農業主導型成長の優位性は逓減しているようで

ある．

3つのタイプの農業世界と開発

　農業が成長を促し貧困を削減する役割は変化す

るという観点から，本報告書では，農業の成長に

対する寄与率と全貧困層（1 日 2.15 ドル）に占

める農村部のシェアに基づいて，各国を農業ベー

ス国，転換国，都市化国の 3 つに分類する．そ

うすると，構造的にまったく異なる 3 つの経済

群が識別でき，それぞれが農業政策の立案にとっ

て提起する挑戦課題が明らかとなる（図 1.3，表

1.1 および 1.2 参照）．

　農業ベース国（ほとんどがサハラ以南アフリ

カ）では，農業の成長寄与率が高く，貧困層は農

村部に集中している．重要な政策のチャレンジ

は，農業が成長と貧困削減のエンジンになるとい

う役割を果たすよう後押しすることにある．

　転換国（ほとんどがアジアと中東・北アフリ

ボックス　1.1 農村部の人口力学

　農村居住者 30 億人のうち推定 25 億人は農業に従事して

いる．そのうち 15 億人は小自作農家計であり，8 億人は同

家計で働いている．農村人口の規模は 2020 年まで引き続

き増加し，その後はほとんどの諸国で人口増加率の鈍化と

都市化の急進展を理由に，減少に転じるものと予測されて

いる（下図参照）．南アジアでその減少が始まるのはようや

く 2025 年，アフリカでは早くとも 2030 年となる．しかし，

ラテンアメリカと東アジアの農村部では，1995 年以降人口

の減少が続いている．しかし，農村部に居住している人口の

シェアはアフリカを含め全地域で低下し続けている．

途上国の人口は2020年までは農村部居住者のほうが多い

10 億人 農村人口（100 万人） 農村人口のシェア（％）

農村

都市

アフリカ
南アジア
東アジア

ラテンアメリカ・カリブ
全途上国

出所：United Nations 2004．

農業が労働に占めるシェア（1990-2005 年，平均）
農業が GDP に占めるシェア（1990-2005 年，平均）
農業が労働に占めるシェアの軌跡（1961-2003 年）
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ボックス　1.2 農業の成長がもっている貧困削減効果に関するデータ

　途上国 42 カ国の 1981-2003 年について分析すると，3 つの最貧

10％層の支出増加率は，農業主導による GDP 成長の場合はその他

の産業主導による場合の 2.5 倍以上になっている（下図参照）．

　同様に，Bravo-Ortega and Lederman (2005) によれば，農業の

労働生産性上昇に起因する GDP の増加は非農業の労働生産性上

昇による場合に比べて，途上国の最貧 20％層の所得を引き上げる

ということに関して平均で 2.9 倍，ラテンアメリカ諸国では 2.5

倍の有効性が認められる．貧困層に焦点をしぼって，80 カ国の

1980-2001 年について観察した Christiaensen and Demery (2007)

によれば，1 日１ドル未満の貧困率を低下させることに関して農

業がもっている比較優位は，サンプル諸国中の最貧 25％層の 2.7

倍から，同最富裕 25％層の 2.5 倍に低下している．1 日 2 ドル未

満の貧困率を使って地域ごとに回帰分析した Hasan and Quibriam 

(2004) の発見では，サハラ以南アフリカと南アジアでは貧困削減

効果は農業の成長に基づくほうが大きいものの，東アジアとラテン

アメリカでは他の産業の成長に起因するほうが大きい．

農業の成長に起因する福祉効果は，支出ベースでみ
た 10％層のうち下から 5つの層では非農業の成長
に起因する場合と比べてずっと大きい

GDP の１％成長が誘発する
支出増加率（％）

農業
非農業

最低 最高
支出ベースの 10％層

出所：Ligion and Sadoulet 2007．
注：2 つの曲線は支出ベースの 10％層のうち下から 5 つの層で
は，95％の信頼水準で著しく異なっている．

図1.3　農業世界は農業ベース国，転換国，都市化国という3つのタイプに区分できる
成長に対する農業の寄与率（1990-2005 年，％）

農業ベース国

都市化国

転換国

実際の貧困データ
推計した貧困データ
長期的な貧困データ

インド
（1965-94 年）

中国
（1981-2001 年）

ブラジル
（1970-96 年）

インドネシア
（1970-96 年）

農村部貧困層 / 総貧困層（2002 年）

出所：WDR2008 チーム．
注：成長に対する農業の寄与率は，「農業の成長率×一定期間に農業が GDP に占める平均シェア÷ GDP 成長率」（World Bank DDP 2006 のデータに基づ
く）として定義される．貧困層に占める農村部のシェアで，緑色の丸印は 1 日 2.15 ドル未満の貧困線を用いた Ravallion, Chen, and Sangraula 2007 によ
る．同じく，オレンジ色の菱形印は貧困層に占める農村部のシェアを，人口に占める農村人口のシェア，GDP に占める農業のシェア，1 人当たり GDP

（2000 年ドル，対数値），地域に関するダミー変数を回帰させた推計値．動態的な経路は中国については Ravallion and Chen 2004，インドについては
World Bank 2000b，ブラジルについては United Nations’ Economic Commission for Latin America and the Caribbean (http://www.eclac.org)，インドネ
シアについては Central Bureau of Statistics (http://www.bps.go.id，貧困率は同国の定義 ) に基づく．矢印はブラジル，中国，インド，インドネシアの経
路を示す．アルファベット 3 文字の略号とそれが示す国名のリストは vi ページに掲載．
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カ）では，農業の成長寄与率はやや低いが，貧困

はやはり主として農村部に集中している．農村部

と都市部の所得格差拡大が農村部における生活改

善の期待が未充足なことと相まって，政治的な緊

張を生み出している注 8．農村部の貧困を削減し，

農村対都市の格差を縮小するためには，農業や農

村部における非農業経済の成長が必要である．

　都市化国（ほとんどが東ヨーロッパとラテンア

メリカ）では，農業の成長に対する寄与率はわず

かである．貧困は必ずしも農村の現象にとどまら

ないが，1 日 2.15 ドル未満でみた貧困率は都市

部に比べると 63％も高い．農業は競争力のある

他の貿易部門と同じような機能を果たしており，

国によって支配的な役割さえ演じている．このよ

うな諸国では，農業は農村部の貧困層を生産者と

して直接包容したり，良い仕事を創造したりする

農業ベース国 転換国 都市化国
人口

合計（100 万人） 615 3,510 965
農村人口（100 万人） 417 2,220 255
同シェア（％） 68 63 26
人口年増加率（1993-2005 年，％） 2.5 1.4 1.0

農村人口の地理的分布（％）
サハラ以南アフリカ 82.2 13.6 4.2
南アフリカ 2.2 97.8 0
東アジア・太平洋 0.9 96.1 2.9
中東・北アフリカ 8 92 0
ヨーロッパ・中央アジア 0 12 88
ラテンアメリカ・カリブ 2.2 9.7 88.1

労働力（2004 年）
合計（100 万人） 266 1,780 447
農業（100 万人） 172 1,020 82
同シェア（％） 65 57 18

経済
1 人当たり GDP（2000 年米ドル） 379 1,068 3,489
GDP 年成長率（1993-2005 年，％） 3.7 6.3 2.6

農業
1 人当たり農業付加価値（2000 年米ドル） 111 142 215
農業の対 GDP シェア（％） 29 13 6
成長に対する農業の寄与率（1993-2005 年，％） 32 7 5
農業 GDP の年成長率（1993-2005 年，％） 4 2.9 2.2
非農業 GDP の年成長率（1993-2005 年，％） 3.5 7 2.7

表1.1　3つの国タイプの人口動態や経済に関する特徴（2005年）

出所：農業データは FAO 2006a，その他のデータは World Bank 2006y．
注：平均は人口 500 万人以上の 74 カ国にかかわる加重平均．ただし，農業付加価値はデータが欠如しているところがあるため 71 カ国．データは特記な
き限り 2005 年のもの．

農業ベース国 転換国 都市化国
人口（100 万人）

合計 494 3,250 888
農村 335 2,100 251

貧困（1日 2.15 ドル未満）
総貧困率（1％） 80 60 26
農村貧困者数（100 万人） 278 1,530 91
同シェア（％） 70 79 39
農村部貧困率（％） 83 73 36
都市部貧困率（％） 73 35 22

貧困（1日 1.08 ドル未満）
総貧困率（1％） 49 22 8
農村貧困者数（100 万人） 170 583 32
同シェア（％） 70 82 45
農村部貧困率（％） 51 28 13
都市部貧困率（％） 45 11 6

表1.2　3つの国タイプにおける貧困（2002年）

出所：Ravallion, Chen, and Sangraula 2007．
注：平均は表 1.1 に掲載した諸国のうち，貧困データがある 60 カ国の加重平均．貧困率は 1993 年の購買力平価ドルで定義されている．
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ことによって，農村部に残存している貧困を削減

することができる．

　ある国が農業ベース国から都市化国を経て，

最終的には高所得国へと移行していくのに，特

に単一の道があるわけではない．しかし，中国

（1981-85 年から 1991-2001 年にかけて），イ

ンド（1965-70 年から 1989-94 年），インドネ

シア（1970-76 年から 1990-96 年），ブラジル

（1970-75 年から 1990-96 年）がたどった道は

参考になるだろう（図 1.3）．中国とインドはと

もに 15-25 年に及ぶ時間をかけて，農業ベース

国から転換国に移行したが，全貧困層に占める農

村部のシェアはほぼ不変にとどまっている．一

方，1970 年代にすでに転換国の地位にあったイ

ンドネシアでは，都市化国の地位にあったブラジ

ルと同じく，農村貧困層のシェアがさらに低下し

ている．

　各国をこのような 3 つのタイプに分類すると，

農業が成長と貧困削減に果たす役割の特徴につい

て相違を鮮明に把握することができるので，議論

の焦点をしぼるために有益な枠組みが得られ，一

般的な政策指針を策定するのに役立つ．しかしな

がら，各タイプのなかでも国ごとに（国内でも地

域ごとに）大きなバラツキが存在している（ボッ

クス 1.3）．

農業ベース国
　サハラ以南アフリカを中心とする農業ベース国

では，1993-2005 年における成長全体のうち約

3 分の 1 は農業によるものである．この地域に

は 5 億人強が居住しているが，その 49％は１日

１ドル未満の家計であり，68％は農村部にいる

（表 1.1，1.2）．農業部門は単純にその規模が大

きいことからしても，少なくとも中期的には開発

にとって決定的に重要である．主食作物部門と輸

出向け農業部門はともに重要な役割を担っている

が，成長の牽引と貧困の削減に果たす役割はそれ

ぞれはっきり異なっている．主食作物は典型的に

ボックス　1.3 大国には 3 つのタイプの農業世界にみられる特徴をそのまま反映した地域別相違がある

　大きな国では個々の州を違うカテゴリーに分類すべきかも

しれない．インドは全体としては転換国に属するが，ウッ

タール・プラデシュやビハールなど農業ベースの州もある一

方，都市化した州もいくつかある（下図参照）．同様に，全

体としては都市化国であるメキシコには，転換州が若干数と

農業ベース州が 2 つ存在する．このような異質性に対して，

ブラジルの全州は都市化州，中国の全省は海南省を例外とし

て転換州といえる．

転換国メキシコには農業ベース州と都市化州が，都市化国メキシコには転換州と農業ベース州がある
インド メキシコ

農業の成長に対する寄与率（1993-2005 年，％） 農業の成長に対する寄与率（1993-2004 年，％）

農業ベース州

農業ベース州

都市化州
転換州

転換州都市化州

農村貧困層 / 全貧困層（2002 年） 農村貧困層 / 全貧困層（2002 年）

出 所： イ ン ド に つ い て は Central Statistical Organization and Planning Commission， メ キ シ コ に つ い て は Instituto Nacional da Estadística Geografía e 
Informática (INEGI)．
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は最大の部門であり，国内市場向けの生産が主体

である．非主食作物部門は典型的には輸出向けの

生産を行っており，通常は伝統的な農産物が中心

であるが，野菜，花，魚など新しくダイナミック

な高付加価値商品部門も含むようになっている．

非貿易用の主食作物部門．　グローバル化が進展

しているなかで，主食作物部門は 2 つの理由か

ら，農業ベース諸国の多くでは主として非貿易向

けにとどまっている．第１に，地方で栽培され国

際的に取引されていない（地域的に取引されてい

ることはある）キャッサバ（イモ類），ヤム（イ

モ類），ソーガム（モロコシ類），雑穀（キビ類），

テフ（イネ類）などが，現地では支配的な主食で

ある．第 2 に，国内の食料経済は，特に農村部

の後背地や海のない内陸国では，輸送費やマーケ

ティング費用が高いことから，グローバル市場か

ら隔離されている注 9．エチオピアでは，トウモ

ロコシの価格は 1 トン 75 ドル（輸出平価）- 同

225 ドル（輸入平価）の間で変動しており，国

際貿易を引き起こすことはない．このような非貿

易用の主食作物部門が農業生産に占める割合は，

マラウイで 60％，ザンビアとケニアでは 70%を

占めている注 10．

　主食作物部門が大きくて，貿易されていない場

合，主食作物の生産性上昇は食料供給全体を押し

上げて食料価格を押し下げる．それが非熟練労働

者の名目賃金だけでなく，低スキルの労働要素を

大量に含む投入物価格の抑制につながり，非食料

貿易部門の競争力維持に貢献している注 11．アフ

リカの主食作物についてみると，エチオピアと

ガーナではトウモロコシ，ブルキナファソ，マ

リ，スーダンではソーガム，ガーナではキャッサ

バ，ブルキナファソ，マリ，スーダンでは雑穀

（関係は弱い）について，1 人当たり生産と価格

の間に逆相関関係がみられる．このパターンにし

たがっていないのは，大幅な価格介入が行われて

いるケニアだけである．しかし，このような価格

伝達メカニズムは全要素生産性の上昇が食料価格

の低下よりも大きくて，農民の収益性が維持され

なければ持続不可能である．そうでなければ，生

産性の上昇をもたらす技術を農民はそもそも放棄

するであろう．

　農業部門の生産増加がもつ貧困削減効果は，貧

困層のネットでみた販売面での立場と食料需要の

価格弾力性に依存する注 12．食料費支出の減少に

伴う利益が賃金所得の減少に伴う損失を凌駕する

限り，ネットで食料を購入している貧しい家計は

得をする．それとは対照的に，ネットで食料を売

却している貧しい生産者が得をするのは，生産性

の上昇が価格の低下を凌駕する場合だけである．

主食作物の需要が通常は価格に対して非弾力的で

あることを考えると，生産者は損をする可能性が

ある．にもかかわらず，主食作物の生産性が上昇

すると，貧困が全体として減少することが多い．

都市部の貧困層に加えて，あまり認識されていな

い事実ではあるが，農村部の貧しい家計の半数以

上が典型的にはネットで食料の購入者であること

が原因である（第 4 章）．

　マダガスカルのミクロ・データがこれを例証し

ている．コメは通常は貿易可能であるが，マダガ

スカルの農村地帯では輸送費が高いため実質的に

貿易不可能である．村落に関する国勢調査データ

の分析によれば，コメの収量を倍増させると，村

落で食料確保ができない人々の割合が 38％ポイ

ント低下し，飢餓の期間は 1.7 カ月（3 分の 1）

短縮する．コメ価格の下落と名目賃金の上昇が農

業労働者の実質賃金を押し上げたため，特にコ

メに関しては，最貧層は利益を享受したのであ

る．これはそのほとんどが労働を提供する側で

あり，ネットではコメの購入者だからだ．ネッ

トで売却者となっている貧困層も，生産性の上

昇が食料価格の下落を上回ったおかげで利益に

あずかった注 13．農村部の貧困層の多くが小作農

であるインドに関する 1958-94 年の計量経済分

析では，主食作物の生産性上昇に伴う価格・賃金

効果が，短期的な効果の中心である農業所得効果

よりも，長期的には農村部の貧困削減にとってよ

り重要であることがわかっている（図 1.4）．

貿易用の農業部門．　グローバル化の進展とダイ

ナミックな生産者の出現（例えばベトナムのコー

ヒー）で，伝統的な輸出部門では競争が激化して

いる．そういう環境下で，ガーナで小自作農によ
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るココア生産が 2001 年の 39 万トンから 06 年

の 74 万トンに増加したのをみると（世界市場価

格の上昇を背景とした新規植えつけ，新種，管理

の改善による）注 14，アフリカ諸国の多くが一次

農産物で競争力をもっていることが示唆される．

ケニアの紅茶ももう 1 つの例である．収量をさ

らに増やす余地にも大きなものがある．プレミア

ム・コーヒーなど伝統的な輸出や，野菜（セネガ

ル），魚（ウガンダ），花（ケニア）など非伝統的

な高付加価値農産物についても新たな市場が開け

てきている注 15．

　農産物貿易が成長全体に対して行う明確なマク

ロ経済的な貢献は外貨の獲得という点にあり，投

入物や資本財の輸入が可能になる．ザンビアなど

鉱物資源に恵まれた諸国が，外貨獲得を農業輸出

に依存する度合いが低いことは自明であろう．し

かし，マラウイのタバコ輸出という好例が示唆す

るように，ほとんどの農業ベース諸国は外貨獲得

の大きなシェアを農業に依存している．

　途上国の農業貿易がもっている貧困削減効果

は，小自作農や貧困家計がどの程度生産に参加し

ているかに影響される．労働集約的で非伝統的な

輸出も，ケニアやセネガルにおけるように，雇用

を創出することによって地方的には大きな貧困削

減効果をもたらす注 16．これは食品基準の強化や，

中規模農家にとって有利な市場の垂直的統合化と

いう動きがある状況下でも妥当する（第 5 章）．

非農業部門との結びつき．　非貿易用農産物の価

格効果や貿易用農産物の外貨獲得能力を通じたマ

クロ経済的な経路に加えて，農業の成長は消費や

生産の結びつきを通じて，他部門の成長を促進す

ることができる．農業所得が国内生産された非貿

易用の財やサービスに支出されると，国内の産業

やサービスに対する需要を刺激する．前方の産業

連関からは農産加工や食品販売の成長が，後方の

産業連関からは中間の投入物やサービスに対する

需要が促される．そのような連関を現実化するた

めには，資源（企業家精神，生産余力）の入手可

能性と，非農業部門の供給対応が可能になるよう

な好ましい投資環境が決定的に重要である．

　このような乗数効果は実証データで確認されて

いる注 17．農業の乗数はその国の経済構造によっ

て違ってくる．貿易部門が大きい小国（例えばレ

ソト）の乗数は，非貿易用の農業やサービスが大

きい大国（例えばカメルーン，ナイジェリア，タ

ンザニア）よりも小さくなっている．このような

連関効果のほとんどは商業やサービスを介して発

生する．したがって，グローバル化や農村市場に

おける低価格工業品の輸入（例えば中国から）が

連関の強さにおよぼす影響は限定的である．ま

た，乗数効果は新しい農業関連輸出が産業連関を

生み出すのを後押しする．

初期段階における成長のエンジンとしての農業．

農業はほとんどの農業ベース諸国にとって，成長

の実質的なエンジンになる．これら諸国は食料の

ほとんどを国内生産する必要があるし，少なくと

も中期的には農業の比較優位を維持できる可能性

が高いからである．最初に，食料生産を考えてみ

よう．低所得国では，主食作物の需要にとって人

口の急増と所得弾力性の高さが牽引力になって

いる．アフリカでは，食料需要は 2015 年までに

1,000 億ドルと，2000 年水準の 2 倍に達するも

のと予想されている注 18．主食作物はほとんどが

非貿易用であり，代替的な穀物を輸入する外貨が

不足しがちなため，農業ベース諸国の食料生産は

国内需要におくれを取らないように増加する必要

図1.4　インド農村部の貧困について穀物収量に対する長期
的な弾力性をみると，価格効果と賃金効果が支配的

貧困の穀物収量に対する弾力性

短期 長期

直接的
所得
効果

食料
価格
効果

賃金
効果

出所：Datt and Ravallion 1998a．
注：直接的所得効果には収量と雇用の増加に伴う所得増加によるものも含
まれる．
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がある（フォーカス C 参照）．

　次に，輸出を考えよう．モーリシャスを例外と

して，さらに，最近は特恵貿易協定（特にアメリ

カのアフリカ成長機会法）に基づくケニアとマダ

ガスカルのアパレルを除くと，サハラ以南アフリ

カの工業品輸出はまだ離陸していない．アフリカ

の輸出はアジアの転換諸国の工業品輸出とは好対

照で，加工されていない一次産品に集中してい

る．このような貿易構造の相違はマクロ政策や貿

易政策も一因ではあるが，主因としてはほとんど

のアフリカ諸国がもっている比較優位に対応した

ものであることが指摘できる．したがって，農業

ベース諸国にとって今後の長期間にわたる成長戦

略は，農業の生産性改善を軸としたものにすべき

であろう．

歴史的な事例．　西ヨーロッパ，アメリカ，日

本，さらに，台湾，中国，韓国では，農業の生産

性上昇が工業の発展をファイナンスするために課

税され，初期の発展を下支えする食料価格の低下

を促した注 19．もっと最近では，中国やインドに

おける農業生産性の急上昇は，工業化を始動し，

貧困の急減を誘発したとして，広く賞賛されてい

る注 20．このような成功事例から得られる重要な

洞察としては，過剰生産が農業に及ぼす悪影響

が，農業技術にかかわる科学研究や灌漑など農村

インフラへの公共投資によって，頻繁に相殺（あ

るいは先行実施）されたということが指摘でき

る．

　農業に大きな潜在性があるにもかかわらず，都

市政策重視のバイアスと公共投資の欠如が相まっ

ている状況下で，時期尚早で不当な生産増加を目

指したことが，多くの農業ベース諸国で農業のパ

フォーマンスが冴えない主因である．次節ではこ

の点が強調されている．ガーナについて 2000 年

代に入ってからの成長と貧困削減をみると，バラ

ンスのとれた堅調な農業の成長は現在でも実現可

能であろう（フォーカス A 参照）．農業生態環境

が悪い各国や国内の各地域では，農業の成長に対

する寄与率は限定的なものにとどまるだろう．そ

れでも農業は貧困削減と食料の安定確保にとって

重要な補完的役割を果たす公算が大きい（フォー

カス C 参照）．農業の集約化も持続可能な農業が

成長するためのベースとして，土地や森林を中心

に天然資源の劣化を逆転させるのに決定的に重要

であろう．ともに石油輸出大国であるインドネシ

アとナイジェリアの対照的な事例が示すように，

鉱物資源が豊富な諸国でも貧困削減のために農業

ボックス　1.4 サハラ以南アフリカにおける農業の比較優位

　農業の比較優位には 3 つの源泉がある．

　第 1 は，要素の賦存状況である．アフリカの農業ベース

諸国のほとんどは比較的天然資源に恵まれている一方，熟練

労働者が不足しているため，未加工の一次産品に比較優位が

あることが示唆される．一部の諸国では，天然資源と人的資

本の両方が賦存しているため，加工した一次産品に比較優位

がある．現在に至るまで農業加工部門の発展がみられないの

は，他の要素が阻害要因になっているからであろう．

　第 2 は，生産性とコストの相違である．これはビジネス

環境，インフラ（道路，電気，通信），制度（法律，金融，

規制）によって決まり，企業や産業の運営にかかわる効率性

に影響する．製造業や高付加価値サービス産業にとっては，

ビジネス環境の重要性が高い．同産業ではこのような要素を

集約的に使用するからだ．世界銀行の投資環境調査でも，ア

フリカについては世界の他の競合地域と比較して，ビジネス

環境の不備に伴う間接コストが平均的に高いという点が指摘

されている．

　第 3 は，ダイナミックな規模の経済である．規模の経済

が存在するということは，後発国はすでに産業基盤が発達し

ている諸国との競争で不利な立場に立たされるということ

を意味する．農業ベース諸国についていえば，1980 年代に

アジアの発展に拍車をかけた労働集約的な製造業の拡大とい

うチャンスがなくなっている．ただし，アフリカが工業品の

有力な輸出国として台頭するという可能性に関しては，いま

だに議論が継続している．しかし，現在および今後出現の可

能性がある比較優位に基づけば，中期的には外貨獲得のため

に，多種多様な加工および未加工の一次産品に基づく輸出で

構成されるポートフォリオが主要な選択肢になるものと思わ

れる．

出 所：Collier and Venables 近 刊 ; Eifert, Gelb, and Ramachandran 2005; 
Wood and Mayer 2001．
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の成長を促進することが適切であろう（ボックス

1.5）．

転換国
　途上国農村人口の約 4 分の 3 に相当する 20

億人強は，南アジアや東アジアと中東・北アフ

リカのほとんど，ヨーロッパ・中央アジアの一

部をカバーする転換国に居住している．農業は

1993-2005 年の成長に対して 7％しか寄与して

いないものの，経済の約 13％，労働力の 57％と

大きなシェアを占めている．これら諸国では高成

長と貧困率の低下がみられるが，貧困がまだ蔓延

しており，それは特に農村部に多い（貧困層の

80％以上は農村部に居住）．天然資源も農業が主

因でますます圧力を受けており，土地と水をめぐ

る競争は都市人口の急増と非農業部門の急拡大を

背景にますます激化している．

農村部と都市部の格差を管理．　転換国の顕著な

特徴として，農村部対都市部の所得格差の拡大が

指摘できる．都市部における貧困率低下のテン

ポをみると，中国では 1980-2001 について農村

部の 2 倍，インドネシアでは同じ期間に 2.5 倍，

タイでは 1970-99 年に 3.7 倍となっている注 23．

　経済成長のほとんどは今や非農業部門によるも

のとなっている．しかし，人々の農業や農村から

の脱出は，農業中心から変化しているという経済

構造の変革テンポにはおくれを取っている．中国

では，労働移動を規制する古くからの政策が注 24，

農村人口が都市経済の急速な発展から取り残され

る要因となっている．インドでは，大多数の農村

労働者の教育にかかわる水準と質が低いことが，

活況を呈しているサービス経済のなかで彼らが就

職できない主因である．

　1 つの政策対応は，人的資本投資や，職業訓練，

輸送サービス，就職斡旋など労働市場政策（第 9

章参照）を通じて，都市経済による農業労働力の

吸収を円滑化することであろう．しかし，人間の

教育についてはタイムラグが大きい．また，同政

策で移住がより魅力的になるため，都市部におけ

る失業者のプールを膨張させ，都市部の混雑や貧

困の都市集中を引き起こす．したがって，このよ

うな政策を農村所得の伸びを加速し，伝統部門か

らの離職を減速させるような政策で補完すれば，

重要なシナジー効果を生み出すことができるだろ

う注 25．

　転換国では，農村所得の伸びが貧困全体の削

減に大きな効果がある（フォーカス A 参照）．例

えば，中国で 1980-2001 年に国全体の貧困率が

75-80％も著減したのは，農村部における貧困が

削減したからである．同じようなパターンがイン

ドネシアでも観察され，農村部に町が出現するこ

と（「移住によらない都市化」）がいっそう重視さ

れている注 26．

新しい農業と非農業雇用を通じて農村部の貧困を

削減．　振り返ってみると，農業の保護を強化す

ることによって，農村部の貧困を削減し，所得格

差の拡大に取り組むという試みが多数あったが，

その効果は限定的である．現在，転換国では財政

能力が脆弱であるにもかかわらず，農業補助金の

増額が検討されているが，それでは農村部におけ

ボックス　1.5 鉱物資源が豊富なアフリカ諸国にお
ける農業の役割

　鉱物資源が豊富なアフリカ諸国では，農業は経済の 3 分の 1

を占めている．1985-99 年についてみると，成長に対する農業

の寄与度は平均して工業の 2 倍にも達している
注 21

．しかし，

1 人当たり GDP は鉱物資源に乏しい諸国に比べると平均して

高いにもかかわらず，貧困が広範囲にわたって残存している．

それとは対照的に，ともに石油輸出の大国であるインドネシア

とナイジェリアにおける 1997 年以前の経験が多くを物語って

いる．

　インドネシアは農業を支援していた．間接的には通常の為替

相場切り下げを通じて，貿易用農産物の生産者にインセンティ

ブを提供した．直接的には，たなぼた式で手にした石油収入の

一部を農村のインフラ，灌漑，農業信用，肥料補助金などに投

資した．これとは対照的に，ナイジェリアは直接的にはマーケ

ティング機関を通じて，また，間接的には固定相場制度を通じ

て農業を圧迫した．固定相場制度は農業輸出にとって厳しい一

方，安値輸入に補助金を提供するようなものであった．

　インドネシアでは，1 日 1 ドル未満の貧困率は，1981 年の

47％から 96 年には 14％にまで低下した．ナイジェリアは，

同じ期間中に 58％から 70％に上昇した
注 22

．農業の取り扱い

が違っていたことで，このようなまったく異なる結末の大半が

説明できる．
出所：Mwabu and Thorbecke 2004; World Bank 1982．
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る大規模な貧困の持続可能な解決策にならない懸

念が大きいであろう（ボックス 1.6）．

　主食作物の収量も含めて農業生産性を高めるこ

とが，農業保護を求める圧力に抵抗するのに非常

に重要である．農業のなかで主食作物は依然とし

て最大のシェア（中国とインドでは農業生産の 3

分の 1 強，ベトナムでは半分強）を占めている．

国際市場のなかで大きなプレーヤーとなっている

一部の諸国でも，引き続き主食作物を重視するこ

とが食料安定確保のためにも必要である．しか

し，所得の増加に伴って，食料支出の構成が基本

的な未加工食品から多種多様な加工食品へシフト

している（第 2 章）．したがって，より労働集約

的な畜産品や高付加価値作物に対する需要の急増

が，ますます農業の成長を牽引するようになって

いる注 27．

　このように農業部門の成長が貧困に与えるイン

パクトは，貧困層を新しい成長プロセスに，小自

作農あるいは労働者として結びつけることにます

ます依存するようになっている．このような貧困

層にとっては，垂直統合したサプライ・チェーン

が特に脅威になる可能性がある（第 5 章参照）．

ただし，中国の最近の動きをみると，小規模で貧

しい農民も中国で急拡大している園芸経済に積極

的に参加している注 28．

非農業雇用．　農業だけで農村部の貧困を緩和す

ることはできない．農村における非農業雇用も重

要である．農業が農村部の貧困削減に貢献できる

潜在力は国ごとに違う．中国では，土地の分配が

比較的平等であるが，農業に起因する GDP 成長

がもたらす貧困削減は，工業やサービスに起因す

る GDP 成長に比べてほぼ 4 倍の効果がある注 29．

ベトナムでは，過去 15 年間にわたり，農業の急

発展も貧困の急減に大きく貢献し，多数の貧困層

にとって今後とも貧困脱却の重要なルートであり

続ける公算が強い注 30．しかし，インドやインド

ネシアでは，農村部におけるサービス産業の成長

が少なくとも農業の成長と同じくらい貧困削減に

貢献したものと推定されている注 31．農業の生産

性と農村部の生活条件に関する初期水準がもとも

と高かったインドの諸州では，非農業成長の貧困

削減効果のほうが大きかった注 32．

　農村部における非農業雇用の伸びは，農業が加

工食品など他の部門への中間投入財の供給者とし

て大きくなる（前方連関）という形で，農業の成

長に密接に関係している場合が多い（図 1.5）．農

村部非農業雇用のなかでは，農村部の食料を中心

ボックス　1.6 財政基盤の強くない農民を支持する：タイの教訓

　1960 年代以前，タイは農業ベース国であり，コメが輸出

の大部分を占めていた．コメの輸出には重税が課されてい

た．これは輸出量に比例して賦課される関税（コメ・プレミ

アム）を通じてであり，1970 年代半ばまで約 30％で推移し

た．この税金は政府の投資用に収入を増やすと同時に，都市

部の消費者向けに安価な食料を確保するという二重の役割を

担っていた．1 人当たり GDP が倍増し，労働集約的な製造

業の輸出が 1970 年代末までに 40％も増加するなかで，農

村対都市の格差が開いたことが政治家にとって，農業を支援

する目に見える措置を導入する圧力になった．

　政治的不安を経て，1974 年に農民援助基金が創設された

が，これには 1973-75 年の世界的な食料危機のなかで，世

界のコメ価格が急騰したことに伴い発生した多額のコメ・プ

レミアムの収入が財政基盤となった．同基金は農民を支援

すべくいくつかのプログラムを実施したが，それには政府に

よるコメの買い上げを通じた価格支持制度が含まれる．しか

し，このプログラムは間もなく停止された．食料危機が終焉

して世界のコメ価格が低下したため，コメ・プレミアムの収

入が減少したことが主因である．

　この話は農村と都市の格差に取り組むために，持続可能な

政策を立案する際に直面するジレンマを象徴している．プロ

グラムには矛盾がある．農民に対する課税からの収入に基づ

いて農民を支援しようとしており，農業以外には強固な財政

基盤がない．仮にプログラムがうまく機能したとしても，コ

メ価格の引き上げには都市部の貧しい消費者から強力な抵抗

があったことであろう．

　タイの経済が発展するにつれて，コメ・プレミアムは漸減

され，1986 年には廃止された．それ以降，新しい支援プロ

グラムが導入されており，それには商品信用プログラムが含

まれる．これはコメを質入れすれば低金利の政府ローンが得

られるもので，コメ価格が目標に達しなければ，質入れした

コメで債務が相殺される．しかし，このようなプログラムは

持続不可能，あるいは所得格差を埋めるのに十分ではない可

能性が大きい．

出所：Hayami 2005．



�0 世界開発報告 2008

とする取引や輸送が 30％程度を占めている注 33．

中国農村部の計量経済分析によると，農業の成長

と特定の非農業活動との間には強い相関関係があ

り，逆相関関係の事例はほとんどない注 34．

　しかし，都市化とグローバル化が進展するなか

で，農村部における非農業雇用の増加は農業から

は独立して発生するようにもなっている．インド

では農業生産性の伸びがもっとも低い地域で，農

村部の非農業貿易財部門としては最大の伸びが

生じている注 35．資本や財が移動可能である場合，

投資家は農業生産性の上昇によって所得が増加し

ない地域で低賃金の機会を追求するからだ．東ア

ジアの全域では，国内消費向けと輸出向けの両方

にかかわるさまざまな部門で，都市部における過

密と高労働コストも都市部から農村部に下請けに

出す動きを刺激している注 36．中国の中央に位置

する湖北省では，町や村落の輸出指向型企業で下

請けを通じた農村非農業雇用の急増がなければ，

農村部の貧困や不平等はもっと高水準にとどまっ

ていたとみられている注 37．

　農村部における非農業雇用を通じた貧困削減は

間接的なことが多い．インドやバングラデシュで

は，非農業雇用にアクセスできるのは比較的少数

にとどまる注 38．にもかかわらず，非農業雇用は

貧困層ではない賃金農業労働者を吸収して農業賃

金に押し上げ圧力をかけることによって，貧困層

に利益をもたらしている．

都市化国
　都市化国では，農業は経済のわずか 6％を占め

るにすぎず，成長への寄与率も同程度にとどまっ

ているが，農業関連産業や食品産業および同関連

サービスを合計すると GDP の約 30％に達してい

る．都市化国人口のほぼ 4 分の 3 は都市部に居

住しているものの，貧困層の 45％は農村部に住

み，労働力の 18％はいまだに農業に従事してい

る．ラテンアメリカのほとんどの諸国とヨーロッ

パ・中央アジアの多くがこのカテゴリーに入る．

農業：貧困削減の潜在力をもっ優良な産業．　都

市化国では，農業はその他の貿易財部門と同じよ

うな作用をしており，特定の地域では経済的に重

要である．農業は比較優位のある地域では，環境

サービスに加えて成長機会も提供している．ただ

し，バイオ燃料の新しい市場，炭素取引，生物多

様性の保全など台頭しつつある機会の活用は，ま

図1.5　付加価値ベースで食品加工業の農業に対する比率は所得とともに上昇
食品加工業付加価値 / 農業付加価値

1 人当たり GDP（2000 年不変ドル）

出所：World Bank 2006y; UNIDO Industrial Statistics Database 2005．
注：アルファベット 3 文字の略号とそれが示す国名のリストは vi ページに掲載．
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だ今後の発展を待たなければならない．現在では

大きな格差というのは，伝統的な農村部門と近代

的な農村部門や都市部門の間に残っている．ま

た，農業保護の圧力も依然として残存している．

　農業はほとんどが貿易可能であるため，生産性

が上昇しても価格は下落せず，余剰生産の利益の

ほとんどは土地保有者の手に収まっている．貧困

削減効果を左右するのは土地の分配と生産にかか

わる労働の集約度である．貧困の削減はますます

未熟練労働者の雇用を通す形のものとなってい

る．中国における農業 GDP の増加の大半は，過

去 20 年間にわたる労働集約的な農業輸出ブーム

のおかげだといえる．農村部の貧困層は大規模な

農家や農産加工業者による女性を中心とした雇用

を通じて，間接的に利益にあずかったのである．

垂直統合したサプライ・チェーンの存在にもかか

わらず，農業の貧困削減効果には大きなものが

あった．農業および同関連産業の産出が 1％増加

すると，国全体の貧困率は 0.6-1.2％低下するも

のと推計されている注 39．

　しかし，農業が成功しても貧困が常に減少すると

は限らない．ブラジルは 1990 年代に貿易自由化と

価格インセンティブの改善を受けて，農業の急成長

を経験した．しかし，それが農村部の貧困削減にど

の程度貢献したかは不透明である．というのは，農

業雇用は減少し，生産がより資本集約的になるにつ

れて，熟練賃金労働者にシフトしたからである．農

村部の貧困削減は主として所得移転と非農業経済に

おける雇用増加のおかげである注 40．

　都市化諸国で，開発のための農業を活用するこ

とに伴う挑戦課題は，小自作農のために近代的な

食料市場に供給する機会と，農業や非農業経済の

分野で良い仕事をどうやって創造するかという点

にある（第 10 章）．農業関連産業や食品小売業

で集約化が急進展していることを背景に，この課

題はいっそう厳しいものになっている（第 5 章）．

農業の開発にかかわる潜在力はフル活用
されていない

　これまでの検討で明らかになった農業と開発の

結びつきは，活用が十分でないことがあまりにも

しばしばである．サハラ以南アフリカ諸国のほと

んどでは，農業がまだ成長のエンジンとして機能

していないことが明らかであり，貧困の削減がな

いまま，都市化が緩やかに進展している．転換諸

国についても，一部諸国では目覚しい高成長にも

かかわらず，農村部の貧困と所得の不平等という

大きなチャレンジが残っている．

　このような期待と現実の乖離は次の 4 つの仮

説で説明できるだろう．

農業生産性の伸びは本来的に緩やかであるた

め，それがもっている成長と貧困削減という

潜在力の実現化は困難である．

マクロ経済，価格，貿易にかかわる政策が農

業を不当に差別している．

公共投資の割当には都市部偏重があっただけ

でなく，農業のなかで誤った投資が行われて

きた．

農業向けの政府開発援助が減少している．

農業部門の生産性は低いか？
　農業の伸びは経済の他の部門に比べると低い

ことが多いため，農業は本来的にダイナミック

さに欠けると主張する向きが一部にある．この

議論は遠くはアダム・スミスにまでさかのぼる．

彼の考えによれば，生産性の伸びは農業のほう

が製造業よりも低いのが当然である．農業生産

では専門化や分業について障害が多いからだ．

最近では特にアフリカについて，農業生態的な

基盤が本来的に不利であること，土壌の劣化が

急速であること，人口密度が低いこと，市場の

機能が不十分であること，諸外国からの競争が

あることなどから，農業の急成長は困難である

との主張がなされている注 41．

　このような議論では，農業の生産（あるいは付

加価値）増加率と，労働生産性や全要素生産性な

ど生産性に関する何らかの尺度の増加率を区別す

ることが重要である．過去 15 年間における農業

および非農業の付加価値について増加の率と源

泉を比較すると，3 つのタイプの農業世界ごとに

違ったパターンがみてとれる（図 1.6）．転換国

では，成長の要因分解から明らかなように，非農

業部門の目覚しいダイナミズムは，雇用と労働生

•

•

•

•
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産性の両方の伸びに基づく高成長の継続を反映し

たものである．しかし，農業ベース国と都市化国

では，農業と非農業の増加率はほぼ同じである．

また，この両タイプの諸国では，農業における労

働生産性の伸び率のほうが非農業におけるよりも

高くなっている．

　さらに，全要素生産性（TFP）の伸びは工業よ

りも農業のおけるほうが高い場合が多い．低所得

国および中所得国の 50 カ国の 1967-92 年につ

いて TFP の年平均上昇率をみると，農業のほう

が非農業よりも 0.5-1.5％ポイント高くなってい

る．さまざまな発展段階にある各国についても，

同じような相違がみられる注 42．

　このような発見は，過去数十年間にわたり農業

の TFP 増加率のほうが高かったという主張を裏

づけるものではないものの，農業が遅れた部門で

あり，どんな投資や政策を実施してもまったく成

長効果がないという考えを否定するものとして受

け止めるべきである．ブラジルとチリでは，農産

物はほとんどが貿易可能となっており，農業の成

長が非農業の成長を十年間以上にわたって凌駕し

ている．それをみれば，農業はダイナミックな部

門になり得るということが確認できよう．しか

し，農業の貿易開放度が低い多数の諸国では，農

業はエンゲルの法則（所得の増大に伴って食料支

出の割合は低下する）に基づいて，非農業部門よ

りも伸びが低くなる可能性が大きいであろう．

マクロ経済，価格，貿易に関する政策は農
業を差別しているか？
　農業の成長が低いのは，マクロ政策や産業政

策がそれを差別していることと関係があるとい

う証拠が多数ある．画期的な Krueger, Schiff, and 

Valdés (1991) 注 43 の研究によれば，対象の 18 カ

国では他の部門との比較で農業にいかに重税が課

せられているかが明確に裏づけられている．農産

物価格は介入政策の結果として非農産物価格に比

べて 30％も低くなっているのである．このよう

な政策のバイアスはサハラ以南アフリカの農業

ベース諸国でもっとも大きくなっている．すなわ

ち，為替相場の過大評価，高関税による工業の保

護，農産物に対する課税などすべてが，そのバイ

アスに貢献している．農業部門に対する課税を

10％ポイント引き下げれば，農業全体の成長率

は年率 0.43％ポイント上昇すると推定されてい

る．

　この研究が発表されて以来，ほとんどの途上国

はマクロ経済政策を大幅に改善し，農業に対する

バイアスを削減している（第 4 章）．健全なマク

ロ政策の 3 つの重要な要素（財政，金融，為替

図1.6　農業では非農業よりも労働生産性が重要な成長の源泉（1993-2005年）
％ a ％ a ％ a

農業 非農業 農業 非農業 農業 非農業

都市化国農業ベース国 転換国

雇用の年増加率 労働生産性の年上昇率

出所：FAO 2006a．
a．部門別の年増加率（雇用および労働生産性の増加率の合計にそれぞれ等しい）．
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相場）で構成される得点をサハラ以南アフリカに

ついてみると，ほとんどの諸国で 1990 年代半ば

以降明らかに改善を示している（図 1.7）．同得

点の改善と農業のパフォーマンスの間にも正の相

関関係がみられる．

　各国レベルの計量経済データによれば，農業の

急成長と貧困の大幅な削減の時期が改革の後に続

いていることがわかる．ウガンダでは，コーヒー

価格が上昇したおかげで，1992-2000 年には供

給対応が刺激されて農村部の貧困が著減した．こ

の価格上昇は国内市場の自由化が主因であった

が，為替相場の切り下げと世界価格の上昇も貢献

している．コーヒー価格が 10％上昇すると，人

数ベースの貧困率が 6％低下すると推計されて

いる注 44．中国では，1978-84 年に農業生産が

60％もの激増を示し，農村部の貧困率が 55％か

ら 33％へと 11％ポイントも低下したが，これは

家庭請負責任制度を中心とする制度改革や価格改

革が主因であった注 45．

　マクロ経済や価格に関する政策が改革された諸

国でも，国際的な貿易政策，特に経済協力開発機

構（OECD）加盟国による保護や補助金は，途上

国の農業にとって引き続き大きなコスト負担と

なっている．国際市場における農産物価格は貿易

政策全体によって，平均すると 5％低く抑えられ

ている（第 4 章）．このような政策の改革に関し

ては今のところ大きな進展がみられず，ドーハ・

ラウンドの貿易交渉の成否に大きく依存すること

になる．

公共投資は都市のニーズを偏重しているか？
　成功している諸国は工業発展をファイナンスす

るために，農業に（直接的・間接的に）課税する

前に投資を行っている注 46．ところが，とりわけ

アフリカでは，農業開発のために有益な（公共）

投資を行う以前に，農業を酷使したことが致死的

だったことがわかっている．いわば「角を矯めて

牛を殺してしまった」のである．農業ベース諸

図1.7　サハラ以南アフリカではマクロ経済政策と農業の成長率が改善
マクロ経済の得点 農業の年成長率（％）

マクロ経済の得点の年単位の平均の変化

出所：マクロ経済の得点は，International Country Risk Guide に基づく財政収支，インフレ，為替相場の安定性にかかわる得点の平均．各点は
1 つの国を表わす．

農業ベース国 転換国 都市化国

1980 2004 1980 2004 1980 2004

農業向け公共支出が公共支出総額に占める
シェア（％）

6.9 4.0 14.3 7.0 8.1 2.7

農業向け公共支出が農業 GDP に占めるシェ
ア（％）

3.7 4.0 10.2 10.6 16.9 12.1

農業が GDP に占めるシェア（％） 28.8 28.9 24.4 15.6 14.4 10.2

表1.3　農業ベース国の公共支出は少ない

出所：Fan 近刊．
注：農業ベース国は 14 カ国（うちサハラ以南アフリカ 12 カ国），転換国は 12 カ国，都市化国は 11 カ国のデータに基づく．
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国（ほとんどがアフリカ）における農業向け公共

投資のシェアは 2004 年で 4％と，転換諸国で農

業の成長が高かまった時期（1980 年）の 10％

に比べて大幅に小さい（表 1.3）．サハラ以南ア

フリカにおける農業向け支出の水準は低く，持続

的な成長のためには不十分である．「アフリカ開

発のための新経済プログラム」は農業支出を国家

予算の 10％にまで増やすように最近提唱したが，

これは前述のトレンドを逆転させて，今の転換国

に成功をもたらした水準に近いところまで引き上

げることを目指したものである．

　公共投資の部門別割当が最適かどうかを評価す

るためには，理想としては部門別支出にかかわる

収益率を体系的に相互比較する必要があろう．こ

れには概念，方法論，データに関してさまざまな

問題があり，引き続き重要な研究課題になるだろ

う．農業の研究やエクステンションについては収

益率が高いことが実証されており，700 件の研

究をメタ分析した結果では，35％（サハラ以南

アフリカ）から 50％（アジア）までの収益率が

報告されている．これは途上国がアクセスできる

資金コストをはるかに上回る結果といえる（第 7

章参照）注 47．1970 年代から 80 年代にかけて実

行されたサハラ以南アフリカの灌漑プロジェクト

は成果が出ない場合が多かったが，同プロジェ

クトの収益率は今や他の地域で通常期待できる

15-20％には達している（第 2 章）注 48．ウガン

ダ農村部のデータによれば，農業 R&D や農村部

における支線道路は儲かる投資となっている注 49．

　アジアやラテンアメリカでは，農業向けの公共

投資が減少しているのは，経済のなかで農業の重

要性が減少したことが一因である（表 1.3）．た

だし，中国，インド，メキシコなど一部の諸国で

は注 50，貧困と戦ったり，農村と都市の所得格差

を縮小したりする必要性に迫られて，最近では逆

転傾向がうかがわれる．

　農業向け支出は，私的財（肥料，信用）に対す

る補助金供与や，社会的に逆進的な移転の供与を

偏重することが多かった．これらは全体として，

農業研究，農村部インフラ，教育，保健など基本

的な公共財と比べて著しく効果が劣っている注 51．

私的財の偏重というのは，1 人当たり GDP の増

加にしたがって，いっそう顕著になるのが普通で

ある．インドでは，農業補助金が農業向け公共投

資に占めるシェアは，1975 年には 40％であっ

たのに，2002 年には 75％にまで上昇している

（第 4 章）．農業への過少投資は農業ベース諸国

では特に顕著であるが，なかでも転換国と都市化

国では誤った投資によって，いっそう大きな問題

になっている．

農業向け開発援助は激減
　政府開発援助（ODA）に占める農業のシェ

アは注 52, 53，1979 年のピーク時の約 18％から

2004 年の 3.5％へと，過去 20 年間で激減して

いる（図 1.8）．絶対金額でも 1984 年のピーク

時の約 80 億ドル（2004 年米ドル）から 2004

年の 34 億ドルへとやはり減少している．特に世

界銀行など国際金融機関の援助が大きく減少して

いる．1970 年代後半から 80 年代前半にかけて，

図1.8　農業向けの政府開発援助は1975-2004年に著減

農業向けODAのシェアと水準 農業向けODAの源泉 農業向けODAの地域別内訳（2004年ドル）

10 億ドル（2004 年ドル） ％ 10 億ドル（2004 年ドル） 10 億ドル（2004 年ドル）

農業向けが ODA 全体に
占めるシェア（右軸）

農業向け ODA（左軸）

多国間

二国間

アジア

アフリカ

ラテンアメリカ

出所：OECD 2006a.
注：曲線は局所加重回帰によって滑らかにしたデータを結んだもの．
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農業向け ODA の大部分は緑の革命を支援するた

め，インドを中心にアジアに向っていたが，その

後は激減している．アフリカの農業向け ODA 総

額注 54 は 1980 年代に若干増加したものの，今で

は約 12 億ドルと 1975 年の水準にまで後退して

いる．この農業に対する関心の低下は，農村部の

貧困が増加しているなかで生じたことを考える

と，なおさら驚くべきことである．

　農業や農村開発向けの援助が減少した理由は以

下のように複雑である．①国際商品市況の下落で

途上国では農業があまり儲からなくなった．②

ODA のなかで社会部門を中心に競争が激化した．

③多数の危機に対する緊急対応が必要であった．

④一部の援助国の農民から主要輸出市場の農業を

援助することに反対の声が上がった．⑤農業が天

然資源の破壊や環境汚染に貢献していると考える

環境保護グループが反対した．

　農業開発援助の努力が成果をあげなかったこと

も援助国の期待に悪影響を及ぼした．多くの援助

国が抱いている「農業懐疑論」は，両方とも世界

銀行が喧伝した大規模な統合的農村開発や訓練・

訪問型のエクステンション制度など，過去の農業

介入策が失敗に帰したという経験が関係している

可能性がある注 55．農業のダイナミックスの理解

が不十分だったこと，統治が悪かったこと，援助

国には画一的なアプローチをとる傾向があること

などすべてが，この失敗に寄与している．統治が

悪く，プログラムが地理的に分散している場合，

農業開発援助の実施は特に困難になる．このよう

な経験を踏まえて，効果的な実施のために，援助

国と被援助国双方のプログラム設計能力を強化

し，統治と制度に投資する必要性が強調されるよ

うになっている（第 11 章）．

　2001 年以降，途上国政府と援助国の農業に対

する関心は少なくとも対話のなかでは高まってお

り，実際にも援助額も若干ながら上昇に転じてい

る．この背景には，国際商品市況が上昇に転じ，

途上国政府が再び農業に高い優先度をおくように

なり，農業開発プロジェクトについて分権化・参

加・官民パートナーシップなどに基づく新しいア

プローチが出てきて成功の可能性が高くなるな

ど，農業向け援助が減少する理由が反転したとい

う事情がある．

農業政策の政治経済学

　農業の生産性は低いという思い込みは十分な証

拠を突きつけられて変化しつつあり，マクロ経済

的な環境もはっきりと改善している．しかし，政

策怠慢が継続していることや，農業に対して過少

投資と誤った投資があることに取り組むために

は，農業政策立案にかかわる政治経済学の理解を

深めることが必要である．このような深い理解

に基づいて，第 4-8 章では政策の結果を解釈し，

第 10-11 章では政治的に実現可能な基準を満た

す開発のための農業を設計することにしたい．

農業政策立案のプロセス
　農業政策の立案は政治家と市民との政治的交渉

の結果であるとみなすことができる注 56．市民は

政治的支持（投票）と引き換えに政策措置を要求

する多種多様な個人であることもあるし，あるい

は特殊権益を擁護するために圧力団体として組織

化されていることもある．

国家の目的と政策立案．　政治家には程度はさま

ざまであるが自律性がある．例えば，再選され

る，正当性を維持する，選挙区の福利を改善す

る，国について何らかのビジョンを追求するな

ど，独自の目的を抱いている．政治的ゲームのな

かでは政治家の選好や力は，官僚制度，違った形

の代表制，課題策定メカニズム，報酬制度などと

いった制度によって条件づけられる．重要な政策

改革については，政策立案に関して大きな自律性

をもった国家が主導したという事例が多数ある．

例えば，アジアにおける緑の革命は民主的な政治

制度だけでなく，非民主的な政治制度の下でも実

施されている．インドにおける緑の革命は，アメ

リカ政府が 1960 年代半ばに食料援助を外交政策

手段として活用することを決定したことを受け

て，食料の自給自足を図るという政治意思が牽

引車となった注 57．インドネシア（スハルト政権）

は単一政党制度の下で緑の革命を打ち出した好例

である．
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　アフリカの独裁政権の場合，小自作農を支援す

べき政治的なインセンティブは小さい．アフリカ

諸国は農業に課税する農産物価格政策に対する反

対を抑圧するために，威嚇と大規模農家の戦略的

支持の両方を活用した注 58．アフリカ諸国が農業

生産を増加させようと真剣な努力を払った事例は

多数あったが，アジアの場合とは異なり，多くは

大規模生産に焦点を当てていたため，持続的な成

功は実現できなかった注 59．

　経済危機があると，平常時では困難な改革に政

策当局が関与する自律性が大きくなる．農業にお

ける国家の役割に関する改革の多くは，債務危機

で不可避的になった構造調整の一環として導入さ

れたものである．例えば，ウガンダにおけるマー

ケティング機関の解体がそうであった（ボックス

4.4 参照）．

　政策当局は財政制約の範囲内で政治的支持を極

大化しようとすることが多い．政治的支持が得ら

れるかどうかは，通常，政策が誘発すると期待さ

れる福利の変化に関係している．したがって，政

治家は他のグループに比べて損をしているグルー

プを優遇することによって支持を集めようとする

ことがある．農業補助金というのは 1930 年代に

アメリカが導入したものである．当時，農村部の

所得の下落幅が都市部を 50％以上も凌駕したか

らだ．インドの電気補助金は農業と非農業の所得

格差の拡大を補填する狙いもあって維持されてい

る．1978 年に打ち出された中国の大胆な改革は，

食料の自給と全市民に関する最低の生活水準を回

復するという至上命題に応えたものである．農民

の投票は民主制度の下では大きな影響力をもって

いる．例えば，インドにおける 2004 年の選挙で

は，「農業の困窮」の解決を約束した連立政権が

勝利している注 60．

集団行動と政策立案．　組織化された市民グルー

プは政策プロセスに大きな影響力をもっている．

圧力団体の力は組織化とただ乗りにかかわるコス

トを克服する能力に左右される．広範なデータが

示すところによれば，小規模で地理的に集中して

いるグループや，組織が強くてリーダーシップが

強いグループは力をもっている．例えば政治運動

に寄付するなど，圧力団体が実効性をもつために

は財源が必要となる．政治に影響を与えるスキル

など人的資本も必要である．また，重要な点とし

て，示威運動や陳情に動員可能な強力なメンバー

を擁する組織であることなど社会資本も必要であ

る．途上国では集団行動に参加する農民の取引コ

ストは高くつく．人数が多いこと，分散している

こと，輸送・情報コストが高いこと，貧しいこ

と，逆の利益を追求している公算がある地主階級

との庇護関係が強いことなどがその理由である．

したがって，小自作農の利害は十分に代弁され

ず，政策は都市や有産エリート層の利害を偏重す

る傾向にある．

　これに対して，都市部の貧困層はエジプトのパ

ン価格をめぐる暴動で例証されているように，抗

議の声を上げるのに高度な組織化は必要としな

い．産業グループは政治に影響を与えるのにもっ

と潤沢な財源を保有しているだけでなく，社会的

エリート層に属しているので，社会的資本が陳情

活動に役立つ．都市化や工業化の進展に伴い，農

民が集団行動に関して直面するチャレンジは少な

くなるだろう．農民の人数は減少するものの，財

源確保の力は大きくなり，農業部門と非農業部門

の所得格差拡大が行動を起こす理由になる．歴史

的にみると，先進国では，農民は農業の保護と補

助金を求めて驚くほど効果的な圧力団体を形成し

た．その後，農民が減少しているにもかかわら

ず，組織を解体するのはきわめて困難となってい

る（第 4 章）注 61．

　多くの途上国で民主化が進展したことから，

小自作農が組織化して政治に影響力を行使でき

る可能性が高まっている．例えば，西アフリカ

では，生産者組織と議会は農業の戦略や政策の

策定に関与することが多くなっている（第 11 章

参照）注 62．セネガルとマリでは，それらが政策

立案を左右している．このような農業政策が農業

への予算配分増加につながるのかどうかは，今後

を見守る必要がある．

なぜ非効率な政策手段を使うのか？
　福祉効果に関する情報が不完全であるというこ

とは，特定の政策手段はたとえ経済的に効率性が
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劣るとしても，政治的には有効であるということ

を示唆している．政治家は選挙区の福祉よりも短

期的な政治的支持の極大化を指向しているため，

後者よりも前者の手段を好む．例えば，直接的な

所得移転よりも価格支持が選択されているのは，

自給自足が有権者の民族主義的な感情に訴え，農

民ははっきりと目に見える「福祉」の不名誉を恐

れるからであり，しかも直接的な移転のコストに

関する情報が後で政策の逆転につながる可能性が

あるためだ．投資プロジェクトや食料援助など一

部の手段は，政治的な顧客に対象をしぼることが

容易でもある．輸出税は歪曲効果が広範囲にわた

るにもかかわらず維持されているが，それは政治

的顧客や小民族グループの支持者に報いるために

使う税収を確保するためであろう注 63．特定の手

段はコストがかかるものの，隠匿が容易である．

例えば，貿易税は土地税や付加価値税よりも隠匿

しやすい．ネットでみて社会的コストが発生して

いるが，それは政治的な実現可能性や再配分にか

かわる利益と引き換えになっているのである．

　ダイナミックな政策プロセスのなかで信頼でき

る公約ができていないため，政府としては最適と

はいえない政策を余儀なくされている．改革で損

をする人々は，たとえ現在補償が約束されていて

も，長期的にはますます損失が大きくなると予想

する．政策の実施と再配分効果の間に遅延がある

場合には，補償を固定化するという公約の手段が

ないことが，政策立案にとって大きな障害にな

る．その結果としての現状維持というバイアス

は，将来的な公共サービスの改善と引き換えに，

貿易改革や補助金撤廃に反対する根拠とされてき

た．分権化や有権者と政策立案者の緊密化が答え

の一つになる可能性があろう．補償機関の自律性

を強化したり，補償を法制化したりすることが成

功している．例えば，メキシコでは，北米自由協

定の交渉は PROCAMPO のおかげで，輸入と競合

する作物の生産者にとって政治的に受け入れられ

るようになった．ただし，ひとたび補助金が導入

されると，その撤廃が困難になるというリスクが

ある．

開発にかかわる農業の新たな役割

　農業ベース諸国では農業の力を貧困削減や成長

のエンジンとして活用するという主張は，現在で

もきわめて有力である．実効性をあげるために

は，課題を各国のタイプや国内の各地域に調整す

ることが必要である．しかし，かなりの成功事例

があるにもかかわらず，多数の諸国では農業の潜

在力がフルに活用されてない．これは農業政策反

対のバイアスや過少投資が，往々にして誤った投

資や援助国側の怠慢と相まって複雑になっている

からだ．その結果として，人々の苦しみは高価な

ものとなっている．このような潜在力を実現する

新しい機会が今では出現しているが，それと同時

に新しいチャレンジも出てきている．特に農業の

成長に関して小自作農主導型アプローチをとる場

合には，それと農業がもっている経済・社会・環

境的な機能をどう調和させるかが難題である．以

下の各章では，開発のために農業を活用する方法

や，各国のタイプに応じた課題をどう定義して実

施するかを探求する．
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　貧困は農村部に集中している．1 日 1.08 ドルの国際的

貧困線を使うと，途上国の全人口のうち農村部に住んで

いるのは 58％にとどまっているのに対して，同貧困層の

75％は農村部に居住している．

　農村部の貧困率は過去 10 年間で低下したものの，ま

だきわめて高水準にある（図 A.1）．途上国全体では 1 日

1.08 ドルの貧困線を使うと，1993 年の 37％から 2002

年の 30％に低下している（ボックス A.1）．しかし，中国

を除くと，35％から 32％へと改善状況は小幅にとどまっ

ている．また，農村部の貧困者数は 10 億人から 9 億人へ

の微減にとどまっている．ちなみに，1 日 2.15 ドルの一

段高い貧困線を用いると，貧困率は 78％から 70％に低下

し，貧困者数は 22 億人から 21 億人に微減している．

　このようなグローバルなトレンドは，貧困の推移が地

域別および国別に大きく違っている事実を覆い隠してい

る．南アジア（2002 年で 40％）とサハラ以南アフリカ

（51％）では，農村部の貧困率はいらだたしいほど高水準

で，しかも執拗であり，貧困者の絶対人数は 1993 年以降

漸増している．

　農業の成長が比較的高かった諸国では農村部の貧困が大

フォーカス　A 農村部の貧困減少が貧困削減全体の重要な要
因となっている

　世界全体で過去 10 年間にわたって農村部の貧困率が低下しているが，これは中国における著減を反映したもので
ある．しかし，世界の貧困層の 75％は依然として農村部に居住しており，南アジアとサハラ以南アフリカでは農村
部の貧困率は非常に高いままである．1993-2002 年の貧困削減全体の 45％以上は農村部における貧困削減によるも
ので，農村から都市への移住の貢献度はごくわずかである．農村部対都市部の所得格差はほとんどの地域で縮小して
いる．ただし，アジアはその例外で，格差の拡大が政治的緊張の要因になっていると同時に，農業や農村開発を促進
すべく新たな努力を払う動機にもなっている．

図A.1　農村部の貧困率と農村部の貧困者数（1日 1.08ドルの貧困線）

農村部貧困率（％） 農村部貧困者数（100 万人） 世界の貧困者数（100 万人）

世界（右軸）

サハラ以南アフリカ

東アジア・太平洋
南アジア

ラテンアメリカ・カリブ

世界
中東・北アフリカ
ヨーロッパ・中央アジア

出所：Ravallion, Chen, and Sangraula 2007．

ボックス　A.1 国際貧困水準の再推計

　1993-2002 年について世界の農村部と都市部の貧困統

計が世界銀行のチームによって，初めて一貫して推計され

た（Ravallion, Chen, and Sangraula 2007）．方法論として，

1993 年の購買力平価（PPP）で 1 日 1.08 ドルと 2.15 ドルと

いう貧困線は，都市部の生活費が高いということを考慮して

調整されている．この調整によって世界全体の貧困を再推計

してみると，驚くには当たらないが，従来の推計値よりも約

10％も多くなる．1.08 ドルの貧困線を用いると，2002 年に

おける世界全体の貧困者数は従来の 10 億 6,700 万人ではな

く 11 億 8,300 万人と推計される．世界銀行の他の刊行物で

指摘されている世界全体の貧困が最近減少しているという点

は，本報告書では織り込まれていない．農村部と都市部への

分解が 2002 年以降については入手不可能だからである．
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ボックス　A.2 中国農村部における前例のない貧困削減
　 中 国 の 過 去 25 年 間 に お け る 貧 困 削 減 は 比 類 が な い．

Ravallion and Chen (2007) の推計によれば，貧困率は 1981

年の 53％から 2001 年の 8％にまで低下し，約 5 億人が貧困

を脱している．農村部の貧困率は 1980 年の 76％から 2001

年の 12％にまで低下し，全体の貧困率低下の 4 分の 3 を占

めている．しかし，時の経過にそくしてみると，貧困の推移

には大きな乱高下があった．急減したのは 1980 年代前半で

あり，80 年代後半から 90 年代前半にかけては若干の増加が

みられた．

貧困削減に制度変更が果たす役割
　1981-85 年の貧困急減は 78 年に開始された農業改革が拍

車をかけたものである．農村家計に対して個々の土地区画に

ついて強力な使用権を付与した家庭請負責任制度，政府買い

入れ価格の引き上げ，価格の一部自由化などがすべて，個々

の農民のインセンティブにとって大きなプラス効果をもたら

した．改革後の 2-3 年間，農業の生産と生産性は激増した．

農民が高収量品種のコメを採用したことも一因である（Lin 

1992）．農村部の所得は 1978-84 年に年率 15％で増加して

おり（Von Braun, Gulati, and Fan 2005），国全体の貧困が

81-85 年に減少した主因はこのような一連の農業改革にある

といえよう．

　貧困削減に農業の成長が果たす役割はその後も引き続き

重要であった．改革を受けて農村部に非農業部門が創出さ

れ，それが農場での労働が必要とされなくなった何百万人

という人々に対して雇用と所得を提供したからだ．農村非

農業部門が GDP に占めるシェアをみると，1952 年のほぼ

ゼロから 2004 年には 3 分の 1 強にまで増大している（Von 

Braun, Gulati, and Fan 2005）． 全 期 間 を 通 し て，Ravallion 

and Chen (2007) は農業の成長は他のどんな産業やサービス

よりも貧困の削減に大きく貢献したと結論づけている．

不平等の増加
　人口の大部分について所得が増加しているが，それは不平

等の増大という代償を伴っている．他のほとんどの途上国と

は違って，中国では農村部のほうが都市部よりも所得の不平

等が大きい（Ravallion and Chen 2007）．加えて，地域別お

よび部門別にも大きな不均衡がある．国内の労働移動に対す

る制限，貧しい内陸地域よりも沿岸地域を優遇してきた産業

政策，農村部の教育・保健制度の悪化を許容してきたサービ

ス提供制度の歪みなどすべてが，地域別および部門別の経済

パフォーマンスの格差に貢献した政策の例となっている．

中国の都市部と農村部における貧困

貧困率（％）

農村部

全国

都市部

出所：Ravallion and Chen 2007．

ボックス　A.3 インドにおける農村部の貧困削減

貧困削減に果たす技術変化の役割
　1960 年代から 70 年代にかけて緑の革命のなかで，小麦

とコメに関して矮性品種を導入したことで農業生産が飛躍

的に増加し，インド北西部を中心に農民の所得も急増した．

農村部の貧困は 1967 年の 64％から 77 年に 50％，86 年に

は 34％にまで低下した．その大部分は実質賃金の増加と穀

物価格の低下に由来している．また，農業部門の成長は農村

部だけでなく都市部の貧困削減にもつながっている．これは

サービス産業の成長にも当てはまるが，工業の成長は貧困の

削減にはつながっていない．1970 年代，80 年代になると，

土地改革，農村金融，教育政策も一定の役割を果たすように

なった．ただし，このようなプログラムが経済成長の足を若

インドの都市部と農村部における貧困
貧困率（％）

農村部

都市部
緑の革命期

出所：World Bank 2000b; 2007 National Sample Survey (NSS), Government of India．
注：貧困率は NSS のデータと定義による貧困線に基づく．
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幅に低下している．土地改革と貿易・価格の自由化を行っ

たベトナム，土地の再分配を行ったモルドバ，農業所得と

農村部非農業所得が上昇し，新技術によってコメ価格が下

落したバングラデシュ，経済改革とそれに伴うコーヒー生

産の急増を経験したウガンダなどがその例である．中国に

おける大幅で前例のない農村部の貧困削減や，インドにお

ける中国よりも緩やかではあるが，それでも大幅な長期に

わたる減少についても，農業が鍵であったといえる．ガー

ナはサハラ以南アフリカとしては，過去 15 年間にわたり

貧困削減の成功物語を示しており，農村部の貧困削減が最

大の貢献者となっている（ボックス A.4）．

　しかし，一部の諸国では農業が成長しているにもかかわ

干引っ張った可能性は否定しきれない．

　1991 年以降，インドはマクロ経済と貿易に関して抜本的

な改革を実施し，そのおかげで製造業とサービス産業が急成

長し始めた．2004 年の貧困データを 1993 年と比較すると，

貧困率の低下が継続していることが確認できる．

パターンがさまざまで，農村部の福祉はまだら模様
　貧困削減のパターンはほぼ全州に共通しているが，成長

パターンは州ごとに違う．1980-2004 年についてみると，当

初，貧しい州の成長は緩やかで，所得格差が絶対的にも相対

的にも拡大した．1990 年代の急速な貿易自由化は地域ごと

にインパクトが大きく異なっていた．工業が集中している農

村部は貿易自由化で打撃をこうむり，貧困の率と水準に関す

る進展が鈍化した．地域間および産業間の労働移動が極端に

限定的だからである．

　都市部の所得と支出も農村部よりは伸びが高く，その結

果として，実質消費（中位数）の都市部対農村部の比率は

1983 年の 1.4 倍弱から，2000 年には約 1.7 倍にまで一貫し

て上昇を続けた．それでも，インドの所得の不平等は比較的

小さい．しかし，1990 年代におけるめざましい成長と貧困

削減にもかかわらず，福祉面での改善効果は微妙といわざる

を得ない．健康状況に改善がみられていないからである．イ

ンドの最近の改革は，中国の場合とは異なり，農業を対象と

したものではなかった．インドでも現在，農業に政策の焦点

をおこうという動きが出てきている．これは貧困削減にかか

わる農業の潜在力がまだフルに発揮されていないとの考えが

勢いを得ているためだ．

出 所：World Bank 200b; Burgess and Pande 2005; Chaudhuri and Ravallion 
2006; Von Braun, Gulati, and Fan 2005; Topalova 2005; Ravallion and Datt 1996; 
Datt and Ravallion 1998a．

ボックス　A.4 ガーナ：貧困削減に関するアフリカの成功事例

　過去 15 年間におけるガーナの成長と貧困削減は，アフ

リカのなかでは新しくて重要な成功物語である．実質 GDP

は 1980 年以降年率 4％強，2001 年以降は 5％強の成長を示

している．貧困率は 1991-92 年の 51.7％から 1998-99 年に

39.5％，2005-96 年には 28.5％にまで低下している．貧困率

の低下幅をみると，都市部で約 17％ポイント，農村部では

24％ポイントにも達している．たとえ農村部から都市部へ

の移住者が全員貧困層であったと仮定しても，貧困削減全体

の 59％は農村部における貧困減少によるものと推定される．

しかし，不平等の拡大がみられる（ジニ係数は 15 年間で

0.35 から 0.39 に上昇）．特に地域別にその傾向が強い．首都

アクラと森林地帯では北部のサバンナ農村地帯よりも貧困削

減が大きくなっている．

　ガーナにおける成長の加速は国際商品市況の上昇に加え

て，経済政策や投資環境の改善によるものである．2001-05

年についてみると，農業は年 5.7％の成長と，サービス部門

はもちろん GDP 全体の 5.2％よりも高くなっている．

　農業の成長の主因は農地の拡大にあり，収量の増加率は年

1％と控えめな増加にとどまっている．2001 年以降みられる

生産性上昇の大部分はココアによるものである．農作物・畜

産物生産総額のわずか 10％を占めるにすぎないココア生産

が，農業成長全体の約 30％を占めている．ガーナはパイナッ

プルを中心とする園芸（2006 年には全輸出の約 9％）の堅

調な増加にも恵まれている．ココアとパイナップルの栽培は

小自作農が主体であり，最近の成長に関連した貧困の減少は

現金作物農家で顕著な模様である．しかし，経済の資源と輸

出の基盤はまだ幅が狭く，経済は対外ショックに極端に脆弱

なままにとどまっている．

　ガーナはサハラ以南アフリカで，1990 年以降，1 人当た

り食料生産のプラス成長と食料価格の下落が持続した数少な

い諸国の 1 つである．しかし，環境破壊と持続不可能な天

然資源の採取という兆候がみられる．現在の農業の伸びを維

持し，より多くの人々に利益をもたらすためには，食用作物

と家畜の生産を集約化する必要がある．過去 10 年間におけ

る全要素生産性および労働生産性の伸びや肥料使用量の増加

は，そのようなプロセスを示す明るい指標である．

ガーナにおける都市部と農村部の貧困
貧困率（％）

サバンナ農村部

全農村部
全国

森林農村部

都市部

出所：Coulombe and Wodon 2007.

出所：Bogetic 他 2007; Coulombe and Wondon 2007; Jackson and Acharya 
2007．



��フォーカス A　農村部の貧困減少が貧困削減全体の重要な要因となっている

らず，農村部の貧困は減少していない．例えば，ボリビア

やブラジルの農業成長は，大規模農場のダイナミックな輸

出部門に集中している．他の諸国では，農村部の貧困削減

は農業とは無関係であった．例えば，エルサルバドルやネ

パールでは，非農業所得や郷里送金の増加が主因で農村部

の貧困が減少している
注 1

．

　途上国世界では都市部の人口が 2030 年までに 60％に

達するものと予測されている
注 2

．そのペースが続くと，

都市部における 1 日 1.08 ドルの貧困率は現在の 25％か

ら 2030 年までに 39％に上昇する
注 3

．このような予測は

近似法にすぎない．都市化のテンポは将来の経済成長の

ペースとパターンに依存するからだ．しかし，現在わかっ

ていることを前提にすると，世界中の貧困層の大半は今後

数十年間にわたって農村部にとどまっている可能性が大き

いとみられる．

ほとんどの転換国では農村部対都市部の所得格差が
大きく，かつ拡大している

　世界のほとんどの地域でも，農村部の貧困率は都市部よ

りも高く，しかも貧困の度合いは深刻である．2002 年の

途上国全体について 1 日 1.08 ドルの貧困線を使ってみる

と，農村部の貧困率 30％は都市部の 13％の 2 倍以上に

達している
注 4

．この格差は多くの地域で縮小しているも

のの，東アジアでは急拡大し，南アジアでは横ばいにとど

まっている．

　農村部と都市部の所得格差は農村部対都市部の格差問題

を象徴している．約 70 カ国のサンプル調査によると，半

数の諸国で都市部の所得（消費の中位数ベース）は農村

部を少なくとも 80％上回っている．この格差は多くの諸

国で拡大しつつある．これがもっとも顕著なのは急速に

転換しつつあるアジア諸国である（図 A.2）．インドでは，

農村部と都市部の所得は 1951 年当時はほぼ同じであっ

たが，それ以降，格差が大幅に拡大している（ボックス

A.3）．中国では，この格差は農業の急成長が経済成長全体

図A.2　ほとんどの転換国では農村部対都市部の所得格差が拡大している
中位所得の都市部対農村部比率

初年度 最終年

グアテマラ
1989-2002

タイ
1990-2002

カンボジア
1997-2004

中国
1985-2001

ベトナム
1992-2001

インドネシア
1993-2002

バングラデシュ
1991-2000

インド
1989-99

パキスタン
1999-2001

出所：各国の代表的な家計調査に基づく WDR 2008 チームの試算．

農村部貧困率 非移住者に関する農村部貧困率の変化

地域 1993 2002 貧困に中立的な移住を前提 移住者全員が貧困者であると前提

サハラ以南アフリカ 85.2 82.5 –2.8 –1.5
南アジア 87.6 86.8 –0.8 –0.4

インド 91.5 88.6 –2.9 –2.7
東アジア・太平洋 85.1 63.2 –21.9 –20.0

中国 88.6 65.1 –23.6 –22.1
中東・北アフリカ 35.8 37.6 1.9 6.1
ヨーロッパ・中央アジア 19.8 18.7 –1.1 –0.3
ラテンアメリカ・カリブ 47.3 46.4 –0.9 7.8
合計 78.2 69.7 –8.5 –6.9

中国を除く 73.7 71.3 –2.4 –1.6

出所：Ravallion, Chen, and Sangraula 2007 に基づく WDR2008 チームの試算．
注：貧困率は 1993 年で 2.15 ドルという貧困線を使って推計．

表A.1　移住者全員が貧困者であるという前提でも，農村部における貧困削減は農村居住者のなかで貧困者が減少したことが主因
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を牽引した改革の初期には縮小したが，それ以降は再び拡

大に転じている（ボックス A.2）
注 5

．

農村部ではなぜ貧困が減少したのか――農村開発あ
るいは移住のおかげ？

　都市部の高所得は農村部から移住者の流れを引きつけ

る．しかし，観察されている農村部の貧困削減のうち，移

住による部分と，農村部にとどまっている非移住者にかか

わる真の貧困削減による部分の内訳はどうなっているのだ

ろうか？　その答えは移住のパターンに依存することにな

る．

　もし移住が貧困に中立的であれば（貧困層と非貧困層が

同じくらい移住すれば），農村部における真の貧困削減は

農村部の貧困率の低下に関する観察値に等しくなる．しか

し，もし非貧困層のほうが移住の可能性が高いのであれば

（多くの諸国についてその傾向が強いことが裏づけられて

いる），非移住者にかかわる貧困減少は貧困減少の観察値

よりも大きくなる．仮に移住者全員が貧困者であれば，そ

れは農村部における真の貧困削減について下限値を設定す

ることになる
注 6

．

　たとえ移住者全員が貧困者だとしても，農村部の貧困率

低下の 81％（8.5％ポイント低下したうち 6.9％ポイント

の低下）は，移住ではなく，農村居住者の間における貧困

減少が原因である（表 A.1）．南アジアと東アジアにおけ

る低下のほぼすべては，まさしく農村部における真の貧困

減少によるものとなっている．サンプルから中国を除外し

たとしても，農村部の貧困減少の 67％は移住以外の原因

によるものとなっている．しかし，この分解は会計学的な

分析であり，移住や都市部の成長が農村部の貧困削減に間

接的に貢献している方法（郷里送金など）は無視されてい

ることに留意されたい．

農村部は国全体の貧困減少に大きな貢献をしている
　それでは，農村部の貧困削減は貧困削減全体にどの程度

の貢献をしているのであろうか？　1993-2002 年におけ

る貧困全体の変化を農村部，都市部，人口移動の各貢献度

に分解するには 2 つの方法がある（表 A.2）
注 7

．第 1 の

分解方法では，農村部の貢献度は農村部の貧困率低下を

2002 年の農村人口にかけたものになる．都市部の貢献度

総貧困率（1日 2.15 ドルの貧困線） 総貧困率の変化に対する農村部の寄与率

地域 1993 2002
変化

1993-2002
貧困に中立的な移

住を前提
移住者全員が貧困
者であると前提

サハラ以南アフリカ 79.8 77.5 –2.2 81.1 44.6
南アジア 85.1 83.4 –1.7 32.8 17.4

インド 89.1 85.6 –3.5 60.7 56.0
東アジア・太平洋 70.6 45.6 –25.0 53.4 48.8

中国 72.8 44.6 –28.3 52.0 48.8
中東・北アフリカ 23.5 23.5 0.1 n.a. n.a.
ヨーロッパ・中央アジア 16.6 13.6 –3.0 14.1 3.5
ラテンアメリカ・カリブ 29.6 31.7 2.1 –10.3 88.1
合計 63.3 54.4 –8.8 55.5 45.1

中国を除く 59.6 57.9 –1.8 78.8 52.4

表A.2　貧困率の変化に対する農村部の寄与率

出所：Ravallion, Chen, and Sangraula 2007 に基づく WDR2008 チームの試算．
注：貧困率は 1993 年で 2.15 ドルという貧困線を使って推計．
n.a. は不明．

図A.3　ブラジルの貧困率と地理的特性

貧困率（％）

アクセス良好 アクセス不良

アクセス良好 アクセス不良

農村部貧困層のシェア（％）

潜在性大 潜在性普通 潜在性小

出所：Buys 他 2007．
注：農業の潜在性が大きい地域は，2000 年に FAO と IIASA が気候，土壌，地
形，土地利用を考慮に入れて作成した GAEZ 分類で農業の潜在性が非常に高い
あるいは高い地域．農業の潜在性が普通の地域は GAEZ 分類で普通あるいはほ
どほどの地域．農業の潜在性が小さい地域は GAEZ 分類で小さい，限界的，あ
るいは非常に限界的と分類されている地域．アクセス良好は人口 10 万人以上の
最寄りの都市への交通時間が 2 時間以下の地域として定義．貧困人口のシェア
は地区レベルの農村部で計算．
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は都市部の貧困率低下を 2002 年の都市人口（1993 年の

都市人口＋移入者）にかけたものになる．農村部から都市

部への移住の貢献度は農村部からの移住者が都市部の貧困

率にもたらした変化に対応したものになる．

　第 2 のやり方では，移住者全員が貧困層であることを

前提にする．この分解方法は農村部の貧困削減について移

住に最大限の貢献度を認めることによって，農村部で達成

された真の貧困全体の削減について下限値を設定するもの

である．

　貧困全体の削減に対する農村部の貢献度の下限値は

45％であるが，実際には 55％以上である可能性が高い

（表 A.2）．中国を除くと，農村部の寄与率は 80％とみら

れ（52％以下ということはあり得ない），サハラ以南アフ

リカでも 80％強となっている．このように，貧困を削減

し，世界全体の貧困率を半減するというミレニアム開発目

標を達成するためには，農村開発が必要不可欠なのであ

る．

国内の格差：恵まれない地域と貧困
　農村部と都市部との格差以外に，多くの諸国にとっては

農村部でも地域ごとに貧困に相違があることが大きな懸念

材料になっている．農業や農村向けの投資は貧困層が集中

している恵まれない地域に向けるべきであるとしばしば

言われている．しかし，これには反対意見もある
注 8

．地

理情報システムが最近進歩したおかげで，農業に関連した

農村部の貧困が地理的にどう分布しているのかという基本

的な問題に答える新しい機会が生まれている．「貧困地図

作成」と呼ばれる小規模な村落レベルの福祉を推定する手

法によって，貧困層の所在に関する基本情報が得られる．

この情報は農業生態的条件や市場アクセス（第 2 章参照）

に関する地理情報に重ねることができる．

　ブラジル，エクアドル，タイ，マラウイ，ベトナムの分

析によれば，貧困率は遠隔地のほうがアクセスが容易な地

域よりも高い傾向がみられる（図 A.3）．遠隔地では貧困

の程度もより深刻である．しかし，貧困について行われて

いる程度の分解では，貧困率と農業の潜在力との間には一

般的な関係はみられない
注 9

．

　貧困者数（貧困の密度）の地理的なパターンは貧困率

（貧困の発生率）のものとは驚くほど違っている．研究対

象になったすべての諸国について，農村部貧困層の大半は

ブラジルの例でみるように（図 A.3）
注 10

，アクセスの良

好な場所に居住している．これは恵まれない地域は恵まれ

た地域に比べて人口密度が低いのが典型だからである．例

えば，ブラジルでは，農村人口の 83％は大都市から 2 時

間以内の所に住んでいる．これに対して，どの国でも貧困

層の分布と農業の潜在力との間には明確なパターンはみら

れない．ブラジルでは農業の潜在力が低いか普通の地域に

住んでいる貧困層が 75％と多いものの，タイやカンボジ

アでは 70-80％が農業の潜在性が高い地域に居住してい

る．

　貧困率と貧困密度が並存していない場所では，政策介入

の対象地域をしぼり込むのに重要なトレードオフが発生す

る．貧困削減にもっともインパクトがあるのは，ほとんど

の貧困層が居住している恵まれた地域の成長を促すことで

あろう．特に小自作農のために，所得を生み出し，雇用を

創出するような成長が望ましい．しかし，もっと限界的な

地域の極貧層はきわめて脆弱で，移住で代替的な機会が見

つからない限り，そのような地域で生計の安定性と強靭性

を改善するのは大きなチャレンジであろう．限界地域に関

しては，地理的に貧困の罠が存在する可能性が懸念材料に

なっている．そのような罠の証拠は，例えば，中国につい

て認められている
注 11

．そのような場合，農村部の貧困を

削減するためには，大規模な地域的アプローチか，人口の

脱出を支援する政策のいずれかが必要になる．
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農業のパフォーマンス，多様性，
不確実性

　前回，農業に関して『世界開発報告 1982』が

書かれた当時，農業は増加を続けている世界の人

口に対して十分な食料を提供することができるだ

ろうかということが大問題であった．25 年後の

今日，世界の農業がグローバルな食料と繊維の需

要を満たしてきたことは明らかである．1 人当た

りの生産増加，生産性の上昇，商品市況の低下な

どすべてが，この成功を証明している．しかし，

グローバルな供給が十分だといっても，すべての

国あるいは家計が十分な食料を享受しているとい

うことを意味するわけではない．その点に関して

は入手可能性よりも購買力のほうが重要である

（フォーカス C 参照）．また，将来的な世界の食

料供給は不確実である．資源の稀少化，気候変動

に伴うリスク増大，エネルギー価格の高騰，バイ

オ燃料向け需要，技術進歩のスピードに関する疑

問などすべてが，農業の将来のパフォーマンスに

影響する．

　さらに，農業パフォーマンスの改善は全世界で

一律ではなかった．サハラ以南アフリカを中心と

する農業ベース諸国では，持続的な構造転換を実

現するためには，十分な成長を牽引すべくさら

なる改善が必要である（第 1 章）．環境コストが

往々にして高く，将来的な生産の持続可能性が危

くなっており，自然の生態系や人間の健康に悪影

響を与えている．

　一部の地域で農業のパフォーマンスが悪いの

は，気候条件が農業に厳しいことや，インフラ投

資が不十分で市場アクセスに制約があることが一

因である．このような恵まれない地域における農

業の挑戦課題は，インフラや市場を改善しなが

ら，多様な農業システムにおける生産を持続可能

な形で集約化することにある．

　食料生産のグローバルな増加をリードした潜在

力の高い地域，特にアジアの転換国では，チャレ

ンジは異なってくる．穀物や伝統的な熱帯作物の

輸出について価格が低下傾向にあるなかで，生産

性と所得の伸びを維持しなければならない．この

ような急成長を遂げている諸国では，高付加価値

の園芸や畜産が農民にとって新しい市場に多角化

する機会を提供している．

　本章では，次の 4 つの挑戦課題に対応して，

将来の農業のパフォーマンスを形作る新たなトレ

ンド，機会，制約に焦点を当てる．①サハラ以南

アフリカで生産性革命が起こる可能性，②恵まれ

ない地域の選択肢，③恵まれた地域の多角化，④

グローバルな不確実性．農業の生産条件に相当な

バラツキがあり，このような課題の複雑さをあら

かじめ強調しておきたい．

途上国の生産性上昇が農業のグローバル
な成功を牽引

　農業のパフォーマンスには目覚しいものがあっ

た．農業の国内総生産（GDP）は 1980-2004 年

に世界全体で年率 2.0％と，人口の増加率 1.6％

を上回る増加を記録した．生産性の上昇に牽引さ

れたこの増加を背景に，世界市場では穀物の実質

価格が同期間に年約 1.8％下落している．

途上国が農業の成長をリード
　1980-2004 年についてみると，途上国（年率

2.6％）は先進国（同 0.9％）よりも高い農業の

伸びを達成している．この期間における世界の

農業の伸びは，なんと 79％は途上国によるもの

だ．その結果，世界の農業 GDP に占める途上国

chapter2
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のシェアは，1980 年の 56％から 2004 年には

65％にまで上昇している．これとは対照的に，

2004 年の非農業 GDP に占める途上国のシェア

はわずか 21％にすぎない注 1．

　途上国全体の農業の伸びは，その 3 分の 2 が

アジアの転換国によるものである注 2．アジアお

よび世界全体で農業の成長に大きく貢献したの

は，農地の拡大よりも生産性の上昇である．東

アジアにおける穀物収量は 1961-2004 年に年率

2.8％と，先進国の同 1.8％を凌駕する目覚しい

増加を示した（図 2.1）．一方，生産性が上昇し

たため穀物，特に途上国の主食作物であるコメ

と，途上国の伝統的な輸出品である綿花やコー

ヒーなどに関しては，価格が下落している．

技術と政策の改善が成長の大きな要因
　1960 年代以降の穀物収量の増加は，灌漑，改

良品種，肥料の利用が一般に普及したことによる

（図 2.2）．穀物収量の改善は灌漑地だけでなく，

雨水農業を行っている広大な地域でもみられた

が，サハラ以南アフリカはこのような農業の成功

からは取り残されている．

　アジアの農業は何千年にもわたって灌漑で効

率化がはかられ，それが 1990 年代を通じて，ま

た，2000 年代に入っても継続している．現在の

耕作地で灌漑されている割合をみると，南アジア

は 39％，東アジア・太平洋でも 29％になってい

るのに対して，サハラ以南アフリカではわずか

4％にとどまっている．

　1960 年代には近代的な穀物品種が広く採用さ

れ始めた．改良品種を用いる耕地が拡大を続け，

南アジアと東アジアではそのシェアが 1970 年に

は 10％未満であったが，2000 年には約 80％に

も達している．後発のサハラ以南アフリカでも，

改良穀物品種の利用が拡大しており，2000 年に

は穀物耕作地の 22％をカバーしている注 3．

　化学肥料の使用もほとんどの途上国で大幅に拡

大している．ただし，サハラ以南アフリカは除

く．世界全体の肥料使用量のなかで途上国が占

めるシェアは，1960 年代の約 10％から現在の

60％強にまで増大している．特にアジアの農民

は大きな利用者であり，年間使用量は 1961-63

年 の １ ヘ ク タ ー ル 当 た り 6 キ ロ グ ラ ム か ら，

2000-02 年の 143 キログラムと先進国を上回る

水準にまで増加している注 4．過去 30 年間につい

てみると，途上国の農業（乾燥地の農業を除く）

の成長の少なくとも 20％は肥料使用量増加によ

るものである注 5．

図2.1　穀物の収量はサハラ以南アフリカを除き増加

収量（トン / ヘクタール） 収量（トン / ヘクタール）

先進国

途上国

東アジア・太平洋
ラテンアメリカ・カリブ
南アジア

ヨーロッパ・中央アジア
中東・北アフリカ
サハラ以南アフリカ

出所：FAO 2006a．
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　畜産の拡大も農業の高い成長に貢献している．

畜産は途上国では高成長をみせている部門の 1

つで，すでに農業 GDP の 3 分の 1 を占めてい

る注 6．食肉の生産は過去 15 年間で倍増している

が，これは鶏肉生産の年率 7％の増加が牽引して

いる．

　このようなブレークスルーが組み合わさったお

かげで，全要素生産性（TFP）が上昇し，特にア

ジアでは年率 1-2％にも達している注 7．TFP の伸

びが農業全体の伸びに貢献した割合をみると，中

国とインドでは 1960 年以降について 50％，イ

ンドネシアとタイでは 30-40％に達しており，そ

のおかげで土地の稀少化圧力の緩和に役立ってい

る注 8．1960 年代以降に行われた科学，道路，人

的資本への投資と政策や制度の改善が相まって，

農業の生産性上昇が実現する主な牽引力となった

のである注 9．

　生産性の上昇を要因分解してみると，研究開

発（R&D）投資が原動力であったことが一貫し

て示されている注 10．中国における 1975-90 年の

コメ収量増加の半分は，ハイブリッド・イネだけ

の寄与で説明できる注 11．パキスタンのパンジャ

ブ州における 1971-94 年の全要素生産性の上昇

の 53％は，改良品種が貢献したものである．サ

図2.2　近代的な投入が急増しているが，サハラ以南アフリカは近代的な投入でおくれを取っている

灌漑

穀物改良品種

肥料使用

対耕作地・永年作物地（％）

対穀物地帯（％）

耕作地・永年作物地 1 ヘクタール当たりの栄養素（㎏）

サハラ以南アフリカ

南アジア

東アジア・太平洋

中東・北アフリカ

ヨーロッパ・中央アジア

ラテンアメリカ・カリブ

サハラ以南アフリカ

南アジア

東アジア・太平洋

中東・北アフリカ

ラテンアメリカ・カリブ

サハラ以南アフリカ

南アジア

東アジア・太平洋

中東・北アフリカ

ヨーロッパ・中央アジア

ラテンアメリカ・カリブ

出所：Evenson and Gollin 2003; FAO 2006a．
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ハラ以南アフリカでさえ，R&D のインパクトは

生産性の（限定的な）上昇にとって重要であった

と認められている注 12．特に道路を中心とするイ

ンフラも，アジアでは農業の成長にとって重要な

要因であった．インドでは，農村道路への投資が

好結果をもたらし，1970 年代にみられた農業生

産の増加の約 25％に寄与した注 13．教育，保健，

栄養の改善など人的資本への投資は生産性全体

を引き上げる，ということが繰り返し証明され

ている注 14．サハラ以南アフリカに関するある研

究では，カロリー摂取量が農業の生産性に大きな

プラス効果をもたらすことが指摘されており，栄

養失調，飢餓，農業の伸びの間に相互依存関係が

ある証拠となっている注 15．

　政策や制度の変更も生産性上昇の大きな要因

とみられるものの，その効果を明示的に定量化

した研究はほとんどない．中国の家庭請負責任

制度のインパクトを綿密に裏づけたある研究は，

1978-84 年に農業の成長を促進し，農村部の貧

困を削減するのに，制度や政策の改革が支配的な

要因となっていたとしている注 16．

　このような進展にもかかわらず，仮に近代技術

の環境コストが回避できていれば，長期的な生産

性の伸びはもっと高く，生態系や健康のコスト

はもっと低かったであろう．中国やパキスタンで

は，技術進歩に伴う生産性上昇の 3 分の 1 は土

壌や水の劣化で帳消しになっている．しかも，こ

れは敷地外の汚染コストが含まれていない注 17．

地域別・国別にみると成長は不均一

　途上国における農業の伸びは中国を中心とする

アジアが大きな牽引力となっている．サハラ以南

アフリカにおける伸びは過去 25 年間について年

平均でほぼ 3％と，全途上国の平均に近い．しか

し，サハラ以南アフリカでは農業人口 1 人当た

りの伸び（農業所得にかかわるラフな指標）は

わずか 0.9％で，他のどの地域よりも低く，もっ

とも優秀な東アジア・太平洋の 3.1％を大きく下

回っている．ラテンアメリカの農業はサハラ以南

アフリカよりも伸びが低いものの，農業人口が減

少しているため，農業人口 1 人当たりの伸びは

年平均 2.8％と健全である（図 2.3）．

　農業人口 1 人当たりの農業付加価値の伸びが

高い諸国（中国年率 3.5％，マレーシア 3.1％，

ベトナム 2.4％など）は，農村部の貧困削減でも

好成績を収めている場合が多い（フォーカス A

参照）．しかし，ブラジル（5.3％）とパキスタン

（2.4％）は貧困削減についてあまり成功している

とはいえない．これは土地や灌漑用水など生産的

資産の所有と，それへのアクセスが非常に不平等

なことが主因である注 18．

　サハラ以南アフリカの成長で顕著な特徴は，国

と時期によってバラツキが大きいことである．過

去 25 年間で，農業人口 1 人当たりで年 2％以上

の農業成長を維持したのは，ナイジェリア，モザ

ンビーク，スーダン，南アフリカの 4 カ国だけ

である．一方，7 カ国が 1％以下，6 カ国がマイ

ナスの成長となっている．さらに，紛争や経済危

機との関係で，マイナス成長の長い時期を経験し

ている国が多い．

　この地域では農業人口 1 人当たりの農業 GDP

成長率が，1970 年代前半はほぼゼロ，1980 年

代から90年代前半にかけてはマイナスとなった．

しかし，過去 10 年間にこのトレンドは逆転して

プラス成長になっているということは，サハラ以

南アフリカの停滞が終焉した可能性を示唆してい

る（図 2.4）．農業パフォーマンスの改善はマク

ロ経済政策改善と商品市況高騰の時期と一致して

図 2.3　農村人口 1人当たりの農業GDP成長率はサハラ以
南アフリカが最低

年率（％）, 1980-2004

サハラ以南
アフリカ

南アジア 東アジア・
太平洋

中東・北
アフリカ

ラテンアメリ
カ・カリブ

農業 GDP
農業 GDP/ 農業人口

出所：FAO 2006a; World Bank 2006y．
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いる（第 1 章）．しかし，食料生産は依然として

停滞している（ボックス 2.1）．

　サハラ以南アフリカについてのもう 1 つの特

徴は，ごく最近でも主食作物の収量が総じて低い

ということである．1960 年代から 70 年代にか

けてアジアでは，穀物収量にかかわる緑の革命が

農業と経済全体の成長を加速させたが，そのよう

なブレークスルーは生産性の上昇につながる投入

物の採用が遅れているサハラ以南アフリカにはま

だ到達していない（図 2.2）．これには次のよう

な多くの原因がある．雨水農業への依存，主食作

物の多様性，インフラの不備，農業に差別的な政

策，投資不足などがそれである（ボックス 2.1）．

パフォーマンスの相違は基本的条件の相
違を反映

　国別および地域別にパフォーマンスが違う一因

は，農業生産システムがそれぞれ大きく異なって

いることにある．農業と気候に関する潜在力，人

口密度，インフラなどがまったく違うのである．

このような要因の多くは地理情報システムを使え

ば，簡単に定量化して，農業地帯や農業人口に重

ねて作図することが可能である．

農業生態条件と市場アクセスの両方が重要
　農業の潜在性，特に雨水農業の潜在性は，土

質，気温，雨水にきわめて敏感である．途上国農

村人口の 3 分の 2（18 億人）は農業生態的な潜

在性に恵まれた地帯に居住している．すなわち，

灌漑地帯（農村人口の 42％）および雨水や信頼

できる水分のある湿地帯 / 亜湿地帯（同 26％）

に住んでいる（地図 2.1，図 2.5）注 19．しかし，

3 分の 1（8 億 2,000 万人）は水分に関するスト

レスが頻繁に発生して農業生産が制約されている

のが特徴となっている雨水にあまり恵まれない地

帯に居住している（地図 2.1 の乾燥地帯 / 半乾燥

地帯）．このような恵まれない地帯が農地の 54％

（耕地の 45％）も占めているが，農業生産総額の

なかでは 30％を占めるにとどまっている．ラテ

ンアメリカ，中東・北アフリカ，サハラ以南アフ

リカでは，農村人口のうちかなり大きな割合の

人々がこのような水分にストレスのある地域で暮

らしている．

　パフォーマンスは市場やサービスへのアクセス

とも関係している．農村地帯というのは定義から

してもスペース的に広がっており，それが輸送の

コスト，公共サービスの質，自給自足の生産に影

響を与える．途上国では農村人口の 16％（4 億

3,900 万人）が，人口 5,000 人以上の市場町ま

で行くのに 5 時間以上かかるという市場アクセ

スが悪い地域に居住している（地図 2.2）．この

ような遠隔地にある農業地帯の約半分は農業の潜

在性は高いものの，広範な経済と一体化するため

のインフラに欠けている．サハラ以南アフリカや

中東・北アフリカでは，市場アクセスが悪い農村

人口の割合は 30％強といっそう高くなっている

（図 2.5）．遠隔地に住んでいる農村人口の割合を

みると，南アジアではわずか 5％，東アジア・太

平洋では 17％にとどまっている．市場アクセス

の悪さはしばしば人口密度が低いことが理由で，

インフラ投資が不足していることを反映している

（ボックス 2.2）．

恵まれない地域の定義
　農業気候的な潜在性と市場アクセスの組み合わ

せが，少なくとも市場指向型生産の農業にとっ

図2.4　サハラ以南アフリカにおける農業の停滞は終わった
可能性がある

（サハラ以南アフリカにおける農業人口 1 人当たりの農業 GDP 成長率）

年率（％）

出所：FAO 2006a; World Bank 2006y．
注：曲線は局所加重回帰によってなめらかにしたデータを結んだもの．
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ボックス　2.1 実現しなかった主食作物の緑の革命：サハラ以南アフリカのパレットはまだら模様

　食料生産の拡大はアジアとサハラ以南アフリカではまった
く違う道をたどった．後者では，主食作物の増加は下図にみ
るように，主として耕地の拡大によって達成された．
人口密度―低い？　サハラ以南アフリカにおける粗放化は，
人口密度と土地の利用可能性がアジアと違うことが一因であ
る．サハラ以南アフリカの 1 平方キロメートル当たり 29 人
という人口密度は，南アジアの 3 分の 1 にすぎない．しかし，
サハラ以南アフリカのうち多くの地域では，人口密度は雨水
農業用地の拡張による成長がもはや持続不可能な水準にまで
達している．人口密度を土地の質で調整すると，サハラ以南
アフリカのほぼ全域について密度はアジアとだいたい同じに
なる．例えば，ケニアでは土地の質を調整した地域の人口密
度はバングラデシュよりも高いと推定される

注 20
．

インフラ―未整備．　サハラ以南アフリカはインフラでは著
しく不利で，取引コストと市場リスクが高くなっている．同
地域では人口密度が低いことが一因で，緑の革命が生じたア
ジアと比べて道路が少なく整備が遅れている．サハラ以南ア
フリカ諸国は小さく，多くは内陸国で輸送コストが高いため，
貿易の障壁が相対的に高くなっている．既述の通り，サハラ
以南アフリカの灌漑投資（耕地の 4％）もアジア（同 34％）
との比較ではほんのわずかである．
地理と農業生態―多種多様．　農業生産性の伸びが異なる他
の理由には，サハラ以南アフリカでは農業生態的な特性が本
来的に多種多様であることが含まれる．アジアの緑の革命で
主要な穀物は小麦とコメであり，通常は灌漑農業となる．サ
ハラ以南アフリカの雨水型の農業生態は多種多様であるた
め，いろいろな農業システムを用いて多種類の主食作物（西
部・中央のキャッサバからサヘル地帯の雑穀やモロコシまで）
を生産している．生産方法や農業生態にこのように大きなバ
ラツキがあるということは何を意味するだろうか？　サハラ
以南アフリカでは生産性の上昇をはかるためには，たくさん
の作物について改良品種が必要になるということである．外
部技術は往々にして直接的な移転が不可能であり，アフリカ
の農業生産性を改善するためにはアフリカ固有の技術が必要
となる（第 7 章）．にもかかわらず，1990 年代には R&D 支

出は停滞傾向をたどっていた．
肥料の使用―少ない．　サハラ以南アフリカでは市場の未発
達が主因で，肥料の使用が非常に低水準で停滞しており，同
地域の農業生産性がアジアに比べて低い大きな要因となって
いる．サハラ以南アフリカの農民は 1 キログラムの肥料を購
入するために，それが高価であるため，平均するとアジアや
ラテンアメリカの農民の 2 倍もの販売を行わなければなら
ない

注 21
．量が少ない，価格が高い，輸送コストが高い，民

間投入物市場が未発達といったことが，サハラ以南アフリカ
における肥料使用の大きな障害になっているのである（第 6
章）．
土壌―劣化．　休耕期間が短い，人口急増に押されて貧弱な
土地が開拓されている，肥料使用が不足していることなどが
原因で，サハラ以南アフリカでは土壌の劣化が進展している．
農地の約 75％は深刻な土壌栄養素の枯渇化に見舞われてい
る．国際肥料開発センター（IFDC）による最近の研究によれ
ば，土壌栄養素の平均採取率は１ヘクタール当たり窒素・リ
ン・カリウム 52 キログラムと，化学肥料による 1 ヘクター
ル当たり平均 10 キログラムの栄養素注入の 5 倍にも達して
いる

注 22
．土壌栄養素の枯渇化は人口密度の高い地域がもっ

とも深刻である．例えば，エチオピアの高地では，土壌劣化
による生産性の損失は年間で農業 GDP の 2-3％に達すると推
定されている

注 23
．土壌の肥沃度が低下していることがサハ

ラ以南アフリカの収量が低い大きな理由であることは明確で
あり，それを逆転させることを優先課題にしなければならな
い．
政策―歴史的に歪んでいる．　リスクを削減する一方で収益
性を上げるために，アジアは農民向けに信用を供与し，価格
を支持し，補助金を提供した．ところが，サハラ以南アフリ
カ諸国の政府も市場に深く介入したものの，農業に対して
他の地域よりも課税を重くし，その状況は現在も続いている

（第 4 章）．ケニア，マラウイ，ザンビア，ジンバブエはハイ
ブリッド品種と肥料を活用してトウモロコシを中心とした革
命を開始したものの，このプログラムはマーケティング・コ
ストが高いこと，財政負担が大きいこと，天候ショックが頻
発したことなどから，持続が困難になってしまった．マクロ
経済政策とアジアを大幅に下回っている農業向け公共投資
も，民間関係者のインセンティブを低下させ，R&D や道路と
いった公共財の供給を制約した（第 1 章）．
危機を脱した？　最近のデータによれば，サハラ以南アフリ
カは危機を脱しつつある可能性がある．食用作物の生産に関
しては地方的な成功が散見される．その例としては，西アフ
リカ数カ国におけるトウモロコシ，アフリカ東部における大
豆，多数の諸国におけるキャッサバ，ケニアにおけるトウモ
ロコシ向け肥料使用の市場主導型拡大，採用の初期段階にあ
る多数の有望な技術革新などが指摘できる（第 7 章）．雨水
農業システムが多種多様な状況下，挑戦課題は技術への投資
を投入物と産出物両市場の発展を促すための制度やインフラ
への投資と調整することによって，生産性の上昇をどのよう
にはかっていくかという点にある．

穀物生産の増加はサハラ以南アフリカとアジアではまったく
違った道をたどった

収量（1961-65 年＝ 100）

アジア

アフリカ

耕地（1961-65 年＝ 100）

出所：FAO 2006a．
注：各点は 1961-65 年＝ 100 を起点とする 5 年間の平均を示す．

出 所：Borlaug and Dowswell 2007; Cummings 2005; Djurfeldt 他 2006; 
Harrigan 2003; InerAcademy Council 2004; Johnson, Hazell, and Gulati 
2003; Mosley 2002; Sanchez 2002; Spencer 1994．
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ては，ある地域が恵まれているのか否かを決める

現実的な定義になる．本書では，恵まれた地域と

は灌漑地域，あるいは十分な降水があって，市場

アクセスが非常に，あるいは普通に良好な地域と

している．農村人口の 60％はこのような地域に

居住している．恵まれない地域には 2 種類ある．

市場アクセスが悪いという制約を受けているとこ

ろと，降水が不十分という制限のあるところの 2

つである．サハラ以南アフリカの農村人口のほぼ

3 分の 2 は，農業の潜在性が低い，あるいは市場

アクセスが悪いといういずれか，または両方の理

由で恵まれない地域に居住しているが，南アジ

アではその割合はわずか 25％である．もちろん，

恵まれない地域に関しては，天然資源ベースの脆

弱性（第 8 章）や社会的条件など多くの追加的

な要素も考慮すべきであろう．

　このような相違によって農業システムや戦略

の選択が決まってくる．例えば，エチオピアで

地図2.1　農業地域に関する農業生態

北回帰線

南回帰線

乾燥 / 半
乾燥地帯

湿 / 亜湿
地帯 灌漑地帯 農業が不可能な地帯

出所：Sebastian 2007（FAO/IIASA からの GAEZ 気候データに基づく）; FAO からの GMIA 灌漑地帯データ ; Ramankutty/SAGE からの耕作地・牧草地データ．
注：農業地域には少なくとも 10％は灌漑地，耕作地，あるいは牧草地が含まれる．
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two-thirds of the Sub-Saharan rural popu-
lation are in less-favored areas with either or 
both low agricultural potential or poor mar-
ket access, compared with only 25 percent 
for South Asia. Of course, many additional 
elements of less-favored areas should also 

be considered, including the fragility of the 
natural resource base (chapter 8) and social 
conditions. 

These distinctions determine the choice 
of farming systems and strategies. For 
example, in Ethiopia a disproportionate 

Source: Sebastian 2007, based on GAEZ climate data from FAO/IIASA; GMIA irrigated area data from FAO; and cropping and 
pastureland data from Ramankutty/SAGE.
Note: Agricultural areas include those with at least 10 percent irrigated, cultivated, or grazing lands.
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Map 2.1 Agroecological zones in agricultural areas

Source: Sebastian 2007, based on market access data from A. Nelson, and extent of agriculture from IFPRI.
Note: Agricultural areas include those with at least 10 percent irrigated, cultivated, or grazing lands. Data are not shown for 
Australia, Canada, Europe, and the United States.
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地図2.2　アフリカ，アジア，ラテンアメリカの農業地域における市場アクセス

市場までの時間

農業が不可能な地帯

出所：Sebastian 2007（市場アクセスは A. Nelson，農業地域は IFPRI からのデータに基づく）．農業地域には少なくとも 10％は灌漑地，耕作地，あるいは牧草地が
含まれる．オーストラリア，カナダ，ヨーロッパ，アメリカのデータは示されていない．
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は，野菜生産はアクセスの良好な地域（生産の

63％を占めているが，農村人口のなかではわず

か 38％）での割合が極端に高くなっているのに

対して，穀物生産は降水ないし市場アクセスのい

ずれかで定義される恵まれない地域に集中してい

る注 24．

　このような特性は変えられないわけではない．

降水が少ないとか道路が悪いとかいう理由で恵ま

れない地域も，投資によって農業の潜在性が高い

地域に転換することができる．もっとも一般的な

のは灌漑である．灌漑は世界におけるいくつかの

砂漠に花を咲かせ，農業システムや生計の転換を

行っている．同様に，ブラジルの内陸州は輸送イ

ンフラ投資のおかげで，大豆を初めとする作物に

ついて国際市場への参入を果たしている．

　サハラ以南アフリカのほぼ全域に関しては，市

場アクセスが悪いこと（農村人口の 34％）が降

水の不足（同 45％）と同じくらい重要な制約要

因となっている．エチオピアでは，農村人口の

68％は降水が普通ないし多い地域に居住してい

るが，農村世帯は平均すると最寄りの道路から

10 キロメートル，公共輸送手段からは 18 キロ

メートルも離れている．このような状況下での

チャレンジは，人口密度が低く，商業活動がほと

んど存在しない地域に対して，費用対効果の良い

投資を順番に行うことであろう．1 つの選択肢と

して，成長の核となる部分の発展を促すために投

資の焦点を地理的にしぼることが考えられる．

　インフラ以外では，恵まれない地域にとっては

収量の安定性を改善するための新品種や，天然資

源管理に対する農業投資が効果的であろう（第 8

章）．多くの地域にとって長期的には，収入源の

多角化や移住を促進するために，人的資本や社会

資本（教育，保健，制度強化）への投資が最善の

戦略であろう（第 9 章）．

　貧困層の大半は恵まれない地域に住んでいると

いうのが通念であるが，農業気候的にみた潜在

力と市場アクセスの地図を貧困地図と重ねてみ

ると，そうではないことがわかる（フォーカス A

参照）．貧困率は限界的な地域でもっとも高いこ

とが多いものの，貧困層がもっとも多く住んでい

るのは恵まれた地域なのである．経済成長が高い

国でも国内には貧困率が高い遅れた地域が存在し

ている（ボックス 2.3）．

図2.5　農業の潜在性と市場アクセスについては地域別にバラツキが大きい
農業の潜在性

市場アクセス

農村人口に占める割合（％）

農村人口に占める割合（％）

灌漑地帯 湿 / 亜湿地帯 乾燥 / 半乾燥地帯

良好（0-1 時間） 普通（2-4 時間） 不良（5 時間以上）

サハラ以南アフリカ

南アジア

東アジア・太平洋

中東・北アフリカ

ヨーロッパ・中央アジア

ラテンアメリカ・カリブ

サハラ以南アフリカ

南アジア

東アジア・太平洋

中東・北アフリカ

ラテンアメリカ・カリブ

出所：Sebastian 2007．
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多角化を通じた新しい農業の機会

　農業の潜在性と市場アクセスが良好な地域にい

る農民には，それは途上国の農村人口の約 60％

について当てはまるが，新しい市場について有望

な機会がある．高付加価値作物に多角化すること

によって，穀物や伝統的輸出品の価格低下を相殺

することができるだろう．

　消費者の食事が変化しつつあること（所得の増

加や都市化の進展が原因）が牽引車となって，す

でに多角化が進展している．特に転換国と都市化

国では，食事パターンは穀物，根菜，塊茎，マメ

類から離れて，畜産品，植物油，果物，野菜にシ

フトしつつある（図 2.6）．先進国の消費者が特

選品や生鮮食品に関しては通年供給を選好してい

るため，その多くについてグローバル市場が生ま

れている．園芸，脂肪種子，畜産がもっとも伸び

が高く，飼料用穀物，畜産，バイオ燃料に関して

は新しい市場が出現しつつある．このような新し

い農業の食用作物のほとんどが腐敗しやすく，品

質や安全性の基準が厳しいため，食料システムの

垂直統合が進展している．

ボックス　2.2 人口密度，そして「農村」の定義

　市場アクセスと人口密度は密接に関係している．世界的に

みると人口密度には大きなバラツキがある．インドでは，1

平方キロメートル当たり 50 人以下の地域に居住しているの

は人口の 1％に満たない．これがブラジルでは 20％，ザン

ビアでは 60％となっている（下図参照）．ザンビアの人口分

布はきわめて不均一であるが，カンボジアでは非常に均一

的である
注 25

．これは「農村」という各国の定義が国よって

まったく違った意味をもっていることも示唆している．

　農村部は定住地の規模，人口密度，都市部への距離，行

政区画，農業部門の重要度などによって定義することがで

きる．ブラジルは行政区画を用いて，総人口の 19％が農村

部に居住していると報告している．OECD は人口密度を使っ

て，1 平方キロメートル当たり 150 人以下をもって農村と定

義している．この定義をブラジルに適用すると，同国の農村

人口の割合は 25％に増える．インドは人口の 72％が農村部

にいるとしているが，OECD の定義ではわずか 9％に低下す

る．インドのまったくの農業地帯でも，OECD の定義では農

村部ではないことになってしまうからだ．

　人口密度と市場町までの距離にバラツキがあるということ

は，インフラ，サービス提供，農村開発に関するチャレンジ

がまったく違ってくるということを示唆する．人口密度が高

ければ，道路など公共財の提供は安くつく．人口密度が低い

と，そのような投資のコストは上昇するが，土地資源の制約

は緩和される．

国内の人口分布は国により大きく違う

対人口比（％） 対人口比（％）

ブラジル インド

ザンビア

カンボジア

農村人口のシェア（国連）
ブラジル
インド
サンビア
カンボジア

1平方キロメートル当たり
150人以下のシェア

ブラジル
インド
ザンビア
カンボジア

1 平方キロメートル当たりの人口 1 平方キロメートル当たりの人口

出所：Center for International Earth Science Information Network(CIESIN) 2006; 農村人口のシェアは United Nations 
2004 に基づく．
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園芸革命
　途上国では果物と野菜がもっとも急成長してい

る農産物市場の 1 つとなっており，1980-2004

年の果物は年率 3.6％，野菜は同 5.5％で生産

が増加している注 26．この期間についてみると，

世界全体の園芸生産の増加のうち 58％は中国，

38％がその他途上国によるもので，先進国は残

りの 4％にとどまっている．これは園芸ブームは

主として途上国の利益になっていることを示唆す

るものである．インドでは，果物と野菜は 1990

年代における農産物生産のなかでもっとも重要な

成長部門であった注 27．

　園芸革命は所得と雇用を押し上げている．園芸

は穀物と比べると，土地の収益率を約 10 倍に引

ボックス　2.3 農業の伸びが高い国のなかになぜ遅れている地域があるのか？

　農業の成長が全体として堅調な国でさえ，農業の生産性や
家計所得の伸びが低くておくれを取っている地域がある．多
くの場合，このような地域は国内の他の地域と比べて，もと
もと農業の潜在性が低いか，あるいは市場アクセスが悪い地
域である．しかし，後進地域は公的政策ないし統治の不備に
よって特定の地域が取り残されるという社会的プロセスの結
果であるのかもしれない．もっとも困難な地域というのは，
悪い農業生態条件，隔絶，社会的な限界化が組み合わさった
とこである．

ブラジル北東部：穀倉地帯に近いのに農業の潜在性が低い
　ブラジル農業の 1990-2004 年における年率 5.3％の成長
は，同国南部と中部の農業輸出が主導したものだ．そこの農
業 GDP 成長率は目覚しく，マト・グロッソ州 14.8％，ゴイ
アス州 6.8％，パラナ州 6.7％，マト・グロッソ・ド・スル
州 5.3％という具合であった．しかし，このパフォーマンス
は国全体を反映したものではない．いくつかの農業産品で世
界的リーダーとなっているブラジル農村部と並んで，別の農
村部が存在している．そこでは半自足農業に従事している何
百万人という人々が貧困と収奪にあえいでいる．

　ブラジル北東部は農村部貧困率が 76％と国内で最高で
あるだけでなく，ラテンアメリカで農村部の貧困がもっ
とも集中している地域となっている

注 29
．北東部の諸州は

1990-2004 年の農業パフォーマンスが最低であり，なかには
成長率がマイナスの州もある（年率でセアラ州 -4.3％，リオ
グランデ・ド・ノルテ州 -2.3％，セルジペ州 -0.5％）

注 30
．

北東部では天然資源が少なく，気候が不安定な上に（平均す
ると 5 年ごとに旱魃が発生している），生態系の均衡がもろ
く，土地保有が非常に不平等である．土壌の 3 分の 2 は農
業に不向きであるにもかかわらず，何世紀にもわたる使用で
劣化が激しく，雨水を吸収する能力も限定的になっている．

ペルーのアンデス地域：孤立した地域は農業の急成長に
参加していない
　ペルーにおける最近の経済成長は鉱業部門と農業部門に
牽引されたもので，1997-2004 年をみると，それぞれ年率
7.9％，3.8％の伸びとなっている．このような部門の成長の
おかげで，1998-99 年の経済危機後，貧困削減については農
村部のほうが都市部よりも成績が良かったようにみえる．し
かし，農村部の貧困削減は地域により不均一である．
　農村部の貧困率は沿岸地域で成長に対する感応度がもっと

も高く（弾力性は -0.9 から -1.3 の範囲），山岳地域でもっと
も低かったようである（-06 から -0.9 の範囲）

注 31
．これは

アンデス地域が経済の他の部分から町が孤立しているという
地理で説明が可能だ．山岳地帯では道路建設のコストが高
くなる．なかには数時間歩かないと，市場町，保健所，ある
いは公立学校にたどり着けない地域もある．市場までの距離
が遠いことが，投入物をほとんど購入しない自給自足農業を
促しており，農業生産の約 20％は自家消費用である．また，
職業紹介所は互恵性が特徴であり，土地の生産性が低いにも
かかわらず，非農業所得を得る機会に乏しい．
　このような隔絶した地域では貧困率がもっとも高く，1 日
1 ドルの貧困率は 65％強に達している

注 32
．アンデス地域で

は農業所得が総所得の 75％以上を占めてはいるが，この地
域は灌漑された沿岸地域に集中している最近の農業の伸びか
らは恩恵を受けていない．

インドのビハール州：農業の潜在性が高い地域について
統治のチャレンジに立ち向かう
　ビハール州は肥沃な土地と水資源に恵まれ，インドのなか
でもっとも発展している他の州と同じ生産性水準を達成でき
る潜在力をもっている．しかし，同州の農業のパフォーマン
スは大きなおくれを取っている．農業はビハール州で労働力
の 80％を雇用し，GDP の 40％近くを生み出しているが，パ
フォーマンスが悪くて，1990 年代前半には年率 2％で減少
し，95 年以降も 1％以下と全国平均の半分の伸びにとどまっ
ている．
　ビハール州の農業部門は生産性が低く，高付加価値作物へ
の多角化が遅れており，地表灌漑システムを拡大・維持する
ための投資が不十分である．さらに，農地が小さく分断され
ていて，土地の賃貸が違法化されていることがしばしばであ
り，作物のマーケティングに透明性がなく，公共の研究やエ
クステンション・サービスが不十分である．ビハール州は成
長を改善し，公共管理，サービス提供，投資環境を強化する
という深刻な挑戦に直面している．しかし，農民のニーズに
取り組み，支援サービスを提供するという政府の努力はほと
んど成果が上がっていない．戦略が不明確である，制度的能
力が不足している，説明責任がほとんどない，確実性と合法
性にかかわる懸念があるなどが大きな原因となっている．こ
のような問題の背景にはカースト制によって分断されている
半封建的な社会構造がある．農業技術や地表灌漑システムの
提供に関するコミュニティ関与とコミュニティへの責任移譲
は一定の成功を収めている

注 34
．
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き上げている．さらに，生産を通じた多数の雇用

に加えて（穀物に比べて１ヘクタール当たり約 2

倍の労働投入が必要），また，加工・梱包・マー

ケティングにかかわる非農業雇用を創出している

（第 9 章）注 28．このような新しい職の多くは女

性が占めている．

　しかし，園芸は生産者にとっても調整が必要で

ある．さまざまな作物があって，現金投入物や化

学品を大量に使うので，きわめて管理集約的であ

る．害虫の発生と価格の変動という両方のリスク

があり，果物栽培にはコストを回収するまでに数

年かかるような投資が必要とされる．環境に大き

な害をもたらすこともある．園芸作物は世界全体

の殺虫剤消費の 28％も占めている注 35．

　園芸の革命は緑の革命とは異なり，主として民

間部門と市場が牽引したものである．これにはバ

リュー・チェーンの組織に対して示唆するもの

があり，専門化した農業関連産業やスーパーマー

ケッが特に都市化諸国の市場ではシェアを増やし

ている．等級や基準があるために，独立して活動

している小自作農がこのような市場に参入するの

はなおさら困難であるため，生産者組織による下

請け農業や集団行動が台頭している（第 5 章）．

畜産と水産養殖の革命
　畜産と水産養殖の革命はアジアとラテンアメリ

カの転換国および都市化国でもっとも顕著であ

り，所得の増大に伴って鶏肉，豚肉，魚類，卵の

需要増大に牽引されている．牛肉とミルクの生産

も経済成長の高い諸国では着実に増加している．

インドにおけるミルク消費は 1980 年代前半から

90 年代後半にかけてほぼ倍増した注 36．

　家畜生産は粗放型（放牧）から集約型（家禽，

豚，乳牛を小屋で飼育）に転換しつつあり，脂

肪種子を含め飼料用穀物に対する需要が増えて

いる．途上国では，2005 年現在，穀物消費の

25％はすでに飼料用となっている．しかし，飼

料用の穀物使用は牛肉生産よりも増加テンポが遅

い．これは脂肪種子やキャッサバなど他の飼料が

穀物の代わりに使われているからであり，食肉総

生産のなかでは鶏肉のシェアが上昇している（牛

肉は 1 キログラム当たり 10 キログラムの飼料を

必要とするのに対して，鶏は 2-3 キログラムで

すむ）注 37．

　水産養殖は世界一の急成長をみせている食料生

産部門であり，1980 年代以降，年平均 10％の

勢いで増加している．水産養殖は今や食用魚類総

生産の 30％以上を占めている注 38．水産養殖生産

の 90％以上は途上国で行われており，中国だけ

で世界生産の 67％を占めている．水産養殖は農

村部の貧困層にとっては重要な生計手段であり，

産品の直接販売や魚類の生産・サービス，なかで

も加工にかかわる雇用を通じて所得を生み出して

いる．アジアでは，1,200 万人強が水産養殖業で

直接雇用されている．バングラデシュやベトナム

では，養魚場や加工工場で働く労働者の半分以上

が女性である．給与は依然としてきわめて低いも

のの，農業活動と比べれば大幅に高い．

図2.6　途上国の1人当たり食料消費は果物・野菜，肉，油料穀物にシフト
キロカロリー / 人 / 日（年率，％）

穀物 砂糖 油料穀物 園芸 肉 牛乳

出所：FAO 2006a．
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　畜産業と水産養殖業の革命はタンパク質の供給

を増やし，食事の多様化に貢献している．しか

し，生産方法が集約的で，途上国の都市部や都市

部周辺に近いところに家畜が集中していることか

ら，排泄物汚染や結核・鳥インフルエンザなどの

疾病が増加する懸念がある．動物や水産物の移動

で疾病の偶発的な拡散が発生しやすくなる．畜産

による環境への爪跡はグローバル化によって増幅

化されている可能性もある（ボックス 2.4）．ま

た，水産養殖業に関しても不可逆的な結果を回避

する政策が必要であろう（第 8 章）．

輸出市場を通じた多角化
　高付加価値商品は農産物の国際貿易のなかで

も急速にシェアを高めつつある．園芸，畜産，

魚，切り花，有機作物などが，今や途上国輸出

の 47％も占めるようになっている．これはコー

ヒー，紅茶，綿花など伝統的な熱帯産品の 21％

をはるかに上回っている（図 2.7）．広範な非伝

統的な輸出品について，途上国の市場シェアは

漸増している．2004 年には途上国は果物・野菜

（バナナとかんきつ類を除く）の世界貿易で 43％

のシェアを占めた．

　非伝統的な農産物の輸出市場はブラジル，チ

リ，中国，メキシコが支配している．しかし，サ

ハラ以南アフリカの一部（例えばケニア）も含め

他の多くの諸国もいくつかの農産物市場でシェア

を増やしている．最貧国の参入は限定的であるが

（見るべきはニジェールだけで，インゲンの輸出

額で世界市場の 2.6％を占めている）注 39，エチ

オピアの切り花のように最近では成功事例も出て

きている．非伝統的輸出の拡大にもかかわらず，

価格は実質ベースでは一定水準を維持している．

非伝統的輸出の価格弾力性からすると，いっそう

ボックス　2.4 畜産拡大に伴うグローバル環境への爪跡
　1994-2004 年の 10 年間に，大豆の世界貿易は倍増した．増

加した分の 70％は中国に向かっている．中国ではその間に食

肉生産が 4,500 万トンから 7,400 万トンに増加して，飼料用穀

物の需要が急増したのである．この商機に素早く反応したのは

アルゼンチンとブラジルで，大豆の世界輸出が増加した分の 3

分の 2 を供給した．

　アルゼンチンとブラジルからの輸出急増は土地を新たに農

地に転換することによって支えられたが，しばしば犠牲に

なったのは森林や森林地帯である．アルゼンチンのサルタ市

北部では，2002/03 年現在で大豆畑になっている地域の半分

はかつては天然の草木に被われていた．この地域のほとんど

は絶滅が危惧されているチャコという平原生態系の一部だっ

たのである
注 44

．ブラジルでは，ゴイアス州，マト・グロッソ

州，マトグロッソ・ド・スル州が 1999/2000-2004/05 年の間

に，生態的に重要なサバンナのセラードという森林地帯や森林

を開拓することによって，5 万 4,000 万平方キロメートル（コ

スタリカ一国よりも大きい）を新たに追加することによって大

豆の作づけ面積を倍増させている
注 45

．アマゾン地帯における

2000-05 年の森林伐採は年間 2 万 2,392 平方キロにも達し，農

地の拡大を一因として，その前の 5 年間の 1 万 9,018 平方キ

ロを 18％も上回っている
注 46

．パラ，マト・グロッソ，アク

レ，ロンドニアといった沿岸州では森林を燃やして土地を切り

開いているため，ブラジルは温室効果ガスの排出では世界有数

の国となっている．環境への悪影響を緩和するために，民間企

業，非政府組織，ブラジル政府の連合体は，森林伐採によって

新たに開拓したアマンゾン地帯の農地で栽培された大豆の購入

について，2 年間のモラトリアムに署名している
注 47

．

図2.7　途上国では高付加価値品の輸出が急増
10 億ドル（2000 年価格）

穀物 伝統的輸出 脂肪種子・
飼料等

畜産・魚 果物・野菜

出所：United Nations Commodity Trade Statistics Database (COMTRADE)
注：伝統的輸出にはココア，紅茶，コーヒー，ゴム，タバコ，砂糖，綿花，スパイスが含まれる．
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市場が拡大する余地があるものと推定される注 40．

　伝統的な輸出商品でも高付加価値市場に参入で

きるチャンスがある．コーヒー，有機作物，フェ

ア・トレード品などプレミアム品質の商品は，過

去十年間で低い水準から急増している．フェア・

トレード市場がもっとも発達しているのはヨー

ロッパであり，日米ではやや遅れている．しか

し，有機作物の市場はヨーロッパ（2003 年の小

売販売額は 105 億ドル）とアメリカ（120 億ド

ル）の両方でかなり大きくなっている注 41．この

ような新しい市場向けの輸出が拡大する余地には

大きいものがある（第 5 章）．

バイオ燃焼――革命が進行中？
　バイオ燃料が次の革命になるかもしれない．ト

ウモロコシ，サトウキビ，キャッサバ，アブラヤ

シなどに基づくバイオ燃料は，農業生産者にとっ

て新しい市場の登場を意味する可能性がある．石

油価格が高騰し，エネルギーの安定確保や環境に

関する懸念が高まるなかで，一部の諸国はバイオ

燃料の生産を積極的に推進している．しかし，現

在の経済状況，環境問題，代替的な技術や原材

料の展望を考えると，バイオ燃料の将来的な成

長はきわめて不確実であるといわざるを得ない

（フォーカス B 参照）．

将来を考える視点：チャレンジへの対応
と不確実性の増大

　農業と食料のシステムが過去 40 年間も世界的

にみて成功裡に機能してきたからといって，今後

25 年間あるいは 50 年間について食料需要を満

たせるのだろうか？　急速な都市化や食事の変化

に対応できるのだろうか？　それを持続可能で，

環境にやさしい形でできるのだろうか？　成功を

危うくする主な不確実性にはどんなことがあるの

だろうか？

「通常通り」のシナリオ
　将来のグローバルな食料需給の予測には常に大

きな誤差が伴うが，一般的にはその時の市場状況

に影響される．価格が現在のように高い時には，

予測はより「悲観的」になる注 42．国連の食糧農

業機関（FAO）と国際食糧政策研究所（IFPRI）

はともに，2025-30 年と 50 年までについて，総

じて一貫したトレンドを示す「平常通り」の予測

を最近それぞれ発表した注 43．こういった予測は

本来的に保守的なものであり，政策（貿易など）

や市場状況への政策対応（価格高騰が誘発する

R&D 投資の増加など）に関して大きな変化がな

いことを前提にしている．気候変動やエネルギー

価格がもたらすインパクトは，現在の不確実性

を考えるときわめて予測がむずかしく，IFPRI の

ベースラインでは両要因に関して「中間」シナリ

オが使われている注 48．

　IFPRI のモデルでは，全体の予測としては世界

の食料消費は将来的には伸び率が鈍化するとされ

ている．穀物消費の伸びは 1969-99 年の年 1.9％

から 2000-30 年には 1.3％に減速する．食肉消

費の伸びも 2.9％から 1.7％に減速する（図 2.8

参照）注 49．この鈍化は次の 2 つの要因を反映し

たものだ．人口増加率が全体として年 1％に鈍化

すること（増加のほぼ全部が途上国で発生），人

口の多い一部の途上国（例えば中国）では 1 人

当たりの食料消費がすでに中程度から非常に高い

水準に達していること，という 2 つの要因であ

る．

　途上国全体としては，食用穀物の 1 人当たり

消費が若干減少する．飼料用穀物を食肉に転換す

る技術的な効率性のトレンドが持続していること

を考え合わせると，途上国では全用途向け穀物の

1 人当たり消費の伸びはわずか年 0.1％にとどま

る．需要の伸びの鈍化を受けて，全地域で穀物生

産の伸びも鈍化する．食肉消費の伸びも大幅に鈍

化する．ただし，南アジアとサハラ以南アフリカ

は例外である．そこでは食肉消費は伸びが若干高

まるが，1 人当たり消費がきわめて低い水準から

の伸びにすぎない．

　消費の伸びが鈍化するにもかかわらず，現在の

予測では，過去数十年間にわたりみられた穀物価

格の年 1.6％の長期的な低下傾向が逆転するとさ

れている．穀物価格は 2030 年までは年 0.26％

とわずかな上昇に転じ，30-50 年には 0.82％に

加速化すると予測されている注 50．この穀物価格
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が若干ながらも上昇トレンドに転じるというの

は，これまでの予測と比べると大転換である．こ

の転換の説明要因としては，土地や水の稀少化と

技術進歩の減速（後述）の組み合わせが指摘され

ている．

　グローバルな予測では途上国における需給不均

衡の拡大が覆い隠されている．アジア，アフリ

カ，ラテンアメリカの国々のネット穀物輸入は

2000 年の 8,500 万トンから 30 年の 2 億 6,500

万トンへと増加が予測されている．これは中東・

北アフリカの輸入依存度が高いことと，アジアや

サハラ以南アフリカの輸入が急増することを反映

したものである（図 2.9）．

　このようなトレンドを受けて，グローバルな食

料市場では途上国の重要性が著しく高まる．主要

な輸出国は先進国，ブラジル，アルゼンチンであ

る．ヨーロッパ・中央アジアの一部諸国は重要な

輸出国になるものと予測される．輸送コストが高

く外貨が稀少なサハラ以南アフリカだけは，輸入

ギャップが拡大して，食料安定確保の懸念が高

まる．最大のチャレンジは再びサハラ以南アフ

リカとなる．2030 年になっても 1 人当たりのカ

ロリー消費は約 2,500 カロリーと，他の地域の

3,000 カロリー以上を大きく下回っている．

　このような予測は次のような前提をおいてい

る．土地・水・エネルギーの供給制約がある，気

候の変動が大きくなり地球温暖化が進展する，研

究投資が一貫して不足し将来の食料需要充足に

とって大きな脅威となる．要するに，不確実性が

高まり，グローバルな食料価格に対するショック

図2.8　穀物と肉の消費に関しては今後30年間にわたり伸びの鈍化が予測されている
穀物消費 a 肉消費 b

年率（％） 年率（％）

1969-99（実績値）
2000-30（予測値）

1969-99（実績値）
2000-30（予測値）

サハラ以南
アフリカ

南アジア 東アジア・
太平洋

中東・北ア
フリカ

ヨーロッパ・
中央アジア

ラテンアメリ
カ・カリブ

サハラ以南
アフリカ

南アジア 東アジア・
太平洋

中東・北ア
フリカ

ヨーロッパ・
中央アジア

ラテンアメリ
カ・カリブ

出所：Rosgrant 他 2006b．
a．食用，飼料用，その他の用途を含む．
b．ヨーロッパ・中央アジアに関しては，1969-99 年の肉消費に関するデータがない．

図2.9　途上国は先進国の穀物輸出にとってさらに大きな市場になる
100 万トン

2000（実績値）
2030（予測値）

先進国 ヨーロッパ・
中央アジア

ラテンアメリ
カ・カリブ

サハラ以南
アフリカ

南アジア 中東・北ア
フリカ

東アジア・
太平洋

出所：Rosgrant 他 2006b．
注：マイナス金額はネットの穀物輸入を，プラス金額はネットの穀物輸出を示す．
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が大きく頻繁になる可能性が高まるということが

示唆されているのである．

土地制約の懸念
　歴史を振り返ってみると，農業の拡大は人口

の増加と市場の拡大を受けて，ほとんどが耕作

地の拡大を通じて行われてきている．しかし，

世界のなかで人口密度の高い地域では土地のフ

ロンティアは閉鎖してしまった．アジアでは，

ほとんどの諸国で土地不足は深刻化しており，

急速な都市化の進展で農業に利用可能な地域は

減少している注 51．

　ラテンアメリカとヨーロッパ・中央アジアの都

市化国は，人口密度が低く，農業人口が減少して

いることから，土地は比較的に潤沢である（図

2.10 参照）．ラテンアメリカでは輸出市場の拡大

を背景に農地が拡大する余地がまだあり，これは

亜熱帯および熱帯の森林や森林地帯の犠牲の上で

なされるのが普通である注 52．サハラ以南アフリ

カでは，農村人口の伸びが高いため，農地の拡張

が森林や牧草地と（伝統的な利用者との紛争が発

生），人間と動物が病気にかかりやすい地域に及

んでいる．しかしながら，サハラ以南アフリカ諸

国の一部では農地拡張の余地が大きい．ただし，

このような土地を生産的な農地に転換するために

は，インフラや人間・動物の疾病コントロールに

大規模な投資が必要であろう．

　現状，農業に利用されている土地も脅威を受

けている．管理のまずい集約化に伴う汚染，塩

化，土質の劣化などすべてが潜在的な収量の削減

につながり，利用可能な土地の生産性の伸びを損

なっている（第 8 章）．ある情報筋によれば，世

界全体で毎年 500-1,000 万ヘクタールの農地が

土壌の極端な劣化で失われている注 53．サハラ以

南アフリカでは，栄養素採取による土壌の劣化が

大問題になっている．ただし，その大部分は土壌

管理の改善と肥料使用によって逆転が可能である

（ボックス 2.1）．

深刻な水不足
　途上国では，淡水取水総量の 85％を農業が使

用しており，灌漑農業が農業生産額の約 40％を

占めている注 54．もし灌漑がなければ，世界の増

加している人口に食料を供給し，食料生産を安定

化させてきた収量の増加はあり得なかったであろ

う．

　農業用や非農業用の水需要が増勢を続けて，多

くの途上国では水不足が深刻化しているため，灌

漑の将来的な拡張は制約を受けつつある．途上国

では急拡大している工業部門や都市人口との競合

図2.10　農業人口1人当たりの耕作地・永年作物地はサハラ以南アフリカと南アジアで減少
農業人口 1 人当たりの耕地に関する指数（1961 年＝ 100）

サハラ以南アフリカ

南アジア

東アジア・太平洋

中東・北アフリカ

ヨーロッパ・中央アジア

ラテンアメリカ・カリブ

サハラ以南アフリカ
南アジア
東アジア・太平洋

中東・北アフリカ
ヨーロッパ・中央アジア
ラテンアメリカ・カリブ

農業人口 1 人当たり耕地
（2003 年，ヘクタール）

出所：FAO 2006a．
注：耕地は耕作地と永年作物地の両方を含む．
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があるため，灌漑農業に必要な水の入手可能性に

関しては増加が期待できない状況にある注 55．新

たな水源の開発は高価であるため，増加する可能

性は低く，新しいダムの建設は環境や人間の移住

という面でコストが高くつく．

　「農業における水管理に関する包括的評価」に

よると注 56，絶対的な水不足に陥っている河川流

域に約 12 億人が居住している（図 2.1）．さら

に，4 億 7,800 万人が水不足に急接近しつつあ

る流域に居住している．これ以外に 15 億人は水

へのアクセスが不十分で苦しんでいる．インフラ

の欠如や，利用可能な資源を活用するための人的

および財政的資本の欠如が原因である（第 8 章）．

中東・北アフリカとアジアでは特に水不足が深刻

だ．ただし，他の地域でも水不足が深刻な場所が

ところどころにある．

　中国，南アジア，中東・北アフリカの広大な

地域は，今や灌漑による食料生産を持続不可能

な河川または地下からの取水によって維持して

いる注 57．灌漑用の地下水使用が補助金つきか無

償の電力に牽引されて増勢を続けると予想され

る状況下，過剰取水と汚染に伴う地下帯水層の

劣化はいっそう深刻化することが必至であろう

（第 8 章）注 59．

　サハラ以南アフリカとラテンアメリカには農業

用に利用されていない大規模な水資源がある．し

かし，サハラ以南アフリカでさえ，人口のほぼ 4

分の 1 は水に対するストレスのある地域に居住し

ており，しかもそのシェアは上昇しつつある注 60．

にもかかわらず，サハラ以南アフリカには灌漑投

資が経済的に合理的な機会が多数あるので（ボッ

クス 2.5），灌漑地は 2030 年までに倍増するも

のと予測されている．

　他の地域では，灌漑用水の重視といっても農業

や水部門に関する制度の改革や政策の歪みの除去

によって，既存の取水にかかわる生産性を引き上

げることにすでにシフトしている（第 8 章）．生

産性が上昇し，灌漑地が年 0.2％と微増すること

から，2030 年までに途上国全体で期待される農

業生産の増加分のうち約 40％は灌漑生産が占め

るものと予測されている．

気候変動の影響は不透明
　地球温暖化は農業にとってもっとも不確実性

が大きい分野の 1 つである．仮に排出が現在の

ペースで続けば，地球の平均気温は今後 50 年間

で 2-3℃上昇する可能性があり，降水や異常気象

の頻度と強度に影響があるだろう注 61．その影響

の地理的な分布は不均一である．すでに多くの地

域では雨が多くなっている一方，サヘル（サハラ

砂漠南の草原地帯）の一部，地中海，アフリカ南

部，アジア南部の一部では雨が少なくなってい

る．しかも，この傾向は続くものと考えられてい

る．水不足が多くの地域で深刻になるだろう．特

に今でも乾燥地帯のアフリカや，氷河の溶解水が

灌漑用の重要な水源となっている地域が影響を受

ける．

　温暖化がわずかであれば，穀物収量は温帯では

図2.11　アジアと中東・北アフリカでは，何百万という人々が水不足の影響を受けている
（絶対的水不足の地域に居住している人口）

％ 100 万人

％（左軸）
100 万人（右軸）

サハラ以南
アフリカ

南アジア 東アジア・
太平洋

中東・北ア
フリカ

ヨーロッパ・
中央アジア

ラテンアメリ
カ・カリブ

OECD

出 所：Comprehensive Assessment of Water Management in Agriculture 2007 の た め に， International Water Management 
Institute (IWMI) が Watersim というモデルを使って行った分析．
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増加する一方，熱帯では減少すると予想される．

穀物・気候モデルの予測では，気温の上昇が 3℃

以下という穏やかな温暖化シナリオの場合，世界

の穀物生産は増加する注 63．しかし，平均気温の

上昇，気温と降水の乱高下，旱魃や洪水の頻繁

化・深刻化，灌漑用水の減少などが組み合わさ

ると，熱帯の農業は破滅的になる可能性がある

（フォーカス F 参照）．飢餓に陥るリスクにさら

されている人口の分布をみると，アフリカ 3 分

の 1，西アジア 4 分の 1，ラテンアメリカ 6 分の

1 となっている注 64．

　気候変動がグローバル・レベルで食料価格に及

ぼす影響は，2050 年までは小さいものと予測さ

れている．いくつかのモデルでは，2050 年以降

になると気温がさらに上昇するため，より大きな

影響があると予測されている注 65．しかし，地域

レベルではより大きなインパクトが予想されてい

る．気候変動がないシナリオとの比較で，サハラ

以南アフリカ（気候変動で最大の影響をこうむる

地域）の農業 GDP は，2-9％の範囲で減少する可

能性がある注 66．

　したがって，気候変動の重要な示唆は主として

農業生産の地理的な分布がどうなるかにある．グ

ローバル化した世界においては，最大の影響をこ

うむる人々に代替的な生計手段を確保するための

措置がとられれば，適応の一部は貿易を通じて吸

収可能であろう．しかし，気候変動で悪影響を受

けるサハラ以南アフリカを中心に熱帯の大部分に

とっては，貿易はギャップをほんのわずか埋める

にすぎないだろう．

エネルギー価格の高騰：2つの面から食料
価格の上昇圧力になる
　将来のエネルギー価格に関しては著しい不透

明性があるものの注 67，エネルギー価格が過去 20

年間よりも高くなり，それが農業の生産コストを

押し上げて，食料価格の押し上げ要因になるのは

疑いのないところであろう．

　需要サイドで最大の不確実性は，エネルギー価

格の高騰を受けて農産物を原材料として使用して

いるバイオ燃料の拡大テンポがどうなるかという

ことである．原材料使用の増加テンポとその食料

ボックス　2.5 サハラ以南アフリカでは灌漑を（正しく）拡張できる余地が大きい

　サハラ以南アフリカは灌漑の余地が大きい．耕地のわず

か 4％しか灌漑されておらず，過去 40 年間で増加した灌漑

地はわずか 400 万ヘクタールと，他のどの地域よりも少な

い
注 62

．灌漑プロジェクトへの投資は 1980 年代に漸減して

いる．多数の灌漑投資が失敗に帰したこと，市場機会がな

かったこと，他の地域よりも投資コストが高かったことなど

が原因である．しかし，デザインが改良された新世代型の灌

漑プロジェクトによって，サハラ以南アフリカのコストも他

の地域とほぼ同程度になっている．これは制度，技術，高付

加価値作物の市場機会などのおかげである（下表参照）．こ

のような経済的な成果は灌漑地のかなりの地域に高付加価値

作物を作づけすることによって初めて実現できる．これは道

路，エクステンション・サービス，市場へのアクセスについ

て，補完的な投資が必要だということを意味する．最近，特

にニジェールとナイジェリアのファダマ川・プログラムに

みられるように，小規模な灌漑も成果をあげつつある（第 8

章）．

1970–74 1975–79 1980–84 1985–89 1990–94 1995–99

サハラ以南アフリカ
プロジェクト数 3 9 11 15 4 3
1 ヘクタール当たりコスト（2000 年米ドル） 4,684 24,496 11,319 7,669 8,287 8,347
経済的平均収益率（％） 10 2 8 16 17 30

非サハラ以南アフリカ
プロジェクト数 21 66 75 41 49 6
1 ヘクタール当たりコスト（2000 年米ドル） 3,433 4,152 5,174 2,252 3,222 3,506
経済的平均収益率（％） 19 15 15 18 21 17

サハラ以南アフリカにおける灌漑の収益率

出 所：African Development Bank 他 2007; Carter and Danert 2007; IFAD 2005a; International Water Management Institute (IWMI) 2005; 
World Bank 2006t．
注：1970-99 年の間にサハラ以南アフリカとその他地域（その 3 分の 2 はアジア）で外国がファイナンスした灌漑プロジェクトの収益率．
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価格への影響は不透明である．最近の予測によ

れば，バイオ燃料の需要が急増していることを

背景に，トウモロコシの実質価格が 2020 年まで

に 40％も上昇し，代替的な穀物（小麦）にも間

接的な影響が及ぶとされている注 68．しかし，長

期的には，バイオ燃料が競争力を維持するために

は，トウモロコシやサトウキビなど原材料の価格

は実質エネルギー価格を上回って上昇することは

できないので，インパクトはもっと小さくなる可

能性があろう注 69．したがって，大きな不確実性

は石油価格，農業原材料やバイオマスの転換効率

に関する技術進歩，政府がバイオ燃料の生産をど

の程度補助ないし指示するのかなどに関係がある

（フォーカス B 参照）．

　供給サイドについては，現在の農業生産のほと

んどはきわめてエネルギー集約的で，先進国では

途上国よりもその傾向が強い．FAO の推定によ

ると，アメリカでは 1 トンのトウモロコシを生

産するのに 6,000 メガジュール（MJ，石油 160

リットル相当）の化石燃料を使用している．これ

に対して，メキシコで伝統的な方法によって生産

された 1 トンのトウモロコシは 180MJ（石油 4.8

リットル）しか使わない注 70．

　機械の稼動に直接的に，肥料やその他の化学製

品に間接的にエネルギーが必要となる．例えば，

肥料価格はエネルギー価格に連動している．これ

は窒素肥料生産の主要な要素である天然ガスが生

産コストの 75-90％を占めているからだ注 71．ア

メリカでは，2005 年に農業の生産コストのうち

16％はエネルギー・コストであった．その内訳

は 3 分の 1 が燃料・電気のコスト，3 分の 2 が

肥料や化学製品を生産するための間接的なエネル

ギー・コストである注 72．計量経済分析によると，

アメリカの穀物価格（世界価格を決定）は原油

価格が上昇すると，その 18-20％相当分が上昇す

る．ただし，これにはバイオ燃料を介した需要サ

イドに対する効果は含まれていない注 73．

　途上国では肥料が生産コストに占める割合が上

昇している．2002 年についてみると，インドの

パンジャブ州の灌漑による小麦については変動費

用の 18％，ブラジルのマト・グロッソ州の大豆

については 34％を占めていた注 74．肥料価格が大

幅に高騰すると，途上国の農業には肥料の使用や

穀物の収量が減少したり，食料価格が上昇したり

するといった甚大な影響が及ぶことになる．農業

システムのなかにマメ科植物を含めることによっ

て生物学的に窒素を固定化するなど，化石燃料に

依存しない栄養素供給源の開発方法について急速

な進歩や，穀物に窒素を固定化する生物工学の進

歩があれば，そのような影響は回避できるだろう

（第 7 章）．

　農場外においては，輸送や冷蔵のコストなど

エネルギー依存型の食料生産向け投入はエネル

ギー・コストの高騰によって影響を受ける．アメ

リカでは，輸送コストだけで食料コストの 4％を

占めている注 75．世界食料市場向けの長距離空輸

が最大の影響をこうむるだろう．イギリスのスー

パーマーケットでは 1 かごの高付加価値産品を

考えると，約 7％に相当する航空燃料が小売価格

に含まれていることになる注 76．このようなコス

トを考えて，先進国では「フード・マイル」を最

小化するために，地方の食料市場に対する関心が

高まっている．しかし，食料の輸送距離と食料の

生産・輸送における再生不能エネルギー使用との

間には，必ずしも強い相関関係はみられない注 77．

科学は救いになるか？
　資源の希少化が進展するなかで，将来の食料生

産はかつてないほど穀物の収量と畜産の生産性に

依存するようになっている．しかし，技術進歩

の展望には好悪両方の要素があり，不確実性が高

まっている．主要な穀物（コメ，小麦，トウモロ

コシ）については，途上国における収量の伸びは

1980 年代以降大きく鈍化している（図 2.12）．

緑の革命の起爆剤となった投入物の多用による安

易な利益は，アフリカを除いてすでに獲得済みと

なっている．品種改良業者は小麦の潜在的な収

量を引き続き年約 1％のテンポで引き上げている

が，世界中で重要な食用作物であるコメについて

は伸び率がもっと低い注 78．多くの諸国で R&D 支

出が減速しており，将来的な収量増加のペースが

懸念されている（第 7 章）．

　過去を振り返ってみると，作物収量増加の大部

分は平均的な農場の収量と実験的な収量潜在力と
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のギャップが縮小する形で実現してきた．平均

的な農場の収量が実験的収量の約 80％にまで達

したことさえあった．中国のコメを生産する主

要な省と先進国で生産されている小麦やトウモ

ロコシの多くはすでにこの水準に達しているた

め，ギャップはなくなりつつある注 79．アジアの

他のコメ生産地域は実験的収量の 80％を大きく

下回っており，収量の伸びも土壌や水質の劣化と

均衡を欠いた栄養素の使用を反映して減速してい

る注 80．

　活用可能な収量ギャップは特に農業ベース諸国

の農業の潜在性が普通ないし高い地域では依然と

して大きい．サハラ以南アフリカの農場現場で利

用可能な「確実性の高い」技術を使ってデモンス

トレーションを行った結果では，トウモロコシに

関しては大きなギャップがあることが示唆されて

いる（図 2.13）．しかし，ギャップの縮小は単に

このような技術を農民に移転するという問題では

なく，農民がその技術を採用するのに必要な制

度（特にきちんと機能する投入物・産出物の市

場，ファイナンスへのアクセス，リスク管理方法

など）を整備するという問題でもある（第 5，6

章）．

　農業に関しては，著しい収量の増加を実現する

ためにバイテクノロジーという新手段を使う技術

革命がまた起ころうとしている（第 7 章）．すで

に 1 億ヘクタール，耕地の約 8％に相当する作物

が遺伝子組み換え種子によるもの（遺伝子組み換

え作物 GMO と呼ばれている）となっている．し

かし，この革命が途上国の食料生産について実現

するのかについては大きな不確実性がある．この

ような技術への公共投資が少なく，リスクの可能

性について議論があるためだ（フォーカス F 参

照）．しかし，遺伝学などを利用したバイテクノ

ロジーの応用そのものは議論を呼んでおらず，コ

ストも低下していることから，広範な応用によっ

て病気への抵抗性や旱魃などのストレスへの耐性

が改善し，収量の増加につながることは確実であ

ろう（第 7 章）．

価格の帰結：将来はもっと不確実？
　悪い状況がいくつか発生すれば，将来のトレン

ドがはっきりするだろう．エネルギー価格の高騰

と食用作物を使ったバイオ燃料生産の増加が重な

ると，需要と供給の両方に対する影響を通じて，

図2.12　主要穀物にかかわる収量の伸びは途上国では減速
年平均伸び率（％）

小麦

トウモロコシ

コメ

出所：FAO 2006a．
注：データは局所加重回帰によってなめらかにしてある．

図2.13　アフリカのトウモロコシについては利用可能な収量ギャップが大きい
トン / ヘクタール

全国平均収量
実験農場平均収量

マラウイ
（4566）

エチオピア
（310）

ナイジェリア
（2501）

ウガンダ
（461）

マリ
（163）

モザンビーク
（508）

出所：Sasakawa Africa（個人的な交信）．
注：カッコ内は区画の数．ハイブリッド種を用いたナイジェリアを除き，すべてで自然交配改良品種を使用．エチオピア，モザン
ビーク，ナイジェリアについては 2001 年のデータ，マラウィについては 02 年，マリについては 01 年，02 年，04 年の平均．
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食用作物価格の大幅な高騰につながる可能性があ

ろう．地球温暖化が予想以上に早く起これば，水

不足に拍車がかかり，収量の低い灌漑農業が打撃

を受け，雨水農業のリスクが高まるだろう．土地

と水資源が限られているアジア諸国における所得

の急増は食料輸入の急増につながり，それがエネ

ルギーと肥料の価格高騰と重なって，食料価格が

高騰するだろう．あるいは，3 つがすべて同時に

発生するかもしれない．

　相互依存関係を考えると，貧困，食料の安定確

保，環境の持続可能性の間にはトレードオフが生

じる可能性もあろう．例えば，価格高騰に対応し

て多くの諸国では土地の制約を緩和することがで

きるが，大きな環境コストを伴うであろう．

　このような不確実性があるため，グローバル・

国・地方ベースの生産が受ける打撃はもっと頻繁

になるだろう．各国は生産リスク緩和策（水管理

の改善や旱魃に強い品種など），貿易，保険を通

じて，ショックを管理する能力を強化する必要が

ある（第 5 章）．所得が増加している諸国はこの

ようなショックをもっともうまく管理できるだろ

う．食料価格が高騰しても実質所得へのインパク

トが小さくてすむからだ．最大の打撃をこうむる

のは後発途上国であろう．

地域間の格差は拡大するか？
　農業パフォーマンスの国別相違は持続し，通常

通りというシナリオの下では，特に農業ベース国

とその他の諸国との間で相違が鮮明化すると予測

されている．サハラ以南アフリカのなかで，一部

の国では年 1.8％をこえる農村人口の増加が続い

ているが，それが利用可能な土地に対するすでに

深刻な圧力を倍化することになる注 81．農業資源

の貧弱さと国内農業への依存度が高いことが重

なって，ブルンジ，エチオピア，ニジェールなど

内陸諸国における食料確保の不安定化リスクは大

幅に高まるだろう．それを回避するためには，既

存の土地で生産を集約化する真剣な努力が必要で

ある注 82．IFPRI のサハラ以南アフリカに関する

予測では，農業の生産性と栄養状況との間には密

接な関係があることや，貧困を半減するというミ

レニアム開発目標を達成するためには投資の増加

が急務であることが強調されている．

結論――生産のチャレンジが続く

　過去 30 年間にわたって急増を続けた食料需要

を満たすのに成功したということは，食料生産は

もはや問題ではなくなったことを意味するのだろ

うか？　本章では食料と農業生産のトレンドや

チャレンジを検討した．その結果，農業生産問題

は依然として開発課題の 1 つであるという理由

が 4 つ指摘できる．

　第 1 に，サハラ以南アフリカを中心に農業ベー

ス諸国では，食料生産は食料の安定確保にとって

重要であるという意味で，人口増加との比較でパ

フォーマンスが悪い（第 1 章）．消費している食

料の種類と取引コストの高さが理由で貿易の可能

性が制限されているなか，サハラ以南アフリカ諸

国は国内生産に依存しながら，食料を確保する必

要があるというのが厳しい現実である．パフォー

マンスの悪さは食料安定確保の懸念要因であり，

それは食料輸入や食料援助で一部相殺されている

にすぎない．

　サハラ以南アフリカでは，第 1 章でみたよう

に，全体の成長と貧困削減にとって農業生産が

もっと高い伸びを示す必要がある．同地域におけ

る最近の高成長については，高成長をすでに経験

している諸国はそれを維持するとともに，それを

経験していない諸国（紛争中ないし紛争終結後の

諸国が多い）にまでも広がっていかなければなら

い．

　農業生産に引き続き注目すべきであるとする第

2 の理由は，国のタイプを問わず，農業に対する

気候の条件が厳しい，あるいはインフラが不十分

で市場アクセスが制約を受けている地域では，パ

フォーマンスが悪いということにある．このよう

な地域では，収入源あるいは自家消費のための食

料といういずれかの形で，生計は農業生産に依存

している．挑戦課題は自給自足農の生産性を改善

し，可能ならば新しい市場に多角化し，貧困脱却

の道として非農業労働や移住の機会を開拓するこ

とにある．

　第 3 の理由は食料生産のグローバルな増加を
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牽引した農業の潜在性が高い地域（アジアの転換

国など）でさえ，生産に関して三重のチャレンジ

に直面している．①穀物や伝統的な熱帯輸出産品

の価格が下落しているなかで，生産性と所得の伸

びを維持しなければならない．②国内および国際

的な需要の急増に対応して，高付加価値の園芸や

畜産に多角化するチャンスをつかまなければなら

ない．③農作物や家畜のシステムを原因とする環

境への爪跡を削減しなければならない．

　最後の理由は憶測を含んでいるが，やはり重要

である．将来的な農業の成功はグローバル・レベ

ルでさえ，資源不足の深刻化，気候変動に伴うリ

スクの増大，エネルギー価格の高騰，土地をめぐ

る食料とバイオ燃料の競争，技術進歩に対する過

少投資などによって危うくなるだろう．グローバ

ルなモデルによれば，1970 年代の世界的な食料

危機以降では初めて，食料価格が上昇する可能性

が予測されている．世界の食料供給は慎重なモニ

タリングを必要としており，生産性の伸びを加速

し，生産システムを持続可能なものにし，気候変

動に適応するための新規投資を必要としている．
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バイオ燃料は農業にとって大きな市場になる可能性
がある――しかしリスクもある
　石油価格が史上最高値近辺にあり，輸送用の代替燃料が

ほとんどないことから，ブラジル，EU，アメリカ，その

他数カ国は液体バイオ燃料（エタノールとバイオディーゼ

ル）の生産を積極的に支持している
注 1

．バイオ燃料が経

済，環境，社会に及ぼす影響も広く議論されている．バイ

オ燃料は再生可能エネルギー源として気候変動を緩和し，

輸送部門における石油依存を削減するのに役立つ．また，

農業生産者にとって新しい大きな市場の出現を意味するの

で，農村の成長と農業所得を刺激するだろう．マイナス面

としては，環境リスクと食料価格の押し上げ効果がある．

原料の種類，生産プロセス，土地利用の変化などによって

異なってくるこのような影響は，大規模なバイオ燃料プロ

ジェクト向けに公的支援を供与するのに先立って，慎重に

評価を行う必要がある．

　2006 年における世界全体の燃料用エタノール生産は約

400 億リットルであったが，その約 90％はブラジルとア

メリカによるものである．一方，60 億リットルのバイオ

ディーゼル生産の 75％はフランスとドイツを中心とする

EU で行われている（図 B.1）．ブラジルがもっとも競争力

が強い生産国であり，エタノールの生産に関しては 1930

年代にまで遡るという最長の歴史をもっている．サトウキ

ビの約半分をエタノール生産に振り向けており，その消費

が義務づけられている．アメリカではバイオ燃料の生産に

関して，税金上のインセンティブや補助金が付与され，消

費も義務づけられているなかで，2006/07 年（予測）に

関してみるとトウモロコシ生産の 20％がエタノール生産

に使われている
注 2

．

　新しいプレーヤーも現れてきている．多くの途上国が農

業原料に基づくバイオ燃料プログラムを打ち出している．

その例として，インドネシアとマレーシアではパーム油か

らのバイオディーゼル，モザンビークや中央アメリカ数カ

国ではサトウキビからのエタノール，インドではサトウキ

ビからのエタノールとジャトロファやポンガミアなどの油

料作物およびその他を原料とするあらゆるバイオディーゼ

ルがある
注 3

．バイオ燃料が世界経済に及ぼす影響の評価

は研究が始まったばかりであるが，一部の推定によると，

現在のバイオ燃料政策はバイオ燃料が世界の輸送用エネル

ギー消費に占めるシェアでみて，2020 年までに現在のわ

ずか 1％強から約 5％へと 5 倍の増加につながる可能性が

あるとされている
注 4

．

フォーカス　B バイオ燃料―有望であるがリスクもある

　バイオ燃料は再生可能エネルギー源になる可能性があり，農業生産者にとっては新しい大きな市場の創出を意味す
る公算がある．しかし，現在のバイオ燃料プログラムはほとんどが経済的に存続不可能であり，多くは社会的・環境
的なコストを伴っている．食料価格を押し上げ，土地と水をめぐる競争を激化させ，おそらくは森林伐採も加速させ
る懸念がある．国家のバイオ燃料戦略はこのような機会とコスト両方の徹底的な評価に基づいたものでなければなら
ない．

図B.1　燃料用のエタノールとバイオディーゼルの生産は特定国に集中

エタノール（400 億リットル） バイオディーゼル（65億リットル）

その他
EU

アメリカ

ブラジル

その他

アメリカ

EU

出所：F.O. Licht Consulting Company ( 個人的な交信，2007 年 7 月 17 日 )
注：2006 年の世界的な燃料用のエタノールとバイオディーゼルに占める割合．
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バイオ燃料の経済的存続性と食料価格への影響
　政府はバイオ燃料がガソリンや通常のディーゼルと競争

できるように，手厚い支援を提供している．それには消費

インセンティブ（燃料税軽減），生産インセンティブ（租

税インセンティブ，融資保証，直接的な補助金供与），消

費の義務化などがある．最近の推計によれば，アメリカで

は年間 55-73 億ドルに達している支援措置は，エタノー

ルに関してはガソリン相当 1 リットル当たり 0.38-0.49

ドル，バイオディーゼルについては 0.45-057 ドルになっ

ている
注 5

．ブラジルでさえ，直接補助金による政府支援

の継続が競争力のある産業を発展させるために最近まで義

務化されていた．サトウキビ栽培条件がすばらしく良好

で，インフラも整備され，サトウキビとエタノール両生産

の間には大きなシナジー効果があるにもかかわらずにであ

る．EU やアメリカの国内生産者はエタノール輸入に対す

る高関税を通じて，追加的な支援を享受している．

　バイオ燃料は補助金や保護なしに経済的に存続可能だろ

うか？　あるバイオ燃料が経済的かどうかの損益分岐価格

は，いくつかの変数の関数になる．最重要の決定要因は石

油のコストと現在の生産コストの半分以上を占めている原

料コストである．

　バイオ燃料生産が原料価格を押し上げている．適例はト

ウモロコシであり，2006 年には 23％の上昇を示したが，

過去 2 年間でみると，アメリカのエタノール・プログラム

を主因に 60％も上昇している
注 6

．補助金と 2005 年に制

定された再生可能燃料基準に牽引されて，アメリカではト

ウモロコシのエタノール生産への振り向けが進んでいる．

アメリカは世界最大のトウモロコシ輸出国であるため，バ

イオ燃料の拡大は穀物在庫の低水準への減少に貢献して，

世界の穀物価格に押し上げ圧力をもたらしている．バイオ

ディーゼル生産を主因として，同じような価格高騰が植物

油（ヤシ，大豆，菜種）についても発生している
注 7

．穀物

の供給は短期的には制約が存在する可能性が大きいため，

供給のショックがあれば価格は上昇圧力にさらされるだ

ろう
注 8

．しかし，エネルギー価格が再び急騰することが

ないとすれば，農民が価格上昇に対応するので，原料価格

の上昇は長期的にはもっと小さくなる可能性があるものの

（第 2 章），バイオ燃料の生産は原料価格上昇に伴い利益

が減少するため穏やかになるだろう
注 9

．

　バイオ燃料の需要増加に伴う農産物価格の高騰が，食

料と燃料の対立の可能性に関する議論のトップにきてい

る．スポーツ多目的車（SUV）を満タンにするのに必要な

穀物（エタノール 100 リットル当たりトウモロコシ 240

キログラム）で人間 1 人を 1 年間養える計算になるため，

食料と燃料の競争というのは現実的である．穀物価格の上

昇は多くの食料輸入国に悪影響をもたらす．主食作物価格

の上昇は短期的にも貧困層の福祉に大きな被害をもたらす

が，それは多くが主食作物に関してはネットの買い手だか

らである
注 10

．しかし，価格高騰で得をする貧しい生産者

も大勢いる（第 4 章）．

　将来のバイオ燃料技術は食用作物の代わりに，エネル

ギー専用の作物や農業・林業からの廃棄物に依存する可能

性があり，そうなれば食用作物価格に対する圧力が緩和

し，もっと環境にやさしい原料を使った液体バイオ燃料へ

の供給に貢献するだろう．しかし，エタノール生成のため

にセルロースを糖に分解する技術やバイオマスをガス化す

る技術はまだ商業的な採算がとれていないし，今後数年間

は無理だとみられている
注 11

．また，土地と水をめぐるエ

ネルギー専用作物と食料作物の間の競争の一部は今後とも

続くとみられる．

非市場性の，状況に固有な利益の評価が必要である
　このようなさまざまな支援措置に伴う金融コスト，効率

性低下，食料と燃料のトレードオフが正当化されるかどう

かは，バイオ燃料の環境・社会面での利益とリスクやエネ

ルギー安定確保への貢献度に依存している．

エネルギーの安定確保を高める潜在性．　現在の技術によ

るバイオ燃料では各国のネルギー安定確保は微増するに

すぎない．若干の例外はあるが（ブラジルのエタノール），

原料用作物の国内収穫は輸送用燃料需要のうちほんのわず

かを満すだけだからである．アメリカについて 2006/07

年をみると，トウモロコシ収穫の約 5 分の 1 はエタノー

ルの生産に使われたが，ガソリン消費の約 3％を代替し

たにすぎない
注 12

．最近の予測によると，アメリカでは

2010 年までにトウモロコシ収穫の 30％がエタノールの

生産に使われるが，それでもガソリン消費の 5％弱を占め

るにすぎない
注 13

．第 2 世代の技術ならエネルギーの安定

確保にもっと大きな貢献ができる可能性がある．

環境への潜在的な影響．　再生可能燃料を使うことによっ

て，温室効果ガス（GFG）の削減という環境面でグロー

バルな利益があるという点が，バイオ燃料向け政策支援

の理由としてしばしば引き合いに出される．このような

利益はおそらく大きいであろうが，当然の前提にするこ

とはできない．原料の栽培（肥料生産も含む），バイオ燃

料の生産，バイオ燃料の消費センターへの輸送，加えて

土地利用の変化に伴う排出の増加も評価しなければなら

ないからである
注 14

．

　ブラジルのサトウキビは既存の耕地利用を前提に，ガ

ソリンの排出を約 90％削減すると推定されている．バイ



��フォーカス B　バイオ燃料―有望であるがリスクもある

オディーゼルも比較的効率的であり，GHG を 50-60％削

減する．これとは対照的に，アメリカのトウモロコシか

らのエタノールでは，GHG の削減は 10-30％程度にとど

まる
注 15

．その場合，輸送部門における需要サイドの効率

化措置のほうが，GHG 削減という点ではバイオ燃料より

もずっと費用効果的である．二酸化炭素排出 1 トンをト

ウモロコシ・ベースのエタノールの生産・使用によって削

減するコストは，トン当たり 500 ドルと，欧州気候取引

所における 1 トンの二酸化炭素相殺コストの 30 倍にも達

する
注 16

．

　「2006 年 EU バイオ燃料戦略」によると，森林を伐採

したり，あるいはアブラヤシなど原料を生産するために

ピート地帯を干拓したりして土地利用が変化すると，「数

十年間にわたって」GHG 排出削減効果を帳消しにしかね

ない
注 17

．大規模なバイオ燃料生産にともなう潜在的な環

境リスクを削減することは，バイオ燃料の環境パフォー

マンスを測定し公表する認証制度（例えば，GHG 削減に

関する「緑のバイオ燃料指数」）を通せば可能かもしれな

い
注 18

．同じような基準が有機作物や森林産物の持続可能

な生産（森林管理評議会）に関して存在する．しかし，認

証制度がバイオ燃料の環境リスクを削減するのに有効であ

るためには，主要な生産者と購入者がフルに参加すること

に加えて，強力なモニタリング制度が必要である．

小自作農の利益．　バイオ燃料は雇用の創出と農村所得の

上昇を通じて小自作農に利益をもたらす可能性があるもの

の，そのような効果は限定的であろう．現行技術によるエ

タノール生産にはかなり大きな規模の経済と垂直統合が必

要であるため，小自作農の助けになることはほとんどない

ものとみられる．しかし，ブラジルの一部地域では，生産

者協同組合が小自作農の参加を確保することに成功してい

る
注 19

．セルロースにかかわる技術を使った第 2 世代のバ

イオ燃料はさらに大きな規模の経済が必要となる可能性が

大きく，工場 1 つの建設に数億ドルの投資コストを要す

る．

　ほとんどのバイオ燃料生産は規模が大きいものの，現

行技術によるバイオディーゼルの小規模生産でも局所的

なエネルギー需要（例えば固定された発電機におけるバ

イオディーゼル使用）なら満たせる可能がある．もっと

大きな市場や輸送用のバイオディーゼル使用向けに関し

ては，小規模生産によって常に品質基準を満たすのは困

難であろう
注 20

．

バイオ燃料に関する公的政策を明確にする
　今までのところ，先進国における生産はバイオ燃料に対

する保護関税の背後で，多額の補助金を受けながら発展し

てきた．このような政策は儲けの大きい新しい市場で効率

的な生産国となっているか，その可能性がある国にとって

は，コストが高くついている
注 21

．消費者は世界市場の穀

物価格が高くなるため，主食作物に高い金額を支払うこと

になる．食料価格は穀物がバイオ燃料に振り向けられるこ

とによって直接に，あるいは歪んだ政策に誘発されて土地

が食料生産から転換されることによって間接的に，上昇圧

力を受ける．

　途上国はブラジルを例外として，バイオ燃料の生産で

利益があるのだろうか？　多額の補助金を正当化できる

ような経済状況の改善や環境・社会面で利益が大きくな

ることなどは，第 1 世代の技術ではおそらく期待できな

いだろう．石油輸入国で，サトウキビの効率的な生産国

になり得る内陸諸国などの場合，輸送コストが高くても，

バイオ燃料の生産は現在の技術でも経済的に有望かもし

れない
注 22

．小規模なバイオディーゼル生産に関するもの

も含めて，第 2 世代技術の潜在的な利益はもっと大きく

なるので，民間や政府がファイナンスする大規模な研究投

資も正当化されるだろう．

　途上国政府にとってチャレンジとなるのは，収益率の高

い代替的な活動を締め出すような歪んだインセンティブを

通したバイオ燃料支援策を回避することと，環境リスクを

削減するために規制を実施し認証制度を考案することであ

ろう．政府は経済，環境，社会の各面における利益とエネ

ルギー安定確保を高める潜在性を慎重に評価する必要があ

る．環境・社会面で利益を実現するのにより費用効果的な

その他の方法も，特に燃費の向上を通じて検討する必要が

ある．
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農村部の家計と貧困脱却の道

　農業は途上国の人々にとって重要な生計の糧で

あるが，農村部は貧困の大きな巣窟となってい

る．本章では，農業の成長がどのようにして農村

部の貧困を削減できるかを理解するために，農村

部が貧困から脱却するための 3 つの道を提示す

る．農村家計の生計戦略を特徴づけ，そのような

道を通じて農村部の貧困を打破するためのチャレ

ンジを検討する注 1．

　多くの農村家計は農業のなかで企業家精神を発

揮して貧困を脱却している．その他にも，農村部

における労働市場や非農業経済を通じて，あるい

は町・市・外国へ移住することによって，貧困を

回避している．このような 3 つの道は補完的で

ある．非農業所得は貧困脱出の道としての農業の

可能性を高めるし，農業は労働や移住の道を円滑

にする．

　個人と家計が農村で何をしているのかを吟味す

ると，農村人口に関してしばしば抱かれている 2

つの誤解を解消するのに役立つだろう．第 1 は，

農村世帯は全員が農民か，あるいは全員が多角化

しているという見方である．そうではなく，何を

しているかということと，収入のためにしている

ことの相対的な重要性については相当なバラツキ

がある．農村家計の大多数は何らかの農業活動に

たずさわってはいるものの，多くが所得の相当な

部分を農場外の活動や移住からも得ている．個人

は多種多様な職業についているが，職業の多様性

は必ずしも家計所得の著しい多角化につながって

いるわけではない．

　第 2 は，家計が追求している活動の種類によっ

て，貧困からの脱却が成功するかどうかが決まる

という誤解である．これは 1 つの活動について

も大きなバラツキがあるため，間違った見方だと

いえよう．農業における生計戦略には二元性の特

徴があって，市場指向型の小自作農という企業家

と自給自足農業に主として従事している小自作農

の 2 種類がある．労働市場にも高スキル職と低

スキル職，また，高収益率の移住と低収益率の移

住という同じような二元性がある．多角化も成功

の証になるとは限らない．労働市場や移住の成果

にはバラツキがあるが，第 9 章ではその背後に

ある要因が分析されており，農村部の貧困層がこ

のような成果の改善をはかるための政策措置に焦

点が当てられている．

　農村家計は自分の資産の賦存状況に適合し，

市場の失敗，国家の失敗，社会規範，付保リス

クによって課された制約を克服するために生計

戦略を立てる．このような用語は使わないかも

しれないが，制約ははっきりと認識している．

このような戦略は家庭の男女による共同の意思

決定を反映していることもあれば，各人が自分

にとって有利になるようにことを運ぶ場合には

交渉の結果になっていることもある．しかし，

このような戦略は課されている制約のほんの一

部を補償するにすぎず，資産へのアクセスやそ

の資産を使用する文脈を改善することが重要な

役割として残っている注 2．したがって，農村家

計が貧困からの脱却という道をたどるのに成功す

る可能性を最大化するためには，集団行動の能力

を高め，公的政策を動員することが鍵となる．

　政策当局はこのように大変なチャレンジに直面

している．農村家計の資産賦存状況は何世代にも

わたって低く，ところによっては低下を続けてい

る．このような資産の収益率に影響する市場や政

府の失敗が蔓延している．意に反するショックが

そうでなくても限定的な資産をしばしば完全に取

chapter3
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り崩すことがあり，家計はショックに対処できな

いため，低リスク低リターンの活動を選択しがち

である．グローバルな食料市場における科学技術

や競争力に影響するさまざまな制度に関する最近

の変化も，小自作農の競争力にとって新たなチャ

レンジを生み出している．農村部の男女が貧困を

脱するのを後押しする公的政策を設計するために

は，このようなチャレンジの理解が必要不可欠で

ある．そのチャレンジは国や国内の地域ごとに異

なるため，農村部の貧困を削減するためには状況

に応じた政策が必要となる．

農村部が貧困を脱するための3つの補完
的な道：農業，労働，移住

　農村部の貧困率は多くの諸国で低下している

（フォーカス A 参照）．しかし，これは一体どの

ようにして起こったのだろうか？　貧しい家計が

農村部を離れたのか，それとも年老いた貧しい世

代が，若くてそれほど貧しくない世代に取って代

わられたのか？　特定の家計がしている仕事から

の稼ぎを徐々に改善することによって貧困を脱け

出すことができたのか，あるいは仕事をドラス

チックに変更することによって生じたのか？　成

功物語をみれば，農村家計が農業，労働，移住の

3 つの道を通じて，どのように貧困を脱却したの

かを理解するのに役立つだろう．

　タンザニアでは，貧困からの脱却にもっとも成

功したのは，家畜の飼育に加えて，自家消費のた

めの食用作物と非伝統的な現金作物（野菜，果

物，バニラ）を栽培する形で，農業を多角化した

農民である．貧困にとどまっているのは，伝統的

な農業に固執していた農民だ．ウガンダでは，貧

困からの脱出は土地の生産性改善や商業的作物へ

の多角化と結びついている．ニジェールに関する

定性的なデータによれば，小自作農がより持続可

能な形の耕作慣行にシフトしたことが土壌保全の

改善につながり，併農林業から所得が増加し，脆

弱性が低下している注 3．

　政策改革のおかげで，小自作農である企業家

が貧困から脱出できる能力が大幅に高まったと

いうケースもある．中国の初期における農業の

成功物語ではこれが鍵であったのは明らかであ

る（フォーカス A 参照）．マラウイでは，大農

場を優遇する保護政策を削減する改革によって，

農業生産の構造が大きく変化した．小自作農は

素早く現金作物に多角化し，今や主要輸出農産

物となっているバーリー・タバコの 70％を生産

している．この拡大を受けて，多数の小自作農

が社会経済的なハシゴをのぼったのである．そ

れ以外でも食用作物の貿易増加で利益を享受し

た人々が大勢いる注 4．

　ベトナムでは，農業市場の自由化に伴って，多

数の自給自足農がより市場指向型になった（表

3.1）．かつては主に自給自足農業に従事していた

小自作農の 3 分の 2 が市場に参入している．貧

困率が急低下し，所得もほぼ 2 倍になると同時

に，付加価値の高い商業用作物の生産が増加し

た．農産物の売上が増加したのは，広大な土地が

賦存されている家計や市場に近い農場，あるいは

コミュニティに非農業産業がある家計だ．市場に

参入しなかった自給自足農は農業以外で所得の多

様化をはかることによって，やはりグループ全体

としては貧困率が低下している．

　インドでは，非農業部門からの所得（労働に

よって貧困を脱却する道）が，1970-2000 年

まで農村部の成長を牽引する重要な要因であっ

た．非農業雇用には農業賃金を引き上げるとい

う重要な間接効果もある．インドネシアでは，

1993-2000 年に非農業経済にシフトした農業家

計では貧困を脱出した割合が高くなっている．タ

ンザニアでも，企業と貿易が重要な貧困脱出の

ルートになっているが，コネが物を言う社会では

ネットワークをもっていた人々に限定される．さ

らに，中国やネパールの農村部の場合と同じく，

国内外両方の移住に伴う送金も貧困削減に貢献し

ている注 5．移住は出ていった人々自身と後に残っ

た人々の双方に貧困から脱却する道を提供できる

（第 9 章）．

　複数の貧困脱出ルートが同時に開けてくるのが

普通である．バングラデシュとタンザニアでは，

農業，非農業労働，移住という 3 つのルートが

すべて成功している．インドネシアでは，農業の

ルートで貧困を脱した人もいれば，非農業のルー
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トをたどった人もいる．インドのアンドラ・プラ

デシュ州の 35 カ所の村では，収入源の多角化と

貧困脱出との間には相関関係がある注 6．

　長期的なデータを使ったこのような詳細な研究

のおかげで，貧困削減とそれからの脱出ルートの

間には強い潜在的な関係があることが明らかに

なっている．しかし，因果関係を断定するのは困

難であり，相対的な重要性やこのような戦略の成

功に関しては体系的な証拠がなく，その結果，貧

困のダイナミックスを理解するという概念的な

チャレンジが依然として残されたままとなってい

る（ボックス 3.1）．

貧困脱出路は互いに強め合っている
　農業活動と非農業活動の補完効果には強いもの

がある．バングラデシュやエクアドルでは，市場

アクセスがいい，あるいは農業の潜在性が高い地

域の農村家計は農業所得が多いものの，非農業活

動へもかなり多角化している．アジアでは，緑の

革命の時期に所得の増加に伴って農村部の貯畜率

が上昇したおかげで，非農業投資に必要な資本が

蓄積できた注 7．非農業活動に多角化すると，農

業生産にかかわる信用や流動性の制約が緩和さ

れ，農業による貧困脱出のルートを歩む家族農場

の競争力が高まる．

　農業，労働，移住という 3 つの脱出路はお互

いに高め合うことが多かった．フィリピンでは，

緑の革命のおかげで土地改革の受益者と大規模農

家の子供たち（特に娘たち）は高水準の教育を受

けることが可能になった．このような教育水準の

高い子孫が今では多額の移転を農村家計に送金し

ている．パキスタンでは，短期移住者からの送金

が農地購入に大きなインパクトを与えており，ま

た，帰郷した移住者は非農業企業を設立する可能

性が大きい注 8．

　移住者が農村家計に実施している郷里送金は資

本やリスクの制約を緩和するものの，移住と農業

の生産性との関係は複雑である．家族員の（短

期）不在で農業労働の供給は減少する．したがっ

て，農業生産性は短期的に低下するが長期的には

上昇するものと考えられる．移住者を出した家計

は労働集約度は低いものの，おそらくは同じくら

い儲かる作物や家畜にシフトするからだ注 9．男

性の移出者は農場管理の責任を女性に委譲するこ

とができる．女性であるがゆえに信用，エクステ

ンション，市場へのアクセスが劣っていると（そ

自給自足指向 市場参入 市場指向

6a 13a 28a

家計の特性 1992/93 年度 1997/98 年度 1992/93 年度 1997/98 年度 1992/93 年度 1997/98 年度

資産
土地所有（ha） 0.37 0.43 0.50 0.57 0.60 0.72
土地使用（ha） 0.55 0.43 0.59 0.58 0.71 0.75
世帯主の教育（年数） 4.6 — 6.3 — 6.3 —

状況
コミュニティ内の市場 31 — 40 — 47 —
コミュニティ内の企業 34 — 43 — 42 —

成果
1 人 当 た り 実 質 所 得（1998 年 1,000
トン）

893 1,702 1,138 2,042 1,359 2,978

農業所得の対総所得比（％） 80 62 83 66 83 73
貧困家計の割合（％） 86 62 73 48 64 37

農業総所得の作物別内訳
主食作物（％） 78 73 70 61 63 54
高付加価値商業作物（％） 14 13 21 31 29 39

出所：Vietnam Living Standards Survey (VLSS) 1992/93 および 1997/98 に基づいた WDR 2008 チームによる試算．
注：自給自足指向型の家計は両年とも農業生産のうち売却分が 10％未満，市場参入を果たした家計はその比率が 1992/93 年度には 10％未満であったが 1997/98 年
度には 25％以上，市場指向型の家計は両年とも 25％以上と定義．農村部の農業家計は所得の 50％以上を農業に頼っている家計．
a．農村部の農村家計に占める割合（％）．
－は入手不能．

表3.1　ベトナムにおける農村家計の市場参入の変化
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ういうケースが多い），その結果として農業生産

性は低下する可能性があろう．責任委譲は部分的

なこともあり，その場合には女性が競争力を改善

するために新たな機会を活用する可能性も限定さ

れるだろう．

農村家計の所得戦略は多種多様

　小自作農が単なる農民であるという原型的なイ

メージとはまったく異なり，土地を保有している

農村家計はさまざまな活動と収入源に依存してい

る．農業だけでなく，農村部の非農業経済のなか

で自営業ないし賃金雇用という形で，農業労働市

場にも参加しているし，移住した家族員から移転

所得を受け取っている可能性もある．

　多角化にはいくつかの側面があり，それらを混

同すべきではない．非農業経済活動の多くは農業

との結びつきが間接的であるにもかかわらず，農

村経済は多角化しているのである．この多角した

農村経済のなかで，家計所得が多様化している主

因は，各家族員がそれぞれ 1 つの職業に特化し

て得た所得を合計していることにある．マラウイ

では，農家の 32％は収入源が 2 つあり，42％は

それが 3 つ以上になっているが，世帯主に限定

すると，複数の活動に従事している割合は 27％

にとどまっている．中国では，農村世帯の 65％

は農業と非農業の両部門で活動しているが，個人

ベースではその割合は 3 分の 1 にすぎない注 10．

このようなパターンが意味するのは，家計収入の

多様化は家計のライフサイクルや，家計にいる生

産年齢人口の数に応じて大きく変動し得るという

ことだ．さらに，このような活動の多くは収益率

が低く，職業の多様化は必ずしも収入の多様化を

意味しない．通常は 1 つの活動が支配的な収入

源になっているのである．

　家計が貧困脱却の道を成功裡に歩めるような政

策を設計するためには，現在どの所得戦略を追求

し，なぜそれを選択しているのかを理解すること

が決定的に重要である．そうすることによって，

政策として現在の戦略を高めることを目標とすべ

きか，それとももっと有利な戦略を追求するのを

後押しすべきかを評価することが可能になる．さ

らに，一部の家計は資産や制約を考えて最適な戦

略を追求しているにもかかわらず，なぜ貧困にと

どまっているかが理解できれば，政策オプション

を特定するのに役立つだろう．

農村家計の類型
　農村家計は農業，労働，移住に関与している

が，このような活動のなかで所得源として支配的

なのは通常はどれか 1 つだけである．生計戦略

としては 5 つの類型が区別できる．一部の農村

家計は農業市場に積極的にかかわることによっ

てほとんどの所得を得ている（市場指向型小自

作農）注 11．その他には生計を主に農業に依存し，

収穫の大半を自家消費に使っている家計がある

ボックス　3.1 さまざまな貧困脱出路の相対的重要性を確定する

　貧困からの脱出は長い時間を要するプロセスである．その

間にはさまざまなショックが発生するだろうし，家計所得の

変動は規模の点で長期的な所得変化と同じくらい大きい可能

性もある．したがって，短期的には，観察される所得の変化

が貧困に陥ったり脱したりする一時的な動きなのか，それと

も長期的なトレンドを反映したものなのかは明確でないこと

が多い．特定の状況下でさまざまな貧困脱出路の相対的な重

要性を測定するには，同一家計に対して長期間にわたって何

回もインタビューをするしかないであろう．

　移住の道が移住者に及ぼす影響の全てを把握することを考

えてみよう．移住すれば，新しい場所まで追跡していかない

限り（それは困難である）その人は調査対象から消えてしま

う．さらに，移住者の多くは独立した家計を形成する前の若

者である．したがって，彼らが移住していなければ貧しかっ

たかどうかを知ることはできない（フォーカス A 参照）．こ

れは特に重要な点である．というのは，大勢の移住者は後に

残される人々よりも教育程度が高く，おそらく最貧層には属

していなかったであろうと考えられるからだ．

　なぜ家計が特定の戦略を選択したのかを，戦略が成功した

理由と分けて考えるのもむずかしい．企業家精神にあふれた

家計なら「より良い」戦略を選択するだろうが，選択した戦

略とは無関係に貧困から脱却に成功するかもしれない．移住

に関する研究のなかには，この選択問題に取り組んで，移住

が残された家族員の貧困に及ぼす影響を確定しているものも

ある．しかし，他の脱出路に関して同じような研究はまだ行

われていない．
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（自給自足型農民）注 12．さらに，農業あるいは農

村部の非農業経済における賃金労働で所得の大部

分を得ている家計もある（労働指向型家計）．一

部の家計は農村部を離れる，ないしは移住した家

族員からの移転に依存することを選択するかもし

れない（移住指向型家計）．最後に，多角化家計

は農業，非農業労働，移住からの所得を組み合せ

ている．

　以上の 5 つの生計戦略に応じた収入源を軸に

農村家計を分類することができる（表 3.2，ボッ

クス 3.2）．それぞれの相対的な重要度は，農業

ベース国，転換国，都市化国という 3 つの国タ

イプごとに異なっている．農業主導の戦略は農業

ベース国では特に重要である．農村家計のほとん

どにとって農業が主たる生計手段となっているか

らだ．その割合は，例えば，ナイジェリアでは

71％，ガーナやマダガスカルでは 54％ときわめ

て高い．この多くは自給自足型である．

　転換国と都市化国では，労働指向型と移住指向

型の戦略がもっと一般的で，労働指向型家計の

シェアはベトナムの 18％からエクアドルの 53％

の間でバラツキがある注 13．このような家計のな

かでは，非農業労働による賃金が平均的な労働所

得のうち大きなシェアを占めているのが普通で

あるが（インドネシア，パキスタン，パナマ），

ガーナやベトナムの労働指向型家計では非農業の

自営業所得のほうがより重要である．ブルガリ

農業指向型

市場指向型 自給自足型 合計 労働指向型 移住指向型 多角化 合計

国 年 （各グループが農村家計に占める割合％）

農業ベー
ス国

ナイジェリア 2004 11 60 71 14 1 14 100
マダガスカル 2001 — — 54 18 2 26 100
ガーナ 1998 13 41 54 24 3 19 100
マラウイ 2004 20 14 34 24 3 39 100
ネパール 1996 17 8 25 29 4 42 100
ニカラグア 2001 18 4 21 45 0 33 100

転換国

ベトナム 1998 38 4 41 18 1 39 100
パキスタン 2001 29 2 31 34 8 28 100
アルバニア 2005 9 10 19 15 10 56 100
インドネシア 2000 — — 16 37 12 36 100
グアテマラ 2000 4 7 11 47 3 39 100
バングラデシュ 2000 4 2 6 40 6 48 100
パナマ 2003 1 5 6 50 6 37 100

都市化国
エクアドル                      1998 14 11 25 53 2 19 100
ブルガリア 2001 4 1 5 12 37 46 100

表3.2　3つの国タイプの生計戦略別にみた農村家計の類型

出所：Davis 他 2007．
注：農業指向型家計―総所得のうち 75％以上が農業所得，市場指向型家計―農業生産のうち 50％以上を市場売却，自給自足型家計―農業生産のうち 50％未満を市
場売却，労働指向型家計―総所得のうち 75％以上が賃金ないし非農業自営，移住 / 移転指向型家計―総所得の 75％以上が移転やその他非労働源，多角化家計―農
業，労働，移住のいずれも総所得の 75％未満．
－は入手不能．

ボックス　3.2 各国一律の比較可能な所得指標を作成する

　本書で示した農村所得の源泉にかかわる分析は，「農村所

得創出活動」データベースからの所得統計に基づいている．

各国とも所得の構成要因には，各国の調査用紙にある通り，

賃金（農業と非農業に区分），自営業，作物，家畜，移転，

最後の項目としてその他の非労働所得源（帰属家賃は除く）

が含まれている．すべての統計値は家計レベルで現地通貨建

てで推計され，年換算され加重平均されている．一部諸国の

結果はこれまで発表されていた貧困の評価や別の国別レポー

トと相違しているかもしれない．これは本書で示した結果に

ついては，国際的な比較可能性を確保しようとしたためだ．

　さまざまな方法を使って多種多様な出所から取り出した所

得統計に基づく分析では，国際比較は不可能であろう．

　各国一律の標準化した計算で比較可能性は高まるものの，

農村所得源の分析は分析対象となった調査の多くにみられる

生の所得データという一般的な弱点で制約を受ける．多くの

家計調査では所得が過小推計となっている公算が大きい．過

小申告，消費額の誤った申告，所得の季節性，普段は所得源

を定量化していない家計から信頼できる所得データを入手す

ることの困難さなどが，その理由となっている．

　 方 法 論 の 詳 細 に 関 し て は，Davis 他 (2007) や www.fao.

org/es/esa/riga/ を参照．
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ア，エクアドル，ネパールでは，労働指向型家計

の所得としては農業賃金のほうが重要である．転

換国では労働のルートが重要ではあるものの，ベ

トナムの農村部では市場指向型家計が最大のグ

ループとなっている．

　3 つの所得源（農業，労働，移住）のうち，ど

れか 1 つだけから所得の大半を得ているという

意味で，ほとんどの家計は特化しているものの，

すべての諸国で相当大きな割合の家計が所得戦略

を多様化している．表 3.2 の 15 カ国のなかで，

15-56％の家計はこのような 3 つの収入源のどれ

か 1 つから 75％以上の所得を得ているというこ

とはなく，もっと混合した所得ポートフォリオを

もっている注 14．このような多角化家計では農業

からの所得は全体の 20％（バングラデシュ）か

ら 46％（ガーナ，マラウィ，ベトナム）を占め

るにすぎない．

家計戦略のバラツキ
　家計の収入構造をみただけでは，その収入戦略

が成功するかどうかはわからない．それぞれの戦

略は貧困からの脱出路になり得るものの，長期的

には状況を改善できない家計が多い．それはこの

ような活動がそれぞれ著しく異なっており，収入

が戦略ごとに大きく異なっているということを反

映したものである（図 3.1）注 15．

農村部の職業と収入源

　各家計戦略にみられるバラツキは，農村部の家

計や個人のさまざまな活動には収益率の相違があ

ることを反映している．経済活動と収入源そのも

のも地域ごとに，貧困層と富裕層の間で，資産の

賦存状況が異なる家計の間で，そして男女の間で

大きく違っている．

農業：貧困層を中心に農村家計にとっては
重要な職業
　国際連合の食糧農業機関（FAO）の推計によれ

ば，農業は全世界で 13 億人に雇用を提供してお

り，その 97％は途上国においてである注 16．ま

た，農業は農村家計にとって重要な収入源でも

ある．比較可能なデータのある 14 カ国について

みると，農村家計の 60-99％が農業から所得を

得ている（図 3.2）．図 3.2 の農業ベース諸国で

は，農作物・畜産所得と農業賃金が農村所得の

図3.1　1人当たり実質所得は生計戦略ごとに大きなバラツキがある

エクアドル（1995 年） ネパール（1996 年）
頻度 頻度

1,000 スクレ ルピー

市場指向型農業
自給自足指向型農業
労働指向型

移住指向型
多角化

出所：Davis 他 2007．
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42-75％を生み出している．農業所得は自家消費

向けの生産と市場向け農産物の販売の両方から得

ている．転換国と都市化国では，農業活動と農業

賃金による農村所得のシェアは 27％から 48％と

なっている．したがって，農業活動に従事してい

るからといって，必ずしも農業所得のシェアが高

いわけではないのである．

　最貧家計では，農業所得と農業賃金は家計所得

のなかで，典型的には富裕家計よりも大きなシェ

アを占めており，ガーナでは 77％，グアテマラ

では 59％に達している（図 3.3）．アジア，ラテ

ンアメリカ，一部のアフリカ諸国（マラウイとナ

イジェリア）では，農業賃金が低所得層では高所

得層よりも重要である．農業所得は支出全体が増

加するにしたがってシェアが低下することが多

いが（ガーナ，グアテマラ，ベトナムなど），ネ

図3.2　ほとんどの諸国で農村家計の大半は農業に従事している
％

ネ
パ

ー
ル

1996

バ
ン

グ
ラ

デ
シ

ュ
2000

パ
キ

ス
タ

ン
2001

マ
ラ

ウ
イ

2004

ナ
イ

ジ
ェ

リ
ア

2004

ガ
ー

ナ
1997

ベ
ト

ナ
ム

1998

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

2000

ア
ル

バ
ニ

ア
2005

ブ
ル

ガ
リ

ア
2001

ニ
カ

ラ
グ

ア
2001

グ
ア

テ
マ

ラ
2000

エ
ク

ア
ド

ル
1998

パ
ナ

マ
2003

サハラ以南アフリカ 南アジア 東アジア・太平洋 ヨーロッパ・中央アジア ラテンアメリカ・カリブ

農業従事
農業所得のシェア

出所：Davis 他 2007．
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図3.3　貧困層と富裕層では収入源が異なる
対収入比（％）
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ガーナ（1998 年）

第
1・20％層

（最貧層）

第
5・20％層

（最富裕層）

第
1・20％層

（最貧層）

第
5・20％層

（最富裕層）

第
1・20％層

（最貧層）

第
5・20％層

（最富裕層）

グアテマラ（2000 年） ベトナム（1998 年） ネパール（1996 年）

農業所得 農業賃金労働 非農業所得 移転他

出所：Davis 他 2007．
注：各国について縦欄は，支出分布でみて最下位から最上位までの各 20％層を表わす．
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パールでは所得分布の中間層にとってはもっとも

重要な源泉となっている．

　ほんどの諸国の小自作農部門では，市場指向型

農民と自給自足型農民の二極化という二元性が顕

著である．市場取引されている農産物のなかで，

自給自足型家計の生産によるものはごく小さな

シェアを占めているにすぎない．マラウイでは自

給自足農は市場性農産物の約 9％を生産している

が，ネパールとベトナムでは 2％未満にとどまっ

ている注 17．家計の農業戦略にかかわる二元性は

通常は資産の賦存状況の相違を反映したものであ

る．土地の賦存が大きい農民は市場指向型になる

傾向が強い．市場指向型農民が保有している土地

を自給自足型農民のものと比較すると，ニカラグ

アとパナマでは約 2 倍，パキスタンでは 4 倍に

も達している．農村家計の人的資本の賦存状況も

市場指向性と相関関係がある．教育水準の高い世

帯主は生産物のうち大きなシェアを市場に売却す

る傾向が強いが，女性が世帯主の家計は自家消費

用に生産していることが多い．

　にもかかわらず，資産の賦存状況は必ずしも市

場指向性を示すのに良い指標とはいえない．市場

指向型農民と自給自足型農民について土地賦存

状況の格差をみると，バングラデシュ，グアテマ

ラ，マラウイではそれほど顕著ではない．ガーナ

とナイジェリアでは，世帯主が女性の家計のほう

が自給自足型家計よりも市場指向性が強い．これ

は市場指向性が農作物・家畜の選択や生産性に影

響する土地の質，市場アクセス，農業の潜在性な

ど，他の多数の要因にも左右されやすいことを示

唆している．

　同じ家計でも耕作者の性別で市場指向性が違っ

てくることがある．女性は自給自足農業に従事す

る傾向が強く，現金作物を耕作する可能性は低

い．しかし，非伝統的な高付加価値農産物の輸出

にかかわる大規模生産は耕作地，加工，梱包で働

く女性の賃金上昇に貢献している．これはどこで

も当てはまるということではない．例えば，中国

図3.4　農業自営（申告ベース）の男女比率は地域ごとにバラツキがある
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サハラ以南アフリカ

南アジア

東アジア・太平洋

中東・北アフリカ

ヨーロッパ・中央アジア

ラテンアメリカ・カリブ

男性の比率

女性の比率

農業自営
非農業自営

農業賃金雇用
非農業賃金雇用

農業自営
非農業自営

農業賃金雇用
非農業賃金雇用

出所：地域平均は 66 カ国について入手可能な家計調査に基づく（年齢 15-64 歳）．
注：労働力に算入されない人々と経済活動の定義が不明な人々は対象外．活動は各人が主たる活動として申告したもの．詳細に関しては，p. 301 の注 19
を参照．WDR 2008 チーム 2007 も参照．
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では農業が女性化していることを示唆する兆候は

みられない注 18．

　より一般的には，女性による自営農業への

参加は国によってバラツキがある．アフリカ，

ヨーロッパ・中央アジア，一部の東アジア諸国

では，自営農業への参加は男女間で差がない（図

3.4）注 19．モザンビーク，ルワンダ，ウガンダ，

エジプトでは，女性の自営農業への参加はもっと

多い．対象的に，ラテンアメリカと南アジアで

は，農業を自営している女性は少ないと伝えられ

ている．しかし，このような地域では，アフリカ

もそうであるが，女性はここ 20-30 年間で農業

生産への関与を広げかつ深めている注 20．にもか

かわらず，開発政策の多くは農民は男性であると

誤った前提をおいている．世界各地域の農業にお

ける女性の重要な役割を考えると，生産と販売の

両面における男女別の制約に関心を向けることが

緊急課題である．

収入の多角化および賃金雇用と非農業自営
業における特化
　市場指向型小自作農は食料市場と新しい農業の

両方で大きな成功を収めることができる大きな可

能性をもっている．しかし，多くの小自作農に

とって，農業というのは確実性を提供し，労働市

場における賃金や移住からの所得を補完してくれ

る生活様式である．農村家計の一部は賃金労働な

いし非農業の自営に特化している．豊かな農村部

の家計の場合は，魅力的な機会をつかむために非

農業活動に多角化しているのであろう．一方，あ

まり恵まれていない地域の農村家計の場合は，リ

スクに対処すべく付加価値の低い非農業活動への

シフトを余儀なくされている．資産の賦存状況が

いい家計は非農業部門における儲けの機会をつか

むということであろう．しかし，土地も家畜も保

有していない家計はやむなく低付加価値の非農業

で雇用されているのである．土地資源が限られて

いて人口圧力が強いところや，閑散期の季節的な

農業所得が生存に不足する地域では（おそらく慢

性的な雨不足，価格，病気などが原因で），労働

市場からの所得も重要であろう注 21．

　農業以外の所得は貧困層と富裕層の双方にとっ

て重要なのである．にもかかわらず，儲かる事業

は富裕層が支配している．貧困層は資本，教育，

インフラへのアクセスが欠如しているため，儲か

る非農業収入源の主要な受益者にはなっていな

い．これは高スキル職と低スキル職ではアクセス

が違うことが一因である（第 9 章）．識字能力が

ない成人は農業のなかで賃金労働者ないし自営業

者として働く可能性が高い．識字能力のある成人

は非農業賃金労働者になる公算が高くなる．年齢

が高い層ほど非農業の賃金雇用に従事している可

能性は低くなるだろう注 22．

移住を通じた脱出，対応，資産取得
　非農業雇用へのアクセスが限定される場合，あ

るいは気候（または技術）が耕作の継続を阻害

する場合，季節的な移住は不作期の所得を補充

し，消費をならし，家計の資産基盤を保護してく

れる．そこで労働者は季節的に自国内の他の地域

に移住する．輸出作物を栽培していて，閑散期あ

るいは緊急時に所得が得られる大規模な農場の場

合が多い．また，国境を越えて移住することもあ

り，南南移住の大半は季節的なものである注 23．

　移住というのは郷里と移住先の所得格差に反応

したものである．それが発生するのは，人々がマ

イナスのショックあるいは資源基盤の悪化によっ

て農村部から押し出されたり，他の地域の魅力的

な雇用機会に引きつけられたりするからだ．チリ

では，地方の失業率は移出と正の相関関係があ

り，農業雇用や農業関連職が拡大すると移住は鈍

化している．1990-2000 年の国勢調査によるエ

クアドル，メキシコ，パナマ，スリランカのコー

ホート分析によれば，インフラが未整備で，生活

条件が悪い遠隔地からは人々が移出している．し

かし，農業の潜在性が高い地域でも，グアテマラ

のように移出者が多くなることがある．農村部か

らの移住者は海外に，または高所得のチャンスを

提供している都市部に移住することもしばしばで

ある．しかし，多くは比較的近い都市部か他の農

村部に移住することを選択している（ボックス

3.3）注 24．

　移出した家族員が送金してくれる所得は，後に

残った農村家族員の土地，家畜，人的資本基盤の
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ボックス　3.3 選別的な移住に伴い人口動態が激変するというチャレンジ

　移住は送金という重要な収入源（移
住して就職した家族員から郷里に送
られてくるお金）になり得るが，往々
にして農村人口の構成を激変させる
ことになる．それは移住が選別的で
あることから，農村開発にとってそ
れ自体が挑戦課題となる．移住者は
総じて若くて，教育程度が高く，ス
キルもある

注 25
．したがって，移住は

残っている人々の企業家精神と教育
水準の減少につながる

注 26
．残され

た人々の間でスキルや年齢の構成を
変えるだけでなく，移住は農村人口
の民族構成も変化させることがある．
先住民人口の移住率は通常は低い．
先祖伝来の土地に愛着心があること
や，労働市場で差別を受けているこ
とが理由である．移住には明らかに
男女差があるが，国によって異なり，
同一地域内でもバラツキがある．農
村部からの国際的移住は，エクアドルやメキシコでは男性
中心であるが，ドミニカ共和国，パナマ，フィリピンでは
女性中心である

注 27
．

　ブラジルとメキシコの人口国勢調査の分析によると，いく
つかの規則性が認められる．ブラジルについて 1995-2000
年の移住をみると，農村部の年齢 20-25 歳の男女がもっと
も多く，特に若い女性は若い男性を上回っている（下図左）．
識字能力のない人がもっとも少なく，教育水準の高い人の移
住割合はその 2 倍に達している．教育程度と無関係にあら
ゆる農村人口が都市部と他の農村部の両方に移住している
が，教育程度の高い人は州外の都市部に移住している割合が

ずっと高い（下図右）．
　メキシコでは 1990 年に 15-24 歳であった人々のほぼ 4 分
の 1 が，2000 年までに農村部を去って都市部または国外に
移住している（上図）．年齢が高い層の間でも移住の割合が
大きく，6-12％に達している．農村部からの移住は男性のほ
うが女性よりも（27％対 21％），非先住民のほうが先住民よ
りも（25％対 18％）一般的である．2000 年まで女性は国内
の都市部や半都市部に，男性の場合はアメリカに移住する傾
向が強かった．先住民には国内農業の季節的なサイクルに対
応して移動するという独自のダイナミックスがあったが，国
際的な移住も 1990 年代には漸増している．

1990年に 15-24歳だった層のほぼ4分の 1は 2000年までにメキシコ農村部を去っ
ている

100 万人 100 万人

年齢層別の都市人口（1990-2000 年） 年齢層別の農村人口（1990-2000 年）

1990 年における年齢 1990 年における年齢

出所：Buck 他 2007; メキシコの国勢調査（1990 年および 2000 年）から 10％のサンプルから得られた
情報に基づく．
注：棒グラフは 10 年間を挟んではいるものの，1990 年と 2000 年の両方の国勢調査で観察した同一の
人々のグループを示す．1990 年について計上された人口は場所と同 10 年間における年齢別の死亡率
について調整済み．したがって，残りの変化はネットの移出を表わす．

ブラジルの移住者は若者に関しては女性のほうが男性よりも多く，教育に関しては水準の高い人のほうが多い

各層が全移住者に占めるシェア（％）
教育水準

農村部女性

農村部男性

都市部男性
都市部女性

同一自治体の都市部へ
同一州内の都市部へ
州外の都市部へ
農村部へ

高等

中等

初等

無教育

農村部移住者に占めるシェア（％）

出所：Buck 他 2007; Lopez-Calva 2007; 1995 年の居所に関するブラジルの 2000 年国勢調査から入手可能な情報に基づく．

年齢
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増加につながることが多い．送金は所得のショッ

クも相殺して，家計の生産的な資産基盤を保護し

てくれる．メキシコの「機会」（Oportunidades）

プログラムの経験によると，公的移転も同じく生

産的活動やリスク回避への投資につながる注 28．

　転換国と都市化国を中心に，官民双方の移転は

農村所得のなかで驚くほど大きなシェアを占めて

いる．一部の諸国では移転の大幅な増額もあっ

た．ブルガリアでは，経済的困窮を補償するため

に政府の社会的保護政策向け支出が増加したのを

受けて，家計はいよいよ公的移転に依存するよう

になっている．ブラジルやメキシコでも，条件つ

き現金移転は農村家計の所得にとって重要になっ

ており，農村部の貧困削減に大きく貢献してい

る．

　都市部から農村部への移住は，農業がもって

いるセーフティネットの役割に光を当てるとと

もに，都市部居住者の多くが依然として農村部

の広範な親族ネットワークに属していることを

示している．インドネシアとタイでは 1997 年

の金融危機の際に，コーカサスと中央アジアで

は体制移行の初期に，農村部への逆移住が経済

のショックに対する対策として有益であった．

アフリカの一部では，経済ショックやエイズに

関連して，移住回帰の兆候がみられる．つまり，

公共福祉サービスが不備ないし存在しない場合，

農業は「農場ファイナンス型社会福祉」を提供

してくれるということである注 29．

市場や政府が失敗している際の家計の行動：
見かけによらず合理的

　農村部の男女は市場が失敗しているという状況

下で生計戦略を決定している．農村部にある市場

の多くは効率的な結果をもたらすのに役立ってい

ない．これは取引コストが高いこと，情報へのア

クセスが不十分かつ不平等であること，競争が不

完全であること，外部性があること，国家が公共

財の提供に失敗していることなどが原因である．

このような市場と国家の失敗を前提にすれば，初

期における資産の賦存状況が資源利用の効率性

に，したがって家計の福祉に影響することにな

る．

　貧困地域に住んでいること自体が地理的な外部

性をもっているため，貧困を永続化する原因であ

ると考えることができるるだろう注 30．農村家計

の戦略は自分がおかれた環境下で，農業の潜在力

と天然資源によって条件づけられているのであ

る（第 2 章）．貧困の地理に関する最近の研究で

は，このような要因がどのように家計の戦略や農

村部の貧困に影響しているかに光が当てられてい

る（フォーカス A 参照）．人口密度と市場アクセ

スも，それ自体が取引コストと情報の非対称性と

強い相関関係をもっていて，家計戦略を左右する

ことになる．農民はもっと情報があれば，適切な

決定を下し，追加的で多様な雇用機会に関して学

ぶことができるだろう．新しい情報技術はこのよ

うな情報面での不利を部分的に是正するのに役立

つ（第 7 章）．

　市場の失敗がいくつか同時に発生した場合，家

計は生産決定を行うに当たって消費ニーズを考慮

に入れる必要があるし，その逆も真である．そう

することによって農村家計の生計戦略のさまざま

な側面が，一見では非合理的にみえるものも含め

てうまく説明できる注 31．いくつかの例を検討し

てみよう．

　食用作物や現金作物を生産している農業家計

は，現金作物の価格上昇に常に反応できるとは限

らない．食料市場の取引コストが高く，労働市場

の機能が不完全な場合，家計は自分の食料安定確

保用に必要な食料生産を維持しながら，現金作物

の増産に向けて労働者の雇用を増やすことはでき

ない可能性がある注 32．したがって，農業家計は

技術変化あるいは肥料使用の増加を通じた価格イ

ンセンティブに反応するだけとなるが，その可能

性さえ資本市場が不完全であれば制約を受けるこ

とがある．その結果，現金作物の価格インセン

ティブへの反応はしばしば限定的なものにとどま

り，生産者インセンティブを増加させる価格政策

や貿易政策がもたらすメリットは小さくなる（第

4 章）注 33．

　市場の不完全性は社会資本を含めた資産の賦存

状況が人それぞれであることと合わせて考える

と，技術の採用に関して光を当てることにも役
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立つだろう（第 7 章）．ガーナ，インド，モザン

ビークのデータによれば，新技術の採用には社会

学習が重要である．農民の決定は社会的ネット

ワークにおける農民の経験に影響されるが，その

ネットワークは新技術に関する情報の非対称性を

削減するのに役立つ．新技術には往々にして適切

な適用や特定環境向けの適合性に関する不確実性

がある．その結果，個々の農民は待機して他人の

過ちから学習したほうが得なので，採用パターン

は遅々としたものになる．農民全員が評価コスト

が高すぎるとか，不確実だと考えて，現状にとど

まることを選択する場合さえある．これは部外者

には非効率的に映る行動といえよう．ケニアにお

ける最近の証拠によれば，家計は貯蓄の決心をす

るのが困難なようで，収穫後，翌シーズン用の肥

料を購入するお金を貯蓄していない．これも儲か

る戦略の採用が限定的なものにとどまっているも

う 1 つの理由になっている注 34．

　家計というのは協力と力の政策が複雑に相互作

用する領域である．女性の力は経済活動に参加し

ているかどうかで左右されるが，その参加いかん

そのものが（人的資本を含む）資産の賦存状況や

家計資産へのアクセスに依存している．したがっ

て，資産や現金のコントロール力が家計内の男女

間で異なることが，家計の市場指向性だけでな

く，耕作や技術に関する決定に影響する．ガーナ

南部に関する研究によれば，土壌の肥沃度，区画

の保有権，信用市場への参加は女性のほうが男性

よりも低くなっている．その結果，女性は男性よ

りもパイナップルを植えつける可能性が大幅に低

い．パイナップルは女性が栽培している自給自足

用の作物に比べてずっと利益が大きいにもかかわ

らずにである．ブルキナファソに関するデータで

は，仮に労働と堆肥を若干なりとも女性の畑に再

配分すれば，男女がともに栽培している農作物の

生産は 6％増加することが示唆されている注 35．

　このような要因が家計が土壌の肥沃度を維持し

たり，その他の持続可能な慣行を採用したりする

のを妨げているとすれば，天然資源の管理に重要

な影響をもたらす可能性がある．持続不可能な結

果は集団行動の結果である可能性もある．家計の

生計が資源への自由なアクセスに依存している場

合には，いわゆる「共有地の悲劇」が生じるとい

うことである（第 8 章）．しかし，実証データが

示唆するところでは，そういった場合には協調的

な資源管理方式が台頭してくることがしばしばで

ある注 36．

　多くの場合，集団行動だけでは市場の失敗を是

正することはできない．それは政策や国家の重要

な役割である．にもかかわらず，多くの途上国で

は，国家はこの役割を果たしていない．それどこ

ろか，多くの政策は農村家計の生計にとって有害

ですらある．農業部門への課税，大農優遇という

政策の歪み，教育・保健サービス提供の失敗など

が，農村家計が農業のルートで貧困を脱却する可

能性にとって大きな制約になっている．そのよう

な政策を逆転させれば，既存の家計戦略を高めた

り，新しい戦略の潜在力を解き放って成功に導く

ことができるだろう．

家計戦略と社会規範の相互影響
　社会規範は家計戦略や家計内における男女の

役割に対してしばしば強い影響力をもっている．

コートジボワールでは，社会規範が食用作物の栽

培は女性が，現金作物の栽培は男性が行うべきで

あると規定しているにとどまらず，さまざまな作

物からの利益をどのように家計支出に使うかにま

で影響を与えている注 37．社会規範によって子供

の養育，料理，家事のほとんどは女性の責任であ

ると規定されているのが普通であるため，女性は

新しい農業，労働，移住の機会をつかむ潜在力が

制約され，不平等が拡大することになる．あるい

は女性の労働力参加の上昇は家庭におけるこのよ

うな伝統的な役割と相まって，女性の労働時間が

男性よりずっと長いということを意味する．

　にもかかわらず，状況によっては，女性の賃金

労働とそれが生み出す所得が，家庭内の力と仕事

の均衡をシフトさせることもある．エクアドルで

は，女性が拡大を続けている花の輸出産業で雇用

されていることから，男性の家事参加が増えてい

る注 38．家計が市場指向型の現金作物生産にシフ

トすると，伝統的な時間配分のパターンも影響

を受ける．作物生産の男女分業も，ガンビアの

コメ栽培でみられたように，新しい技術ととも
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にシフトすることがある．グアテマラでは，高

付加価値輸出品の生産に伴う労働不足が原因で，

女性は独立した所得獲得のための活動や，自分

のコントロール下にある作物の耕作向けの時間

を削減せざるえを得なくなっている．労働の制

約は女性が食用作物栽培に振り向けることがで

きる時間も侵食している．男性が現金作物から

の所得をコントロールしている場合，家庭内の

力の不均衡は新しい市場機会が登場した際には

いっそう鮮明になる注 39．貧困から脱却する道に

つながる可能性のある家計戦略のシフトは男女差

に中立的ではないのである．

農村家計の資産ポジション：少なくてし
かも不平等

　家計の資産ポジションが家計の生産性を決定す

る．より一般的には，家計の資産賦存状況は生計

戦略を条件づける．教育や健康の状況は農業の収

益率に加えて，その人が高給の非農業職につける

可能性に影響する．教育は新技術の学習を円滑に

するし，農業労働の肉体的な厳しさを考えると，

健康と栄養は農業の生産性に影響を及ぼす．土地

保有の規模と質は作物や技術の選択と販売用の余

剰を生産する潜在力を左右する．どんな形の土地

アクセスももっていない家計には農業による貧困

脱出の道がない．農作業用動物の有無は耕作慣行

のタイミングに影響する．そして，生計戦略は信

頼，社会学習，集団行動という社会的ネットワー

クに依存している．

　したがって，最低限の資産賦存がないと，その

家計は長期的な貧困の罠に陥る可能性が大きくな

る．農村家計の多くは何世代にもわたって資産の

賦存が少なく，農村部の貧困が執拗なことの原因

となっている．また，多数の小自作農は資産減少

の圧力を受けているが，これは生存そのものが脅

威にさらされていることを意味する．貧困層の資

産基盤を増やすことが，政策当局が開発のための

農業という戦略を実施するに際して重要なチャレ

ンジとなっている．

人的資本の賦存状況
　農村家計における人的資本の賦存は悲惨なほ

ど少ない．教育達成度や健康状態にかかわる農

村部と都市部の格差は，ほとんどの地域で依然

として大きい．サハラ以南アフリカ，南アジア，

中東・北アフリカの平均では，農村部の教育年

数は成人男子で約 4 年，成人女子で 1.5-4 年に

とどまっている（図 3.5）．教育水準が明確に高

いのはヨーロッパ・中央アジアだけだ．多くの

諸国では教育アクセスについても民族別に大き

な不平等がみられる．農村部と都市部の格差は

さらに大きく，アフリカやラテンアメリカの農

村部における成人男子の教育年数は都市部に比

図3.5　教育達成度に関する農村部と都市部の格差は大きい
教育年数

ヨーロッパ・
中央アジア

東アジア・
太平洋

中東・北アフ
リカ

サハラ以南
アフリカ

ラテンアメリ
カ・カリブ

南アジア

農村部男性 農村部女性 農村部対都市部格差・男性 農村部対都市部格差・女性

出所：WDR 2008 チーム．
注：各地域に属する諸国における成人人口（25-64 歳）の平均教育年数．58 カ国（中国とインドを除く）について教育年数に関する情報がある最近の家
計調査に基づき，2000 年の人口による加重平均で算出．詳細に関しては WDR 2008 チーム 2007 による背景メモを参照．
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べて約 4 年も短い（図 3.5）．

　メキシコなど一部の諸国では，成人教育プログ

ラムのおかげで農村部の識字率が大幅に上昇し

た．多くの諸国で過去 10 年間に就学率が著しい

上昇をみせている．にもかかわらず，児童の就学

率は資産別および民族別にみて格差が依然として

大きく，男女別格差もほとんどの国でやはり大き

い．ラテンアメリカでは，教育の収益率は原住民

にとって一段と低くなっている．加えて，教育

の質はしばしば農村部のほうが著しく低い（第 9

章）注 40．

　良質な保健サービスへのアクセスも農村部のほ

うがずっと悪い．熟練医療関係者の有無をみる

と，農村部と都市部の格差は多くの諸国で極端で

ある．改善された水や衛生設備へのアクセスがあ

るのは，アフリカでは農村人口のわずか半分，ア

ジアでは 30％にとどまっている注 41．健康状態が

悪ければ農業生産性は低下するし，一部の農業慣

行はマラリア，殺虫剤中毒，人畜共通伝染病など

人間の健康悪化に寄与する（フォーカス H 参照）．

　エイズはアフリカの農村人口に大きな被害をも

たらしており，若い成人層では死亡者が急増して

いる．多くの諸国で平均余命が低下しており，例

えば，マリでは，1987 年には 46 年であったが，

2002 年には 37 年となっている．流行病の初期

段階である HIV 罹患率は教育程度の高い人ほど

高く，人的資本の破壊につながっている注 42．エ

イズは成人の仕事上の能力を低下させ，非エイズ

患者の労働を介護に振り向けさせ，知識の世代間

伝達を破壊する．このような要因はすべてが農業

生産の減少に帰結する．ケニア農村部からのデー

タでは，反レトロウィルス治療は成人労働力を維

持することができるため，児童労働の減少と児童

の栄養状態改善につながっている注 43．

　エイズは死亡率に対する直接的な影響と治療の

助けになる移住の両方を通じて，農村の人口動態

構造にも大きな影響を与えている．『世界保健報

告 2003』のなかで，World Health Organization 

(WHO) (2003) は農村部における孤児の増加につ

いて報告している注 44．国勢調査に基づく分析に

よれば，HIV 罹患率が高いアフリカ諸国（ボスワ

ナ，スワジランド，ジンバブウエ）では，扶養率

が経済発展段階から想定される水準に比べて高く

なっている注 45．このような農村家計における人

員構成の変化は家計の所得戦略だけでなく，農村

家計が農業や農村部の成長から利益を享受する潜

在力に影響する公算が大きい．このような変化は

農村家計が生き残るための自給自足農業の役割に

も影響するだろう（ボックス 3.4）．

土地の圧力と二元的な土地分配の継続が家
計の土地保有に影響している
　人口が増加するなかで土地が相続を通じて分

割されるのに伴い，農場の規模は小さくなって

いる．インドでは，土地保有の平均は 1960 年の

2.6 ヘクタールから 2000 年には 1.4 ヘクタール

に減少しており，まだ減少を続けている．バング

ラデシュ，フィリピン，タイに関して，世帯主と

その子孫を約 20 年間にわたり追跡したパネル・

データによれば，農場規模の平均値は低下する一

方で，土地をもたない層が増加している．アフリ

カの人口密度の高い地域でも，平均的な農場規模

は縮小している．農業依存度の高い諸国における

このような土地の圧力は農村部における貧困の主

因となっているだけでなく，内戦につながる社

会的緊張を誘発している注 46．インド，マラウイ，

タンザニアにおける土地に関するジニ係数の低下

が示唆するように（不平等の縮小，表 3.3 参照），

土地保有の分割には平等化効果があるにしても，

それが当てはまることに変わりはない．

　これとは対照的に，アフリカやラテンアメリカ

のなかには農地が依然として拡大し，農場規模が

大きくなっている諸国がある（表 3.3 および第 2

章）．モザンビークの現金作物地帯では，そのよ

うな土地の拡大は貧困削減につながっている注 47．

非農業所得と移住の機会が欠如している地域を中

心に，農村部の貧困層にとって土地へのアクセス

を拡大することが，開発のために農業を活用する

際の主要な手段となる．

　ラテンアメリカ，一部のアフリカ諸国，南アジ

アでは，土地アクセスの不平等を永続化させる社

会メカニズムが存在している．その結果，少数民

族や原住民などを中心に多数の家計が，土地への

アクセスがない，あるいはニーズを満たすには土
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ボックス　3.4 ザンビアの農場に戻る――自給自足農業，エイズ，経済危機

　ザンビアの国勢調査を使ってコーホート分析をすると，
HIV 罹患率が高い国で都市部や農村部の人口構成がどう変化
したかがわかる．もっとも顕著なのは 1990-2000 年に死亡
率が急上昇したということである．国際移住は非常に少ない
ため，都市部と農村部の両方の消耗率で示唆されている各年
齢層の規模縮小は死亡率が高いということを意味する．
　都市部における人口の著減は最若年層を除く全年齢層で生
じている．これは農村部とは好対照をなしている．農村部に
おける減少は特に若い成人層で大きくなっており（1990 年
の 15-24 歳層の 19％），このグループの死亡率が高かったこ
とを示している

注 51
．同様の人口分析を行うと，識字能力の

ある人々では死亡率が高くなっており，他のアフリカ諸国で
もみられる同じトレンドが確認できる．
　農村部と都市部におけるパターンの相違は，国内移住を誘
発した経済的ショックで説明できる．2000 年の農村部居住
者をみると，都市部から移住してきたと回答した人が増加し
ていた．一方，都市部では中高年を中心として農村部出身者
が減少していた（下図）．これはネットの移住が 1990 年の

農村部から都市部へという方向から，2000 年には都市部か
ら農村部へという方向に逆転したことを示している．1990
年代には農村部から都市部への移住が著しく鈍化する一方，
都市部から農村部への移住が増加したのである．このような
パターンは町や都市における雇用機会の消失と，銅価格の国
際的な下落を引き金とした（主として都市部の）銅鉱業の低
迷と関連している．
　成人の減少率が農村部と都市部で異なるもう 1 つの要因
として，HIV 罹患者の帰郷が指摘できる．農村部では高齢者
が世帯主となっている割合が都市部よりも高い（12.9％対
4.8％）．このような家計では他の農村家計と比べて，自給自
足農業に対する依存度が高く，移転を含め非農業所得源への
アクセスが限定的である．農村部の高齢者世帯の大半は（エ
イズ）孤児とともに暮らしている（農村部高齢者世帯当たり
平均 0.8 人の孤児がいる）．

1990年の人口コーホートを2000年まで追跡すると，若い成人層を中心に死亡率が高かったことがわかる

1,000 人 ％ 1,000 人 ％

年齢層別の農村部人口（1990-2000 年） 年齢層別の都市部人口（1990-2000 年）

（右軸）

（右軸）

1990 年当時の年齢 1990 年当時の年齢

消耗率

出所：ザンビアの人口国勢調査に基づく WDR 2008 チームの試算．
注：棒グラフは 10 年を間に挟んではいるものの，1990 年と 2000 年の両方の国勢調査で観察した同一の人々のグループを示
す．2 つの観察値の消耗率にはネットの移出と死亡の両方が含まれる．年齢は 1990 年当時の年齢を示す．

移住パターンが逆転して，最近では都市部から農村部への移住が増加している

農村部の人口（都市部生まれ） 都市部の人口（農村部生まれ）

1,000 人 1,000 人

1990 年当時の年齢 1990 年当時の年齢

注：棒グラフは 1990 年と 2000 年に同じ年齢層に属し，都市部（あるいは農村部）生まれで農村部（あるいは都市部）に住
んでいた人数を示す．2 つの観察値の相違には移住と死亡の両方が含まれる．

出所：Potts 2005; World Bank 2005p; ザンビアの人口国勢調査に基づく
WDR 2008 チームの試算．
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土地配分 土地分布
（ジニ係数）

平均農場規模
（ヘクタール）

農場数の変化
（％）

総面積の変化
（％）

農場規模の定義 a

国 期間 初年 終年 初年 終年
小規模化（不平等拡大）

バングラデシュ 1977–96 43.1 48.3 1.4 0.6 103 –13 総面積
パキスタン 1990–2000 53.5 54.0 3.8 3.1 31 6 総面積
タイ 1978–93 43.5 46.7 3.8 3.4 42 27 総面積
エクアドル 1974–2000 69.3 71.2 15.4 14.7 63 56 総面積

小規模化（不平等縮小）
インド 1990–95 46.6 44.8 1.6 1.4 8 –5 総面積
エジプト 1990–2000 46.5 37.8 1.0 0.8 31 5 総面積
マラウイ 1981–93 34.4 33.2b 1.2 0.8 37 –8 作づけ地
タンザニア 1971–96 40.5 37.6 1.3 1.0 64 26 作づけ地
チリ 1975–97 60.7 58.2 10.7 7.0 6 –31 耕作地
パナマ 1990–2001 77.1 74.5 13.8 11.7 11 –6 総面積

大規模化（不平等拡大）
ボツワナ 1982–93 39.3 40.5 3.3 4.8 –1 43 作づけ地
ブラジル 1985–96 76.5 76.6 64.6 72.8 –16 –6 総面積

大規模化（不平等縮小）
トーゴ 1983–96 47.8 42.1 1.6 2.0 64 105 作づけ地
アルジェリア 1973–2001 64.9 60.2 5.8 8.3 14 63 耕作地

表3.3　農場規模と土地配分の変化

出所：Anríquez and Bonomi 2007．計算は農業国勢調査に基づいている．
a．総面積，耕作地（耕作可能な土地），作づけ地（作づけされている土地）のいずれか．
b．不平等はマラウイの 2004/05 年度家計調査から入手．

図 3.6　農場規模の分布はしばしば二元的

農場の割合（％） 農場の割合（％） 農場の割合（％）
バングラデシュ インド ブラジル

バングラデシュ インド ブラジル
土地の割合（％） 土地の割合（％） 土地の割合（％）

農場規模（ヘクタール，対数目盛） 農場規模（ヘクタール，対数目盛） 農場規模（ヘクタール，対数目盛）

農場規模（ヘクタール，対数目盛） 農場規模（ヘクタール，対数目盛） 農場規模（ヘクタール，対数目盛）

出所：農業国勢調査に基づく推計（Anríquez and Bonomi 2007）．
注：農場規模は対数目盛．
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地の区画があまりにも小さいという状態に陥って

いる．ほとんどの土地は大農場の手中にあると同

時に，ほとんどの農場は小規模であるという状況

がみられる注 48．この二元的なパターンはブラジ

ルでは過去 30 年間にわたって顕著になってきて

いる．すなわち，中規模農場の数が減少する一

方，小規模農場と大規模農場両方の数が増加して

いるのである．また，小規模農場が占める土地

のシェアは漸減する一方，大規模農場のシェア

は漸増している（図 3.6）．バングラデシュでは，

農場数が 20 年間で倍増しており，特に 0.2 ヘク

タール未満の農場の数はそれ以上の増加を示して

いるのに，土地の大部分は依然として大農場が

保有している注 49．加えて，このような地域では，

どんな形であれ土地へのアクセスがまったくな

い農村家計のシェアが高くなっている注 50．した

がって，土地の集中は小自作農や土地をもたない

農民の資産圧縮の原因となっている．

　土地の不平等を永続化させているメカニズムと

しては，所有権があいまいで土地市場が分断され

ていることや，資本市場やその他の投入物ないし

産出物市場へのアクセスが不平等なことが指摘で

きる．もっと一般的にいえば，多くの農村社会に

おける不平等は，エリート層が公共サービスを支

配していること，低い教育程度・健康状態や栄養

状態の悪さを通じて貧困の世代間移転が生じてい

ること，貧困が文化的に深く定着していることな

どによって永続化しているのである（ボックス

3.5）注 52．

　女性の土地アクセセスは不利な婚姻法や相続

法，家庭やコミュニティの規範，市場への不平等

なアクセスによって制限されていることが多い．

女性は土地を保有している可能性が低く，女性保

有者の土地は男性に比べて小さい傾向にある．ラ

テンアメリカのサンプル諸国に関するデータによ

れば，全土地保有者のうち女性はわずか 11-27％

にすぎない．ウガンダでは，女性は農業生産のな

かで大きなシェアを占めているのに，土地の 5％

を保有するにすぎず，しかも使用している土地に

ついては保有権が不確実な場合が多い注 53．

　各国の例をみると，基本的なメカニズムがあ

る程度わかる．ネパールの女性は最近法律が改

正されるまで，親から土地を相続することがで

きなかった．マラウイでは，寡婦は夫の親族に

よる土地の横取りで土地を失うことがある．慣

習的な保有権制度の下では女性の土地に対する

権利は男性よりも弱い．ガーナの事例では，そ

ういった場合に所有権が個人ベースに変更され

ボックス　3.5 新技術と積極的差別政策でインドの社会的不平等は減少

　文化的，社会的，民族的グループの間にみられる不平等

は，経済的機会へのアクセスが違うことを反映しているのが

普通である．インド経済におけるカーストに基づく不平等の

執拗さを検討してみよう．不遇な「指定」カーストや指定部

族のメンバーは，典型的には，主要な村落とは地理的に離れ

た別の村の居住地で暮らしている．居住地の分離は指定カー

ストや指定部族が消費する公共財（衛生設備，飲料水，地方

道路，学校など）が，裕福なカーストが消費するものとは区

別されており，総じて質が悪いということを意味する．

　政府は資金供与の対象を貧困層が居住する地域にしぼるこ

とによって不平等を削減することができる．インドでは多く

の政府プログラムが，まさしく指定カーストの居住地向けに

資金を支出するよう義務化されている．最近の研究による

と，そのような規制によって貧しい居住地で高水準の投資が

確保されていることが示されている．しかし，このような政

策では主要村落の施設に多額の資源を割り当てているという

村政府の現在の偏向を大幅に是正することはできない．

　インドは地方政府の仕組みを最近パンチャーヤト（村会）

制度に変更したが，これには女性と指定カースト・部族のメ

ンバー向けに議席を留保しておくことが盛り込まれている．

参加型のコミュニティ・ベースのアプローチを新たに強調す

ることで，限界的なグループが力をつけられる可能性が生じ

ており，文化的な規範に挑戦するとともに，伝統的な権力構

造を変化させつつある．

　村落と世界の生産，消費，統治とを結びつける新技術は，

伝統的規範への依存をさらに低下させるだろう．テレビや通

信の影響で農村部の消費者選好は変化してきている．農業，

情報技術，貿易，輸送における技術変化は，農村部の大勢

の人々にとってチャンスを拡大している．新知識へのアクセ

スは必ずしも伝統的な社会的階層制とは相互関連性がないの

で，伝統的な不平等の罠を打破するのに役立つ．しかし，情

報や資本へのアクセスが伝統的規範よりも重要になるのにつ

れて，新たな不平等につながる可能性もある．

出所：Kochar 2007; Rao 2007．
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ると，土地に対する女性の権利は強化される．

しかし，男性の世帯主に権利を委譲するという

権利付与プログラムは，既婚女性に土地アクセ

スを保証するのに役立っていた慣習的な制度の

崩壊の原因となっている注 54．

家畜：乾燥 /半乾燥地帯を中心に貧困層に
とっては重要な資産
　家畜は農村家計のポートフォリオのなかで，し

ばしば最大の非土地資産となっている．ブルキナ

ファソとエチオピアでは，家畜は農村家計の富

の半分以上を占めている．アフリカやアジアの乾

燥 / 半乾燥地帯では，家畜は農村家計にとって唯

一有望な農業戦略となっている（ボックス 3.6）．

そういう流れからすると，家計の福祉というのは

家畜群の規模とそれに影響するショックに左右さ

れる．途上国の畜産品に対する需要の急増を背景

に，家計の資産ポートフォリオの一環としてだけ

でなく，貧困を削減する潜在力としても家畜の価

値が高まっている注 55．

　分析の対象になった 14 カ国では，農村家計の

大半は何らかの家畜を所有しており，アルバニ

ア，エクアドル，ネパール，ベトナムでは，その

割合が 80％を超えている．最貧家計でさえ，パ

キスタンを例外として，40％以上が家畜を保有

している．その保有家畜には小動物が多い．畜牛

を保有している農村家計は 40％以下にとどまっ

ている．家畜保有者のうちトップ 20％が保有す

る家畜のシェアは 42-93％の間でバラツキがあ

り，家畜の保有がきわめて不平等であることを示

している．このような不平等は土地保有の場合と

まさしく類似している注 56．

公式および非公式の社会資本に対するアク
セスの格差
　公式組織や非公式組織（およびコミュニティや

民族別ネットワーク）のメンバーであることは，

農村部の貧困層にとって重要な資産であり，投入

物や産出物の市場，保険，取引の信頼性，政治決

定に対する影響力などへのアクセスにとって重要

である．社会的ネットワークは社会的学習を通じ

て技術の採用を促進することもできる．そのよう

なネットワークから疎外されていると選択が非常

に制限されることになるが，もっとも疎外される

可能性が高いのが貧困層である．社会資本は農民

にとって単に重要というだけにとどまらない．非

農業部門における機会（業者にとって，また仕事

の紹介について）や移住をも決定する．スリラン

カやその他の諸国における（しばしば隔絶した）

大農場の農業労働者にとって，ネットワークの欠

如は上方移動性に対する重大な制約となる注 57．

　生産者組織は多数の小自作農にとっては社会

資本の一環をなしており，小自作農の競争力に

貢献している．生産者組織のある村落の割合は

1982-2002 年の間に，セネガルでは 8％から

65％に，ブルキナファソでは 21％から 91％に

上昇した．全農村家計でみると，生産者組織に加

盟しているシェアは，セネガルでは 69％，ブル

キナファソでは 57％に達している．アフリカと

ラテンアメリカの他の諸国に関する細切れのデー

タでも，そういった地方組織の数の急増が示唆さ

れている注 58．

ボックス　3.6 牧畜による不安定な生計

　牧畜と農牧畜が乾燥地帯における主要な農業生産システ

ムであり，世界全体で 1-2 億人の生計を支えている．牧畜業

者と農牧畜業者のうち極貧層は 3,500-9,000 万人と推定され

る．牧畜業者の地域的な分布をみると，サハラ以南アフリカ

40％強，中東・北アフリカ 25％，東アジア 16％，南アジ

ア 8％，ラテンアメリカとヨーロッパ・中央ジアはそれぞれ

4％となっている．

　遊牧（水と牧草の入手可能性にしたがって動物を連れて各

地を点々とする）は何世紀にもわたって発展してきたもの

で，降水が予測不可能な地域では生活を維持するのに好適で

ある．しかし，牧畜業者の生計は気象条件と密接な関係があ

るためきわめて脆弱である．

　家畜の多様性，柔軟性，移動性に関する牧畜戦略は，不安

定な環境下における合理的で決定的な生存メカニズムを反映

している．このような戦略は政策によって強化が可能であ

り，サヘル地帯の一部諸国（ブルキナファソ，マリ，モーリ

タニア，ニジェール）は，牧畜業者の権利を法的に認めて，

放牧地資源の管理を改善することを目指した政策改革を推進

している．しかし，特にアフリカを中心に，限界地をカバー

する広大な地域を国立公園や生物多様性保護地域として別扱

いにするという最近の努力は，牧畜業にとって新たなチャレ

ンジを提起している．
出所：Blench 2001; Rass 2006; Thornton 他 2002．
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　公式ネットワークからの疎外は典型的には男性

よりも女性に影響する．女性は生産者組織に加盟

している可能性が低く，文化的な規範によって加

盟そのものが制約を受けている．しかし，例外も

ある．セネガルでは，生産者組織への加盟は女性

のほうが男性よりも多い．バングラデシュとイン

ドでは，自営業者やマイクロ・ファイナンスの団

体は主として女性で構成されている．アンドハ

ラ・プラデシュ州では，800 万人以上の女性を

カバーしている貧困削減プログラムは，そのよう

な自助グループの基盤をにさらに強化して，グ

ループ融資や農産物や投入物供給の集団マーケ

ティングに対するアクセスを拡大している注 59．

リスクの蔓延と高価な対応

　農業は経済活動のなかでもっともリスクの高い

部門の 1 つであるにもかかわらず，農村部では

有効なリスク削減手段がまったく欠如している．

マイナス方向の打撃があると，土地や家畜の投売

りを通じて資産が涸渇化する．家計がそのような

損失から回復するには非常に長い時間を必要とす

る．所得と資産のショックが同時に発生すると，

家計は消費の削減か資産の取り崩しかのいずれか

の選択を余儀なくされる注 60．これはリスクを管

理し，ショックに遭遇した際には，それに対処で

きるように家計の能力を高めておく政策の必要性

を示唆している．

　農村家計は天候や健康に関連するショックを最

大のリスクとして指摘することがしばしばであ

る．旱魃に伴う生産や福祉の直接的な損失は甚大

になり得る．タンザニアのキリマンジャロでは，

調査の前年に降水が平年を大きく下回ったと報告

した農民は，農業収入の 50％減少と消費の 10％

削減を経験している．家族に病人やけが人が出る

と，労働時間の損失ですぐに所得が減少し，治療

費の支出で家計の貯蓄も涸渇する．アフリカ，ア

ジア，ラテンアメリカに関する研究によれば，か

つては非貧困層だった家計で慢性的な貧困に陥っ

たうちの半分以上は健康のショックが原因であ

る．農民は土地保有に関するルールや貿易に関す

る規則が突然変更されることも心配している．農

民にとっては，国家も追加的な非付保リスクにな

り得るのである．コロンビアにおけるように，農

村部における政治的な暴力や犯罪も農業生産性の

大幅な低下を引き起こすことがある注 61．

　保険や信用の市場に対するアクセスが欠如し

ているため，農業生産者は特に脆弱になってい

る．そこで，家計は通常は平均収益率が低いも

のの，リスクの小さな活動ないし技術を選択す

ることによって，自分の消費リスクを削減して

いる．インドの半乾燥地帯にある農村部では，

そのような自家保険が原因で貧困層の収益率は

自家保険の必要性がない場合と比べて 35％も低

くなっている注 62．

　ショックは個別的であることも（ある家計の活

動と近隣家計の活動の関係が薄い場合），あるい

は共変動することもある（同じ地理的な地域ない

し社会的ネットワークに属している家計が全員同

じようなショックを経験する場合）．ショックの

個別性は局地的な気象条件，局地的な野生生物の

被害，害虫の襲撃，病気，火災や窃盗による財産

の損失などが原因で生じる．そのようなショック

は，原則的には，近隣地域内の保険によって管理

が可能である．それとは対照的に，共変動的な

ショックは戦争，自然災害，価格の不安定性，金

融危機などから生じるため，局地的に付保するこ

とが困難であり，部外者による何らかの協調対応

が必要となる．しかし，個別的なリスクでも大き

な影響をもたらすことがあるため，地方における

リスク管理には改善の余地があるといえよう．

　農業のリスクは増加しているのだろうか？　最

近の実証データによると，異常気象（旱魃，洪

水，その他の自然災害）の明らかな増加に起因す

る変動性の増大は，灌漑や家畜の利用拡大に伴う

変動性の減少で相殺されている注 63．しかし，異

常気象ないし自然災害のコストは，人口や耕作が

より脆弱な地域にまで拡張していることを反映し

て増加傾向にある．さらに，異常気象に対する経

済的コストも増加している．リスク削減につなが

る技術の採用が可能でない限り，生産システムが

より多くの資本を使うようになっているためであ

る．つまり，投資が増えれば資産のリスク・エク

スポージャーも増えることになるので，それが貧
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しい家計にとっては信用利用の拡大を阻害する要

因になっている．リスク軽減措置が欠如している

と，必ずしも貧しいとはいえない大勢の農民さ

え，依然としてショックに脆弱な状態にとどまっ

ているゆえんである．

　貧困地域では総じてリスクも高い．最貧地域で

ある遠隔地ほど，往々にして価格が乱高下しやす

い．市場アクセスが限定的でコストが高いため，

地方的な需給のショックを相殺するのが困難なた

めだ．貧困家計は悪天候について付保手段があま

りないにもかかわらず，気象関連の災害に遭遇す

ることが頻繁である．しかも，インフラの対象範

囲と有効性が不平等であるため，悪影響がいっそ

う大きくなる．低所得国の人々と高所得国の人々

を比較すると，前者が自然災害で死亡する確率は

後者の 4 倍超にも達している注 64．したがって，

非付保リスクと貧困が相まって，永続的な困窮と

いう下方スパイラルが生み出されることになる．

保険の欠如と資産の涸渇化
　所得や資産のショックから家計を保護できない

と，健康，栄養，学校教育などへの投資減少を通

じて，幾世代にもわたり長期的に悪い結果をも

たらす．多くの場合，ショックからの回復は遅

く，次のショックが発生する時までに回復が完了

していないのが普通である．また，所得に関す

るショックの場合，貧困層の回復は非貧困層よ

りも遅い．ジンバブエの孤立した地域の家計は，

1992 年の旱魃で蓄牛の 80％を失った．1997 年

までに平均的な群れの規模は旱魃前の 50％水準

を回復したものの，蓄牛を全部失った家計ではほ

とんど回復がみられなかった注 65．

　ショックへの対応で次世代への投資が犠牲にな

ることが多い．旱魃の年には幼児死亡率が上昇す

るだけでなく，生存者も発育が阻害され，それが

将来的に教育達成度や生涯所得に影響する．農村

家計は降水不足や失業のショックに対しても，子

供を退学させたり，出席を減らしたりして，家事

や農作業を手伝わせるという形で対応することが

しばしばである．たとえ短期間でも休学を経験し

た子供たちは，復学の可能性がずっと低くなって

いる注 66．

　マイナスのショックは男女別に影響が異なり，

通常は貧困家計の女性（あるいは少女）が最大の

被害を受ける．ショックがあった際に現行の消費

水準を維持しようとすれば，環境が悪化して将来

の生計が犠牲になることもある．ショックで共有

財産に対する圧力が強まり，保護地域での密猟や

侵食が増加し，牧畜コミュニティと農耕コミュニ

ティの間で対立が強まる注 67．したがって，農村

家計を非付保リスクから保護することは，もっと

政策の関心を呼んでしかるべき分野の 1 つであ

るといえる（第 6 章）．

競争という小自作農のチャレンジ

　農業が成長や貧困削減に貢献する潜在力は小

規模農場の生産性に左右される．途上国の圧倒

的多数は小自作農であり，その 85％は 2 ヘク

タール未満の農業に従事していると推定されて

いる．バングラデシュ，中国，エジプト，マラ

ウイという互いにまったく異なった諸国では，

農場の 95％は 2 ヘクタール未満であり，それ以

外の多くの諸国でも大半の農場は 2 ヘクタール

未満である注 68．家計の資産賦存状況と農業の生

産性の関係を研究した文献では，ずっと以前から

農場の規模と全要素生産性は逆相関関係にあるこ

とが強調されている．理論と実証データの両方に

よれば，土地と労働の両市場が不完全な場合に

は，そのような関係が一般的である注 69．逆相関

関係は土地を小自作農に再配分して，効率性と公

平性の両方を高める土地アクセス政策の強力な論

拠となっている．

　小自作農業は家族農業とも呼ばれており，1 つ

の家計が限定的に雇った労働者を使いながら運営

している小規模農業である．先進国でさえ，それ

が農業ではもっとも一般的な組織形態である．小

自作農業がもっている組織形態としての優越性に

関する記録には驚くべきものがある．多くの諸国

が小自作農業は非効率で，遅れており，変化に逆

らうものであると信じて，大規模農業を発展させ

ようと努力してきた．しかし，結果は冴えないど

ころか，大損害をもたらした場合さえある．サハ

ラ以南アフリカでは，特に植民地時代に行われた
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国家主導の農業を集約化するという努力は，大規

模農業に焦点を当てたものであり，持続可能では

なかった．それに対して，最終的には小規模な家

族農場を発展させることを決定したアジア諸国

は，緑の革命を打ち出すことができた．中国で集

団農場が十分な生産インセンティブの提供に失敗

し，また，インドやインドネシアで飢餓の危機が

発生しそうになったことを受けて，アジア諸国は

小自作農業を支援し始めたのである．小自作農業

を（さまざまな政治的理由で）促進した諸国は，

農業を成長のエンジンや工業化のベースとして活

用したのである．

　小規模農民は大規模農民よりも資源を効率的に

使っていても，小規模であることに伴う不利があ

るだろう．小自作農業は労働監督問題を克服する

のに有利かもしれないが，他の要因が競争力上の

優位性を帳消しにする可能性があろう．耕作地の

収量はより多くの肥料を初めとする投入物を適用

している大規模農場のほうが高いであろう．さら

に，格差は長期的に拡大している可能性もある．

例えば，ブラジルとチリの両国では，小規模農場

の穀物収量の増加は大規模農場のそれにおくれを

取っている（図 3.7）．

　収量に格差が生じるのは，信用や保険の市場が

不完全で，小自作農はより生産的な資本集約的な

技術ないし高付加価値の産物を採用することがで

きないためだ．ブラジルに関するデータは，市場

自由化に伴う価格変化が技術的に進んだ生産者に

とって有利であったことを示唆している．大規模

農家は価格や収量の変動にうまく対処するととも

に，農産物加工の需要にも対応している．資本や

保険の市場の不完全性と取引コストの高さが相

まって，土地の売買および賃貸の市場は土地を

もっとも効率的な利用者（小規模農家）に割り当

てることができなかった注 70．加えて，このよう

な市場では競争が不完全で，それが大規模農場に

土地が集中するのに有利に作用したのであろう．

このような複雑さがあることを考えると，小自作

農のために土地，資本，リスクに対象をしぼった

政策を総合的に検討する必要性がある（第 6 章）．

　さらに，生産に関しては規模にかかわらず収

益率は一定かもしれないが，「新しい農業」にお

いては，投入物，技術，情報の入手にとって，ま

た，農産物を市場に出すことにおいては，規模の

経済が鍵となる（第 5 章）．農業がより技術主導

型になり，消費者へのアクセスが農産物加工業者

やスーパーマーケットに仲介されるようになる

と，規模の経済は小自作農の将来的な競争力に

とって重大なチャレンジとなるだろう．

　このようなさまざまなメカニズムはすべて小規

模農場の優位性を逆転させたり，あるいは無関係

なものにしたりすることによって，家族農場が没

落する可能性につながる（ボックス 3.7）．小自

作農業における主観的な「危機」は，インドで重

債務農民の自殺が頻発していること，アフリカで

食用作物の生産性が長期的に停滞していること，

ラテンアメリカの多数の諸国で政治的不安定性に

貧しい（先住民の）農民が一定の役割を果たして

図3.7　ブラジルとチリの主食作物に関して，小規模農場の収量は大規模農場におくれを取っている

ブラジル チリ
トウモロコシ（トン / ヘクタール） 小麦（トン / ヘクタール）

農場規模（耕地，ヘクタール，対数目盛） 農場規模（耕地，ヘクタール，対数目盛）

出所：Anríquez and Bonomi 2007．
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いること，南アジアや東アジアで農村部対都市部

の所得格差が拡大していることなどに象徴されて

いる．しかし，政府が競争条件を小自作農にとっ

て不利にしない限り，小自作農が競争力を高める

のに有益な政策手段はたくさんある．

小自作農企業家と協調
　小自作農部門が多種多様であるということは，

市場に新しいチャンスが出現すれば，企業家精神

にあふれた小自作農グループがそれに反応する可

能性が高いことを意味する．資産アクセスの改

善，新しい技術，インセンティブの改善があれ

ば，主食作物や高付加価値作物に関して市場参加

者となる小自作農が増えるだろう．

　小自作農は生産者組織を結成することによっ

て，高い取引コストを克服すべく集団的に行動

することができる（第 6 章）．大規模な商業的農

民と小自作農の協力がもう 1 つの可能性である．

小自作農は時には自分の土地を賃貸に出したり，

大規模農場で働いたりすることによって，投入物

や産出物の市場にかかわる規模の経済から利益を

享受することができる注 71．このようなタイプの

取り決めによって小自作農の交渉力を高めれば，

利益が小自作農と大規模農場によって共有される

ことを保証するのに役立つだろう．

結論

　貧困を脱却するための強力で補完的な道は，小

自作農業，農業や農村部非農業経済における労

働，移住の 3 つである．以下の各章では，農村

部の貧困層のために，資産保有高を増加し，資産

にかかわる収益率の水準と変動性を決定する条件

を改善することによって，このような道を開拓・

拡大することができる政策やプログラムについて

検討する．第 4-8 章では，どうしたら貧困脱却

の道を提供するために農業をもっと有効にするこ

とができるかを探求する．第 9 章では，農業の

労働市場，農村部の非農業経済，移住が提供する

可能性を検討する．

　小自作農業は市場指向型農業と自給自足農業が

併存して多様であるため，どちらか一方を他方よ

ボックス　3.7 農場は小さくなりすぎているか？

　人口の圧力，土地所有の不平等，細分化を好む社会的規範

を背景に，アジアとアフリカの多くの諸国では，農場の規模

が急速に縮小している．平均的な農場規模は，中国やバング

ラデシュではわずか約 0.5-0.6 ヘクタール，エチオピアやマ

ラウイでは約 0.8 ヘクタールにすぎない．農場は「あまりに

も小さい」状態に陥ってしまったのだろうか？

　農場規模に関する議論は以下のようなさまざまな懸念が動

機となっている．まずは，農場規模と効率性の逆相関関係は

規模があまりに小さい農場では妥当しないとか，たとえそう

いった農場が効率的であったとしても，農村家計が農業所得

だけに基づいて貧困を脱するには小さすぎるとか主張する意

見がある．他方，小規模農場は労働市場が適切に機能してい

ないとすれば，失業を偽装しているという主張もある．この

ような議論の妥当性は代替的な収入源や小規模農場のセーフ

ティネットとしての価値にも左右される．

　関連した問題として，農場規模の縮小は農村部対都市部の

所得格差を拡大させるかどうかということがある．多くのア

ジア諸国では都市部の賃金が上昇しているので，格差の拡大

を回避するためには，農業の労働生産性が上昇しなければな

らないだろう．そのような生産性上昇を達成する 1 つの方

法は，農場の集約化と機械化にあるのかもしれない．

　土地に関する賃貸や売買の市場を活性化する政策があれ

ば，そのような集約化を促進することができる．したがっ

て，土地所有の不平等や土地をもたない人々の増大は貧困層

にとって有益な変化のプロセスと同時に発生し得る．ベトナ

ムがまさにその適例であるが，農村開発と所得源の多様化を

推進したおかげで，貧困は大幅に削減されている．逆に，保

有権が不確実である場合，売買や賃貸の市場を通じる土地の

再配分が阻害されて，そのような利益は得られない．日本で

は，政府が土地の賃貸市場に介入しているため，小規模で非

効率的な農家が保護されている．中国では，非農業経済への

移行を円滑にするため，保有権の確実性を高めることが叫ば

れている．そういった政策変更がなければ，中国では農場規

模の縮小傾向は継続するであろう．

　他の諸国では，政策主導による土地の集約化が検討されて

いる．しかし，メリットは必ずしも明確ではない．という

のは，土地へのアクセスを失う家計が出てくるからだ注 77．

しかし，土地の賃貸市場を通じて集約化が進展する場合に

は，全員に有利な状況が生じる．あるいは，小規模農場の生

産性が上昇すれば（高付加価値作物や食用作物にかかわる高

収量技術を通じて），小規模農場の所得は増加することにな

る．

出所：Anríquez and Bonomi 2007; Deininger and Jin 2003; Otsuka 2007; 
Ravallion and van de Walle 近刊．
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りも優遇することがないようにするとともに，自

給自足農業から市場指向型農業への移行を急ぎつ

つ，全家計のユニークなニーズに応える多様な政

策が求められている．グローバルな食料市場，科

学技術，競争力に影響する広範な制度にかかわる

最近の変化は，小自作農企業家にとって新たな

チャレンジを生み出している．と同時に，新たな

機会も切り開いている．このようなチャレンジに

取り組み，このような機会をつかむことによっ

て，小自作農は特に小自作農に対する伝統的な偏

見を逆転させるような政策がある場合には，農業

の道を通じて貧困から脱却することができる．
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　1970 年代半ば，価格の急騰がグローバルな食料危機を

引き起こしたことを受けて，食料安定確保（あるいは食料

安全保障）という概念が登場した．人々の関心は最初は食

料の入手可能性に集中したが，その後すぐに食料アクセス

と食料使用にシフトし，最近では十分な食料に関する人権

に関心が向いている．153 カ国が批准した「経済的，社

会的及び文化的権利に関する国際規約」は，加盟国に対し

て漸進的に食料に対する権利を実現するよう義務づけてい

る．

　一般的に受け入れられている食料安定確保の定義は次の

通りである．

すべての人々が，あらゆる時に，活動的で健康的な生

活のために，食事ニーズと食料選好を満たすべく，十

分で，安全な，栄養のある食料に対して，物理的，社

会的，経済的なアクセスを有していること
注 1

．

　食料確保が慢性的に不安な人々は十分食べたことがまっ

たくない．食料確保が季節的に不安定な人々は，シーズン

オフに食料消費が十分な水準を下回る．食料確保が一時的

に不安定な人々は，経済的なショックや旱魃などの自然か

ら受けるショックの結果として，食料消費が下限水準を下

回り，時としてそれが永続的な結末に陥る．

　農業投資は食料の安定確保を高めるのに重要である．そ

の経路は複雑で重層的である．生産性が上昇すれば農村の

所得が増える一方で価格が低下するので，貧困層には食料

へのアクセスが容易になる．その他の投資（灌漑や旱魃耐

性作物の改善など）も旱魃の影響を緩和することによっ

て価格を低下させる．外貨不足の国や食料輸入のインフラ

が未整備の国では，生産性の引き上げが食料の安定確保に

とって鍵となる．同じことは食料市場へのアクセスが悪い

家計にも当てはまる．農作物の栄養価が改善すれば，特に

食物の栄養素含有量を改善する生物強化を通じて食事法の

改善につながる．農業が食料の安定確保について行う貢献

は，慢性的および一時的な貧困層を保護するために，保険

や食料援助を含むセーフティネットに加えて，貧困層の所

得を引き上げるための中期的なプログラムで補完する必要

がある（第 9 章）．

確実な世界，不確実な家計
　世界的にみると食料は安定的に確保されており，現在の

世界人口の食料ニーズを満たすのに十分な生産が行われて

いる．ただし，将来のグローバルな食料安定確保も当然で

あると考えるべきではない．資源の稀少化と気候変動の深

刻化に伴う不確実性があるからだ（第 2 章）．しかしなが

ら，8 億 5,000 万人が栄養失調に陥っている
注 2

．そこで，

ミレニアム開発目標の筆頭には国連の FAO が制定した栄

養失調の指標で定められている飢餓を半減するという目標

が含まれている
注 3

．

　栄養失調の割合がもっとも高いのはサハラ以南アフリ

カであり，3 人に 1 人は慢性的な飢餓で苦しんでいる（図

C.1）．栄養失調の人数が最多なのは南アジア（2 億 9,900

万人）で，東アジア（2 億 2,500 万人）がそのすぐ後に

続いている．

　過去 10 年間で栄養失調率は東アジアでは年 3％以上，

南アジアでも同 1.7％のテンポで低下してきたものの，栄

養失調者数が減少していないことが懸念材料として残って

いる．1970 年代には 3,700 万人，80 年代には 1 億人が

飢餓から脱したものの，90 年代になるとわずか 300 万人

に鈍化している．

　食料の確保が不安定な人々がなぜ何百万人もいるのだろ

うか？　食料安定確保というのは，個々の消費者が入手可

能でアクセス可能な食料の栄養的な利益をフルに享受する

のに，十分で安定した食料の入手可能性があるかどうか，

十分で適切な食料へのアクセスがあるかどうか，適切に

使用しているか，そして健康かどうかに左右される．入手

可能であることは必要であるが，アクセスを確保するため

には十分ではない．そしてアクセスの確保は必要ではある

が，効果的な使用のためには十分ではない．

フォーカス　C 農業生産と食料安定確保の関連

　現在，世界には全ての人が食べていける十二分な食料があるにもかかわらず，8 億 5,000 万人もの人が食料の安定
確保について不確かな状況におかれている．食料の安定確保を実現するためには，食料に関する入手可能性，アクセ
ス，使用が十分でなければならない．農業は以下を提供するのに重要な役割を果たしている．①食料の世界的な（一
部の農業ベース諸国では国および地方の）入手可能性，②食料を購入するための重要な収入源，③高栄養価の食料．
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食料の入手可能性――食べるのに十分な生産をして
いるか

　1970 年代半ばの世界的な食料危機に伴う価格高騰は，

多数の食料不足国では外貨準備不足のためにいっそう悪化

し，食料の輸入が制約を受けた．この価格上昇を受けて，

なかには目を内に向けて，国内生産を通じた食料の自給自

足に努力する諸国も登場した．しかし，現在では国際市場

が深化し，実質価格が低下し，変動相場制を採用する国が

増加しているため，ほとんどの諸国は貿易によって食料確

保や価格を安定化することができる（第 5 章）．また，ほ

とんどの国が輸出基盤を多角化して，輸入能力を拡大させ

ている．

　しかし，食料の入手可能性は一部の農業ベース諸国では

依然として懸念材料である．多くの国で主食作物について

1 人当たりの国内生産が減少傾向をたどっている
注 4

．ブ

ルンジ，エチオピア，ケニア，マダガスカル，ナイジェリ

ア，スーダン，タンザニア，ザンビアでは，1995-2004

年について主食作物の 1 人当たり伸びが年率 –1.0％から

–1.7％のレンジでマイナスとなっている．加えて，多くの

農業ベース諸国では主食作物生産が主として雨水に頼っ

ているため，天候の変動を原因とする乱高下を経験して

いる．例えばスーダンでは，国内の主食作物生産の変動

係数は 25％にも達している．これは少なくとも平均生産

の 25％に達する不足が 6 年ごとに発生することを意味し

ている．また，他の多くの諸国でも変動係数は同じように

高い．ニジェールとマラウイは 18％，ルワンダ 15％，ブ

ルキナファソ，チャド，ケニア，ウガンダ，イエメンは各

10％以上となっている．

　国内生産の停滞ないし減少と乱高下が，国家レベルで食

料の入手可能性について潜在的な問題を提起していること

は明らかである．この問題は輸入で対処できるだろうか？

　その答えは多くの諸国でイエスである．しかし，一部の

諸国に関しては，そこで消費されている主食作物は貿易の

可能性が低く，国際的にほとんど取引されていない（第 1

章）．首都や沿岸都市は国際市場でうまくまかなえるとし

ても，隔絶した地域ではインフラが貧弱なため，食料の輸

送コストがあまりにも高くつく．

　貿易の可能性（すなわちインフラが整備され，主食作物

が国際的に取引されていること）以外では，外貨の入手可

能性が低ければ輸入能力は制約されるのが普通である．エ

チオピアの例を考えてみよう．援助がないとすれば，現在

の水準を維持するためには，主食作物消費の平均 8％を輸

入しなければならないだろう．さらに，6 年ごとに発生す

る 9％の生産不足は，輸入を倍増させないと穴埋めできな

い．しかし，食料援助がない場合，エチオピアは外貨受け

取り額の 16％をすでに食料輸入に支出しているため，輸

入増加に必要な余裕はほとんどないであろう．

　農業ベース諸国はほぼすべてが主食作物については純輸

入国で，過去 10 年間をみると総消費の平均では 14％を

輸入しているが，ギニア・ビサウ，ハイチ，イエメンでは

輸入依存度が 40％以上に達している．輸入依存度や食料

輸入が利用可能な外貨の 20％と高水準に達しているなか

で，世界全体の価格の変動は輸入能力，したがって国内の

食料入手可能性に追加的な緊張をもたらす．世界価格の変

動性は大きく，変動係数は約 20％に達している．

　主食作物の需要は価格弾力性が低く，市場も深みに欠

図C.1　栄養失調はサハラ以南アフリカがもっとも深刻

栄養失調率（対人口比％，2003 年）

栄養失調率の年平均変化率（1992-2003 年，％）

出所：http://faostat.fao.org; FAO 2006c．
注：丸の大きさは 100 万人単位で栄養失調の人数を示す．EAP―東アジア・太平洋，LAC―ラテンアメリカ・カリブ，SA―南アジア，SSA
―サハラ以南アフリカ，MENA―中東・北アフリカ，ECA―ヨーロッパ・中央アジア．
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けているため，食料の入手可能性問題（国内生産が低いこ

と，あるいは輸入が不足していることが原因）は，国内価

格の急騰と貧しい消費者（多くは農民）の実質所得の減少

につながる．貿易を行っている国でも，輸送と販売のコス

トが輸入価格と輸出価格の等価関係成立を阻害し，国内価

格は貿易を誘発することなく両価格の中間で推移すること

になるだろう．価格の変動性はほとんど自由化された市場

を擁している首都でさえ今でも大きいが，内陸の遠隔地域

ではさらに大きくなるだろう．

食料アクセス――食べるのに十分なものをもってい
るか
　しかし，栄養失調の状態にあるほとんどの人々にとって

は，食料へのアクセス欠如のほうが入手可能性よりも重大

な問題である．ノーベル経済学賞受賞者アマルティア・セ

ンは次のように述べたことで有名である．「飢餓というの

は一部の人が十分に食べられないという問題であって，十

分な食べ物がないということではない」
注 5

．皮肉なこと

に，食料確保が不安定な人々のほとんどは食料が生産され

ている地域に居住していながら，ネットでは売り手ではな

く買い手である（第 4 章）．貧困のため市場の食料にアク

セスすることが制約を受けているのである．国連の飢餓タ

スクフォースによると，飢餓者の内訳は，約半数は小自作

農で，5 分の 1 が土地のない人，10 分の 1 が農牧畜業者，

漁民，森林利用者となっている．残りの 5 分の 1 は都市

部の住人である
注 6

．現在，農業が特に女性の貧困層向け

に所得を生み出す能力は，食料の安定確保にとっては地方

で食料供給を増やす能力よりも重要である．女性は男性に

比べてより多くの所得を食料に支出する．グアテマラで

は，非伝統的な農産物の輸出で得た利益が女性によって管

理されている家計の食料支出は，男性が管理している家計

の 2 倍に達している
注 7

．

　インドは食料に関して不足国から過剰国に転換するとと

もに貧困を大幅に削減しており，1 人当たり所得はほとん

どのサハラ以南アフリカ諸国を凌駕する水準に達してい

る．にもかかわらず，2 億 1,000 万人もの栄養失調者と

世界全体の過小体重児童の 39％を抱えている
注 8

．バング

ラデシュ，インド，ネパールは過小体重児童の世界ランキ

ングで，上位 4 カ国中の 3 カ国となっている．第 4 位は

エチオピアで，過小体重児童の比率はインドとほぼ同じで

ある．一般的には，南アジアでは女性の地位が低いこと

が，農業主導による貧困削減に伴う食料安定確保の利益を

一部帳消しにしていると考えられている．

食料の利用――隠れた飢餓に終止符を打つ
　食料使用が食料の安定確保を栄養の安定確保に転換す

る．栄養失調は経済的に甚大な影響をもたらす．最悪の影

響をこうむった諸国をみると，個人の生産性損失は生涯所

得の 10％，GDP 損失は 2-3％に相当すると推計されてい

る
注 9

．しかし，栄養失調は単にカロリーへのアクセスが

制限された結果ではない．食料は入手可能かつアクセス可

能でなければならないだけでなく，質と多様性が適切で

（エネルギー量と微量栄養素の点で），安全に調理され，健

康な体で摂取されなければならない．病気にかかっている

と，体が摂取した食べ物を十分な栄養に転換する能力が阻

害される．

　食事に多様性が欠けたり，質が悪かったりすると，たと

えエネルギー摂取は十分であっても，微量栄養素欠乏症な

いし「隠れた飢餓」につながる
注 10

．隠れた飢餓は認知発

達を阻害するだけでなく，病気，失明，早死の原因になる

ことがある．今後 1 年間で，5 歳未満の児童 100 万人が

栄養失調で死亡する
注 11

．シエラレオネでは，女性の農業

労働者の間における鉄分不足で，経済には向こう 5 年間

で 1 億ドルの損失が生じる
注 12

．

　農産物と家畜の生産増加が農業によって食事を改善する

主要なルートであったが，今や農業は隠れた飢餓に取り組

むための追加的なルートを提供している．生物的な強化は

伝統的な品種改良やバイオテクノロジーを通じてビタミン

やミネラルを高水準にすることによって，主食作物品種と

食事の質を改善している．

　将来を展望すると，農業は引き続き食料安定確保の問題

解決に中心的な役割を果たすだろう．グローバルな食料生

産を維持・拡大して，食料の入手可能性を確保することが

できる．貧困層のために所得を生み出す主要な手段とし

て，食料へのアクセスを保証することができる．また，新

しい改良品種を通じて，食事の質と多様性を改善し，食料

安定確保と栄養安定確保の連動を促進することができる．
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貿易，価格，補助金に関する政
策を改革する

　農業は価格や補助金の政策に関する国内の議論

だけでなく，国際的な貿易交渉のなかでも論争の

種となっている．ウルグアイ・ラウンドやドー

ハ・ラウンドにおけるように，多角的貿易交渉で

は遅延の種，特に転換国では政治的緊張の種，特

に最貧国では開発パートナーとの政策対話におい

て挑戦的な分野となっている．改革は既得権益が

大きいため通常は政治的にセンシティブであり，

したがって，往々にして達成が困難である．にも

かかわず，農業の貿易，価格，補助金にかかわる

政策を改革すれば大きな利益が期待できる．しか

し，そういった利益は簡単には獲得できない．困

難な政策選択にかかわる政治経済学に取り組まな

ければならないからだ．改革には勝者と敗者の両

方がつきものである．

　農業政策は国よって大きく違う．歴史的には，

1 人当たり所得の増加に伴って，ネット・ベース

でみて課税する形から補助金を供与する形にシフ

トする傾向がある（第 1 章）注 1．低所得国は財

政の重要な収入源として輸出部門の農民に比較的

高い課税を行う一方，高所得国は農民に多額の補

助金を供与する傾向がみられるのである．このよ

うな相違はしばしば国内市場と世界市場の両方で

貧困層にとって政策バイアスを生み出す．

　農業に関して世界中で現存している貿易，価

格，補助金にかかわる政策は，経済的・社会的に

膨大なコストをもたらしている．それによって国

際商品市況は平均約 5％（品目によってはもっと

大きい）押し下げられ，途上国の農業生産の伸び

も低くなっている．政府予算のなかで大きなシェ

アを占め，成長率を高めるための投資が犠牲に

なっている．このような経済的・社会的コストは

過去 20 年間に特に途上国では減ってはきている

ものの，依然として膨大なものがあり，世界的な

所得格差の永続化に寄与している．このような政

策や投資の失敗を是正すれば，成長を加速し，貧

困を削減することができるだろう．

　本章では，先進国と途上国の両方で最近みられ

る次のような政策シフトをレビューする．改革に

よってどのような潜在的な利益があるか，改革で

だれが得をしだれが損をするか，成長を高め貧困

を削減すべくこのような改革を推進するのに必要

なテンポ・順序・補完的な政策．第 1 章で示し

た政治経済学的な枠組みが，主要な事例について

政策選択の決定要因と，貿易・価格のインセン

ティブや公共支出の効率性を改善する方法の理解

に役立つであろう．

先進国における農業の保護と補助金

　先進国の政策が途上国に及ぼす悪影響を削減す

ること――特に市場を開放し，生産を増やして，

世界価格を押し下げている先進国の補助金政策を

削減する努力を通じることによって――に大きな

関心が集まっている（ボックス 4.1）．先進国に

おける農業保護の強化とそれが途上国に与えるイ

ンパクトに関する懸念を受けて，1980 年代にな

ると世界市場における価格の歪みを是正するため

の国際的な努力に拍車がかかった．1986 年に貿

易交渉のウルグアイ・ラウンドが開始された際，

一部の農産物輸出国はケアンズ・グループを結成

して，貿易と関税に関する一般協定（GATT）の

加盟国が農業の貿易と補助金の改革をウルグア

イ・ラウンドの優先課題にすることを保証した．

さらに，途上国は 2003 年に開催されたドーハ・

ラウンドに関するカンクン閣僚会議で，先進国の

chapter4
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保護削減を確保するために G20 グループを結成

している．

改革の進展は遅々としており，補助は総合
的にはほとんど変化していない
　OECD 加盟国は農業政策を改革しつつあるが，

進展は遅々としている．農業生産者に対する平均

補助額を農家の受取総額に対する比率でみると，

1986-88 年（ウルグアイ・ラウンド開始時点）

の 37％から 2003-05 年の 30％への低下にとど

まっている．生産者補助相当額（PSE）と呼ばれ

る指標は，消費者や納税者から農業生産者に対し

て行われている年間の移転総額を，農場出荷段階

における農家の受取総額に対する比率として測定

したものである．これは農業を補助する政策措置

から導かれる指標であり，その性格，目的，農業

の生産や所得への影響などは考慮していない注 2．

補助率が 7％ポイント低下したことは進歩とはい

えるものの，補助額そのものはこの期間中に年

2,420 億ドルから 2,730 億ドルに増加している．

　OECD 諸国による農業補助総額（ドル・ベース）

のうち，90％以上は EU（単独で約半分），日本，

アメリカ，韓国が行っている．これら 4 国 / 地

域では PSE は高水準のままである（図 4.1）注 3．

これとは対照的に，オーストラリアとニュージー

ランドという 2 つの OECD 加盟国は農民向けの

支援を行っていない．

　OECD 諸国は一部の途上国に対して自国市場へ

の特恵的アクセスを拡大している．例えば，アメ

リカは 2000 年にアフリカ成長・機会法に調印し

ており，これによってアフリカの農産物に対して

アメリカ市場への特恵的アクセスを提供してい

る．EU 諸国はコトノウ協定に基づいて，サハラ

以南アフリカ，カリブ海，太平洋の諸国に対し広

ボックス　4.1 貿易を歪める手段の種類

　貿易を歪める主な手段としては，市場アクセスの制限，輸

出補助金，国内支援策の 3 つがある．

市場アクセス：これには国内生産者を競合する輸入から保護

する輸入関税や輸入割当が含まれる．保護によって国内生産

は市場価格の場合よりも増加して，海外の生産者や輸出業者

に犠牲を強いる．

輸出補助金：これにはマーケティング費用など輸出業者のコ

スト，特殊な国内輸送費，国内製品調達が競争力をもてるよ

うにするための国内輸出業者への支払いを部分的に補填する

ための政府支払いが含まれる．

国内支援策：これには生産の種類，価格，量に連動した農民

に対する直接的な支援が含まれる．支援の水準にもよるが，

通常は補助金がない場合に比べて，国内生産が増加する一

方，輸入は減少する．

図4.1　OECDでは農業生産者向け補助削減の進展が遅々としているが，歪みの少ない「切断された」
支払いへの動きが若干みられる
生産者補助相当額（PSE）（％）a

OECD EU 日本 韓国 アメリカ オーストラリア

連動型支払いに基づく PSE（1986-88 年）
切断型支払いに基づく PSE（1986-88 年）

連動型支払いに基づく PSE（2003-05 年）
切断型支払いに基づく PSE（2003-05 年）

出所：OECD 2006b．
注：連動型支払いには，市場価格支持と産出水準や投入物使用に連動した支払いが含まれる．OECD 諸国には EU，オーストラリア，カナダ，
アイスランド，日本，韓国，メキシコ，ニュージーランド，ノルウェー，スイス，トルコ，アメリカが含まれる．
a．農業生産者への移転支払いが農場の受取総額に占めるシェア．
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範な非互恵的な特恵的アクセスを引き続き提供し

ている．EU は 2001 年に「武器以外のすべての

製品」に国連が指定した最貧国に対して，非関

税で割当なしのアクセスを認めている．ただし，

サービスは対象外とされ，バナナ，コメ，砂糖と

いったセンシティブな市場の開放は遅らせてい

る．

　OECD 諸国における農産物の価格支持は生産増

加のインセンティブを生み出す．補助を農産物の

種類，量，価格から分離ないし切断するという最

近の方向転換は，農民に対する補助を維持しなが

らも，現在および将来の生産に対する貿易歪曲効

果を削減する努力といえる．2003-05 年におけ

る PSE の 28％は生産や投入物使用から切断され

ていた．これは 1986-88 年との比較では 9％ポ

イントの上昇となっている（図 4.1）．

　切断された支払いは関税率による保護など産

出連動型の補助よりは歪曲効果が小さいものの，

それでもやはり生産に影響を与える．農民のリ

スク回避性向が低下するし（資産効果），農民所

得の変動が小さくなる（保険効果）．銀行も他の

借り手なら実行しないようなローンをしばしば

供与して，農民が農業を継続するのを後押しし

ている注 4．

　切断された支払いプログラムのほとんどは，

EU やトルコにおけるように，時限性が定められ

ていない．アメリカには 1996 年農業法案のなか

で期限が設定されたプログラムがあったものの，

その時限性は実行されなかった．メキシコの切断

されたプログラムには時限性が当初はあった．同

プログラムは北米自由貿易協定の段階的実施が

2008 年に完了した時点で失効する予定であった

が，政府は何らかの形でプログラムを維持する旨

をすでに発表している．時限性を堅守するという

信頼できる政府の公約に裏打ちされていない限

り，このようなプログラムによる切断された支払

には一般に考えられているよりも歪曲的で高価に

なってしまうリスクがある．加えて，切断された

補助と並行して産出連動型プログラムを継続する

と，切断されたプログラムがもっている歪曲性が

少ない効果を大幅に低下させるだろう．

　切断にかかわる進展は品目によって大きなバラ

ツキがあり，もっとも進展しているのは穀物であ

る．ただし，バイオ燃料の使用を拡大しようとい

う OECD 諸国の最近のイニシアティブは，この

ような進展を間接的ながら一部逆転させる可能性

がある．今必要なのは途上国にとって重要な特に

綿花を中心とする輸出品について，歪曲性が小さ

い切断された補助に早くシフトすることである．

日本，EU，アメリカでは，それぞれコメ，砂糖，

綿花の政策に関して最近変化が生じているが，い

ずれもまだ実施の初期段階にとどまっている．

政治経済学の要因がいっそうの進展にとっ
ては重要である
　各国における政治経済学の要因が改革のペー

スと範囲を決定している．アメリカの綿花政策，

EU の砂糖政策，日本のコメ政策が示唆している

のは，改革の促進に関する WTO の影響力は本物

であり，メディアの圧力はそれを補完できるとい

うことだ（ボックス 4.2）．実例によれば，改革

は容易ではなく，高水準の農業保護をさらに削減

することについて合意を得るためには，交渉によ

る妥協や敗者を補償する制度が必要である（日本

のコメ政策や EU の砂糖政策の改革におけるよう

に）．

途上国における農業に対する課税

　途上国の政策も農業生産者のインセンティブを

鈍らせている．マクロ経済政策は歴史的にみて農

業政策よりも農業を苦しめてきているが，両方と

も途上国では重要である．『世界開発報告 1982』

が発行された時期に比べると，通貨の過大評価

や工業品保護を通じた農業に対する間接的な課

税は，同部門に対する直接的な課税のほぼ 3 倍

に達していた．1960 年代から 80 年代にかけて

現在途上国といわれる 16 カ国を対象にした研究

では，直接課税は農業生産者価格の平均 12％で

あったのに対して，間接課税は 24％となってい

た．農業の高課税は農業の伸びが低く経済の伸び

がさらに低かったことと関係がある注 5．最貧国

では課税がもっとも高く，税収の農業への再投資

が少なく非効率であった（第 1 章）．
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ボックス　4.2 先進国における農業改革の政治経済学

　コメと砂糖に関する農業補助金と輸入関税を全世界につい

て合計すると，あらゆる農業貿易政策がもたらす世界全体の

コストのうち，それぞれ 20％，18％となっており，全品目

のなかで最大のシェアを占めているものと推計される．綿花

にかかわる補助金と関税のコストのほうがずっと小さいもの

の，途上国に対するコストは絶対金額でみると年間 2,830 億

ドルときわめて大きい．サハラ以南アフリカについてみる

と，先進国の綿花に関する補助金と関税は全品目にかかわる

貿易政策がもたらす総コストの約 20％も占めている．

日本のコメ政策改革：交渉による妥協で切り離された支
援策について合意
　日本はコメの輸入に対する 78％の従価関税を通じて，政

治的支持の伝統的な基盤であるコメ生産者を保護している．

2007 年に日本は生産ではなく，歪みの少ない農場規模に連

動した農民への直支払い制度を導入した．この支払いはコメ

の関税率引き下げの見返りとして交渉が行われるものとみら

れる．この支払いは「パートタイム（兼業）」農家ではなく

「主たる（専業）」農家を対象にすべく，一定規模以上の農家

に対して行われる．新しい制度は国境での保護よりも歪みの

小さい代替策であり，大規模生産を促進するためのメカニズ

ムになるとみられている．

　農村部の政治的支持を損なう明確なリスクがあるにもかか

わらず，なぜ政治家は新制度の提案に同意したのだろうか？

　3 つの理由がある．第 1 は，経済の非農業部門から批判が

強まる一方だったからである．第 2 は，コメ政策を原因と

して，世界経済のなかで日本の孤立化がさらに進むことを懸

念したメディアが圧力をかけたのである．第 3 は農業も広

範な経済改革の一翼を担うべきだという意見があった．

　農業の保護は農林水産省，与党・自由民主党，農業補助金

プログラムを実施している農業協同組合の 3 者の連帯によっ

て維持されている．しかし，農林水産省はより市場指向型の

政策に徐々にシフトしてきている．自由民主党も関心のバラ

ンスを都市部にシフトしている．最近の選挙では都市部か

らの支持が増大しているためだ．これは非農業グループがこ

の政策分野で政治的資本を獲得しつつあることを示唆してい

る．

　改革は不可避であるとみられるが，農協の反対を受けて，

小規模なパートタイム農家にも集団的な農業単位に組織化す

れば直接支払いを行うべく，直接支援制度の対象拡大という

妥協につながった．これは構造改革の努力を弱めるものだと

みられている．最終的には大規模生産へのシフトを損なうこ

とはないまでも，おそらく遅らせることになるであろう．し

かし，改革プログラムに関して合意を得るためにはやむを得

ない．大規模農家はすでに農協の販売システムから脱退しつ

つあるので，今後は直接支払いプログラムの下で脱退が加速

化するとみられ，農協の政治力と改革に対する抵抗は減少に

向かうだろう．

EUの砂糖政策改革：改革を補完するための補償とリストラ
　EU 域内の砂糖価格は高輸入関税に押し上げられて，世界

市場価格の 3 倍にも達している．この結果，EU では砂糖生

産のインセンティブが大きくなる一方，砂糖の世界市場価格

が押し下げられて，多数の途上国では輸出業者が犠牲になっ

ている．しかし，アフリカ，カリブ，太平洋の一部諸国は

「武器以外のすべての製品」という貿易協定のおかげで，こ

の高価格による利益を享受している．

　EU は 2006 年 2 月に砂糖制度を改革することで合意した．

改革は 2006 年 7 月に開始され，4 年間で完了する．完全に

実施されれば，改革によってほぼ 40 年間続いてきた砂糖制

度は大きく変わることになる．砂糖に世界価格の 3 倍もの

高価な支払いを行っていた食品加工業者は，長年にわたって

この制度に対する不満を口にしていた．しかし，改革の開始

につながった主因は次の 2 点である．第 1 は，EU の砂糖輸

出補助金は WTO の義務に違反しているとの裁定が下った．

第 2 は，EU の「武器以外のすべての製品」というイニシア

ティブが 2001 年に打ち出されて，EU の砂糖市場は 2009 年

以降，世界の最貧国 50 カ国から関税・割当なしで輸入に対

して開放されることになっている．これは砂糖価格を引き下

げない限り，輸入の急増と EU 砂糖制度の不安定化につなが

るものと予想されていたのである．このような決定的な要因

に加えて，国際的な非政府組織の連合体がキャンペーンを展

開して，EU の砂糖政策が途上国に悪い影響を及ぼしている

ことを訴えた．こうして改革は至上命題となったのである．

政治的均衡は砂糖生産者反対に傾いたものの，改革がもたら

す収入減少に対処し，生産者の抵抗をなだめるための措置が

導入された．2006 年 2 月，補償と競争力のない生産者の砂

糖離れを促進するためのリストラ基金（一部は生産者が拠

出）について合意が成立した．EU の農民は 4 年間にわたっ

て段階的に引き下げられる価格の平均 62％を，補償として

受領できることになっている．

　4 年間のリストラ基金には次の 3 つの主要目的がある．①

競争力のない生産者が砂糖生産をやめることを奨励する，②

工場閉鎖に伴う社会・環境面でのインパクトに対処する，③

もっとも影響を受けた地域が EU の構造基金や農村開発基金

の指針にしたがって新規事業の発展に努力するのを支援す

る．アフリカ，カリブ，太平洋の諸国は EU 市場向けの販売

用に生産した砂糖の割当枠について世界市場を上回る価格を

享受していたが，これら諸国も同基金に補助金を申請する資

格がある．その金額は 2006 年でいえば 4,000 万ユーロに達

している．

アメリカの綿花政策改革：WTOとメディアの圧力が業
界のロビー力を圧倒
　アメリカは世界の綿花輸出の 40％，世界の綿花生産の

20％を占めている．補助金は 2000-05 年についてみると，

市場価格ベースの生産額の 3 分の 2 にも達している．この

ような補助金が誘発するアメリカの増産は世界の綿花価格を
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　マクロ経済のバランスを回復し，資源の配分を

改善し，多数の最貧国を再び成長させるために，

1980 年代から 90 年代にかけて行われた改革に

よって，直接的および間接的な課税がともに削減

された．農業輸出（通常は公定相場による）に課

税し食料輸入を補助していた通貨の過大評価を改

革したおかげで，途上国の並行的な外国為替市場

ではプレミアムが大幅に縮小した．59 カ国の途

上国について，貿易加重平均したプレミアムは

1960 年代の 140％強から，80 年代に約 80％，

90 年代初めにはわずか 9％にまで低下している．

ただし，国よって大きなバラツキがある注 6．

農業ベース国では課税が低い
　サハラ以南アフリカを中心に農業ベース諸

国では，改革によって農業のネット課税率は

1980-84 年と 2000-04 年の間に平均で 28％か

ら 10％に低下した（図 4.2 に含まれている諸国

の単純平均）．途上国におけるネット課税の変化

を測定するために使ったのは，農民に対する名

目援助比率を計算するというアプローチである

（ボックス 4.3）．最近の研究では 11 カ国中 9 カ

国では 2000-04 年のほうがネット課税率が低く

なっている．そのほうが高くなっているのはナイ

ジェリアとザンビアだけであり，絶対水準がもっ

とも高かったのはコートジボワールである（名目

援助率は約 –40％に達している）．

　マクロ経済調整にもかかわらず，各国の農業輸

出にかかわる実質国内価格は 1980 年代を通じて

平均ではほとんど変化しなかった．マクロ経済の

改善では国際商品市況の下落をほとんど相殺で

きなかったということである．このような状況

は 1990 年代になって変わった．国際商品市況の

上昇，マクロ経済改革の継続，農業部門の改革な

どを受けて，輸出農産物の実質国内価格は大幅に

上昇したのである注 7．多くの農業ベース諸国で

1990 年代以降になって農業の成長が加速した一

因としては，価格インセンティブが強まったこと

が指摘できる（第 1 章）．

　総合的な名目援助比率では課税と保護につい

て，農産物の輸出と輸入とで，また品目ごとに大

10-15％押し下げていると推計され，途上国にとっては甚大

なコストとなっている．

　アメリカの綿花政策は全米綿花評議会（綿繰り工，輸出業

者，銀行，サプライヤーに加えて，2002 年の国勢調査によ

ると 2 万 4,721 名の綿花生産者が加盟している）という強力

な利益集団に大きく影響されている．同評議会はアメリカの

なかでも最強の一次産品ロビー団体であり，特に 1996 年農

業法が実施されて以降，他の部門との比較では不釣合いに多

額の支援（平均すると農民 1 人当たり年 12 万ドル）を獲得

している．

　西アフリカの綿花生産 4 カ国（ベニン，ブルキナファソ，

チャド，マリ）は 2003 年 5 月に WTO に対して共同提案を

行い，アメリカ，中国，EU は綿花部門に対する支援を撤廃

し，それが完了するまでの損害を補償するよう要求した．ブ

ラジルもアメリカは綿花補助金にかかわる WTO 義務を順守

していないとして，包括的な提訴を行っている．2005 年 3

月，WTO の紛争処理機関はアメリカに対して，違反してい

る綿花補助金の措置を WTO 義務を順守する形に変更するよ

う指示した．アメリカは WTO の裁定に応じて調整を実施し

たが，ブラジルは 2006 年 12 月にアメリカの政策変更が十

分でないことに不満を正式に表明し，WTO パネルにアメリ

カが当初の裁定を「順守していない」ことを認定するよう求

めた．現在では順守段階が進行中である．アメリカの綿花補

助金の削減は WTO 提訴を受けたものであったが，アメリカ

のメディアと改革推進派も議会に対して支援策の縮小につい

て圧力をかけるという役割を演じた．

出 所：Anderson, Martin, and van der Mensbrugghe 2006a; Anderson and 
Valenzuela 近 刊 ; Masayoshi Honma, Yujiro Hayami, Dan Summer, Don 
Mitchell, and John Baffes（すべて 2007 年の個人的な交信）．

ボックス　4.3 名目支援比率

　農民に対する名目支援比率は国内市場における製品価格（プ
ラス直接生産補助金）から国境価格を控除して，その額を国
境価格（輸送費，質の相違などを調整）に対する百分率で表示
したものとして定義される．名目支援比率は産出価格の相違を
測定するものであるが，投入サイドに歪みがある可能性もあ
る．その歪みが重要な諸国については，その歪みを把握するた
めに，名目援助比率は直接的な投入物補助金など，投入物の国
際価格と農民が投入物に支払っている価格との相違を考慮に入
れるべく調整されている（産出価格相当額と表示されている）．
もしある国が外国為替市場を歪めている場合には，輸入業者

（併行相場）と輸出業者（併行相場と公定相場の加重平均）が
使っている為替相場の相違や，推定均衡為替相場を考慮に入れ
る努力が払われている

出所：Anderson 近刊．
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きな相違があることが隠れてしまう．平均の名目

援助比率が国レベルでほぼゼロであるということ

は，単にネットでは課税がないということを示す

だけであるが，それは実は高輸入関税と高輸出

関税が相殺しあった結果かもしれない．1980-84

年から 2000-04 年の間に，農業ベース諸国では

農産物輸入からの保護が平均で 14％（関税相当

額）から 10％に低下する一方，農産物輸出に対

する関税が 46％から 19％へと大幅に低下してい

る（図 4.3）．課税低下のほとんどはマクロ経済

政策が改善した結果である．

　農業ベース諸国では，タバコ，落花生，ココア

が 2000-04 年になっても依然として高課税を賦

課されている．ネットの課税率を 2 つの期間に

ついて比べると，コーヒーは 53％から 7％，綿

花は 32％から 15％に低下している．砂糖は高課

税（1980-84 年の名目援助比率 -36％）から高保

護（2000-04 年 +76％）にシフトしている（表

4.1）．

転換国と都市化国は保護している
　転換国ではネット課税が平均すると 15％から

4％に低下しているが（図 4.4 に含まれている諸

国の単純平均），国ごとに大きなバラツキがある．

農業部門を保護する方向にシフトしている国が一

部にはあるが（インドネシア，インド，マレーシ

ア，タイ），1980 年代との比較では低水準には

なっているものの，課税を続けている諸国（エ

ジプトやセネガルなど）が大勢である（図 4.4）．

このグループのなかで課税が唯一高くなっている

のはジンバブエである．しかしこれは通貨の大幅

な過大評価が原因である．また，一部の国では農

業と非農業の相対的な援助比率が著しく変化し，

部門間の歪みを小さくしなければならないという

問題が生じている（ボックス 4.4）．

　農産物の輸出と輸入でも違いがある．1980-84

年から 2000-04 年の間に，転換諸国では農産物

輸入からの保護が平均で 13％（関税相当額）か

図 4.2　農業ベース 11カ国中 9カ国では，ネットで農業課
税が低下している

スーダン

ガーナ

ナイジェリア

エチオピア

タンザニア

ザンビア

マダガスカル

カメルーン

ケニア

ウガンダ

コートジボワール

名目援助比率（％）

出所：Anderson 近刊．

表4.1　途上国における品目別の名目支援比率（％）

農業ベース国 転換国 都市化国

品目 1980-84 2000-04 1980-84 2000-04 1980-84 2000-04

砂糖 –36 76 33 35 –11 52

コメ –4 5 –12 4 –4 44

小麦 –12 –3 –4 8 8 –8

コーヒー –53 –7 — — –38 4

トウモロコシ –11 –7 –23 8 –14 –1

綿花 –32 –15 –20 –2 — —

ココア –51 –36 — — — —

落花生 –19 –38 9 9 — —

タバコ –49 –50 — — — —

出所：Anderson 近刊．
注：名目支援比率は 3 つの国タイプ別に各国の生産額で加重平均．上表に推定値が掲載されているのは 3 カ国以上についてデータが
入手可能な場合だけ．
－は入手不能．
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ら 11％に若干低下する一方，同輸出課税が 29％

から 13％に低下している（図 4.3）．

　都市化諸国では，ネット課税は 1980-84 年の

平均で小幅のマイナスから，2000-04 年の 9％

のネット保護にシフトしている（図 4.5 に含まれ

ている諸国の単純平均）．ラテンアメリカ諸国に

関する特に前期のネット課税に関する推定値は，

通貨の過大評価が考慮されていないため実際の課

税を過小評価している可能性がある（両期間と

も公定為替相場が使われている）注 8．分析した

7 カ国のうち 6 カ国では（アルゼンチン，チリ，

コロンビア，ドミニカ共和国，エクアドル，フィ

リピン），2000-04 年のほうが 1980-84 年より

も保護が大きくなっているか，または課税が小さ

くなっている（図 4.5）．都市化国でもっとも手

厚い保護を受けているのはコメと砂糖である（表

4.1）．両時期を比べると，都市化国は農産物輸入

からの保護水準を平均 26％（関税相当額）から

23％に若干低くする一方，輸出については 14％

の課税から 2％の補助金相当額にシフトしている

（図 4.3）．

　中央・東ヨーロッパの都市化諸国は平均する

と農業保護を強めている（入手可能な直近年

が 1992 年であるため，図には比較統計を掲載

していない）注 9．ネット保護率は平均すると

1992/93 年の 4％から 2002/03 年の 31％に上

昇している（単純平均）注 10．しかし，国ごとに

バラツキが大きい．例えば，エストニア，ラトビ

ア，リトアニアは，1992/93 年には農業部門に

約 30％の関税相当額を賦課していたが，スロベ

ニアは同部門を保護していた．1992-93 年から

2002-03 年の間に農業輸入からの保護率は平均

で 13％から 38％の関税相当額に上昇した．輸出

課税は 1992-93 年には平均で 2％の課税であっ

たが，2002-03 年には 24％の関税相当額の保護

に変化している．保護の強化は分析対象期間中に

図4.3　途上国では輸出に対する課税のほうが低い

輸出 輸入
名目援助比率（％） 名目援助比率（％）

農業ベース国 転換国 都市化国 農業ベース国 転換国 都市化国

出所：Anderson 近刊．
注：各カテゴリーに使われた国は図 4.2，4.4，4.5 にそれぞれ示されている．合計は単純な非加重平均値．金額加重の平均値も同じようなパターン
を示している．ただし，転換国の 2000-04 年の輸出の名目支援率は，中国の圧倒的なウェイトを考えると，ゼロに近くなる．都市化国の輸入の 2
つの期間にわたる名目支援率も，金額加重の平均値ではもっと低くなる．

マレーシア

パキスタン

スリランカ

エジプト

インドネシア

タイ

インド

中国

ジンバブエ

セネガル

図4.4　転換国10カ国中 9カ国では，保護が強化されるか，
課税が低下しているかのいずれかである

名目援助比率（％）

出所：Anderson 近刊．
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これら諸国が EU 加盟を準備していたことが一因

であり，EU 全体の保護水準を押し上げる結果を

もたらしている．

さらに効率性を向上する余地がある
　途上国の農民が国内の価格や貿易に関する政策

を活用する余地は，今のほうが 1980 年代よりも

小さくなってはいるものの，消滅したわけではな

い．農業のネット課税は少数の国を除くと低い．

しかし，ネット課税を輸出品と輸入競合品に分け

てみると，輸出品は多くの諸国で高課税されてい

るのに，輸入競合品は手厚い保護を受けている．

これはまだ福祉に関する利益を得られる余地があ

ることを示唆している．今後の改革は当該国の発

展段階に合った形で設計すべきである．農業が

GDP の大きなシェアを占める多くの途上国では，

総合的な開発プログラム向けに余剰を提供するた

めに，農業に対する課税（不釣合いな高率である

必要はない）を継続する必要があるだろう（「一

時的な補助」の節を参照）．

今後の改革にとっては政治経済学的な要因
が重要
　これら諸国の多くでは，特に農業ベース諸国で

は，農業改革は 1980 年代のマクロ経済改革の後

に行われている．これは政策助言や条件つき融資

などを通じて，海外援助国の多大な支援の下に実

ボックス　4.4 中国とインドの農業では歪み削減について著しい進展がある

　途上国は豊かになるにしたがって，一般的には農業に対す
る保護を強化する．ところが，中国とインドはともに過去
30 年間で農業偏重を削減してきている．直接的にそうして
いるだけでなく，工業保護の削減によって間接的にもそうし
てきている（下図）．北東アジアの更に進んだ諸国の 1 人当
たり所得が同じような水準にあった時と比較すると，トレン
ドは驚くほど類似している．中国が農業保護を削減したのは

インドと比べて経済発展段階がもっと後になってからである
が，非農業との相対比較でみると，農業に対する援助（相対
援助比率 RRA 指数で測定）は両国でともに上昇傾向にある．
中国は 2001 年に WTO 加盟を果たした際，農業関税率を比
較的低水準に設定している．今やチャレンジは農業保護を低
く維持し，諸外国が同じような発展段階にあった時に追求し
た手厚い農業保護の傾向にしたがわないことにある．

インド：貿易財に対する援助（1965-2004 年） 中国：貿易財に対する援助（1980-2005 年）

援助援率（％） 援助援率（％）

NRA：非農業

NRA：農業

相対援助比率

NRA：非農業

NRA：農業

相対援助比率

出所：Anderson 近刊．
注：農業の相対援助比率（NRA）の指数は 100 x [ (100 + NRAagt) / (100 + NRAnonagt )– 1 ] と表わせる．NRAagt は農業貿易品の生産者に対する名目援助比
率，NRAnonagt は非農業貿易品（主として鉱工業品）に対する名目援助比率．この指数は -100 で下限値となり，農業と非農業の貿易部門の名目援助比率が
同じ場合にはゼロになる．

図4.5　都市化国7カ国中6カ国では，保護が強化されるか，
課税が低下しているかのいずれかである

コロンビア

フィリピン

エクアドル

チリ

ドミニカ共和国

南アフリカ

アルゼンチン

名目援助比率（％）

出所：Anderson 近刊．
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施された．それ以外で被援助国側の政治経済学

を反映した重要な要因としては（ボックス 4.5），

リーダーシップと好機の窓を活用したこと（ウガ

ンダ），地方指導者の将来を地方経済の成功に結

びつけたこと，地方の支持を背景にしていたこ

と，WTO 加盟を活用したこと（中国），自由貿

易支持のために補完的政策を勝ち取ったこと（メ

キシコ）などが指摘できる．

　改革には勝者と敗者の両方が伴うため容易では

ない．途上国で重課税と保護主義的傾向を削減す

るためには，改革の政治経済学的な側面を理解す

ることが必要である．外部関係者の力は現実的で

ある．これは WTO 加盟が転換国や都市国の保護

にインパクトを与えたことで，また，外国の援助

が農業ベース国の課税にインパクトを与えたこと

でもわかる．しかし，国内の支持基盤が強固でな

ければ，永続的な変化は生じ得ない．残された政

策改革に向けて連帯を形成すべく，地方の支持基

盤を強化することが有益であろう．政治制度がよ

りオープンかつ競争的になっていることを考える

と特にそういえる．

貿易自由化に伴う利益のシミュレーション

　先進国か途上国かを問わず，農業政策の改革は

貿易の改革を含め，潜在的に大きな厚生利益をも

たらす．現在の貿易政策に伴うコストの規模と

いっそうの改革に伴う潜在的な利益は，グローバ

ルな計算可能な一般均衡モデルのシミュレーショ

ンによって定量化されている．このモデルは各国

ないし各諸国グループの生産・所得・需要と国際

市場を単純化してはいるものの，首尾一貫して盛

り込んでいる．厳しい前提が必要ではあるが，世

界貿易のシナリオについて強力な分析道具となっ

ている（ボックス 4.6）．

途上国にとって現在の貿易政策に伴うコス
トは膨大である
　現在の貿易政策のグローバルな福祉面のコス

トは先進国と途上国の双方によって負担され

ている．最近の推計によれば，貿易関税と補

助金のグローバルなコストは 2015 年までに年

1,000-3,000 億ドルに達する注 11．その 3 分の 2

は農業の関税・補助金（残りはその他部門の関

税・補助金）に由来するものと推定されている．

この割合は農産物・同加工品が世界 GDP と世界

貿易に占めるシェアである 6％や 9％と比べてか

なり大きい．このコストが途上国の GDP に占め

るシェアは小さいものの，農業開発向けの現在

の援助フローとの相対的な関係ではきわめて大

きくなっている．先進国の農業政策は途上国に

対して年 170 億ドルのコスト負担をもたらして

いるが，これは諸外国の農業向け開発援助額の

約 5 倍にも達する注 12．

　農業政策かその他の分野の政策かを問わず，現

在の貿易政策に伴う福祉コストのうち，途上国は

30％を負担していると推計される（表 4.2）．途

上国のコスト負担は相対的に小さいが，経済が小

さいため所得との関係でみるともっと高い比率に

なる．2015 年までのコストは途上国全体では実

質 GDP の 0.8％にとどまるが，ベトナム 5.2％，

タイ 3.2％などと一部の諸国にとってはかなり大

きなコスト負担が推計されている．農業と非農業

が自由化されていないことに伴うコストはとも

に，その半分は先進国の政策，残りの半分は途上

国の政策が原因であると推定される（表 4.2）．

　グローバルなコストの 90％強は輸出補助金や

国内支援策ではなく，関税を通じた市場アクセス

規制に起因している．しかし，その相対的重要性

は品目によって著しいバラツキがある注 13．例え

ば，綿花についてはまったく逆転しており，コ

ストの 89％は輸出補助金と国内支援策が原因で，

関税は 11％にとどまっていると推計される注 14．

　貿易改革は国際的な農産物市況の引き上げを通

じて，現行政策に伴うグローバル・コストを削減

する大きなチャンスをもたらす．価格が上昇すれ

ば，農業貿易に占める途上国のシェアが上昇し，

途上国全体として農業生産の伸びが高まることが

期待できる．しかし，すべての途上国が利益にあ

ずかれるわけではない．
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ボックス　4.5 途上国における農業改革の政治経済学

　1 つの国のタイプから１カ国ずつ合計 3 つの例が，途上国
における改革の政治経済学を例示してくれるだろう．ウガン
ダ（農業ベース国）と中国（転換国）では，1980-84 年から
2000-04 年の間に農業に対するネット課税が大幅に低下した
ものの，メキシコ（都市化国）では同じ期間に保護強化への
シフトがみられる．

ウガンダ：リーダーシップと好機の窓口
　ウガンダは農業改革によって，農業に高課税を行っていた
コーヒー・マーケティング機関とリント・マーケティング
機関による独占を 1991 年に，農産物マーケティング機関を
93 年に廃止した．地域間の農産物移動に関する規制も撤廃
された．改革によって国境価額のうち農民の取り分シェアが
大幅に上昇し，1990 年代における貧困線未満の人々の減少
に貢献した．
　このような改革は 1986 年に政権についた国民抵抗運動政
府の下で行われた一連のマクロ経済改革に引き続くもので
あった．農産物輸出価格に対する影響は，マクロ経済改革

（過大評価されていた通貨の切り下げを通じて）のほうが農
業改革よりも大きかった．ただし，両方とも大きな影響をも
たらしたことは確かである．権力をめぐる武装抗争を経て，
政権の基盤について民主主義的な正当性が確立したため，大
統領は農業関連も含めて，困難で潜在的には不人気な改革を
追求することが可能になった．マーケティング機関のなか
にいた既得権益層は，制度変更に関して政治的なウェイトを
失ったのである．

中国：地方指導者の成功を地方経済の成功に結びつける
　中国は 1978 年に大胆ではあるが漸進的な一連の改革を打
ち出した．まず農産物の価格を引き上げ，次に農業生産を非
集団化して農村家計を剰余生産物の権利者にし，最後に国営
の購買・投入物供給制度を徐々に着実に解体し始めたのであ
る．これに反応して，農村経済は離陸し，農業はブームに
なった．生産性はほぼ倍増し，農村部の貧困層は 3 億人強
から 5,000 万人弱に著減した．
　他の多くの国では指導者が躊躇したのに，なぜ中国はこの
ようなむずかしい決断を下すことができたのだろうか？
　改革圧力の多くは政策の失敗や農業パフォーマンスの不振
に起因している．中国の指導者は安全で独立した国なること
を公約していた．公平性を懸念し，市民に最低限の生活水準
を提供するという至上命題もあった．中央計画制が有効でな
いことがわかったのである．
　中国では分権化の改革によって，地方指導者の命運は地方
経済の成否に連動することとされた．したがって，地方の歳
入，投資支出，軍人給与を，農業生産の増加や農村の工業化
に向けた経済の転換状況に連動させるという政策イニシア
ティブは，地方の支持を獲得できたのである．地方における
実験や学習の漸進的な過程で改革が導入されたため，改革に

伴う政治的リスクも削減された．加えて，中国政府内の改革
派が改革に批判的な保守派と戦うに際しては，プロセスの途
上で高まった草の根の圧力も助けになっている．

メキシコ：農業政策改革を円滑化する補完的プログラム
と保護の罠の微妙なバランス
　メキシコ政府は 1990 年代に北米自由貿易協定（NAFTA）
の締結を受けて，広範囲にわたる市場指向型の農業政策改革
を実施した．同協定では農産物輸入に関して，2008 年まで
に関税と非関税障壁の両方を（段階的に）撤廃することが規
定されていた．改革の設計に当たっては，大きな政治力を有
する国内農業生産者から重大な政治的反発を受けないようす
ることがポイントであった．
　メキシコの農民組織がもっている力は，2002 年に騎乗の
一団が政策に影響力を行使すべく議会の建物に侵入すること
で遺憾なく発揮された．1910 年のメキシコ革命を彷彿させ
るメッセージは「地方のための国民協定」を交渉で獲得する
という形で成果をあげた．これは農村部への公的資金支出を
大幅に増やすというものである．
　1990 年代の改革によって農産物に関する国家のマーケ
ティング機関と価格支持制度が廃止された．それと引き換え
に，商業的生産者には仲介サービスと価格リスク管理のため
に市場情報が提供され，価格支持は目標所得に基づく補償支
払いによって代替された．政府は市場支持を生産から切り離
されたヘクタール単位の対生産者支払いで補完した．これは
PROCAMPO と呼ばれる新しいプログラムで，基本的な穀物
と脂肪種子の生産者を対象にしている．また，政府は農村部
における土地所有権を強化した．農業部門が効率性とグロー
バルな競争力を高めるまでの過渡期間は，「あなたと連帯」
という巨額の補助金と信用によるプログラムを通じて支援が
実施された．農業省の 2004 年予算をみると，総額 37 億ド
ルのうち約 80％が販売支援，PROCAMPO，「あなたと連帯」
の 3 項目に充当されている．これはメキシコの農村開発向
け公共支出の約 3 分の 1 に相当する．
　しかし，改革は生産要素の配分にかかわる歪みを除去して
いない．新しい政策レジーム下での市場介入は，総じて民間
部門の役割を増大させてはいるものの，そのような歪みを永
続化ないし増幅しており，官民双方の財源の効率的活用に向
けた調整を阻害している．介入は当初は市場ベース型食料部
門への移行に要する調整を緩和するために，一時的な措置と
して導入されたにもかかわらず，このような介入が生み出し
た経済的権益や先進国における輸出補助金を背景に，メキシ
コの政策当局が同介入策の脱出戦略を政治的に正当化できる
可能性は低い．

出 所：Avalos-Sartorio 2006; Hunag, Rozelle, and Rosegrant 1999; Lin 
1992; McMillan, Waley, and Zhu 1989; Opolot and Kuteesa 2006; Qian and 
Weingast 1996; Robinson 2005; Rosenzweig 2002; Rozelle 1996; Swinnen 
and Rozelle 2006; World Bank 2002a; Yang 1996; Yunez-Naude and Barceinas 
Paredes 2004; Zahinser 2004．
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貿易改革に伴い一部の産物に関しては大幅
な価格上昇が期待できる：輸出者は得をし
輸入者は損をする
　世界銀行が 2006 年に行った研究では，完全な

貿易自由化によって国際農産物価格は一次産品に

ついて平均で 5.5％，加工品は 1.3％上昇すると

推計されている注 15．その結果，世界の農産品貿

易に占める途上国のシェアは 54％から 9％ポイ

ント上昇して 65％に高まる．

　しかし，このような全体の結果では，産品ごと

に，したがって，国ごとに大きなバラツキがある

ことがわからない．最大の価格上昇が予想される

のは綿花と脂肪種子であり（図 4.6），これを輸

出している途上国が世界貿易に占めるシェアは大

幅に上昇するものと予想される（図 4.7）．綿花

と脂肪種子を自由化すれば，世界の生産が途上国

にシフトするため，輸出シェアはいっそう大きく

なると予想される．この品目の世界貿易に占める

途上国のシェアは綿花については 49％から 83％

に，脂肪種子については 55％から 82％に上昇す

る．国際価格が変化する方向性は間違いのないと

ころであるが，価格変化の大きさは研究によって

ボックス　4.6 貿易自由化の効果を世界モデルでシミュレーション

　世界貿易のシナリオを分析するためにさまざまな研究が使
用した一般均衡モデルは，概念的にはみな類似している．世
界をいくつかの国ないし国グループに分解した上で，それ
ぞれについて多数の品目に関する需要と供給をモデル化し
て，輸入需要と輸出供給を導出し，国際市場を清算する世界
の均衡価格を求めている．例えば，世界銀行の LINKAGE モ
デルは 24 の地域ないし国で構成されており，特定品目に関
して最大の輸出国と輸入国および 25 部門を独立化させるこ
とに焦点をおいている．この 25 部門中 13 部門は農産物な
いし食料品である．一般均衡モデルの大きな長所は整合性が
あるということだ．総輸出は必ずどこか他の国の輸入になっ
ており，総雇用は労働供給を決して超過することがないし，
総消費は生産か輸入で満たされている．しかし，大きな前提
が必要となる．特に貿易政策の変更に対する調整については
そうである．これは重要な供給と需要の弾力性でとらえられ
るが，実証的な妥当性が不十分なことが多い．モデルの重要
な特徴は各国における産品の貿易可能性の度合い（国際価格
から国内価格への波及を決定），価格変化に対する供給反応

（当該国における資源の入手可能性や生産部門間の資源配分
の弾力性に依存），競争的な市場構造の性格づけなどにある．

農業にかかわる二国間輸入関税・輸出補助金・国内補助金を
含め，価格の歪みの源泉をモデル化することに特別な注意が
払われている．しかし，関税割当，多種多様な数量制限，い
わゆる「切り離された」支援策など特定措置の歪曲効果をモ
デル化することは，グローバル・レベルではきわめて困難で
ある．投資効果や生産性効果に関しては仕様のベースとすべ
き実証データがあまり存在しないため，（重要であると考え
られるものの）これはほとんど無視されている．一国内の所
得グループ別の分解の程度もやや粗い傾向がある．筆者自身
が認めているところではあるが，このようなモデルの背景と
なっている多くの前提次第で，商品貿易の改革がネットの実
質家計所得に及ぼす影響は過大評価にも過小評価にもなり得
る．ただし，構造的なインパクトに関してはある程度のコン
センサスがみられる．にもかかわらず，数多くの間接的な効
果をもつ改革について分析を行うとすれば，このようなモデ
ルを使うしか他に代替策はない．また，さまざまなモデルに
基づく研究結果を比較考量することが，その妥当性について
感触を得るのに重要である．

出所：Francois and Martin 2007; Hertel 他 2006; van der Mensbrugghe 2006．

福祉コストの分布

途上国 先進国 合計

福祉コストの内訳
途上国の政策

農業・食料 9.8 6.6 16.4
他部門 5.2 23.0 28.2

先進国の政策
農業・食料 9.1 38.0 47.0
他部門 5.9 2.4 8.4

世界の貿易政策（上記の合計） 30.0 70.0 100.0
実質GDPのコスト 0.8 0.6 0.7

表4.2　現行貿易政策がもたらすコストの分布
（貿易完全自由化シナリオとの対比でみた 2015 年における現行貿易政策に伴うコストの分布％）

出所：Anderson, Martin, and van der Mensbrugghe 2006a．
注：完全貿易自由化シナリオは 2001 年現在の二国間関税と国内および輸出補助金の推定値に基づく．二国間
の貿易特恵も含む．
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幅がある．例えば，完全貿易自由化による国際

綿花価格の変化を推定した研究 11 件を検討する

と，平均で 10％の価格上昇率（世界銀行による

2006 年の研究における 21％よりも低い）注 16，

穀物価格については 4-8％の価格上昇が示唆され

ている注 17．

　OECD 諸国における脂肪種子生産に対する補助

金と一部の途上国における輸入関税が，途上国全

体として同産品の貿易に占めるシェアが低くなっ

ている主因である．OECD 諸国では関税は低いも

のの，多くの諸国が農業補助金を通じて国内生産

を支援している．一方，脂肪種子について世界最

大の輸入国であるインドと中国はきわめて高い関

税を課している．貿易の完全自由化が実現すれ

ば，脂肪種子の国際価格が上昇して，ラテンアメ

リカおよびサハラ以南アフリカの生産が増加する

一方，OECD 諸国の生産は減少するので，南アジ

アと東アジアでは全体としてネットの影響はほと

んどないものと予想される．輸入関税の低下（主

としてインドと中国）による価格効果は国際市況

の上昇で相殺されるからだ注 18．

　OECD（主としてアメリカ）の綿花に関する生

産補助金は，途上国の綿花輸出が世界貿易に占め

るシェアを押し下げている．一部の途上国も綿花

生産者に多額の直接補助を供与したり（例えば中

国），10％程度の輸入関税を適用したりしている

（アルゼンチン，ブラジル，エジプト，インド，

ウズベキスタン）注 19．貿易の完全自由化で国際

価格が上昇し，サハラ以南アフリカの生産が増

加すると予想される．西アフリカ諸国の綿花輸

出は 60％増加すると推定されている注 20．アメ

リカの綿花補助金を撤廃するだけで，西アフリ

カの綿花生産者の所得は 8-20％も増加するとみ

られる注 21．一方，OECD 諸国の生産は現在の生

綿花

脂肪種子

酪農品

粗粒穀物

小麦

加工食肉

コメ

果物・野菜

その他作物

砂糖

家畜

植物油・脂肪

図4.6　完全貿易自由化に伴う実質国際商品市況の上昇（推計）

図4.7　途上国が世界貿易に占めるシェアの上昇（推計）

綿花

脂肪種子

酪農品

粗粒穀物

小麦

加工食肉

コメ

果物・野菜

その他作物

砂糖

家畜

植物油・脂肪

実質価格の変化（％）

％ポイント増

出所：Anderson, Martin, and van der Mensbrugghe 2006a．

出所：Anderson, Martin, and van der Mensbrugghe 2006a．
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産者補助金がなければ大きく減少するものと考え

られる．

　国際的な食料価格が上昇すると予測されている

ため，食料を輸入している途上国にとっては大き

な懸念材料となる注 22．最貧国の多くは所得の大

きな部分を穀物輸入に支出していることから，綿

花など非食用産品の価格上昇にともなう利益にも

かかわらず，全体としては福祉の損失をこうむる

可能性がある注 23．

　ほとんどすべての農業ベース国はネットで穀物

輸入国であり，輸出所得の相当な部分を穀物輸入

に費やしている．その比率が 10％以上になって

いるのはベニン，ブルンジ，エチオピア，モザン

ビーク，ニジェール，ルワンダ，スーダンで，ブ

ルキナファソは 20％にも達している．穀物価格

が約 5％上昇すると（完全自由化の場合に予想さ

れる上昇率），穀物輸入国には悪い影響が及ぶ．

予想されているこのような長期的な価格変化は短

期的な穀物価格の変動と比べて小さい．トウモロ

コシの国際価格については過去 2 年間で 50％も

の上昇が生じている．穀物価格の上昇は国内生産

の変動に関連した問題を増幅する可能性もあろう

（食料安定確保の観点）．にもかかわらず，同じ諸

国の多くは脂肪種子と綿花の純輸出国でもある．

スーダンは平均すると外貨の 12％を脂肪種子，

7％を綿花の輸出で稼ぎ出して出している．過去

10 年間の平均でみると，綿花輸出はベニンの輸

出総額の 40％，チャドとマリの場合は 25％（こ

のシェアは漸減傾向にある），ブルキナファソの

場合は 30-60％を占めている．穀物価格と同時に

綿花と脂肪種子の価格を押し上げる貿易改革は，

穀物輸入にかかわる外貨の損失を十二分に相殺す

るように思える．しかし，綿花ないし脂肪種子を

ほとんど，あるいはまったく生産していない食料

輸入国もあり（ブルンジ，ケニア，ニジェール，

ルワンダ），それら諸国は穀物価格の上昇に弱い．

もっとも脆弱な諸国では，主食作物の生産性を上

げるために国内の農業に追加的に投資することが

必要であろう．

ラテンアメリカとサハラ以南アフリカでは
農業生産の伸びが高まる
　世界銀行の研究では，途上国の農業生産の伸び

はベースライン・シナリオの年率 3.9％から，完

全自由化シナリオでは同 4.2％に上昇すると推計

されている．これは伸び率が 8％も高まる，ある

いは農業生産が 10 年間で 4.3％も増加するとい

うことを意味する．ラテンアメリカとサハラ以南

アフリカが最大の伸びをみせる一方，先進国，南

アジア，ヨーロッパ・中央アジアの伸びは平均を

下回るものと予測されている（図 4.8）．

　途上国の伸び率上昇のほとんどは効率性の上昇

によるものとみられる注 24．したがって，貿易改

革に伴う効率性向上を実現するためには，調整を

円滑化する補完的な投資支援が必要であろう．

図4.8　世界貿易の改革に伴いラテンアメリカとサハラ以南アフリカでは農業生産の伸びが高まるも
のと予想されている
農業生産の年間伸び率の変化（％）a

出所：Anderson, Martin, and van der Mensbrugghe 2006a からの援用．
a．2005 年に完全自由化があった場合の 2015 年までの農業生産の年間伸び率推定値と，自由化がないとした場合のベースラインとの差．

先進国 途上国 サハラ以南
アフリカ

南アジア 東アジア・
太平洋

中東・北ア
フリカ

ヨーロッ
パ・中央ア

ジア

ラテンアメリ
カ・カリブ
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貧困は多くの諸国で減少するが，減少しな
い国もある
　全ての人が農業貿易の自由化で得をするわけで

はない．途上国では，国あるいは一国内の地域に

よっては敗者が出てくるだろう．貿易政策の改革

が貧困に及ぼす厚生面の効果全体を追跡するため

には，一般均衡マクロ経済モデルを詳細な家計調

査データに結びつける包括的なアプローチが必要

である．途上国 15 カ国に関する最近の研究では

このアプローチが採用されている注 25．

　この研究を通じて一般的な規則性がいくつか表

れてきている．先進国が貿易を歪曲している農業

政策を撤廃した場合，それが途上国に対して及ぼ

す交易条件の効果はさまざまである．先進国が現

在保護している産品を輸出している途上国では交

易条件が改善するが，同産品の輸入国では悪化す

る．それに伴う国民の福祉の変化は通常は交易条

件の変化の方向にしたがうことになるが，貧困の

変化は必ずしもそのようなパターンにはならな

い．交易条件が悪化しても貧困は低下することが

あるし（バングラデシュ），その逆もまた真であ

る（ベトナム）（表 4.3）．先進国の改革では交易

条件の効果が支配的なのに対して，途上国の農業

貿易改革に伴う利益は自国の改革に伴う効率性の

利益に由来するものと推定される．このような利

益はプラスの貧困削減効果をもつと予想されてい

る．しかし，この効果の大きさは現状の歪みの大

きさを反映して国ごとにバラツキがある．

　グローバルな貿易改革が貧困削減につながる経

路はさまざまで，個別の影響も国により大きなバ

ラツキがある．ブラジル（砂糖，脂肪種子，牛肉

など手厚く保護されている産品について競争力が

ある）やタイ（コメの輸出国）のような一部の途

上国は，先進国の改革に伴う交易条件の大幅な改

善で大きな利益を享受するものと予測される（表

4.3）．交易条件の改善に伴う国民福祉の増大はタ

イのほうがブラジルよりも大きい．これは前者の

ほうが後者よりも貿易依存度が高いためだ．しか

し，バングラデシュやモザンビークでは交易条件

は悪化するものとみられる．前者は綿花，小麦，

脂肪種子の輸入国，後者は小麦とコメについて輸

入国であるのに加えて，世界貿易の改革に伴って

国際価格の下落が予想される水産物の輸出国だか

らである．

　先進国の農業改革に伴う交易条件の変化が貧困

に与える影響は，貧困層がどこにいるか，生計の

ために何をしているか，何を消費しているかに

よって違ってくる．例えば，タイについては交易

条件の変化は小幅であるが，貧困への影響はブラ

ジルの場合よりも相対的に大きくなるだろう．そ

の理由は次の通りである．まず，ブラジルの場

合，極貧層（1 日１ドル未満）の 3 分の１は主と

して移転に依存して暮らしており，食料価格の高

騰で損をする．残りの 3 分の 2 は主として未熟

練農業労働者や自営農家であるが，食料価格の高

騰に伴って雇用の減少や所得の減少に見舞われる

だろう．これに対して，タイの場合，極貧層はほ

とんどが農村家計であるが，多様な収入源をもっ

ブラジル タイ ベトナム メキシコ モザンビーク バングラデシュ

先進国の自由化に伴う変化
交易条件（％） 4.9 1.1 0.3 –0.2 –0.4 –0.5
福祉（％） 0.7 0.8 0.2 –0.2 –0.6 –0.2
貧困（％） –1.8 –6.6 0.2 0.3 0.1 –0.1

途上国の自由化に伴う変化
交易条件（％） 0.6 0 –0.4 –0.3 0.6 –0.4
福祉（％） 0.1 0.5 1.1 0.1 1.8 0.3
貧困（％） –0.2 –4.6 –1.7 0.6 –1.1 –0.2

先進国・途上国両方の自由化に伴う変化
1 日１ドル未満の貧困（％） –1.9 –11.2 –1.5 0.9 –1.0 –0.3
１日１ドル未満の貧困（1,000 人） –445 –133 –23 86 –62 –128

表4.3　先進国および途上国における農業貿易改革が貧困に及ぼす効果の例示

出所：Hertel 他 2007．
注：交易条件から福祉や貧困削減への伝達規模が国よってさまざまであることを示すために，15 カ国中 6 カ国を選んで上表に掲載．研究対象の 15 カ国中 2 カ国は，
先進国と途上国双方における農業貿易の自由化で貧困の増大を経験するものと推計されている．
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ボックス　4.7 主食作物に関する一国内のネットの買い手と売り手

　貧困層の食料価格上昇に対する脆弱性は国によってバラ
ツキがある（下表）．ボリビアとエチオピアでは，食事には
ジャガイモ，モロコシ，テフなどといったこれら諸国が国際
市場では取引していない作物が含まれる．その結果，貧困層
は輸入穀物価格の変動に対してはそれほど脆弱ではない．表
中にある他の 5 カ国では，貿易されている食物（コメ，小
麦，トウモロコシ，豆類）が食料支出の 40-64％を占めてい
る．バングラデシュでは，貧困層の 50％強は土地をもたな
い家計であり，総予算の 27％をコメの購入に支出している．
バングラデシュの貧困層はコメ価格の高騰にもっとも弱い
ことになる．貧困層のなかで食物に関してネットの売り手は
わずか 8％を占めるにすぎず，したがって，コメ価格の変動
に伴う福祉面の効果は全体としてネットの買い手に対する効

果が支配的となる．ザンビアでは土地のない貧困層は少ない
が，ネットの買い手である小自作農が大勢おり，トウモロコ
シや小麦の輸入価格変動で影響を受ける．
　これとは対照的に，カンボジア，マダガスカル，ベトナム
では，主食作物についてネットで売り手の小自作農が多数い
る．このような諸国ではコメ（マダガスカルではトウモロコ
シも）の販売が家計所得のなかで大きなシェアを占めている
ので（マダガスカルでは 70％），ネットの売り手はコメの価
格変化に敏感である．コメ価格が上昇した場合，ネットの売
り手の所得増加が全体としてネットで買い手の損失を圧倒す
る．同様に，モロッコでは，貧しい農村家計の 35％はネッ
トで売り手であるため，穀物価格が下落した際には，ネット
の買い手よりも大きな損失をこうむることになる

注 26
．

ボリビア
2002

エチオピア
2000

バングラデシュ
2001

ザンビア
1998

カンボジア
1999

マダガスカル
2001

ベトナム
1998

貧困層の食料消費に占める国際的に取引
されている主食作物のシェア（％）

25.5 24.1 41.2 40.4 56.3 62.7 64.4

貧困層の分布（％）
都市部（買い手） 50.9 22.3 14.9 30.0 8.4 17.9 6.1
農村部土地なし（買い手） 7.2 — 53.3 7.4 11.5 14.8 5.8
小自作農（ネット買い手） 29.1 30.1 18.8 28.8 25.8 18.9 35.1
小自作農（自給自足） 7.1 39.5 4.6 20.8 18.0 27.3 19.4
小自作農（ネット売り手） 5.6 8.0 8.4 13.0 36.3 21.1 33.6

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

貧困層内各グループ別にみた主食作物ネット購入 /売却のシェア（各グループの総支出に占めるシェア％）
都市部のネット買い手による購入 12.0 9.4 22.7 11.5 5.9 4.8 13.1
農村部のネット買い手による購入 12.9 28.4 27.3 18.9 20.8 10.7 19.9
ネット売り手による売却 37.6 35.1 39.7 21.0 39.0 70.3 37.4

全貧困層の主食作物ネット購入 /売却のシェア（全貧困層の総支出に占めるシェア％）
ネット買い手（全貧困層）による購入 11.3 10.2 22.0 10.3 8.1 3.6 8.8
ネット売り手（全貧困層）による売却 1.4 2.8 4.0 2.3 14.4 18.4 12.5

農村部貧困層の大半は貿易可能な主食作物に関してネットの売り手ではない

出所：Ataman Aksoy and AyIin-Isik-Dimelik（個人的な交信）が提供したデータに基づく筆者の試算．
注：データは各国定義による貧困線未満の人々だけを対象．貿易可能な主食作物にはコメ，小麦，トウモロコシ，豆が含まれる．除外されている作物として
はキャッサバ，ジャガイモ，プランテーン（料理用バナナ），モロコシ，テフがある．
－は入手不能．

ているため，食料価格の上昇で得をするものとみ

られる．バングラデシュでは，交易条件の悪化は

貧困の減少につながると予想される．貧困層はほ

とんど未熟練労働所得だけに依存しているが，食

料価格の下落で得をするだろう．

　途上国の農業貿易改革が途上国自身の交易条件

に与える影響は，先進国の改革の場合よりもずっ

と小さいと推計される（表 4.3）．途上国が輸入

関税を撤廃すると，貧しい消費者にとっては食料

価格が低下する一方，食料についてネットの生産

者にとっては所得が減少する．例えば，メキシコ

では関税引き下げで農村家計の間では貧困が増加

するとみられる．対照的に，ベトナムでは改革を

受けて実質農業所得と実質賃金の両方が上昇し，

広範な貧困削減につながると予想される．

　総合すると，先進国と途上国の農業貿易改革を

組み合わせると，貧困削減の度合いが大きくなる

傾向がみられ，人口のなかで貧困の深刻化を経験

している人々の割合が低下する．

勝者と敗者：同一国内の貧困層のなかで
　主食作物の貿易政策改革に関して特に懸念され
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るのは，貧困層への潜在的な福祉効果である．貧

困層のほとんどは食料に関してネットの買い手で

あるが，一部は売り手である．したがって，価格

の変化は貧困層のなかで勝者と敗者を作り出す．

平均的な貧困への効果を考えるだけでは（表 4.3

のように），政策改革が家計ごとの貧困に与える

重要な影響を見逃すことになる（ボックス 4.7）．

また，勝者と敗者の分布は国よって違うだろう．

　輸入食料価格が家計の福祉に及ぼす影響を評

価するに当たって，国際価格が農村家計にどの

程度波及するのかも重要であるということを考

慮しなければならない．波及の程度は国内の取

引コストや貿易可能性に影響されるため，国よっ

て大きなバラツキがある．例えば，途上国 8 カ

国に関する最近の研究によれば，コロンビア，

エジプト，ガーナ，インドネシア，マダガスカ

ルでは農民への価格伝達は小さいようである．

しかし，アルゼンチン，チリ，メキシコでは国

内価格変動の 60％は世界価格の変動で説明でき

る注 27．福祉効果を決定するのは家計レベルの価

格変化である注 28．

　貿易自由化は第 1 次的な食料価格の効果以外

にも，市場の創出や損失を通じて，また，価格変

化が誘発する雇用や賃金への影響を通じて，貧困

層に影響を与える注 29．マリやブルキナファソな

ど多数の諸国では，大勢の小自作農は食用作物

と輸出作物の両方を生産しているので，穀物や

綿花の価格上昇につながる貿易自由化で利益が

享受できるだろう．新しい市場機会に反応でき

る農民の能力は，インフラ，制度，サービスな

ど非価格要因に依存している．ベトナムにおけ

る 1990 年代前半の広範な貿易改革は，大きな

供給対応を誘発し，貧しい農民に大きな厚生利

益をもたらした注 30．

　主食あるいは他の農作物の価格が上下変動する

と，雇用や賃金の変動も誘発される．この効果の

方向性や規模は場合によって異なり，労働市場の

状況に依存する．南アジア諸国のように，農村人

口のうち土地を所有しておらず農業賃金労働者と

して働いている割合が大きい諸国では，労働市場

への影響は甚大であろう．バングラデシュに関す

る研究の結論によれば，土地のない平均的な貧困

家計はコメ価格の上昇で短期的には損をするが，

長期的には賃金が上昇するので得をする注 31．メ

キシコについては逆の結果が出ている．1990 年

代の改革は未熟練労働の賃金と農業収益の低下を

誘発して，消費財の価格低下による利益を相殺し

た注 32．労働市場への作用は福祉に影響を与える

ような貿易改革に対する非常に重要な経路である

ことをベトナム，バングラデシュ，ウガンダにお

ける所得の分解は示している注 33．

潜在的利益を実現する余地

　世界貿易の自由化を推進するのは容易ではな

い．それはウルグアイ・ラウンドとドーハ・ラウ

ンドで証明されている．既得権者が現在の政策を

強力に擁護し，変化を躊躇しているからだ．過去

の政策改革のほとんどは一国の改革努力によって

実施されている．それは将来的にも引き続き重要

であるが，多角的および地域的な合意も依然とし

て国際的および地域的な市場の歪みを除去するた

めの重要な手段であろう注 34．

多角的合意：ドーハ・ラウンド
　貿易交渉のドーハ開発ラウンドは，完全貿易自

由化の潜在的な利益の少なくとも一部を実現する

好機である．完全貿易自由化の潜在的利益の対

GDP 比率は途上国のほうが先進国より大きいも

のの（表 4.2），ドーハ合意の潜在的なインパク

トについては途上国の利益のほうが小さくなると

推計される注 35．ドーハ・ラウンドでは，先進国

と途上国の両方における関税引き下げよりも，輸

出補助金の撤廃と国内補助金の削減が強調されて

いることが一因である．関税引き下げのほうが先

進国の補助金廃止よりも，グローバルな福祉と貧

困削減に大きな効果があると予想されている．た

だし，両方とも重要ではある注 36．綿花など輸出

補助金の削減に大きな効果があったり（綿花），

ドーハ・ラウンドから重要な利益が得られたりす

る例外もある注 37．

　貿易交渉のドーハ・ラウンドが 2006 年 7 月

から 2007 年 1 月まで中断されたことや，再開

後の進展も遅々としていることから，多角的合意
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を通じてさらなる改革が可能なのかという重大な

疑念が生じている．以下に，あり得るシナリオを

いくつか示しておこう．

ドーハ・ラウンド合意――内容が問題．　更なる

改革について合意ができるというのが最良の結果

であろう．ただし，特に綿花など最貧国にとって

重要な農産物に関する合意が含まれていなければ

ならない．このインパクトは以下の諸点に左右さ

れる．

適用される現実の関税率が WTO で合意され

た上限率をどの程度下回るか．現在適用され

ている率は総じて上限率を下回っており，適

用率を引き下げるためには上限率の大幅な引

き下げが必要となる．ちなみに，現状，上

限関税率は先進国では適用率の平均のほぼ 2

倍，途上国では 2.5 倍となっている．

綿花など途上国にとって重要な輸出農産物に

ついて先進国は補助金をどの程度削減する

か．綿花に関する貿易政策の世界的な福祉コ

ストのうち 89％は国内支援プログラムが負

担しているので，その削減はサハラ以南アフ

リカの綿花生産諸国を中心に途上国にとって

重要な利益となるだろう．WTO で合意され

た上限はやはり現在の支援水準を大きく凌駕

している注 38．

 「センシティブ品目」の取り扱いがどうなる

か．厳しく制限しておかないと改革の効果を

損なうことになる．先進国は自分で選定した

産品に関して，関税率と補助金の削減幅を一

般的なアプローチで考えられるよりも小さく

しようとしている．推計によれば，EU の関

税引き下げ対象全品目から 1％を除外するだ

けで，例外を認めないというドーハ・ラウン

ドで期待される関税引き下げ率は半減してし

まう注 39．センシティブ品目が関税引き下げ

対象品目に占める割合について，アメリカの

提案は 1％に，EU の提案は 8％に制限する

というものになっている．

 「特殊品目」の取り扱いがどうなるか．途上

国は特別品目（食料安定確保，生計安定確

•

•

•

•

保，農村開発に重要と考えられる品目）に関

しては関税を引き下げない，または小幅切り

下げにとどめることを要求している．除外の

潜在的なインパクトは国よって異なってこよ

う．最貧層など食料のネット買い手は，関税

がない場合に比べて価格を押し上げることに

なる主食作物に対する関税で，痛手をこうむ

る（ボックス 4.7）．ネットの売り手は得を

する．他の諸国が「特殊」と考える品目を輸

出している一部の途上国は，その品目に関し

て途上国の市場アクセスが制限される可能性

を懸念している．特殊品目に関して合意する

ためには，このような要因を考慮に入れる必

要がある（「一時的な補助」に関する節も参

照）．

途上国の特別かつ異なる扱いがどうなるか．

現在の貿易交渉開発ラウンドでは，途上国が

求められている保護の削減幅は先進国よりも

小さい（特別かつ異なる扱いに関する合意に

基づく）．先進国の農業貿易改革が貧困に及

ぼすインパクトは，多くの諸国について途上

国が行う改革よりも大きい．しかし，後者は

多数の途上国についてもっと平等に貧困を削

減できる可能性がある．要するに，両方とも

重要なのである注 40．

　以上から，ドーハ合意はもし関税の上限率を現

行水準を大幅に下回るところにまで引き下げ，途

上国にとってもっとも重要な品目について先進国

の補助金を削減し，センシティブ品目の範囲を制

限し，特殊品目に関する合意では貧困層のネット

買い手という立場を考慮に入れられれば，完全自

由化に伴う利益の一部は確保できるだろう．

合意不成立のシナリオ．　ドーハ・ラウンド合意

が成立しなければ，途上国は改革を推進するため

に二国間および地域的な合意を活用する必要があ

ろう．農業に関して二国間や地域的な貿易合意が

増加すると，より広範なグローバルな改革よりも

効率性が低く，結果としてコスト高に陥り，グ

ローバルな改革が遅れ，複雑になってしまう可能

性がある．しかし，地域協定は多角的なテーマに

•
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なっていない問題に対処するには便利なことが多

い（後述）．

　ドーハ・ラウンドの失敗に伴う最悪の結末は，

途上国も巻き込んだ世界的な保護主義に回帰する

ことであろう．そうなれば効率性の面で過去の利

益も逆転し，貧困削減にも悪影響があるだろう．

すでに一部の途上国は OECD の補助金に対抗し

て，さまざまな農産物について保護関税の引き上

げを呼びかけている（2006 年のサハラ以南アフ

リカ食料安定確保サミットにおいて）．

地域的貿易協定
　途上国の貿易全体のなかで途上国どうしの貿易

シェアが上昇している状況下，途上国の他の途上

国市場に対する市場アクセスを改善すれば大きな

効果があるだろう．

　地域的協定は多角的な貿易議論では，テーマ

になっていない地域的な集団行動問題に取り組

むことができる．例えば，地域協定は政治的緊

張を緩和して，インフラについて規模の経済を

活用することができる．多数の小国を抱える地

域（例えばサハラ以南アフリカ）にとっては，

地域統合を推進し，地域市場を開放することが

重要であろう注 41．

　世界貿易の 3 分の 1 以上が，何らかの互恵的

な地域貿易協定を締結している国どうしのものと

なっている注 42．このような協定は参加国が少な

いので通常は多角的協定よりも締結が容易であ

り，単に関税を引き下げるだけでなく，国境通

過，規則，基準などにかかわる障害を削減する措

置を盛り込んでいる．このような協定すべてが新

たに貿易や投資を創出するわけではなくて，なか

には単に迂回させるだけにとどまっているものも

ある．例えば，国境での対外的な保護障壁が高い

諸国が存在している場合，加盟国相互間の貿易は

増えるだろうが，貿易全体は減少する可能性があ

る．

　アフリカ諸国は平均すると 4 つの地域的な貿

易協定に参加しているし，ラテンアメリカ諸国は

7 つとなっており，貿易が複雑化している．世界

銀行が最近行った地域的貿易協定のレビューで

は，次の条件を満たしていなければ国民所得を押

し上げる可能性は低いと結論づけている．①対外

的な「最恵国」関税が低い，②除外されている部

門や品目が少ない，③原産地証明規則が非制限的

である，④貿易円滑化措置が含まれている，⑤投

資や知的財産権に関するルールが発展段階と整合

的である，⑥スケジュール通り実施に移されてい

る注 43．実際には，多くの諸国で実施が困難なよ

うである．膨大な文書によって国境を越える物や

人の自由な移動が法制化されたものの，実施は不

完全である．政策調和を確保し，非関税障壁を削

減し，国境における手続きや汚職を削減し，外貨

交換の問題に取り組み，インフラに関して規模の

経済を活用するなどの努力が必要である．

一時的な補助

　さらなる改革と部門別調整を推進するために

は，一時的な補助が必要かもしれない．重要な問

題は一時的な保護，代替的な歳入形態へのシフ

ト，移行を後押しするのに必要な公共支出であ

る．

主食作物の保護に関する途上国での賛否両論
OECDの政策．　途上国では最近，現在の OECD

の貿易政策に対抗して，一時的な輸入保護を導入

しようという呼びかけがある．OECD の保護で国

際価格は長期的なトレンドを下回り，それが輸入

と競合する食料部門の競争力にとって有害であ

り，農業の資本形成を妨げ，農村部から都市部へ

の移住を促進するという議論がベースになってい

る．したがって，国内産業維持のためには輸入保

護は正当化されると主張されている．

　しかし，反論がいくつかある．貿易政策に基づ

く世界価格の歪みは，本章ですでに検討したよう

に，平均すると主食作物については約 5％である．

この長期的な効果は最近の価格変動に比べるとわ

ずかである．それはトウモロコシの世界価格は過

去 2 年間で 50％以上も高騰していることでわか

る．加えて，インフラや輸送にかかわるコストが

原因であり，主食作物の世界価格から国内生産者

への伝達は，特に農業ベース諸国では非常に不完

全である注 44．事実，ほとんどの農業ベース諸国
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では主食作物のほとんどは国際的に取引されてお

らず，当該地域で地方的に取引されているにとど

まる（フォーカス C 参照）．したがって，貿易の

歪みが途上国の主食作物生産者の農業所得に及ぼ

す影響は非常に小さいと考えられる．

　価格伝達の大きい貿易可能な主食作物について

は，国際市場における保護削減が短中期的に価格

の上昇を誘発する可能性が大きく，価格の歪みが

なければ国内産業が明らかに競争力をもっている

場合に限って，控えめで短期的な保護の妥当性が

主張できるだろう．しかし，そのような場合でさ

え，保護は控えめで（すなわち穀物価格について

5-10％とみられる世界価格の上昇幅に近い規模

で）なければならない．ひとたび貿易の歪みが除

去されると，政策の調整が政治的に困難になるこ

とも考慮に入れておくべきである．つまり，保護

を導入するなら，信頼できる脱出戦略を具体化し

ておくべきである．

食料の安定確保．　世界価格の歪みに関する議論

とは別に，食料安定確保の名の下に国内主食産業

の保護が主張されることが時々ある．これは慎重

な検討を要する．第１に，消費者がコストを負担

することになる．特に所得のうち大きな割合を主

食作物に支出している貧しい消費者にとっては

負担が大きい．また，多くの諸国で農村部貧困

層の多くは食料に関してはネットの買い手であ

る（ボックス 4.7 参照）．第 2 に，食料確保が不

安定な主因は通常は食料供給の欠如ではなく，貧

困と購買力不足にある．ただし，農業ベース諸国

には重要な例外がある（フォーカス C）．例えば，

インドネシアは 2004 年に国内生産を増加させる

目的でコメの一時的な輸入禁止を実施した（今で

は恒久措置になっている）．貧困層の 3 分の 2 は

ネットでコメの購入者であるため，輸入禁止に

伴う価格高騰で打撃をこうむった．禁止の影響

を主因として，人数ベースの貧困率が 2005 年の

16％から 06 年には 18％に上昇した注 45．

　仮にある産業がすでに保護されているとすれ

ば，経済のなかで大きなシェアを占め，貿易可能

な部分を構成している同産業の急速な自由化は，

短期的には新しい機会をつかむための資産も知識

ももっていない貧困層を中心に大きな失業と困窮

をもたらすだろう注 46．この場合，弱者が成長の

利益にあずかれることを確保し，貿易改革に関す

る政治的支持を維持するためには，弱者グループ

のために一時的な支援を盛り込むことが至上命題

になるだろう（後述）．生産的な資産をもってい

る人々に対しては，支援は所得支持だけでなく

（メキシコの PROCAMPO），競争力のある活動へ

の移行を円滑化するためにも，この一時的な支援

が提供されてしかるべきである．

セーフガード政策．　市場を自由化し適用関税を

削減した際，快適水準を引き上げるためにセーフ

ティネットを必要とする政府は，もし WTO 交渉

の新ラウンドで認められるならば，世界価格の変

動性に対するエクスポージャーを削減するべく価

格帯の導入というセーフガード政策を考慮する可

能性があろう．輸入関税の一時的な引き上げに

よって実施された下限価格は，世界価格が極端に

低い時期には生産者が極端な困窮に陥るのを阻止

するのに役立つだろう．同様に，世界価格が非常

に高い時には輸入関税の一時的な引き下げを実施

することができる．しかし，このメカニズムが価

格の上昇圧力を大幅に削減する能力は，そもそも

初期の関税による保護が相当大きくない限り（そ

れは効率的でも公平でもなかろう），限定的であ

ることは認識しておくべきであろう．このような

可変関税制度の経済的コストを最小化し，恒久的

な保護の強化にならないことを確実にするため

には，セーフガード政策に関して明確に規定さ

れたルールをもっていることが重要であり，そう

すれば既得権益層によって支配されることが回避

でき，一時的な関税の引き上げは例外的で短期間

のものにとどまるだろう注 47．現在までのところ，

セーフガードの使用で成功例はほとんどなく，う

まく機能しなかった例が若干あるにとどまってい

る．

　要約すれば，主食作物に関する貿易政策は国内

生産を保護すると，貧困層にとっては不利になる

ことが多いという点を認識していなければならな

い．資産アクセスを増大し，生産性を引き上げる

ための研究，教育，エクステンション，農村部の
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インフラに対する投資などの代替的な政策に比べ

て，保護が効率的であるということでもない．し

かし，このような市場が政治的に微妙であること

や貿易政策の効果が国ごとに固有であることを考

えると，貿易ルールのなかに柔軟性を残しておく

（市場自由化へのシフトを奨励する形で）のが合

理的であろう．

代替的な形の課税に移行する
　農産物の輸入規制と輸出課税をさらに削減する

のは，多くの農業ベース諸国にとっては財政的に

ジレンマである．公共投資がこの歳入に依存し

ているからだ．サハラ以南アフリカでは，貿易関

連税は政府の歳入総額のうち約 4 分の 1 を占め

ている．アジア・太平洋の途上国では約 15％と

なっている注 48．ほとんどの農業ベース諸国では

農業が支配的な部門であるため，現在の経済発展

段階に応じて必要とされる中央および地方の政府

収入に引き続き寄与していかなければならない．

農業に対する課税の指針としては，アフリカの分

析で前に強調した 4 つの重要な原則がここでも

妥当である注 49．非差別的であること，効率性の

損失を最小化すること，財政支配の有効性を考慮

すること，実施能力を考慮することがそれであ

る．

　農業は他の産業と比べて高い率で課税されるべ

きではなく，農業課税は一般的な付加価値，収

益，所得に対する課税の総合で考えるべきであ

る．産出税や投入税は最小にとどめるべきだ．土

地税は効率性の損失を最小化して生産を促進する

が，農業ベース諸国には存在していないのが一般

的である．産出税は実施の管理能力が備わった諸

国では消費税（小売税ないし付加価値税）で代替

することができる注 50．新制度を実施する能力は

時間をかけて構築する必要がある．それまでの

間，歳入のためには個別物品税や投入税に部分的

に依存することが必要かもしれない．

　最近のデータによれば，代替的な歳入源へのシ

フトに関する状況はさまざまであるが，貿易関連

歳入の減少にどう対処すべきかに関して教訓が

得られる．先進国は前回の貿易改革に伴う歳入減

を全部取り戻しているし，中所得国も損失額の

40-60％を回復している．ところが，低所得国は

わずか 30％しか取り戻していない．低所得国の

経験には大きなバラツキがあるが，マラウイ，ウ

ガンダ，セネガルはほぼ全額を取り戻している．

理由はどこにあるのだろうか？　物品税や消費に

対する広範な付加価値税に加えて，控除を削減

し，税率構造を簡素化し，徴税管理を改善するこ

とによって，課税ベースを拡大する努力が有効で

ある注 51．これとは対照的に，複数税率，適用除

外，管理能力の低さを伴った付加価値税制は回復

率の低さにつながっている．貿易改革は補完的な

国内の税制改革や，農業向け公共支出にかかわる

質の大幅な改善と順序を考えながら実施する必要

があるゆえんである．

過渡期を支える政策と公共支出
　貿易の自由化は，補完的な政策や移行を円滑化

し敗者を支援するプログラムの重要な役割を考慮

せずに議論されることがあまりに多すぎる．補完

的な政策には公共投資と，長期にわたる成長を示

唆する新しい市場のシグナルを受けた対応を円滑

化するその他の政策がある（次節で検討）．悪影

響をこうむるグループの多様性を認識して，違い

の明確な人口動態や地理的な特性を検討し，損失

と潜在的な利益を分析することが必要である．一

時的な支援策には以下が含まれるだろう．

生産のシフトを円滑化する交付金．　農業補

助金を削減するトルコのプログラムがその例

である．農民がタバコやヘーゼル・ナッツの

生産からトウモロコシ，大豆，ヒマワリ，野

菜などより効率的な作物にシフトするのを促

進するため，ヘクタール単位で交付金が支給

された．補完的な支援が協同組合の販売ルー

トの効率性を改善するために供与された注 52．

現金移転と社会的セーフティネット．　極

貧層を支え，必要な調整を支援するために

は，メキシコの農業直接支援プログラム

（PROCAMPO）のように，政府は現金移転を

行ったり，社会的セーフティネットを提供し

たりしなければならない可能性がある（ボッ

クス 4.5）注 53．しかし，損失補填のための

•

•
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現金移転は供給反応を引き出すには不十分で

ある．生産性や教育を改善して，過渡期を円

滑化するためには，インフラ投資やエクステ

ンション・サービスなど対象をしぼった投資

が必要である（次節参照）注 54．

　挑戦課題は，過渡期向けの補完的な所得支持策

と，長期的な農業の発展と貧困削減に拍車をかけ

るコアな公的プログラムの間で十分なバランスを

確保することにある．長期的な成長を犠牲にして

一時的な支援だけに焦点をしぼっていると，保護

と補助金の罠に陥るリスクが高くなる．このよう

なプログラムの実施能力を制約する統治問題にも

取り組む必要がある（第 11 章）．

長期的な発展のための公共投資

　貿易や価格に関する政策改革に対する小自作農

の供給反応の規模は，さまざまな要因があるも

のの，特に農村部のインフラ（灌漑，道路，輸

送，電力，通信），市場，農村金融，研究開発に

依存している注 55．これが不足しているところで

は，貿易改革に乗じるためには補完的な投資が必

要になるだろう．同様に，もしこのような非価格

要因が整備されていても，国内のマクロ経済政策

や産業政策が生産インセンティブを圧迫している

ようであれば，供給反応は限定的なものにとどま

る．農業ベース諸国を中心に多くの諸国では，こ

のような非価格要因が未発達で，市場インフラ，

制度，研究開発・エクステンション，天然資源管

理などを中心に大幅な投資が必要である．開発の

ために農業を活用するためには，このような投資

が長期的には貿易改革よりも重要であろう．投資

の優先順位の詳細は今後の各章のテーマである．

　公共支出はこのような必要とされている長期的

な投資ではなくて，農業向け補助金に振り向けら

れていることがしばしばである．補助金は通常は

経済的に非効率であり，しばしば資源の浪費を促

進し，成長や所得の逸失という点では農民にとっ

てコスト高になる．長期的な資本投資が実行され

た場合でも，このような投資の持続可能性を確実

にする運営や維持に割り当てられた資源はあまり

にも少なすぎる．

　農業補助金はここでは，農業投入物など必要不

可欠な私的財向けに支出される公的予算と定義し

ておく．補助金は，一時的な市場の失敗の克服，

インフラの固定費の相殺，リスクの削減に役立

つ（第 6 章）．しかし，このような目的に使われ

ることは稀で，ほとんどが裕福な農民の利益にな

り，一度導入されると廃止するのが困難になるこ

とが多く，これらすべてが資源利用の非効率性と

不公平性につながっている．したがって，公共支

出の質，すなわち資源利用の効率性が，その水準

そのものよりもっと重要な問題になっているのが

普通である．

現行支出の非効率性
　公共支出の大部分は私的財を高いコストで提

供することに使われてきている．公共支出をレ

ビューしてみると，農業予算のなかでは私的財へ

の配分が多いことがわかる．アルゼンチン 37％

（2003 年），インドネシア 43％（06 年），イン

ド 75％（02 年），ウクライナ（05 年）となって

いる．ケニアの 2002/03 年度予算をみると，準

国営機関への移転と補助金が政府の農業向け総

支出の 26％を占めている．ザンビアの 2003/04

年度の予算では，賃金を除く総支出のうち約

80％は，農民が肥料とトウモロコシを購入する

際の価格補助金に充当されている．

　補助金への配分は公共財への高収益投資から資

金を奪う結果になっていることが多い．ザンビア

の 2003/04 年度の農業予算をみると，研究開発，

エクステンション・サービス，農村インフラなど

高収益率を示している投資向けに支出されている

のはわずか約 15％にすぎない（第 7 章）．私的

財向けの補助金から公共財に支出を再配分すれば

成長を高めることができる注 56．しかし，このよ

うな補助金は経済的には非効率ではあるが，政治

的には往々にして適切である．したがって，資源

利用の効率性を高めるためには，予算配分を決定

する政治経済学的な圧力に取り組むことが必要と

なる（ボックス 4.8）．

　インドでも，公共財投資から補助金へのシフト

という流れになっている．農業向けの公共支出
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総額は農業 GDP の約 11％で横ばいで推移してい

るものの，肥料や電気の補助金（ボックス 4.8 参

照），穀物価格の支持，水，信用のシェアが，研

究開発，灌漑，農村道路など公共財投資を犠牲に

して漸増している．農業向け支出の内訳をみる

と，補助金が公共財投資の約 4 倍に達している

のである（図 4.9）．さらに，インドでは補助金

の収益率は低下している注 57．このような状況と

関連した研究結果によれば，インドの農業向け公

共支出を再配分すれば，効率性が著しく向上する

余地があることが示唆されている注 58．

農村部の公共投資の効率性を改善するため
の改革
　農村向け公共投資がなぜ非生産的な介入策に配

分されているのかを理解するためには，政府政策

の政治経済学を理解することが必要である．制

度，人口動態，経済に関する変数が一体となっ

て，公共支出の規模と質を形成している．質に影

響する要因の 1 つに情報がある．支出評価に関

する正式なプログラムが欠如していることが，公

共支出とその受益者に関する公式な情報へのアク

セスが欠如していることと相まって，正式な説

明責任メカニズムがあったとしても（政治的な

チェック・アンド・バランス，言論の自由，目的

の明確な市民社会組織などが提供可能），その有

効性が低下している．このような情報のギャップ

があるため，公的政策に関する公開討論は特殊権

益層によって操縦されやすい．厳格な評価，その

広範な宣伝，透明性の増大があれば，このような

情報のギャップは縮小できるだろう．

　特殊権益層も公共支出のパターンに影響する．

ラテンアメリカでは，政府が提供する農村補助

金のシェアは所得の不平等が大きいところほど大

きくなっている注 59．国富の大きな部分をコント

ロールしている経済部門ないし生産者グループ

も，自己利益のために公的政策を左右する手段を

もっている．もし公共支出が特殊権益層の影響力

を受けた結果になっているのであれば，解決策と

しては予算の執行を貧しい農村家計も発言権をも

つ参加型の意思決定に連動させればいいだろう

（第 11 章）．行政管理上の分権化が政治的な分権

化を伴っている地方支出の場合，これはもっとも

うまく機能する注 60．それでもエリート層による

支配が難題であり，今のところ分権化が汚職に及

ぼす効果に関する証拠はまちまちである注 61．

結論

　最近の政策改革を受けて，途上国では農業生産

者の価格インセンティブが改善している．これら

諸国の農業課税をみると，平均的にネットで大幅

に減少している．1980-84 年から 2000-04 年の

間に，農業ベース諸国で 28％から 10％に，転換

国で 15％から 4％に低下しており，都市化国で

も若干のマイナスからネットで 9％の保護に変化

している．しかし，ネット課税の変化は一部の諸

国では，農産物輸入の保護強化と同輸出課税の継

続が重なった結果である．このような相違は政策

改善の余地があることを示唆しているものの，お

そらく各国内では分配面で潜在的な悪影響を伴う

であろう．これに対して，OECD の生産者補助の

削減に関しては全体として相対的にほとんど進展

がみられない．しかし，生産者価格，生産量，作

つけ面積に連動した直接的な支援から，特に EU

を中心に現金移転にシフトする（切断する）動き

がみられる．

　貿易の完全自由化は途上国の貿易や農業生産の

伸びに甚大な影響を及ぼすものとみられる．貿易

の完全な自由化は国際商品市況を平均約 5％，世

界の農産物貿易に占める途上国のシェアを約 9％

ポイント，途上国の農業生産の伸びを平均で年約

0.3％押し上げるものと予想されている．都市化

図4.9　インドでは補助金が増加する一方で公共財投資が減少
対農業 GDP 比（％）

補助金

公共財投資

出所：Chand and Kumar 2004．



��� 世界開発報告 2008

国，とりわけ現在保護されている産物の多くで競

争力をもっているラテンアメリカ諸国は，最大の

利益が期待できる．しかし，すべての人が自由化

で利益を得られるわけではない．ネットで売り手

の農民は得をするだろうが，ネットで食料の買い

手である家計は賃金やその他の所得が増加して相

殺してくれなれければ，食料価格の上昇で損をす

るだろう．

　途上国で今後さらに貿易の自由化を推進するた

めには，貿易関連収入の減少に伴う税収減をカ

バーするための税制改革や，その後の農業向け公

共投資を順序良く実施することが必要となるだろ

う．途上国では，敗者を補償し，新たに出現しつ

つある比較優位に迅速かつ公平に適応を円滑に行

うためには，補完的な政策やプログラムが必要で

ある．

　貿易改革に対する供給反応は灌漑，道路，研究

開発，教育，関連する制度的支援などコアな公共

ボックス　4.8 インドとザンビアにおける補助金の例

インドにおける農業向け電気補助金：地方の説明責任を
強化すれば改革を誘発できるか？
　インドの灌漑地の 55-60％は地下水の供給に依存している
ため，掘り抜き井戸のポンプ用の電気は重要な投入物であ
る．ほとんどの州政府は補助金つきの一律料金（しばしば無
料）で農民に電気を供給している．しかし，サービスの質は
悪い．供給制約のため供給が不安定で，電圧が変動する．灌
漑システムが稼動せず，それが作物の損失やポンプの損傷に
つながることもある．
　農業向けの電気補助金は財政的に圧迫要因であり，環境
にも悪い．パンジャブ州では，農業向けの電気補助金は
2002/03 年度に州政府の支出の 7％に達している．コメなど
他の水集約的な作物を促進する他の政策と合わせると，電気
補助金は地下水の過剰取水に貢献している．同州の地下水資
源の約 60％はすでに過剰取水になっており，取水率が補填
率を上回っているため持続不可能なのは明らかである．
　電気料金の引き上げとメーター制の導入は技術的にも経済
的にも健全な政策ではあるが，今のところ政治的に実現不可
能である．補助金で大きな利益を享受しているのは大規模農
家であり，大きな政治力をもっている．しかし，この補助金
に関してはそれ以上の事情がある．
　この補助金制度は 1980 年代に，農民が電気料金値上げに
対して大規模な反対運動を展開したことを受けて導入された
ものである．現在でもそれが継続しているのは，農業の成長
率が低いため，農業部門と非農業部門の所得格差が拡大して
いることに対応するためだ．農業部門向けに所得を移転する
のに，電気料金の無料化は政治的に好都合な手段なのであ
る．他の政策手段とは違って，（しばしば有効性を欠く）公
的部門による実施を必要としない．ポンプ所有者から水を買
う農民（どの州でも相当な割合に達している）も潜在的には
利益にあずかっているので，この政策手段の魅力は州選挙を
もくろむ政治家にとってはなおさら高まることになる．
　この補助金政策の改革については，電気の質とコストに同
時に取り組むことが重要な要素となる．しかし，盗電や漏電
が蔓延しているため，州政府が電気料金値上げと引き換え
に，サービスの改善を実現できるという保証はない．1 つの
選択肢はエネルギー供給を地方政府ないしコミュニティ団体
に分権化して，電気の質を改善するのに地方の説明責任に頼

るということが考えられる．エリート層によって牛耳られる
ことも回避すべきであるが，このコミュニティ主導型の選択
肢には政治的な手詰まりを打破できる可能性があろう．これ
は発電を分権化した場合における規模の経済の喪失に伴う潜
在的なコストと，まったく進展がないこととの間にはトレー
ドオフがあるということを意味している．

ザンビアの肥料補助金：強力な反対勢力が存在しない
　ザンビアの国家予算の約 5％は農業向けである．2005 年
度についてみると，その農業予算の半分以上が肥料支援プロ
グラム（37％）と食料備蓄機関によるトウモロコシを中心
とした農作物の販売（15％）に使われている．灌漑開発な
ど農村インフラ予算はわずか 3％，農業の研究開発とエクス
テンションまで含む運営費は 11％にとどまっている．農業
の研究開発費は農業 GDP に対する比率でみて 1985 年には
約 1.2％であったが，2000 年には 0.5％にまで低下している．
　肥料補助金がなぜこんなに高いのだろうか？　経済的には
公的資源の非効率的な使用となっているにもかかわらず，補
助金廃止で得をする強力なグループが存在しないためだ．こ
れがトウモコシ製粉に関する初期の改革とは対照的な点であ
る．その際には民間部門が民営化で大きな利益を享受できる
ため，改革を強力に支持した．肥料プログラムでは業者が利
益を得ている．
　2002/03 年度の家計調査によると，農民のうち肥料を入手
しているのは 29％にすぎない．その内訳は民間業者 59％，
政府の肥料支援プログラム 36％となっている．いずれかか
ら肥料を入手している農民は高所得で裕福なだけでなく，舗
装道路や地域の中心部に近い場所に居住している．しかし，
本来は貧困層を対象にした政府プログラムから肥料を受け
取っているのは圧倒的に公務員である．国会議員も利益を得
ている．受け取った肥料にかかわるローンは返済無用である
ことを農民層に時々情報提供している．
　プログラムの経済的コストは大きい．農業研究，エクステ
ンション，インフラなど生産性向上のための支出が少なく，
生産がトウモロコシ中心にとどまって多角化が遅れていると
いう両面からそういえるだろう．

出 所：Beintema 他 2004; Birner, Sharma, and Palaniswamy 2006; Govereh
他 2006; Pletcher 2000; World Bank 2003d．
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財への公共投資がどうなるか次第であろう．しか

し，農業向けの公共投資は往々にして逆進的な補

助金に浪費されている．優先的な公共財への投資

を増やすことによって，公的財源の効率性を改善

する余地が多いにある．必要なのは情報，説明責

任，コミットメントを増大する措置である．予算

配分や農業向け公共支出のインパクトにかかわる

情報ギャップは，広報および予算配分や評価の透

明性を強化することによって埋めなければならな

い．

　政治経済学が改革のペースと範囲を決定するの

で，先進国も途上国もそれに取り組む必要があ

る．改革を支持し維持するために連帯を形成する

のは有益である．WTO は改革を誘発したし，メ

ディアも補助的な役割を果たしている（アメリカ

の綿花産業の例）．場合によっては，敗者のため

には交渉によって妥協をはかることや補償制度が

必要であろう．日本のコメに関する新しい政策改

革，EU の砂糖改革，メキシコにおける 1990 年

代の改革がその実例である．国内の農業改革を経

済全体にかかわる一連の広範な改革と連動させれ

ば，改革の連帯が強化され，進展の可能性が高ま

るだろう．途上国では 1980 年代から 90 年代に

かけてそういう状況がみられた．

　将来の課題として鍵を握っている要素は，貿易

や国内政策の改革を通じて引き続き価格を適正化

し，農業への再投資の原資である貿易関連税収

の損失を相殺してくれる補完的な税制改革を確保

し，公共支出の質が改善するよう保証し，移行を

円滑化するための補完的プログラムを支援し，長

期的に持続可能な成長のためにコアな公共財に大

規模な投資を行うことである．これらすべてが単

なる価格や調整を超えた包括的アプローチを必要

としている．政府は市場インフラ，制度，支援

サービスの改善に焦点を当てるべきである．これ

らが後続する各章のテーマである．
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農業を市場化する

　国内および国際的な市場の激変は農民や農業企

業家にとって大きな商機を生み出している．高付

加価値の一次産品や加工品の需要が，所得の増

加，都市化の進展，貿易の自由化，外国投資，技

術進歩などに牽引されて急増している．こうした

動きは商機の拡大につながっており，農業や非農

業の伸びの加速化と雇用や農村所得の増加にとっ

て重要である．しかし，新しい市場は質，迅速な

デリバリー，規模の経済を要求しており，小自作

農に対して特殊な挑戦課題をもたらしている．

　農業ベース諸国や転換諸国では，貧困層家計の

なかでは主食作物への支出が依然として大きな

シェアを占めている．しかし，主食作物市場のパ

フォーマンスは往々にしてインフラの不備，支援

サービスの不十分さ，制度の脆弱性などに阻害さ

れて，取引コストが高く，価格の変動が大きい．

したがって，主食作物市場がどのように機能する

かが，貧困家計を中心に生計，福祉，食料の安定

確保に影響する．

　農産物の販売システムがうまく機能すれば，食

料のコストや供給の不確実性を削減することがで

き，貧困家計と非貧困家計の双方にとって食料の

安定確保を改善することにつながる．このような

販売システムは農民を消費者に近づけることに

よって，新しい市場の商機に関するシグナルを農

民に伝達し，量，質，品揃え，食料安定確保にか

かわる消費者選好の変化に対応できるよう生産を

誘導することが可能であろう．

　効率的な市場には良い統治と公的政策（インフ

ラ，制度，市場情報を提供し，等級や基準を制定

し，リスクを管理し，契約を執行する各種サービ

ス）が必要である．多くの諸国ではこの問題が引

き続きチャレンジとなっている．しかし，効率的

な市場だけでは公平な成果を達成することはでき

ない．小自作農は公的政策に助けられながらも，

生産者組織を通じた交渉力を増強する必要があろ

う．

　市場の発展の性格とペースは主食作物（穀物），

伝統的なバルク輸出品（コーヒー，ココア，紅

茶，綿花），国内および輸出両市場向けの高付加

価値作物（酪農品，肉，果物，野菜）によって異

なっている．本章では，このような重要な農産物

グループごとの市場について，小自作農にとって

の新しい機会とチャレンジを検討する．開発と貧

困削減に向けて，市場の機能を改善するために追

求されている多種多様な民間，公的部門，市民社

会のイニシアティブにも光を当ててみたい．

主食作物：商品取引とリスク管理を改善

　主食作物の市場は多くの農業ベース諸国と転換

諸国にとっては，依然としてもっとも重要であ

る．というのは，主食作物は家計の食費や農業

GDP のなかで大きなシェアを占めているからで

ある．主食作物に対する需要は人口の増加で継続

し，中所得国では畜産品の需要急増で補完されて

いる．主食作物市場の阻害要因としては，取引コ

ストの高さ，農産物の浪費・損失，販売マージン

の大きさ，市場統合の遅れ，貿易金融へのアクセ

スの制約，規制制度の脆弱性などが指摘できる．

主食作物市場の改善は農業の発展にとって広範な

示唆があるだろう．農場出荷価格が上昇して，農

民が信頼性に関して自信を深め，高付加価値品に

多角化できるからだ．

　農業ベース国と転換国では，主食作物やその他

の農産物の販売について，中小規模のトレーダー

chapter5
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や重層的な仲介業者が関与しているのが一般的で

ある（図 5.1）．トレーダーや仲介業者は 1 人で

複数の商品を取り扱っているのが普通で，信用へ

のアクセスが制約されているため，主として自己

資金でまかなっている．ほとんど在庫は保有せず

に，少量取引を迅速に回転させることによって運

転資本の収益率最大化をはかっている．質の等級

が標準化されていることは稀であり，重量や売買

単位も同様であるため，買い手は自分で検査する

ことが必要不可欠である．したがって，トレー

ダーは広域を旅行しなければならず，それが取引

コストを押し上げている．

　販売システムを改善し近代化すれば，市場の効

率性が高まり，輸入品に対する競争力が強化さ

れ，損失やリスクを削減することができる．市場

の近代化には，基本的な輸送を別とすれば，販売

情報システム，商品取引所，価格リスク管理が含

まれる．

道路の接続が悪い
　農村部では輸送インフラやサービスが整備され

ていないことが販売コストの上昇につながり，地

方の市場や輸出の発展を妨げている．農村人口

のうち全天候型道路に近い場所に住んでいる割合

が 50％未満のアフリカでは，特にこれが当ては

まる．ベニン，マダガスカル，マラウイのトレー

ダー調査によれば，輸送コストが販売コストの

50-60％を占めている注 1．したがって，道路接続

の改善は農民や農村経済と地方・地域・海外の市

場との結びつきを強化するためには決定的に重要

である（ボックス 5.1）．

市場情報システム
　農民やトレーダーは市場情報によって，消費者

の需要や選好の変化に関心を払い，農業，販売，

投資に関する指針が得られる．市場情報にはタイ

ムリーで正確な価格，バイヤーとの接触，流通経

路，バイヤーや生産者のトレンド，輸入規則，競

合者の概要，等級・基準の明細，収穫後の処置に

関する助言，保管・輸送に関する推奨などが含ま

れる注 2．

　公的な市場情報システムは往々にして期待外れ

である．情報の伝達が遅すぎ，形式が間違ってい

て，市場参加者が実際に使用するにはまったく不

足している，といったことが少なからずある注 3．

革新的なアプローチが通信技術（ラジオ，携帯電

話，テレビ，インターネット）の進歩や通信・放

送の自由化を背景に，世界の各所で実験中であ

る．インドでは，農業省が AgMark Net を運営し

ており，全国の卸売市場から価格情報を収集し

て，インターネットを通じて配信している．イン

ドの民間部門も携帯電話ネットワークやインター

ネットで連結された農村部のキオスクなど通信イ

ンフラに投資を行っており，農民向けに市場情

報，エクテンション，その他サービスの強化に役

立っている．西アフリカでは，官民パートナー

シップで TradeNet が設立されている．これは売

り手と買い手がインターネットや携帯電話で契約

図5.1　ガーナのトウモロコシ市場では重層的な仲介業者の存在が特徴的

ドル /100 キログラム（1998 年）
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出所：National Resources Institute（2006 年中の個人的な交信）．
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締結ができる取引基盤である（ボックス 5.2）．

　ケニア，モザンビーク，セネガルでも，市場情

報システムがインターネット，ショートメッセー

ジ・サービス（SMS），ボイスメール，ラジオ，

市場の黒板などさまざまな形で，価格情報を配信

している注 4．マリとウガンダでは地方の FM ラ

ジオ局が市場情報を放送している注 5．長期的な

存続性や影響に関して判断を下すのは時期尚早で

あるが，伝えられている情報によれば，農民の関

心が高まっており（SMS 利用の増加），携帯電話

ボックス　5.1 道路インフラが市場や生産性に及ぼす影響

　農村部の道路開発は輸送コストを削減して，市場活動を活

発化する可能性をもっている．ベトナムでは，道路の修復に

よって家計が市場で売却する商品の種類が増加し（主に果

物，野菜，肉），取引やサービスへの参加が促進された．グ

ルジアでは，道路を建設・修復したおかげで，農場外で女性

の雇用機会が増加している．マダガスカルではシミュレー

ションによると，自動車走行時間が１キロメートル当たり

50％減少すればコメの生産が 1％増加する．

　しかし，このような効果は地理・政治・経済に関する具体

的な状況に左右されるだろう．道路改善に伴う利益をフルに

実現するためには，補完的な投入や政策が必要になる．全体

として生産が増加するとしても，敗者が発生することはほぼ

確実であろう．損得をどのように測定するかや，貧困が減少

するどうかは実証問題である．インパクト評価の手法を用い

た最近の研究では結果はまちまちである．これは農村道路政

策が有効であるためには，個別状況に適合していなければな

らないということを示唆している．

　政策は農村道路の補完的な役割にもっと注目すべきであ

る．従来の政策は開発と市場活動の触媒として農村道路を供

給することに執着していた．しかし，農業の生産性と経済開

発が阻害されていたのは，道路の状態が悪いことに加えて

他の多数のボトルネックがしばしば同時に起こっていたから

である．障害を列挙すれば，農業生態的な賦存状況が貧弱で

ある，人口密度が低い，輸送サービスがない，教育水準が低

い，電気がない，リスク・信用・その他の市場が失敗してい

るなど枚挙に暇がない．道路の利益は他のインフラや地理・

コミュニティ・家計の特性との相互作用に左右される．例え

ば，ベトナムに関するある研究によれば，道路の復興後 4-6

年が経過して輸送サービスの増加という効果が現れてきたの

は，市場がすでに確立しており，自然災害が比較的少ない地

域であった．政策としては新しい道路が必須であるという決

定を下す前に，道路の欠如や悲惨な状況以外のことを検討す

る必要があるということであろう．政策は個別ケースごと

に，道路というのは一定の福祉効果にかかわる制約を克服す

るために適切な手段かどうか，さらに，もし適切ならば，他

にどんな政策イニシアティブや投資が必要かを検討すべきで

ある．

　家計によって特性が異なり，それが勝者と敗者を決定す

る．コミュニティの特性を一定とすると，一部の家計は自分

の賦存状況や職業の性格を背景に，新しい道路の恩恵にあず

かるだろう．各家計は何を売買しているか，したがって道路

事情の改善に伴う価格変化によってどれだけの損得があるか

についてバラツキがある．貧困家計は非市場性の商品やサー

ビスの生産に依存している可能性が高い．しかし，そういっ

た生産は競争の激化をもたらす道路の改善で停止に追い込ま

れるかもしれない．他方，道路の改善には貧しい提供者に対

してサービス需要を生み出す一般的な所得効果がある．ネッ

ト効果がどうなるかは実証問題である．方法論的に厳格な最

近のインパクト評価からは複雑な姿が明らかになっている．

ネパールでは，道路アクセスの改善は貧困層と非貧困層の双

方にメリットがあったが，相対的には後者の利益のほうが大

きかった．Dercon 他 (2006) は，エチオピアの 15 の村落に

おける全天候型道路へのアクセスは貧困率を 6.7％低下させ

たとしている．インパクトのバラツキを考慮すれば，トレー

ドオフが存在することを認識した上で，どのグループが利益

を得たのかということにもっと関心を払ってしかるべきであ

ろう．さらに，特定のグループが他のグループよりも大きな

利益を得えるのを後押しし，敗者を保護ないし補償する介入

策パッケージの一環として，道路というのは提供する必要が

ある．

　統治と制度的な環境もインパクトを左右するのに重要であ

る．道路プロジェクトの資金は意図したところに回らず，し

たがって何の効果もないという結末になるおそれがあるため

だ．インフラ支出は資金の横領や流用にとって絶好の機会

となる．このような状況はインセンティブが変われば変化

する．ある研究が発見したところによれば，インドネシアの

道路プロジェクトでは，監査の脅威があったおかげで，道路

用の労働や建設資材に支出された金額が実際に大幅に増加し

て，道路の質は当初の意図に近いものになった．代替可能性

もやはり効果をそぐ．援助や中央政府の道路プロジェクトに

対する資金供与は，単に地方政府のインフラ支出に取って代

わるだけになってしまう可能性がある．最後に，定期的な補

修にかかわる資金や制度的取り決めが欠如していると，新た

に改善された道路のインパクトは著しく低下するだろう．

　道路がどのくらい重要なのかは多種多様な要因に依存して

いる．もちろん，道路は経済開発にとって重要であるが，ど

の程度重要なのかは他の多数の要因にも影響される．何を実

現できるのかということも含め，地方の制度が実際にどの程

度機能するのかということと整合する包括的なアプローチが

必要である．そのためには部門をまたがる投資全体のパッ

ケージを設計し，貧困と公平性に関する望ましい成果だけで

なく，効率性の向上を確保するように政策を変更することが

必要となる．

出所：Limao and Venables 2001; Van der Walle 2007．
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ボックス　5.2 インドと西アフリカでは情報技術の革新的な使い方によって農民を市場に結びつけている

e- チョウパルと農村部のインターネット・キオスク
　ITC 社の農業関連事業部門は 2000-07 年の間に，インド 9

州の 6,400 カ所に e- チョウパル（ヒンディー語で「集会所」

の意）と呼ばれるインターネット・キオスクを設立し，約 3

万 8,000 の村と 400 万人の農民をカバーしている．ITC 社は

村にインターネット施設を設置して，その村の農民のなかか

ら運営者（サンチャラク）を指名・訓練する．サンチャラク

がコンピュータを操作して，農民が地方および世界市場の価

格，天候，農業慣行に関して無料の情報が得られるようにす

る．また，農民は e- チョウパルを使っていろいろな消費財

や農業用投入財・サービス（他社から調達）を購入すること

ができる．

　e- チョウパルは 13 品目の農産物について ITC 社向けの販

売センターとしても機能しており，サンチャラクは農産物

の購入と ITC 社向け輸送の手配に関して仲買人として行動す

る．ITC 社は 2006/07 年度に e- チョウパルのネットワーク

経由で，約 200 万トン，総額では 4 億ドル相当の小麦，大

豆，コーヒー，エビ，豆類を購入した．この直接販売（ない

し購入）によって，農民と ITC 社はともに販売（購入）コス

トが削減できる．また，価格の透明性が改善して，産品の等

級引き上げが可能になる．さらに，最終価格に占める農民の

取り分も大きくなっている．

西アフリカのインターネットと携帯電話を使ったトレー
ディング基盤TradeNet
　TradeNet はガーナの取引基盤である．ユーザーは自分で

選んだ商品や市場に関して警報を出してくれるショート・

メッセージ・サービス（SMS）を契約して，ネットワークの

なかで他の人が携帯電話に売買注文を提示してくれば，即時

に警報を受け取ることができる．ユーザーは西アフリカ全域

で 400 もある市場から，80 種類以上の商品に関する価格情

報をリアルタイムで受け取ることもできる．個々のユーザー

は自分の商品を宣伝するために，自分のインターネット・ア

ドレスを付して無料のウェブサイトで販売することができ

る．また，農民やトレーダーはこのようなサービスすべてを

会員向けに管理するために，ウェブサイトを開くことができ

る．

　 ガ ー ナ 農 業 生 産 者 取 引 業 者 組 織（www.tradenet.

biz/gapto）が一番の受益者である．2006 年にはブルキナ

ファソ，マリ，ナイジェリアの他の生産者やトレーダーと，

6 万ドル相当の貿易取引を締結している．この取引ではトマ

ト，玉ねぎ，ジャガイモを仲介者を使わずに購入することに

よって，取引コストを大幅に削減できる．

出所：Kofi Debrah（2007 年中の個人的な交信）; DeMaagd and Moore 
2006; Shivakumar（2007 年中の個人的な交信）．

会社も当初は援助国からの資金に支えながらも，

このようなシステムに対する投資に前向きであ

る．新システムには調査・輸送コストを中心に取

引コストを大幅に削減する潜在性があり，継続的

な投資と評価が正当化できるだろう．

商品取引所：迅速かつ低コスト
　商品取引所は価格，取引，契約にかかわる紛争

解決策を発見するのに，迅速かつ低コストのメカ

ニズムを提供してくれる．複雑な契約の取引に

とっては物理的な取引所が第 1 段階となる．最

初にフォワード契約，それからフューチャーズ，

オプション，スワップの契約へと進めばよい．中

国，インド，南アフリカ，タイには商品先物取引

所があり，幅広い金融やリスク管理の取引が円滑

に行われている注 6．4 カ国とも国内の市場が大き

く，かなり発達した金融部門がある．

　2004 年に政府が運営を解禁して以降，インド

の商品先物市場は急拡大している注 7．全国をカ

バーする 3 つの電子市場と 21 の地方先物取引所

では，穀物，砂糖，綿花，ジャガイモ，脂肪種

子，スパイスの契約が取引されている注 8．3 つの

全国市場における 2005 年 9 月中の 2 週間の取

引高は総額 87 億ドルに達している注 9．南アフリ

カ先物取引所（SAFEX）では白色・黄色トウモロ

コシ，小麦，ヒマワリ，大豆の先物契約が取引さ

れており，2006 年中の取引高は 190 万件以上

に達している．アフリカ南部全域のトレーダーが

現物取引の価格設定の基準として SAFEX を利用

している．マラウイ政府は 2006 年に不作で大量

の輸入が必要になった際，国際価格の上昇リスク

をヘッジするため，SAFEX ベースのコール・オ

プションを活用した注 10．

　先物取引を実現するためには，金融や法律の構

造が整備されていることが必要で，政府の政策が

好意的でなければならない．小自作農の市場が高

い輸送・取引コストや品質の相違によって取引所

から切断されていると，良い効果は減少する．ア
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フリカに取引所を創設することが挑戦課題となっ

ている．政府が引き続き穀物市場に介入している

こと，市場が小さいこと，倉庫証券・等級・基準

にかかわるシステムが脆弱であることがその理由

である．

価格リスク管理：政府の役割？
　貧しい生産者や消費者は主食作物の価格の

ショックに対して脆弱なため，政府は市場自由化

の努力に反して価格の安定化につとめることがし

ばしばである．穀物の世界価格の変動は相変わら

ず大きく，コメ，小麦，白色トウモロコシの変動

係数は 20-30％にも達している．内陸国（エチオ

ピアなど）を中心にアフリカでは国内価格の不安

定性も大きい．輸出価格と輸入価格の差が大き

く，旱魃があれば国内でのショックの影響は増幅

される（図 5.2）注 11．

　食料価格リスクの管理については，政府の適切

な役割が継続的に議論されている．政府介入に対

する反対派が注目するのは，価格安定化政策は経

済的に非効率な生産につながることが多く，コス

ト削減のために技術的および制度的な革新を探求

するインセンティブをそぐという点である．政策

を実施する政府機関はしばしば非効率，汚職，既

得権益にさらされていて，膨大な財政コストを強

いる結果になっている注 12．これに対して，政府

介入の支持派が主張するところによれば，食料価

格の不安定性がもつネットの福祉コストは経済成

長や家計の食料・栄養の安定確保にとって甚大で

ある注 13．

　別の意見では，価格安定化のための介入策の性

格と範囲は各国固有の要因に依存する注 14．食料

価格の安定化は低所得国の場合は比較的適切であ

ろう．主食作物は貧しい生産者の所得のなかで，

また貧しい消費者の支出のなかでもっとも大きな

シェアを占めているからだ．さらに，1 種類の主

食作物が支配的で，国内生産の変動が大きく，イ

ンフラの不備と場所の悪さから貿易の可能性が制

限されているためでもある．

　過去数十年間から得られる教訓が教えるところ

では，食料価格リスクへの介入策の設計は主食作

物の生産性を引き上げ，市場の効率性を改善し

（インフラ，市場情報，等級・基準，倉庫証券），

価格のショックの影響を最小化する（天候保険や

セーフティネット）長期的な戦略の一環でなけれ

ばならない（第 6 章）注 15．地域的な貿易の促進

を中心とする貿易の自由化は，特に中小規模の諸

国にとっては，価格の変動を削減する「即効薬」

の 1 つになる可能性があろう（ボックス 5.3）．

　多くの途上国には価格の不安定性の削減を目的

に，戦略的備蓄を公的に維持している機関があ

る．しかし，このような政府機関は予測不可能

な市場介入，国境閉鎖，タイミングの悪い輸入な

どによって，むしろ価格を不安定化している注 16．

これを回避するためにはセーフガードが必要であ

る．そのような措置としては次が考えられる．中

図5.2　エチオピアの卸売価格は幅が広い輸出入均衡価格帯のなかで乱高下
米ドル / トン

輸入均衡価格（アジスアババ）
卸売価格（アジスアババ）
輸出均衡価格（ジブチ向け FOB）

出所：Rashid, Assefa, and Ayele 2006．
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央銀行のように距離をおいた自律性，高度に専門

的な管理と分析の能力，狭い明確な目的に対応す

るために厳格でルール・ベースの透明な市場操作，

購入と保管についての民間部門による入札注 17．

伝統的なバルク輸出品：国際競争力を維持

　アフリカを中心に多くの低所得国にとっては，

バルクの農産物輸出の国際競争力を維持すること

が重要な挑戦課題である．競争力が重要であるの

は，コーヒー，ココア，茶，綿花，その他のバル

ク品の輸出が重要な外貨の収入源だからである．

ベニン，ブルキナファソ，ブルンジ，マリでは，

そういった農産物が輸出総額の半分以上を占めて

いる．

　しかし，このような産品の生産者はグローバル

な供給が需要を上回っているなかで，価格の長期

的な低下傾向に直面している（図 5.3）．伝統的

な生産者や輸出業者の間で生産性が向上し，コー

ヒーや茶についてはベトナムなど新しいプレー

ヤーがさらに供給を拡大させている注 18．価格の

低下に抗して生産性を引き上げることは一部の

国では短期的に助けになったものの，主要市場

（西洋諸国）で消費が低迷し，「新しい」市場（東

ボックス　5.3 国際貿易を通じた価格の安定化：バングラデシュでは 2 億ドルを節約

　国内価格と食物の入手可能性を安定化させるために，多く

の諸国は緊急時の備えとして大量の国家備蓄を蓄えていた．

しかし，市場の発展と貿易の自由化がもう 1 つの選択肢に

なる．しかも，コストが低く，効果的な可能性がある．

　1998 年半ばに洪水がバングラデシュの大部分に広がった

際，コメの価格は輸入均衡価格（輸出国のコメ輸出価格に輸

送や通常の販売コストを加えたもの）にまで上昇した．コメ

貿易の自由化を受けて，無数の小規模トレーダーによる大量

のコメ輸入が生じた．242 万トンと推定される民間のコメ輸

入は，政府のコメ配給業者の 6.1 倍にも達したのである．も

し政府が輸入したとすれば，地方の配給センターに輸送さ

れる輸入米にかかわる追加コストは 5,000 万から 1 億ドルに

上っていたものとみられる．また，もし政府が都市部の中心

地における政府の限定的な販売に適用されている価格で売却

することによって，このコメに補助金を拠出したとすれば，

財政負担は総額 1 億 6,000 万 -2 億 1,000 万ドルに達してい

たとみられる．

　政府が大規模な政府備蓄をもたずに価格安定化をはかるの

に，自由貿易政策が貢献したのである．他の要因も重要であ

る．過去 20 年間における冬シーズン用の春イネの普及と小

麦の収穫で，国内総生産のなかでモンスーン時のコメ作物の

重要性が低下し，国内の収穫から次の収穫までの期間が最小

化されていた．加えて，道路や橋を中心に市場インフラがな

ければ，大規模な輸入は不可能であろう．市場指向型の政策

がなくてもやはり不可能だろう．それには民間の備蓄につい

て限度を設定しないことや，移動と外貨アクセスについては

制限をしないことなどが含まれる．

出所：Del Ninno 他 2001; Dorosh 2001．

図5.3　伝統的なバクルク輸出の世界価格は引き続き低下傾向
価格（セント / キログラム）

ココア
コーヒー（ロブスタ）
綿花

コーヒー（アラビア）
紅茶（3 回の競売価格）
ゴム

出所：世界銀行データグループ．
注：価格は 1990 年の不変米ドル．2007 年以降の価格は予測値．
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ヨーロパ，中東，旧ソ連）で需要の伸びが限定的

な状況下では，世界価格の長期的な低下圧力に輪

をかけることになっている注 19．OECD 加盟諸国

における綿花補助金はさらに価格を押し下げてい

る（第 4 章）．コーヒー，ココア，茶に関しては

価格の低下が継続するものと予測されている注 20．

　もう 1 つの重要なチャレンジは高級なココア，

コーヒー，茶の世界需要が，低級品への需要のシ

フトを受けて減少していることだ．加工技術やバ

ルク輸送にかかわる技術進歩を背景に，国際的な

ココアの取引業者は低級なココア豆で費用効果的

に代替することが可能になっている注 21．低級な

ロブスタ・コーヒー豆の焙煎に関する技術進歩

で，高級なアラビア・コーヒー豆に代替すること

も可能である．インスタント・コーヒーや味つき

コーヒーおよびインスタント紅茶へのシフトなど

消費者の嗜好の変化も，需要がさらに低級品に向

う要因になっている．綿花は例外で，質の要求が

厳しい高速紡績機の普及と相まって，リント（長

繊維）においては質の重要性が近年高まってい

る．

　スペシャルティ市場（有機作物，グルメ，フェ

ア・トレード）は代替的な高価格品市場である

が，世界市場に占めるウェイトは低い（「スペ

シャルティ市場」に関する節を参照）．現状，ス

ペシャルティ・コーヒーは世界消費のわずか

6-8％を占めているにすぎない注 22．タンザニア

など多数の諸国――およびそのキリマンジャロの

スペシャルティ・コーヒー（KILLICAFE イニシア

ティブ）――は，この市場を標的にして輸出を拡

大して収入を増やそうとしている注 23．

国内市場自由化への多くの道
　アフリカのバルク輸出品市場は伝統的には準国

営機関がコントロールしていた．国内販売，輸

出，農民に対する投入物提供（種子，肥料，信

用，エクステンション・サービス）を独占してい

るのが通例であった．同機関は農民の受取価格の

安定化も目的にしていた．多くの場合，生産と販

売に関する垂直的な調整取り決めによって，農民

は投入物，信用，保険の市場における失敗を克服

することができた．また，輸出用には品質の確実

な安定供給が確保されていた．しかし，同機関は

非効率性と，農民向け価格の押し下げや政府の財

政負担という管理の失敗を理由に広く批判されて

いた注 24．このような欠陥を是正するため，アフ

リカ諸国の多くでは，1980 年代から 90 年代に

かけて，バルク農産物市場は自由化され，多数の

準国営機関は廃止ないし再編された．

　バルク農産物市場を再編したアフリカ諸国は

それぞれ違った道をたどっている．準国営機関

の所有権を再編して民間部門や農民を参加させ

る（ブルキナファソの綿花），市場のゾーニング

を実施する（ガーナの綿花），市場を完全に自由

化する（ウガンダの綿花，カメルーンとコート

ジボワールのココアやコーヒー）などさまざま

である注 25．全体として，自由化プログラムはす

ぐに成果をあげた．民間資本，マネジメントや

マーケティングの専門知識が流入し，市場競争

のおかげで取引コストが低下し，農民の受取価

格が上昇し，売却作物に対して迅速な支払いが

なされるのが典型的となった注 26．ある研究によ

ると，タンザニアのコーヒー生産者の 85％は，

生産者価格の上昇が公的ルートによる信用アク

セスの削減に伴う損失を十二分に補ってくれた

ため豊かになっている注 27．

自由化後：第2世代の問題
　アフリカの主要な綿花生産国が如実に例示して

いるように，市場の再編は多くの諸国で第 2 世

代の問題を生み出している．自由な市場競争ない

し契約履行が不十分という環境下で，民間部門や

農民の行動にとって指針となる明確な法規制の枠

組みが欠如していたため，混乱と不正行為が発生

したのである（ボックス 5.4）．コートジボワー

ルやザンビアでは，民間トレーダーの契約履行を

後押しするために，綿花の販売を規制するゾーニ

ングの取り決めが採用され，それはある程度う

まく機能した注 28．ジンバブエやタンザニアでは，

新規参入者からの競争で質の履行は弱体化してい

る注 29．

　何がこのような第 2 世代の問題を引き起こし

たのだろうか？　それは民間部門の行動にについ

て適切なルールを執行しなければならない公的機
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関の弱さと信頼性の欠如が一因である．等級・基

準や契約履行に関する公的な介入策は，民間市場

の機能を確保する上で必須である．自由化によっ

て農村部では金融システムが未発達であることが

暴露され，今後取り組みを要する（第 6 章）．ア

フリカの経験によって，協会や専門機関（タンザ

ニアの農民団体など）が個々の農民や買い手の近

視眼を克服する潜在力をもっていることも明らか

になった注 30．ブルキナファソにおける部分的な

民営化は農民の所有権を高めたものの，財政支出

の急増につながっている（ボックス 5.4）．

高付加価値の都市部市場：生産者を近代
的な供給チェーンに結びつける

　所得の上昇，都市化の進展，女性の労働力化，

メディアの普及などすべてが，高付加価値農産

物，半加工・加工農産物，利用しやすい食品に対

する需要の増加に寄与している（図 5.4）．食品

の質と安全性に対する消費者の関心も高まってい

る．食事もグローバル化しており，国内の消費者

嗜好は国際的な嗜好に影響を受けている．このよ

うなトレンドが多くの途上国で多種多様な高付加

価値農産品の新しい市場を生み出し，販売システ

ムの変革を推進しており，スーパーマーケット・

チェーン，食品加工業，食品サービス業が急成長

している．

　多数の途上国でスーパーマーケット革命が始

まったのは，1990 年代の初めから半ばにかけて

である．2000 年代前半になると，ラテンアメリ

カの多くの諸国とそれ以外の地域の主要都市部で

は，スーパーマーケットの食品小売販売が同総

ボックス　5.4 ザンビアとブルキナファソ：国内綿花市場の自由化で対照的な経験

ザンビア：若干の修正で生産が 3倍に増加．　ザンビアの
綿花産業は市場の自由化の後，生産性と品質が受けた著しい
影響とともに発展を続けている．政府は 1995 年に準国営機
関であるザンビア・リント社をクラーク社とロンロー社（後
に両社ともデュナバント社に買収された）という民間の 2
社に売却した．参加農民がエクステンション・サービスと投
入物（ローンによる）へのアクセスができることを保証する
ため，両社は小自作農と契約して契約栽培農家制度を実施し
た．投入物のコストは綿花種子の売却と引き換えに農民が支
払う．しかし，他のバイヤーの参入が急増したため，綿繰り
の過剰能力とバイヤー間の熾烈な競争が発生した．契約栽培
農家制度はうまく機能しなくなり始めた．農民が等級づけが
ないのに高価格で買い取る他のトレーダーに売却したり，投
入財ローンの不履行が増加したりしたからだ．貸し倒れの増
加に伴って信用コストが増大し，それが貸し倒れのいっそう
の増加や契約栽培農家制度からの脱退につながった．2000
年の生産は 1998 年水準の半分以下にまで減少した．
　2000 年以降になると，多数のエージェントやバイヤーが
綿花産業を離脱したため，巨大な 2 社だけが存続している
状態になった．デュナバント社は卸売業者を使ってローン返
済状況を改善した．卸売業者はデュナバント社に代わって，

農民の特定，投入物や技術支援の提供，産品の収集を担当す
る．卸売業者の報酬はローン回収に逓増的に直接連動するこ
とになった．デュナバント社は購入している地域のすべてに
検査所を設置して，品質基準の取り締まりを行った．これを
受けて，全国の生産は 2000-03 年に 3 倍になり，融資の返
済も約 60％から 90％以上に改善した．今ではザンビアには
30 万軒以上の綿花栽培農家が存在している．

ブルキナファソ：1 億 2,800 万ドルの損失．　政府は非効
率性を改善しようとして，1999 年に綿花の準国営機関であ
る SOFITEX の所有構造を変更した．ブルキナファソ全国綿
花生産者組合が 30％の所有権を握って，農民が SOFITEX の
経営を監視することによってプロらしい経営を確保するこ
ととされたのである．しかし，SOFITEX の制度的な変更は
財務状況の改善にはつながらなかった．世界価格が下落す
るなかで，国内価格の支持・安定化政策を実施したため，
2004/05-2006/07 年度の合計で 1 億 2,800 万ドルの赤字を記
録した．

出所：Bonjean, Combes, and Sturgess 2003; Food Security Research Project 
(FSRP) 2000; Christopher Gilbert（2007 年中の個人的な交信）; Tschirley, 
Zulu, and Shaffer 2004．

図5.4　インドネシアの食料支出は穀物から高付加価値の加
工食品にシフト
1 人当たり食費に占めるシェア（％）

穀物・塊茎 飲料等 肉・卵・魚・
乳製品

果物・野菜 加工食品

出所：Badan Pusat Statistik Indonesia (http://www.bps.go.id)．
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額に占めるシェアが 50％を超えるようになって

いる（図 5.5）．拡大を加速化したのは外国から

の直接投資である．多国籍スーパーマーケット・

チェーンが直接進出したり，あるいは現地企業と

合弁会社を設立したりするという形で，途上国へ

の投資を増やしたのである．

　消費者需要の変化も食品加工業や食品サービス

業の伸びを牽引している．2002 年について世界

全体で 3 兆 2,000 億ドルと推定される食品販売

のうち，加工食品は約 80％占めている注 31．途上

国では加工食品への支出はまだ低水準にとどまっ

ているものの（低位中所得国で 1 人当たり年間

143 ドル，低所得国では同 63 ドル），急増を続

けている．伸び率をみると，低位中所得国で年

28％，低所得国でも年 13％となっている．「外

食」の人気も高まっている．例えば，ブラジルで

は食品サービス支出は食料予算総額の 22％，中

国の都市部では 15％を占めている．

インフラの障害
　高付加価値農産物のほとんどは傷みやすいの

で，質を維持し，物理的・栄養的な損失を削減

するためには，慎重な取り扱い，特別な施設（梱

包作業場，冷蔵所，冷蔵輸送），迅速な配送を必

要とする．たいていの途上国では，サプライ・

チェーンが長いこと，道路・電気へのアクセス

が悪いこと，インフラや物理的市場のサービス

が不十分なことなどが取引コストをかさ上げし，

品質の低下や腐敗による大きな損失をもたらし

ている．インドでは，果物・野菜に関する収穫

後の損失は年間総生産の約 40％に達すると推計

されているが，これはイギリスの年間消費量に

等しい注 32．

　途上国における市場インフラや施設は限定的で

混雑していることが多く，傷みやすい作物の取引

をますます困難にしている．インドの 4 州で生

鮮食品を取り扱っている卸売業者を調査したとこ

ろ，17％は店に屋根がない，約半分は市場が所

在する広場に舗装道路がない，40％は電気がな

いと回答しており，市場に冷蔵施設があると答え

たのはわずか 6％にすぎなかった注 33．インドの

タミルナードゥ州における関連のある調査によれ

ば，混雑した卸売市場のなかで施設の便宜を享受

するという点に関して，不当に大きなシェアを占

めているのは裕福な農家であった注 34．にもかか

わらず，市場の施設に対する投資は貧困層にも役

小売食品に占めるスーパーのシェア（％）

ブラジル フランス
イギリス

アメリカ

チェコ共和国

韓国

アルゼンチン

南アフリカ

チリ

メキシコ

コスタリカ
コロンビア

タイ
フィリピン

エクアドル
グアテマラ

インドネシア

ケニア
ブルガリア

ニカラグア

中国

バングラデシュ
インド

図5.5　1人当たり所得の伸びがスーパーマーケットの成長を牽引

1人当たりGDP（購買力平価 1,000 米ドル）

出所：Reardon and Berdegué 2006; World Bank 2006y．
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立つだであろう．貧しい農民による販売は，裕福

な農民との比較では，今後高い伸びになるとみら

れるからだ．

近代的な調達システム
　スーパーマーケットの伸張はほとんどの国で，

スペース，消費者の種類，商品カテゴリーといっ

た点で，同じような普及のパターンをたどってい

る注 35．大都市に基盤をおくスーパーは最初は中

規模の都市や町に進出し，それから市場競争と飽

和に対応して，農村部の小規模の町に広がる．顧

客の対象は最初は高所得の消費者層（自国民と

外国人の両方）であるのが一般的で，次に中流

階層，その後に都市部の低所得層へと拡大してい

く．

　初期段階でスーパーマーケットの品揃えのなか

で支配的なのは加工食品（缶詰，乾物，包装食

品）であった．調達における規模の経済や加工食

品メーカーとの直接的な関係が，そうなっている

動機である．品揃えは次第に半加工食品（酪農

品，肉，果物製品）に拡大していく．最後に追加

されたのが新鮮な果物や野菜だ．これは消費者が

生鮮食品を選好する一方，小規模な生鮮食品店や

露店の近接性と利便性が競争力のある代替策を提

供していたからである．新鮮な果物・野菜はスー

パーの売上のなかでは，一般的に最低のシェアを

占めているにすぎず，小規模店や露店が今後とも

当分の間は重要な販売ルートとして存続する可能

性が大きい注 36．

　伝統的な卸売システムが直面していた非効率性

と競争は，スーパーマーケット，食品加工業者，

食品サービス提供者が調整コストを削減し，規模

の経済を活用し，食品の安全性と質を高めるため

に，サプライ・チェーンの活用を推進する要因と

なった．このため多くの途上国では，生産や卸売

販売の構造が大きく変化しつつある．最近の調査

によれば，調達システムが最初に変化したのは加

工食品，肉，酪農品で，次に新鮮な果物と野菜に

も広がっていったようである注 37．

　調達形態は多種多様で，スーパーマーケット・

チェーン，品目，国によってバラツキがある注 38．

そのなかには集中一括調達が含まれる．これは個

別店舗ごとの購入から，特定地区（中国），全国

（メキシコ），あるいは地域全体（中央アメリカ）

を担当する流通センターへのシフトを意味する．

また，伝統的なスポットの卸売市場での購入か

ら，専門化ないし特化した卸売業者や物流会社へ

の依存（中央アメリカや東アジア），あるいは直

接契約（東アジアや東ヨーロッパ）へのシフトも

含まれる．これは取引・調整・調査にかかわるコ

ストを削減し，品質や供給の一貫性についてコン

トロールを確保するためだ注 39．華潤創業（社名）

の推計によれば，中国南部にある 2 つの大規模

な新しいセンターで，近代的な物流と集中配送を

組み合せることで，流通コストを 40％節約して

いる注 40．

　近代的な調達方式には加工業者や農民との契

約や優先サプライヤー・リストの活用が含まれ

る．これは農民ないし加工業者がグループ化して

いたり，1 つ 1 つが大きい場合（フィリピン，ロ

シア，タイなど）に行われる注 41．契約はサプラ

イヤーがバイヤーと取引を維持し，小売業者の商

品仕様に適合すべく資産に投資を行うためのイン

センティブになる．この取り決めには，訓練，管

理，投入物，基本的な機器に投資するのは農民で

あるが，それをバイヤーが直接ないし間接に助け

るという援助規定が盛り込まれていることもあ

る．

　また，近代的な調達システムには民間基準やそ

の履行が組み込まれているのが普通である．基準

は主に 2 つの機能を果たす注 42．多数の地域や国

について，サプライヤーのために商品要件を標準

化することで，サプライ・チェーンが調整をはか

るのに役立ち，効率性を高め，取引コストを削減

することにつながる．さらに，小売チェーンや食

品加工業者がカバーしているすべての市場におい

て，シグナリングを通じて自社商品を競合他社商

品と区別できるので，公的な食品安全基準の充足

を確保する手助けになる注 43．このような私的な

基準が広く受け入れられるのに伴い，小自作農に

はそれを満たす能力があるのかという懸念が高

まっている．
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小自作農や小売業者への影響
　調達システムの近代化が農民に与える影響は国

や作物により異なってくる．主要産品に関する最

近の研究によれば，近代的な調達システムは資産

に乏しい農民を排除している．スーパーマーケッ

トの購買担当者はできるだけ大規模ないし中規模

の農家から調達したいと思っている（例えば，メ

キシコのトマトやインドネシアのジャガイモ）．

もし大規模ないし中規模の農家に十分な数量があ

れば，小自作農は対象外となってしまう注 44．小

規模農家が支配的な構造になっている場合には，

スーパーはそこから調達せざるを得ない．スー

パーは消費者の特選品やニッチ商品に対する需要

を満たす時にも，小自作農を頼りにしている．豊

富な労働力を擁する小規模農家しか生産していな

いからだ．スーパーは社会意識の高い消費者向け

に販売を促進する場合には，「地元で，小自作農

から買おう」といった宣伝手段が必要となる注 45．

　小自作農が近代的な調達チェーンに参加できる

か否かにとって，最重要な決定要因は必ずしも農

場の規模ではない．むしろ実物資産・人的資本・

社会資本，あるいは教育・灌漑・輸送・道路，ま

たは井戸・コールドチェーン（低温流通システ

ム）・温室・良質な灌漑用水（汚染物質を含まな

い）・自動車，梱包作業場など実物資産へのアク

セスが重要であろう注 46．有効な生産者組織（こ

れも重要な資産）も，小自作農が高付加価値のサ

プライ・チェーンに参入する助けになるだろう．

　このような資産を欠いている農民はほとんどが

排除されている注 47．グアテマラでは，近代的な

サプライ・チェーンに参加しているレタス栽培

者と非参加者を比較すると，農場の規模は 2 対

1 ヘクタールと 2 倍であり，教育は 40％高く，

灌漑地の割合はほぼ 2 倍に達している．さらに，

トラックを所有している割合は 4 倍，舗装道路

に近くて農民組織に加わっている確率は 2 倍と

なっている．参加している農民はより労働集約的

な慣行を採用している．これは農作業の慣行，仕

分け，梱包に関しては，バイヤーによって要件が

定められているためである．二毛作も多いため，

サプライ・チェーンに参加している農民は 2.5 倍

もの労働者を雇用している（主として地元で資産

が乏しい家計から）．したがって，小自作農は直

接に参加していなくても，農業雇用を通じて利益

を享受することができる（第 9 章）．インドネシ

アのトマト栽培者やケニアのキャベツ栽培者に関

する研究でも同じような結果が出ている．

　近代的なサプライ・チェーンに参加すると，農

民の所得は 10-100％増加する可能性がある（グ

アテマラ，インドネシア，ケニア）注 48．契約農

家に関する最近の研究によれば，彼らの所得は他

の農家に比べて大幅に高くなっている注 49．参加

農民は著しく大きな利益を享受しており，必要な

「最低限の投資」をしようとしている農民を助け

れば，それに伴う報酬には大きなものがあるだろ

う．

　一部の研究では，長期契約では大規模や中規

模の加工業者が好まれ，小規模業者はサプライ・

チェーンから排除されている注 50．スーパーマー

ケットのシェアが上昇するにつれて，小規模小売

店の数は減少するのが一般的であり，雇用に影響

を与える．アルゼンチンの都市部では，スーパー

の離陸がもっとも活発だった 1984-93 年の間に，

小規模食料品店の数は 20 万 9,000 から 14 万

5,000 に減少している注 51．一方，一部の小規模

な小売店や加工業者は成長して，サービスの良質

化に努力しているが，これを牽引しているのは競

争である（インドなど）注 52．

小自作農の要件充足を支援
　政府と民間部門は小自作農が資産の幅や慣行を

拡大・格上げして，スーパーマーケットやその他

の一貫したサプライ・チェーンが課している新

しい要件を充足できるよう支援することができる

（表 5.1）．選択肢としては，農民の生産性と市場

との結びつきを引き上げること，貿易や市場の発

展を促進するために政策を変更すること，農民が

新基準を充足できるよう集団行動を促進し技術的

な能力を構築するのを官民で後押しすることが考

えられる．

　スーパーや加工業者あるいはその代理人のなか

には，時には官民パートナーシップを通じて技術

的な支援を提供することによって，農民が資産

の制約を克服し，事業イメージを改善するのを手
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助けしているところがある注 53．その例としては，

スーパーの現場要員や政府のエクステンション担

当者による共同エクステンション，投入物購入や

認証取得に関する技術支援，品質や食の安全を改

善するための研修などがある．

　生産契約を結んでいる他のスーパーや加工業者

の場合，契約に投入物，信用，エクステンショ

ン・サービスの供給を規定していることもある

（例えばマダガスカルやスロバキア）注 54．このよ

うな契約が，投入物を取得したり支援サービスを

利用する唯一の手段になっている小自作農が多数

いる．契約企業の側は投入物の供給と確実な市場

と価格を提供することによって，生産や販売にか

かわるリスクを農民と分担していることになる．

このようなリスクを削減すれば，農民の所得安定

化に貢献できるが，これは保険市場が欠如してい

るなかではきわめて重要である．農民に対する技

術支援は間接的な利益をもたらす．農民は契約作

物に関して改善した農業慣行を他の作物にも適用

できるので，生産性が上昇するからだ．

　スーパーは優先サプライヤーや，生産者組織，

ないしは自分の生産を個々の小自作農の生産で

補完している商業的な農民「リーダー」と契約し

ている卸売業者からも調達している（ボックス

5.5）．生産者組織や農民リーダーは品質，数量，

納期を確保するために技術支援を提供している．

さらに，優先サプライヤーや卸売業者は通常は生

産者組織や農民リーダーが，ただちにスーパーの

棚に並べる準備（洗浄，仕分け，等級づけ，梱

包，ラベル貼り）が整っている作物を集めてくれ

ることを期待している．

　生産者組織についてみると，会員に質，量，納

期の要件順守に必要な技術支援を提供する能力に

欠けているところが多い（第 6 章）．生産者組織

がこのような初期のハードルを克服してプロの企

業家になるためには，援助国，政府，非政府組織

などがうまく対象をしぼって，技術的および財政

的な支援を提供することが必要であろう注 55．支

援は長期的な決意をもって提供されるべきである

が，段階的廃止の戦略とエンパワーについての考

え方も明確でなければならない（第 6 章）．

高付加価値輸出品：商品基準の充足

　農産物の輸出は，特に高付加価値の生鮮食品

や加工食品の増加という形で，過去 20 年の間に

多様化してきている．これは消費者嗜好の変化

と，生産・輸送・その他のサプライ・チェーンに

かかわる技術の進歩に牽引されたものである（第

2 章）．関税の障壁が比較的低く逓減してきてい

ることや通年供給が可能なことも，途上国の輸出

競争力向上に貢献している注 56．新鮮な果物・野

菜や同加工製品，魚や同製品，肉，ナッツ，スパ

イス，草花は，2004 年に 1,380 億ドルに達した

途上国の農産物輸出総額の約 47％を占めている

（第 2 章）．このような高付加価値品の輸出が伸

張を持続するためには，国内の輸送，出荷，包装

などを中心に効率的なバリュー・チェーンが必要

である．それが最終コストのなかで大きなシェア

を占めているからだ（図 5.6）．

表5.1　官民が農民と市場の結びつきを強化するための選択肢

公的部門
問題 公共投資 政策環境 民間部門
市場アクセスの欠如 教育や農村インフラ（道路，市場，

電気，灌漑）に投資，生産者組織
結成を支援

国内取引を自由化，投入物・信用
市場の発展を促進

農民の生産者組織結成を支援

技術能力が低い 市場指向型エクステンションを支
援

民間エクステンションが台頭して
くる環境を整備

農民にエクステンションと重要な投
入物を提供

品質基準の充足 品質向上や食の安全にかかわる最
善慣行に関して農民の訓練を支援

等級・基準を制定 農民に投入物を供給し，品質管理や
食の安全に関して訓練

契約条件の充足 契約の設計や経営管理に関して企
業を訓練，権利と義務に関して農
民を訓練

紛争解決制度を整備，生産者組織
を強化

信頼を涵養，独立執行的な契約を開
発

農民のリスク 商品・先物取引所の発展を促進，
リスク・ヘッジ用の市場手段利用
に関して企業を訓練

保険市場が機能するための環境を
整備

関係者間でリスク分担が公平な契約
を利用，農民の保険アクセスを支援

出所：World Bank 2007a からの援用．
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衛生・植物衛生基準を充足する
　農産物については，食の安全性や，害虫に関連

した農業の健康へのリスク（ミバエなど），食品

によって伝わる畜共通伝染病（口蹄疫や狂牛病），

細菌性病原体，その他の汚染物質（真菌毒や殺虫

剤）に取り組むための衛生・植物（SPS）基準が

国際貿易を規定している．農産物輸出の急増と多

様化を受けて，食の安全性や動植物の健康に関す

る基準が国によって大きく異なり，政府や商業的

供給チェーンのそれを管理する能力にバラツキが

あることに焦点が集まっている．

　先進国では周期的な「食の脅威」と，科学的知

識が改善して，このようなリスクに関する世論の

懸念が高まっている．このことを受けて，多数の

諸国が SPS 基準を強化したり，対象を新しい地

域に拡大したりしている．公正な競争を確保し，

消費者の情報コストを削減し（有機食品），質に

基づく競争を促進するために，公的な基準も導入

されている注 57．と同時に，民間部門は基準やサ

プライヤー規約を制定して，公的規制の順守を確

実にし，その規制に残っていそうなギャップを埋

め，競争的な市場のなかで自社ブランドの差別化

をはかり，自社の事業や信用にかかわるリスクを

管理している注 58．このような基準は食の安全と

品質管理上の懸念を一体化する方向に，すなわ

ち，食の安全と環境・社会面のパラメーター（児

童労働，労働条件，動物の健康）を組み合わせて

規約を制定するという方向に向かっている．その

1 例としては，ヨーロッパ小売業組合適正農業規

範（EUREPGAP）がある．これには日欧の小売お

よび食品サービス会社 33 社が参加している注 59．

　一方，途上国にとっては，食の安全や健康に

関する厳しい措置が輸出市場で採用されつつあ

ることが懸念事項となっている．差別的で保護

主義的な基準が新たに出てくるのではないかと

恐れている．途上国はそのような要請を順守す

ボックス　5.5 小自作農を高付加価値チェーンに結びつける：3 つのアプローチ

フィリピン：農民リーダーと小農クラスター
　NorminVeggies（北ミンダナオ野菜生産者協会の略称）は
フィリピンで，ファストフード，スーパーマッケト，野菜加
工業者に野菜を供給している多種多様な関係者が結成してい
る組合である．2003 年 12 月には 6％の手数料で農民をバイ
ヤーと直接結びつけるマーケティング会社 Normincorp を設
立した．商品に責任を負う農民はサプライ・チェーン全体に
わたって同社に対する所有権を保持する．Normincorp は生
産クラスターを組織化している．良質な生産の始動を支援し
てくれるプロの農民リーダーの下で，小農 10 人のグループ
が連携する．各クラスターは特定市場向けの特定生産に関し
ては，共通の生産・販売方式をとることを約束している．農
民リーダーがクラスターの農民の生産プロセスを調整し，市
場によって規定されている品質を確保するために農民の訓練
について責任をもつ．Normincorp は市場要件の変化に対応
する能力にすぐれているおかげで，顧客企業数社から優先
サプライヤーに指定された．各種野菜の月間売上が倍増し，
2006 年 5 月の営業開始時点の 30-40 トンから 2 カ月後には
80 トンに増加している．

中国：協同組合を通じた農民のマーケティング
　小規模栽培者のグループが地方政府の支援を受けて，ス
イカについて Yulin という商標登録を行った．生産は作
づけ，品質検査，包装の調整を通じて標準化されている．
Ruoheng スイカ協同組合を結成して独自技術を確保し，販

売ネットワークを拡大している．組合が直接に卸売業者
（40％），スーパー（25％），小売業者（35％）に販売してい

る．逆に，彼らが組合から買うのは，定期的かつタイムリー
に大量購入が可能で，食の安全性と質の基準が確保されてい
るからだ．Yulin スイカは高級品のイメージが定着している
ので，他のスイカより高値で販売でき（1 キログラム当たり
3.0 元対 1.2 元），組合員の所得増加に貢献している．組合員
数は販売の成功を受けて 29 人から 152 人に増加し，農耕地
も 1992 年の 0.2 ヘクタールから 2005 年には数千ヘクター
ルに拡大し，時価総額は 05 年に 2,100 万元に達した．

クロアチア：スーパーマーケットが農民の投資用資金の
調達を支援
　クロアチアでは，コンズムというスーパーマーケット・
チェーンはイチゴを調達するために，優先サプライヤー制度
を確立している．イチゴ生産の季節性を削減し産品の品質を
改善するために，サプライヤーに灌漑や温室の活用を奨励し
ている．そのような投資には多額の資本が必要であるが，多
くの農民にはそれがないし，銀行融資が得られるほど十分な
担保もない．そこでコンズムは地方銀行と交渉して，農民と
スーパーとの契約を「担保代用品」として使うようにしても
らった．

出所：Concepcion, Digal, and Uy 2006; Dries, Reardon, Swinnen 2004; 
Zuhui, Qiao, and Yu 2006．
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るだけの行政的・技術的な能力がないため輸出

市場から締め出しを受ける，あるいは順守コス

トが競争上の優位性をそぐのではないかと恐れ

ているのである．基準は中小国，企業，農民を

含め，立場の弱い経済活動者をさらに周辺的な

地位に追いやる懸念がある．伝えられている事

例と研究データの両方をみると，「基準は障壁」

という見方がある程度裏づけられている注 60．

　別の観点からは，基準環境の変化に伴って商機

が生まれていることや，それに乗じる余地が大き

いことが注目される注 61．国際市場に共通の官民

基準があれば，取引コストが削減できる．また，

途上国ではサプライ・チェーンを近代化するイン

センティブになり，政府が果たすべき必要不可欠

で適切なリスク管理の機能を明確化するのに役立

つ．農業や食品加工業における最善慣行に対する

関心の高まりは，輸出競争力を改善するだけでな

く，国内消費者に対して利益を波及させる効果も

生み出す．この見方によれば，勝者と敗者が出る

のは不可避ではあるが，厳しい基準を順守する能

力が高まれば，長期的に持続可能で儲かる農産物

輸出の基盤になるだろう．

　SPS 基準が農産物貿易に影響を与えることにつ

いては一般的な合意があるものの，他の貿易を歪

める措置との対比でみて，個別措置の重要性や，

そのような措置全体のネット効果についてはコン

センサスがない．そのような基準のインパクトを

推計するのは実証的にきわめて困難であるため，

コンセンサスの欠如自体は驚くに当たらない．計

量経済モデルに基づくいくつかの研究では，潜

在的に非常に大きな貿易の損失が発生している

と推計されている注 62．それとは対照的に，ほと

んどの業界の事例研究によれば，多種多様な競

争要因（基準はそのうちの 1 つにすぎない）が

貿易に影響するため，典型的には「勝者」と「敗

者」の両方が生まれて，貿易が絶対的に減少す

ることはないとされている．グアテマラのラズ

ベリー産業において食品に由来する病気が発生

し，官民両方の基準によってアメリカ市場への

アクセスが困難になったことがある．この時，

多数の有力な栽培業者は生産基盤を国境を越え

てメキシコに移管した．グアテマラの産業は回

復しなかったものの，メキシコとチリからの輸

出は市場の拡大に対応することができたのであ

る注 63．

順守コストへの対応
　SPS 基準とその順守コストは途上国にとって不

利ではないかとの懸念をよそに，最近の研究によ

れば，順守コストは輸出産業の規模との比較では

小さいことがわかっている注 64．非経常的な固定

費は 3-5 年間の輸出の 0.5-5.0％，経常費は年間

輸出の 1-3％にとどまっている注 65．順守コスト

を懸念しすぎると，多くが長期的で無形の利益を

見逃すことになりかねない．生産性の向上，腐敗

の減少，労働者の安全性，環境上のメリット，継

続的な市場アクセスの価値を過小評価して，利益

としては考えないことになりやすい．順守にはよ

い波及効果があり，国内の消費者は食の安全リス

クや安全な商品へのアクセスに関心を払うように

なるだろう．

　基準の厳格化が高付加価値品のサプライ・

チェーンに参加している小自作農に及ぼす影響に

関しては，実証研究の結果がまちまちである．理

論的には，商品の追跡，認証，検査には規模の経

済が作用するので，生産単位が大規模であればあ

るほど競争上有利になると考えられる．しかし，

図5.6　バングラデシュのサヤインゲン輸出については輸送，
出荷，包装が重要なコスト

ドル /100 キログラム（2004 年）
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出所：Global Development Solutions LLC data 2004．
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輸出企業のなかで小自作農が引き続き支配的なサ

プライヤーとなっている国の実例は多数ある注 66．

これは土地取得に関しては限度があることや，農

業構造には他の特性があるためである．その結

果，基準の厳格化に対応するとともに，小自作農

から輸出産品を調達することに伴うリスクと取引

コストを管理する制度的な取り決めが開発されて

いる．

　農産物輸出の拡大で非農業分野での就職の機会

が大幅に増加している点も重要である．セネガル

では，厳格な輸出基準を受けて，小自作農との契

約農業から大規模で統合的な農場生産へのシフト

が誘発されたにもかかわらず，園芸品の輸出拡大

に伴って所得が増加したため，その地域の貧困

率が 12％ポイント，極貧層の割合が半分に減少

した注 67．貧困層は商品市場よりも労働市場を通

じて大きな利益を享受したのである（ボックス

5.6）．

利益と選択肢を検討する
　途上国のサプライヤーは厳格化しつつある基準

を順守するために変更や投資を決定する際，一か

八かの選択を迫られることは稀である．さまざま

な選択肢があるからだ．第 1 は順守であり，基

準を充足するための措置をとることだ．第 2 は

発言で，競争のルールに影響力を及ぼすべく努力

することである．第 3 は方向転換で，他の市場

や国を考えるか，商品の混合比を変更することで

あろう注 68．サプライヤーはさまざまな商品や市

場セグメントについて，コストや利点を比較考量

する必要がある．場合によっては，国内ないし地

域的な市場を，あるいは基準の厳しくない，ない

しは実施まで猶予を認めている先進国のセグメン

トを狙うほうが，大きく儲けられる商機になるか

もしれない．

　SPS 基準に関連した輸出チャンスに取り組むた

めには，官民共同の努力が必要である．公的部門

は政策（基準や食の安全にかかわる法規制），リ

ボックス　5.6 セネガル農村部における雇用増加と貧困削減

　セネガルから EU に対する新鮮な果物や野菜の輸出は過
去 15 年間で，SPS 基準の強化にもかかわらず急増している．
同国の主要輸出品はサヤインゲンで，新鮮な果物・野菜輸出
の 42％を占めており，1991 年の 3,000 トンから 2005 年の
7,000 トンに増えている．EU の SPS 基準の変更で，輸出業
者はこの基準を充足するために投資を増加し，下流の買い手

（市場確保のため）や上流のサプライヤー（食の安全，質，
生産のタイミングを保証するため）との垂直的な調整を強化
しなければならない圧力がかかった．垂直的調整の強化を受
けて，小自作農との契約農業から大規模農場生産へのシフト

が進展した．
　契約農業の割合が低下する一方（参加家計の 23％から
10％へ），大農場の雇用が増加した（10％から 34％へ）．契
約農業が大規模農家をひいきにするなか，貧困家計は農場労
働者としてこれに参加した．新鮮な果物・野菜の輸出向け生
産への関与は，労働者としてか契約農家としてかには関係な
く，家計の所得を引き上げている（下図）．大農場労働者の
所得を非参加家計と比較すると 120-230 万 CFA フラン高い
が，契約農家のほうは 240-410 万 CFA フランも高くなって
いる．

セネガルのサイヤインゲン輸出向け生産の参加者

対参加家計比（％）

契約農家

総参加者

大農場労働者

参加家計の貧困率および極貧率，2005年

対家計比（％）

極貧
貧困

非参加者 大農場労働者 契約農家

出所：Maertens and Swinnen 2006．
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スク評価や良い経営慣行，疾病の監視に関して主

導権を取るべきであろう（表 5.2）．民間部門は

認識の強化，訓練，食の安全と農薬使用要件の順

守について，個人で，あるいは業界団体を通じて

集団的に主導すべきである．

　技術的および商業的な要件を熟知し，将来の変

更を予想することができる国はより儲かる市場セ

グメントで地歩を築いている，という事例が増え

てきている注 69．このような基準を充足する地方

の能力を高めるために，途上国は基準貿易開発機

構（STDF）から支援を仰ぐことができる．これ

はグローバルなプログラムであり，SPS 基準を分

析・実施し，人間や動植物の健康状態を改善する

ために，専門知識と能力を高めようとしている諸

国に対して，財政的・技術的な支援を提供するこ

とを目的にしている注 70．

スペシャルティ市場における脱商品化
　一部の伝統的な農産品の「脱商品化」は，途上

国からの高付加価値商品にとって，代替的な市場

を開花させつつある．地理的な示唆（ジャマイカ

のコーヒーをブルー・マウンテンと表示するこ

と）はその 1 例である．これはブランドを確立

するために，地元のノウハウや特殊な農業生態

学的な条件を活用している．オーガニック認証，

フェア・トレードや熱帯雨林同盟などの認証を取

得した商品ももう 1 つの例である．有機作物は

通常の殺虫剤，人工肥料，下水汚泥などを使わず

に栽培され，電離放射線や食品添加物を使わずに

加工されている注 71．フェア・トレードは国際貿

易における公平性を追求しており，より良い市場

条件を提供し，限界的な生産者や労働者の権利を

確保することによって，持続可能な開発に貢献す

ることを目的としている注 72．熱帯雨林同盟が認

証した商品は生産について厳格な環境・社会基準

を満たしている．

　主として高所得国の需要増加に対応した小売

販売や，そのような作物の作づけ面積は大幅に

拡大している．有機作物の作づけ面積は 2005

年に 3,100 万ヘクタール，小売売上は EU，カ

ナダ，アメリカ，アジアの合計で 2006 年には

239 億ドルに達している注 73．有機作物について

途上国のなかで最大の生産国は，中国とラテン

アメリカの中所得国である．サハラ以南アフリ

カ諸国は有機綿花の生産では大きなシェアを占

め，アジアとラテンアメリカは有機コーヒーと

ココアの生産について支配的な立場にある．フェ

ア・トレードが認証した小売売上は高所得国で

は 2005 年に 14 億ドルに達している．バナナと

コーヒーはフェア・トレードのなかでもっとも

取引が多い商品である注 74．

フェア・トレード：どの程度フェア（公正）
なのか？
　ほとんどの事例研究では，フェア・トレードが

生産者の価格，所得，福祉に与える影響はプラス

であることが強調されている．フェア・トレード

の利益としては，能力の構築（支援サービス，市

場情報や意識の改善），現地関係者のエンパワー，

男女不平等の緩和，環境面での明瞭な利益の提供

公的部門 民間部門

政策・規制環境
国際的対話を追求．食の安全に関して国内の条件・嗜好，WTO，その
他の貿易義務に合致した法規制や基準を制定．

最善慣行
適切な経営管理慣行を実施（危害分析・重要管理点，最善農業慣行）．
有望な場合には正式認証を取得．

リスク評価・管理
害虫・動物の疾病・市場の監視に関する国や地方の制度を強化．食の
安全や農業に関する健康問題の研究開発を支援．

追跡可能性
原材料・中間財・最終製品を追跡可能にするシステムや手続きを開発．

意識形成と最善慣行の促進
食の安全に関する消費者意識キャンペーンを支援．衛生に関して農業
や農産加工業で最善慣行をエクステンション・プログラムに組み込む
ことを奨励．適切な検査インフラに投資．民間検査所を認証．

訓練・助言・順守評価サービスを開発
品質や食の安全の管理に関して農業・産業・政府に支援サービスを提
供できる人的資本・実物インフラ・管理のシステムを強化．

インフラ投資
水の供給・衛生・販売施設を改善．

集団行動と自主規制
業界の「慣行規範」の採択・監視を通じて自主規制．問題発生につい
て政府に警告．有効な政府サービスを提唱．

表5.2　貿易関連のSPS順守と品質管理に関する能力を高めるために官民両部門が果たすべき役割

出所：World Bank 2007a からの援用．
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などが指摘できる注 75．しかし，フェア・トレー

ドの持続可能性については懸念がある．一部の

途上国では生産者が割当の問題に直面している．

フェア・トレードの価格が市場の清算水準よりも

高く設定されているため，潜在的な供給は需要を

凌駕している．投資や生産性に対する長期的な影

響とフェア・トレード経路の効率性に関しても心

配がある．しかし，ほとんど評価が実施されてい

ない状況にある．

　最近の研究によると，フェア・トレードを通じ

て販売されているコーヒーのコストとマージンは

高く，価格プレミアムのなかで最大のシェアを享

受しているのは農民ではなく中間業者である．あ

る推計では，消費者がフェア・トレード商品につ

いて支払っている価格プレミアムのうち栽培者の

受け取り分は，焙煎コーヒーの場合は 43％，イ

ンスタント・コーヒーについては 42％となって

いる注 76．加工やマーケティングのコストが高い

のは，小規模生産に伴う規模の不経済とそれに伴

うコスト，サプライ・チェーン関係者の認証，会

員費，広告・宣伝費などで説明できる注 77．

市場の飽和：生産増加で価格は下落？
　高付加価値品輸出に関しては，途上国がいっせ

いに同じ輸出に乗り出しているため，市場が飽和

するのではないかという懸念もある．これはしば

しば「足し算の問題」あるいは「合成の誤謬」と

いわれている．特に大国を中心にすべての国があ

る商品の輸出を大幅に増加させようとすれば，先

進国が保護を強化する，あるいは交易条件があま

りに悪化して，輸出数量の増加による利益が輸出

価格の下落で十二分に帳消しにされるリスクに直

面するだろう．途上国の輸出が一定の限度を超過

すると，先進国（および一部の途上国）が保護主

義的色合いを強めるという兆候が若干ながらうか

がえる．ただし，WTO ルールのおかげでそのリ

スクは緩和されている．保護主義のリスクがもっ

とも低いのは，先進国の国内で競合が限定的なら

熱帯性作物であるが，逆にもっともリスクが高い

のはシーズン中の温帯性産品である注 78．

　途上国の非伝統的輸出も多数の諸国が生産を急

拡大させれば，足し算の問題を引き起こす可能性

があり，ひどい場合には結果として輸出受取額が

減少するかもしれない．この懸念が最大なのは未

加工食品の市場である注 79．ブラジルや中国など

効率性の高い大規模生産国が引き起こす競争の激

化には潜在的に著しいものがあろう注 80．国連の

FAO の推計によれば，インゲン豆輸出は世界価

格を低下させる可能性があり，他の途上国の輸出

収入に悪影響が及ぶとされている注 81．このよう

に，場合によっては，一部市場参加者による農産

物輸出の拡大は市場の潜在性を制約する可能性が

ある．

　ある輸出品目について 1 つ 2 つの国が支配的

な場合とか，中小国がいっせいに市場シェアの引

き上げに走るような場合には，監視の目が必要と

なる注 82．これは途上国の輸出促進機関にとって，

市場情報に関する能力を強化する必要性があるこ

とを意味している．

結論

　市場というのは効率性のためにはいいことであ

り，特に民間部門のリーダーシップの下で市場は

大きく発展した．しかし，さらなる効率化のため

には公的部門の支援を得て，必要な公共財を提供

し，制度的な革新を推進し，競争力を確保するこ

とが必要である．効率的な市場は必ずしも社会的

に望ましい結果を保証するとは限らないので，小

自作農の参加を確保するためには補完的な政策が

必要になるのが普通である．

　途上国においては販売システムのパフォーマン

スを改善するために，たくさんの課題が残ってい

る．取引コストや物理的な損失を削減し，伝統的

な市場では透明性や競争力を強化するためには，

農村部におけるインフラやサービス（農村部の道

路・輸送サービス，物理的な市場，通信，電気な

ど）について，アクセスを拡大するための公共投

資が決定的に重要であろう．取引のコストやリス

クを削減するための技術的・制度的な革新も有望

である．なかでも情報技術（携帯電話，インター

ネット，商品取引所）の活用や，個々の農家ない

し生産者組織との垂直的に統合された取り決めは

有望であろう．
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　高付加価値農産物に対する国内および国際的な

需要が急増しており，途上国の輸出部門にとって

は重要な成長機会が訪れている．しかし，統合的

なサプライ・チェーンやスーパーマーケットにお

ける近代的な調達システムは食品の安全性基準が

厳格なため，途上国全体にとって，なかでも小自

作農にとっては，どのようしてこの成長機会に参

加したらいいのかという問題を提起している．

　国際的な経験が強調しているのは，このような

チャレンジに立ち向かうためには，政府と民間部

門がそれぞれの役割を果たすべきであるというこ

とだ．公的部門にとっての優先事項は政策環境を

整備することだ（競争政策，契約の履行，等級・

基準の制定，食の安全性にかかわる法規制）．販

売システムについては，日和見的で非競争的な行

動を牽制する規則を実施する信頼性のある公的機

関を創設することも必要であろう．最善農業慣行

を確立し，SPS に関して新しい国内および国際的

な基準を充足し，農民がそれを採用するのを訓

練・支援するための研究開発や能力構築について

は，官民パートナーシップも重要であろう．

　公的部門は小自作農が市場の発展に伴う大きな

商機にアクセスするのを円滑化することができ

る．小自作農が規模と市場支配力を実現するため

には，資産へのアクセス（スーパーマーケットの

調達における選好において明確である），競争条

件の平準化，強力な生産者組織が必要な要素と

なっている．補完的な政策が整備されていなけれ

ば，貧困層は市場の大変革が提供しているチャン

スをものにすることができないだろう．

　民間部門が小自作農をパートナーにすれば，小

自作農は近代的な調達システムや輸出に参加でき

るようになる．農民や生産者グループと革新的な

垂直的調整取り決めを構築することもできるだろ

う．民間部門は農民が信用，投入物，エクステン

ション，認証にアクセスするのを促進することが

できる．質，食の安全，国際的な衛生基準を充足

する最善農業慣行については，農民の訓練を支援

することができるだろう．
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　農業関連産業は農産品のバリュー・チェーンのなかでは

農場外のリンクである．農場に投入物を供給し，食品やそ

の他の農産品の出荷・加工・輸送・販売・流通を通じて，

農場を消費者に結びつけている
注 1

．したがって，農業関

連産業と開発のための農業のパフォーマンスの間には強い

相乗作用がある．農業関連産業がダイナミックで効率的で

あれば，農業の成長に拍車がかかるだろう．農業関連産業

と小自作農の結びつきが強力であれば農村部の貧困は削減

できる．

　農業関連産業は途上国のどこでも GDP のなかで大きな

シェアを占めており，しかもそのシェアは上昇傾向にある

（図 D.1）．農業の対 GDP 比は 1 人当たり GDP が増加する

につれて，40％から 10％以下にまで低下してきているが，

農業関連産業（農業関連の取引・流通サービスを含む）は

経済の工業化が進展するにつれて，典型的には，GDP の

20％以下から 30％以上にまで上昇して，それから低下し

ている（アメリカでは 13％）
注 2

．

　農業関連産業は多種多様な民間の農業関連企業で構成さ

れている．その大半は小規模で，ほとんどが農村部の市場

町に所在し，たいていは賃金労働と農業という収入源があ

る家計によって運営されている
注 3

．中規模および大規模

の農業関連企業は，経済の規模やインフラが必要なことか

ら，主として都市部を基盤にしている．大企業としては垂

直的および水平的な統合を通じて巨大化した多国籍企業が

支配的である
注 4

．

　近年，消費者需要の変化と急速な技術的・制度的革新に

影響されて，農業関連産業の構造は激変し，そのパフォー

マンスはきわめてダイナミクになってきている．開発のた

めに農業関連産業の役割を考える場合には，2 つの重要な

チャレンジに取り組む必要がある．すなわち，市場諸力は

競争力を保証するわけではないということと，小自作農の

参加を保証するわけでもないということである．しかし，

農業の伸びを開発につなぐにはともに必要不可欠である．

したがって，競争力を強化することと，小自作農の参加を

高めることが，開発のための農業という政策にとっては 2

つの優先課題となるのである（第 10 章）．小自作農をバ

フォーカス　D 開発のための農業関連産業

　農民と消費者をつないでいるダイナミックな農業関連産業は，農業部門と農村部非農業部門のなかで成長の重要な
牽引力になり得る．しかし，農業関連産業の集中化が進展すると，効率性が低下し，貧困削減効果が逓減する可能性
がある．中小企業向けに投資環境を改善すれば，競争力が高まるだろう．対象をしぼった官民パートナーシップや社
会的責任イニシアティブが小自作農の参加を促進する手段である．

図D.1　GDPに占める農業と農業関連産業の相対的なシェアは所得の上昇に伴って変化
対 GDP 比（％）

農業
農業関連産業

農業

農業関連産業

タイ

マレーシア
チリ

アルゼンチン

ブラジル

インドネシア

ウガンダ

ケニア

コートジボワール

ナイジェリア

1 人当たり GDP（2000 年米ドル，対数目盛）

出所：WDR 2008 チーム．データは World Bank 2003f に引用されている Jaffaa 1999; Pryor and Holt 1999 から援用．
注：農業関連産業は農業関連産業および農業取引・流通サービスの付加価値．データは次の諸国に関するもの．アルゼンチン，ブ
ラジル，カメルーン，チリ，コートジボワール，ガーナ，インド，インドネシア，ケニア，マレーシア，メキシコ，ナイジェリア，
韓国，南アフリカ，タンザニア，タイ，ウガンダ，ジンバブエ．
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リュー・チェーンや都市部の需要に結びつけることができ

るのは，農村部で競争力のある中小農業関連企業であるこ

とから，両者は相互に補完的であるといえる．

農業関連産業革命：トレードオフはあるか？
農業関連産業における集中化の進展

　規模の経済と食品チェーンのグローバル化に牽引され

て，農業関連の多国籍企業はバリュー・チェーンにそって

農業関連産業のなかでますます支配的な地位を築いてい

る．殺虫剤，種子，農作物に関する遺伝子技術などの投入

物を供給しているが，そういったビジネスでは垂直統合や

水平統合が繰り返されながら，いよいよ少数の多国籍企業

に集約化されてきている（表 D.1）．販売サイドをみると，

一握りの多国籍企業が幅広く多角化しており，種子，飼

料，肥料から，製品の出荷，甘味料の加工やバイオ燃料ま

で取り扱っている．食品加工業者は後方統合して一次産品

の出荷を取り扱うとともに，前方統合して小売販売にも従

事しているのである．小売業も「スーパーマケット革命」

によって変貌を遂げている（第 5 章）．国，地域，世界の

供給チェーンは激変のさなかにあって，小自作農が地方の

市場やトレーダーに農産物を売却するという伝統的な市場

は迂回している．スーパーの食品販売の取り扱いシェアは

アルゼンチンやブラジルでは 60-70％に達しており，中

国，インド，アフリカの都市部でも急拡大している．農業

関連産業における集約化の流れは，先進国ではすでに長年

にわたって進行していたが，今や途上国でも一般的になり

つつある
注 5

．

　2004 年について農薬
注 6

と種子について最大手 4 社の

市場シェア（上位 4 社の集中度を表わす CR4）をみると，

農薬に関して 60％
注 7

，種子は 33％と，1997 年のそれぞ

れ 47％，23％から上昇している
注 8

．バイオテクノロジー

の特許取得に関する CR4 は 2004 年で 38％となっている

（表 D.1）．個別には集中度がもっと高い分野もある．ある

企業は世界全体の遺伝子組み換え大豆について 2004 年に

91％のシェアを誇っていた
注 9

．産業の CR4 が 40％を超

えると，一般的に市場競争が減少して
注 10

，商品について

消費者が支払う額と生産者が受け取る額のスプレッドが拡

大するといわれている
注 11

．

　農業関連産業における多国籍企業の集中度の高さは，

コーヒー，紅茶，ココアで顕著である．コーヒーは推定

2,500 万人の農民や農場労働者によって生産されている

が，国際的トレーダーの CR4 は 40％，コーヒー焙煎業者

は 45％に達している．ちなみに，消費者は 5 億人と推定

されている．

　世界のコーヒー生産はブラジル，コロンビア，インド

ネシア，ベトナムの 4 カ国で 64％を占めている．これら

コーヒー生産国の小売販売額は 1990 年代前半と 2002 年

の比較で倍増しているものの，シェアでは約 3 分の 1 か

ら 10％へと低下している．同じような集中は紅茶のバ

リュー・チェーンについてもみられ，3 社で世界市場の

80％以上を支配している．ココアの CR4 は国際貿易に関

して 40％，粉砕業者 51％，菓子メーカー 50％となって

いる．付加価値に占める途上国の取り分は 1970-72 年の

約 60％から 1998-2000 年の 28%へと低下している
注 12

．

　小麦，コメ，砂糖の市場では，集中化によって世界価格

と国内価格のスプレッドが拡大しており，1974-94 年の

間に倍増している．スプレッド拡大の主因は国際的な取引

を行っている企業の市場支配力にある
注 13

．

農薬 種子 バイオテクノロジー

企業
2004 年売上
（100 万ドル）

市場シェア
（％）

2004 年売上
（100 万ドル）

市場シェア
（％）

アメリカ
特許の数 a

特許シェア
（％）

モンサント 3,180 10 3,118 12 605 14
デュポン / パイオニア 2,249 7 2,624 10 562 13
シンジェンタ 6,030 18 1,239 5 302 7
バイエル・クロップサイエンス 6,155 19 387 2 173 4
BASF 4,165 13 — — — —
ダウ・アグロサイエンス 3,368 10 — — 130 3
リマグレイン — — 1,239 5 — —
その他 / 民間 7,519 23 16,593 66 1,425 34
公的部門 — — — — 1,037 24
市場集中度 b

CR4（2000 年） 60 33 38
CR4（1997 年）c 47 23

表D.1　農業投入物の主要サプライヤーと集中化の進展

出所：UNCTAD 2006b; International Seed Federation (http://www.worldseed.org)．
a．1982-2001 年にアメリカで認められた農業バイオテクノロジー特許の数．
b．市場集中度は集中率 CR4 で測定．これは市場参加者のうち上位 4 社が占めるシェアを示す．
c．Fulton and Giannakas 2001．
－は不明．
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民間投資と競争力のバランスをとる

　農業関連産業について競争を促進する政策を考案・実施

するのは容易ではなく，トレードオフもある．コントロー

ルや行政的要件を強化すれば，取引コスト，政治的リス

ク，レント・シーキングの機会が増大してしまうだろう．

脆弱な市場プレーヤーを保護する介入策は百害あって一

利なしである．もし大企業が増加した取引コストを転嫁す

れば，消費者，中小農場，中小企業は損失をこうむるだろ

う．しかし，農業関連産業の発展を支援すれば中小企業の

参入を優遇し，小自作農の包容を円滑化するという形で行

えば同産業における競争を促進することができる．

中小農業関連企業の発展
　競争力強化と参加促進を目的とする農業関連産業の発

展を支援するには，2 つの補完的なアプローチを追求す

ればよい．1 つは，中小企業を中心に民間投資家の参入

を促すために投資環境を改善することである．インドネ

シア，ニカラグア，スリランカ，タンザニアの農村部に

おける投資環境調査によれば，農村部では金融，インフ

ラ，ビジネス・サービス，公共サービスの欠如がとりわ

け問題である
注 14

．もう 1 つは，バリュー・チェーンを中

心に中小農業関連企業の発展にかかわるボトルネックに対

象をしぼるアプローチである．

投資環境の改善

　投資環境のなかで 4 つの主要な構成要素すべてが貢献

する．第 1 に健全なマクロ政策環境を確保することだ．

第 2 にインフラなど公共財を提供することだ．第 3 は法

規制の面から競争，誠実な事業，公正な慣行を涵養する

枠組みを整備することである．第 4 は民間金融サービス，

リスク共有制度，ビジネス開発サービスへのアクセスを確

保することだ．

　知的財産権，雇用条件，契約，商品基準に関するルール

や規則も，農業関連企業の収益性や農業関連産業の発展に

伴う利益の配分に影響する．企業の設立・参入に関する障

壁が，中小企業にとっては金融アクセスが厳しいことやビ

ジネス・スキルに乏しいことを背景に，特に難題となって

いる
注 15

．

ボトルネックの取り組み

　中小農業関連企業の発展のボトルネックに取り組むため

の手段には，補助金のマッチング，官民パートナーシップ

におけるチャレンジ基金，金融への優先アクセス，部分的

な融資保証，免税，農業関連産業ネットワーク結成の支援

などがある．農村部における中小農業関連企業の発展につ

いては，通常は直接的な介入に焦点が当てられている．し

かし，投資環境の改善のほうがより広範で持続的なインパ

クトがある．農業省には投資環境という一般的な問題に関

しては権限がない一方で，経済政策を担当する官庁には農

村部における農業バリュー・チェーン対する関心が限定的

であることが理由である
注 16

．

　農業関連産業を促進するための補助金のマッチングにつ

いては若干の議論がある．市場の歪みやえこひいきにつな

がり，必ずしも成長指向型中小企業の発展には貢献してい

ないからだ．しかし，小自作農がバリュー・チェーンにリ

ンクする能力を高めるという面ではある程度の成功事例が

ある（ボックス D.1）．補助金のマッチングは初期コスト

は大きいが，長期的に儲かる可能性のある商機に活用する

のが最善であろう．公正さと透明性を確保するためには，

ピア・レビューを行う独立委員会が必須であろう．

企業の社会的責任
　小自作農の農業食品バリュー・チェーンへの包容は，利

益を超えた動機による農業関連産業のイニアティブを通じ

ても起こる．世界的な農業関連企業は自己の資源と専門知

識を活用して，農業食品バリュー・チェーンの発展や小自

ボックス　D.1 ドミニカ共和国の小規模な有機ココア生産者に輸出市場を開放する

　イギリス国際開発省（DFID）のビジネス連結チャレンジ
基金（BLCF）は小自作農向けにビジネス連結，市場開発，
貧困層への好影響を促進するために，コスト分担型の補助金
を提供している．ドミニカ共和国では，2002 年に供与され
た補助金と同額の民間資金が合わさって，2 年間にわたる有
機チョコレート生産プロジェクトが実施された．これのおか
げで小自作農が生産した有機ココアの競争力は向上し，より
高い水準で安定した価格を獲得できるようになっている．バ
リュー・チェーンにそって上下に強力な関係が生まれ，小規
模ココア生産者組合とヨーロッパのココア買いつけ業者の間

には新しいリンクが形成された．このプロジェクトのおかげ
でいっそう良質の商品が生まれ，グルメ向けココア生産者用
に新しい種類の市場が台頭している．このような投資を受け
て，小規模生産者はトン当たり 450 ドルの価格差を享受で
きた．このおかげで雇用が女性を中心に 25％増加し，コミュ
ニティにコンピュータやインターネット技術が普及し，コ
ミュニティ全体の購買力が上昇した．これらすべてが貧困削
減につながっている．

出所：www.businesslinkageschallengefund.org.
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作農の参加を支援することができる．大手企業の間では企

業利益にとって魅力的であるだけでなく，貧困層のなかで

も極貧層にとって利益になるという形で，社会的な利益を

実現するような事業を追求する傾向が強まっている．この

ような活動は直接的な経済効果を考慮して多種多様な形態

をとり得るが，主に官民パートナーシップないし市民社会

と民間のパートナーシップが多い．そのなかで民間部門が

牽引役を果たしているのが一般的である．

　このような動きの極に，企業が短期的な価値がないに

もかかわらず，社会的利益を実現しようとしているプログ

ラムがある．ただし，企業が属している産業の市場拡大に

は貢献している．この好例としては，「開発のためのテト

ラパック食品局」がスポンサーになっている学校ミルク給

食・酪農発展プログラムがある．この目的は，児童の健康

と学業を改善するとともに，ミルク製品に対する需要を創

出して小自作農の参加を支援することにある
注 17

．

　別の極には，企業は損益とんとんで利益は再投資しな

がら，貧困層に大きな利益をもたらすというプログラム

がある．一例としては，グループ・ダノンがバングラデ

シュのグラミン・グループと協力して行っているヨーグ

ルト生産事業がある．小自作農の乳牛購入に融資や技術

支援を提供したり，地方の栄養ニーズを満たし，加工と

流通の分野で雇用を創出する酪農品の加工工場に投資し

たりしている
注 18

．

　その中間形態としては，投資家にとっては有益ではある

ものの，当初は利益を生まない官民パートナーシップがあ

る．マーズ・コーポレーションは，インドネシアで公的部

門や援助国と一緒にある研究開発プログラムに共同投資し

ている．それはココアの品質と持続可能な供給を促進しな

がら高品質の作物を栽培することについて，小自作農にプ

レミアムを支払うというプログラムである
注 19

．
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制度的革新を通じて小自作農
の競争力を高める

　1980 年代の構造調整によって，農民に土地，

信用，保険，投入物，協同組織へのアクセスを提

供していた公的機関の複雑なシステムが解体し

た．国家を排除すれば，市場では民間の行為者が

自由にこのような機能を引き継ぐだろう，とい

うことが期待された．その結果，コストが削減

され，質が改善され，逆進性が排除されるだろ

う．しかし，そうはならなかったケースがあまり

にも多い．ある国では，国家の撤退はせいぜい一

時的で，民間の参入がやはり制約を受けた．別の

国では，民間部門の台頭は緩慢で部分的なものに

とどまった．その結果，主として商業的な農民だ

けを対象にし，多くの小自作農は広範な市場の失

敗，高い取引コスト，大きなリスク，サービスの

ギャップにさらされるままに取り残された．市場

が不完全で，制度的なギャップが残っていたた

め，小自作農は失われた成長と福祉の損失という

大きなコスト負担を余儀なくされ，競争力と，多

くの場合，生存そのものが脅かされたのである．

　ところが，最近 10 年間には制度的な革新につ

いて幅広い興奮が湧き上がっている．これは土地

市場，金融サービス，投入物の市場，生産者組織

にかかわる欠陥を埋めようという革新である．著

しい進歩があったにもかかわらず，この農業の制

度的な再構築は特に小自作農や限界的な地域に

とっては依然として未完成のままとなっている．

さらに前進するためには，国家と民間部門それ

ぞれの役割をもっと明確にし，何が機能し，どう

したら改善できるかについて，もっと分析するこ

とが必要であろう．本章ではその方法論を検討す

る．

新しい制度を導入すれば，財産権の確実性が•

高まって，農村家計が生計戦略を調整した

り，あるいは都市に向けて脱出したりしてい

る状況下で，土地の再配分を促進し，土地の

ない人々の土地アクセスを促進することがで

きる．

金融の革新で，小自作農は信用，貯畜手段，

資金振替サービス，遠隔地への送金，リーシ

ングなどへのアクセスが改善する．

天候連動型の保険は，農民のリスク軽減に関

して情報の不完全性問題を改善した新たな方

法を提供する．

制度的な革新を行えば，新しい地方リーダー

が出現して，「マーケット・スマートな」（市

場ベースの）補助金が実験中であるため，投

入物市場の効率化も推進される．

生産者組織はサービスにアクセスし，市場で

規模の経済を達成し，政策立案に対して発言

権をもつために，もっと効果的な集団行動を

起こすことができる．

確実な権利と資源再配分のための土地政策

　土地の権利や所有権に関する制度は土地利用の

効率性に影響する．仮に農業を行う人が土地に関

して確実な権利を欠いていれば，その土地を生

産的かつ持続可能な形で使用しようと努力した

り，土地に関連した投資を実行したりするインセ

ンティブが低下するだろう．また，仮に女性（ア

フリカでは大半の土地を耕作している）に既得権

がほとんどないとすれば，その家計の生産は資産

ベースで可能な生産の水準を下回るだろう．確実

で，あいまいさのない財産権があれば，市場を通

じて土地をより生産的な使途や使用者に委譲する

•

•

•

•

chapter6
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こともできる．土地管理について対費用効果の良

いシステムがあれば，担保としての土地の利用が

増加し，したがって金融機関はリスクを削減する

ことができるので，農業投資が促進され，信用コ

ストが低下する．

　土地へのアクセスにかかわる制度には，社会，

自然，経済のさまざまな要因に適合してきた長い

歴史がある．その多様性は生産要素としての土地

の価値だけでなく，地位，文化的なアイデンティ

ティ，政治力としての土地の価値も反映してい

る．効率的な土地利用を支援し，特に女性や先住

民にとっては権利に多面的な性格があることを認

識した財産権を設計するのはきわめて複雑な課題

であり，さらなる探求が必要である．土地政策は

往々にして効率性を高めることよりも，支配層の

利益を増進することを指向していたため，政治的

に議論を呼ぶ問題になってきたのである．本節で

は，そのような後遺症に対応し，保有権の確実性

を高め，農業の競争力と経済開発への貢献を最大

化するために，土地への広範なアクセスを提供す

るのに，最近の制度的・技術的な革新がどのよう

な形で役立っているのかを検討する．

保有権の確実性を高める
　土地の所有者や使用者に強制退去させられるこ

とがないという確実性を付与すれば，多数の研究

結果が示しているように，土地関連の投資を刺激

することによって競争力が高まる注 1．保有権を

改善するための従来の介入策は，ほとんどもっぱ

ら個人に対する権利付与に焦点をしぼっていて，

共有権，二次的な権利，あるいは女性の権利をむ

しろ弱めるか無視する形になっていた．加えて，

権利付与のプロセスが地方のエリート層や官吏に

よる土地の横取りに利用されていた．そこで，対

個人権利付与は多くの場合に依然として適切では

あるものの，保有権を確実化する新しいアプロー

チによって補完する必要がある．

慣習的な保有を認める．　多くの諸国で，慣習的

な保有下にある広大な土地は，しばしば植民地時

代からの法制が原因で法的な保護を享受していな

い．例えば，アフリカの多くの司法管轄区では，

ほとんどの土地を「国有地」とみなしている．何

世代にもわたってその土地を耕作してきた人々は

不安定な保有権を享受しているだけで，補償がほ

とんどあるいはまったくない状態で，土地を失う

ことがあり得る（例えば，「戦略的」な投資のた

めに立ち退きを迫られる）．多数のアフリカ諸国

は過去 10 年間で，相次いで新しい土地法を採択

し，慣習的な保有を承認し，土地権に関して弱い

形の（口頭による）証拠を許容し，女性の地権を

強化し，分権化した土地制度を確立した注 2．そ

のような法律に関する知識が増大するにしたがっ

て，ウガンダのデータが示唆しているように，土

地関連の投資と生産性が上昇した．法律について

知らされているのは全体の 3 分の 1 にも満たな

い家計であるため，情報普及の努力は大きなイン

パクトを与えるだろう注 3．

　共有地や共有の土地資源（牧草地や先住民の土

地など）は，慣習的な保有権のなかでも特殊ケー

スである．それは生産的な価値に加えて，貧困層

にとっては文化的な価値が体現されているため，

セーフティネットとして重要であることが多い．

しかし，劣化や強力な酋長・部外者・官僚による

収用に対して弱い．そのような資源へのアクセス

やその生産性は，以下の方策によって増大をはか

ることが可能であろう．

慣習法を参加型にし，土地にかかわる民族

的・歴史的・社会的な構造を反映するような

形で公式化する注 4．法的に拘束力をもつ線

引きを行い，重複するあるいは季節性がある

といった既存の権利（牧畜業者と定住農民と

の間）を明確にし，それを適正に登記する．

日常的な管理にかかわる決定を透明性をもっ

て機能する説明責任のある機関に委任する．

その例としては，紛争解決に関してすべての

関係者が尊重する明確なルールをもった法人

形態の利用者グループが考えられる．

明確で透明なプロセスを通じて，より正式

な種類の保有権への移行を可能にする．メ

キシコでは，エヒードという大規模な村民共

有地のなかに所在する承認を受けた個人の区

画は，村会の特定多数決によって完全に譲

•

•

•
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渡可能な自由保有権の土地になる．しかし，

完全な保有権取得を選択したのはエヒード

の 15％以下にとどまっているという事実は，

多くの利用者が共有関係の維持に伴う利益の

ほうが権利の私有化に伴うよりも大きいと考

えていることを示唆している．

土地権を書面化する．　既存権の法的な承認は必

要不可欠な第一歩ではあるが，境界紛争を削減

し，土地取引を円滑にするため，境界を明確に

し，証書を発行してほしいという需要が出てくる

のは当然であろう．伝統的な技術の下では測量基

準と関連コストがともに高かったことが（1 区画

当たり 20-60 ドル）注 5，証書の広範な普及にとっ

て大きな障害となっていた．しかし，最近の技術

進歩のおかげで，かなりの精度をもった土地権利

書を発行するコストは大幅に低下してきている．

技術進歩のなかでは，衛星画像と小型全地球位置

把握システム（GPS）機器の利用可能性が広まっ

たことが特に重要であり，それが体系的な審決を

地方関係者に担当させるという制度的な取り決め

と組み合わさったのである．エチオピアでみられ

るように，このような土地権利書プログラムに対

しては相当な需要があるというのがこれまでの経

験である（ボックス 6.1）．

　女性が耕作について主役を担っている場合，そ

の土地権は生産性と投資に影響する注 6．さらに，

土地は重要な資産なので，土地権は家庭内におけ

る女性の交渉力，一般的な経済的チャンス，離婚

や家族員死亡の場合には長期的な安全のために決

定的に重要である．アフリカにおける女性差別が

もたらす悪影響が認められたおかげで，憲法上の

規定が変更されたり，個別の法律が制定されたり

することにつながっている．その結果，一般的な

男女平等が義務化され，共有権利書の発行が義務

づけられ，相続法が修正され，土地管理機関に女

性代表者の参加が確保されている注 8．

　このような措置はプラス効果をもち得る．しか

し，伝統的な力の取り決めと衝突する法改革は実

施がいいかげんになるだろう．アジアやラテンア

メリカを中心とする実例によれば，衝突を最小化

するために，調停と意識の向上を組み合わせる

　1998/99 年度にチグレイ州の約 63 万 2,000 世帯に発行され

た土地利用証明書の結果が有望だったため，エチオピアのほ

かの地域も大規模な認証努力に乗り出し，2003-05 年度に約

600 万世帯（1,800 万区画）に土地利用証明書が発行された．

　このプロセスは時には文書の配布を伴う形で，地方の意識

高揚運動として始まった．その後，各村では土地使途委員会

の選挙が続く．一定期間の研修を経て，このような委員会が

既存の紛争を解決し，友好的な解決ができない係争は法廷に

付託される．これに引続いて，係争のない区画について線引

きと測量が隣人たちが見守るなかで実施され，後日，土地利

用証明書が発行されたのである．それには既婚者について

氏名と両配偶者の写真が掲載されているが注 7，見取り図や

コーナー座標は掲載されていない．

　土地は国有で譲渡には厳しい制限があるので，証明書は相

続可能な使用権だけを裏づけるものである．にもかかわら

ず，全国調査の回答者の 80％強によれば，証明書は紛争を

削減し，木や土壌保全に投資したり土地を賃貸に出したりす

る刺激になり，女性のおかれている状況が改善した．証明書

をもっていると，土地の詐取に出会った際には補償が得られ

る可能性が高まるとも考えている．多くの人は共有地は侵食

を減らすために分割されるだろうと予想し（76％），土壌の

保全を強化している（66％）．

　概算では証明書のコストは 1 区画当たりわずか 1 ドルに

すぎない．この主因は紛争解決と測量にかかわる地方の仕事

は，各地方の土地使途委員会のメンバーがボランティアとし

て行ったことにある．コーナー座標を記録するために１メー

トル未満までの精度をもつ小型 GPS を追加すると，このコ

ストは約 60 セント増加する．近代的な技術のおかげでもっ

と低コストのアプローチが実現可能になってきているので，

アフリカだけでなくその他の地域で新しい土地法制を実施す

るのに役立つだろう．しかし，記録を最新に保っておくメカ

ニズムがないと，効果は短命に終る懸念がある．アムハラ地

域に関する推定によれば，記録の更新は 1 件当たり 65 セン

トで可能であろう．

　証明書に対する需要には根強いものがある．プログラムの

対象外とされた世帯の 95％は取得を希望し，証明書をもっ

ている世帯の 99％は紛失した証明書の再発行に平均 1.40 ド

ルのコストを喜んで支払う，90％は見取り図を追加したい

（ほとんどはコストを喜んで負担する）としている．

　証明書のプラス効果は土地の賃貸を制限し，土地の売却や

抵当を禁止している現在の政策によって相殺される可能性が

大きいが，認証は広範な土地政策改革に向けた第 1 歩とい

えるだろう．

出所：Deininger 他 2007．

ボックス　6.1 エチオチピアのコミュニティ主導型の土地登記による利益
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ことによって，土地保有者が権利を有効に行使で

きるような別のプログラムを補完することができ

る．例えば，メキシコのエヒード制度は今では女

性の財産権を保護する調停を行っている．ニカラ

グアでは，配偶者共同名義の土地権を付与するプ

ログラムは，先住民が共有権や集団権の両方を明

確にするための協議も対象にしている．

紛争解決の選択肢を拡大する．　途上国の多くで

は，土地関連の紛争が法廷係争のなかで大きな

シェアを占めている．未解決の紛争は法廷を渋滞

させたり投資を窒息させたりすることは別として

も，土地利用の生産性を低下させる．ウガンダで

は，係争中の区画にかかわる生産性はそうでない

区画の 3 分の 1 以下となっている注 9．伝統的な

機関は一部の地方的な紛争は解決できるが，異な

るコミュニティに属する多種多様なグループにま

たがる紛争に対処できるほどの体勢はもっていな

い．例えば，放牧業者と定住農民の紛争，民族別

の境界をまたがる紛争，あるいは個人対国家の紛

争などがそれである．また，伝統的な機関は男性

のコントロール下にあり，相続権など女性が関係

する紛争では男性に味方する傾向にある注 10．土

地紛争解決の選択肢を体系的かつ法廷外に拡大す

れば大きな利益があるだろう．特に権利がほとん

ど行使できなかった貧困層や女性にとっては，エ

チオピアとインドの例が証明しているように，利

益になるものと思われる注 11．

土地管理を近代化する．　多くの諸国で，土地管

理はもっとも腐敗している公共サービスの１つと

なっている．公有地の割当や管理については不正

や詐欺が横行している．不当利益には相当大きな

ものがあろう．インドでは，土地管理サービスの

利用者が支払う賄賂は年間 7 億ドルと推定され

ているが注 12，それは科学・技術・環境向け公共

支出の 4 分の 3 にも相当する．ケニアでは管理

による土地の詐取は 1980-2005 年の期間を通じ

て構造的であり，「われわれ社会の腐敗とモラル

の低下をもっとも如実に表わしている」注 13．近

代的な技術と民間部門とのパートナーシップを活

用すれば，ただちに成果をあげることができるだ

ろう．一例をあげてみよう．インドのカルナタカ

州では記録をコンピュータ化したところ，利用者

の支払う賄賂は 1,600 万ドル減少したと推計さ

れている注 14．登記とそれに関連した土地評価を

自動化したことで，民間部門への外部委託が可能

になった．その結果，サービスへのアクセスが

大幅に改善されたため，印紙税が 14％から 8％

に引き下げられたにもかかわらず，税収は 1 億

2,000 万ドルから 4 億 8,000 万ドルと 4 倍になっ

た注 15．

　土地管理機関は利用者が喜んで支払う以上に手

数料を引き上げることなく，財政的に健全な運営

ができて初めて，長期的に存続可能となり，政治

的な圧力から独立できる．効率化をはかるための

改革はその有効性が頻繁に示されているので広く

知られているものの（ボックス 6.2），実施は現

状維持によって利益が享受できるグループからの

強力な抵抗に直面している．

土地へのアクセス
土地賃貸市場を可能にする．　家計にとって生

計を多角化し，最終的には離農する新しい選択

肢が出現している時に，土地市場を機能させる

ことはきわめて重要である．先進国をみると，

農地の約 50％はしばしば複雑な契約によって賃

貸されている．それとは対照的に，途上国の土

地賃貸市場は萎縮している．しかし，土地の賃

貸は東ヨーロッパのように，従来あまり一般的

ボックス　6.2 グルジアにおける土地管理サービス
の効率性改善

　グルジアは単一の国家的な土地管理庁を創設して，あらゆ

る情報をインターネットで開示し，許可を受けた民間の測量

士に測量の任に当たらせ，人員を大幅に（2,100 人から 600

人に）削減する一方で給与を 8 倍に引き上げた．登記所を

財政的に自立させるため，登記法が改訂されて無償の法的協

議制度が確立され，手数料体系が調整された．

　不動産登記に要する時間が 39 日から 9 日に著減し，関連

コストも不動産価格の 2.4％から 0.6％に低下した．土地利

用者にとっては無数のメリットがある．それは賃貸や売買の

市場活動が増大し，民間および農業の貸し手が抵当貸付や信

用供与を増やしていることで裏づけられている．

出所：Dabrundashvili 2006.
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でなかった地域で増加しつつある注 16．ベトナム

では賃貸の割合が 5 年間で 4 倍になり 16％に達

している注 17．中国でも賃貸のおかげで，農村コ

ミュニティは大規模な移出者の増加に対応する

ことができた（ボックス 6.3）．

　もし土地の保有権が不確実だったり，規制で土

地の賃貸が制約を受けていたりすれば，生産性を

向上させるような賃貸取引は完全には実現しな

い，または貧困層は排除されることになるだろ

う．ドミニカ共和国，ニカラグア，ベトナムで

は，土地の保有権が不確実であるため，賃貸の割

合は押し下げられており，既存の社会的ネット

ワーク内の取引に限定されている注 18．エチオピ

アでは，土地喪失の懸念と明示的な賃貸規制の両

方が，賃貸市場が最適なパフォーマンスを下回っ

ている理由となっている注 19．インドでは，賃貸

規制が生産性と公平性を低下させている（ボック

ス 6.4）．これを賃貸を促進する政策で代替すれ

ば，農村部に残存している人々の土地アクセスを

改善できるだろう．

土地売買市場を強化する．　土地を取得するため

の売買市場は投資インセンティブを高め，信用市

場で土地を担保として使えるベースを提供する．

しかし，他の市場の不完全性や将来の地価上昇期

待の影響度は，賃貸市場よりも売買市場のほうが

大きいため，必ずしも売買によってもっとも生産

的な生産者に土地が譲渡されるとは限らない．歴

史的にみると，ほとんどの土地売却は困窮時に行

われている．これは債務不履行に陥った土地所有

者が貸金業者に土地の譲渡を余儀なくされた場合

であり，その結果，貸金業者は膨大な土地を手に

することができた注 20．

　インドにおける 20 年間にわたる土地売却の

データによると，地方の売買市場に関して以下の

ような奇妙な特徴が顕著である．

土地はより良い農耕者に，しかも土地を豊富

に所有している家計からそれが少ない家計に

譲渡されている．その結果，土地の少ない農

耕者は土地の売り手を貧しくすることなく，

自分の福祉を改善できている．しかし，売買

•

ボックス　6.3 中国では土地の賃貸がどのようにして生産性と公平性を改善したのか

　土地の賃貸市場は経済が急成長を遂げているなかで，農村
の多角化と所得増加に多大な貢献ができる．中国をみてみよ
う．1978 年に家庭責任請負制度が導入されてから，土地使
用権は 1 人ずつに割り当てられたことが，公平な土地の「所
有権」構造につながり，土地は社会的なセーフティネットと
しても機能するようになった．家計には 15 年間の土地使用
契約があったが，人口の増加に対応して，あるいは土地を非
農業目的に利用可能とするために，行政的な再配分が定期的
に実施された（契約上の義務に明らかに違反して）．しかし，
農村部から都市部への人口移動が，1988 年の総労働力の 5％
から 2000 年の 17％（1 億 2,500 万人）と 3 倍になったため，
行政的な配分だけに依存する限界は明白になった．
　行政的な再配分を補完し，やがてはそれに取って代わるこ
とになる分権化した土地の賃貸は，ちょうど同じくらい公平
で，しかも生産性が大幅に高い．土地取引の両当事者に関す
る全国的なサンプル調査をみると，土地の賃貸が職業構造，
土地の生産性，福祉に及ぼす影響が明らかになる．

土地の賃貸は職業構造を転換させた．土地を賃貸に出し
ている人の約 60％は，市場に参入する前は重要な収入源
として農業に依存していた．そのうち引き続きそうして
いる人はわずか 17％にとどまっている．55％（20％から
上昇）は移住，29％（23％から上昇）は地方で非農業活
動に従事している．

•

土地の賃貸は生産性も引き上げた．賃貸された区画のネッ
ト収入は約 60％増加しており，賃貸市場は能力が低い人
や農業にほとんど関心をもたない人から，より良い農民
に土地を譲渡することによって，農村部の福祉を改善す
ることができるという見方を裏づけている．一般的にもっ
ている土地が少なく，家族労働が多く，資産や教育の水
準が低い賃借人は，利益の約 3 分の 2 を受け取り，残り
は地代として地主の手に渡っている．
賃借人と地主のネット所得はともに上昇した．それぞれ
25％と 45％（一部は移住に伴う所得）の上昇と，非常に
公平であったといえる．

　これは非農業の成長と移住が堅調という環境下では，うま
く機能している土地の賃貸市場が重要であるということを示
すものである．しかし，多くの生産者は依然として財産権が
不確実であることから制約を感じている．土地市場が変化し
ている経済のニーズにもっと敏感に反応するようにするた
め，特に 2003 年農地契約法など最近のイニシアティブは農
民の財産権を強化し，官僚による裁量的な介入の余地を削減
することを目指したものである．

•

•

出所：Benjamin and Brandt 2002; Brandt, Rozelle, and Turner 2004; 
Cai2003; Deininger and Jin 2005; Kung and Liu 1997．
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市場は賃貸市場と比べて商いが薄く，ライフ

サイクル上の出来事に影響されやすく，再分

配効果が小さい．

天候のショックが土地の投売りの可能性を高

めている．ただし，地方のセーフティネット

（雇用保証）や銀行信用へのアクセスによっ

て緩和されている注 21．

「改革」によって課された土地所有の最高限

度が一定の役割を果たしているためであろう

が，土地の売買は土地所有の公平化に土地改

革以上の効果をあげている注 22．

　これは土地の売却を制限する政策措置にほとん

ど正当性がないことを意味する．制限措置が取引

を不透明なものにし，権力，情報，保険へのアク

セスの非対称性という基本的な問題を放置したま

ま，正式な信用へのアクセスを阻害する傾向があ

ることを考えると，なおさらである．セーフティ

ネットや土地の再配分などその他の措置は，この

ような問題に対処し，投売りを阻止するために

は，売却の制限よりも適切であろう．土地課税が

あれば，地方政府は機能を果たすのに必要な収入

を得ながら，投機的な需要を抑制し，土地利用の

改善を促進することができるだろう注 23．

土地改革をもっと有効にする．　土地所有権が

•

•

非常に不平等な諸国では，土地市場は土地の生産

性を低下させ，開発を遅らせる構造的な不平等に

対処する万能薬にはならない注 24．そのような不

平等を克服するためには，土地改革のような資産

を再分配する政策が必要となる．戦後の日本，韓

国，台湾（中国）の事例は，土地改革が公平性と

経済パフォーマンスを改善できることを示してい

る．しかし，土地改革が完全に実施できなかっ

た，あるいは逆の結果をもたらしたという事例も

多い．賃貸人の退去，賃貸人に大きな確実性を付

与する法律の施行に先駆けた土地利用の変更，過

少利用地の収用などによって，受益者になるはず

だった人がむしろ貧しくなったり，土地所有者が

さらに非効率的な手段に訴えるのを促したりする

ことにつながった注 25．

　もし土地が再分配的な土地改革によって譲渡さ

れるとすれば，新しい所有者が競争力をもつため

には，経営スキル，技術，信用，諸市場へのアク

セスを改善することが必要不可欠である．きわめ

て有効な賃貸改革もなかにはあったが注 26，投資

に対して消極的になるのを回避するためには，所

有権を明確にする措置が必要となる．主要な受益

者に対する補助金や技術支援で下支えされた市場

交換による土地改革は，ブラジルが指導的な改革

者となっているように有望であるが，このアプ

ローチはコストとインパクトに関してさらに検討

ボックス　6.4 インドにおける賃貸市場と制限の影響

　賃借人が他に代替策をもっていない場合，地主は土地の賃

貸を活用してできる限り搾取しようとする．このためインド

の政策当局は賃借人を保護するために地代に上限を設定した

り，多くの州では賃貸を禁止したりした．それが一因となっ

て，他の諸国における流れとは対照的に，土地の賃貸活動は

1971 年の 26％から 2001 年の 12％未満へと大幅に減退した．

にもかかわらず，賃貸は引き続き土地にアクセスするのに重

要な手段である．2001 年に土地を賃貸した人の数は，独立

以降に土地改革で恩恵を受けた人数を上回っている．

　土地賃貸市場への介入の背景となった考え方は，長期的比

較が可能な全国調査が示しているように，今では妥当性に欠

ける．賃貸市場というのはいわゆる逆賃貸を引き起こすこと

なく，土地は少ないが労働は豊富で，農業スキルはあるが教

育はほとんどない家計が（その 37％は土地を所有していな

い），土地は豊富で裕福であるが，非農業雇用に従事してい

る家計から土地を賃借するのに役立つ．村の所得が高いほ

ど，賃貸率が上昇する．これは裕福な家計ほど離農して土地

を賃貸に出す可能性が高いからだ．

　賃貸規制が公平性に及ぼす影響は，農業労働 1 日の限界

生産物（男女とも 150 ルピー）を，臨時労働の市場におけ

る日当（男 46 ルピー，女 34 ルピー）と比較すればわかる．

両者の相違（統計的に有意）は，たとえ地主への支払いを控

除した後でも，賃貸は家計の福祉を大幅に改善できることを

意味している．臨時労働市場における男女格差を考えると，

特に女性にとっては賃貸が魅力的である．これは農村部の女

性が法律に違反して，自助グループを活用して土地を賃貸し

ている，という逸話的な証拠と整合性がある．また，土地賃

貸規制を撤廃すれば，農村部が非農業経済に向かう動きを促

進することになるだろう．

出所：Deininger, Jin, and Nagarajan 2006．
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する必要がある．土地改革に関してどんなアプ

ローチをとるにせよ，それが有効であるために

は，透明なルールに基づき，明確かつ無条件の財

産権を付与し，生産性の利益を最大化するための

インセンティブを改善する広範な農村開発戦略の

一環でなければならない．土地改革は確かに農村

部の貧困層のために土地アクセスを高めることが

できる．しかし，貧困を削減し，効率性を高める

ためには，政府としてはアクセスの提供を超えた

改革を行うという公約を行うことが必要である．

すなわち，市場指向的な小自作農としての受益者

が，競争力と持続可能性が確保できるようにする

するという公約が必要である．

小自作農向けの金融サービス

　農業企業や農村家計が長期投資を行い，リス

キーで上下変動のある所得フローに関して計算に

基づいた意思決定ができる能力というのは一国の

金融サービスによって形作られる．金融サービス

の急速な発展にもかかわらず，世界中の小自作農

の大半は競争と家計改善にとって必要なサービス

に相変わらずアクセスできないでいる．金融サー

ビスへのアクセス（貯蓄や貸付の商品，金融取

引，送金サービス）が拡大すれば，小自作農はよ

り効率的な技術の採用や資源配分のチャンスを広

げることができる．

　金融サービスは農村人口に対して，非公式なも

のから公式なものまで多種多様で，その分類の境

界がしばしばあいまいな組織によって提供されて

いる．一般的には，正式な金融機関とは中央当局

によって認可され監督されているものをいう．そ

れには公営と民営の商業銀行，国有の農業ない

し農村開発銀行，貯蓄貸付協同組合，マイクロ・

ファイナンスの銀行，リーシング・住宅金融・消

費者金融など特定目的の専門会社などがある．金

融サービスの非公式な提供者としては巡回貯蓄信

用組合，貸金業者，質屋，顧客に金融を供与する

企業，友人や親族がある．両者の中間には金融関

係の NGO や自助グループ，小規模な金融組合，

信用組合などがある．

貧困を永続化させている金融制約の蔓延を一掃
　金融の制約は農業と同関連産業では他のどの産

業よりも一般的である．これは農業という活動の

性格と企業の平均規模の両方を反映している．農

村部における金融取引の契約は，都市部における

場合よりも取引コストとリスクが高くなる．これ

は生産が地理的に分散していること，人口密度が

低いこと，インフラの質が総じて低いこと，農業

生産活動の季節性と共分散が大きいことなどが原

因である．したがって，銀行やその他の伝統的な

営利目的の金融仲介業者は，業務を都市部と，農

村経済のなかでも人口密度が高く，裕福で，商業

的な地域に限定する傾向がある．そういう地域で

は営業費が低くてすみ，ローン規模も固定的な取

引コストをカバーできるぐらい十分大きく，法的

契約の執行が容易だからである．

　一方，農村部の現実は次の通りである．信用

やその他の金融サービスに対するニーズを満た

すことができる家計や中小企業はほとんどいな

い．インドの 2 つの州の 6,000 世帯に関する最

近の調査によれば，調査対象になった限界的な

世帯の 87％は公式な信用アクセスがなく，71％

は公式な金融機関の貯蓄勘定へのアクセスもな

かった注 27．非公式な金融取引の契約が農村コ

ミュニティでは一般的なわけであるが，世帯の所

在地，資産の所有権，親族あるいは民族ベースの

ネットワークの会員になっているかどうかなどに

応じて細分化されており，契約締結にかかわる取

引コスト，取引可能な金額，適用金利が違ってく

る注 28．したがって，小自作農の金融サービスへ

のアクセスを段階的に拡大していくような金融革

新については，きわめて大きなニーズがある．金

融サービスの提供を阻害するシステミック・リス

クを管理することによって，金融サービスを補完

できるような革新に関しても同じことがいえる．

　小自作農にとって金融制約のコストは，商機の

喪失やリスク負担という点で膨大である．ホン

ジュラス，ニカラグア，ペルーの農村部では，信

用制約のある人口が農業生産者の約 40％を占め

ている．信用を利用できない生産者とその制約が

ない生産者を比較すると，前者による投入物の購

入額は後者の平均 50-75％，ネットの所得（土地
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と家族労働にかかわる収益）は 60-90％の水準に

とどまっている（図 6.1）注 29．中央・東ヨーロッ

パの 5 カ国では，小自作農のほぼ 50％は金融制

約が企業の成長・拡大にとって重要な障害になっ

ていると回答している注 30．

　貸し手が提示している金融商品はメニューが少

なく，しかも厳しい担保要件がついている，とい

うことが問題の根源である．裕福な農民が公式の

貸し手から大きなローンを低金利で受けられるの

は，信頼できる資産を担保に入れたり，将来の

キャッシュフローを提示したりすることができる

からだ．それに対して，資産に乏しい家計はもっ

と小額で高金利のローンを余儀なくされている．

担保の代わりに高価なモニタリングを実施しなけ

ればならない貸し手に依存しているためだ．貧農

はたとえ有資格であっても，みずからローンを拒

否することもある．これは担保を失うリスクを負

いたくないからで，「リスク割当」と呼ばれてい

る注 31．ホンジュラス，ニカラグア，ペルーに関

する調査では，信用制約のある借り手のうち，そ

れぞれ 20％，40％，50％がリスク割当を受けて

いる．したがって，信用と保険へのアクセスは概

念的にも実証的にも密接な関係があり，信用アク

セスを改善するためには両方を同時に改善しなけ

ればならない．

　信用アクセスが歪んでいると，雇用が鈍化し

て，所得分配の不平等化に貢献する．富を偏重す

るという金融市場の制約があれば，土地市場政策

も有効性が低下するだろう．

小自作農に届くようにマイクロ・ファイナ
ンスを調整
　農村部の金融市場が不十分なのは，単に希望な

いし法律によって消し去ることのできないリスク

や取引コストが現実に存在していることを反映し

たものである．借り手のローン返済を確保しなが

ら，より柔軟な形の融資が可能になるような革新

が必要である．

　このような問題を解決するための 1 つのアプ

ローチは，グラミン銀行の先駆的な努力から出て

くる．マイクロ・ファイナンス機関（MFI）は担

保を要求しない新しい取り決めに基づく契約メ

ニューを提示している．他の経路での借り入れが

拒否された女性を中心とする層を優遇する指針と

なっていることが多い．多くの MFI は会員を互

選で選び，ローン返済義務を共有する地方グルー

プ向けに融資しており，富に代えて地方の社会資

本を担保としているのである．したがって，MFI

は普通は社会資本が強固な農村部を対象にしてい

る．

　このように義務が共有されていることから，仲

間の選択や借り入れのモニタリングについては厳

格化しようという強力なインセンティブが生ま

れるため，ローンが多種多様な（所要時間の短

い）活動に使われる場合にはうまく機能する．し

かし，農耕活動についてはあまりうまく機能しな

い．すべての生産が一連の共通した天候リスクに

さらされ（ある人が支払えなければ全員が支払え

ない），プロジェクトの懐妊期間が長く，タイミ

ングが同じで共通しているからだ．天候リスクは

地方 MFI の財務的な安定性を損なう恐れがある

ので，MFI としてはリスクを削減すべく農業向け

貸出のシェアをはっきりと制限するだろう．さら

に，多くの MFI は土地所有に関して目標上限基

準を設定しており，それで農業向け貸出を規制し

ている．

　金融サービスが不備な農業市場に挑戦するた

め，MFI は革新に着手している注 32．グアテマラ

の FUNDEA は周期の短いトマトを初めとする野

菜の農業生産者向けに，個人ローンを供与してい

図6.1　信用制約のある農村家計は投入物の利用が少なく
所得も低い

制約家計の対非制約家計比率（％）

ニカラグア ペルー ホンジュラス

投入物 / ヘクタール
純所得 / ヘクタール
生産的資産合計

出所：Boucher, Carter, and Guirkinger 2006．
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る．投入物や産出物のファイナンスにバリュー・

チェーンのアプローチを採用して，立ち穂のま

まの作物を担保として使っている．ボリビアの

ロス・アンデス貯蓄銀行は非標準的な担保資産

を受け入れて，多種多様な農業および非農業の

活動に幅広く多角化している農民に融資を行っ

ている注 33．同行は 2006 年に Banco Los Andes 

Procredit という正式な銀行になり，今では農業

融資がポートフォリオ全体の 10％を占めている．

　要約すれば，マイクロ・ファイナンスの農業向

け融資はまだ少ないものの，革新によってマイク

ロ・ファイナンスの動きが農業の空白を部分的に

穴埋めできるという有望な兆候がみられる．少な

くとも，特に畜産業や園芸など高付加価値農業に

従事している中小生産者にとっては，それが該当

する．農業運営にかかわるコストやリスクを削減

する技術的および制度的革新について，それを探

求し，実験的なテストをするために，公的な政策

支援があってしかるべきだという主張には強い妥

当性がある．新たに開発された革新の多くには公

共財の特徴があるといえる．ある貸し手による革

新はすぐに他の貸し手も採用する可能性があるか

らだ．したがって，有望な新規設立企業が一定の

規模を達成し，あらかじめ定められた期間内に財

政的に黒字化できるように，公的支援を提供する

ことは正当化されるだろう．

　金融規制を改正し，それが金融インフラの改善

と一緒になれば，はやり多くの諸国では金融サー

ビスへのアクセスが大いに高まるだろう．途上国

のうち 40 カ国では依然として金利の上限規制が

あるため，MFI としては非透明な手数料に訴えな

いと存続が困難な状況にある注 34．MFI は他の規

制が原因で，貯畜を動員して預金を受け入ること

がほぼ不可能になっていた．インドはこれに気が

つき，最近，新しいマイクロ・ファイナンス法を

採択した．MFI が預金受け入れのために保有して

いなければならない資本金が引き下げられたので

ある．ただし，このような改革では小口預金の保

護と融資メニューの拡大についてバランスをはか

る必要がある．1 つの可能性としては，優れた仕

組みの預金保険制度を創設することが考えられ

る．

小自作農と農村部非農業経済のために金融
サービスを再構築
　しかし，MFI は主流の農村金融を供与すること

はできない．農村部で広範囲にわたる一連の金融

取引を支援する農村金融機関を発展させ，改善

し，あるいは創設することは，途上国政府が直面

している基本的なチャレンジの 1 つとなってい

る．代替策の幅はきわめて広い．政府系の農業融

資機関は，韓国や台湾（中国）など今は先進国と

なっている多くの諸国では成功した．ところが，

現在の途上国の多くでは，農村部の金融市場を改

善しようという政府の努力は，役立つどころか有

害であった実績を示している．市場価格を著しく

歪め，民間金融サービスを締め出したのである．

結局，中央集権的で，非効率な，しばしば人員過

剰で，政治に左右される官僚制度を作り出したに

すぎない注 35．したがって，政府系の農業銀行や

開発銀行が 1980 年代に激しい批判にさらされた

のは当然であろう注 36．ボリビアやペルーは思い

切って伝統的な農業銀行を閉鎖したのに対し，ガ

ンビアと旧ソ連内の各共和国は国有銀行をすべて

ないし一部を民営化によって売却した注 37．

政府系農業銀行を改革する．　国有の農業銀行が

政治的な支配を遮断できるような統治体制に根本

的な転換をはからない限り，商業的に持続可能

な形で機能して，小自作農のニーズに役立つこ

とはできないだろう．必要なのは何らかの形の

民営化である．グアテマラの農業開発銀行（通

称 Banrural）は，厳格な予算制約と適切な統治

メカニズムがあれば，農村部や農業の金融ニーズ

に合った半官半民の金融機関を創設できることを

示している（ボックス 6.5）．政府系金融機関に

関するその他の改革のおかげで，非常な成功を収

めている農業向け金融プログラムもある．その例

としては，バンク・ラクヤット・インドネシアと

BAAC タイランドが指摘できる．

　既存の（うまく行っていない）公営銀行をベー

スにすれば，その支店網を使って存在感を示し，

コスト削減のために規模と地理的な分散を有効活

用する機会に恵まれるだろう．モンゴルの農業銀

行（後にハーン・バンクに名称変更）とタンザ
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ニアの NMB（ナショナル・マイクロファイナン

ス・バンク）の再編と後の民営化が成功したこと

は，既存銀行の支店インフラ，革新的で独立的な

経営と監督，金融機関の転換にかかわる政治介入

に対する強固な障壁には，大きな潜在力があるこ

とを証明している．しかし，そのような転換が自

動的であるとか，保証されているとかということ

は決してできない．というのは，国有銀行はやは

り政治的な支配に弱いからだ．改革の重要な要素

としては，さまざまな国家機能の統治と説明責任

を改善するために唱導されていること，すなわち

透明性と専門性の 2 つが指摘できる．財務上の

目的は経営陣や行員にとって，報酬と支店の財務

パフォーマンスが連動するような明確なインセン

ティブによって達成すべきである．

自助グループと金融協同組合を通じて金融サービ

スを提供する．　インドのいくつかの州ではまっ

たく別の動きが台頭している．村落レベルの女性

の自助グループをベースにしており，それが村，

郡，地区の各レベルで連盟を形成している．この

推定 220 万人を擁するグループは会員から貯蓄

を集めて，農村銀行に預金するか会員に貸付を

行っている．6 カ月間にわたってローンの回収が

順調であることが証明されれば，農業銀行は典

型的にはグループの預金をテコに 4 倍の貸し出

しを行って，ほとんどが農業用に使われる追加的

な資本を提供している．ローンは自助グループの

ほうが大規模農家よりも獲得が容易である．農業

銀行からみると，ほとんどの大規模農家が貧しい

顧客だからだ．自助グループがすべての選別，処

理，回収業務に責任をもっているので，ローン取

引のコストは大幅に削減されている．

　多くの諸国で金融協同組合とそのネットワーク

が，農村金融に関して近接性と近代的な経営手法

を組み合わせた有望な金融機関として登場してき

ている注 38．取引コストは地方を基盤としている

ため，他の金融機関との比較では低い．しかし，

より大きなネットワークのメンバーであるため，

農村部の消費者が必要とする多様性と規模をもっ

た金融サービスを提供することが可能で，コスト

だけでなくリスクも分散されている．ブルキナ

ファソでは，金融協同組合のなかで最大のネット

ワークを誇っている RCPB は，農村部にサービス

拠点や非常に小規模な村落ベースの信用組合を設

立しつつある．大きな村落の場合，それは金融協

ボックス　6.5 Banrural SA：業績不振の農業銀行から儲かる半官半民の金融機関に転換

　グアテマラの Banrural SA の事例をみると，金融と開発
の目標は組み合わせることができ，大銀行は貧困層，農村
部，農業部門の顧客向けに金融サービスを提供しながらも，
多いに儲けることが可能であることがわかる．Banrural は
BANDESA という業績不振の国立農業開発銀行の閉鎖を受け
て 1997 年に設立された．Banrural は 20 万件の融資顧客を
擁するが，債務不履行率は 1.5％以下にとどまっている．貯
蓄預金も 100 万口座に達しており，13 億ドルもの送金を取
り扱っている．主として首都であるグアテマラ・シティの外
に営業拠点がある．顧客の半数は女性であり，字が読めない
顧客や先住民の顧客に対しては，生物測定学的なサービスや
複数言語によるサービスを提供している．

革新的な統治モデル．　Banrural は民間の株主がコントロー
ルしている．公的部門は株式の 30％を所有しているにすぎ
ず，補助金も供与していない．残りの 70％は 5 種類の株式
に分割されており，それぞれが取締役会に代表を出してい
る．10 議席は公的部門（3 名），組合（農業生産者組合が
中心，2 名），マヤ人組織（2 名），NGO（1 名），小企業・
零細企業（マイクロ・ファイナンス団体，1 名），大衆・旧
BANDESA 従業員（1 名）となっている．各グループは自分

たちの代表を選出し，株式の売却先は同一グループ内の相手
に限定されている．この異例の統治モデルのおかげで，民間
株主がエンパワーされ，収益性と農村開発という両目的のバ
ランスがはかられている．存続可能であるのは，取締役会と
株主構成が長期的に大幅に変更できないからだ．

農村部と貧しい顧客に焦点を当てる．　Banrural の収益は農
村部を中心とした大量の小口取引に由来している．マイク
ロ・ファイナンス革命の教訓を学んで，金融技術を顧客層に
適合させているが（融資担当者のほうから顧客を訪問する，
融資判断は企業や家計の所得フローに基づく，伝統的な担保
の利用は制限されている），銀行としてのアイデンティティ
は失っていない．農業向け融資のポートフォリオは民営化さ
れてから 2 倍以上に拡大している．小自作農や零細企業に
まで手を差し伸べるために，Banrural は第 2 線の銀行とし
て機能し，信用組合や金融 NGO など 150 以上の金融機関に
信用枠を供与している．コミュニティと強力な絆を結ぶべ
く，保健サービスや奨学金を提供したり，コミュニティ活動
を支援したりしている．

出所：Trivelli 2007．
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同組合が管理・監視している注 39．

農村金融の届く範囲を広げる．　情報技術のおか

げで，農村部のバリュー・チェーンやもっと一般

的に農業向けに，さまざまな新しい方法で金融

サービスを提供することができる．銀行業におけ

る携帯電話の利用は南アフリカではウィジット・

バンク，フィリピンではグローバル・テレコムと

スマート（ともに通信会社名）がパイオニアであ

る．商店での買い物の支払いや送金に携帯電話を

使うことができるので，取引コストが大幅に削減

された．法的な枠組みが整備されれば，m- バン

キングは貧しい顧客に手を差し伸べるという点で

は重要なブレークスルーの 1 つになり得る注 40．

無店舗バンキング（郵便局，小売店，ガソリンス

タンド，投入物提供者などを使う）は，低コス

トで農村部の顧客に届くのに成功しているもう 1

つのアプローチである．ブラジル，インド，ケニ

ア，フィリピン，南アフリカがその財務的な存続

可能性を証明しているが，このような動きの規制

という問題が残っている注 41．

　リースというのも農業や農村部非農業経済の企

業家にとっては，もう 1 つの金融手段となって

いる．メキシコ，パキスタン，ウガンダの商業的

な貸し手が，リースで生産的資産の取得をファイ

ナンスできることを証明している注 42．このよう

な商業的な貸し手は今はみんな黒字であるが，業

務開始に当たって政府や援助国の資金にアクセス

できたことが助けになった．これは官民パート

ナーシップの潜在的な効用を証明するものといえ

る．

相互連結したエージェントを通じた金融．　農業

が資本へのアクセスを高めるもう 1 つの方法は，

バリュー・チェーンのなかで相互に連結したエー

ジェント（投入物サプライヤーや産出物加工業者

など）を通じることである（第 5 章）．このよう

なエージェントは農場内の活動をより費用効果的

にモニターできるのが普通で（情報の非対称性を

排除できる），モニタリングのコスト削減につな

がるため，金融機関は立ち穂のままの作物，倉庫

証券，収穫作物など非伝統的な形態の富を担保と

して容認することが可能になる注 43．

　このような（往々にして地理的に独占的な）慣

行が競争力のある条件による金融につながってい

るのか，それとも取引コストは引き続き小自作農

にとって不利なのかを判断するために，さらなる

研究が必要とされている．前述したように，MFI

や協同組合のなかにはこのような形の担保を採用

して融資を始めているところもある．しかし，多

くの場合，法的な枠組みが不十分で，非伝統的な

資産（立ち穂のままの作物にかかわる投入物サプ

ライヤーとの契約など）を担保として利用するこ

とが阻害されているため，融資の実行は困難と

なっている注 44．担保融資の発展をさらに阻害し

ているのは，債務不履行が発生した場合，資産に

対する優先権と迅速な賠償に関して明確なルール

が規定されていない法制度である．担保がなけれ

ば，高リスクは必ずしも高金利プレミアムでは補

償できないので，多数の小自作農は初めから信用

市場から締め出されることになる．

マイクロ・クレジット情報調査所を通じた評判の

担保．　個人の評判を確立しているマイクロ・ク

レジット情報調査所は，小農が過去の信用履歴を

資産として活用するのに役立つだろう．小自作農

は通常は非農業目的で信用を使うことによって，

MFI 部門で信用履歴を確立し始める．場合によっ

ては，貯蓄の記録も財務上の良い行動を証明する

ものとして認められることがある．信用調査所は

借り手の評判について信頼性のある移動可能な測

標を制定している．借り手はこの測標を保持する

ことによって，融資の階層を上げることが可能と

なる．そして，使途や条件が制限された MFI 信

用から，ポートフォリオ・リスクと農業ローンに

必要な条件を負担することができる金融機関との

標準的な融資契約へと移行していけるだろう．

　融資の階層が機能するためには，2 つのことが

必要である．第 1 に，信用情報は貸し手が顧客

を選別し，顧客にローン返済を促すのに役立たな

ければならない．これは貸し手の間で競争が激し

くなるほど必要不可欠な点である．第 2 に，借

り手の信用力と評判に関する情報は MFI から商

業的な貸し手へという方向で階層を上げていく必
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要がある．グアテマラの MFI を含む信用情報調

査所に関する研究は，この両方が可能であること

を示している注 45．しかし，顧客の信用履歴は借

り手の財務上の行動に関するリスクを取り扱った

ものであって，農業にかかわる天候や価格に関連

した事業リスクを取り扱ったものではなく，また

そうすることは不可能である．

リスクを管理する保険

　リスクは投資を歪め資産を危険にさらす．保険

は農民が生産に関して更にリスクをとるのを支援

し，ショックが資産を涸渇させるのを防ぐ．債務

不履行のリスクを相殺するために必要な金利を低

下させ，農業信用の入手可能性を高めることもで

きる．トレーダーやその他の仲介業者が自分の資

産を農業融資ポートフォリオに振り向けることに

積極的になるからだ注 46．保険があれば農業信用

の供給が増えるだけでなく，潜在的な借り手は伝

統的な担保ローンにかかわるリスク負担に前向き

になる．しかし，いつものように，トレードオフ

がある．保険は高価であり，ローンに追加すると

総コストが上昇する．

　個人も地方ネットワークももっとリスク管理を

強化できる．しかし，そのような戦略は往々にし

て個人やコミュニティの管理能力を凌駕する構造

的なリスクのために頓挫する．構造的リスクに取

り組むための革新があれば，特異リスクにかかわ

る地方の管理能力を補完することができる．そう

することによって，革新はより生産的で持続可能

なパターンの農業投資や人的資本投資を下支えす

ることになるだろう．

個人およびコミュニティのリスクへの対応
　リスクにかかわるコストに対処するどんな戦略

でも，家計のリスク管理機会を拡大することが 1

つの必須要素となる．コミュニティは伝統的な規

範や地方情報に基づいて，ショックに対応するた

めの相互保険や条件つきローンの非公式な制度を

発展させてきている注 47．例えば，ケニアの牧畜

業者は家畜の一部を失った隣人に蓄牛を提供し

て，過去の支援に返報するとともに，将来に向け

て恩義を施している注 48．しかし，このような制

度はいくつかの理由から，貧しい家計には役立た

ない傾向にある．その 1 つは，共変動するリス

クを付保するには本質的に限度があるということ

である．隣人は自分も困窮していれば支援を提供

できない．もう 1 つの理由は，そのような制度

の下では，パートナーを探索し，活動を調整し，

相互協定をモニターするという取引コストが発生

する．このようなコストの上昇に伴って相互支援

ネットワークの最適規模は縮小し，リスク分担能

力も低下する．さらに，個人はカースト，民族，

性別，資産ベースが自分と同じ人々とネットワー

クを形成する傾向がある．相互保険は有益ではあ

るが，極貧層にとってはもっとも頼りにならず，

本当に必要な時にはまったく不十分である．

マイクロ・ファイナンスを通じてリスクを管理
　前述の通り，保険がないと信用へのアクセスが

制限される．逆に，信用にアクセスできれば，家

計は消費を平準化して投売りを回避することがで

きる．しかし，家計としては将来のニーズを考え

て貯蓄をし，その貯蓄を使って自家保険をかける

べきではないのだろうか？　もちろん家計は穀物

と現金を貯蔵しているが，予想より少ない可能性

がある．家計に信用制約があるように，実質金利

が低い（あるいはマイナス），安全性の懸念があ

る，銀行へのアクセスがないなどといった理由か

ら，貯蓄にもおのずと限度がある．加えて，家庭

における義務や男女別の役割分担で，現金の蓄積

は容易ではない．供給サイドをみると，多くの銀

行は取引や規制にかかわるコストが高くて，小口

預金は儲からないと考えている．MFI はこの問題

に部分的にではあるが取り組んでいる．担保が少

ない家計に対する信用供与でよく知られている

MFI は，多くの場合，安全で便利な小口預金の手

段を提供している．初めてローンを供与する際に

は，貯蓄履歴の提示を要求することが多い．

　MFI はリスク管理について追加的な役割も果た

すことができる．MFI は顧客に対して保険の仲介

者となることによって，販売およびモニタリング

のコストを削減することができる．MFI はローン

を実行する際，購入した資産に保険をかける（例
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えば牛の損失に対して付保する）ことを要求する

のが普通である．また，予定通り返済する能力に

影響する外部要因に保険をかけるよう顧客に要求

する，あるいは債務が生存者に継承されないこと

を確実にするために信用保護保険を勧めることも

ある．

　MFI は個人のリスクを対象にした他の種類の保

険に関しても，仲介者として機能することができ

る．これは小額を定期的に回収することができ

るという能力を活用したものであり，一部の MFI

が貸付機関から貯蓄勘定を含む広範な金融サービ

スの提供者に転換しつつあるという動きを反映し

たものである．資金回収の限界コストは人員の

ネットワークが整備されれば低下し，医療保険や

穀物保険に加えて死亡保険や傷害保険を提供で

きる可能性が出てくる．2004 年にはアフリカ人

160 万人の生命がまさしく保険でカバーされた．

これは NGO 管理下の 26 の MFI（うち 24 はウガ

ンダ）が販売した営利型のマイクロ保険商品で

あった注 49．

天候連動型保険の期待を実現
　MFI は保険をかけるのに重大な障害となってい

るモラル・ハザード（道徳的倫理観の欠如）と逆

選択という 2 つの点に関しては，必ずしも対処

できない．そうできるようになる可能性のある改

革の 1 つは，降水量や気温など天候に関する客

観的な指標に連動した保険である．天候は個人の

行動には影響されないので，指数連動型の保険は

モニタリング・コストとモラル・ハザードの両方

に対処できる．指標の選択は付保の種類と保険金

支払いの確率を推計するためのベースとなるデー

タの入手可能性の双方に依存する．累積降水量や

雨季開始時期が指標としてしばしば提案されてい

る．一定水準以下あるいは以上の気温を記録した

日数も一般的に使われている．

　１つの懸念材料はベーシス・リスクである．こ

れは指標と保険加入者がこうむった実際の損失と

の対応関係である．指標が具体的であればあるほ

ど，ベーシス・リスクは小さくなり，農民のニー

ズに応えることになる．しかし，品揃えが多彩だ

と（例えば，作づけ，生育，収穫の段階ごとに別

個の降水量契約），個人としては特定の気象の確

率を評価するのが困難であるため，販売がいっ

そうむずかしくなるだろう．さらに，個々人の

ショックに対処しようとすれば，モニタリング・

コストが増大する．したがって，指数連動型保険

というのは一般的な共変動するショックへの対応

に最大の潜在能力を発揮する．

　指数連動型保険を多種多様な状況に適合させる

ために，いくつかのアプローチが試行されてい

る．まだ実験段階にあるため，その持続可能性や

信用割当・投入物使用・ポートフォリオ選択に対

する影響について，確定的な論文はまだ入手不可

能である．メキシコは天候関連のショックがあっ

た時には，小農に対する支援の時期を天候指数に

基づいて決定している．支給額は慢性的貧困の代

理変数に基づいて算定されている．2006 年には

非灌漑地の 28％が連邦および地方政府との保険

契約を通じて対象となったが，測候所の有無が重

要な制約となった．これとは対照的に，モンゴル

は民間の家畜保険を推奨し，政府は牧畜業者，保

険会社，政府の間でリスクを分担するための再保

険に取り組んだ（ボックス 6.6）．マラウイでは，

天候連動型保険は種子と肥料の改善をファイナン

スするのに必要なローンを対象にしており，保険

金支払いは農民向けローンを清算するために銀

行に対して直接行われる．インドでは，BASIX と

いう MFI が保険会社と顧客の間を仲介している．

民間投資家が参入していることや，補助金がつい

ていない天候保険を反復的に使用している顧客が

大勢いることは，民間市場の潜在性を示唆してい

るといえよう．

農業保険について政府の役割を明確にする
　政府が直接提供している農業保険の実績は芳

しくない．ブラジルでは，コストが保険料収入

を 300％強も上回っている注 50．しかし，政府に

は保険サービスの出現を誘発する役割があるだろ

う．タンザニアでは，農民が保険に喜んで支払う

金額は，低所得層を中心に保険提供にかかわる適

正コストを下回っている注 51．裕福な家計のほう

が保険に加入しているという傾向が確かに一般的

なパターンであり，所得分配に影響する可能性が
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ある注 52．したがって，学習を促進するためには，

変動費向けには対象をしぼった補助金が正当化さ

れるだろう．特に保険料が事後的な援助よりも低

コストである場合にはそういえる．補助金があれ

ば，市場を確立するための固定費も相殺できる．

　政府は民間市場が提供する保険に必要なデータ

を改善することによって，事後的なリスク軽減を

改善することができる．例えば，保険業者は稀な

事象のコストは推定できない可能性がある．100

に 1 つの事象は 80 に 1 つの事象と区別が困難

だ．同様に，気候や経済環境が変貌を遂げている

なかでは，リスクの定量化は困難である．した

がって，保険業者はそのようなリスクの曖昧さを

織り込むために高い保険料を要求する可能性があ

る．政府は指数連動型保険に活用する情報を収集

することによって，市場の効率性を改善し，コス

トを削減することができる公共財を提供している

ことになる．

効率的な投入物市場を発展させる

　農業の生産性は近代的な品種と肥料が広く採用

されているところでは急上昇しているが，その採

用が遅れているところでは上昇がみられない（第

2 章）．アジアのほとんどとラテンアメリカの一

部では，種子や肥料使用の推進は，灌漑，農村道

路，販売インフラ，金融サービス，種子や肥料の

使用が儲かるようになり，ダイナミックで商業的

な投入物市場の道を開く他の要因への補完的な投

資を伴っていた．しかし，アフリカのほぼ全域で

は，このような補完的投資は少ないかまったく行

われておらず，民間の投入物市場にはまだ大規模

なものは出現していない．種子と肥料の市場を構

築するという最近のイニシアティブは，将来の政

策設計にとって有益な教訓を示している．

種子と肥料の市場に関する特殊なチャレンジ
　種子と肥料について効率的な市場は発展がそれ

ほどむずかしいのだろうか？　まず，両投入物の

需要は時期と場所に応じてきわめて変動性が大き

い．途上国では，種子の需要は農民がハイブリッ

ド種を栽培している場合に最大になり，種子は定

期的に入れ替える必要がある．一方，農民が収穫

物のなかから貯蔵して，数シーズンにわたって再

び植えつけする場合に最小となる．さらに，市場

に出回っている種子の質は視覚的な検査では決定

できないため未知である．

　同様に，非商業的な作物に使われる肥料の需要

は，同じような多くの理由から総じて低調かつ不

安定である．知識の欠如，情報の非対称性，流動

性の制約，リスクと不確実性，機会費用が大きい

ことなどがその理由である注 53．農民の意思決定

のなかでは収益性が重要である．肥料のコストは

現金生産コストのなかで大きなシェアを占める傾

向があるためだ注 54．コストとリスクの両要因が

同時に作用すると，雨水農業ではほとんどそうで

ボックス　6.6 モンゴルの指数連動型家畜保険

　2005 年以降，モンゴルは牧畜業者，保険会社，政府の間
でリスクを分担するため，指数連動型の家畜保険を試験中で
ある．このプロジェクトは自家保険，市場ベースの保険，社
会保険を組み合わせたものである．牧畜業者は事業の存続に
影響しない小額の損失を負担し（自家保険），大きな損失は
民間保険会社に転嫁される（基本的な保険商品を通じた市場
保険）．しかし，これは純粋に商業的なプログラムではない．
政府は異常損害という最終部分を負担する（災害対応商品を
通じた社会保険）．
　牧畜業者は基本的な保険商品について市場保険料を支払
う．地方における家畜の死亡率が一定の限度を超過した際に
は，個々の牧畜業者に保険金が支払われる．死亡率の超過は
乾燥した風の強い夏と寒くて雪の多い冬の組み合わせを反
映したものなので，保険の指数は天候事象ではなく歴史的な

死亡率に連動しているといえよう．したがって，保険金の支
払いは個々の牧畜業者の家畜損失に直接連動するわけではな
く，地方の死亡率に基づいている．こうすることによってモ
ラル・ハザードや逆選択を回避ないし削減することができる
ので，コストが低下する．
　このアプローチのかぎは家畜死亡率指数を開発するのに良
いデータを使うことである．モンゴルには全地域と 4 つの
重要な家畜（牛・ヤク，馬，羊，ヤギ）について，成熟した
動物死亡率に関する 33 年間の時系列データがある．死亡率
指数は損失補償金支払いの引き金となる個別の死亡率算定の
ベースにされているのである．

出所：World Bank 2005l．
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あるが，肥料需要に対するインパクトには甚大な

ものがあろう注 55．

　このような種子と肥料に対する需要の特異性は

供給にどう影響しているだろうか？　民間企業

が種子の生産と販売に投資するインセンティブ

は，このような活動の潜在的な収益性に左右され

る．先進国では，農民が定期的に種子を購入する

経済的インセンティブ（および知的財産権の利用

拡大）があるため，品種改良は主として種子会社

が行っている．しかし，途上国の小自作農につい

ては，種子会社は品種改良を公的な研究プログラ

ムに依存している．これが新製品への道程が不確

実になっている原因である．支配的な種子技術が

ハイブリッド種の場合，農場内の種子生産が困難

な場合，あるいは産出物市場が遺伝子学的に一律

の高品質の種子を使った均一の商品を要求してい

る場合，民間の種子会社にはビジネス指向型の農

民のニーズに応えようというインセンティブが働

く注 56．しかし，小自作農システムの下でそのよ

うな条件が欠如している場合には，たいていはそ

うであるが，民間種子会社のインセンティブは低

い．

　肥料についてみると，需要が季節的に変動し，

地理的に分散していることが原因で，市場が小さ

く，低コスト調達が困難であるため，潜在的なサ

プライヤーの生産意欲は低調である．肥料の生

産，輸入，輸送には大変な規模の経済が必要とさ

れる注 57．例えば，肥料の輸入は 2 万 5,000 トン

単位がもっとも費用効果的であるが，これはほと

んどのサハラ以南アフリカ諸国における年間需要

量を大幅に凌駕している．輸送コストは道路や鉄

道のインフラが貧弱なため，アフリカでは特に高

くなる．国内の輸送コストが高いため，肥料の使

用率はアフリカの沿岸諸国では内陸諸国よりも高

くなっている注 58．マラウイ，ナイジェリア，ザ

ンビアでは，国際的および国内の輸送コストが農

場入荷価格の約 3 分の 1 を占めている（図 6.2）．

　物流コストが高いことに加えて，金融コストも

高い．肥料は通常は大量に購入されるため，サプ

ライヤーへの前払い金の支払と小売販売からの売

り上げの受領までには 1 年以上が経過する．生

産者とちょうど同じく，投入物のサプライヤーも

リスクを抱えることになるのである．もし雨が

シーズンの初期に降れば，肥料の販売は農家が

作づけの規模を縮小するので急落する．もし雨が

シーズンの後期に降れば，信用の回収が困難にな

るだろう．農家は不作に遭遇してローン返済がで

きなくなるからだ．

アフリカにおける種子と肥料の使用を促進する
　種子や肥料の利用が社会的に最適な水準に到達

しないという市場の失敗を受けて，政府はそれを

直接配分しようと頻繁に介入している．政府主導

の配給プログラムは投入物使用の増加につながる

ことが多いものの，財政や行政のコストは普通は

大きくなるのに成果は不安定である注 59．公的な

種子増殖制度と公的な種子配給プログラムが最近

削減されたおかげで政府は財源を節約することが

できたが，民間企業は間隙を埋めるべく必ずしも

介入したわけではないので，多数の小自作農は信

頼できる種子へのアクセスがないままに放置され

ている．

　肥料の利用を促進するイニシアティブは，通例

では費用効果的な輸入を増加させている．サハラ

以南アフリカ諸国の多くは肥料を生産する原材料

へのアクセスをもっていないし，効率的な生産施

設を支えるのに十分大きな国内市場がある国もほ

とんどない．政府のイニシアティブでは，一般的

図6.2　アフリカ諸国では輸送コストが尿素肥料の農場入
荷価格の約3分の1を占めている

調達コスト（米ドル / トン）

アメリカ ナイジリア マラウイ

他の国内コスト
港湾料，内陸・国内輸送料
国際輸送料・保険料
出荷価格

ザンビア

出所：Gregory and Bumb 2006．
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には補助金を通じて，肥料を農場レベルでもっと

入手しやすい価格にしようとしている．それが今

では新たに人気を博している注 60．しかし，補助

金はコストが高いことが一因で，依然として議論

を呼んでいる．おそくらく極端な事例であろうが，

ザンビアでは，2005 年の農業向け国家予算のう

ち 37％は肥料補助金に充当されている（図 6.3）．

補助金は主として大規模農家を利することによっ

て，不平等を拡大している可能性もある注 61．

　補助金の享受が肥料の生産性を上昇させるとい

う状況もあるが，慎重な検討を必要とする（ボッ

クス 6.7）．需要と供給に対する拘束的な制約に

対処するための広範な戦略の一環として使われる

時には，合理的な肥料制度は一時的な市場の失敗

を克服するのに役立つ．しかし，それは「マー

ケット・スマート」（市場ベース）で，かつ存続

可能な民間部門主導の投入物市場の発展に貢献し

なければならない注 62．マーケット・スマートな

補助金というのは貧困世帯に対象をしぼり，その

制度がなければ使用しない人々による肥料の漸進

的な使用増加を奨励するものでなければならな

い．使用量の増加に伴って，肥料の市場価格は真

の経済的な価値にまで低下して，補助金の必要性

が削減されるだろう．

　マーケット・スマートな肥料補助金は正当化さ

れるが，それを効率的に使用する条件には厳しい

要件がある．既存の商業的需要を代替せずに，新

規の肥料需要を創出しなければならない．肥料流

通経路の競争を奨励すべきである．また，期間を

限定した一時的なものであり，目的を達成したら

段階的に廃止する明確な予定表がなければならな

い．限界的な生産という環境下で，セーフティ

ネットとして活用するために肥料補助金制度が推

奨できることはほとんどない．所得支援を提供し

たり，食の安定確保を保障する他の手段のほうが

必ずや有効性が高いためである．

何が有望か？
　種子や肥料の市場に対する公的介入があまりに

しばしば失敗に帰したため，今では持続可能な民

間部門主導型の配給システムを確立する新しいア

プローチに関心が向いている．種子や肥料にかか

わる低調な需要と不十分な供給を克服するにはど

うしたらいいだろうか？

　需要サイドをみると，種子や肥料の使用増加を

刺激する努力は，これまで投入物を獲得する農民

の能力強化に焦点を当てていた．市場の発展を促

進するために，投入物そのものではなく引換券が

配布されている事例がある．マラウイでは，「資

産のための投入物」という制度の下で，引換券が

公共プロジェクトに参加した人々に限定して配布

された．裕福な農民は道路建設に参加する可能性

は低いことを考えると，ある程度の自己選択が行

われたといえる．引換券は地方農業ディーラーの

ところで償還可能であり，それによって投入物の

有効需要と民間配給業者の販売や利益を増やすこ

とができる注 63．さらに最近では，マラウイ政府

は割引券の大規模な配布（2006/07 年度に 350

万枚）によって需要を大幅に増やそうと試みた．

農民は肥料の小売価格の約 3 分の 1 に相当する

割引券を償還して，肥料の現金価格に対して支払

いを行なうのである．このプログラムが創設され

て以降，トウモロコシの総生産高は好天にも恵ま

れて著増をみせている．しかし，プログラム予算

のコストは非常に高く，コントロールがむずかし

く，小自作農向けの商業的な肥料販売の減少が高

水準に達している．

　ケニアの実験プロジェクトでは，肥料引換券が

収穫期に農民に販売された．これは資金を他の目

的のために引き出さないで，肥料購入のために貯

めておいて，好成績の達成を確実にするための手

図6.3　ザンビアでは2004/05 年度の農業向け公共支出の3
分の1以上が肥料補助金

食料安定確保・
旱魃救援

11%
食料備蓄庁販売

（トウモロコシ販）
15%

肥料支援
プログラム

37%
運営費

11%

人件費
20%

インフラ
2%

灌漑投資
3%

出所：Jayne 他 2006a．
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段である注 64．マリとナイジェリアでは，新技術の

テストや学習などを行う使用の初期段階に，生産

者組織にマッチング交付金が供与されている注 65．

　供給サイドでは，CGIAR の国際研究所はアフ

リカの東部と南部で，公的な品種改良プログラム

と民間の種子生産者との間で，パートナーシップ

を形成することを促進している．西アフリカで

は，「笹川グローバル 2000」が技術訓練，事業

助言サービス，信用アクセスを提供することに

よって，小規模な民間の種子メーカーを支援して

いる．ケニア，マラウイ，ウガンダでは，ロック

フェラー財団が地方の NGO と連携して，農村部

で農業ディーラーのネットワークを構築している

（ボックス 6.8）注 66．アンゴラ，モザンビーク，

その他の諸国では，内戦下で農民は種子の在庫を

失っていたが，「希望の種子」などを初めとする

NGO が緊急種子配給を補完するために，種子見

本市や種子取引所を後援している注 67．

　投入物供給システムを改善するもう 1 つの方

法は，生産者組織が流通の最終段階にかかわる責

任を担当する能力を強化することである．小自作

農にとっては，投入物を大量に購入して自分たち

の組織を通じて配給を組織化すれば，民間部門の

流通制度の不備を補充できることになる．投入物

サプライヤーにとっては，生産者組織との取引は

地理的に分散した農民との取引で，個々にごく少

量の投入物を販売するのと比べてメリットが大き

い．エチオピアでは，生産者組織が肥料販売の小

ボックス　6.7 肥料補助金に論理的な根拠はあるか？

　アフリカの肥料補助金プログラムは，小規模農家の肥料使
用が低調であることを是正しようとしてきた．補助金を正当
化するために，経済的利益（生産性の上昇），環境上の利益

（土地劣化の削減），社会的利益（貧困軽減や緊急援助）な
ど，さまざまな利益が指摘されている．高コスト，対象をし
ぼり込むことの困難さ，商業的販売の締め出しなど明確な欠
点があるにもかかわらず，肥料補助金は農民と農民を重要な
支持層と考えている政治家から引き続き根強い支持を得てい
る．
　肥料の使用を増やすのに補助金が適切かどうかを検討する
に際しては，2 つの問題について考える必要がある．第 1 に，
肥料補助金はコストを超過していても社会に経済的利益をも
たらすことができるか？　第 2 に，経済的目標ではなく社
会的目標を達成するのに補助金が正当化されるような状況は
あるのか？

効率性のために
　肥料補助金はいつかの方法で社会に利益をもたらすことが
できる．

初期の高い流通コストを相殺することによって，市場が
拡大し，規模の経済が達成され，価格が低下するまで，
肥料市場の発展を後押しすることができる．
肥料を使って利点を学ぶよう農民に勧めることによって，
他の人々にとってプラスの外部性を作り出すことになる
ため，肥料の採用を刺激することができる．
農民が最適水準以下の肥料しか使わない原因となってい
る信用や保険の市場の欠陥ないし不完全性を克服するこ
とができる．
税金や価格規制の撤廃が不可能な場合，肥料が財政的に
儲からない原因となっている税金や産出価格規制の悪影
響を帳消しにすることができる．

•

•

•

•

土壌肥沃度の上昇に伴う環境上の外部性を生み出すこと
ができるため，土壌の劣化，森林伐採，炭素排出を削減
につながる．

　しかし，実際には，補助金を実施しながら，望ましくない
市場への影響や分配効果を回避するのはむずかしい．

福祉のために
　仮に投入物，産出物，金融，リスクに関する各市場がうま
く機能している場合でさえ，肥料の使用が経済的でないとし
ても，食料安定確保や緊急的な所得保障など非経済的ないし
社会的なセーフティネットの目的を実現するために，補助金
を使うことには合理的な論拠がないだろうか？　肥料補助金
は食料援助，「働くための食料」，現金移転などといった代替
策との比較では，望ましい社会的目的を達成するのに費用対
効果がもっともいい効果的な選択肢であろう．
　肥料援助が食料援助より安くすむかどうかは，政府が肥料
や食料を購入し，それを困っている家計に届けるのに要する
相対コストに依存する．分配されて農民が使用する肥料が 1
ドル当たり生み出す追加的な食用作物産出額にも依存する．
さらに，肥料援助に伴うその他のコスト節約額にも依存して
いる．それには農民が肥料ローンを返済するために作物の一
部を売却しなければならない時に負担する，農場から市場ま
での輸送や出荷にかかわるコストの回避に伴うものも含まれ
る．
　肥料援助は食料市場がうまく機能していない場合には適切
であろう．しかし，食料市場がうまく機能している場合に
は，家計が食料購入ができるようにする現金移転のほうが適
切であろう．特に肥料使用に伴う食料生産の面でのプラス効
果が不確実な限界的な地域については，そういえるだろう．

•

出所：Conley and Udry 2001; Foster and Rosenzweig 1995; Gramlich 1990; 
Morris 他 2007; Sachs 2003; Pedro Sanchez（2007 年中の個人的な交信）．
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売段階を政府や準国営機関から引き継いでいる．

　改良された種子や肥料の利用拡大を促進するた

めのこのような斬新な努力は，民間主導の農業投

入物市場に対する国家や援助国の支援に関して教

訓を示唆している．しかし，両方の投入物に対し

て堅調で有効な需要がない限り，種子や肥料の流

通システム改善に関する進歩は持続不可能であろ

う．種子や肥料への投資が農民にとって儲かると

いうことでない限り，その需要も保証されないと

いうことだ．農民が自分たちの作物を魅力的な価

格で販売可能な信頼できる市場へのアクセスが

あって初めて，それが可能になる（第 4 および

5 章）．投入物市場の構築は産出物市場を構築し，

農民をその市場に結びつけることと並行して行わ

なければならないのである．

バリュー・チェーンやグローバル化とい
うなかでの生産者組織

　小自作農部門の繁栄は開発のための農業という

戦略にとって礎石の 1 つである．ところが，小

自作農は典型的には生産要素と製品の両市場にお

いて取引コストが高く，交渉力が弱いという困難

に直面している．公共サービスへのアクセスは限

定的であり，農民の生存に影響する問題が決定さ

れる政策フォーラムでは農民の発言は往々にして

無視される．バリュー・チェーンやグローバル化

のルールによる支配が強まっている世界では，競

争力が生存の条件となっている．小自作農はこの

状況に立ち向かうべく，競争力強化のためにさま

ざまな形態の生産者組織を結成している．途上国

ではこのような組織が急拡大しており，市場，公

共サービス，発言権という 3 つの面で多くの成

功を収めている．しかし，バリュー・チェーンや

グローバルな市場諸力という世界は，生産者組織

に対して新たなチャレンジをつきつけている．組

織にとってのチャレンジはそれにどう対応する

か，政府や援助国にとってのチャレンジは組織の

自律性を損なわずに，それをどう支援するかとい

うことにある．

途上国では生産者組織が急拡大
　生産者組織は会員制の組織ないしその連合体で

あり，会員に対して説明責任を負うリーダーを選

出している．協同組合，協会などさまざまな法

形態をとっている注 68．その機能は 3 つのカテゴ

ボックス　6.8 アフリカで農業ディーラーとして繁栄している農業投入物供給小売業者

　ロックフェラー財団はケニア，マラウイ，ウガンダの農村
部で，農業投入物供給パイプラインの開発をリードしてい
る．国際肥料開発センター（IFDC）など世界的なパートナー
や地方の組織と協働しながら，同財団は以下を試験的に実施
している．

・ 農村部の小売業者が技術，製品，企業経営に関するスキ
ルを身につけるよう訓練している．訓練を受けると，小
売業者は農業ディーラーとして認定される．

・ 認定農業ディーラーを債務不履行（デフォルト）リスク
の 50％をカバーする部分的な信用保証を使って，主要な
農業投入物供給企業に結びつけている．

・ 農民の購入負担能力を高めるために，種子や肥料を小型
袋に詰め替えている（種子は 1 キログラム，肥料は 2 キ
ログラムに）．

・ 農業ディーラーを購入グループにまとめて，サプライヤー
からのバルク購入を促進している．グループの会員は返
済保証のために共同担保を提供している．

このような農村部の物流ネットワーク強化の努力は成果をあ

げつつある．農村市場に関する最近の調査によれば，マラウ
イでは大半の農家は今や投入物を国有の農業開発・販売庁
や都市部の大規模な商業的販売業者ではなく，地方の農業
ディーラーから購入している．
　農業ディーラー数が増加するにつれて，小自作農が投入物
を求めて移動する距離は多くの地区で激減している．農村部
に供給されている農業投入物の品揃え，数量，質，価格も大
幅に改善している．
　一方，信用保証のデフォルト率はプログラム運営開始後の
3 年間で 1％未満にとどまっている．デフォルト率が低いの
は農業ディーラー向けの技術や事業経営に関する訓練の質が
高く，彼らが返済を確実にすべく協働したおかげである．種
子と肥料の販売に深く関与した結果として，農業ディーラー
はエクステンションについても重要な結び目となっている．
種子，肥料，農薬などのメーカーのなかには新しい技術を実
演するのに，農業ディーラーを活用するところが数社ある．

出所：Morris 他 2007; Kelly, Adesina, and Gordon 2003; International 
Fertilizer Development Centre (IFDC) 2005．
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リーに分類できる．

作物別の組織で，ココア，コーヒー，綿花な

ど特定作物に関して，経済的サービスと会員

の利益保護に焦点をおいている．

主義を唱導する組織で，全国的な生産者組合

のように生産者の利益を代表している．

多目的な組織で，通常は地方政府や有効な公

共サービスが欠如しているなかで，会員の多

種多様な経済的・社会的ニーズに対応してい

る．

　先進国では，生産者組織は家族農場の成功に

とって根本的な存在であり，現在でも依然とし

て支配的な形態の生産組織である．アメリカで

は，酪農協同組合が酪農生産の約 80％をコント

ロールしている．カリフォルニア州におけるス

ペシャルティ作物の生産者のほとんどは協同組

合に組織化されている注 69．フランスでは，農

民のうち 10 人中 9 人までが少なくとも 1 つ以

上の協同組合に属しており，その市場シェアは

投入物について 60％，作物 57％，加工 35％と

なっている注 70．

　多くの途上国政府は 1960 年代に，現金作物の

割当を確保し，補助金つきの信用や投入物を配給

する目的で，協同組合運動を推進した．協同組合

はだいたい政府によってコントロールされ，幹部

も政府派遣であった．したがって，農民は公的部

門の延長であるとみなし，自分たちが所有する機

関とは考えない．このような形の協同組合はほと

んど成功しなかった．政治介入やエリート支配が

原因でパフォーマンスが悪く，運動の評判を落す

結果となっている．例えば，インドのサトウキビ

協同組合の場合，大規模栽培者は価格を押し下げ

て小規模農家に損害を与えた．これによって協同

組合のなかには内部留保が生み出されたものの，

大規模農家はさまざまな方法によって吸い上げる

ことができたのである注 71．

　1980 年代になると，このような状況が一変し

た．政治的な自由化を受けて，生産者は自分たち

が作った組織を通じて積極的なプレーヤーになる

機会が開かれたのである．構造調整によって，国

•

•

•

家は生産にかかわる多数の機能やサービスから撤

退した．しかし，期待に反して，準国営機関が解

体されても潜在性の高い地域を中心に，民間プロ

バイダーの参入は限定的なものにとどまった．そ

こで，小自作農は国家のサービス撤退と民間の代

替策欠如について，生産者組織に補償を要求した

のである．協同組合に対する政府介入が一般的な

場合，生産者はしばしばそれを避けて，別途，協

会を創設した．

　第 3 章で述べたように，生産者組織は急拡大

している．途上国では 2 億 5,000 万人の農民が

生産者組織に加入している注 72．生産者は地域お

よび世界レベルでも組織化している（ボックス

6.9）．このような組織のおかげで，生産者は地域

的および国際的な団体との協議に参加することが

可能になっている．

　生産者組織は本書で検討している広範な活動に

関与している．貿易交渉や国内の農業政策立案に

参加し，産出物市場（第 5 章）や投入物市場（上

述）へのアクセス条件を改善し，技術的な革新の

創造・採用や新しい活動への多角化を支援し（第

7 章），天然資源の管理に貢献している（第 8 章）．

生産者組織は開発のための農業という課題にとっ

て基本的な土台となっているのである．また，特

に分権化とコミュニティ主導型の開発アプローチ

を中心に，参加型の統治にも積極的に関与してい

る（第 11 章）注 73．

　有名な生産者組織としては，インドの酪農協

同組合ネットワークとコロンビアのコーヒー栽

培者全国連合会がある．前者は 2005 年現在，

会員数は 1,230 万人で，インド牛乳総生産の

22％を占めている．会員の 60％は土地をもたな

い小自作農ないし女性である（会員のうち女性

は 25％）注 74．1927 年に創設されたコロンビア

のコーヒー栽培者全国連合会は 31 万人の会員を

擁しているが，ほとんどが小自作農（2 ヘクター

ル未満）で，50 万人ものコーヒー栽培者に生産・

販売サービスを提供している．収入を活用して全

国コーヒー基金に拠出しており，それで研究開発

やエクステンションをファイナンスし，コーヒー

栽培者が属するコミュニティのサービス（教育と

保健）や基本的なインフラ（農村道路，電化）に
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投資している注 75．

生産者組織は多くのチャレンジに直面
　生産者組織は急拡大しているが，その存在は必

ずしも有効性を保証するものではない．そのため

には組織の内外で 5 つの大きなチャレンジに立

ち向かう必要がある注 76．

効率性と公平性の対立を解決．　生産者組織は典

型的には農村コミュニティという環境下で運営さ

れており，そこでは社会的な包容性と連帯という

規範や価値観にしたがう．それは市場で生存する

ためには競争しなければならない会員を支援す

る，というプロのビジネス指向型組織の要請と矛

盾する可能性がある．組織は包容性という名の下

に，義務を順守しないからといって会員を排除す

るのが困難であろう．連帯という名の下に，好成

績の会員を犠牲にして成績の悪い会員を補助しろ

という圧力を受ける．そうすれば効率性と革新の

見返りを弱めることになる．コミュニティからの

公共財の提供という頻繁な圧力を受けて，財源を

浪費することにもなりかねない注 77．チリの 410

の生産者組織に関する分析によれば，成功してい

るのは実績主義の厳格なルールがあるところであ

る．ルールによって費用便益が農業実績や市場条

件に応じて各メンバーに割り当てられ，組織と個

人の間で合意されたことが履行され，組織と会員

との間の合意に関する交渉・モニタリング・執行

の取引コストが削減されている注 78．

多種多様な会員に対応．　生産者はますます多

彩な会員の利害を代表しなければならない（第 3

章）．これは広範な利害について公正な代表を実

現しなければならないというチャレンジを意味す

る．指導者は歳のいった男性の大規模農家で，農

村エリート層に属している可能性が大きい．にも

かかわらず，組織は小自作農，女性，若手生産者

の利害を公正に代表し，小自作農，女性，若い生

産者のニーズを十分考慮しなければならない．し

たがって，公的な社会サービスや NGO には，弱

いメンバーがスキル修得や組織内における発言権

の確保に関して，能力向上に努力するのを支援す

るという重要な役割がある．重要なのは，情報・

通信システムだけでなく，透明な意思決定メカニ

ズムを整備し，新しい弱いメンバーをエンパワー

するためにメディアや情報技術を使い，組織の統

治を改善し，指導者が会員に対する説明責任を果

たすことである．

バリューチェーンの管理能力を開発．　グローバ

ル化や統合的サプライ・チェーンは，生産者組織

の管理者に新たな要求をつきつけている．厳格で

常に変化している要求を突きつけてくる複雑な全

国的および国際的なサプライ・チェーンと取引し

なければならない（第 5 章）．会員の供給をまと

めて，このようなバリュー・チェーンの要求に応

えなければならない．デリバリーの規模と納期を

守り，衛生・植物基準を充足し，農産加工業者・

輸出業者・スーパーマーケットが要求する仕様を

満たさなければならない注 79．

　ここでもまた，政府や援助国はさまざまな分野

における能力構築を支援するという重要な役割を

ボックス　6.9 国際的なメンバーになっている生産者組織

　農業生産者国際連合（IFAP）は 1946 年に創設されてい
る．途上国の農業団体のニーズに応えるために，2000 年
には IFAP のメンバーである農業団体を強化するプログラ
ムを提供している農業機関の連合体 AgriCord を設立した．
AgriCord の能力構築プログラムに基づいて，先進国の農民
団体は途上国の同僚の強化を支援している．IFAP には 80 カ
国から 115 の全国的な組織が加盟しており，今や途上国が
IFAP 会員の過半数を占めている．先進国と途上国両方の農
民が意見交換しながら，共通の優先課題を設定する唯一の世
界的なフォーラムである．国連経済社会評議会と CGIAR で

は一般的な協議団体の地位を有している．
　Via Campesina（「農民の道」）は 92 の連合会ないし組合
から成る国際的ネットワークで，1992 年に創設された．中
小生産者，農業労働者，農村部の女性生産者，アフリカ・ア
メリカ，アジア・ヨーロッパの先住民コミュニティの組織を
調整している．メンバーに影響する経済や農業の政策に関し
て政府や多角的組織が行う意思決定に影響を与えたり，女性
の参加を強化したりすることを目的としている．

出所：www.ifap.org/en/index.html;www.viacamesina.org．
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担っている．その分野としては，経営管理，市

場情報，生産の技術的な側面，投入物の調達・配

分，衛生・植物基準の充足，政策に関する分析・

対話・交渉への関与などがあろう．援助国も指導

者の経営能力の強化や，透明な財務管理システム

の整備に関与するようになっている．

高級レベルの交渉に参加．　世界貿易の交渉など

高級レベルの技術的な議論に参加している生産者

組織には，新しい技術スキルや対話スキルが必要

とされる注 80．加えて，組織を代表する専門家は

自国や地方の会員の利益に忠実でなければならな

いが，それは広範な利益をカバーしている上部組

織にとっては困難なチャレンジであろう．そのた

めには地方，地域，国家のあらゆるレベルで，会

員との意思疎通経路を開放しておくことが必要で

ある．政府や援助国は生産者が情報への公平なア

クセスを確保し，議論されている政策の影響を深

く理解するために専門的な助言を求め，政策対話

のために独自の意見をもつべく専門家を採用する

のを支援することによって，このような協議への

参加がもつ有効性を高めることができよう．

時に不利な外部環境に対処．　上記 4 つのチャ

レンジへの対応が内部的にどんなに有効であって

も，生産者組織は法律・規制・政策の面で組織の

自律性を保証してくれる環境がなければ，小自作

農の利害を成功裡に促進することはできない．こ

のためには組織の役割に関して，政策当局や政府

部局のスタッフの考え方を変えることが必要であ

る．組織は一人前の行為者として認められなけれ

ばならない．協議せずに設計・実施される政策の

手段ではないし，援助国の政策課題を実施する経

路でもない．公共サービスは生産者組織とパー

トナーを組む際には顧客指向型でなければなら

ず，組織と他の部門との間で公平な交渉を許容す

るメカニズムがなければならない．協同組合の管

理について政府介入を排除すべきであるが，これ

は困難なプロセスであり，強力な既得権益層（個

人，政治家）との対決が必要となろう注 81．イン

ドの酪農協同組合に対する援助国の支援は，政府

介入を排除することによって効率性を改善すると

いう目的が動機の１つであった．目覚ましい進展

があったものの，その目的は支援開始から 20 年

間経過後でも完全には達成されていなかった注 82．

したがって，開発のための農業という課題の一環

として生産者組織を有効に利用するためには，こ

れが成功裡に実現するための条件を整備するよう

な強力で前向きな国家を必要とする．

生産者組織がみずからをエンパワーするの
を支援
　政府や援助国はしばしば特殊な NGO を通じて

生産者組織を支援してきた．先進国のいくつかの

生産者組織は，組合員費でファイナンスされた

NGO を通じて，途上国の生産者組織を支援して

いる．

　しかし，社会資本への投資は容易ではない．

支援が有効であるためには，長期的なコミット

と明確な段階的廃止の戦略が必要不可欠である．

援助国や政府の支援は，財政支援，経営支援，

技術支援などどんな形であれ両刃の剣である．

支援の提供方法によっては，依頼心を生み，組

織をエンパワーするどころか，その自律性を損

ないかねない注 83．支援を供与する最善の方法に

関して青写真はないものの，有効性が証明されて

いる 1 つのアプローチは，セネガルやマリでみ

られるように，生産者組織が活動やサービス提供

者を選択するという形で，需要主導型の資金を利

用することである注 84．もう 1 つのアプローチは，

オランダの援助によってファイナンスされている

「参加型政策創出プログラム」が導入したもので，

生産者組織の意見案に関する政策研究を提供する

大学と生産者組織の結びつきを支援している．ア

フリカ農民アカデミーは農民リーダーのニーズに

合わせた研修コースを，農業政策や国際的・地域

的貿易などといった分野について提供している．

このような生産者組織をエンパワーするプログラ

ムがより有効性を発揮するためには，いっそうの

試行錯誤としっかりしたインパクト評価が必要で

ある．
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制度的革新――依然として進行中

　多種多様な国や市場における最近の制度的革新

の興奮にもかかわらず，小自作農の競争力を支援

するには大きな制度的ギャップが残っている．土

地市場は依然として不完全で非効率的である．金

融市場は依然してアクセスと情報の非対称性を主

因に伸び悩んでいる．リスクに対する保険が利用

可能なのは一握りの個人とコミュニティに限定さ

れている．投入物市場は規模が小さく，大規模な

土地保有者を厚遇する傾向にある補助金によって

歪曲されている．生産者組織は貧しい小自作農の

利益をようやく代表し始めたところである．あま

りに多くのことが未完のままであるが，本章は次

のような記述で終えることとしたい．完成したこ

との達成度ではなく，現在進行中のことに注意を

向ける必要がある．多くのことが未完であり，残

存している制度的なギャップに伴う非効率性，不

平等，人的コストを削減することは緊急課題であ

る．
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科学技術を通じて革新する

　21 世紀の農業が直面している技術的なチャレ

ンジは，過去 20-30 年間と比べるとおそらくもっ

と大変であろう．土地と水が希少化するなかで，

生産性の上昇が農業の成長の主要な源泉になり，

増加を続けている食料や農産物に対する需要を満

たす第一義的な手段になるだろう．グローバル化

の進展と新しいサプライ・チェーンの台頭を受け

て，農民や各国は，市場需要の変化に対応し競争

力を維持するために継続的に革新をはかっていく

必要がある．気候変動を考えると，漸進的な適応

が望まれる．すべての地域が，特にサハラ以南ア

フリカの多種多様でリスクの高い雨水農業システ

ムは，生産システムの生産性，安定性，強靭性を

高める持続可能な技術を必要としている注 1．こ

のような変化は，開発のための技術が単に収量を

増やすだけでなく，水やエネルギーを節約し，リ

スクを削減し，品質を改善し，環境を保護し，男

女差に適応するところまでいかなければならない

ことを意味している．

　科学も急速に変化している．生物学や情報科学

における革命的な進歩は，市場指向型小自作農の

競争力を高め，貧困層にとって重要な生産システ

ムと関連する旱魃や病気を克服する潜在能力を

もっている．遺伝子組み換えによる害虫抵抗性綿

花のオールラウンドな効果を考えるとよい．収穫

の損失が減少し，農民の収益が増加し，何百万人

という小自作農は殺虫剤の使用を削減することが

できた．しかし，バイオテクノロジーの利益は商

業的な農業に関心をもつ大規模な民間の多国籍企

業が牽引したものであり，貧困層のニーズにしっ

かりと応えるのは今後のことである．

　技術革新の制度的な環境も急速な変化をみせて

いる．いくつもの制度が関係してますます複雑化

しており，革新には複数の源泉がある．農業の新

しい世界は農民，民間部門，市民社会組織など多

種多様な関係者に革新の窓を開きつつある．この

ような多彩な関係者を関与させるべく技術進歩を

制度革新や市場に結びつけることが，将来的な生

産性向上の核心にある．

　このような変化を受けて，より幅広い革新シス

テムに関心が高まっている．市場の発展に伴い，

革新は科学（供給サイド）ではなく，市場（需要

サイド）によって牽引されるようになっている．

新しい需要牽引型のアプローチでは，研究課題や

「農場から皿まで」のバリュー・チェーンにそっ

た研究の重要性の設定について，ユーザー（男女

両方の農民，消費者，農業以外の利害関係者）の

力が強調されている．新しい農業のための革新に

は，フィードバック，学習，多種多様な関係者に

よる集団行動が必要とされる．

　本章では，次の 3 つの観点から最近の科学技

術の歴史を検討する．

生物技術や経営技術に関する最近の影響力と

新たな挑戦課題．

新しい技術を生み出すための R&D 投資．特

に先進国と途上国の間および途上国相互間で

の格差拡大に注意を払う．

集団行動や農民参加を通じることによって，

エクステンションを含めた革新への投資で効

率性と有効性がいっそう高まるような新しい

制度的な取り決め．

　主な結論は以下の通りである．農業 R&D 投資

のおかげで，途上国世界では農業の大部分がダイ

ナミックな部門に転換し，急速な技術革新が成長

•

•

•

chapter7
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と貧困削減を加速させている．しかし，世界市場

や国内市場の失敗が原因で，アフリカの農業ベー

ス諸国を中心に，R&D や関連するエクステンショ

ンについては引き続き深刻な過少投資が存在して

いる．ユーザーの R&D 需要を評価し，市場対応

力や競争力を高め，貧困層が恩恵を受けることを

確保するためには，官民の R&D 投資を増やし，

制度や民間部門・農民・市民社会組織とのパート

ナーシップを強化することが，今や必要不可欠で

ある．このような投資や制度革新は，市場の急速

な変化，資源希少化の進展，不確実性の増大を背

景に，今後ますます重要になるだろう．

遺伝子改良は大成功であったが，すべて
の分野についてではない

　農業は生物学的なプロセスである．したがっ

て，農業における技術革新は他の部門における革

新とは異なる．1950 年代から 60 年代の経験を

みると，作物や動物の新種など遺伝子改良技術は

所在地固有の性格があったため，北部温帯から南

部熱帯にはあまり伝播しなかった．1960 年代以

降の研究は改良された作物や家畜の品種を亜熱帯

や熱帯の条件に適合させることを目的としたもの

で，大きな成果をあげ，貧困層に恩恵をもたらし

た．生物学や情報科学の急速な進歩はさらに大き

なインパクトを約束しており，貧困層にとって有

益であることが今後期待されるだろう（フォーカ

ス F 参照）．

スロー・マジック：改良品種は広がり続け
ている
　1960 年代以降，亜熱帯および熱帯地域の小自

作農に適した改良品種を開発するに至った科学的

な品種改良は，開発に関する重要な成功物語の 1

つといえよう（図 7.1）．国際農業研究協議グルー

プ（CGIAR）の農業研究所が開発したコメと小麦

の半矮性品種およびトウモロコシの改良品種に先

導されて，途上国の公的な品種改良プログラムは

過去 40 年間に 8,000 以上の改良品種を世に送り

出した注 2．民間の種子会社もトウモロコシなど

特定の作物に関して，小自作農向けの改良ハイブ

リッド品種の重要な源泉となっている．

　1980 年以降の収量増加に対する改良品種作物

の寄与率は，緑の革命期よりも大きい．1980 年

代から 90 年代の収量増加に対する改良品種の寄

与率は 50％にも達しているが，その前の 20 年

間には 21％であった．貧しい消費者が主たる受

益者となっている．このような収量の増加がなけ

れば，世界の穀物価格は 2000 年でみて 18-21％

高く，途上国の 1 人当たりカロリー摂取量は

4-7％低く，栄養失調に分類される子供の数は

1,300 万 -1,500 万人多く，農耕地に転換された

森林や脆弱な生態系の面積はもっと広くなってい

図7.1　改良品種はサハラ以南アフリカを除き広く採用されている
改良品種が作づけされている地域（2000-05 年，対耕作地比％）

小麦コメ モロコシトウモロコシ ジャガイモキャッサバ

サハラ以南アフリカ
南アジア
東アジア・太平洋

中東・北アフリカ
ラテンアメリカ・カリブ

出所：Evenson 2003 に基づく WDR チーム ; http://www.faostat.fao.org; IRRI（2007 年中の個人的な交信）; CIMMYT（2007 年中の個人的な交信）．
注：コメと小麦の改良品種は緑の革命と呼ばれることになる時期に初めて開発された半矮小性品種．データは 2000-05 年のもの．ただし，サハラ
以南アフリカの一部諸国のトウモロコシについては 1997 年のもの．
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たことであろう注 3．

　新世代の品種に向けて遺伝子改良が着実に進展

し，灌漑地域や水管理の良い雨水地域を超えて普

及したおかげで，収量の増加が継続した．例え

ば，インドの穀物地帯の 80％では今や改良品種

の作づけが行なわれているが，そのうち灌漑さ

れているのは約半分にすぎない注 4．新世代の改

良小麦品種は年間 1％の収量増加をもたらしてお

り，その植えつけ面積は雨水地域を中心に世界全

体で 1981 年以降倍増している注 5．

　すべての農民が「スロー・マジック」に接した

わけではない注 6．サハラ以南アフリカでは採用

がきわめて不完全で，改良品種を植えつけた地域

がほとんどない諸国が多い．サハラ以南アフリカ

ではなぜ緑の革命が限定的なのだろうか？注 7　

まず，この地域ではさまざまな種類の作物が栽培

されている．農業生態的に異なる地域が複雑に入

り組んでいる．インフラ，市場，下支えする制度

が欠如している．労働の分担や資産へのアクセス

に関して男女格差がある．以上のようなことすべ

てが原因となっている（第 2 章）注 8．

　サハラ以南アフリカにおける最近の状況をみる

と，もっと期待がもてる．スタートは遅れたもの

の，一部の主食作物については改良品種がようや

く好影響を与えつつある．

トウモロコシ．　トウモロコシの改良品種と

ハイブリッド種は 1980 年代には，多数の

アフリカ諸国でも小自作農によって採用さ

れ，ジンバブエなど少数の国ではほぼ全域に

わたって植えつけされている．しかし，その

大部分は投入物や価格に対する大量の補助金

と持続不可能な補助金によって支えられてい

る注 9．にもかかわらず，2006 年についてみ

ると，改良品種やハイブリッド種が作づけ

されたトウモロコシ地帯のシェアは，ケニ

ア 80％，マラウィ 30％，タンザニア 28％，

ザンビア 49％，ジンバブエ 73％と相当な高

水準に達している注 10．

キャッサバ．　キャッサバについては病害抵

抗性改良品種が採用され，世界最大の生産

国ナイジェリアではキャッサバ地帯の半分

•

•

以上に達している．同作物はアフリカでもっ

とも急成長している主食作物であり，しか

も貧困層の主食であることから，生産性上

昇のインパクトはとりわけ貧困層にとって

有益である注 11．

コメ．　「アフリカのための新しいコメ」と

いう品種は，アジアのコメがもつ高収量の潜

在力とアフリカのコメがもつ雑草・害虫・病

気・水ストレスに対する抵抗力を組み合わせ

たもので，1996 年に農民に配給された．投

入物が低水準でも収量が増えることから，ア

フリカでは約 20 万ヘクタールに作づけされ

ている注 12．しかし，普及，訓練，エクステ

ンションが不十分なため，採用はまだ低調と

いわざるを得ない．

豆類．　 ア フ リ カ の 東 部・ 中 部・ 南 部 で

は，女性を中心とする約 1,000 万人の農民

が，新品種のインゲンマメ（学名 Phaseolus 

vulgaris）を栽培・消費していると伝えられ

ている．多くは複数のストレス抵抗性をもつ

品種である注 13．

　降水量が少なく不安定な地域では，品種につい

て初期段階から農民が関与する参加型の選定や改

良という新しいアプローチが，制度面で補完的な

動きとしてみられる．分権化された参加型のアプ

ローチによって，農民は土着の知識も活用しなが

ら，地方の土壌や降水のパターンに応じて，ま

た，社会・経済的な条件に合った技術を採用・適

合することができる．シリアの国際乾燥地農業研

究センターの大麦研究プログラムは，1997 年か

ら 2004 年にかけて研究所における 8,000 区画

の作づけと評価に基づくものから，農民の耕地に

おける 8,000 区画の作付けと農民による評価に

基づく形に運営方針が転換された注 14．その結果，

参加型の品種改良と品種選定によって，通常の品

種改良プログラムでは 10-15 年を要する期間が

5-7 年に短縮できることがわかったのである注 15．

　緑の革命が素通りしてしまった南アジアの非常

に貧しい雨水による稲作地帯でも，今や参加型の

品種改良が成果をあげつつある．農民が選定した

品種が迅速に採用されたおかげで，農耕地の収量

•

•
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は 40％も増加している注 16．アフリカの雨水農耕

地は多様性が大きいため，このアプローチについ

てはさらに実験を重ねる必要があるものの，農民

（特に女性）を品種選定に関与させた場合には，

豆類，トウモロコシ，コメに関しては早くも好成

績がみられる注 17．広範な適用の費用対効果も評

価する必要がある．

　しかし，恵まれない地域においては，品種改良

だけで緑の革命を引き起こすことはできない．土

壌の肥沃度が低いことと水のコントロールが欠如

していることが重要な制約となっており，それは

遺伝子改良だけでは克服が困難である．農科学者

の表現を使えば，G（遺伝子タイプ）と E（作物

の環境や管理）の両方を変えなければ，緑の革命

の特徴である G × E というプラスの相互作用を

活用することはできないのである．

収量リスクと「赤の女王」
　収量の安定性はすべての農民とって重要である

が，特に自給自足指向型の農民にとっては死活問

題である．病害虫や病気の発生，旱魃，その他の

ストレスに対して食料の安定確保と生計が脆弱だ

からだ．改良品種は収量を安定させてくれる．最

近の研究結果によれば，過去 40 年間のトレンド

を基準とした変動係数で測定した穀物収量の変動

性は途上国では低下してきている．しかも，この

低下は灌漑やその他の投入物を制御しても，改良

品種の普及と統計的に関連性がある注 18．

　改良品種の収量安定は，病害虫抵抗性を強める

という長年の品種改良努力を反映したものであ

る．ある病気に抵抗力がある改良品種が生まれた

としても，新種の病原体の出現に対抗できるよう

定期的に代替していく必要がある．このような

「メインテナンス研究」への投資がなければ，収

量は低下するだろう．これは『不思議の国のアリ

ス』に登場する「赤の女王」が次のように一番う

まく表現している状況である．「さあごらん，こ

こでは，ずっと全力で走り続けていないと同じ場

所にとどまっていられないのだよ」注 19．現在の

品種改良向け R&D 投資の 3 分の１ないし 2 分の

１はメインテナンス用であり，生産性上昇向けの

財源はそれだけ少なくなっている注 20．

　メインテナンス研究の過少投資は地方的な食料

供給を脅かすことがあるだけでなく，時には世界

的な重大性をもつことさえある．最近の劇的な

Ug 99 の再発生を検討してみよう．これは世界で

2 番目に重要な食用穀物である小麦につく新種の

黒サビ菌（学名 Puccinia graminis tritici）である．

黒サビ菌は広範囲にわたって作物のほぼ完全損失

を招くため被害は破滅的である．Ug 99 は初めウ

ガンダに現れ，今ではケニアとエチオピアの小麦

栽培地帯にまで広がっている．2007 年にはイエ

メンでも見つかった．過去の経験に基づくと，Ug 

99 は風に乗って中東を通過して南アジアの小麦栽

培地帯，そしておそらくはヨーロッパやアメリカ

大陸にまで運ばれるのではないかと予想される．

小麦の既存種は病気に対する遺伝子的な抵抗ベー

スが狭いため，Ug 99 の拡散は世界の穀倉地帯の

一部に破滅的な損失をもたらしかねなかった注 21．

前回アメリカで黒サビ菌病が発生したのは 1953

年から 54 年にかけてであり，その時には現在価

値で 30 億ドル相当と収穫の 40％が失われた注 22．

新しい国際的な努力を通じて，品種改良業者や病

理学者は抵抗性の遺伝子タイプを選別して，農民

の畑に植えつけることによって，世界的な伝染病

を回避することができるだろう．

　伝統的な品種を使っている農民も，東アフリ

カで最近みられた細菌性のバナナ立ち枯れ病の

発生のように，ランダムな病気の発生に弱い．

この病気は大湖群地域（1 人当たりのバナナ消

費が世界一を誇る地域）のバナナに依存してい

る何百万人という人々の生計と食糧の安定確保

を脅かした注 23．バナナを主食としているウガン

ダでは，国全体の潜在的な損失は年間 3 億 6,000

万ドルと推定されている注 24．バイオテクノロ

ジーによって作られた病害抵抗性品種はブレーク

スルーであるが，それが採用されるかどうかはウ

ガンダがバイオセーフティ規則を整備するかどう

か次第である（フォーカス E 参照）注 25．このよ

うな危機の頻繁な発生は，グローバルな協調，監

視，ファイナンスに裏づけられた適切なメインテ

ナンス研究戦略を策定しなければならないという

目覚ましコールであろう．

　旱魃，熱，洪水，塩分の下で生育のいい品種の
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開発は，病害虫抵抗性品種の開発に比べると総じ

て遅い．国際トウモロコシ・小麦改良センター

（CIMMYT）は旱魃耐性のあるトウモロコシの品

種やハイブリッド種を開発するために 30 年以上

にわたって研究を続けているが，今やその成果が

アフリカの東部と南部で現われつつある．新品種

は既存のハイブリッド種と比べると，旱魃条件の

下で平均 30％以上の収量が確保できる注 26．同様

に，旱魃や熱ストレスといった環境に対する改良

小麦の収量が大幅に増加したという証拠が近年得

られている注 27．洪水のなかで生き残ったコメの

新種も発見されている注 28．旱魃，熱，洪水に対

する耐性のこのような進歩は，気候変動に適合す

るのに特に重要であろう．

　しかし，現在，主食作物が栽培されている世界

中の広大な地域のなかで，改良品種が毎年作づけ

されている地域は比較的少ない．また，遺伝子的

に一律の作物は重大な収穫損失にさらされやす

い．遺伝子的な一律性は収量を増加させることが

できる一方，収量リスクを高めるというデータが

若干ながら存在する注 29．ただし，ここ 20-30 年

間，世界は遺伝子的な一律性による大きな災害は

だいたい回避してきている．これは品種の入れ替

えが頻繁で，新しい抵抗源を生み出していること

が一因である．しかしながら，遺伝子資源の保全

と利用をもっと高めることが必要である（第 11

章）．

農作物を超えて：家畜と魚の遺伝子改良
　動物や魚に関する遺伝学の進歩と動物の健康や

飼料の改善が同時に起こっていることが，途上

国における家畜革命のベースとなっている（第 2

章）．ブタや家禽の改良品種は民間による北から

の直接移転を通じて採用されている注 30．これに

伴う成果は家畜の生産性に現われている．途上国

世界では 1980-2005 年に，生体重が合計 1,000

キログラムのニワトリから得られる年当たりの正

肉は 1,290 キログラムから 1,990 キログラムに，

ブタの生体重で 140 キログラムから 330 キログ

ラムに改善している注 31．

　乳牛を異種交配したことで，熱帯の農業潜在性

が高い地域では小自作農の生計が改善した．途

上国で年間約 1 億頭も生まれている牛や豚は人

工授精によるものである注 32．主として人工授精

のおかげで，東アフリカ高地に住む小規模な約

180 万人の農民は，遺伝子改良した乳牛から得

られるミルクが増加し，かなり生計の助けになっ

ている注 33．

　魚についても同様で，遺伝子改良型のテラピア

のおかげで，水産養殖業はアジアの農業のなかで

もっとも成長している分野に転換しつつある．遺

伝子改良養殖テラピア（GIFT）というある 1 つ

のプロジェクトから生まれた改良品種がテラピ

ア卵全体に占めるシェアを 2003 年についてみる

と，フィリピンでは 68％，タイ 46％，ベトナム

17％となっている．GIFT からの派生品種が急速

に普及している理由としては，魚 1 キログラム

に要する生産コストが既存の品種と比べて低い，

生存率が高い，平均体重が重い，収量が 9-15％

多いなどがあげられる注 34．

　にもかかわらず，動物や魚の遺伝子改良品種は

途上国全体でみるとほんの一握りの農民にしか届

いていない．技術の流通シスムに制約があること

が一因である．途上国では家畜飼育サービスは一

般的に補助金を受けていて，民間部門が締め出さ

れている．このような技術のコストを削減するた

めの研究と，効率的で広範な普及を確保するため

の政策や制度改革を推進すれば，途上国は有望な

技術がもたらす利益をすべて確保することができ

るだろう．

バイオテクノロジー革命が進展中？
　農業バイオテクノロジーは作物や動物の生産

性，収量の安定性，環境の持続可能性，貧困層

にとって重要な消費者の特性など，農業のいろ

いろな側面に大きなインパクトをもたらす可能

性がある．第 1 世代のバイテクノロジーには

微細繁殖のための植物組織培養や無菌植えつけ

原料の生産，作物や家畜の病気に関する単細胞

診断，家畜における胚移植などが含まれる．こ

のような技術は安くて提供が容易なため，多く

の途上国ですでに採用されている．例えば，中

国の山東省の 50 万ヘクタールでは，組織培養

による無病サツマイモが採用されて，収量が
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30-40％増加している注 35．また，先進的なバイ

オテクノロジーに基づく診断テストは蓄牛の牛疫

を撲滅するのに役立った．

　分子生物学に基づく第 2 世代のバイオテクノ

ロジーは，特定種にとって重要な遺伝子に関する

情報を提供するために遺伝子学を使っている．こ

のおかげで通常の品種改良で改良型を同定するの

に役立つ分子マーカーの開発が可能になる（マー

カー選抜 MAS と呼ばれる）．そのようなマーカー

は「品種改良のスピードをあげており」，インド

では短軟毛のウドンコ病抵抗性雑穀，アフリカで

は睡眠病耐性牛，フィリピンでは細菌性黒葉枯れ

病抵抗性コメの誕生につながっている注 36．MAS

はコストが低下を続けているため，植物栽培業者

にとって標準的な道具になる可能性が大きく，伝

統的な品種改良の効率性が大幅に改善されるだろ

う．

　バイオテクノロジーの進歩でもっとも議論を呼

んでいるのは遺伝形質転換体，あるいは一般に

は GMO といわれている遺伝子組み換え有機体で

ある（フォーカス E 参照）．遺伝形質転換技術は

「精密品種改良」の手段であり，同一種内ないし

異種間で特定の形質を伝達する遺伝子ないし遺伝

子群を移転する．中国とインドを中心に約 900

万人の小自作農は，害虫抵抗性をもった Bt 綿花

を採用している．中国とインドでは，すでに害虫

による収穫損害が減少し，農民の利益が増大し，

殺虫剤の使用が大幅に減少している．しかし，遺

伝形質転換技術は議論を呼び続けるだろう．環境

と健康の面で潜在的なリスクがあると考えられて

いるためだ．

　このようにバイオテクノロジーは大いに有望で

あるが，現状，その投資は貧困層のニーズではな

く，商業的な利益に牽引されて民間部門が主導し

ている．したがって，国際的にも国内的にも貧困

層にとって有益な特性や作物向けに，公共投資を

増やすことが緊急課題である．また，リスクを評

価し，このような技術が費用効果的であり，一般

大衆の信頼を得られるよう規制する能力を改善す

るためにも，公共投資が必要である．このような

技術が貧困層にもたらす潜在的な利益は，国際開

発社会が関係諸国向けの支援を大幅に増やさない

限り失われてしまうだろう（フォーカス E 参照）．

管理とシステムの技術は遺伝子改良を補
完する必要がある

　農作物，家畜，天然資源システムの管理の改善

に焦点を当てて，多くの R&D 投資が行われてい

る．CGIAR は財源の約 35％を持続可能な生産シ

ステムに投資しているが，これは遺伝子改良向け

である 18％の 2 倍である注 37．特に強調されて

いるのは，土壌・水の管理と，農薬を中心とする

再生不能投入物の使用を減らすために，生物学と

生態学のプロセスを活用した農業生態学的なア

プローチである注 38．その実例は次の通りである．

環境保全型耕作，休閑地・土壌の改善，緑肥被覆

作物，土壌保全，殺虫剤よりも生物多様性と生物

学的コントロールを利用した害虫駆除など．

環境保全型耕作
　農作物管理に関するもっとも劇的な技術革命の

1 つは環境保全型（あるいはゼロ）耕作であろ

う．耕作を最小化ないし排除するもので，農作物

の残りを地表植皮として維持する．通常の耕作に

比べて，労働やエネルギーを節約するので収益が

増える，土壌を保全する，旱魃耐性が増大する，

温室効果ガスの排出が減少するなど多くの利点が

ある．しかし，雑草，害虫，病気のコントロール

が複雑になり，通常は除草剤を使う必要が出てく

る．

　ラテンアメリカ（主にアルゼンチンとブラジ

ル）では，4,000 万ヘクタール以上（耕作地の約

43％）の土地でゼロ耕作が行われている注 39．大

規模および中規模の農家が初めて採用したこの慣

行は，ブラジル南部では小自作農にも普及してい

る．研究者，投入物サプライヤー，農薬会社，農

民のネットワークは，技術（輪作，種子，農薬，

機械）のさまざまな側面を統合し，それを地方の

状況に適合させるため，参加型の研究と公式・非

公式の相互交流という方法をとっている．ゼロ耕

作はガーナでもここ 10 年間で，推定 10 万人の

小自作農が採用するに至っている注 41．また，イ

ンド・ガンジス平原では灌漑用の小麦・コメ耕作
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方法として急速な採用が進展している（ボックス

7.1）．

マメ科植物と土壌肥沃度
　投入物を節約し資源を保全するもう 1 つの技

術は，農業システムのなかにマメ科植物を導入す

る，あるいはそれを改善することである．化学肥

料の必要性を削減する生物学的な窒素固定化（特

にマメが窒素を固定化するリゾビウム菌が取りつ

いている場合）という顕著なものを含め，さま

ざまな利益が期待できる．オーストラリアで過

去 60 年間に穀物の収量が増加しているのは，マ

メ科植物を含む輪作のおかげである注 42．アフリ

カ南部では，グリリシディア，セスバニア，テフ

ローシアなど成長の速い「肥料」木が土壌の肥沃

度，有機物質，水の浸透，粘着力を改善してい

る．それ以外にも土壌侵食の削減や薪・家畜飼料

の生産といった効用もある（ボックス 7.2）注 43．

しかし，このような技術は非常に場所に固有であ

る．したがって，サハラ以南アフリカにおける土

壌栄養素の深刻な涸渇化に対処するためには，土

壌，土地への圧力，労働の入手可能性によって多

様化している農業システムに，これら技術を適合

させるための研究が優先課題になってしかるべき

である．

害虫管理
　極端な例として，危険な殺虫剤の使用を削減す

る研究は，集約農業システムのなかで収益，環

境，人間の健康すべてに関して好影響をもたらす

可能性がある．特に，死亡する害虫の数を見積

もったり，農薬の量を調節するための害虫の個体

数や捕食者に関する情報など，様々な実践を組み

合わせて用いることによって統合された害虫管理

は行われる．統合された害虫管理を利用した有名

な事例がたくさんあるにもかかわらず，その採用

は複雑さを理由に低調である（第 8 章）．

　しかし，害虫の生物学的なコントロールは時と

して目覚しい成果を上げ，農民自身は何もしなく

てもいいのが普通である．もっとも文献が多い事

例はサハラ以南アフリカにおけるキャッサバ・コ

ナカイガラムシのコントロールである．これは

1970 年代にラテンアメリカから植えつけ材料と

一緒に偶然輸入され，経済的に甚大な被害をもた

らした注 44．国際熱帯農業研究所（IITA）はこの

危機に対応して，20 カ国でコナカイガラムシの

天敵である捕食寄生者としてスズメバチを選定・

養育・配給した．スズメバチが提供した生物学的

なコントロールはきわめて有効で，キャッサバ・

コナカイガラムシはの制御はうまくいった．もっ

とも控えめな前提を使っても，この研究投資の収

益率は非常に高かったものとみられる（ネット現

ボックス　7.1 ゼロが多いということを意味する場合：南アジアのコメ - 小麦システムにおけるゼロ耕作の利益

　南アジアの食料安定確保の基盤をなすコメ - 小麦システム
が窮地に立っている（第 8 章）．長期にわたる実験の結果，
穀物収量は停滞し，土壌や水の質は低下傾向にある．これを
受けて，国際的な科学者，各国の科学者，エクステンション
担当者，民間の機械メーカー，NGO で構成されるネットワー
ク「南アジアのインド・ガンジス平原コメ - 小麦共同事業体」
はゼロ耕作農業を開発・推進している．
　ゼロ耕作は多数の農業慣行を含むもっと広範な農場管理シ
ステムの一部にすぎないものの，共同事業体が推進している
システムの鍵を握っている部分は，コメのすぐ後に休閑期を
おかずに小麦を作づけする点にある．そうすれば小麦の種子
は前のコメの収穫後に残っている湿気を使って発芽する．こ
のアプローチの顕著な側面としては，地方の農機具メーカー
と農民がやり方を地方の条件に適合させるために協働したと
いうことが指摘できる．
　ゼロ耕作法はタイムリーな種まきを通じて収量を増やし，
生産コストを約 10％削減できる．水の使用量はヘクタール

当たり約 100 万リットル節約できる（20-35％の節約）．土
壌の構造，肥沃度，生物学的属性を改善し，雑草や一部の
害虫の発生を抑制する．コメの後に小麦を植えるというゼロ
耕作は，今ではインド・ガンジス平原ではもっとも広く採
用されている資源節約技術となっている．特にインドでは，
2004 年には約 80 万ヘクタールがこの方法で作づけされて
いる．インドのコメ - 小麦ゼロ耕作システムに関する研究に
よれば，350 万ドルの投資に対して収益率は 57％に達して
いると推定されている

注 40
．

　今後の研究は，このコメ - 小麦システムにおける労働につ
いては，特に家畜の管理を中心に，女性が半分以上の貢献を
しているという事実を考慮に入れなければならない．これは
システム内の種子選定や飼料管理にかかわる慣行に女性を関
与させることについて，重要な示唆を提供している．

出所：Malik, Yadav, and Singh 2005; Paris 2003．
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在価値ベースで推定 90 億ドル）注 45．

組み合わせ
　生産性に対する最大の効果は生産生態学的なア

プローチで得られる．これは改良品種にさまざま

な管理技術，農作物・家畜統合，その相乗効果を

活用する技術を組み合わせたものである注 46．例

えば，ガーナでは，ゼロ耕作に改良型マメ科植物

ベースの休閑地とトウモロコシ品種が組み合わさ

れている注 47．アフリカ東部では，低投入の統合

害虫管理が開発されている．これは特に面倒な寄

生性の雑草であるストリガを抑制するために，ト

ウモロコシの行列の間にデスモーディアム（家畜

飼料にも使える窒素を固定化するマメ科植物）を

植えるやり方である注 48．ブラジルでは，大豆の

国際競争力にとって，改良品種，生物学的な窒素

固定，被覆作物，ゼロ耕作用に適応された機械な

どを含む同様の統合的アプローチがきわめて重

要である注 49．バリュー・チェーンの台頭に伴い，

このような技術は品質と農産物加工の統合を考慮

しなければならないのが通例となっている．

より適切な技術の必要性
　生産や資源管理に関する R&D には膨大な潜在

性があるものの，成否はまちまちで，ゼロ耕作だ

けが唯一の目覚しい成功例という状況にある．恵

まれない地域の小自作農のために，稀少な水を保

全し効率的に使用し，侵食をコントロールし，土

壌肥沃度を回復するためには，適切な技術が依然

として大いに必要とされている．しかし，そう

いった複雑な技術は往々にして労働ないし土地に

関して集約的であり，労働コストが高く土地が稀

少なところ，あるいは将来の収益にかかわる割引

率が非常に高い，または収益が不確実なところで

は，農民にとって魅力がない可能性がある．この

ような懸念材料は資産やサービスへのアクセスに

欠け，労働使用に関してそれぞれ固有の季節的パ

ターンがある女性農民にとっては特に重要であ

る．技術は貧農向けが目的ではあるが，実績をみ

ると，富農ほど採用水準が高くなっている注 50．

　管理やシステムに関する技術は，それが広く採

用されるためには相当な制度的支援を必要とす

るだろう（第 8 章）．その多くはブラジルの環境

保全型耕作の例にみるように，技術的な支援，学

習，農民どうしの相互作用，知識の共有などに加

えて，大勢の関係者の相互作用（近隣の農民どう

しの間における集団行動など）が含まれる．さら

に，多くの技術には環境に対してプラスの効果が

あるが，それを採用する農民の私的な利益として

把握されていない．技術の採用を促進するには，

環境サービスに対する支払いが必要かもしれない

（第 8 章）．

　管理や農業生態のアプローチが統合的な性格を

もっていることも，R&D 実施の方法に影響を与

えている．このような技術に関する主な成功物語

をみると，地域固有の側面が強いことを反映し

て，R&D に農民やコミュニティが参加したこと

が特徴となっている点が認められる．また，地域

の固有性は技術が他の地域から波及してくる可能

性を低下させている．したがって，CGIAR の膨

大な投資にもかかわらず，インパクトがあったと

いう証拠は限定的である注 51．

　このような理由から，管理やシステムに関する

技術の規模拡大は容易ではない．科学者，農民，

ボックス　7.2 土壌の肥沃度を改善するためにマメ科植物を使う

　アフリカでは土壌の肥沃度が低く，ミネラル肥料の使用量
が少ない（減少している場合もある）ことを背景に，併農林
業ベースの土壌肥沃度維持システムに関して農民の関心が高
まっている．主な方法としては，休閑地のローテーションや
窒素固定樹木による永年作物の間作がある．このようなシス
テムが主としてアフリカ南部の亜湿地帯で広がりつつあり，
トウモロコシの収量は 2 倍以上に増加し，土地と労働のネッ
ト収益率も上昇している．ザンビアでは，休閑の改善を実行
している約 8 万人の農民の財政的メリットは，2005/06 年度
でほぼ 200 万ドルにも達している．この技術は適量のミネ

ラル肥料投入と組み合わせると，最良の成果をあげることが
多い．
　アフリカの東部と南部でトウモロコシを栽培している小自
作農は 1,200 万人に達していることから，休閑地のローテー
ションと永年作物による間作はアフリカの土壌の生産性と健
康を維持するための統合的土壌肥沃度管理にとって，かなり
の長期にわたるチャンスを提供するものであるといえる．

出 所：Consultative Group on International Agricultural Research Science 
Council (CGIAR) 2006a．
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民間企業，NGO のネットワークは，技術を開発

し，採用され，効果を表わすのに時間をかけてい

る．このような技術の多くを成功裡に適用するた

めに，「生態リテラシー」を深めることにも時間

をかけている（第 8 章）．しかし，衛星を使った

地理情報システムや遠隔探知が，複雑で多種多様

な空間的データセットを統合する新しい道を切り

開き，科学者，政策当局，農民の間では協働する

新しい機会が生み出されつつある．

R&D投資を増加する

　農業における生産性の上昇は農業向け R&D と

密接な関係がある（第 2 章）注 52．途上国におけ

る R&D やエクステンション向け投資に関して公

表されている約 700 件もの推定収益率を平均す

ると，年 43％になっている注 53．収益率はサハラ

以南アフリカを含め，すべての地域で高い（図

7.2）．評価研究における選択のバイアスやその他

の方法論に関する問題を割り引いても注 54，R&D

投資が素晴らしい成功であったことは疑いの余地

がない．資本コストとの対比でみた高収益性から

も，農業科学向けの資金拠出がいかに少ないかが

わかる．

農業R&Dはなぜ財源不足なのか
　農業 R&D に関しては公共投資が特に重要であ

る．利益の分配が困難であることから，市場が

機能していない．多くの改良品種の種子について

は，農民は再利用ができるし，近隣の農民に売却

するか，または共有することもできる（非排他

性）．改善された管理慣行に関する情報は自由に

交換できる（非競合性）．このような市場の失敗

は先進国では，知的財産権（IPR）によって部分

的に克服されているが，貧しい農民にとって重

要な技術のなかには，IPR によって費用効果的に

保護されるものはほとんどない（ボックス 7.3）．

主な例外は一部の作物に関するハイブリット品種

の種子に対する民間投資である．この知的財産は

企業秘密として保護可能である．農民は収量メ

リットを維持するためにハイブリッド種子を頻繁

に購入しなければならないので，民間の種子会社

にとって安定的な市場を提供することになる．

優れた実行者とその他大勢．　このような理由

から，途上国における民間 R&D 投資はきわめて

限定的である．途上国世界における農業 R&D の

94％は公的部門が行っている注 55．しかし，公的

部門の R&D 支出でさえ 1960 年代と 70 年代に

急増した後，過去 10 年間以上にわたってほとん

どの地域で大幅に鈍化しており，途上国と先進国

の間だけでなく，途上国のなかでも一握りの「優

れた実行者」とその他大勢の間でも知識格差が拡

大している．

　途上国は全体として 2000 年に，農業 GDP の

0.56％を農業 R&D に投資している（援助国の貢

図7.2　農業R&D投資の推定収益率はすべての地域で高く平均43％ a

全地域（1,673）

全先進国（990）

全途上国（783）

サハラ以南アフリカ（188）

アジア（222）

中東・北アフリカ（11）

ラテンアメリカ・カリブ（262）

%

出所：Alston 他 2000．
a．1953-97 年に行われた研究に基づく．かっこ内の数字は観察値の数．
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献も含む）．これは先進国が投資している 5.16％

の約 9 分の 1 にすぎない．この相違の一因は，

先進国では R&D 支出のほぼ半分強は民間投資で

あるのに対して，途上国ではそれがわずか 6％に

とどまっている点にある．しかも，先進国では公

共投資（対農業 GDP）の大きさは途上国の 5 倍

と大きい（表 7.1）．

　少数の途上国は（特に中国とインド，それより

やや少ないがブラジル）ここ 20 年間，農業 R&D

支出を急増させている．これら諸国が途上国全

体の農業 R&D 向け公共支出に占めるシェアは，

1981 年の 3 分の 1 から 2000 年の約半分へと上

昇している．他の科学技術分野における農業向け

支出を含めると，これら 3 カ国で全体の 63％を

占めている．これは一般的な科学技術研究機関で

農業 R&D が実施されているシェアが増えている

ので，有意義なことといえる注 56．これら 3 カ国

では民間部門も存在感を高めているが，農業投入

物市場の拡大が投資のインセンティブになってい

る．

　一方，農業ベース諸国の多くは R&D 支出額で

みて徐々に落伍，ないしおくれを取りつつある．

サハラ以南アフリカの公共支出はデータのある

27 カ国について 1990 年代をみると，そのうち

ほぼ半数の国で減少し，R&D の対農業 GDP 比は

平均すると地域全体として低下している注 57．

政治，価格，波及効果．　投資の収益率が高いと

いうことについては十分な証拠があるにもかかわ

らず，なぜこのような R&D の過小投資が継続し

ているのだろうか？　主な理由が 3 つ考えられ

る．第 1 に，公共投資に関する意思決定の政治

経済学は，短期的な利益や「政治的に目に見え

る」補助金を強調する傾向がある（第 4 章）．と

ボックス　7.3 途上国における IPR 強化：小自作農に対する影響

　WTO の知的財産権の貿易関連の側面に関する協定による
と，加盟国は植物品種やバイオテクノロジーの発明品を含め
IPR の保護を実施することが義務づけられている．もっとも
一般的なタイプの保護は植物品種にかかわる権利の取得を通
じることによる．少数の途上国は特許権の保護も提供してい
る．
　多くの途上国は 1978 年に先進国が開発したモデルを踏襲
することにした．それは「植物新品種の保護に関する国際条
約」というもので，その実施機関である植物新品種保護国際
同盟（UPOV）の名前を冠して「UPOV 条約」として知られ
ている．この条約は新品種の保護に関する条件や規範を調和
する一方，農民に種子を保存し交換する権利を付与するもの
である．他の諸国（インドやタイ）は農民が種子を保存・交
換し（2004 年の FAO 条約に基づく），農民の遺伝子資源や
土着の知識の使用から生じる利益を共有する（1993 年の生
物多様性条約に基づく）権利の枠組みを明示的に認めてい
る．
　南北の二国間および地域的な貿易協定では，しばしば途上
国に保護強化の圧力がかけられている．1991 年の UPOV 条
約を援用したものがそれに当たり，保護された品種の種子を
売ったり交換したりすることは違法とされている．

これまでのところ影響はほとんどない
　IPR の強化が中国，コロンビア，インド，ケニア，ウガン
ダの種子産業に及ぼす影響を研究したものをレビューする
と，現在までのところほとんど影響がないようである．これ
は IPR がほとんどの国でまだ策定過程にあることが主因であ
る．農民が節約した種子の交換にかかわる制限は小自作農に
とっては大きな障害のように思えるものの，そのようなルー

ルが執行されているという形跡はまったくない．それどころ
か，小自作農が栽培している主食作物について，そのような
ルールを執行するのは総じて費用効果的ではなかろう．ま
た，IPR の潜在的なメリットはほとんどの途上国について過
大評価すべきではない．もっと幅広い投資環境の問題と比べ
ると，IPR は民間種子部門が発展する初期段階では決定的に
重要であるとは考えられない．むしろ，商業的な種子産業の
成熟化を後押しすることになるだろう．

各国はどのように IPRを強化すべきか
　とはいえ，現行国際条約の指針の範囲内で IPR 法制を自分
たちのニーズに適合させるためには，もっとさまざまなこと
ができる．例えば，ある国は商業的な作物について保護を強
化して，民間投資を促すインセンティブにすると同時に，自
給自足指向型の農民にとって重要な主食作物については（種
子の保存や交換は農業慣行の一部となっているため），保護
の対象外とする，あるいは保護を弱くすることができるだろ
う．
　大きな商業作物部門，あるいは民間のバイオテクノロ
ジー R&D に大きな潜在力をもっている少数の途上国だけが，
1991 年 UPOV 条約や強力な特許法などに基づいた IPR の強
化を検討すればいい．植物品種に関する権利も種子承認法，
バイオセーフティ法，商標・企業秘密などに関するその他の
IPR 法など，他の規制システムに適合している必要がある．
いずれにしても，自国のニーズに合致する信頼できる費用効
果的な IPR システムを設計・構築するためには，公的部門，
民間企業，農民の能力を大幅に増強することが必要である．

出所：Oxfam International 2007b; Tripp, Louwaars, and Eaton 2007; World 
bank 2006k．
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ころが，農業 R&D は長期で（10 年以上），しか

もリスクがある．さらに，農業ベース国では，農

民の政治力はいずれにしても弱い（第 1 章）．第

2 に，途上国の農民のインセンティブを低下させ

る貿易の歪みや国内政治は，官民両方の R&D 投

資を消極的なものにしている（第 4 章）注 58．

　第 3 に，公的 R&D に伴う利益の多くは他の諸

国に波及するので，小国の場合，自国の稀少な

資源を自分自身で農業科学に支出するのは経済

的な道理にかなわない．多くの諸国は少数国の

努力にただ乗りしているのである．CGIAR の国

際農業研究センターは技術にかかわる多数の分

野で，まさに波及効果を生み出すために設立さ

れている注 59．R&D に伴うすべての利益の半分以

上はそういった波及効果によるものだ注 60．

　しかし，生産性向上を将来的にも波及効果に依

存することにはリスクが伴う注 61．R&D を民営化

すると，独自技術へのアクセスや科学的知識の共

有が制限される（後述）．生産性上昇にとって伝

統的な波及効果の源泉（先進国の公的 R&D シス

テムと CGIAR）も，生産性向上のための研究か

ら，環境・食の安全・品質に関する研究へと優先

度を移してきている注 62．サハラ以南アフリカを

中心に一部の地域では，農業気候や作物が比較的

ユニークであるため，波及効果をつかみとれる可

能性が低い（ボックス 7.4）．

R&D投資を増やす方法
　R&D 向けに公的資金を増やすためには，農業

に対して，特に公共財のファイナンスについて，

政治的支持を高めることが必要である．公的資金

の増額，また，生産者や農業関連企業に R&D の

共同ファイナンスを陳情するには，特定の作物あ

るいはバリュー・チェーンを軸に生産者と農業関

連企業が連帯を形成するのがもっとも有効な方法

かもしれない．加えて，公的な R&D 組織への投

資を魅力的かつ効果的にするためには，次章で検

討する制度改革も必要であろう．

　投資を増やすもう 1 つの方法は，民間の R&D

投資にかかわる障壁を撤廃することである．民間

R&D 投資にかかわる制約の 1 つには，民間投資

家にとって投資環境が総じて良くないということ

がある（フォーカス D 参照）．もう 1 つの制約は，

改良技術に対する小自作農の需要が弱いことだ．

これはリスク，信用制約，情報アクセスが悪いこ

とが原因である．第 3 の制約は，ほとんどの途

上国では生産システムや技術について IPR の執

行が困難なことにある．さらに，民間部門による

技術輸入には制限があり，民間部門が開発した品

種など新技術の公開については規制上の障壁が高

い注 63．

　民間が改革を行うための環境を改善すれば，民

間の R&D をもっと刺激できる．例えば，商業的

な作物の発明については IPR を強化し（ボックス

農業 R&D向け公共支出 R&D支出の対GDP比％

1981 年 2000 年 1981 年 2000 年

（100 万ドル，2000 年国際ドル）

サハラ以南アフリカ 1,196 1,461 0.84 0.72

アジア・太平洋 3,047 7,523 0.36 0.41

中国 1,049 3,150 0.41 0.40

インド 533 1,858 0.18 0.34

西アジア・北アフリカ 764 1,382 0.61 0.66

ラテンアメリカ・カリブ 1,897 2,454 0.88 1.15

ブラジル 690 1,020 1.15 1.81

途上国 6,904 12,819 0.52 0.53

日本 1,832 1,658 1.45 3.62

アメリカ 2,533 3,828 1.31 2.65

先進国 8,293 10,191 1.41 2.36

合計 15,197 23,010 0.79 0.80

出所：Agricultural Science and Technology Indicators データベース（http:www.asti.cgiar.org）; Pardey 他 2007．
注：この推定値はデータの入手が不可能な東ヨーロッパと旧ソ連諸国を除いている．

表7.1　地域別の農業R&D向け公共支出総額（1981年と 2000年）
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7.3），技術の輸入やテストに関する障壁を低下

させればいいだろう．もう 1 つのアプローチは，

R&D に対する公的資金供与を競争制にして，研

究を実施する民間企業に開放することだ（通常は

民間との共同ファイナンス）．競争制の資金供与

は特にラテンアメリカを中心に一般的になってお

り，一部の資金は民間の革新について具体的な目

的を設定している（例えばチリの FONTEC）．さ

らに別のアプローチとしては，特定の疾病に抵抗

性のある品種など特定技術の開発者を報奨するた

めに，「購入基金」ないし賞金を創設することが

あげられる注 64．賞金は歴史的にみると，経度を

正確に測定する方法などの発明を促進するために

活用されてきている注 65．報奨金は実際に生み出

された経済的利益に連動させることもできる注 66．

R&Dシステムの効率性と有効性を高める
ための制度的な取り決め

　ほとんどの途上国では公的な研究機関が支配

的ではあるが，現在の変化の激しい世界のなか

で，その効率性と有効性には疑問が生じている．

公的 R&D の制度改革については『世界開発報告

2002』で検討した．EMBRAPA（ブラジルの公的

ボックス　7.4 サハラ以南アフリカにおける農業 R&D のチャレンジ

　サハラ以南アフリカは R&D 支出が停滞していることに加
えて，農業 R&D，エクステンション，同関連サービスに対
する支出を増加させなければならないという緊急性を増幅す
る諸問題に直面している．

域外の技術から波及効果を享受できる可能性は，サハラ
以南アフリカでは他の地域に比べて低い．サハラ以南ア
フリカで栽培されている作物は多様性があり，多くはい
わゆる「孤児作物」で（キャッサバ，ヤムイモ，雑穀，
プランテン，テフなど），グローバルにみて公的あるいは
民間の R&D がほとんど行われていないことが一因だ．ま
た，「農業生態的な距離」も一因である．農業生態的な距
離はほとんどの R&D が実施されている先進国からの波及
効果を表わすもので，ゼロはまったく効果が期待できな
い，1 は完全な波及効果が期待できるという指数となって
いる．この指数を用いた Pardey 他 (2007) の推計によれ
ば，アフリカ諸国の平均指数は途上国全体の 0.27 に比べ
てわずか 0.05 にとどまっている．したがって，諸外国か
ら輸入した技術は往々にしてパフォーマンスが悪い．
アフリカは雨水農業に基づいているためかなりの多様性
があり，各国で波及効果が期待できる可能性は低くなっ
ている．
サハラ以南アフリカの農業研究体制は国の規模が小さい
ため，約 400 もの地区ベースの研究機関に分断されてい
る．これはインドのほぼ 4 倍，アメリカの 8 倍の数であ
る（下表）．これが研究について規模の経済の実現を妨げ

•

•

•

ている．
科学者 1 人当たりの資金供与額はサハラ以南アフリカで
はとりわけ低い．科学者の数はインドとアメリカとの比
較では，それぞれ 50％，3 分の 1 も多いのに，サハラ以
南アフリカの支出総額はインドの約半分，アメリカの 4
分の 1 にとどまっている．アフリカの科学者で博士号を
もっている人の割合は 4 分の 1 にすぎないのに対して，
インドとアメリカでは全員ないしほとんどの科学者が博
士である．
サハラ以南アフリカにおける複雑な農業にチャレンジす
るためには，害虫，病気，旱魃に力点をおいた遺伝子改
良に，土壌や水の管理の改善や，人口密度の低い地域や
HIV/ エイズ感染が深刻な地域における労働節約型技術を
組み合わせることが必要である．

　このような問題は克服可能である．第 1 に，乾燥地帯の
大陸であり，他の地域から技術的に距離があるオーストラリ
アは，公共 R&D 投資の集約度（対農業 GDP 比 4％強）に関
して世界でも有数の高水準を誇っている．農業部門は生産性
が高く競争力がある．第 2 に，波及効果は世界的規模で考
慮の対象とすべきである．例えば，エチオピアやケニアなど
アフリカ東部の高地諸国は，メキシコと同じような作物構成
と農業生態的条件をもっている．第 3 に，アフリカにおけ
る地域的な研究組織の台頭は規模と範囲の経済を達成する助
けになるだろう．

•

•

サハラ以南アフリカ インド アメリカ

耕作地・永年作物地（100 万ヘクタール） 147 160 175

公立農業研究機関数 390 120 51

フルタイム相当の科学者数 12,224 8,100 9,368

博士号をもった科学者の割合（％） 25 63 100

農業 R&D 向けの年間公共支出（1999 年国際ドル価格，100 万ドル） 1,085 1,860 3,465

科学者 1 人当たり支出（1999 年国際ドル価格，1,000 ドル） 89 230 370

サハラ以南アフリカ，インド，アメリカにおける研究体制の比較（2000年頃）

出所：FAO 2005a; Pal and Byerlee 2006; Pradey 他 2007．
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農業研究公社）のようなきちんと統治された自律

的な機関ないし公社を設立すること，農民の需要

にかかわる評価・対応の有効性を改善すること，

競争的資金供与メカニズムを通じて資金供与の競

合性を高めることなどが盛り込まれている．この

ような改革が成功するためには，能力構築という

長期的なコミットメントを伴っていなければな

らない（ボックス 7.5）．それがブラジル，中国，

インドの今や強力な公的研究体制では成果をあげ

ている．アフリカの公的研究体制における課題

は，科学者を引きつけ維持することである．彼ら

は特に全体のわずか 21％にしかすぎない女性科

学者を中心に，グローバル化した市場のなかで行

動しているからだ（フォーカス G 参照）注 67．

　研究大学も公的に支持されている科学について

過少使用となっている．しかし，公的資金にかか

わる競争的資金供与メカニズムのおかげで，農業

R&D に関して大学の役割が高まっている国もな

かにはある．例えば，ブラジル，チリ，エクアド

ル，メキシコでは，農業 R&D 向け競争的補助金

の 30-50％は大学に与えられている注 68．さらに，

大学は次世代の科学者を育成する．特に農業ベー

ス諸国では，大学システムに残存している弱点に

取り組むためには，包括的な農業科学政策が必要

とされている（フォーカス G 参照）．

　公的 R&D 機関に対する投資は重要であるが，

公共部門だけで実施することは不可能である．科

学主導で線形型の研究からエクステンションへ，

エクステンションから農民へというアプローチ

（公的研究システムが技術を開発し，それが公的

なエクステンション・システムを通じて農民に普

及する）になっている状況下では，うまく機能し

た例がある（緑の革命）．しかし，特に高付加価

値作物を中心に，現在のように変化が速い市場の

需要への対応ということでは，あまりうまく機能

しないだろう．また，サハラ以南アフリカの雨水

農業地帯のように，多彩な環境下では不適切であ

ろう．技術革新の開発と採用を確実にするために

は，もっと包括的なアプローチが必要とされる．

　R&D の効率性と有効性を改善するためには，

革新システムの枠組みのなかで多種多様な関係者

を巻き込んだ集団行動やパートナーシップが重要

になってきている．そのような枠組みは革新につ

いては複数の源泉があり，両方通行の相互作用を

行っている関係者が技術の開発者やユーザーとし

て複数いるということを認識したものである．そ

のようなシステムには次のような多くの利点があ

る．知的財産，遺伝子資源，研究手段など補完的

な資産をプールすることができる．規模や範囲の

経済が得られる．民間の投入物販売業者との取り

決めを通じて技術移転を円滑にできる．統合的な

バリュー・チェーンを促進できる．また，技術や

商品特性について，消費者や農民の要求を表現す

るメカニズムを育成することができる．

ボックス　7.5 ガーナにおける長期的な能力開発

　ガーナの穀物開発プロジェクトは，食料生産のために国家
的な研究とエクテンションを強化するという長期的な援助国
の支援策のなかで，アフリカでは数少ない成功物語の 1 つ
である．ガーナは 1 人当たりの食料生産の増加が持続して
いる数少ない諸国の 1 つでもある．プロジェクトが主に焦
点を当てているのは，トウモロコシとササゲの生産をガーナ
の各農業生態地帯にうまく適合した品種と管理慣行を通じて
増加させることである．とりわけ顕著な特徴として，約 50
人の科学者に大学院レベルの訓練を施しているが，ほぼ全員
がプロジェクトに復帰している．
　トウモロコシの年間生産量はプロジェクトが開始された
1979 年の 38 万トンから，それが終了した 98 年の 100 万ト
ン以上にまで急増した．その収量はヘクタール当たり 1.1 ト
ンから 1.5 トンへと 40％の増加を示している．

　プロジェクトのボトムアップ型のアプローチでは，あらゆ
る研究段階で農民の意見が集約されて，この技術の社会経済
的な評価に盛り込まれている．笹川グローバル 2000 という
NGO が支援する大規模なエクステンション・プログラムに
よって補完されたおかげで，ガーナの全トウモロコシ生産者
の半数以上が 1998 年までには，改良された品種，肥料，作
づけ方法を採用している．しかし，肥料補助金が撤廃される
と肥料の使用は 25%にまで低下しており，アプローチの持
続可能性には疑問が生じている．女性農民による肥料の採用
は 39%と男性の 59%を大幅に下回っている．これは資産や
サービスへのアクセスに関する相違と，なかでもエクステン
ションにおける偏見を反映したものである．

出 所：Canadian International Development Agency（2006 年 中 の 個 人 的
な交信）; Morris, Tripp, and Dankyi 1999．
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規模の経済のためのグローバルおよび地域
的なパートナーシップ
　現代の研究の多くは固定費が高いため，R&D

には規模の経済が必要とされる．このためある種

の研究に関しては，中小規模の諸国や研究機関は

不利な立場におかれる．応用研究を除くと，農業

R&D について効率的な規模を達成するにはあま

りにも小さすぎる途上国が多い．農業科学におけ

るグローバルな効率性と多数の中小国にとっての

チャレンジは，多国間ベースで研究を組織し，資

金調達するための制度を開発することである注 69．

　CGIAR は，貧困層にとって有益な国際公共財

を生産することによって，そのような波及効果

を円滑化するために創設された．64 の資金提供

者と 15 の国際的研究センターと協働している

CGIAR の集団行動は，農業に関するグローバル

な成功物語の 1 つである．CGIAR のシステムと

いうのは中小の農業ベース諸国が R&D コストを

まかなうためだけでなく，先進国が利益にあずか

るためにも決定的に重要な存在といえる．今後の

成功いかんは，コアな資金調達の増加と優先順位

の明確化に左右されるだろう（第 11 章）．

　R&D における国際協力は CGIAR 以外にもたく

さんある．ブラジル，中国，インドなどダイナ

ミックな R&D 体制をもった大国の能力が拡大し

ていることを考えると，他の途上国はわずかな資

金拠出で利用可能となる南南協力の資源を過少使

用していることが明確である．途上国どうしで協

調的取り決めを新たに締結すれば，それが可能に

なるだろう．FONTAGRO というラテンアメリカ・

カリブの農業技術地域基金はその 1 例である．

13 カ国による共同事業体として 1998 年に設立

された FONTAGRO は，競争によって地域の研究

機関に補助金を配分し，事前に設定された優先的

な研究課題について規模と範囲の経済を達成して

いる注 70．アフリカ全体の農業研究フォーラムや，

アフリカ内の地域的な協会でも同様のアプローチ

が採用されている．ラテンアメリカ灌漑稲作基金

は 13 カ国の公的部門，民間部門，生産者組織が

会員になっており，地域のコメ改良研究をファイ

ナンスしている．

官民パートナーシップ
　途上国の R&D における公的システムの優位性

と，R&D やバリュー・チェーンの発展にかかわ

る民間部門のグローバルな役割を考えると，官民

パートナーシップ（PPP）は大きな潜在性をもっ

ており，実際にも輩出しつつある．

小自作農がバイオテクノロジーを利用できるように．

　民間部門が商業的な関心をほとんどもっていな

い分野で，あるタイプの PPP がバイオテクノロ

ジーの成果を途上国の小自作農向けに利用可能に

している．バイオテクノロジーのパートナーシッ

プは保有資産を反映した複雑な取り決めを通じ

て，グローバルな関係者と地方の関係者を結びつ

けることができる（表 7.2）．CGIAR はそのよう

なパートナーシップを 14 件も締結している注 71．

研究所 /企業 科学・知識資産 その他資産

多国籍研究企業（生命科学企業） 遺伝子，遺伝子構造，関連情報資源
バイテクノロジー研究能力

国際的な市場や販売のネットワークへのアクセス

国際資本市場へのアクセス

市場規模の経済

IPR スキル

国際農業研究センター（CGIAR） 生殖質採取と情報資源

通常の品種改良プログラムとインフラ

応用 / 適応研究能力

地域的 / グローバルな研究ネットワークへのア
クセス

二国間 / 多国間援助資金へのアクセス

誠実さに関する総じて強固な評判

中小国の国立農業研究所 地方 / 国の知識と材料

通常の品種改良プログラムとインフラ

応用 / 適応研究能力

種子配給と普及のプログラムおよびインフラ

誠実さに関する総じて強固な評判

地方企業 地方 / 国の知識と材料

応用 / 適応研究能力

種子配給と販売のインフラ

表7.2　農業バイオテクノロジー研究に関する公的および民間部門の資産

出所：Byerlee and Fischer 2002; Spielman and von Grebmer 2004 に基づく翻案．
注：単純化のため，グローバルな研究体制のなかで先進的な研究機関やその他のプレーヤーは本表から除外した．
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なかにはゲイツ財団など新しい博愛主義者や，民

間のバイオテクノロジー会社と関係がある財団

（シンゲンタ財団）の台頭を反映したパートナー

シップもある．これらは民間部門に対して新たな

資金源と研究設備・技術へのアクセスを提供して

いる．

　このタイプの PPP は有望であるにもかかわら

ず，成果が出るのが遅いという状況がある．そ

の原因としては，次のようなことが指摘されてい

る．知的財産権に関する合意を交渉するコストが

高い（ボックス 7.6），資産状況と交渉段階に関

する情報が非対称的である，官民の文化が衝突す

る，相互信頼が欠如しているため関係者間の調整

が失敗する注 72．

バリュー・チェーンのなかで革新．　2 番目のタ

イプのパートナーシップは，高付加価値品の新し

い市場やサプライ・チェーンの台頭に刺激を受け

たものである．そのようなチェーンにおける革新

は，地方の R&D に対する依存度が低い可能性が

ある．多くの高付加価値作物にかかわる技術は，

伝統的な主食と比べて場所の固有性が低いからで

ある（例えば，温室による園芸や小屋型の酪農）．

ダイナミックな革新システムは，民間企業，農

民，加工業者，規制機関，パートナーシップで運

営されている公的 R&D 機関，ネットワークまた

は共同事業体で構成される．

　政策当局は革新にインセティブを提供すれば，

このような PPP を促進することができる．通常

は民間関係者（農民，加工業者，その他農業関連

企業）とパートナーシップを結んで，R&D と革

新をテストするための実験の両方を共同でファ

イナンスする競争的基金を通じる形になってい

る．インドの国家農業革新プロジェクトはこのア

プローチによって，1 件当たり約 500 万ドルの

コストをかけて，バイオ燃料や家畜など約 15 の

バリュー・チェーンを支援することになってい

る．特定のバリュー・チェーンについて調整機関

ないし参加者の共同体を公式化すれば，調整もバ

リュー・チェーンにそって円滑に行うことが可能

であろう．

R&Dを農民や市場に対して感応的に
　農民組織との正式な R&D パートナーシップは，

農民の声を意思決定に反映させることによって革

新の需要を高めることを目的としている．この種

ボックス　7.6 貧困層に近代科学へのアクセスを提供する IPR の選択肢

　先進国で知的財産として（官民両部門によって）保護され
ている道具や技術のシェアが増大していることから，それを
貧しい人々の利益のために活用することが重大なチャレンジ
となっている．
　多くの諸国にとって，遺伝子や道具が金持ち国で保護され
ていることは問題ではない．というのは，IPR は特許権ある
いは植物新品種に権利を付与した国においてのみ有効だから
である（その遺伝子ないし道具から派生した製品が IPR を所
有している国に輸出されない限り）．多数の中小国や最貧国
は民間企業にとって商業的に魅力のない市場であるから，そ
ういった市場で取得された特許はほとんどない．各国はもし
物理的に入手することができるのであれば（望ましい遺伝子
をもった種子を入手することによって），特定の遺伝子や道
具の使用を一方的に決断するだろう．
　途上国世界で小自作農の利益のために独自科学を取得す
る，あるいは少なくともそうするための取引コストを削減す
るための革新的なアプローチとしては以下がある．

市場の細分化と人道的許可．これは多くの技術は民間企
業にとって魅力的な市場ではないものの，貧しい農民の
利益になる可能性がある．強化ビタミン A を含んだ「ゴー

•

ルデン・ライス」が好例だ．年間所得 1 万ドル未満の途
上国で農民向けに人道的な使用がなされる場合について，
特許の交渉が行われた．
農業のための公的知的財産権資源．これは公共部門で知
的財産の共有を奨励し，途上国における人道的な使用に
関して許可を提供する公的 R&D 機関の共同体である．
開かれた社会のための生物学的情報．これは遺伝子組み
換え方法など重要な技術に関して，協調的な「オープン・
ソース」の開発を奨励するもので，そのような技術は途
上国向けに自由に入手可能とされる．また，これは知的
財産取得にかかわる取引コストを削減するために，IPR 担
当部のデータベースに関する交換所としても機能する．
アフリカ農業技術財団．これはアフリカの小自作農のた
めに，ケース・バイ・ケースで，人道的見地に立って，
知的財産の取得を仲介している．同財団は CIMMYT，ケ
ニア農業研究所，BASF（民間の農薬メーカー），有機資源
管理農業技術フォーラム，種子会社，NGO のパートナー
シップを仲介して，ストリガを殺すトウモロコシ除草薬
の技術をケニアの小自作農が入手できるようにしている．

•

•

•

出所：African Agricultural Technology Foundation (AATF) 2004; Wright and 
Pardey 2006．
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の集団行動によって，制約を発見し，土着の知識

をプールし，技術的な需要を集約することができ

る．このようなパートナーシップは応用研究，実

験，普及などの規模を拡大し，新技術のための投

入物，市場，ファイアンスへのアクセスを円滑に

することができる．

　農民組織（第 6 章）はこのようなパートナー

シップに強い関心を示している．あるアプローチ

では，研究機関の理事会に正式に参加してもらっ

て農民のエンパワーをはかっている．しかし，こ

れが成果を生むのはシステムが分権化されてい

て，農民に財源配分に関して支配的な発言権があ

る場合に限られる．メキシコでは，農民に研究の

プロジェクトやプログラムを承認する権限が付与

されている（ボックス 7.7）．

　R&D について大きなシェアをファイナンスする

場合，農民はさらに大きな影響力をもつ必要があ

ろう．このアプローチでもっとも有名な事例では，

綿花やコーヒーなどの商業的作物に対して課徴金

が導入され，それが作物別の生産者組織によって

統治されたのである（例えば，タンザニアにおけ

る紅茶の研究やコロンビアにおけるコーヒーの研

究）．先進国で広く採用されているこのような課

徴金で，過少投資を解決し，研究の需要感応度や

有効性を改善できる可能性があるにもかかわら

ず，途上国ではあまり活用されていない注 74．ほ

とんどの場合，課徴金は作物の産出価格の 0.5％

以下にとどまっている．オーストラリアやウルグ

アイのように注 75，公的資金でマッチングをはか

れば，途上国でも研究の集中度を高めることが可

能であろう．課徴金が実施不可能な場合でも注 76，

援助国や各国政府は特に応用研究向けを中心に，

農民組織を通じて資金供与を行うことができる．

マリでは，地域使用者委員会が応用研究向けの資

金を管理している．

　農民組織をバリュー・チェーンや PPP と組み

合わせて，市場需要を集約しているパートナー

シップがもっとも成功している（ボックス 7.8）．

このようなパートナーシップでは，共同ファイナ

ンス向けの資金流入が増加している．セネガルで

は，民間の開発関係者とのパートナーシップで実

施される研究をファイナンスする国家農業研究基

金の場で，農民組織が強力な意思決定権限をもっ

ている．

　農民組織を技術革新のなかに取り込むに当たっ

ての大きなチャレンジは，その指導者が教育水準

と社会的地位の面で，科学者や技術アドバイザー

と比べて不利な立場にある点だ．このギャップは

貧困層，限界的なグループ，女性についてはさら

に大きい．農民リーダーがメンバーの利害を公平

に代表するよう弱いメンバーをエンパワーするた

めには，対象をしぼった能力構築と資金供与が必

要とされる．

既存技術をうまく使う：エクステンショ
ンと ICT革新

　ほとんどの小自作農システムには生産性と収

益性の点で，経済的に達成可能な水準との比較で

大きな格差があるということについては一般的な

合意がある（第 2 章）注 77．投入物や信用へのア

クセス欠如とリスク負担能力の不足が一因である

（第 6 章）．しかし，重大な理由は情報とスキル

に関するギャップであり，それが既存技術や管理

慣行の採用を制約し，採用された時でも技術的な

ボックス　7.7 メキシコの農民は PRODUCE という
財団を通じて研究をリード

　メキシコでは農民主導の NGO である PRODUCE という財
団が 1996 年に創設され

注 73
，財政難で悩む国立の農業研究

所に対する追加的な資金供与をアレンジし，生産者に資金
供与にかかわる役割と農業 R&D 重視の視点を啓蒙している．
同財団は各州が研究プロジェクトの優先順位を設定・承認
し，共同ファイナンスするのを後押ししている．
　1998 年に 32 の財団（各州に 1 つ）はメキシコの農業革
新システムのなかで鍵を握るプレーヤーになるために，全
国的な調整を担当する部署を設置した．財団は今では農業
R&D の陳情に成功を収めている．財団は科学技術全国評議
会とはもちろん，研究所や教育機関と正式な関係をもってい
る．信託基金も運営しており，それには政府と生産者の資金
をマッチングさせるメカニズムがある．
　しかし，財団は商業的農民の領域である．小規模農家を取
り込む試みは失敗している．個々の農民とのやり取りには高
い取引コストがかかることや，PRODUCE の主目的である商
業的農業を指向する小規模生産者を発見するのは困難なこと
が原因である．

出所：Ekboir 他 2006．
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効率性を低下させているのである．したがって，

最近強調されているのは，このようなギャップを

削減するために需要主導型エクステンションや新

しい通信情報技術（ICT）を採用するアプローチ

である．

エクステンションにかかわる新しい需要主
導型アプローチ
　農業エクステンションは農民がどうやって生産

性を引き上げ，所得を増やし，お互いに，また農

業関連企業や農業研究所と協力したらいいかを

学習するのを支援する．したがって，エクステン

ション・プログラムは技術的な慣行を処方するこ

と（デリバリー・モデル）から，既存の技術的お

よび経済的な機会を見出し活用できるように，農

村の人々の能力を構築すること（エンパワメン

ト・モデル）に焦点がシフトしつつある．エクス

テンションがそのような広範囲にわたる役割を果

たすためには，農民を動員し，市場情報を収集

し，農場および非農場の業務を管理するスキルの

構築について，エクステンション担当者を訓練し

なければならない（フォーカス G 参照）．

　エクステンションは公共サービスが支配してい

る．途上国のほとんどでは，公共支出のうちエク

ステンション向けが農業研究向けを凌駕してい

る．しかし，公的ファイナンスや公的提供は次の

ようなきわめて大きな問題に直面している．公務

員が顧客に対して説明責任を果たすべきインセン

ティブがない，エクステンションやより一般的に

は農業に対する政治的コミットメントが弱い，エ

クステンション担当者が適切な新しい技術やその

他の動向に通じていない，多くの諸国では財政の

持続可能性がまったく欠けている，効果に関する

証拠が薄弱であるなど．

　公的なエクステンションを「直す」のにもっと

も影響力のある努力は，エクステンションを組織

するための訓練・訪問（T&V）モデルであった．

世界銀行は 1975-95 年に 70 カ国以上でこれを

推進した．T&V アプローチはエクステンション・

システムのパフォーマンス改善を目的として，マ

ネジメントを強化し，通常は個別のエクステン

ション・メッセージを作成した．しかし，T&V

制度は特に財政の持続可能性と本当の説明責任と

いう他の弱点を悪化させた．その結果，導入され

た構造は広範囲にわたって崩壊した注 78．

中央集権から分権へ．　1990 年代には多数の政

府が中央集権システムから離れて，エクステン

ション提供の責任を地方政府に移管したが，政府

の分権化という幅広い努力に合わせて，そのファ

イナンスを移管した事例もある（第 11 章）．期

待された利点は，地方情報へのアクセスが改善す

ることと，集団行動のために社会資本を動員する

のが容易になるということであった．また，説明

ボックス　7.8 貧しい農民の作物に価値を付加：コロンビアとガーナのキャッサバ

　伝統的には貧困層の自給自足作物とみられていたキャッサ
バが，コロンビアやガーナを初めとする多数の諸国におい
て，農業バリュー・チェーンのなかで戦略的なリンクとし
て台頭しつつある．農民の官民合同パートナーシップがバ
リュー・チェーンにそった調整の強化を通じて，この転換を
促進している．また，新しい商品や市場という大きな流れの
なかで，R&D と競争力を強化するという視点も貢献要因に
なっている．
　ガーナでは，「工業品としてのキャッサバの持続可能な生
産プロジェクト」によって，特に女性を中心とした農民を，
穀粉，焼き料理の素材，合板用接着剤などキャッサバ製品の
新しい市場と結びつけるシステムが創設された．地元の食料
研究所と工業用ユーザーが協力して，100 人以上の利害関係
者を農村部におけるキャッサバの生産と乾燥，中央施設にお
ける粉砕・製粉，工業用加工業者への販売というバリュー・
チェーンに組織化した．

　一方，コロンビアでは，国際熱帯農業センターが初期にお
けるキャッサバ研究として，動物飼料産業向けの乾燥キャッ
サバ・チップの製造をテーマに設定した．これを受けて，
1980-93 年の間に 101 の協同組合と 37 の民間加工工場が設
立された．このような施設は 1993 年になると，3 万 5,000
トンの乾燥キャッサバを産出した．これは 620 万ドルに相
当するものと推定される．
　2004 年以降，農業・農村開発省はさらに革新を刺激し，
バリュー・チェーンの競争力を維持するため，R&D プロジェ
クトの競争入札にキャッサバを含めると明示している．栄養
価の高い高額のクローン，奇抜な澱粉転換物，砂糖類似の
キャッサバなどが発明され，それぞれ動物用飼料，糊，エタ
ノールといった各産業のバリュー・チェーンのなかに組み込
まれている．

出所：World Bank 2006h．
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責任も改善するだろう．エクステンション担当者

が地方関係者の指揮下に入る，あるいは地方政府

の従業員になるからだ．地方政府は（民主的に

選出されていれば）サービスについて肯定的な

フィードバックを，顧客である有権者から受け取

ることに熱心になる．これらはエクステンション

を分権化するのに十分な理由ではあるが，地方の

政治的な支配に加えて，分権化にかかわる一般的

な困難性が，より効果的な助言サービス提供の改

善を遅らせたこともある注 79．

　有望なもう１つの要素は農民を分権化された統

治に関与させることだ．これは採用が増加して

いる．インドの農業技術管理庁（ATMA）とケニ

アの国家農業家畜プログラムはともに 2000 年以

降，エクステンション・サービスの立案と優先順

位の設定について，国・地区・小地区の各レベル

で利害関係者のフォーラムを設立している．両国

とも特定の作物や家畜にかかわる作業を軸とした

農民の利益グループ，農民どうしによる学習や知

識共有，民間部門との販売パートナーシップなど

を奨励している．第 1 段階の評価は好意的であっ

た．ほとんどの ATMA 地区では農民所得が 25%

上昇したと推定されている．これは近隣地域の

5%を大きく上回っている．これを受けて，2 つ

のプログラムは国家レベルに規模が拡大されつつ

ある．また，タンザニアを初めとするその他の多

くの諸国でも，同じようなイニシアティブが進行

中である注 80．

官民を混合．　他の新しいアプローチでは，多く

のエクステンション・サービスには私的財の属性

があることを認めている．大学教授や卸売業者が

契約に基づいて，高付加価値の作物や家畜を生産

している農民向けに技術的なアドバイスを提供し

ている（第 5 章）．官民が混ざった制度では，エ

クステンション・サービスを外部委託するに当

たって，農民組織，NGO，公的機関などが巻き

込まれている．現在では「最善慣行」ないし「1

つのサイズで全員に合う」という形から，特定の

社会や市場の状況に「もっともよく合う」アプ

ローチへのシフトを反映して，多種多様なアプ

ローチが並存してみられる．例えば，公的ファ

イナンスに基づきながら，地方政府，民間部門，

NGO，生産者組織が関与するエクステンション・

サービスならば，自給自足指向型の農民にとって

最適であろう（表 7.3）．農業の商業化が進展し

ているなか，一部サービスについては完全な民営

化さえ含むさまざまな形の共同ファイアンスが適

切である．農業革新システテムをより需要牽引型

にするこのような努力のなかで，女性の要求をど

うやって取り込むかという点に注意を払う必要が

ある．女性が抱えている時間制約（農民組織に参

加するための）の問題に対応し，サービス提供の

有効性を高めるためには，助言サービス担当に女

サービスのファイナンス源

サービス提供者 公共部門 農民 民間企業 NGO 生産者組織（PO）

公共部門 分権化された公的部
門助言サービス

手数料ベースのサー
ビス

.. NGO が 公 的 エ ク ス
テンション・サービ
スからスタッフを契
約雇用

PO が公的エクステ
ンション・サービス
からスタッフを契約
雇用

民間企業 サービス提供者との
公的資金による契約

手数料ベースのサー
ビスあるいは投入物
デ ィ ー ラ ー に よ る
サービス

投入物販売あるいは
作物の販売に伴う情
報

.. PO が民間サービス
提供者からスタッフ
を契約雇用

NGO サービス提供者との
公的資金による契約

手数料ベースのサー
ビス

.. NGO が ス タ ッ フ を
採用しサービスを提
供

..

生産者組織 農民組織が管理する
公的資金

.. .. .. PO が エ ク ス テ ン
ション・スタッフを
採用して会員にサー
ビスを提供

表7.3　農業助言サービスの提供およびファイナンス方法

出所：Birmer 他 2006．
.. は事実上無視可能．
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性を雇用することが必要であろう注 81．

　研究開発の場合と同じく，需要を喚起すること

がエクステンション成功の一因となっている．管

理は地方政府ではなく，農民や農業関連業界の責

任になっている．エクステンションはそれでも公

的資金でまかなわれているが，資金配分に支配的

な利害関係をもっている農民組織を通じて流れる

形になっている（図 7.3）．その農民組織はエク

ステンション・サービスを民間提供者や NGO に

外部委託することもある．ウガンダの全国農業助

言サービスがその実例であり，農民によってう

まく機能していると評価されている注 82．もう

1 つのアプローチは民間企業と国営のエクステン

ション制度が共同で資金を提供して，助言サービ

スを提供することである．インドのマディヤ・プ

ラデシュ州では，特に農薬投入物に関してこの動

きがみられる注 83．

農民から農民へ．　エクステンションの方法も多

様化しており，農民から農民へのエクステンショ

ンも出てきている．農民の間の非公式なネット

ワークは，従来から情報や種子を交換する強力な

チャンネルであった．いくつかのプログラムはそ

のようなネットワークを知識共有や学習のために

公式化して，お互いに結びつけている．ニカラグ

アの Programa Campesino a Campesino やタンザ

ニアの Mviwata というネットワークは，農民か

ら農民へのアプローチによって全国をカバーする

ようになっている注 84．

　これと関連したアプローチとして「農民農場

学校」（FFS）がある．これはもともとアジアで，

灌漑稲作農家に統合害虫管理を導入するために導

入されたものである．学校は約 80 カ国でしばし

ば実験ベースで導入されており，範囲は他のタイ

プの技術にまで拡大されてきている注 85．インパ

クト評価はまだ数が限られているが，このアプ

ローチには新しい技術的な選択肢に関する農民の

知識を著しく改善する効果があるとされている．

しかし，学校はサービス提供について期待された

費用効果性を証明するには至っていない注 86．統

合された害虫管理などに対する複雑な管理に関係

のある情報は，改良品種の種子に関する情報と同

じように，農民から農民へと簡単には伝達できな

いことが一因であろう．また，取得した管理スキ

ルの成果は長期にわたって観察する必要性もあろ

う．

課題に戻る．　農業のエクステンション・サービ

スは一時期軽視されていたが，今や開発課題の 1

つに加えられており，新たに台頭してきている制

度的な革新は興奮を呼んでいる．必要なエクステ

ンション・サービスを世界中の特に最貧の小自作

農に届けるためには，今後やるべきことがたくさ

ん残っているのは明らかである．途上国の多彩な

状況で何がうまく機能するのかを理解するのは，

もちろん依然としてチャレンジである．このよう

な再び台頭してきている勢いをうまく活用するた

めには，もっと評価，学習，知識共有を増やすこ

とが必要である．

農場レベルでの新しい ICT手段
　ICT のコストが低下したおかげで，途上国の農

農民

エクステンション機関

サービス

農業省

説明責任 資金

農業省

農民組織

エクステンション機関

サービス

説明責任

説明責任

資金

資
     金

図7.3　エクステンション・サービスのファイナンス：伝統的方法と新しい方法

出所：Chipeta 2006．
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民や農村の人々の情報へのアクセスが大幅に増加

している．中国では，今や固定電話のある村落

が 83％，携帯電話は 56％に達している．インド

では，それぞれ 77％と 19％となっている．イン

ドでは携帯電話の普及が猛スピードで拡大してい

る．ノキアは 2006 年のある 1 日で，40 万台以

上の携帯電話機を販売し，新規加入申し込みは多

くの農村部で毎月平均 600 万件のペースとなっ

ている．

　アフリカでは，携帯電話は人口の 60％をカ

バーするネットワークになっており，所有して

いる人は人口の約 9％になっている．ウガンダ

では，コミュニティの 80％が携帯電話でカバー

されており，家計の 5％が携帯電話を所有して

いる注 87．カバレッジが広く，個々人の携帯電話

保有を上回っていることから，特に生鮮食物を中

心に販売コストを引き下げ，価格を引き上げる

という形で，農民の市場参加を促進している注 88．

ケニア農産物取引所とサファリコム社が低コスト

のショート・メッセージ・サービス（SMS）のプ

ロバイダーを通じて，信頼性のある生きた価格情

報を収集・配信している．

　農民は広範な情報源からエクステンション・ア

ドバイスを入手するためにも ICT を活用してい

る．しかし，需要主導型のサービスを開発するに

は時間がかかる．インドでは民間運営者と NGO

が何千人という農民をカバーしており，迅速な

規模拡大が進行中である（ボックス 7.9）．コン

ピュータが今や携帯電話網を通じて接続されつつ

あり，情報の範囲を著しく広げている．間もな

く投入される「100 ドルのラップトップ」は ICT

のいっそう大きな役割の先駆けになる可能性があ

ろう注 89．

　農村部で ICT アクセスを改善しようという政策

は，インフラと同じくらいコンテンツと教育に関

心を払う必要がある．教育は電気，道路，適切な

ビジネス・モデルなどとともに，農業生産におけ

る ICT の収益率に影響する重要な要因の 1 つであ

る注 90．地方におけるコンテンツ制作は，農民に

感応的なエクステンション・サービスを提供する

ための制度的な革新と連動させる必要がある．

前進する
　科学技術の革新は開発のための農業という課

題が，4 つの面で成功するのに決定的に重要であ

る．第 1 に，グローバル・レベルでは，科学は

資源の希少化やエネルギーコストの高騰という状

況下で，増加を続けている農作物需要を満たすの

にますます重要になるだろう．第 2 に，すべて

の諸国において，科学や革新は対内外的な市場競

争力を維持するために重要である．第 3 に，恵

まれた地域と恵まれない地域の両方における貧困

に対処できるという科学の潜在力は，まだフル活

用されていない．技術を農民の間で増大している

多様性と農民男女の多種多様なニーズに適合させ

ることが，科学技術上のチャレンジとして残って

いる．第 4 に，科学は気候変動を緩和し，より

一般的には環境問題に取り組むという適応にとっ

ボックス　7.9 民間の農業関連企業と NGO：インドの農民向け ICT 提供ではリーダー

　インドの民間企業と NGO は農民向けの情報提供では世界
的なリーダーである．これはインドが ICT について世界的な
リーダーとして流星のような台頭をみせている一端を示すも
のである．e- チョウパルは（第 5 章）今や市場価格だけで
なく，天候や農業技術に関する情報を現地の言語で提供して
いる．
　MS スワミナサン研究財団は 1997 年に，ポンディシェリー

（連邦直轄地）内に知識センターを設立した．各村にあるセ
ンターはインド宇宙研究機関の支援を得て，衛星によってビ
ラヌールにあるハブに接続されている．センターを管理して
いるのは自助グループの女性たちである．同グループはキ
ノコやバイオ殺虫剤などの生産をする小企業を新規設立する
ためにマイクロ・クレジットや訓練を享受している．自助グ

ループはセンターのコンピュータを使って帳簿を管理し，業
務の調整をはかっている．また，他の村との連携にはビデオ
を使っている．
　農民はセンターを使ってハブが開発した技術的な情報の
データベースにアクセスすることができる．その際には，地
元農業機関の専門家から現地の言葉で助けが得られる．例え
ば，酪農家は一部のセンターで，地元の獣医大学が開発した
タッチスクリーン型コンピュータ用の応用ソフトを使って，
訓練を受けている．80 を超えるパートナー組織の連合体が
この考え方のインド全域への普及に努めている．

出所：M. S. Swaminathan Research Foundation (MASRF) 2005．
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て決定的に重要であろう．

　現行の R&D 政策では，多くの途上国は今後何

十年間も農業技術の孤児として取り残される可能

性が大きい．したがって，途上国世界全体を通じ

て，農業 R&D への資金供与を拡大する必要性が

あるという点は，いくら強調しても誇張にならな

い．投資を増加しなければ，多くの諸国はよそで

開発された新しい知識や技術を適合させ，競争力

を維持する能力の面で，地歩を失い続けることに

なるだろう．もっとも緊急を要するのは，サハラ

以南アフリカにおいて，農業 R&D やもっと一般

的な知識システムに対する資金供与の停滞を逆転

させることである．この逆転は国家的なリーダー

シップと資金供与によって主導されなければなら

ないが，地域や国際的な組織が支援を増額ないし

維持することが必要不可欠である．

　農業ベース諸国やその他の恵まれない地域に

R&D の恩恵を拡大していく点で進歩が継続する

か否かは，このような環境下で作物，土壌，水，

家畜に関する管理を改善し，持続可能性と強靭性

のある農業システムを開発する研究に依存してい

る．このような技術革新は往々にして場所固有で

あるため，投入物や産出物の市場，金融サービ

ス，農民組織を基盤が幅広い生産性向上のため

に，確実に整備してくれるような制度革新と組み

合わせなければならない．

　R&D 支出の低さは問題の一部にすぎない．多

くの公的研究機関は深刻な制度的制約に直面し

ており，有効性，したがって資金調達能力が阻害

されている．抜本的な改革が必要である．同様

に，旧式の農業エクステンションは資金調達と提

供に関して，複数の関係者を巻き込みながら，多

種多様な新しいアプローチに道を譲りつつある．

高付加価値市場の台頭を受けて，民間部門ではバ

リュー・チェーンにそって，公共部門・民間部

門・農民・市民社会組織の相互協力を盛り込んだ

改革を推進する新しい機会が生まれてきている．

今必要とされているのは，何がどんな状況下でう

まく機能するのかを理解した上で，出現してくる

成功事例の規模を拡大することだ．
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Bt綿花の急速な普及
　途上国の農民は 1996 年以降 GMO を採用している．こ

れはだいたいが先進国における民間の R&D からの波及効

果である．しかし，その使用は特定の作物（家畜飼料用の

大豆やトウモロコシと綿花），形質（害虫抵抗性や雑草耐

性），商業的農業を行っている諸国（アルゼンチンとブラ

ジル）に限定されている．小自作農が広く採用している唯

一の GMO は害虫抵抗性のための Bt 綿花である．2006 年

現在，主に中国とインドで推定 920 万人の農民が Bt 綿花

を 730 万ヘクタールに作づけしている
注 1

．

　中国とインドにおける Bt 綿花の急速な普及は，ほとん

どの農民にとって収益性が高いということを証明してい

る．農場レベルで入手可能な研究によれば，総じて Bt 綿

花の採用で収益が増加することが支持されており，殺虫剤

の使用減少を通じて環境と健康にも大きな利益をもたらす

ことが裏づけられている．しかし，インパクトは年や，制

度的な環境，農業生態地域ごとにバラツキがある
注 2

．一

部の研究によると，中国の農民の純所得は殺虫剤の散布が

3 分の 1 に減少したことが主因で，1 ヘクタール当たり

470 ドル（340％）の増加を記録した（表 E.1）
注 3

．しか

し，別の推計では，殺虫剤使用量の減少と利益に関する地

域的なバラツキはずっと小さいとされている
注 4

．総合す

ると，中国は生産性，農場所得，公平性の観点で成功例の

代表である．中国で Bt 綿花の迅速かつ広範な普及を後押

ししたのは，種子コストの低さである．これは Bt 綿花品

種が公的に開発されたことと分権化された品種改良だった

おかげで，Bt の形質を地元の適応品種に移転することが

できたためである
注 5

．

　同様に，Bt 綿花を栽培するインドの農民も殺虫剤の使

用が減る一方，収量の著増を経験した
注 6

．おまけに収量

の安定という追加的な利益も享受している
注 7

．Bt 綿花は

グジャラート，マハラシュトラ，カルナタカ，タミール・

ナドゥの各州では採用が早く成功したが，アンドハラ・プ

ラデシュ州の農民は当初は大損失をこうむった．これは適

応が不十分な品種が使われたことが原因であった
注 8

．

食用作物では普及が遅い
　途上国の小自作農の間では食用 GMO は広く採用され

ていない．南アフリカ（中心は大規模農家）は 2001 年

以降，Bt 白色トウモロコシ（人間の消費用）を生産して

フォーカス　E 遺伝子組み換え作物の利益を貧困層のために
確保する

　遺伝形質転換体あるいは遺伝子組み換え作物（GMO）は，遺伝子を通常は野生種あるいはバクテリアから作物に
移転した結果できあがったものである．2006 年現在，22 カ国の農民は遺伝子組み換え作物の種子を約 1 億ヘクター
ルと，世界全体で約 8％に相当する農耕地に植えつけている（図 E.1）．GMO の採用は商業的農業ではハイペース
であり，小自作農システムの生産性を改善し，途上国の貧しい消費者に栄養価の高い食料を提供する大きな潜在性
をもっている．しかし，GMO がもっている環境，食の安全，社会面におけるリスクは議論があり，ケース・バイ・
ケースでリスクや利益を評価するためには，世論の信頼が得られる透明で対費用効果のよい規制体制が必要である．

図E.1　GMOの採用はアフリカとヨーロッパaを除くほとんどの地域で増加傾向にある a

アジア
ラテンアメリカ
アメリカ・カナダ・オーストラリア

アルゼンチン

アフリカ

出所：James 2006．
a．ヨーロッパの GMO 作づけ面積は，ルーマニアとスペインを中心に約 20 万ヘクタール．

100 万ヘクタール
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おり，2006 年現在でみると白色トウモロコシ耕地全体の

44％強を占めている
注 9

．フィリピンは GMO の Bt トウモ

ロコシを承認しているが，ほとんどが飼料用である．中

国は公的に開発された GMO 野菜の栽培と使用を認めてい

る．

　食用作物に関しては採用は限定的であるが関心は高く，

第 2 世代作物の波が市場に迫りつつある．遺伝子を組み

換えたコメ，ナス，カラシ，キャッサバ，バナナ，サツマ

イモ，ヒラマメ，ハクチワマメなどの実地試験が複数国で

承認されている．さらに，多数の食料 GMO が途上国の公

的研究機関のパイプラインを通過中である
注 10

．

　このような技術の多くは貧しい生産者や消費者に大きな

利益を約束するものである．世界で重要な主食であるコメ

に関してもっとも重要な特性には，病害虫抵抗性，ビタミ

ン A 多含有（ゴールデン・ライス），塩分・洪水耐性など

がある．中国における Bt コメに関する先進的な実地実験

によれば，収量の増加と殺虫剤使用において 80％の減少

がみられる
注 11

．ゴールデン・ライスの健康効果は大きい

ものと推定される．コメはビタミン A 不足で苦しんでい

る世界中の貧困層の多くにとって主食だからである．イ

ンドでは，ゴールデン・ライスの消費が広がれば，年間

20-140 万の生命年が救われるとみられている
注 12

．これ

は現行のビタミン A 補給プログラムよりも費用効果的で

あろう
注 13

．しかし，このような期待にもかかわらず，

農民にとってコメの GMO 品種が 2000 年までに使用可

能になるという 1990 年代の予測は楽観的にすぎたこ

とが判明している
注 14

．

　アフリカは GMO の利益享受ということではもっとも遅

れている．ソーガムやキャッサバなど現地で重要な作物

は，商業ベースのバイオテクノロジー企業の関心をほとん

ど引かなかったことが一因である
注 15

．GMO は品種改良

プログラムのなかに織り込めば，動物の病気，旱魃，スト

リガ（破滅的な寄生性雑草）などアフリカの手強いいくつ

かの問題が及ぼす悪影響を，ずっと早く削減することがで

きる可能性がある．最近の研究によれば，病気抵抗性遺伝

子組み換えバナナが最貧農民によって採用される可能性が

大きいとされている．病気による損害が大きいという現状

があるからだ
注 16

．

GMOの進歩はなぜ遅いのか？
　GMO 主食作物の開発が遅々としているのは，主に以下

の 5 つの理由による．

貧困層に有益な特性と孤児作物の軽視．　GMO の R&D

投資は民間部門に集中しており，しかも先進国の商業的

な利害が牽引力となっている．民間部門は R&D の利益を

小自作農の主食作物に振り向けることはできないので，こ

の研究は公的部門がリードしなければならない．ところ

が，公的部門は R&D 全般について，なかでもバイオテク

ノロジーに関しては著しく過少投資に陥っている．貧困層

のニーズに対象をしぼった農業研究では世界的なリーダー

である国際農業研究協議グループ（CGIAR）は，予算の約

7％（約 3,500 万ドル）をバイオテクノロジーに支出して

いるが，GMO 向けはそのほんの一部すぎない
注 17

．ブラ

ジル，中国，インドにはバイオテクノロジーに関して大規

模な公的プログラムがあり，合計金額は CGIAR の数倍に

達するだろう
注 18

．しかし，このような数字は民間の 4 大

企業が毎年支出している 15 億ドルとの比較では依然とし

て少ない
注 19

．

リスク．　食の安全性や環境のリスクにかかわる懸念が

残っていることが，多くの諸国で採用が遅れている原因と

なっている．食の安全性に関して現在のところ入手可能な

証拠が，今や市場に出回っている GMO は通常品種と同じ

ように安全だということを示しているにもかかわらず，こ

のような懸念には依然として根強いものがある
注 20

．同様

に，10 年間にわたる商業利用に基づく証拠や経験も，適

切な保護措置を講じていれば，GMO 作物の商業的な耕作

によって対象害虫の抵抗力や環境被害（野生品種への遺

伝子フローなど）が大きくなるという主張を支持してい

表E.1　Bt綿花の経済・環境面での利益

注：数字は各国のなかで重要な綿花生産地域における農場レベルの調査に基づく．
a．FAO 2004a からの援用．
b．Qaim 他 2006．他の最近の研究としては Gandhi and Namboodiri 2006 がある．これは追加収益がもっと大きい（66％）という点を除
き，ほぼ同じ傾向を報告している．
c．Bennett, Morse, and Ismael 2006．他の研究は収量の変動が大きいことを指摘している（Gouse, Kirsten, and Jenkins 2003; Gouse 他 
2005; Hofs, Fok, and Vaissayre 2006）．
－は不明．

アルゼンチン a 中国 a インド b メキシコ a 南アフリカ c

追加収量（％） 33 19 26 11 65

追加利益（％） 31 340 47 12 198

農薬散布減少（回数） 2.4 — 2.7 2.2 —

害虫管理費削減（％） 47 67 73 77 58
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ない
注 21

．実績は良好であるにもかかわらず，環境のリス

クと利益はケース・バイ・ケースで評価する必要がある．

潜在的なリスクを代替技術と比較し，技術を使用する際

の個別の特性や農業生態上の環境を考慮する必要がある．

GMO 技術の受け入れを確保するためには，世論の主観的

なリスク感は科学的な証拠に基づく客観的なリスク評価と

同じくらい重要であろう．

規制能力が弱体．　ほとんどの諸国で，環境や食の安全の

リスクを評価し，GMO の利用を承認する規制機関の能力

が限定的である．規制システムが弱体だと世論の不信をあ

おり，GMO に対する抵抗に火をつける．中国の Bt コメや

インドの Bt ナスでみられるように，すでに広範な実地テ

ストが行われている作物についてさえ承認が遅れている主

因は，規制能力が低いことにある
注 22

．規制能力が弱いと，

いろいろな状況下で GMO 種子の広範な未許可使用が発生

することがある（近年でいえばインドや中国における綿

花，ブラジルにおける大豆）．それはさらに規制体制に対

する世論の信頼を損なうことにつながる．

独自技術へのアクセスが限定的．　知的財産権保護の対象

となり，主として少数の多国籍企業が支配する遺伝子技術

のシェアが増大しているため，具体的な移転契約やライセ

ンスを取得するための取引コストが，このような GMO に

関する公的研究や解禁を遅らせている（第 7 章）．

GMOの貿易が複雑．　一部の諸国は食料援助を含め GMO

食品の輸入が健康に及ぼす影響を懸念している．輸出業者

は海外市場と「GMO なし」ブランドを喪失することを恐

れている．GMO と通常品種を区別した保管や輸送や，輸

入国における GMO の消費に関する許可取得のコストを考

慮しなければならない
注 23

．しかし，GMO の採用が遅い

国や農民は，Bt 綿花などコスト削減効果をもつ GMO が輸

出の大きな諸国で広く採用された場合には，世界市場のな

かで競争力を失うおそれがあろう
注 24

．

今後の方向
　GMO に関する議論のいずれかの側を支持する利益グ

ループの間でみられる現在の世界的な論争やパワープレー

は，不確実性を大いに高め，R&D 投資の熱を冷まし，客

観的な技術評価を阻害し，途上国において採用・使用を邪

魔している
注 25

．仮に GMO の潜在的なリスクと利益が入

手可能な最善の科学的根拠に基づき，しかも世論の主観的

なリスクを考慮した上で，客観的に評価されないのであれ

ば，貧困層に有益な農業開発の課題に貢献する重要なチャ

ンスを逃してしまうだろう．

　GMO を普及させるためには，その解禁と使用を管理す

る専門知識と能力をもった，費用効果的で透明な規制体制

が必要とされる．開かれた情報開示，可能ならラベリン

グ，協議プロセスが，GMO に対する世論の支持を獲得す

るのに決定的に重要であろう．規制能力の強化は必ずしも

リスクについて，厳格な基準を設定するということを意味

するものではない．それどころか，有能な規制当局ならば

承認取得に必要な情報要件を，特性や GMO が導入される

生態系に関する知識に基づいて，食の安全性を確保するの

に適切な水準に抑えることができる．規制の障壁が高けれ

ば，有用な技術へのアクセスを制限ないし遅延することに

よって，社会に高いコストをもたらすことになるだろう．

さらに，障壁が高いと，種子市場における競争を制限し，

農民の選択肢を狭くする．公的研究機関や全国的な種子会

社は規制に合格するための高コストを負担できない可能

性があるからだ（インドの第 1 次 Bt 綿花については推定

100 万ドル超）．

　政策当局は規制基準の策定に当たって，世論の主観的な

リスク感やリスク許容度を配慮しなければならない．これ

は社会によって違っている．実証済みのリスクがなくて

も，慎重なアプローチが望ましく，技術の潜在的なリスク

と利益をより広範な食料や生態系のなかで幅広く評価すべ

きであろう．リスク評価に当たっては，GMO を使用しな

い場合の結末やリスクも考慮すべきであろう
注 26

．例えば，

GMO（ゴールデン・ライス）は栄養改善の強力な手段と

なり得る．生命を救うかもしれないし，旱魃や洪水に対す

る耐性をもつ遺伝子に早く組み換えることによって，農民

が気候変動に適応する手助けになるかもしれない．

　各国や各社会は自分自身のための利益やリスクを評価

し，独自の判断を下さなければならない．国際開発社会と

しては，最近のアフリカ同盟の宣言でみられたように，近

代技術へのアクセスを要求する諸国にいつでも対応できる

準備をしておくべきである
注 27

．貧困層に有益な特性をも

つ安全な GMO の開発については，資金供与の要請に応え

られるよう準備しておかなければならない．そのテストと

解禁にかかわる初期の高コストの負担についても同様であ

る．仮に安全で貧困層にやさしい技術が新しい波をなして

開発され受容されたとすれば，規制コストは急減するだろ

う．
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農業システムを環境的に持続
可能なものにする

　アジアでは緑の革命で穀物生産は 1970-95 年

の間に 2 倍になったが，穀物の作づけ総面積は

わずか 4％の増加にとどまっている注 1．そのよう

な農業の集約化によって世界の食料需要が充足さ

れ，飢餓と貧困が削減されたのである（第 2 お

よび第 7 章）．農業の集約化は耕地の拡張を著し

く鈍化させることによって，森林，湿地，生物多

様性，それらが提供する生態系サービスを保全し

ている注 2．

　しかし，集約化はそれ自体が独自の環境問題を

引き起こしている．集約的な耕作システムの下で

は，農薬の過度で不適切な使用が水路を汚染し，

人々を害し，生態系を混乱に陥れる．浪費的な灌

漑は水の稀少化，ポンプによる地下水の持続不可

能な取水，優良な農地の劣化に貢献している．進

行中の家畜革命の一環となっている集約的な家畜

システムも環境・健康問題を引き起こしている．

家畜が都市部ないしその近郊に集中しているため

排泄物が増加しており，肺炎や鳥インフルエンザ

など人間の健康にもリスクのある動物の病気が拡

散しかねない．

　緑の革命の影響を受けなかった地域では，農業

の集約化はほとんど進展していない．その代わり

に，農業は粗放化を通じて，すなわちより多くの

土地を耕作することによって拡大している．これ

が違った種類の環境問題につながっている．主に

森林，湿地，土壌，牧草地の劣化や喪失という形

をとっている．毎年約 1,300 万ヘクタールの熱

帯雨林が農業を主因に劣化し消滅しているのであ

る．乾燥地帯の約 10-20％は土地の劣化（あるい

は砂漠化）に見舞われる懸念がある注 3．

　農場内の天然資本の劣化は農業の生産性に大き

な影響を及ぼす．土壌の侵食と土壌栄養素の枯渇

化を通じて将来の農業生産を損なうからである

（表 8.1）．土地劣化の規模と生産性への影響度に

ついては議論があるが，エチオピア高地のように

ひどい地域では，劣化は技術進歩によるプラス効

果を帳消しにしてしまう懸念がある．

　農業生産が引き起こす問題は農耕地や牧草地の

外にも広がっている．水の汚染，土壌侵食に伴う

貯水池の沈泥化，地下帯水層の枯渇化，生物多様

性の喪失，家畜疾病の拡散などがある．農民や牧

畜業者には農場内の問題には取り組みたいという

強いインセンティブはあるものの，外部への影響

となると緩和へのインセンティブが弱い．そのよ

うな外部性を回避するためには，場所，時間，利

害がバラバラな大勢の人々を取り込んだ規制の枠

組み，交渉による解決，損害を与える側とそれを

受ける側との間における支払い（これはない場合

もある）が必要である．しかし，これはほとんど

の貧困国では，公的な制度と司法制度が不備であ

るため非常に困難なことが判明している．家畜の

病気や気候変動など一部の問題は，地球レベルの

協力が必要である（第 11 章）．世代間の負の外

部性はさらに取り扱いが困難であるが，現在の農

民が将来世代に残しておくべき資源遺産をあまり

配慮しない時に発生する．

　環境問題は集約的システムと粗放的システムと

では現れ方が異なる（主要な農業システムの定義

と地図に関しては第 2 章を参照）．恵まれた地域

の集約的システムには利点がある．自然環境がか

なり頑強で，簡単に損傷を受けることはない．し

かし，外部の投入物を多量に使用するため，肥

料，殺虫剤，家畜の排泄物，水の塩分含有量の増

加などを通じて，下流で汚染を起こす原因となっ

ている．逆に，粗放的システムを採用している

chapter8
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地域は脆弱で，損傷を受けやすい．投入物が少な

いため汚染の主因ではないものの，急斜面や脆弱

な土壌における農業というのは著しい侵食につな

がって，下流地帯に被害をもたらすことがある．

資源劣化の牽引役

　農村部の資源劣化のなかには農業とは無関係な

ものもある．伐採や鉱業，そして観光も森林破

壊，自然生態系の転換，汚染を通して資源を劣化

させる．更に，多くの農民や牧畜業者は土地を劣

化させたり，天然資源の管理を誤ったりはしてい

ない．農業生産の多くは持続可能で，広大な地域

が何千年とはいわないまでも何百年も継続的に耕

作されている場合がある．ケニアのマカコス地域

のように，一度劣化した地域が回復して作物の収

量が回復したところもある注 4．管理が悪いと思

われている地域でさえ，よくみると農民はさまざ

まな保全策を講じていることがある．にもかかわ

らず，農業や牧畜業が劣化の牽引役となっている

ことが多い．

　農業における環境問題を克服するためには，資

源ユーザー個々人の私的なインセンティブや，社

会的な視点からみて資源の管理を改善する方法を

十分理解することが必要である．資源を管理しよ

うという私的なインセンティブには，情報，価

格，補助金，金利，市場アクセス，リスク，財産

権，技術，集団行動など数多くの要因が影響する

（表 8.1 参照）．農場の内外両方で資源の劣化をも

たらしやすいこのような要因は，資源劣化の牽引

力が世界的な力によって新たな形で変化しつつあ

るものの，政策変更や公共投資を通じて修正する

ことが可能である．グローバルな市場はグローバ

ルな環境に爪跡を残すことがある．一例として

は，飼料用大豆に対するアジアでの需要がアマゾ

ンの森林伐採に影響しているということが指摘で

きる（第 2 章）さらに，気候変動は多くの農業

システムにとって生産のリスクを高めており，農

民や農村社会が独自にリスクを管理できる能力を

低下させている．

　管理がむずかしい 2 つの牽引力は貧困と人口

である．貧困は恵まれない地域の資源劣化を促進

する公算が高いのに，劣悪かつ脆弱な土地といえ

ども人口の増加を支えなければならない．しか

し，このような地域でも関係は複雑で不確定なこ

とがある注 5．貧困層は典型的には資源全体のな

かでわずかなシェアをコントロールするにすぎ

ず，劣化への寄与度も低い．したがって，貧困の

削減はそれだけでは資源の劣化を逆転できないの

が普通である．にもかかわらず，貧困層や女性は

通常はどんな地域に居住していても資源劣化に

もっとも影響される．劣化に対処するための資産

や選択肢をほとんどもっておらず，共有財産であ

る資源に生計を依存しているからだ注 6．

　人口増加の圧力はどういう技術が利用可能かに

応じて，資源劣化にさまざまな影響をもたらす．

18 世紀のイングランドについてマルサスが観察

したように，技術進歩を伴わないまま人口の圧力

が高まると，農業が限界的な地域をさらに侵食し

て，平均収量が減少し，貧困がさらに悪化する．

適切な技術や制度が利用可能であれば，人口が増

加してもそれが採用されるので，資源の状況改善

表8.1　農業がもたらす農場内外における環境問題

農場内の影響 農場外の影響
（外部性）

グローバルな影響
（外部性）

集約的農業
（潜在性が高い地域）

土壌劣化（塩化，有機物質の損失） 地下水枯渇

農薬汚染

地方の生物多様性喪失

温室効果ガス排出

動物疾病

生息域内作物の遺伝子多様性喪失

粗放的農業
（恵まれない地域）

栄養素枯渇化

土壌侵食に伴う農場内への影響

土 壌 侵 食 に 伴 う 下 流 へ の 影 響
（貯水池の沈殿）

水文的変化（上流地域における
保水力の喪失など）

共有地における牧草劣化

森林伐採に伴う炭素固定化削減と森林火
災に伴う二酸化炭素排出

生物多様性喪失

協調が典型的に必要とさ
れる水準

なし（個人ないし家計） コミュニティ，水系，流域，地
形の各レベル

地域的あるいは国家的

グローバル
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や収量が維持される．多くの天然資源管理技術

（土地を段々にする，土地の起伏をならす，灌漑

施設を作るなど）は労働集約的なので，人口増加

は労働コストの低下につながるため，むしろ技術

の採用を後押しする注 7．

　人口の圧力が，貧困の初期水準が高く，生産

性向上のための選択肢がほとんどない時に発生

すると，劣化と貧困のスパイラル的な悪化が進

行する注 8．これが生じているところがアフリカ

の一部にある．多くの農場は家族を養うにはあ

まりに小さすぎ，収量の伸びが停滞し，農場外

での就職機会がほとんどない地域である．この

ような困窮地域は内戦の温床になる，環境の悪

化により環境難民の住むところを奪う，極貧層

や弱者を支援しようという努力を阻害するなど

の結果を招いている注 9．

　以上を背景として，以下では集約的および粗放

的農業システムに関して，もっと持続可能な開発

を達成するための戦略を検討してみよう．灌漑地

における重要なチャレンジは，水の希少化が進展

しているなかで水使用の節約をはかる，地下水の

持続不可能な採取を停止する，湛水・塩分化・栄

養素枯渇による灌漑地の劣化を防止する，などで

あろう．集約的農業地帯全般（灌漑地帯と潜在性

の高い雨水地帯の両方）については，種子，肥

料，殺虫剤，水など近代的な投入物を，環境を劣

化させることなく高水準に管理することが必要で

ある．特に都市部や都市近郊部を中心とする集約

的な牧畜業については，動物の排泄物と疾病リス

クにかかわる管理を改善する必要があろう．粗放

的農業システムを採用している恵まれない地域で

は，開発は地元の人々の生計を支援するととも

に，脆弱な資源ベースによる他の環境サービスと

整合的でなければならない．高地の恵まれない地

域では，国およびグローバルなベースで社会的な

利益が現在の土地利用の機会費用やプログラムの

管理コストを凌駕する場合には，環境サービスに

対する支払いという方法が活用できるだろう．

農業の水管理を改善

　途上国で消費されている水の 85％は主として

灌漑用に農業が使用している．灌漑農業は途上

国の農耕地の約 18％を占めるにすぎないものの，

農業産出額の約 40％を生み出している注 10．

　灌漑地の高生産性を維持することが途上国にお

ける食料供給の鍵となっているが，将来の軌跡は

懸念含みである（第 2 章）．多数の諸国が深刻な

水不足の悪化を経験しているのである．多数の河

川流域では，淡水がすでにフル供給の状態に陥っ

ているが，都市部の工業用・環境用の水需要が増

加しており，水のストレスをあおっている．世界

的にみると，灌漑農業用取水の約 15-35％は持続

不可能（水の使用が再生可能な供給を凌駕してい

る）であると推測されている注 11．水使用が最低

限の涵養水準を超過しているという環境ストレス

のある流域に居住している人口は 14 億人と推定

されている（地図 8.1）注 12．過剰取水の結果と

して，ガンジス川，黄河，アムダリア川，シルダ

リア川，チャオプラヤ川（タイ），コロラド川，

リオグランデ川などのような大河は，1 年の一時

期には海まで届かなくなる可能性がある．持続不

可能な灌漑について他の有名な結果としては，中

央アジアのアラル海の劣化とアフリカ西部のチャ

ド湖やメキシコ中央部のチャパラ湖の縮小があ

る．

　灌漑用に地下水を集約的に使用することが，管

井戸の採用と機械ポンプ技術に伴って急速に拡大

している．インド亜大陸では，地下水の採取は

1950 年代以降 20 立方キロメートルから 250 立

方キロメートルに急増している注 13．途上国で地

下水による灌漑が最大の地域は中国とインドに所

在している．耕地総面積との相対比でみて地下水

への依存が最大なのは中東と南アジアである（図

8.1）．しかし，地下水はアクセスが開放されてい

る性格があるため，枯渇化，自治体・産業・農業

ユーザーによる汚染，塩水の侵入などといった問

題が生じる．地下水の使用がもっとも集約的なと

ころでは，帯水層の涵養は維持するには少なすぎ

る注 14．

　地下水資源はあまりに採取されすぎているた

め，帯水層面はポンプによる取水が困難でコスト

が非常に高くつくほどに低下している．その結

果，高価なポンプを使用することがほとんどでき
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ず，水利権が往々にして不確実な小自作農が最大

の悪影響をこうむっている．過剰取水に伴う塩水

の侵入（もっとも一般的な形の地下水汚染）は，

広大な農耕地の喪失につながる．メキシコ沿岸の

エルモシヨという都市の帯水層では，年間の取水

が涵養率の 3-4 倍にも達した結果，地下水面が

30 メートルも低下し，塩水の侵入が年間 1 立方

キロメートルにもなり，大手の農業関連企業が他

の地域に移転する原因となった注 15．地下水面が

低下すると，沿岸地帯の地下帯水層の気候変動に

対する脆弱性が高まる．海水面の上昇に伴って，

帯水層の枯渇化が塩水の侵入でいっそう悪化する

からだ．

　灌漑地域では水管理が不十分であることも塩化

と湛水を通して土地を劣化させている．湛水は通

常は湿度が高い環境下か，灌漑が過剰で排水が不

十分な場合に発生する（例えば，エジプトにおけ

るナイル川にそった谷やデルタ地帯）．塩化は乾

燥帯や亜乾燥帯（例えば，パキスタンの大規模な

灌漑地帯やアラル川流域）ではもっと大きな問題

である．アジアの乾燥帯にある灌漑地の 40％近

くが塩化の影響を受けているとみられる注 16．そ

の結果，生産性が低下し，耕地が失われている．

水管理を改善し，耕地の平準化や排水などの農場

投資を増やせば，このような問題を是正すること

ができるが，そのためには農場外で大規模な公共

投資，水管理制度の強化，集団行動，水文地質学

の深い理解が必要である．

　水をめぐる競争が激化するなかで，灌漑をさら

に拡大する余地は限定されている（サハラ以南ア

地図8.1　多くの河川流域では過剰取水が原因で深刻な水ストレスが発生

主要水系における
水ストレス指標

過剰な取水（1.0 以上）

かなり取水（0.8-1.0）

適度な取水（0.5-0.8）

少し取水（0-0.5）

出所：データは Smakhtin, Revenga, and Döll 2004; 地図は United Nations Development Programme 2006 より許可を得て転載．
注：環境的な水ストレス指標は水入手可能量（魚や水生種を維持し，水路の維持・湿地の湛水・水辺植物の生育に必要な最低限の水量という環境的な水所要量を控
除後）に対する水総使用量の比率．

サウジアラビア
バングラデシュ

イエメン
パキスタン

リビア
イラン
インド
シリア

エジプト
キューバ
イタリア
メキシコ
アメリカ

中国
モロッコ

アフガニスタン
アルジェリア

トルコ
アルゼンチン

ブラジル

灌漑総面積
地下水による灌漑
面積

対総耕地比（％）

出 所：FAO AQUASTAT デ ー タ ベ ー ス（http://www.fao.org/agl/aglw/
aquastat/main/index.stm）; International Commission on Irrigation and 
Drainage データベース（http://www.icid.org/index-e.html）．

図8.1　灌漑の地下水依存度が高いのは中東と南アジア
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フリカのように若干の例外はある）．したがって，

農業は将来の食料需要を灌漑地域と雨水地域の両

方における水の生産性向上を通じて充足しなけれ

ばならない（第 2 章）．予測によれば，灌漑地の

拡大ではなく既存灌漑地における収量改善が，灌

漑農業が成長する源泉となる（第 2 章）注 17．水

不足のチャレンジに立ち向かうには，河川流域

における水の割当を改善し，灌漑システムにおけ

る水使用の効率を上げる統合水管理が必要であろ

う．政策の詳細は地方の条件に適合していなけれ

ばならないが，一般には統合水管理アプローチ，

技術の改善，制度・政策の改革が含まれるだろ

う．

灌漑農業について統合水管理へ
　20 世紀を通じて，取水増加のためにインフラ

を建設することが強調されてきた．それ以降，水

や水生生態系について競合するユーザー間の相互

接続性が高まったことを受けて，多くの河川流域

では大きな環境ストレスが発生した．産業，都

市，農業が利用した後に残っている水の流れは，

川の生態系や地下帯水層の健全な状態を維持する

のに不十分となっている．灌漑用水利用の効率性

を向上させて，水の割当を改善することが，増大

する需要に応えるためにはきわめて重要である．

　ある場所における介入は流域の別の場所に予想

外の結果をもたらすことがある．例えば，運河の

護岸工事やマイクロ灌漑などによって効率性を改

善すれば，下流のユーザーが使う水の量や環境的

流量の規模が削減される．効率性の改善によって

上流では灌漑地の拡大につながることが多いか

らだ注 18．取水と地下水利用の増大も流域の他の

ユーザーに同じような影響をもたらす．誤った投

資や政策を回避するためには，局所的な介入がシ

ステム全体の水文に及ぼす影響を定量化すること

がますます重要になってきている注 19．

　適応管理はストレスが深刻な流域でさえ，環境

の劣化と湿地帯や野生動植物の生息地の損失を緩

和するのに役立つ．これは政策介入に対する自然

生態系の反応には不確実性があることを明確に認

識した，河川修復のアプローチである．例えば，

環境的流量を回復したことで，過去における灌漑

用過剰取水によって未曾有の水文的な複雑性と大

規模な環境破壊があったにもかかわらず，アラル

海北部では有望な結果が生じている（ボックス

8.1）．

　気候の不確実性と水文学的な変動が高まってい

るため，統合的な計画のアプローチをとらなけれ

ばならない緊急性が高まっている．それは大規模

な灌漑を行っている乾燥地帯ではすでに明白であ

る．モロッコでは，ダムは過去の降水パターンに

基づいて設計されているが，旱魃が異常に厳しい

時期には貯水量は不十分で，重大な水不足が発生

している注 20．つまり，高価な灌漑システムが潜

在能力を大幅に下回る水準で使用されているわけ

で，ドリップ式灌漑など水節約の技術を組み込む

修正を行えばコストが増大してしまう．気候変動

に伴う降水量の変化はアフリカの他の地域にも同

様の影響をもたらすため，旱魃になりすい地域で

新たに灌漑投資を検討している諸国にとって，モ

ボックス　8.1 シルダリア川の流れを倍増することで北部アラル海を回復

　アラル海流域における持続不可能な綿花耕作の拡大と水管
理のまずさから，環境的に大きな惨事が発生した．1980 年
代までにアラル海はあまりに小さくなり 2 つに分裂したの
である．1990 年代になると，北部アラル海周辺の土地はほ
とんどが塩分質の荒廃地と化した．
　カザフスタンは 1999 年に修復に着手した．シルダリア川
の河口南部から 13 キロメートルに及ぶ水路を建設したおか
げで，北部の水面が上昇し，塩分が減少した．水面を引き上
げるには 10 年間かかるだろうと考えられていた．しかし，
水路が完成してからわずか 7 カ月後，目標水準が達成され，
余剰な水は余水路を通って南部に流れ始めた．水面は平均で
4 メートル上昇したのである．地元の魚類，作物，家畜も回

復し始め，この地域の気候の乾燥度は和らいだようである．
地方コミュニティの経済展望も再び明るくなった．これは
30 年ぶりのことである．
　この転換の鍵はシルダリア川を回復するために，統合的な
アプローチをとったことにある．ソ連崩壊を受けて混乱に
陥っていたカザフスタンの川に沿ったダム，堰止め，堤防を
修復したおかげで，川の水流が倍増し，水力の潜在力が回復
した．北部アラル海が回復するかどうかは，幅広い地域ない
し複数国の開発プランに貢献できるような思慮深い国家的な
投資を見出すことができるか否か次第だったのである．

出所：Pala 2006; World Bank 2006q．
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ロッコの経験は注意を呼びかける事例になってい

る．最近の予測によれば，降水の変動性が高まる

とアフリカ大陸全体の 4 分の 1 では地表水に大

きな影響があるとされている注 21．

　気候変動で山の氷河が縮小しているため，灌漑

システムは長期的にはアンデス，ネパール，中国

の一部では氷河溶解から十分な流水を確保できな

くなるだろう．あるいは早期の溶解で不適切な時

期に流水が発生する可能性があろう．水を貯蔵・

節約するためには追加的な投資が必要である．灌

漑システムの設計や長期計画のなかに気候リスク

を織り込んでおけば，先へ行ってからの高価な調

整コストを大幅に削減することができる．

灌漑水の生産性を改善
　水の物理的な不足はほとんどの乾燥地帯におい

てはすでに既成事実であるが，水利用の増加や水

力利用インフラの過剰開発をもたらす政策によっ

ていっそう悪化している．なかでも灌漑農業の拡

大は他の水のユーザー，生物多様性，生態系サー

ビスを犠牲にし，漁場や湿地帯に損傷を与えてい

る．さらに，官僚的な硬直性，農民向けに供給さ

れる水をめぐる補助金つきの価格設定，外部性を

認識ないし考慮していないことなどすべてが，こ

の問題に貢献している．

　大規模な灌漑システムの多くは水供給制度の柔

軟性の欠如で苦しんでいる．農民は市場変化への

対応や商機が制約を受けるし，地下水や地表水の

持続不可能な使用が奨励されてしまう．このよう

なシステムを近代化するためには，物理的な投

資，経済的インセンティブ，制度的な変化を組み

合わせることが必要とされる．農耕地レベルで

もっと柔軟な水管理を促進する運河ベースの灌漑

システムを再構築すれば，農民は積極的に栽培す

る作物の種類を広げて，その作物のニーズに合わ

せて水供給を調整するようになるだろう．水供給

がもっと信頼できるものになれば，農民はもっと

喜んでサービスのコストを負担するだろう．世界

的な経験から得られた教訓によれば，コストの回

収という点では，灌漑部門に関してはもっと分権

化された統治モデル（通常は水利用者協会を通じ

る）のほうが，政府機関よりも成功している．た

だし，分権化によってメインテナンスは改善する

傾向が強いものの，効率性や生産性についての成

果はまちまちとなっている注 22．

　大規模灌漑システムの制度改革はどこでも

チャレンジであるが，前向きな成功物語もなか

にはある．ニジェール川開発局というマリの大

規模な灌漑システムは，1970 年代に中央集権

的なトップダウン型の管理方式が原因で混乱に

陥っていた注 23．1980 年代に入って政府は改革

に乗り出したが，それがようやく成功したのは灌

漑担当機関の使命が再定義されてからである．経

営陣に民間部門のような強力なインセンティブを

導入し，農民をエンパワーし，利害関係者の間で

強固な連帯を形成したのである（第 11 章）．シ

ステムの効率性向上を受けて，作物の収量が 4

倍に増加し，1982-2000 年の間に総生産が 5.8

倍になった．同地域の人口は雇用機会の増加を受

けて 3.5 倍になり，貧困も他の地域よりも大幅に

減少したのである注 24．

　技術や水管理慣行に関する農民の選択に関し

て，経済政策はしばしば不適切なインセンティブ

を作り出す．灌漑農業についてみると，エネル

ギーに対して補助金があると地下水の採取が促進

され，運河水の価格が割安な設定になっていれば

農民は水効率のいい作物をやめて他の作物にシフ

トする．

　インドでは運河による灌漑，電力，肥料に対し

て補助金が交付され，州政府が産出物を保証価格

で購入してくれるため，農民は水集約的な農耕法

を使い，地下水を過剰採取してコメ，小麦，他の

低価格作物を過剰生産している（第 4 章）注 25．

緑の革命を主導した 4 州のうち 3 州では，地下

帯水層の 5 分の 1 以上が過剰取水に陥っている

結果，小自作農が特に被害を受け，飲料水供給に

も支障をきたしている（図 8.2）．水や電気につ

いてもっと現実的な料金にすれば，水の効率的な

使用に向けてインセンティブを是正するだけでな

く，このような資源を供給している担当機関は運

営やメインテナンスのコストをもっと回収でき，

サービス提供の質を改善するのに役立つだろう．

　しかし，灌漑サービスについて補助金の撤廃は

困難であることが判明した．価格設定とコスト回
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収の改善は多くの灌漑に関するプロジェクトや政

策で明確な目的とはされているものの，ほとんど

進展がない注 26．灌漑水に従量制料金を適用する

という試みは多くの途上国で障害に突き当たって

いる．例外はアルメニア，イラン，ヨルダン，モ

ロッコ，南アフリカ，チュニジアだけである．従

量制が原則的に受け入れられている国でも，支払

いの回避，メーター操作，測定問題などから，コ

スト回収は期待を下回っている注 27．

　革新的な技術を使えば，灌漑サービスの質を

改善してコストの回収を促進することができる．

例えば，灌漑用の水使用を正確に測定すること

が，今や運河の自動化注 28 や衛星データで可能に

なっている．オーストラリアでは手動式ではな

く，自動式的なチャンネル・コントロール型で

灌漑が運営されているが，これは一部の途上国

でも使用できるだろう注 29．遠隔探知技術では地

表水や地下水系から実際に畑に適用された水量

を測定できる注 30．このような技術は莫大な初期

投資を必要とするが，他の代替策よりは費用対効

果がいい注 31．

　水部門以外でも相対価格に影響する経済改革

が，農業における水の生産性に重大な影響をもた

らすこともしばしばである．地下水の活用で有名

なインドのパンジャブ地方では，コメの最低支持

価格がコメの金銭的な魅力（水集約度の低い他の

作物に対する相対価格）を高めている．同様に，

中東・北アフリカの水が稀少となっている諸国の

多くは灌漑小麦の生産を支援しており，水に対す

る収益率が高い園芸作物が犠牲になっている．貿

易政策を自由化すると，やはり効率的な特化を促

進することがある．大量の水を必要とする作物は

水が潤沢な地域から輸入される一方，水が稀少な

地域は水集約度が低い高付加価値作物に特化する

だろう．水部門の改革や広範な経済改革について

は順番が決定的に重要になっている．一般的な経

済改革が政治勢力のポジションを変化させて，そ

うでなければ停滞したままの水部門に関する改革

について政治的支持を生み出してくれるからだ．

水利権が確実な場合には水市場を活用
　理論的には，水を部門間および灌漑システム内

で割り当てる市場は，水の生産性を改善するのに

もっとも経済効率的な手段である．各地の水市場

は社会的コントロールや水力インフラが整ってい

るところでは自然に発達してきているのが普通で

ある（例えば，南アジアでは水取引が伝統的な灌

漑システムへ発展したし，ヨルダンやパキスタン

では地下水の取引が行われている）．しかし，途

上国では近い将来に市場が水の大規模な再配分を

してくれるとは考えにくい注 32．今のところ，大

規模な水市場はチリやメキシコなど，制度的な枠

組みが強固で，水利権（水に対する個人的あるい

は集団的な権利）が確実な諸国に限定されてい

る．カリフォルニアでは今や特に農民と都市部

ユーザーの間を中心にオンラインで水取引が可能

である．

　水の希少化に伴って，水市場への関心が高まっ

てくるだろう．多種多様なユーザーの間で水を効

率的に配分してくれるからだ．正式な水市場の初

期における経験をみると，現地の制度，文化的な

規範，水文学的な条件，水を遠いところへ運ぶ能

力などに応じて，さまざまなアプローチが必要で

あろう．水市場の設計は気候変動に伴う旱魃の頻

発や水割当の可能性も考慮に入れる必要がある．

水の配分が実際の水の入手可能性に依存するよう

な柔軟性がある水の配分プロセスが必要かもしれ

ない．

　水市場の導入が成功するためには，正当である

と考えられ，水のユーザー全員のニーズに感応的

な水利権が大前提となる．水利権の不平等は伝統

パンジャブ
ハルヤナ

地下水の枯
渇化

ラジャスタン
タミール・ナドゥ

グジャラト
ウッタール・プラデシュ

マハラシュトラ
ビハール

カルナタカ
西ベンガル

アンドラ・プラデシュ
マドイヒヤ・プラデシュ

オリッサ

帯水層の過
剰取水

図8.2　インドでは地下帯水層が枯渇化

%
出所：World Bank 2003d．
注：「地下水の枯渇化」はある州の入手可能なすべての地下水に対する
比率．「帯水層の過剰取水」は地下水の採取が涵養を凌駕している行政
区の割合．
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的な水利権，土地権の分配，灌漑へのアクセスに

根差していることがしばしばである．例えば，女

性は往々にして灌漑施設の建設や保守（システム

利用の権利を取得するのに一般的な方法）から排

除されているのが普通である注 33．水資源に対す

る圧力が高まっている折から，先住民グループ，

牧畜業者，小自作農，女性が水利権を獲得してお

くことは非常に重要である．

　上流のユーザーと下流のユーザーの間には利害

対立があるため，水利権の配分が複雑になってい

る．地方の意見対立は共有資源を統治しているコ

ミュニティの手続きで解決できるだろうが，上流

と下流の両ユーザーの間で大がかりな合意に達す

るのは，特に水域が境界をまたがる場合にはもっ

とむずかしくなる．同様に，水のモニタリングを

することは困難であるため，地下水の権利を強化

することが課題となっている．

好機の窓口をつかまえて改革を実現
　灌漑管理に関するさまざまな変更（水利権の割

当や灌漑担当機関の改革など）は政治的に議論を

呼ぶ．過去の改革は失敗したか，中途半端なまま

にとどまっていることが多い．地方官吏がそれを

実施する意図や能力に関して，また，必要とされ

る投資に要する時間とコストに関して，行き過ぎ

た楽観論があったということでもある．インドネ

シア，マダガスカル，パキスタンで改革が遅々と

しているのは，改革戦略が政治的現実を無視して

いるからだ注 34．

　灌漑システムや水配分の改革というのはそもそ

も政治的なプロセスである．例えば，水管理を担

当している官吏は，責任の移譲や水ユーザーに対

する説明責任の強化に反対する可能性があろう．

政治家だけでなく技術的に優れた人物も改革に参

加すれば，成功の確率が高まる．チリ，マリ，ナ

ミビア，南アフリカで水に関する制度改革が成功

したのは，それが強力な政治的支持を得た幅広い

政治・経済改革の一環だったからである注 35．マ

リでは，大統領がニジェール川開発局改革の支持

者であった（第 11 章）．モロッコでは，財務省

や経済省のトップ層がコンセンサスを形成し，改

革を推進する好機の窓口を作る点で貢献した注 36．

水部門に関して説明責任を負うメカニズムが限定

的な中央集権的な諸国でさえ（アルジェリア，エ

ジプト，イエメンなど），情報を公開し，市民団

体を関与させ，公的に管理された灌漑システムの

説明責任を強化するために，変更を法制化し始め

ている注 37．

　水の管理（予算を編成し，提供すべきサービス

を規定し，料金を徴収する権限を含む）を水の

ユーザーに成功裡に移譲するためには，公的部門

と水ユーザーの責任に関して十分な法的枠組みと

明確な分担が必要不可欠である注 38．水利用者協

会に女性農民の代表者を入れたり，同協会の職員

に男女平等研修を実施したりすることも，協会の

パフォーマンス改善に役立つだろう．ドミニカ共

和国など一部の成功事例をみると，女性の NGO

に頼ったことや灌漑施設の建設・保守に女性が関

与したことが，水利用者協会に女性が積極的に参

加する助けになっている注 39．

緑の革命を活性化

　転換国や都市化国の灌漑地域や潜在性の高い雨

水農業地域で農業の集約化が進展した背景には，

高投入農業への目を見張るようなシフトがある．

緑の革命が実証しているように，高投入農業は単

一作物の耕地と近代的な種子・肥料・殺虫剤の

パッケージで構成される．

　高投入農業は食料生産を激増させることと広大

な土地の農地への転換を回避することに成功した

ものの，深刻な環境問題を引き起こしている．灌

漑用水の誤った管理についてはすでに議論した．

その他の農場外の問題は肥料や殺虫剤の無思慮な

使用が原因である．その問題には，水質汚染，農

耕に伴う過剰な硝酸が水システムに侵入すること

による生態系全体への間接的な損傷の発生，不注

意による人間・動物・無関係な植物や昆虫の殺虫

剤中毒などがある注 40．アジアの集約システムで

は農業から流出した肥料栄養素が重大な問題と

なっており，藻類を開花させ，湿地帯や野生生物

の生態系を破壊している．

　同じく警戒すべきは，このような集約システム

の生産性は現行の管理アプローチでは，維持不可
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能であることを示唆する証拠が増えてきている点

だ．土壌の劣化や害虫・雑草の増加が生産性の伸

びを鈍化させているという証拠が増えつつある．

このような傾向がもっともしっかり裏づけられて

いるのは，南アジアの集約的なコメ - 小麦の輪作

システムについてである（ボックス 8.2）．

　高投入農業は農村部における生物多様性や栽

培されている作物の遺伝子多様性も削減してい

る注 41．近代的な作物品種は生産ストレスに対す

る遺伝子抵抗性に関しては起源がほぼ同じであ

る．ただし，この問題は品種の迅速な回転と，変

異を遂げてやむことのない害虫や病気の先をいく

ために，遺伝子ベースを拡大し，作物を適応させ

る品種改良に対する投資を増やすことによって対

処されている（第 7 章）注 42．生息域外遺伝子銀

行を通した作物や動物の遺伝子資源の保全は世界

的なイニシアティブによって支援されているが

（第 11 章），気候変動に適応するニーズがあるた

めいっそう優先度が高まっている．

　このような資源関連の問題に直面している農民

は，自分の農耕システムと農耕管理慣行を現地の

状況に適合するように微調整するための援助を必

要とする．農業システムがもっと多様化していれ

ば（例えば，マメ科植物と穀物の混合システム），

化学肥料や殺虫剤のニーズが減少することが多

い．しかし，電力，肥料，産出の補助金はインド

のパンジャブ州におけるように，代替的な農耕パ

ターンへのシフトを妨げる注 43．多角化による環

境面での利益が代替的な農耕法を支持するほうに

傾いている場合には，市場のインフラや制度と研

究や知識の普及に対する補完的な投資も必要であ

る．

　肥料や殺虫剤による汚染の環境コストは，この

ような投入物の管理を収量を犠牲にすることなく

改善すれば，削減することができる．農業生態学

の原理と殺虫剤の賢明な使用を組み合せた統合害

虫管理は，収量を増やす一方で，環境面での損害

を減らすことができる（ボックス 8.3）注 44．農

民にとってすべての面で好都合な管理方法につ

いて，知識ベースの改善をはかったものとして

は他に，害虫抵抗性品種の使用，肥料・水のタ

イミングや適用の改善，精密農業（地理情報シ

ステム GIS の使用），少起耕農業などがある（第

7 章）注 45．

　統合的な管理による慣行は有望であるにもかか

わらず，農民による採用は遅々としている．その

一因は政府が集約システムの下でいまだに水や肥

料に対して補助金を供与していることにある．補

助金は投入物を安価にすることによって，農民に

それをもっと浪費的に使用するよう奨励している

ことになる．もう 1 つの理由は，このような改

善された慣行の多くは知識集約的であるため，研

究やエクステンションのシステムが必要になるか

らだ．エクステンションがあれば，広大な地域に

わたって一律の助言を提供するのではなく，農民

向けに知識や意思決定スキルを作り出して移転す

ることができるだろう注 46．複雑な生態系におけ

る相互作用を深く理解するためには，農民として

はより高度な生態リテラシーが必要であろう．そ

れは統合管理アプローチに関する農民学校の目的

でもある（第 7 章）．第 3 の理由は高投入農耕シ

ステムによる環境破壊には負の外部性があるため

だ．同システムは農民が劣化させている環境サー

ビスに関してインセンティブの変更がない限り

（例えば，殺虫剤に課税するとか，汚染を効果的

に規制することによって），農民の私的な利益と

より大きな社会的な価値を対立させることによっ

ボックス　8.2 南アジアのコメ - 小麦の輪作システ
ムにみられる資源劣化

　コメ - 小麦の輪作システムはインドとパキスタンにまたがる
インド・ガンジス平原のなかで，1,200 万ヘクタールをカバー
しており，インドとパキスタンで販売されている食用穀物のな
かで大きなシェアを占めている．しかし，コメ（夏季）と小麦

（冬季）の集約的で継続的な単一栽培が原因で，土壌と水の深
刻な劣化が生じており，緑の革命による生産性上昇の大部分を
帳消しにしてしまった．土壌の塩化，土壌栄養素の採取，有機
物質の減少といった問題は，地下帯水層の枯渇化，害虫・雑草
の種類と殺虫剤に対する抵抗性の増大によってさらに悪化して
いる．インドのパンジャブ州では，窒素肥料と殺虫剤の広範囲
にわたる使用が原因で，水，食物，飼料にはしばしば許容限度
を超える硝酸塩や残留する殺虫剤の濃度の増加が生じている．
インドの長期的な実験や，パキスタンのパンジャブ州における
長期的で地区を超えた生産性データの分析によれば，土壌や水
の質の劣化は改良品種やその他の技術の採用に伴う多くの利益
を帳消しにしている可能性がある．
出所：Ali and Byerlee 2002; Kataki, Hobbs, and Adhikary 2001．
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て農場外の顕著な劣化につながるだろう．

　しかし，新しい力が作用しつつあり，多くの農

民が集約的システムをより持続可能な形で運営す

るようになっている．有機作物やその他の環境

面で認証された作物に対する需要が急増してい

る（第 5 章）．新興のサプライ・チェーンやスー

パーマーケットの健康，品質，環境の基準を受け

て，農民はより良い持続可能な農業慣行にせざる

を得なくなっている．統治は分権化されていたほ

うが地方情報へのアクセスが良くなるし，外部性

の規制に関して地方の社会資本を使うこともでき

る．市民社会は技術支援を提供する能力をもって

おり，農民やコミュニティを組織化して，より厳

格な環境基準が充足できるよう支援している．東

アフリカでは有機作物の輸出用生産が最近急増し

ているが，その中心にはコミュニティ組織と生産

者協同組合の存在がある注 47．

集約的な家畜システムを管理

　肉，ミルク，卵に対する需要に牽引されて，途

上国では集約的家畜システムが芽生えつつある．

これは 1 人当たり所得の上昇と都市化を直接反

映したものである（第 2 章）．このような集約化

はなかでも品種改良，栄養，健康を中心とする技

術的な変化で後押しを受けている．その結果，家

畜の生産性が上昇し，生産単位が大きくなって規

模の経済が発揮され，市場チェーンのなかで統合

化が進展し，質の向上と販売・輸送コストの低下

がもたらされている．

　しかし，家畜の集約化は環境問題も引き起こし

ている．これは農村部での分散した生産から都市

部や都市部近郊での特化した家畜施設への動きと

関係がある．アジアの至るところで，このような

動きが大規模に発生しつつある．環境にとって重

大な脅威となっているのは動物の排泄物による水

と土壌の汚染である．とりわけ問題なのは，窒

素，リン，カドニウム・銅・鉛など非常に有害な

重金属類である．家畜人口が多いことも動物の病

気が拡散して，大きな経済的コストをもたらすリ

スクを高めている．動物と人間が互いに密集して

触れ合いが多い場所では，一部の病気は人間に

とって脅威となっている．

　集約的家畜システムの環境・健康問題を管理す

る戦略は，このような都市部集中のパターンを変

更しなければならない．高密度の家畜を受け入れ

可能な地域というのは，環境的にセンシティブな

地域おける現行農業システムとその栄養素バラ

ンス，現行の人間の人口密度，インフラを重ね

合せることによって，GIS 技術で特定することが

できる注 48．企業を環境的にもっと適切な地域に

移転させるためには，「命令・統制型」と「市場

ベース型」両方の手段が必要である．命令・統制

型の措置には家畜農場の規模を制限する（ノル

ウェー），1 農場当たりの家畜人口を制限する（ド

イツ），農場相互間（スペイン）あるいは農場と

最寄りの水路（ブラジル）について最低距離制を

導入するなどがある．市場ベース型の措置には移

ボックス　8.3 ペルーのアンデスポテト・ゾウムシをコントールするための統合害虫管理

　栽培後期の葉枯れ病とアンデスポテト・ゾウムシはジャガ
イモの生産にとって重大な脅威であり，収量が 3 分の 2 な
いし半分に減少してしまう．国際ジャガイモ・センターとペ
ルーのパートナーは農民を支援すべく，1991 年にアンデス
でジャガイモを生産している 2 つのコミュニティにおいて，
農場内で適応研究に着手した．
　この研究によって次のようないくつかの統合害虫管理慣行
が導入された．

主要殺虫剤を用いた化学的コントロール
収穫時期，土壌管理，収穫後の耕作などを調節した農業
経済的コントロール
輸送時のおおい，ジャガイモ畑周辺の溝，植物による垣

•
•

•

根，自生植物の排除，などの機械的コントロール
ボーボリア菌による生物学的コントロール
手で成虫を除去する，ひよこを使って幼虫を食べさせる

　農民はすべての慣行を採用したわけではないが，研究の前
後で違いをみると，農民は損害を大幅に削減して，純益を 1
ヘクタール当たり平均 154 ドル増やすことができた．調査
データを使った費用便益分析によれば，研究と開発にかかわ
るすべてのコストを含めて，サービス期間を 20 年間とした
場合，内部収益率は 30％に達している．

•
•

出 所：TAC’s Standing Panel on Impact Assessment SPIA 1999; Waibel and 
Pemsl 1999．
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転に対する税金還付（タイ，ボックス 8.4），都

市部の家畜農場に対する環境税，栄養素浸出削減

を目的とする対農場インフラ投資の支援（OECD

諸国）などが含まれる．総合的な動物の圧力を削

減するために，政府による買い戻しのシステムに

裏づけられた取引可能な堆肥割当システムは，オ

ランダで順調に機能している注 49．

　鳥インフルエンザなど最近発生した病気の一因

として，都市部や都市部近郊で一般にみられるよ

うに人間と家畜の両方が密集した地域における伝

統的な生産システムと集約的な生産システムの併

存が指摘できる（フォーカス H 参照）注 50．鳥イ

ンフレエンザの疫学的な全容はまだ不明ではある

ものの，東アジアにおける感染の広がりはこの併

存によって加速化された．都市部に集中してい

る「裏庭でニワトリを飼育する」という伝統的な

システムがウィルスの継続的な循環を許す（低水

準ではあるが）と同時に，都市部近郊における飼

料・動物・人々の相当な移動を伴う大規模な集約

的なシステムがウィルスの拡散を可能にしたので

ある．

恵まれない地域の劣化を逆転

　恵まれない地域の多くは，収量の増加というこ

れまでの農業の成功からは何の利益も享受してい

ない．恵まれない地域には，天候，土壌，地形が

不利なため農業の潜在性が低い土地が含まれる．

農業の潜在性は高いものの，インフラや市場への

アクセスが制約されている，人口密度が低い，あ

るいは社会的・政治的に疎外化されている，と

いったことが原因で，未開拓となっている地域も

対象となる（第 2 章）．恵まれない地域は途上国

全体で農業地域の 54％，農村人口の 31％を占め

ている（第 2 章）．このような地域の多くは丘陵・

山岳地帯（高地）か，乾燥・亜乾燥地帯（乾燥

地）のいずれかである．ほとんどが粗放農業，資

源劣化，貧困を特徴としている．熱帯森林の定住

地は面積と人口の点では小さいものの，環境の点

からはもう 1 つの重要なカテゴリーであり，森

林伐採がグローバルな炭素固定化の削減と気候変

動に貢献している．

　恵まれない地域では多種多様な低投入農業シス

テムが採用されている．乾燥地帯では遊牧，乾燥

地では農牧畜，丘陵・山岳地帯では農作物・木・

家畜の統合的な生産，森林の限界地では管理型の

第 2 次的な森林休閑農耕が行われている注 53．こ

の多くは環境的に脆弱であり，土壌，植物，地形

が簡単に劣悪化する．特に高地と森林地帯を中心

に，河川流域を保護し，主要な河川システムの水

流を調節し，地面の上下に存在する大量の炭素を

固定化し，豊かな生物多様性の宿を提供している

ボックス　8.4 タイにおけるニワトリ集約化の管理

　世界の鶏肉市場で重要なプレーヤーであるタイは（2003
年の輸出は 5 億トン強），多数の疾病リスクをコントロール
してきている．ゾーニングと税制のおかげで，都市部近郊に
おけるニワトリの集中が 10 年もたたないうちに大幅に削減
された（右図）．バンコックに近い鶏養農家は高い税金を支
払わなければならないが，ゾーン外の農家は免税の地位を享
受できる

注 51
．

　病原性の強い鳥インフルエンザもコントロールされたが，
完全に撲滅されたわけではない．2003 年後半に発生した際，
タイ政府は 24 時間体制の移動コントロールとバイオセキュ
リティをしいた無病地帯を設定し，何千人もの監視官が罹患
した動物を捜索するため戸別訪問を実施した

注 52
．大手輸出

業者は調理肉にシフトした．病原性の強い鳥インフルエンザ
の発症は減少したが，2006 年 8 月には 2 つの発症事例（村
のニワトリとバイオセキュリティが不備で小規模な商業的養
鶏場）があったということは，警戒の必要性を強調してい
る．

タイはニワトリの集中をバンコックから
離れた場所にシフト

雛の数 / 平方キロメートル

バンコックからの距離（㎞）

出所：Steinfeld 他 2006．
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ところもなかにはある．このような環境に関する

利益のうち市場で評価されているものはほとんど

ない．

　恵まれない地域における土地の劣化や森林伐採

は，農業の生産性を低下させ，生物多様性の生息

地を含め他の貴重な生態系サービスの損失をもた

らす．土地の劣化はヒマラヤ山麓，アンデスの傾

斜地，中国の南部，東南アジア，アフリカやアジ

ア中部・西部の放牧地，サヘルの乾燥地などの困

難な地域でもっともひどい．ほとんどの土地劣化

は風や水による侵食が原因である注 54．休耕期間

の短縮化や肥料の低使用に伴う土壌栄養素の減少

は，サハラ以南アフリカのほぼ全域に広がってい

る．牧草地における過剰放牧や劣化は北アフリ

カ，中東，中央アジア，サヘルの大草原のほとん

どで一般的である．

　土壌の劣化とその生産性への影響について世界

的な広がりを推計した研究は少なく，しかも議論

が分かれている．サハラ以南アフリカについて

は，生産性損失は一般的に年間 1％未満と推計さ

れている注 55．しかし，ケニア，エチオピア，ウ

ガンダの広大な地域ではもっと大きくなってい

る．近赤外線分光測定法のデータによると，ケニ

アのニヤンド川流域では約 56％の土地が中程度

ないし高度に劣化している注 56．ケニアにおける

土地劣化のコストは全国ベースで GDP3.8％の損

失に相当すると推計されている注 57．土壌の劣化

は傾斜のきつい上流流域地帯ではより大きな問題

となっている．レソトでは，過去約 30 年間にわ

たる集約的な放牧で小渓谷が侵食され，生産的な

地域の 5％が失われている注 58．トルコ東部のア

ナトリア地域では，耕作地と牧草地を合わせた全

体の 70％以上が侵食の影響を受けている．

　上流流域における土壌の侵食は，下流の多くの

灌漑地に沈殿と第 2 次的な塩化（灌漑用水中の

塩分を通じて）の原因となる．例えば，エチオピ

アのティグレイ地方では，上流の集水域におけ

る土壌の侵食が原因で，貯水池の貯水能力が建

設からわずか 5 年間で半減した．モロッコでは，

土壌の侵食によって 34 の大きな貯水池が年間約

森林なし ホットスポットとされなかった森林 森林カバーの変化 年平均森林伐採率

遠隔感知と専門家の意見に基づくデータセットで対象に
されている森林

ホットスポット（不確実）
ホットスポット（確実）

1％超
0.01-1%
不変または増加

各国統計のみで対象にされている森林

地図8.2　森林伐採のホットスポットの多くは熱帯にある

出所：Lapers 他 2005．Ⓒ American Institute of Biological Science の許可を得て転載．
注：森林伐採率が限界値を超過した際，その地域はホットスポットとして定義される．その限界値は入手可能なデータから推定ないし専門家の意見に基づく．
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0.5％のテンポで能力を低下させている．ある推

計によれば，世界全体で沈殿による貯水能力の損

失を置換するのに要するコストは年間 130 億ド

ルに達するとされている注 59．

　農業フロンティアの拡大が森林伐採の主因であ

る．ただし，すべての森林の転換や劣化が粗放農

業によるというわけではない．残された熱帯雨林

のなかで森林伐採が急速に進行しているのはアマ

ゾン，西アフリカ，東南アジアの一部である（地

図 8.2）．モザイク状の地域注 60（小規模な森林が

集約的農耕システムのなかに点在している地域

で，通常は都市中心部に近接したところにある）

での森林伐採は森林損失全体への貢献ということ

では小さいものの，そのような森林というのは生

物多様性の生息地や生物学的な回廊ということで

は重要である注 61．

　あらゆる種の半分以上は主として保護地域以

外の農業地形に存在しているので，生物多様性

は農民と一緒に農民によるイニシアティブを通

じてのみ保護可能である．この生物多様性の農

業地形への依存はエコ農業（地形ないし生態系

という文脈における農業，保護，農村生活にか

かわる統合的なアプローチ）の概念では明確に

認識されている注 62．

　多くの恵まれない地域では，人口の増加が天

然資源ベースに大きな圧力を与えている．つい

20-30 年前まで，天然資源は一律に豊富で，一度

使っても，休耕や焼畑農耕によって回復すること

ができた．さらに脆弱な地域の多くはまったく農

耕されていなかったか，遊牧民が放牧していただ

けであった．点在していた森林は部族民に狩猟場

や生計手段を提供していただけなのである．現在

では，このような土地の多くは相当な人口を養っ

ており，食料，薪，水，住居を提供している．生

計を確保するのに十分な土地や動物の生産性上昇

がないため，農民は休耕期間を短縮し，新しい土

地（その多くは環境的に脆弱で劣化しやすい）を

開拓することによって農耕地を拡大したり，すで

に家畜が過剰な牧草地に家畜を追加したりしてい

る．集約化がこのような圧力の低下に役立つこと

ボックス　8.5 4 つの軌道：森林の消滅あるいは回復，困窮あるいは成長

　農業フロンティアの森林地帯への拡張はいくつかの要因が
引き金になっている．それには人口圧力，貧困，市場状況，
道路建設，農場外の雇用機会などが含まれる．大きな新しい
道路ももう 1 つの強力な森林伐採の動因となる．農業の集
約化は森林カバーに対する圧力を緩和する助けになるが，結
末はこのような要因がどのように相互作用するかに依存す
る．時には既存の農地で集約化が進展しているにもかかわら
ず，市場機会が原因で森林地帯に拡張を続けるほうが儲かる
場合もある．

集約化で森林伐採．　地理あるいは労働市場における逼迫が
原因で森林地帯への拡張が阻止される場合には，集約化は森
林伐採の減速に役立つ．例えば，フィリピンの渓谷における
コメ農業の集約化は，丘陵地帯の農場から余剰労働を吸収し
たので，森林は回復する余裕をもつことができるようになっ
た

注 65
．しかし，集約化があっても森林伐採は継続し得る．

インドのタライ地方では森林地帯は縮小している．同地方で
は，緑の革命によって農地に転用される土地の価格が上昇し
たことを受けて，1980 年には農業向けの森林伐採が禁止さ
れた．ブラジルの森林周辺の限界地では大豆の耕作が拡大し
ているが，これは世界的な諸力が作用していることを示すも
う 1 つの事例といえる．

困窮化で森林伐採．　土地利用が持続不可能であると判明し
た場合には（土壌の肥沃度が低下し，農業所得が崩壊する），

森林の自然な再生は生じない可能性がある．その結果，人々
はその土地から離れて行く．東南アジアのインペラタという
何百万ヘクタールもの草原や，ブラジルのベレン市に近い，
見るからに放棄された感のある広大な牧草地帯がその例であ
る．この種の持続不可能な土地利用が人口の高圧力と重なる
と，その結果はマダガスカルにおけるように困窮化の発生と
なる．

集約化で森林再生．　森林の涸渇化で木が不足して森林の価
値が上昇し，保有権が改善されて家計やコミュニティの森林
管理が改善する場合には，集約化の後には森林再生が続くこ
とになる．その結果はケニア，タンザニア，サヘルの一部で
みられるように，耕作地と管理された森林がモザイク状をな
している．

農村部の放棄で森林再生．　一部の地域（西ヨーロッパ，日
本，北アメリカ，もっと最近では東・中央ヨーロッパ）では
移住に伴って森林が再生している．途上国のなかにも農業へ
の転換から森林再生への移行をしているところがある．それ
には一部のアジア（中国，韓国，マレーシア半島部，インド
とベトナムの一部），中央アメリカ（コスタリカやドミニカ
共和国），キューバ，モロッコが含まれる

注 66
．

出所：World Bank 2007i．
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もある（ボックス 8.5）．転換国や都市化国では，

移住（移出）は生計の重要な選択肢となっている

が，このような地域の多くでは女性農民の増加と

農場労働力の全般的な高齢化という 2 つの結果

がもたらされている（第 3 章）．

恵まれない地域のための戦略
　多くの恵まれない地域では，貧困を削減し，環

境を保護するために公的な政策介入が正当化され

る．そのような介入策の多くはこれまでないがし

ろにされてきた．公共投資の収益率は潜在性の高

い地域のほうが高いという考え方があったから

だ．アジアの緑の革命の初期段階では，また現

在でもアフリカではその通りであろう．しかし，

道路，教育，灌漑，何らかのタイプの R&D に対

する公共投資は，競合的な収益率注 63 や恵まれな

い地域の貧困や環境にとって前向きな結果を達

成することが可能である．しかし，貧困削減を

目的とした政策介入のなかには，貧困と環境の

間に重要なトレードオフを招来するものがある．

例えば，新しい道路の建設は森林伐採の主因と

なっている注 64．

　政策介入の形態は対象とする恵まれない地域の

タイプと当該国の経済的状況に依存する．その両

面における多様性には相当なものがある．選択肢

としては，移出の奨励，所得の非農業活動への多

角化促進，セーフティネット向け経常支出の増

加，収益性の高いところでは集約的農業開発の支

援，環境サービスに対する支払い制度の導入など

がある．非農業の選択肢はダイナミックな部門が

ある転換国や都市化国では総じて有望であるが，

経済が停滞している農業ベース諸国ではそうでも

ない．

　恵まれない地域の農業開発は，脆弱で，傾斜し

た，すでに劣化した土壌によって，程度はさまざ

まに異なっているが制約を受けている．降雨が不

規則で少ない，市場アクセスが悪い，輸送コスト

が高いなども制約要因である．典型的には，生産

性を引き上げ，耕作地拡大の必要性を削減ないし

逆転することができる集約的な農業生産システム

へのシフトが必要とされている．チャレンジは収

益性を確保しつつ，地方レベルで資源の持続可能

な使用を確保し，環境面で大規模なマイナスの外

部性を回避しなければならない点にある．

　このような地域のための戦略は，①土地，水，

生物多様性という資源の持続可能な管理のため

に技術を改善する，②地方コミュニティを天然資

源を管理するための指導的地位に置く，という 2

つの鍵となる介入策に基づいていなければならな

い．両アプローチとも成功するためには支持して

くれる政策環境が必要となる．

持続可能な資源管理のために技術を改善する．　

恵まれない地域では生産性が低いため，収益を確

保し，資源の劣化を逆転させ，生計を改善するた

めには，技術面で新しい大きなブレークスルーが

必要となる．恵まれない地域は長年にわたる無

視を経て，最近，農業 R&D に関して公的機関，

NGO，民間機関から注目を集めている（第 7 章）．

初期の努力は外部からの投入物（肥料）をほとん

ど使わずに，稀少な水を保全し，侵食をコント

ロールし，土壌の肥沃度を回復するような天然資

源管理慣行を対象にしていた．このような慣行の

多くは複雑で場所固有である．

　品種改良は旱魃や貧弱な土壌条件に耐性が強

く，病害虫や病気に対する抵抗性が高い品種に焦

点を当てている．このような改善は大幅な生産性

の上昇をもたらすだろうし，農民が気候変動に適

応するのに重要となるだろう．病害虫抵抗性の改

良は収量を安定させ，農業システムを頑健にする

ためには特に重要である．

　河川流域の統合的な土壌・水管理は恵まれない

地域の農業生産性を大幅に改善し得るにもかかわ

らず，これまで政策面で十分な関心の対象になっ

ていなかった注 67．水，土壌，作物の管理を改善

することによって，現状収量の低い雨水農耕地の

生産性を 2 倍以上に引き上げることが可能であ

る注 68．取水や小規模灌漑への投資は触媒になる

ことが多い．投資はそれがなければコストの高い

土壌・作物管理慣行の採用にかかわる障壁を，収

益性を引き上げることによって低下させるのであ

る．

　1990 年代に管式井戸やペダル式ポンプ技術が

登場したことが，南アジアの貧困の三角地帯（バ
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ングラデシュ，インド東部，ネパールのテライ地

方）が成功裡に転換した背景にある．単純な低コ

スト技術（河川の迂回，浅い地下水ないし河川か

ら小型＜手動式ないしロープ式＞ポンプを使った

取水，季節的な洪水）を使った小農がコントロー

ルする灌漑も，特に高付加価値の園芸作物を中心

にアフリカでは局地的に成功を収めている（ブル

キナファソ，マリ，ニジェール，タンザニアな

ど）．しかし，このようなプロジェクトは社会資

本やコミュニティの行動を必要とする．

　農民の使用者グループがナイジェリアの第 2

次国家ファダナ開発プロジェクトが成功する鍵で

あった．このプロジェクトでは，灌漑施設，その

他の農場資産，農村インフラ，助言サービスに対

する投資が行われた．このコミュニティ主導型

プロジェクトに参加した人々の所得は，2004-06

年の間に平均で 50％以上も増加した．乾燥した

サバンナ地帯では，農民は主に小規模灌漑に投資

したが，平均所得は 80％近く上昇している注 69．

　農業システムに樹木を組み込むこと（併農林

業）も有望なアプローチであり，アフリカの丘陵

地帯や農牧畜地帯で広範な影響をもたらしてい

る．新しい市場機会のおかげで，小自作農は果物

やナッツの生産を拡大するようになった．ケニア

では，富に関係なく家計総所得のうち約 10％は

果樹が占めており，すべての薪と炭の約 60％は

農場が原産である．アフリカの南部地域では，併

農林業ベースの土壌肥沃化システム（主として輪

作ないし窒素固定性木による永年間作）のおかげ

で，収量が倍増し，土地と労働に関する純収益率

が増加した（第 7 章）．

　統合的な併農林業・家畜生産システムを使った

家畜の集約化は，恵まれない地域では潜在性が高

いもう 1 つのアプローチである．伝統的な家畜

システムの集約化にとって共通の制約は飼料の欠

如である注 70．これに対処するため，農民は牧草

地の管理を改善しつつあり（地域のローテーショ

ン，牧草地に植林するシルボパストラリズム），

マメ科の飼料用作物を生産し，作物の余りや産業

用の副産物（アフリカ北部のフィードブロック，

アフリカ西部の綿実，ニジェールの飼料用樹木）

を活用している．栽培が簡単で，牛 1 頭当たり年

間 40 ドルの純益をもたらす高品質の飼料用潅木

は，東アフリカでは約 10 万人の小規模酪農家が

すでに採用している．これはさらに 200 万人の

小自作農に拡大する可能性がある注 71．ナイジェ

リアでは，併農林業による公園地帯が劣化した

土壌の目覚ましい回復につながり，約 500-600

万ヘクタールで家畜用の飼料が生産されている

（ボックス 8.6）．

　環境保全型農法はもう 1 つの持続可能な土地

管理技術で，さまざまな条件に適応されている

（第 7 章）．サヘルでは，植樹と単純かつ低コス

トの石製堤防（傾斜の輪郭線にそって石をおい

ボックス　8.6 ニジェールの併農林業公園地は砂漠を押し返し生計を回復

　1970 年代から 80 年代にかけてサヘル地帯で発生した旱
魃は人口の急増もあって，ニジェールでは土地の深刻な劣化
と木・動物・生計手段の損失につながった．生態的および経
済的な危機を受けて，当局，技術者，コミュニティは一丸と
なって解決策を模索した結果，目覚しい成果が得られた．調
査対象になったマラディ，タホウア，ジンダー各地方の村で
は，木や灌木の密度は 1975 年との比較で 10-20 倍に増加し
た．過去 20 年間で約 500-600 万ヘクタールの土地における
木のカバー率は，高価な大規模な植樹に訴えることなく回復
した（ヘクタール当たり 1,000 ドルという従来のコストで考
えると，この規模の併農林業公園地の回復には 50-60 億ド
ルかかったであろう）．
　この転換の鍵は国有林を事実上個人の所有権に移行したこ
とにある．かつては国家の所有物であった木を伐採していた
が，農民はそれを貴重な資産として取り扱い始めたのであ

る．統合的な併農林業（作物・薪・家畜生産システム）が発
展して，ガオ（学名 Faidherbia albida），バオバブ，その他
の木や潅木が生育したのである．
　村人の報告では，国全体の経済パフォーマンスは冴えない
にもかかわらず，土壌の肥沃度や生計が改善したということ
である．ガオの落ち葉が飼料になったおかげで，羊や山羊の
数が増加した．家畜のほとんどを所有している女性が最大の
恩恵をこうむった．女性の伝統的な仕事である薪拾いに要す
る時間が 1 日当たり 2 時間半から 30 分に減少した．家畜の
頭数が増加しなかった村では，水の入手可能性が（飼料不足
ではなく）主な制約要因となっている．調査対象になった村
が所在する農村地帯では，特に貧困層を中心に，木材の売却
が重要な収入源となっている．

出所：Larwanou, Abdoulaye, and Reij 2006; Polgreen 2007; McGahuey and 
Winterbottom (2007 年中の個人的な交信 ); Reij（2007 年中の個人的な交
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て，雨水や土壌を耕地内にとどめる）が土壌の栄

養素を保持し侵食を削減して，より高い安定的な

収量と所得につながっている注 72．メキシコのチ

アパス地方の傾斜の急な丘陵地帯では，環境保全

型農耕法と作物の根囲いを組み合せることで，土

地と労働のネット収益率が上昇した注 73．

　このようなさまざまな慣行の成果はまちまちで

ある注 74．天然資源管理慣行のなかには土地や労

働の生産性の上昇が，投資に値するほど十分な価

値がないものもあった注 75．多くは労働集約的で，

季節的な労働不足，人口の高齢化，女性労働者の

役割増大と整合性がなかった．休耕，階段の構

築，緑肥（有機物質と栄養素のために栽培される

専用の作物で，収穫するのではなく土壌のなかに

耕し込まれる）も土地を使った作物生産を不可能

にするし，培養土や堆肥は稀少な有機物質ベース

のエネルギーについて家庭のニーズと競合する．

天然資源管理は知識集約的でもあり，農民は適切

な農業のエクステンションや訓練へのアクセスを

もっていない可能性がある．隣人からの学習は複

雑な天然資源管理慣行にあまり有効でないことが

判明している注 76．

　天然資源管理への投資は肥料や改良種子など単

一季節用の投入物への投資とは違って長期的であ

り，資源について確実かつ長期的な財産権をもっ

ていることが必要となる．例えば，最終的な報酬

が享受でき所有権を保持できるかどうかが不確実

であれば（ニジェール），農民は植樹に積極的に

はなれないだろう．コミュニティとしては共有の

放牧地や林地などに関して確実な権利を保有し，

部外者を排除またはコントロールできるならば，

それに投資する可能性が高い（エチオピアのティ

グレイ高地）注 77．長期的な投資にとっては個人

やコミュニティの土地権を正式なものとすること

が，信用へのアクセスと同じように重要である

（第 6 章）．

地方コミュニティが実権を握る．　天然資源管理

慣行を採用するには，コミュニティないしそれよ

り高水準での集団行動が必要な場合が多い．天然

資源管理のためのコミュニティ組織が近年文字通

り爆発的に増加している．これは主として多くの

恵まれない地域で活動している NGO が牽引した

ものである．また，一部の国際開発機関（農業開

発国際基金 IFAD など）が特に女性を中心に貧困

層をエンパワーして，彼らが新しい成長機会に確

実に参加できるよう奨励したためでもある（ペ

ルーで大成功を収めた南部高地プロジェクトな

ど）注 78．政府のなかにはそれまで国家が正式に

は担当していた役割を，コミュニティに引き受け

てくれるよう依頼したところもある．そのような

例としては，インドにおける森林，中東・北アフ

リカにおける放牧地，モンゴルの中央計画体制か

らの移行期における牧草地の管理などがあげられ

る．

　農民やコミュニティを巻き込んだ参加型のアプ

ローチは，天然資源の管理にとってはとりわけ重

要である．恵まれない地域では農業生態の多様性

がきわめて広く，技術を選定して地方のニーズや

条件に適合させる必要があるからだ．コミュニ

ティ・アプローチでは天然資源管理を改善するた

めに，財産権の確保と集団行動の実施が可能とな

る．地方的な外部性を管理し，地方住民と政府・

援助国・NGO のプロジェクト活動を調停するの

にも有益である．

　牧畜業者，女性，先住民グループを含む多種多

様な利害関係者の利害を代表するコミュニティ組

織は，天然資源の使用をめぐる紛争解決には中央

当局よりも有効のようである注 79．一部のコミュ

ニティ組織は大成功を収めているが，それは女性

が率いている組織である．女性の積極的な関与は

重要である．女性は農民や薪，飼料，水の採取者

として，共有地の天然資源に大きく依存している

からだ注 80．女性が天然資源を管理するためにコ

ミュニティ組織に参加すると，その有効性が高ま

る．20 カ国における 33 の農村プログラムを調

査した結果によれば，女性が参加しているコミュ

ニティ組織では，協調，連帯，紛争解決の水準が

高い注 81．

　資源管理のための集団行動は地形レベルでなけ

ればならず，農民グループないしコミュニティ全

体の協力が必要である注 82．例えば，土壌の侵食

をコントロールして保水目的で丘陵地帯に輪郭

線を引くためには，投資の調整と同じ丘陵地帯
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に住む農民全員の水共有に関する取り決めが必要

となる．河川流域の開発には流域に住む重要な利

害関係者全員の協調が必要であり，1 つあるいは

それ以上のコミュニティ全体を巻き込む可能性が

ある．しかし，広範な参加と持続可能な結果を確

保することは取り組むべき課題である．というの

は，流域管理プログラムには勝者と敗者の両方が

つきものだからだ．放牧地の閉鎖などの保全のた

めの介入策は，特に貧困層にとっては少なくとも

短期的には所得の喪失をもたらす（トルコ，ボッ

クス 8.7）．

　コミュニティ組織の発展は農業や天然資源を管

轄する政府省庁にとって挑戦になることがわかっ

てきている．省庁には参加型アプローチを支持す

るような組織文化や人材がほとんどないためだ．

分野や所轄省庁をまたがる新しい専門的な構造を

創出しなければならないだろう．あるいは，民間

部門や市民社会の組織が委託契約によって，中央

の政策や手続きを現場の慣行と結びつけることも

できよう．

　外部関係者（NGO など）による訓練やリーダー

シップの支援が，しばしばコミュニティや政府省

庁におけるリーダーシップや技術的スキルの真空

を埋めるのに成功している．モンゴルでは，体制

移行期の制度的な真空状態という文脈のなかでさ

え成功している（モンゴル，ボックス 8.7）．

　恵まれない地域の貧困を是正するという善意の

介入策が裏目に出て，共有財産である天然資源の

伝統的な管理方法を損なうことが時にはある．例

えば，中東・北アフリカの農牧畜システムの下

ボックス　8.7 コミュニティ主導型管理に関する 2 つの物語：河川流域と牧草地

アナトリア東部では環境の持続可能性と所得がトレードオフ
　トルコでは土壌の侵食が農業の持続可能性に影響するもっ
とも深刻な問題の 1 つとなっている．農耕地と広大な放牧
地や山岳牧草地の 3 分の 1 が急斜面になっているためだ．
トルコでは約 1,600 万ヘクタール，すなわち農耕地と牧草地
の 70％強は，特にアナトリア東部のユーフラテス川の上流
域を中心に侵食にさらされている．粗放牧畜システムが主な
犯人である．放牧地の管理が悪いため土壌の劣化が広範囲に
わたり，自然に森林が再生する余地が限定され，土壌の沈殿
物化が急増する原因となっている．
　コミュニティが深く関与した東アナトリア流域再生プロ
ジェクトのおかげで，同地域では土壌と森林の劣化が鈍化し
ている．森林内の牧草地は閉鎖された．劣化した丘陵地帯に
は柵が作られ植林が行われた．渓谷では家畜生産と園芸作物
が強化された．その結果，粗放的家畜システムによる所得の
損失が補填された．下流での沈殿物減少による最終的な利益
を考慮しなくても，プロジェクトの収益率は約 16％と推定
され，総じて大成功であったとみられている．
　多くの家計では所得が増加したが，プロジェクトの貧困に
対する効果は漠然としている．小規模灌漑の主たる受益者は
プロジェクト対象地域では，主要な水源である泉へのアクセ
スがある家計であった．広大な土地を所有し，集約的家畜シ
ステムに転換する能力が大きい裕福な家計が家畜の大半を所
有しているからだ．プロジェクトに伴う当面の利益は土地や
水源の所有権と連動しているが，薪収集と木材売却による森
林所得（これについては貧困層も同じように恩恵にあずかる
ことができる）は，丘陵地帯の森林カバーが回復した後でな
いと享受できない長期的なものなのである．
　環境の持続可能性と貧困層向けの所得創出を調整するのは
むずかしい．保全による最終的な利益の規模と時期が不確実
で，集約的農耕法の地域に所在する生産的資産へのアクセス

が不平等だからである．コミュニティ側は補償給付金がただ
ちに支給されるということを交換条件として，森林閉鎖の同
意に当初は前向きであったが，放牧用に閉鎖された地域の再
開を求める圧力が今後高まっていくものとみられる．

モンゴルでは牧草地の共同管理で牧畜業者の所得が増加
　モンゴルは連綿と続く世界最大の共有牧草地を擁してい
る．牧畜世帯は 17 万 2,000 戸に達している．牧草地が私的
所有だったことはなく，中央計画体制以前の伝統的な牧草地
管理シテムは慣習法によって統治されていた．市場経済への
移行を受けて，家畜の私有権が再導入されたものの，もはや
伝統的な制度による統治ではなくなった．牧畜業者（1992-99
年の間にほぼ倍増）と家畜（約 30％増）が急増して，牧草
地の深刻な劣化が進展する原因となった．牧草地の約 76％
は過剰放牧と砂漠化の影響を受けている．国家とコミュニ
ティによる共同管理が，政府や NGO からの法律や技術に関
する積極的な支援に助けられて成功し（GIS システムやコ
ミュニティ地図の活用），牧草地管理に関して存在していた
制度的な真空を埋め始めている．
　コミュニティ・ベースの牧草地管理慣行の採用が多くなっ
ているのは，牧草地の能力が限定的で，都市や市場センター
から離れている地域と，社会的関係が強固な牧畜業コミュニ
ティである．もっともやっかいな問題は，さまざまなコミュ
ニティ出身の牧畜業者相互間の紛争解決である．主要地域に
関する調査が示唆するところでは，プロジェクト開始から 3
年間で所得は 9-67％の増加を示している．コミュニティの
乾草畑の改善・保護，乾草・飼料基金の創設，冬季用追加飼
料の準備などのおかげで，家畜の損失が平均で 6-12％減少
している．

出所：World Bank 2004f; Ykhanbai and Bulgan 2006．
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で，牧畜コミュニティが旱魃や牧草地を管理でき

るようにするという政府の支援が，農地と放牧地

のいっそうの劣化につながってしまった（ボック

ス 8.8）．

　したがって，コミュニティ・アプローチは有望

ではあるものの，それ自体は万能薬ではない．資

源の深刻な損失，解決困難な社会的紛争，能力不

足，あるいは単に正当なコミュニティの欠如とい

う状況を考えると，もっと中央集権化した介入策

が，あるいは少なくとも外部機関の支援が必要と

なる．多くの乾燥地帯における牧畜業者と農家の

間の相反する利害を解決する，あるいは直接の河

川流域を越えて水資源を管理・統制するために

は，コミュニティ・アプローチが実現できること

以上のことが必要になるだろう．それが成功して

規模を拡大するための条件については，学習すべ

きことがまだたくさん残されている．

　恵まれない地域では外部性が大きいため，持続

可能な農業を促進したり，貧困を削減したりして

も，それで常に環境破壊を阻止できるとは限らな

い．貧困削減と環境破壊の間で頻繁に発生するト

レードオフを解決する技術的あるいはコミュニ

ティ主導型の解決策などというものはほとんど存

在しない．その解決には環境サービスに対する支

払いを含め，環境面での外部性を管理するのに

もっと有効なメカニズムが必要である．

環境サービスに対する支払い

　恵まれない地域か潜在性の高い地域かにかかわ

らず，農業地形では多種多様な環境サービスが生

み出されている．これには炭素固定化，生物多様

性の保全，水流の調節，下流への清潔な水の提供

などが含まれる．しかし，農民はこのようなサー

ビス提供に関して何の報酬も得ていないため，過

小生産に陥りやすい．環境サービスを増加させる

アプローチの多くは，「行うべきこと」を農民に

示すことに基づいている．ところが，それが他人

のために「行うべきこと」であって，農民のため

には必ずしもそうでないことを忘れている．他の

ボックス　8.8 中東・北アフリカの牧草地帯における旱魃と家畜の管理

　中東・北アフリカの農地のほとんどは年間降水量が 400
ミリメートル未満で，利用可能な農耕地とステップの広大な
放牧地を活用した大麦 - 羊システムに充当されている．農牧
畜社会には，ずっと昔から重要な要因である旱魃に対処する
ための独自の戦略がある．移動性ないし移牧性の放牧慣行に
よって一箇所の飼草不足のリスクを減らすことができる．遠
隔コミュニティとの互恵的な放牧取り決めによって，旱魃が
発生した年には相手側の資源にアクセスすることができる．
群れの規模や家畜の種類が利用可能な放牧資源に合わせて調
節される．余剰家畜は旱魃の際には食用あるいは現金として
処分が容易である．大麦農民や羊飼いは農耕や非農業職に多
角化している．特に季節労働者として非農場雇用を求めるこ
とが多い．
　このような伝統的なリスク戦略のおかげで，これまで旱魃
リスクが管理され，放牧社会は何世紀もの間生き延びてく
ることができた．旱魃と伝統的な管理システムの相互作用
は，群れの規模を牧草地の生産性とバランスをはかるのに役
立ち，牧草地の長期的な劣化を回避してきたのである．しか
し，旱魃ショックを管理する能力は人口の増加に伴って低下
した．この地域のわずかな資源で生計を立てようとする人口
が増加したからである．さらに，地球温暖化に関連して旱魃
が頻繁かつ長期間にわたるようになったことも一因である．
最近の旱魃は家畜の大量損失をもたらし，大勢の農民や牧畜
業者を貧困に陥れ，天然資源管理改善のための投資を阻害し
ている．

　この地域の各国政府は旱魃被害の管理を支援すべく介入し
ているが，通常は旱魃が始まってから危機救援というベー
スで行うもので，長期的な影響はほとんど考慮していない．
もっとも重要な介入策は家畜用の飼料補助金と債務免除であ
り，ともに資源の劣化につながるものである．
　飼料補助金（主として大麦向け）は旱魃時に家畜の頭数と
生産の保護に大成功を収めている．しかし，群れの規模を気
候変動に合わせる伝統的なプロセスを阻害することによっ
て，長期的には牧草地の劣化に拍車をかけている．群れの規
模は近年急拡大しており，放牧慣行も変化してきている．家
畜の多くは乾季でもスッテプを去らずに，飼料と水がトラッ
ク輸送されてきている．これが乾季の過剰放牧につながって
おり，特に水と飼料の供給場所に近い地域を中心に，年間を
通した牧草種の自然な播種を減らし，土壌を悪くし，風食に
貢献している．政府の大麦購入価格が高いことも，牧草地に
おける大麦生産の機械化を促進する要因となっているが，そ
れは持続不可能である．
　債務繰り延べの制度は牧畜業者や小規模農民にとって一時
的な救援にはなっているものの，最大の受益者は大規模農場
である．また，地域の農業開発銀行における債務回収の実績
が慢性的に悪い原因ともなっている．さらに探求すべきより
良い代替策としては，旱魃保険，旱魃の早期警報，貧困層向
けのセーフティネットという単純な形のものになるだろう．

出所：Hazell, Oram, and Chaherli 2001．
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アプローチでは農民ができることとできないこと

を規定しようと試みている．どちらのアプローチ

もうまく機能していない，あるいは長期にわたっ

て維持されていない．すべてがうまく収まる技術

が農民にとって高収益と高水準の環境サービスの

両方をもたらす場合もあるが，それは数が少な

く，しかも間隔が長いし，価格変化に伴って長期

的にはすべてが丸くは収まらなくなってしまう可

能性がある注 83．

　要するに，もし社会が農民に対して農場外に利

益をもたらすような天然資源管理慣行の採用を望

むのであれば，社会としては農民に報酬を支払う

必要がある．これについては，投資のために譲許

的なローンを供与したり，植樹などの保護活動の

ために「仕事のための食料」プログラムを活用し

たり，苗のような投入物を無償で供給したりする

という形で，小規模な試みが行われている．しか

し，このような努力は通常は短期的な成果しかな

く，それが生み出すインセンティブは報酬が終了

した途端に消滅する．このような短期的なプログ

ラムの利益はせいぜい一時的なものにすぎないの

が普通である．環境サービス支払い（PES）とい

う新しいアプローチはこの問題に取り組むことを

目指したものである．

　PES は環境保全に関して，次の双子の原則に

基づいた市場ベースのアプローチである．すな

わち，環境サービスで利益を享受する者（清潔

な水のユーザーなど）はそれについて支払いを

すべきであり，このようなサービスを生み出す

者はその提供について報酬を受領できてしかる

べきである注 84．PES メカニズムでは，サービス

提供者は望まれる環境サービスの提供（またはそ

のようなサービス生み出すと考えられる慣行の採

用）を条件として支払いを受領する．参加は任意

である．PES アプローチは次の 3 つの点で魅力

がある．①保全のために他では得られない新しい

資金調達が可能である．②持続可能である．とい

うのは，サービスのユーザーと提供者それぞれの

私利に依存しており，政府や援助国の気まぐれに

は依存していないからである．③利益がそれを提

供するコストを上回るようなサービスを生み出し

ていれば効率的である．

　最近，特にラテンアメリカを中心に，PES プロ

グラムに対する強い関心がみられる．コスタリ

カには 1997 年に創設された世界最古のプログ

ラムがあり，2005 年末でみると，森林地帯の約

10％に相当する約 27 万ヘクタールの森林保全を

まかなっている．メキシコでも 2002 年に同様の

プログラムが創設され，2005 年末には約 54 万

ヘクタール（森林地帯の約 1％）の保護をまか

なっている注 85．途上国の PES 制度のほとんどは

森林保持に焦点を当てているが，このアプローチ

を農業に適用することに関心が高まりつつある．

コロンビア，コスタリカ，ニカラグアの劣化した

図8.3　ニカラグアではPESのおかげで，劣化した牧草地は持続可能な土地利用に転換

貧困家計
非貧困家計

木の密度が高い牧草地に改善

木の密度が高い自然の牧草地

木の密度が低い牧草地に改善

飼料河原

木の密度が低い自然の牧草地

劣化した牧草地

年間収穫

土地利用のネット変化（ヘクタール）

出所：Silvopastoral Project の GIS 地図データに基づく Pagiola 他（近刊）による試算．
注：貧困層および非貧困層の土地利用の変化はニカラグアの Matiguás-Río Blanco の Silvopastoral Project（2003-05）の参加者．他の用途に転換した地
域で，土地利用のネット変化が 30 ヘクタール未満は含まれていない．貧困層はあらゆる収入源に関する家計調査データを使った各国の貧困線未満の家
計として定義されている．
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牧草地における実験プロジェクトのおかげで，土

地利用が著しく変化して，劣化した牧草地はシル

ボパストラル・システム（木と家畜が並行して生

産される）に転換された（図 8.3）注 86．高価で

技術的に挑戦課題となっている慣行であるにもか

かわらず，貧しい家計も積極的に参加している．

　PES 制度のファイナンスという側面では，現状

では，水のユーザーが最大の貢献者である．これ

は主として分権化された個別の河川流域制度を通

してのものであるが，全国ベースのプログラムを

通するものもある（メキシコ）．PES メカニズム

を通して流域の保全に対して支払いを行っている

のは，国内の水供給システム，水力発電業者，灌

漑システム，瓶詰め業者である．上流における土

地利用の変化が下流の水サービスに及ぼす影響に

ついて理解が深まれば，流域による支払いの潜在

性は大幅に拡大するだろう．

　クリーン開発メカニズムあるいは任意の（小

売）市場に基づく炭素支払いも，PES にとって大

きな潜在性をもったもう 1 つのファイナンス源

である（第 11 章）．小規模農家は炭素固定化支

払いから利益を享受できるが，そのためには十分

なモニタリングと認証システムを開発する能力を

もった強力な地方コミュニティ組織が必要であ

る．メキシコのチアパス地方におけるスコレルテ

（先住民語で「成長する木」の意）・プロジェクト

は地方コミュニティと農民組織を動員して，併

農林業を通じて炭素を商業化した．二酸化炭素 1

トン当たり 3.30 ドルの売却価格のうち，60％は

直接農民に支払われているので，地方の家計所得

は年平均 300-1,800 ドルも増加した注 87．しかし，

輸送費が高い（この場合 40％），炭素固定化に関

して意味のある量を達成するためには，多数の小

規模農家の活動を調整する必要があるなどさまざ

まな障害があるため，小規模農家のこの市場への

参加は限定的である．

　支払い制度をもっと広く活用するためには，

サービスの利用者と提供者を直接リンクすること

によって，資金調達基盤が長期的に持続可能にな

ることを確保しなければならない．大規模なユー

ザーが 1-2 人にとどまり，実際あるいは潜在的

な環境に対する脅威が明確な場合や，農業活動と

環境上の結果との間の因果関係がよく理解されて

いる場合には，これは簡単である．小規模の河川

流域と下流の水力発電所（通例では沈殿にもっと

も弱い），あるいは国内水供給者（汚染と沈殿に

影響される）という組み合わせはその最適な候補

である．複数のユーザーがいる大規模な流域の場

合，下流のインパクトは上流の無数のユーザーの

累積的インパクトになるため，候補として不向き

である．生物多様性保全のために PES を使うの

も困難であろう．金銭的に強い利害関係をもった

関係者が存在しないためである．

結論

　1992 年のリオにおける地球サミット以来，農

業と環境の課題は不可分のものであるということ

が一般に受け入れられている．天然資源の劣化は

農業生産の基盤を侵食し，リスクに対する脆弱性

を高め，天然資源の持続不可能な使用に伴って大

きな経済的損失をもたらす．開発のための農業と

いう課題は天然資源（水，森林，土壌保全，遺伝

子的に多様な動植物品種，その他の生態系サービ

ス）のより持続可能な使用がなければ成功しない

であろう．と同時に，農業はしばしば環境保護を

目的とした介入策の重要なとっかかりともなって

いる．農業は土地や水の主要なユーザーであり，

温室効果ガスの大きな排出源であり，自然生態系

転換と生物多様性損失の主因でもある．農業と環

境の課題の複雑な結びつきを考えると，統合的な

政策アプローチが必要である．

　農業が天然資源に残した環境面での大きな爪跡

は至るところに広がっているが，それを削減する

機会はたくさんある．インセンティブの適正化が

持続可能性に向けた第 1 歩である．集約的農業

と粗放的農業の両地域における天然資源管理を改

善するためには，農民に対して誤ったシグナルを

送っている価格や補助金の政策を撤廃し，財産権

を強化し，天然資源管理に長期的な支援を提供

し，天候リスクの増大を管理する助けになる手段

を開発することが必要になる．

　集約農業をより持続可能にするために，より良

い技術と水や近代的な農場投入物をより良く管理
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する方法が，今では入手可能になっている．しか

し，その広範な採用は価格政策が不適切なこと，

農民の訓練が不十分なこと，負の外部性の管理が

失敗していることなどによって阻害されている．

恵まれない地域では，新しい有望な技術が出現し

ているが，その採用は成果が得られるまでの時

間と集団行動の必要性によって複雑化している．

もっと有望な最近の動きの 1 つは，コミュニティ

に天然資源管理をしてもらうために地方組織に権

限委譲をはかりつつあることだ．

　プラスの側面をみると，環境サービスの提供者

としての農業の潜在性を実現する機会がたくさん

ある．環境サービスに対して支払いをするための

新しい市場やプログラムの台頭は有望なアプロー

チであり，国際社会だけでなく，地方政府や各国

政府も追求してしかるべきであろう．気候変動の

緩和や生物多様性の保護にとって農業の役割はき

わめて重要であり，炭素ファイナンスはそのよう

な世界的な公共財にとって重要な資金調達源にな

るかもしれない（第 11 章）．しかし，多くの場

合，統治と財政能力が弱い場合には，国家的な支

払い制度を整備するよりも環境サービス向け市場

については地方レベルでの発展のほうが，サービ

スの提供者とその顧客が近接しているため，より

有望であろう．
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気候変動のインパクト
　気候変動の農業に対するインパクトは多くの地域で破壊

的になる可能性があろう．すでに多くの地域がこのような

影響を感じているが，平均気温が上昇し，気候の変動が大

きくなるにつれて，影響は徐々に深刻になってくるだろう

（第 2 章）．

　気候変動の農業への脅威に関する科学的な証拠は今や歴

然としているが，生態系と経済の相互作用とフィードバッ

ク過程が複雑なため，正確な規模に関しては大きな不確実

性が残っている．農業の生産性に影響する主要な要因は，

①気温の変化，②降水量，③二酸化炭素肥沃効果，④気候

の変動性⑤地表水流の 5 つである．最初は大気中の炭素

濃度の上昇は作物の生育にとっては有益であり，熱や水の

ストレスによる収量減を相殺できるだろう．しかし，この

「炭素肥沃効果」は実験データに基づいてこれまで推定さ

れていたよりも，実際には小さい可能性がある
注 1

．

　地球の気温が小規模ないし中規模（1-3℃）に上昇する

というシナリオの下では，作物・気候モデルは世界の農業

生産へのインパクトは小さいとの予測になっている．熱帯

を中心としたほとんどの途上国におけるマイナス効果は，

温帯と主に先進国におけるプラス効果で相殺されるからで

ある
注 2

．熱帯諸国ではわずかな気温上昇でも（小麦とト

ウモロコシでは 1℃，コメでは 2℃の上昇でも）大幅な収

量の減少が生じる．多くの作物は熱耐性についてすでに限

界にきているためだ．

　3℃以上の気温上昇が生じれば，収量の減少が至ると

ころで発生し，特に熱帯では深刻になるものと予想され

る．アフリカ，アジア，中央アメリカの一部では，気温

が 3-4℃上昇すると，個々の農場レベルで平均気温の上

昇に対して適応策がとられることを前提にしても，小麦

やトウモロコシの収量は 20-40％の減少を余儀なくされ

るだろう
注 3

．二酸化炭素の肥沃効果がフルにあるとすれ

ば，この収量減はその半分ですむかもしれない
注 4

．コメ

の収量も小麦やトウモロコシよりは小幅にとどまるが，や

はり減少するだろう．

　しかし，以上は控えめな予測値である．というのは，

より厳しい旱魃や洪水，地表水流の変化，気温の変化を

原因とする作物生育の閾値効果に伴う作物や家畜の減少

を考慮に入れていないからである
注 5

．一部の途上国の低

地で行われている農業は，海面の上昇や地下帯水層への

塩水侵入が引き起こす洪水や塩化によっても損害をこう

むるだろう
注 6

．降水量の減少は一部の地域では，地表水

および地下水を水源とする灌漑用水の入手可能性を削減す

るだろう．特にアフリカの一部と氷河の溶解に依存してい

る灌漑地を中心に亜乾燥地帯では，地表水への通年アクセ

スはきわめて困難になる可能性が大きい．アフリカでは

7,500 万 -2 億 5,000 万人が水ストレスの高まりを経験す

るものとみられている
注 7

．影響を受けるすべての地域で，

貧困層は特に影響に弱いであろう．農業への依存度が高

く，適応能力が低いためだ．

気候変動への適応策
　農業システムを気候変動に適応させることが急務であ

る．というのは，そのインパクトがすでに明らかで，たと

え GHG 排出が現行水準で安定化したとしてもトレンドは

継続するからだ．適応策によって経済的な悪影響は大幅に

削減することができる．

　農民はすでに適応しつつある．アフリカ 11 カ国に関す

る最近の調査データによれば，同一作物について違う品種

を作づけし，作づけの時期を変更し，農耕法を短い生育

シーズンに適応させている
注 8

．しかし，気候が変動する，

あるいは気温が上昇すると考えている全家計のうち，3 分

の１以上が農耕法を変更していないと回答している諸国も

なかにはある．適応策採用の障害は国ごとに異なるもの

の，大多数が主因であるとしているのは信用ないし貯蓄の

欠如である
注 9

．エチオピア，ケニア，セネガルの農家は

水アクセスの欠如も理由としてあげている
注 10

．

　財源の制約が厳しい諸国では，農民は外部の支援がなけ

れば気候変動に適応することができないだろう．貧困層は

適応のために，特にコストが高いところでは追加的な支援

を必要としている．

　公共部門は作物・家畜の保険，セーフティネット，洪

フォーカス　F 農業における気候変動に関する適応策と軽減策

　気候変動は農業に広範な影響を及ぼし，特に貧困層には大きな影響があるだろう．不作と家畜死亡のリスクが上昇
して，すでに経済的な損害をもたらしているだけでなく，食料の安定確保を脅かしている．これは地球温暖化が継続
するに伴ってさらに深刻化する可能性が大きい．気候変動の悪影響を削減するためには，国際的な協調行動と各国の
戦略的な計画が推進する適応策が緊急に必要である．温室効果ガス（GHG）の主要な排出源である農業には，森林
伐採の削減と土地利用や農耕法の変更を通じて排出を削減できる大きな未活用の潜在性がある．しかし，それを達成
するためには，世界における現行の炭素資金調達メカニズムを変更する必要がある．



��0 世界開発報告 2008

水・熱・洪水に抵抗性のある作物に関する研究・普及など

の措置を通じて，適応を円滑化することができる．乾燥地

帯の農耕地における新しい灌漑システムはことに有効であ

ろう．補完的な改革や高付加価値作物用の市場アクセス改

善と組み合わせれば，なおのこと有効である
注 11

．しかし，

新しい灌漑システムの設計や既存システムの更新に当たっ

ては，降水や地表水流の変動が大きくなっている点を考慮

に入れておく必要がある．灌漑システムを変更するコスト

は，とりわけ氷河の溶解水に依存している地域（アンデ

ス，ネパール，中国の一部）や，標高の高い湿地帯によっ

て水流を調節している地域では，十億ドル単位ではないに

しても数億ドル単位に達する可能性があろう
注 12

．

　気候情報の改善も気候変動への適応にとって潜在的に費

用効果的なもう 1 つの方法であろう
注 13

．マリにおける農

業気候面からの支援プログラムを検討してみよう．サヘル

の旱魃に対応して 1982 年に創設されたタイムリーな気象

情報と技術的な助言サービスは，農民が気候リスクの管理

を改善し，旱魃の経済的な悪影響を削減するのに役立って

いる
注 14

．

　気候変動に伴う大きな不確実に取り組む最善の方法は，

各部門について不測の事態への対応計画を策定しておくこ

とであろう．最貧国の多くは国家的な適応行動計画を作成

中であり，気候変動に対する準備体制を改善するために喫

緊の優先課題を特定しつつある
注 15

．広範な経済的課題の

なかに気候変動を主流化しておくことが，このような計画

の実施にとって決定的に重要になるだろう
注 16

．

　気候変動に適応するコストは途上国では数百億ドルに達

するものと推定されているが，これは入手可能な財源を大

きく凌駕しているため，先進国から巨額の移転を必要とす

る．既存の各種適応基金への拠出は年 1 億 5,000 万 -3 億

ドル程度にとどまっている
注 17

．最近発表された気候変動

に適応するためのナイロビの枠組みは正しい方向への第 1

歩ではあるが，必要資金の 10 分の 1 にも満たないものと

予想される．国際社会としては新しいメカニズムを考案し

て，気候に関する情報や予測，新しい気象パターンに適応

した作物の研究開発，土地の劣化を削減する技術など多種

多様なグローバル公共財を提供する必要がある．このよう

な措置の多くは，旱魃と洪水の両方に抵抗性のある品種の

開発，天候情報の改善，あるいは新規の灌漑投資に際して

水文地質学的な変動性の配慮などのように一石二鳥であ

る．技術や情報システムの開発とその現場における採用と

の間には長いタイムラグがあるため，適応を支援するため

の開発投資は今実施する必要がある．汚染者負担の原則に

基づく炭素税はこのための主要な財源になり得るだろう．

農業を通じた気候変動の緩和
　家畜や農作物は二酸化炭素，メタン，一酸化窒素，そ

の他のガスを排出しているため，農業は主要な GHG 排出

源となっている（図 F.1）．各国政府が国連の気候変動枠

組み条約に提出した排出の目録によると，農業は世界の

GHG 排出の約 15％を占めている．途上国における森林伐

採（農業が主因）に伴う排出を加算すると，世界全体の

GHG 排出に対する寄与率は 26-35％に達する．森林伐採

を含め農業が排出した分のうち約 80％は途上国に由来す

る（図 F.1）
注 18

．

　一酸化窒素とメタンというもっとも強力な非炭素系酸化

物の 2 つについて，世界全体の排出量の半分は農業によ

るものである．土壌からの一酸化窒素（施肥と堆肥から）

と家畜生産における腸醗酵からのメタンの排出は，農業

の非炭素系酸化物総排出量のそれぞれ約 3 分の 1 を占め

図F.1　農業とそれに関連した森林伐採はGHGの主要排出源

GHG 総排出量に占める割合（％）

先進国 途上国

エネルギー 農業
（土地利用の

変化は除く）

森林伐採 工業プロセス 漏出

出所：United Nations Framework Convention on Climate Change (http://www.unfccc.int) のデータに基づく WDR 2008 チームの試算．
注：これは途上国全体について入手可能な最新年のデータであり，UNFCCC のデータを使った整合的な比較は 1994 年についてのみ可能である．土地利用の変化（主
として森林伐採による）に伴う排出総量に関しては大きな幅の不確実性がある．1990 年代における排出総量に対する土地利用変化の寄与率については，20％（レ
ンジは 10-30％）というのが最良の推定値であろう（Watson 他 2000）．途上国が報告した排出量の累計値に基づいて UNFCCC が推計した森林伐採による排出総量

（11.4％）は，推定値のレンジ内では低いほうに相当する．
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ており，今後とも増加が予想されている
注 19

．非炭素系酸

化物排出の残りはバイオマス燃焼，コメ生産，堆肥管理か

ら生じている．農業は土地利用の変化（耕地や牧草地にお

ける土壌有機物質の損失や森林の農業への転換）を通じて

炭素固定化（保存）の削減にも大きく関与している．ただ

し，定量的な推定は不確実である．

　農地利用の変化に伴う二酸化炭素の排出は，森林伐採を

減速させることによって削減が可能である．炭素取引を通

じたこの削減機会は原則として非常に大きいといえる．森

林の農業向け利用への転換は総じて収益率が低いからであ

る．1 つの極論として，ブラジルのアクレ州の森林を伝統

的な牧草地に転換すると，145 トン相当の固定化された

炭素の損失というコストで，将来的に 1 ヘクタール当た

り 2 ドルの収益（二酸化炭素１トン当たり 0.01 ドル未満）

に相当する純現在価値が生み出される．カメルーンの森林

を集約的プランテーションに転換する場合，これに対応

する価値は二酸化炭素 1 トン当たり 3 ドルである
注 20

．炭

素市場で二酸化炭素 1 トン当たり 27 ドルの価格になれば

（ヨーロッパ気候変動取引所における 2008-10 年の炭素排

出余裕枠にかかわる 2007 年 5 月の取引価格に相当する），

2050 年までに 500 万平方キロメートルの森林の転換を

阻止することができるだろう
注 21

．

　他の有望なアプローチとしては，農地管理の変更（環

境保全型耕作，併農林業，劣化した耕地・牧草地の再生），

反芻動物の栄養・遺伝子の総合的な改良，堆肥の保存・採

取技術，排出のバイオガス転換などがある．このようなア

プローチの多くは生産性の上昇，天然資源管理の改善，バ

イオエネルギーなど貴重な副産物の生産など一石何鳥もの

効果をもたらす．その他にも低排出型のコメや家畜の新品

種など，グローバル・レベルで大規模な投資を要するもの

がある．しかも輸送や電力部門の効率性の上昇を通じて

GHG 排出を減らす他の代替策よりもさらに費用対効果が

いいかどうかは不透明である
注 22

．

　この分野の研究には公共財という性格があるため，革新

的で費用対効果にすぐれた解決策を国際的に支援するのは

正当化できる．例えば，低排出の動植物品種を発明した

り，先進的な技術を使ったりすることによって，家畜や稲

田からの排出を削減するといった解決方法がそれである．

輸送や発電用のバイオネルギー生産を増やすことによって

農業は気候変動を緩和することもできるだろう．多くは原

料作物の栽培から最終用途までの生産サイクル全体の総

GHG 排出がどうなるかに依存する．それがバイオ燃料生

産に伴う炭素固定化のほとんどを帳消しにする可能性も否

定しきれない（フォーカス B 参照）．

炭素ファイナンスは緩和策を支援できる

　炭素排出権取引の新しい市場は，炭素を固定化する土地

利用によって農業が利益を享受できる新しい可能性を提供

するものである．このような重要な支払いメカニズム（京

都議定書のクリーン開発メカニズム〈CDM〉）から幅広い

利益を実現するのに大きな障害になっているのは，植林

や森林再生のカバレッジが限定されていることだ（第 11

章）．農業の侵食を主因とする森林伐採が世界全体の GHG

総排出量の約 5 分の 1 を占めているという事実があるに

もかかわらず，議定書には途上国が森林を保全するインセ

ンティブがまったく盛り込まれていない．

　2012 年以降の時期に関する交渉では，この重大な欠陥

を是正すべきである．炭素の土壌固定化（環境保全型耕作

を通してなど），「グリーンな」バイオ燃料，農業地形のな

かの併農林業などに対する信用供与も検討すべきである．

メタン排出が少ない牛の品種など低排出技術向けの研究開

発投資にもインセンティブが必要である．地上における成

果をモニターする人口衛星を使った遠隔感知システムは新

しい有望なアプローチである
注 23

．

　将来の気候変動条約が温暖化を緩和するためには，完全

な参加と順守を奨励すべくインセンティブ体系を改善する

必要があるだろう．適応については，利益の分配が不公平

なため，国際社会は先進国（貢献による直接的な利益がな

い）から協力とファイナンスを獲得するのに大きなチャ

レンジに直面している．しかし，気候変動の顕在化を背景

に，適応と緩和の両方に取り組まなければならないという

ことに関しては，国際レベルで緊急性と意欲が高まりつつ

ある（第 11 章）．
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　途上国の農村部は雇用という手強いチャレンジ

に直面している．都市への移住を考慮しても，農

村人口は増加を続けており，しかもサハラ以南ア

フリカや南アジアのように急増を示しているとこ

ろもある．毎年農村部の労働力に新たに加わって

くる人々は，農業や農村部の非農業経済で仕事を

みつけるか，または都市経済に移住していく必要

がある．

　農村部の労働市場は農業あるいは非農業部門の

なかで，熟練あるいは非熟練労働者向けに，自営

業あるいは賃金労働という形で雇用を提供してい

る．農業は大勢の賃金労働者を雇用しており，同

部門の労働力の 20％を占めている．ダイナミッ

クで高付加価値の作物・家畜分野は労働集約的で

あり，雇用拡大の潜在性が高い．にもかかわら

ず，農業の労働条件は必ずしも福祉の大幅な改善

につながるようなものではない．生産プロセスの

性格と適切な規制の欠如が原因である．農村部の

非農業職が急増しているが，それには当該地方市

場における多種多様な低生産性の商業活動が含ま

れている．しかし，ダイナミックな非農業部門は

農業あるいは都市経済と結びついて，熟練労働者

に大きな雇用機会を提供している．

　農業の賃金は低く，他の部門との比較でも平均

的に低い．この相違は労働者の主としてスキル構

造を反映したものである．農村部非農業部門で生

産性の低い自営業に従事している未熟練労働者の

賃金も非常に低い．教育のある労働者は地元か近

くの都市で高給職をみつけることができる．

　貧困層にとっては労働が主たる資産であるた

め，土地をまったく，ないしほとんどもっていな

い家計は農場や非農場活動に労働力を売却する

か，または農村部を去らなければならない．した

がって，農村部労働市場を貧困脱却のための有効

な道にすることが重要な政策チャレンジなのであ

るが，あまり良く理解されておらず，政策立案に

おいてはまったく無視されている．

　農業やその他部門向けの農村部労働市場につい

て積極的な政策課題があれば，農村部の貧困を長

期にわたって持続的に削減することができるだろ

う．おそらくもっとも重要なのは農業や農村部非

農業経済のために農村部の投資環境を改善するこ

とであろう．しかし，その改善だけでは不十分で

ある．未熟練労働者を熟練労働者に転換するため

の学校教育や訓練が必要不可欠である．熟練労働

者は地元における雇用機会の改善をうまく活用し

たり，移住したりすることができる．それができ

ない人々にとって，貧困を和らげてくれるのは社

会的保護だけである．

農村部の雇用：気が遠くなるようなチャ
レンジ

　インドでは，農村部の労働力は依然として年

1.5％で増加しており，毎年 400 万人の新しい労

働者が追加されている．バングラデシュでは，毎

年 100 万人が農村部の労働力に加わっている．

農村部ですでに雇用されている何百万人という労

働者は低賃金職の罠にはまっている．

　農村部における新規労働者数と農業における

新規雇用者数のギャップは，サハラ以南アフリ

カ，南アジア，中東・北アフリカでは拡大を続け

ており，その他の地域でも大きいままである（図

9.1）．ほとんどの途上国は農業生産性の改善に

よって，より多くのより良い職を創出することが

できる．しかし，食料の需要弾力性は低いので，

chapter9
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農業労働力は長期的には減少するだろう．相対的

に減少するだけでなく，絶対的にも減少すること

になるだろう．ラテンアメリカ・カリブやヨー

ロッパ・中央アジアではすでにそうなりつつあ

る．つまり，農業の発展だけでは農村部における

課題である雇用には対抗できないのである．農村

部の非農業経済も新しい職の重要な源泉にならな

ければならない．

　農村部における活動の多様性はそれに対応した

収入源の多様化につながっている（表 9.1）．ほ

図9.1　農業だけでは農村部の新規労働者を吸収しきれない
サハラ以南アフリカ 南アジア

東アジア・太平洋 中東・北アフリカ

ラテンアメリカ・カリブ

100 万人 100 万人

100 万人 100 万人

100 万人

農村人口

農業労働力

農村人口

農業労働力

農村人口

農業労働力

農村人口

農業労働力

農村人口

農業労働力

出所：FAO 2006a．
注：農村部労働力に関するデータが入手不可能なため，農村人口の伸びを農村部労働力の伸びの代理変数として使った．
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とんどの諸国では，非農業活動が農村部の所得の

30-50％を占めている．しかし，第 3 章でみたよ

うに，これは必ずしも個々の家計にさまざまな収

入源があるということではなく，単に各家計の収

入源がそれぞれ大きく異なっているということを

意味している．

　農村部の雇用構造は途上国の地域によって驚く

ほど異なっている（表 9.2）．農業と非農業にお

いて非農作業職に従事している成人男性の割合を

みると，ラテンアメリカ・カリブ，南アジア，中

東・北アフリカでは 47-49％，東アジア・太平洋

では 38％となっている注 1．しかし，サハラ以南

アフリカでは 20％にとどまっている．

　非農作業職は女性にとっても重要で，それに従

事している農村部の成人女性の割合は，東アジ

ア・太平洋，ヨーロッパ・中央アジア，ラテンア

メリカ・カリブでは 25％となっている．しかし，

南アジアでは，農業の賃金労働市場に参加してい

る女性は 11％にすぎず，農村部非農作業となる

とさらに少ない．これは東アジア・太平洋やラテ

ンアメリカ・カリブとは好対照をなしている．そ

こでは女性の農業賃金労働市場への参加は少ない

一方，農村部非農業経済への参加が多くなってい

る．サハラ以南アフリカについては，各国の調査

統計では女性の賃金労働は少ないと報告されてい

るが，最近増えてきている文献によれば，特に貧

しい女性を中心に多くの女性が農業賃金労働に依

存するようになってきているようである注 2．

　女性労働力の供給は家計の決定であると同時

に，家計における力の均衡の決定要因ともなって

いる注 3．女性が労働力に加わるにつれて力の均

衡が変化し，それが今度は家計の決定を変化させ

対所得比（％）

農業所得 非農業所得

自営 賃金 賃金 自営 移転他

サハラ以南アフリカ
エチオピア（1999 年） 0.74 0.03b 0.05 0.18

ガーナ（1998 年）a 0.55 0.02 0.15 0.22 0.05

マラウイ（2004 年）a 0.67 0.08 0.12 0.10 0.04

ナイジェリア（2004 年）a 0.55 0.13 0.19 0.12 0.01

ザンビア（2003 年） 0.65 0.06b 0.10 0.17

南アジア
バングラデシュ（2000 年）a 0.15 0.13 0.21 0.22 0.29

ネパール（1996 年）a 0.35 0.18 0.19 0.15 0.14

パキスタン（2001 年）a 0.43 0.06 0.24 0.12 0.17

東アジア・太平洋
インドネシア（2000 年）a 0.17 0.09 0.34 0.23 0.16

ベトナム（1998 年）a 0.35 0.04 0.08 0.49 0.04

ヨーロッパ・中央アジア
アゼルバイジャン（2001 年） 0.53 0.27b 0.20

アルバニア（2005 年）a 0.29 0.04 0.25 0.21 0.23

ブルガリア（2001 年）a 0.18 0.18 0.19 0 0.45

キルギスタン（1998 年） 0.42 0.20b 0.09 0.30

ラテンアメリカ・カリブ
エクアドル（1998 年）a 0.29 0.18 0.25 0.24 0.04

エルサルバドル（2001 年） 0.17 0.09 0.32 0.23 0.18

グアテマラ（2000 年）a 0.25 0.22 0.21 0.14 0.19

ニカラグア（2001 年）a 0.22 0.21 0.31 0.17 0.10

パナマ（2003 年）a 0.13 0.15 0.44 0.16 0.12

ペルー（1997 年） 0.49 0.07 0.44b —

表9.1　農村家計の収入源は多様化

出所：ザンビアについては World Bank 2005p，エチオピアについては World Bank 2005n，キリギスタンについては World Bank 2003a，アゼルバイジャンについて
は World Bank 2003a，エルサルバドルについては World Bank 2005k，ペルーについては Escobal 2001，それ以外の諸国については Davis 他 2007．
a．所得の算出と類似した方法を使用（ボックス 3.2 参照）．
b．2 つ以上の収入源を含む．
－は入手不能．
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る．女性は農場外では働かないという伝統的な社

会では，女性の賃金など家計外の状況が変化しつ

つあっても，長い間そのままの状態でいられる．

しかし，ひとたび女性が働き始めると，変化は非

常に速くなる可能性が大きく，大勢の女性が家庭

の外に出て労働市場で活動的になる．これは政府

や非政府組織が 1 回限りの介入策によって，女

性の労働力への参入を支援すれば，大きな成果が

期待できるということを示唆している．ひとたび

始まれば，新たな自己実現的なパターンが確立さ

れて定着するだろう．

農業の賃金雇用

農業は賃金労働の大きな雇用者としてます
ます大きくなりつつある
　農業における賃金労働者数を正確に推計するの

は困難である．多くの場合，農業賃金は自営業を

補完する形になっているからだ．労働者を主要活

動別に分類している労働力調査や人口国勢調査の

データは，通常，大勢の一時的な賃金労働者を看

過している．例えば，アフリカの農村部に関し

て，最近の徹底した研究によると，農業労働市場

への参加率は大規模な家計調査が示唆しているよ

りもずっと高く注 4，貧困層や土地をもっていな

い家計にとっては農業賃金雇用が特に重要である

ことが判明した．全地域に関するデータでは，全

国の 1 人当たり所得と農業雇用に占める賃金労

働のシェアとの間には正の相関関係があることが

示唆されている（図 9.2）．

　このような地域別の総計値では国別の大きな

相違がみえなくなっている．ボリビアとペルー

では，賃金労働者は農業労働力の 15％未満にと

どまっている．ところが，チリとコスタリカで

は，賃金労働者が圧倒的に多く 60％を超えてい

る．インドでは，1 億人強と農業労働力のほぼ

半分に相当する労働者が農業賃金雇用に従事し

ている注 5．

　農業賃金労働者数とそれが農業労働力に占める

シェアはほとんどの地域で増勢をたどっている

（図 9.3）注 6．インドでは，賃金労働者の割合は

1987/88 年度の 42％から 93/94 年度の 47％へ

と上昇しており，それ以降はほぼ横ばいとなって

いる注 7．それに対して，ラテンアメリカでは賃

金労働の割合が低下している国もなかにはある．

ブラジルではこの理由として，非公式な労働契約

の広がりが指摘されている（後述）注 8．

農業の性格が労働の需要と契約に影響
　農業に固有ないくつかの要因（季節性，農業生

産リスク，エージェンシー問題など）が農業労働

の需要に影響する．ブラジルの農業では，公式雇

用の季節性が 1999 年以降高まっており，1 年も

たたないうちに変動率が 20％以上にも達した（図

9.4）．チリでは，果物産業労働者の平均日当は繁

忙期と有閑期とでは 50-60％の開きがある注 9．そ

活動の種類 サハラ以南アフリカ 南アジア
東アジア・太平洋
（除く中国） 中東・北アフリカ

ヨーロッパ・
中央アジア

ラテンアメリカ・
カリブ

男性
農業（自営） 56.6 33.1 46.8 24.6 8.5 38.4

農業（賃金労働） 4.0 21.8 9.4 9.4 10.1 20.9

非農業（自営） 6.9 11.8 11.5 8.8 7.4 9.2

非農業（賃金労働） 8.6 15.4 17.4 30.9 31.3 17.2

非活動・無回答 21.7 14.6 14.4 26.0 27.5 13.4

女性
農業（自営） 53.5 12.7 38.4 38.6 6.9 22.8

農業（賃金労働） 1.4 11.4 5.7 1.0 5.4 2.3

非農業（自営） 6.8 2.9 11.3 2.8 1.6 11.7

非農業（賃金労働） 2.8 2.7 8.4 3.9 18.1 11.5

非活動・無回答 32.7 64.3 35.5 53.3 46.9 51.2

表9.2　農村部雇用の主要地域別・活動種類別内訳

出所：WDR 2008 チーム．
出所：データは 2000 年あるいは最新年．66 カ国の代表的な家計調査に基づく．それが各地域の人口をカバーする比率は以下の通り．サハラ以南アフリカ 55％，南
アジア 97％，東アジア・太平洋（除く中国）66％，中東・北アフリカ 47％，ヨーロッパ・中央アジア 74％，ラテンアメリカ・カリブ 85％．方法論と国のリストに
関しては，第 3 章の注 19 を参照．
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こでは農作業に従事していることが多い男性は通

年で雇用される傾向にあるが，収穫物の処理に連

動していることが多い女性の参加率はピーク期か

らボトム期まで約 30％も低下している．女性の

失業率は高くて，有閑期には日次ベースで 50％

を凌駕している．

　農業生産は旱魃，洪水，害虫，価格変動にもさ

らされている．このようなショックは（たとえ付

保されていても）相互に足を引っ張る形で労働の

需要と供給に影響する．労働需要は鈍化する．小

規模農家による労働供給は農場収益の減少を補填

するために増加する注 10．その結果，賃金は気象

条件とその他の農業リスクを反映して乱高下す

る．バングラデシュでは，農業の実質賃金は旱

魃のあった 1974 年には 50％下落した．インド

では，257 地区に関する 1956-97 年の分析によ

図9.2　賃金労働者が農業雇用に占める割合は1人当たり所得とともに上昇
賃金労働者が農業雇用に占める割合（％）

1 人当たり GDP（2000 年不変価格ドル，対数目盛）

出所：WDR 2008 チーム ; World Bank 2006z．
注：表 9.2 参照．3 文字略号のリストとそれが表わす国は vi ページに掲載．

図9.3　賃金労働が農業雇用に占める割合は多くの諸国で上昇
賃金労働が農業雇用に占める割合（％） 賃金労働が農業雇用に占める割合（％） 賃金労働が農業雇用に占める割合（％）

インド
マレーシア
フィリピン

タイ
インドネシア
パキスタン

コロンビア
チリ
ベネズエラ

メキシコ
ドミニカ共和国

コスタリカ
アルゼンチン
グアテマラ

ブラジル
エクアドル
ボリビア

出所：International Labor Organization (ILO) のウェブサイト（http://www.ilo.org）から収集した国勢調査データ（アルゼンチン，ボリビア，ブラジル，チリ，コ
スタリカ，ドミニカ共和国，エクアドル，グアテマラ，メキシコ）や労働力調査（コロンビア，インドネシア，マレーシア，フィリピン，パキスタン，タイ，ベネ
ズエラ）に基づく．Glinkskaya and Jalan 2005 に掲載されている National Sample Survey のデータ．
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ると，賃金は降水量のショックに敏感であるこ

とが示されている．金融サービスが発達し，労

働者にとって仕事が見つけやすい他の市場への

アクセスが良い地域ほど，賃金の変化が小さい

のである注 11．

　農業というのは本来的に雇用契約を監視するの

がむずかしい．よほど厳しいモニタリングがない

と，労働の努力を観察したり，観察される産出物

から努力を推量したりするのは困難である．この

エージェンシー問題を克服するために，労働者が

適正な労働意欲をもてるように，契約面でさまざ

まな取り決めが登場している．その 1 つは収穫

作業に関して日当ではなく歩合制を提示すること

である．研究によれば，労働者は日当で働く場合

よりも歩合制で働くほうが，確かに一生懸命努力

するようである注 12．しかし，歩合制の賃金とい

うのは賃金所得が努力を供給できる能力に応じて

労働者ごとに違うということも意味する．した

がって，体に障がいのある労働者の稼ぎは少なく

なってしまう．

　しかし，ダイナミックな地域では，非農業部

門で労働機会が拡大しているため，長期雇用契

約のコストが上昇して，その普及が後退してい

る．インドでは常雇用者数が著減している．農業

賃金雇用の大半は今や臨時雇用になっている．臨

時雇用の比率は 1972-2000 年までの間に，男性

で 65％から 80％に，女性では 89％から 92％

に上昇している注 13．臨時雇いはとりわけ立場が

弱い．インドでは，その貧困率は 1993/94 年度

に 49％の高水準に達したが，これは常雇用者の

17％に比べてほぼ 3 倍の水準である注 14．

農業の労働条件は特に好ましくない
　農業賃金労働者は労働・安全性・環境の面で著

しい危険に直面しているが，それが労働保護の対

象になっていることは稀である注 15．国の労働法

による保護も不十分である．ほとんどの労働法は

工業雇用を対象にしているため，農業は通常は労

働法制の枠外となっている．たとえ法律が存在し

ていたとしても，雇用者・被雇用者ともになじみ

がなく，取り締まりも不十分なため，農村部では

あまり順守されていない．

　農業の労働条件は危険を伴いやすい．国際労働

機関（ILO）によると，農業というのは鉱業や建

設業と並んで，もっとも危険な職業の 1 つであ

る．年間 35 万件と推定される勤務中の死亡者の

うち，約半数は農業で発生している注 16．農業賃

金労働者は有害殺虫剤による中毒，家畜伝染性の

疾病，危険な機械という状況下で働いているにも

かかわらず，十分な訓練や保護器具が欠如してい

る．臨時雇いは往々にして訓練や指示がさらに不

十分で，負傷するリスクがいっそう高くなる．労

働と生活の水準は農村部という環境下では密接し

ているため，殺虫剤による被害のリスクは職場

を超えて世帯全体に広がっている（フォーカス H

参照）．

　雇用主側の採用の柔軟性という要請と労働者側

の基本的な保護という要請について，バランスを

とるのは容易ではない．ブラジルでは，労働法制

は都市部と農村部の両市場に適用され，両市場と

図9.4　ブラジルでは農業の公式雇用が循環的である
農業の公式雇用指数（1991 年 12 月＝ 100）

その他の全活動

農業

出所：Carneiro 2003 を更新．
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も同一の労働規制に服している．1990 年代に労

働者は社会保障制度に直接拠出する要請を受けた

（手取り給与の 36％）．追加的な拠出金には労働

者の利益に直接つながる給付部分も含まれていた

が（1 カ月分の賞与，最低限の有給休暇，解雇手

当など），労働者はこの課税の大部分にはコスト

に値する価値がないと考えた．これを受けて，臨

時雇用の非公式な協同組合が輩出したのである．

組合員はより高い手取り給与と現物給付を交換条

件に，付加給付を享受することはあきらめたこと

になる注 17．

　労働契約制度は農業労働者にとって雇用の変

動性を削減することはできるものの，彼らの雇

用慣行にとっては規制強化のほうが利益が大き

いだろう．雇用者側は規制を受けていなければ，

手数料を控除する，賃金を支払わない，債務労

働を課す，交通費・住居費・食費について過剰

請求するなどの方法で，労働者を食い物にする

懸念がある注 18．

労働規制を農場および農村部の雇用条件に
適合させる
　労働規制は農業や農村部非農業活動における

雇用を別扱いにすべきだろうか？　『世界開発報

告 2005』では，やっかいな規制が弱者グループ

にとって有害であることが強調されている．労働

法規の主目的は特に貧困層を中心に労働者に利益

をもたらし，公式か非公式かを問わず，未熟練労

働者向けの雇用を増加することにあるべきだと主

張されている．二次的な目的として，労働規制は

できるだけ多くの割合の労働者を，労働保護，年

金，健康保健がより良い公式部門のなかに組み込

み，信用市場との結びつきを改善し，企業が実地

訓練を通じて労働者に対して長期的な投資を行う

のを後押しすることと整合的でなければならな

い．柔軟性を維持しつつも公式化を推進すること

が，政策上のチャレンジとなる．

　特に中所得国を中心に，労働市場規制は意図し

ていないのに，最低賃金を高く設定し，解雇手当

を引き上げ，「暗黙の労働課税」（雇用者が支払う

額と労働者が自分の真の成果であると考える額の

格差）を賦課することによって，労働需要を減ら

したり非公式化を促進したりすることがある．例

えば，ブラジル，メキシコ，ニカラグア，ポーラ

ンドでは，農村部の労働者が非公式雇用から公式

雇用に移行することに関連して，大きな暗黙の労

働課税が存在している注 19．

　雇用者と労働者の双方が非公式市場で出会う

ようになっているもう 1 つの要因は，公式賃金

の最低限度が法的に低いことである．最低賃金

は拘束力をもっているとすれば，生産性が低い

か限界的な労働者（未熟練者や若者）の公式雇

用を押し下げるが，都市部と農村部の市場では

影響が異なっている可能性があろう．例えば，

ニカラグアでは最低賃金はおそらく政府部門の

雇用を除いて経済のあらゆる部門で拘束力があ

るが，農村部や農業労働者の公式雇用が特に影

響を受けている注 20．最低賃金は賃金の総合的な

分布と比較してあまりにも高水準に設定されてい

るという証拠がある．したがって，生産性が低い

限界的な労働者は非公式部門に向うのである．公

式部門で活動している企業は最低賃金法を順守し

ている可能性が大きいからだ．

農業の雇用源は高付加価値革命とともに変化
　農業における雇用の伸びを刺激することが，農

業部門の大きな諸国では依然として優先課題であ

る．アジアにおける緑の革命は最初は労働需要

を刺激して，通年雇用と実質賃金の上昇を通じて

貧困を削減した注 21．しかし，やがて，直接播種，

耕運機，脱穀機の採用を受けて，インドやフィリ

ピンでは，その後は農業雇用が減少している．高

付加価値革命が第 2 波の雇用拡大をもたらしつ

つある．園芸，家畜，その他の高付加価値活動は

雇用創出と生産性上昇に関して，相当大きな潜在

性を提供している（ボックス 9.1）．例えば，野

菜の栽培は穀物に比べて約 5 倍の労働を必要と

する（図 9.5）．メキシコでは，トマトの栽培に

は 1 ヘクタール当たり 122 日と，トウモロコシ

の 29 日に比べて 4 倍の労働が必要である．同じ

ような事例はペルーのアスパラガス輸出やチリの

果物輸出でも見受けられる注 22．

　高付加価値革命と輸出拡大は農業雇用の構造も

変化させつつある．チリでは 1970 年代の改革を
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受けて，農業賃金労働者が農業労働力に占める割

合が 68％にまで高まった．この数字は 1990 年

以降漸増していたもので，現在では非農業経済に

おける賃金労働者の割合をも凌駕している．賃金

労働者が農業労働力に占める割合と上昇テンポ

は，輸出指向型の園芸ブームに沸いている地域が

もっとも高くなっている．これに対して，伝統的

な農業（小麦，酪農，牛肉）に重きをおいている

地域では 1990 年以降，賃金労働者の数が減少傾

向をたどっている注 23．

農村部における非農業雇用の増加

　農業は依然として農業経済を支える柱である

が，農村部の雇用は農業から離れて多様化しつつ

ある（表 9.1 参照）．ラテンアメリカの一部では，

1980-2000 年代前半の間に農村部の非農業経済

活動が年 10％を超える成長をした国がある．そ

れが農村の総雇用に占める割合はチリでは 1960

年の 25％から 2002 年の 49％まで，ブラジルで

は 14％から 31％にまで上昇している注 24．イン

ドネシアでは，1997 年の金融危機以前には農村

雇用に占める非農業のシェアの急上昇を経験し

たが（1990 年の 30％に対して 95 年は 40％），

2003 年には 32％まで低下している．バングラ

デシュでは，非農業の農村雇用は 1990 年代に

年率 0.7％で増加したのに対して，農業雇用は同

0.1％の伸びにとどまっていた注 25．

　非農場雇用はラテンアメリカでは，男性より

も女性にとって重要なようである（表 9.2 参照）．

チリについて 1960 年の数字をみると，あらゆる

非農場雇用のうち女性が占めるシェアは 20％と，

農業雇用におけるシェアの 4 倍に達していた．

ところが 2002 年には，この女性のシェアは非農

業について 30％，農業について 7％となってい

る．これとは対照的に，サハラ以南アフリカ，東

アジア・太平洋，そして特に南アジアでは，非農

業雇用に関しては男性のほうが有利である．女性

ボックス　9.1 マハラシュトラ州における園芸の発展

　インドでは，マハシュトラ園芸開発プログラムのおかげ
で，農業を園芸や高付加価値作物に多角化でき雇用が創出
された．限界的で小規模な農民，指定カースト，指定部族，
その他の少数民族に対して，賃金と原材料投入物について
100％の補助金が供与されたのである．その他の農民も賃金
に関しては 100％，原材料投入物に関しては 75％の補助金
を享受している．その他の公共投資としては，高品質種苗用
の施設 150 カ所強，情報用のウェブサイト，プーナ市とム
ンバイ市を結ぶ高速道路，空港・港湾の改修などがある．イ
ンフラ開発のおかげで，マハラシュトラ州の作物は国内的に
も国際的にも競争力がついている．民間部門も 1,600 カ所以

上の種苗所建設，肥料・農薬・改良種子の供給，販売インフ
ラ投資という形で貢献した．
　同プログラムを通じて，1996-2006 年の間に 2 億 1,300 万
人日，すなわち 80 万 7,000 人年相当の雇用が生み出された．
1989-2001 年についてみると，同プログラムはマハシュトラ
州における新規の果樹作づけ面積の 96％を占めている．果
樹園の通年運営に要する労働需要を満たすために，より恒久
的なフルタイムの雇用も創出された．州内の輸送，梱包，貯
蔵など補完的な業務を行う地域でも労働需要が増加した．

出所：World Bank 2003c．

図9.5　労働の必要性は野菜のほうが穀物よりずっと多い
平均労働日 / ヘクタール

穀物 野菜

インド フィリピン ラオス ベトナム
（南）

バングラデ
シュ

カンボジア ベトナム
（北）

出所：Weinberger and Lumpkin 2005．
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の雇用は家計のなかで男性の就職機会によって影

響される傾向があるためだ．男性が非農業職に向

うのを受けて，女性は農業労働の需要を満たして

いるのである．その結果，農業労働力の女性化が

進展している注 26．

農村部の非農業企業は主に自営業で貿易に
焦点を当てている
　すべての地域で小売業とサービス業が非農業雇

用の 60-75％を占めている（図 9.6）．小売業は

ほとんどが自営業であるのに対し，サービス業は

だいたい賃金雇用に頼っている．製造業部門は総

じて小さく，主として農産加工に限定されている

が，農村部の非農業活動が深化し，農村部と都市

部のリンクが発展するのに伴って拡大してきてい

る（第 1 章）．

　農村部の非農業企業は農村部の雇用構造を転

換しつつある．ほとんどの企業は小規模で，イ

ンドネシアの雇用分布で例示されているように，

80-90％はもっぱら家族労働に依存している（図

9.7）注 27．スリランカでは，農村部の非農業企業

における平均労働者数は 2.4 人であり，79％の

企業は 1 人ないし 2 人となっている．タンザニ

アでは，企業の 58％は 1 人での活動であり，バ

ングラデシュでも 58％が同様である．つまり，

現在までのところ，この部門が農村部の賃金労働

者にもたらす雇用の利益は，自営業に比べて最低

限にとどまっているといえる．

図9.6　非農業賃金雇用のなかでは小売とサービスが支配的
対非農業雇用比（％）

サハラ以南
アフリカ

南アジア 東アジア・
太平洋

中東・北ア
フリカ

ヨーロッパ・
中央アジア

ラテンアメリ
カ・カリブ

小売（賃金）
小売（自営）

サービス（賃金）
サービス（自営

製造（賃金）
製造（自営）

建設（賃金）
建設（自営）

出所：WDR 2008 チーム．
注：表 9.2 の注を参照．

図9.7　農村部非農業企業のほとんどは自営業で従業員は1人か2人（インドネシア，2005年）
労働者総数（1,000 人） 労働者 1 人当たり付加価値（米ドル）

企業の従業員数

家族労働 賃金労働者 労働者 1 人当たり付加価値の平均（中位数）

出所：WDR 2008 チームによる Rural Investment Climate Assessment データを使った試算．
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農村部の投資環境は企業にとって重大な制
約を露呈
　一部の地域では，農村経済は，労働や土地のコ

ストが低い，あるいは密集していないなどの形

で，投資家に利益をもたらしている．しかし，農

村投資環境の評価では投資にとって著しい制約が

あることも露呈されている注 28．そのなかには信

用に関してアクセスが悪くコストが高い，電力供

給が不十分である，道路・インフラの質が悪い，

非公式企業から大きな公式企業に転換すると膨大

な運営費を要するなどが含まれる．農村部では政

府の統治構造が脆弱なことや，うまく機能してい

る司法制度が欠如していることも，投資環境に悪

影響を及ぼしている．

　もう 1 つの重大な制約は市場の需要が小さい

ことにあるようだ．その結果，基本的に地方市場

が地方企業と出会っているという姿になってい

る．財やサービスに対する需要の欠如は，インド

ネシアやベトナムでは重大な制約である，パキス

タンでは 2 番目に重大な制約であると受けとめ

られている．ほとんどの企業は地方で売買を行っ

ており，外部の市場へのアクセスはほとんどもっ

ていない．タンザニア，ニカラグア，パキスタン

では，70％以上の企業が自社製品を同一地域内

で販売している．ニカラグアでは投入財購入の

73％は自社と同一のコミュニティ内からとなっ

ている．結果として，農村部の非農業企業に関し

ては，需要が多く人口密度が高い地域に所在して

いる企業のほうがパフォーマンスがよい．

　このような制約に取り組もうとするとジレンマ

に陥る．もし需要が非常に地方的なものであれ

ば，ファイナンスへのアクセス増大と資本コスト

の低下によって誘発される追加的な生産は価格を

低下させて，収益にとって有害であり，この混み

合った市場のなかで熾烈な競争をいっそう激化さ

せることになるだろう．したがって，農村部の非

農業経済を発展させるためには，より大きな経済

とリンクすることによって市場を拡大することが

必須なのである．インフラを改善すれば，地方企

業は投入コストを削減するとともに，より大きな

市場を開拓することができる（第 5 章）．しかし，

インフラの改善はより大きな環境のなかで，繁栄

する勝者と競争できない敗者の両方を生み出す可

能性が大きい．

　非農業企業は地方市場に依存しているため，収

益も地方の農業状況に連動せざるを得ない．した

がって，農業需要を制約する同じ要因が農村部非

農業部門の成長を制約する要因となっている．調

査対象になったすべての諸国で農産加工業の雇用

水準が低いという現象がみられたが，これは農業

部門と非農業部門の間の前方連関が期待ほど大き

くなっていないということを示唆している．

　企業の操業年数がまだ若いという点も懸念材料

である．企業の 3 分の 1 は操業 2 年未満，半分

は 3 年未満となっている．操業年数が短いとい

うことは企業設立がダイナミックなテンポで行わ

れていること，あるいは企業倒産がハイテンポで

あることのいずれかを反映している可能性があ

る．ベトナムでは，家計ベースの非農業企業が 1

年間生存する率は 83％と推定されている．とい

うことは，平均的な家計ベースの企業の 17％は

設立から１年後には操業していない可能性がある

ということであり，3 年後になると 45％は倒産

しているという確率になっている．非農業企業の

発展について，インドの自営業女性協会がパイオ

ニアである成功が期待できるアプローチをみる

と，零細企業の成功を後押しするためには広範囲

にわたる支援策が必要であることが明確である

（ボックス 9.2）．

農村部の農場内外で雇用機会を創出
　労働需要はたとえ低賃金労働者に関してでも，

農業と非農業の両部門についてダイナミックな農

村経済がなければ増加しない．ダイナミックな農

村経済にとってもっとも基本的な要素は良い投資

環境であろう．投資環境を改善するためには，政

府は財産権を確実なものにし，道路，電気，その

他のインフラに投資し，農村の製品に悪影響があ

る価格介入策を撤廃し，信用・金融サービスに関

して革新的なアプローチを開発し，官民関係者に

よる農業ベースの産業集積促進の調整を支援すれ

ばいい．

　投資が増加し，農村部の経済活動が拡大するに

したがって，特に農場外を中心に高給職が出現し
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てくる可能性が高まる．農場では，生産性向上に

つながる技術が所得を押し上げる．最貧層は農業

にとどまる可能性がもっとも高いため，農業労働

者の賃金を引き上げれば，特にアフリカを中心に

何百万人という人々が貧困を脱却できる可能性が

もっとも高くなるだろう．

　投資環境の改善（特に農村部非農業雇用を創

出するもの）は，人口密度が高く（インフラの

コストが低い），天然資源の賦存状況が良いとこ

ろ（農業関連産業）のほうが容易である．これは

農業と非農業の両方の雇用についても当てはま

る．しかし，多くの地域はこのような条件を欠い

ているので，介入策はそのような相違を考慮して

調整されるべきである．あまり恵まれない地域で

は，特に政府予算が小さい場合には，介入策のメ

ニューは限定的にならざるを得ない．インフラに

対する公共投資が決定的に重要である．さらに，

ビジネス・サービス，租税インセンティブ，開発

補助金（チリの森林や土壌の肥沃度に対する補助

金など）は，民間の企業家に新規事業投資を促す

ことができるだろう．

　農村経済のダイナミックスを高めるには，地域

的な視点からもアプローチすることができる．こ

のアプローチには地方に農業ベースの集積地を発

展させることが含まれる．ある一定の特化した農

業生産者や農業関連企業が相互作用しながら競争

力を高めていくのである．ブラジルのサンフラン

シスコ・バレーのペトロリナ市からジュアゼイロ

市をカバーする地域は，ダイナミックな集積地が

どのようにして地方のサービスや産業と結びつい

て，農業を超えた労働需要を高めることができる

かを示している．そこでは灌漑投資と，高付加価

値の輸出作物の生産・販売にかかわる商業的な企

業家と土地改革の受益者の協力が，参加している

小自作農に大きな直接的な利益，農業と農業関連

の産業・サービスにおける雇用の著しい増加，労

働組合の強力な交渉力を背景に賃金上昇，貧困の

著減を生み出している注 29．地域的な開発の成功

が示唆しているのは，その革新がダイナミックな

市場へのアクセスを容易にし，農民，産業，サー

ビスの間のリンクを強化することによって，地方

の波及効果を高めるだけでなく，地方発展の牽引

車になるということである．

農村労働市場における賃金・所得

賃金はスキルの相違を主因に農村部非農業
部門のほうが農業よりも高い
　賃金は農村部非農業雇用のほうが農業賃金雇用

よりも大幅に高い（図 9.8）．メキシコでは，非

農業の平均賃金は農業と比べて 56％も高い．両

部門では賃金分布が異なることがしばしばで，二

重構造になっていることが明らかである．

　この賃金格差のうちどの程度が低スキル労働者

が農業に従事しているという事実を反映したもの

なのだろうか？　未熟練労働者（学校教育を受け

ていない労働者という定義）について，分布の違

いのほとんどは特にウガンダとインドでは消滅し

ている（図 9.9）．残された賃金分布の相違も労

働報酬に産業別に根本的な相違があるということ

を証明するものではない．労働者は自分の好きな

活動部門を選択できるので，教育程度ではとらえ

られない他のスキルに応じて部門を選択している

可能性があるからだ．

　農村非農業部門では男性の賃金は女性に比べて

ボックス　9.2 インドの女性協同組合

　自営業女性協会（SEWA）は 1972 年にアーマダバード市で
創設された．当初は非公式部門で働く貧しい女性をメンバーと
する小さな組織だった SEWA は，今やインド全体にわたり 120
万人の会員を擁している．
　会員は組合あるいは協同組合を通じて SEWA に関与してい
る．組合は都市部か農村部かに関係なく，会員が公正な処遇，
司法，市場，サービスにアクセスできるよう支援している．協
同組合は会員が自社製品を販売したり，その品質を改良したり
するのを支援するとともに，会員に新しい技術や新製品に参入
する方法を教授している．例えば，SEWA は製塩業者に低付加
価値の食塩に代えて，高付加価値の工業用塩を生産する方法を
指導した．
　最大の協同組合は SEWA 銀行である．2004 年現在，同行は
25 万件の預金口座を保有し，預金残高は 14,400 万ドルに達し
ている．何千人という貧しい女性に対して「戸口バンキング」
というようなプログラムを通じて規則的な貯畜を奨励したり，
小口ローン（平均 73 ドル）を供与している．会員は貸金業者
の搾取よりは同行が提示している 20％の貸付金利のほうが気
に入っている．

出所：World Bank 2006l．
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高くなっている．ただし，零細企業の雇用が中心

となっているアフリカでは格差は小さい．女性

の賃金は男性に比べて格差が大きく，二重構造に

なっている傾向がみられる．インドでは農業の

臨時雇いの平均賃金は女性のほうが男性よりも

30％，同じ仕事に限定しても 20％低い．耕作や

井戸掘りなど報酬が高い仕事を男性がしていると

いう職務分布の相違が，平均賃金の相違の残りの

部分を説明している注 30．メキシコでは，ほとん

ど教育を受けていない女性の賃金は同じ教育水準

の男性よりも低くなっている．しかし，教育水準

が高くなると，賃金の分布は男女の区別なく非常

に似通ってくる．

農業賃金はラテンアメリカでは低下傾向，
アジアでは上昇傾向
　データの示すところによれば，多くのラテンア

メリカ諸国では，農業の賃金は低下傾向をたどっ

ている．ブラジルの臨時雇いは過去 30 年間で所

得が 3 分の 2 に減少している（図 9.10）．メキ

シコでは，臨時雇いは 1988-96 年の間に購買力

が 30％低下し，それ以降も回復していない．そ

れとは対照的に，アジアとアフリカのほとんどの

諸国では実質賃金が上昇している（図 9.11）．

図9.8　インド，メキシコ，ウガンダの農村部では，非農業雇用のほうが農業雇用よりも賃金が高い
インド（1999 年） メキシコ（2002 年） ウガンダ（2002 年）

頻度 頻度 頻度

賃金（現地通貨，対数） 賃金（現地通貨，対数） 賃金（現地通貨，対数）

農業の平均 非農業の平均

出所：WDR 2008 チーム．
注：表 9.2 の注を参照．

図9.9　教育のない労働者にとって，農村部の賃金は農業と非農業の部門別で大差なし
インド（1999 年） メキシコ（2002 年） ウガンダ（2002 年）

頻度 頻度 頻度

賃金（現地通貨，対数） 賃金（現地通貨，対数） 賃金（現地通貨，対数）

農業の平均 非農業の平均

出所：WDR 2008 チーム．
注：表 9.2 の注を参照．
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自営の農村部非農業企業の所得にはバラツ
キがある
　農村部非農業部門における自営業というのは失

業を擬装した避難所だろうか，それとも手堅い収

入源だろうか？　所得を示すだいたいの指標であ

る労働者 1 人当たりの付加価値をみると，非農

業部門ではバラツキが非常に大きく，それは家族

だけを雇用している企業の労働生産性の分布にも

反映されている（図 9.12）．インドネシアでは，

このような企業における労働者 1 人当たりの平

均（中位数）年間付加価値は 230 ドルとなって

いる．しかし，59％もの企業は労働者 1 人当た

りでみて農業賃金を下回る付加価値しか生み出し

ていない．反対に，農業賃金の少なくとも 5 倍

に達する労働者 1 人当たり付加価値を生み出し

ている企業も 7％はある．

　雇用機会を創出している農村部非農業企業は

労働生産性が高いのが普通である．インドネシ

アでは従業員が 10 名以上の企業の労働生産性は

1,400 ドルと，従業員が 2-3 名の零細企業の 6

倍以上に達している．このような大企業の労働者

は教育程度も高い．半数以上が中等学校を修了し

図9.10　農業賃金はラテンアメリカではほとんどの諸国で低下傾向
実質賃金指数

ブラジル
ドミニカ共和国

グアテマラ
チリ

コスタリカ
メキシコ

ホンジュラス
エルサルバドル

出所：ブラジルは Fundaçao Getulio Vargas Estatistícas Agricolas，他の諸国は CEPAL, Statistical Yearbook for Latin America and the Caribbean（各年）．
注：名目賃金を各国の消費者物価指数で実質化．

図9.11　農業賃金はアジアやアフリカではほとんどの諸国で上昇傾向

実質賃金指数 実質賃金指数

パキスタン
スリランカ

インド
バングラデシュ

南アフリカ
ガーナ

チュニジア
ボツワナ

ケニア
ジンバブエ

フィリピン

出所：Rama and Artecona 2002．
注：臨時雇い男女の日給に関する指数を消費者物価指数で実質化．
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ており，初等教育を修了していない者はほぼ皆無

である．また，このような大きな企業の従業員は

図 9.8 でみられるように，賃金分布のなかでピー

ク部分を構成している．バングラデシュでみられ

る証拠からも，農村部の非農業企業は市場，イン

フラ・サービス，教育へのアクセスが良好な地域

では業績がいいことが示唆されている注 31．

労働供給：移住と都市経済

農村労働者の結果は経済の他の部門の状況
に密接に関係
　賃金は労働の需給を反映する．供給サイドで

は，労働者は移動性があり，通勤するか移住する

かして，農村部の農業や非農業活動における市場

オプションと都市経済におけるオプションに反応

する．この移動性が農村経済と都市経済だけでな

く，農村部内の各部門をリンクさせている．非農

業部門が停滞していれば，農業部門が停滞してい

る経済国（サハラ以南アフリカなど）だけでな

く，農業の生産性が高い経済国（緑の革命の最初

の 10 年間におけるインドのパンジャブ州など）

でも離農の動きが阻害される．

　労働市場が統合化されていると，各産業部門内

では雇用と賃金の直接的な連動性がやはり弱くな

る．高付加価値作物へのシフトを反映して農業労

働の需要が増加しても，もし労働供給が非常に弾

力的であれば，農業賃金への影響はわずかなもの

にとどまるだろう．逆に，農村部の非農業企業は

小規模で賃金労働に対する需要が小さいにもかか

わらず，労働市場の状況に大きな影響を与えるこ

とがある．非農業の雇用機会が少しでも増加すれ

ば，農業労働者の供給が潜在的に減少するという

ことを示唆することになるため，賃金を押し上げ

るだろう．したがって，小企業についてでさえ非

農業雇用を奨励する政策措置は，農村労働者に波

及効果をもたらす可能性が大きい．

　農村部の労働市場にとってダイナミックな地域

の町や小都市の役割はいくら強調しても誇張には

ならない．農村部の非農業雇用は大都市中心部や

それより小さい中程度の都市への近接性に依存し

ている．メキシコでは，雇用のダイナミズムは都

市中心部に近いほど強いが，そこから 150 キロ

メートルの範囲内では漸減し，それを超えると都

市部の影響は消滅している（図 9.13）．近接性は

製造業にとってはとりわけ重要である．隔絶した

地方自治体では，地方の農業が地方のサービス需

要を生み出すので，製造業よりもサービス部門に

ずっと大きな成長余力がある注 32．インドネシア

では，農村部のなかでさえ，賃金雇用が非農業総

雇用に占める比率は村の規模が大きいほど高く

なっている．これは中小の都市中心部が農村部に

おける非農業雇用の伸びにとって原動力としての

役割を果たしているということを示している．

移住――農村部の非農業経済が橋渡し役
　高所得を求めた都市部への移住はありふれたこ

とで，潜在的には貧困脱却の道になる．これによ

り移出率が高い地域では賃金に対する上昇圧力が

誘発される注 33．この賃金上昇は移住した労働者

を補充する必要性があるため，非移住者の労働力

参加にとってプラス効果をもたらす．一方，移出

者からの郷里送金は非移住者にとって留保できる

賃金を増やして，労働供給を減らそうというイン

センティブを生み出す．特に送金があると，女性

は家庭での生産を優先するため，労働力参加率は

図9.12　インドネシアでは農村部非農業自営業の労働生
産性にバラツキがある
頻度

農業賃金

労働者 1 人当たり付加価値（米ドル）

出所：WDR 2008 チームによる Indonesia Rural Investment Climate 
Survey (World Bank 2006) のデータを使った試算．
注：労働生産性は賃金労働者がいない農村部非農業企業について算
出．農業の年間賃金は村レベルの日給の平均に，月 22 日として 11
カ月を乗じて算出．
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低下することがある．アメリカ在住のメキシコ人

の送金に関する研究によると，移出率が高い州の

女性は家庭外で働く割合が低い注 34．同じような

傾向が女性の労働時間についてもみられる．しか

し，男性の労働力参加率と労働時間については何

の影響も認められない．

　移住は転換国と都市化国でもっとも一般的であ

り，都市部の拡大に伴って雇用機会が増大してい

る（第 1 章）．過去 25 年間について途上国全体

で，推定 5 億 7,500 万人が農村部から都市部に

移住している注 35．このうち 4 億人は転換国にお

けるもので，2000-05 年についてみると，移住

者の流れは年 2,000 万人にも達している．移住

者の流れを農村人口に対する比率でみると，伝統

的には都市化国が一番高かったが，2000-05 年

には低下して年間 1.25％となっている．転換国

と農業ベース国では，移出者の年間フローが漸増

しており，それぞれ農村人口の 0.8％，0.7％に

達している．

　各種データによれば，移住は農村人口のなかで

は最富裕層や高学歴層にもっとも多い．これは

移住には交通費を負担する資産や良い仕事を見

つけるための教育が必要だからである注 36．加え

て，教育程度の高い移住者ほど結果的に成功して

いる．フィリピンでは，都市部に移住した女性は

教育程度の低い男性よりも成功している注 37．特

に中国など一部の諸国では，移住労働者は都市部

の環境下で社会的保護へのアクセスが制限されて

いるため，経済的困窮に陥りやすく，都市部の労

働市場への統合化が阻害されている．そういった

図9.13　メキシコでは製造業やサービス業の雇用の伸びは，人口25万人以上を擁する都市部中心地
からの距離の関数である

製造業雇用

サービス業雇用

年増加率（％）

年増加率（％）

最寄りの製造業中心地までの距離（㎞）

最寄りの製造業中心地までの距離（㎞）

出所：Arajuo, de Janvry, and Sadoulet 2002．
注：観察値は主要都市の人口が 1 万 5,000 人未満の自治体のもの．増加率は国勢調査が実施された 1990 年から 2000 年まで
の期間にかかわるもの．
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人々は引き続き臨時雇いや非公式雇用という地位

にある．

　農村部の非農業部門は農村部の農業労働と都市

部におけるより生産的な雇用との間で橋渡し役を

果たすことができる．貧しい農村家計にとって

は，中小都市への移住のほうが大都市への移住

よりも大きな潜在性がある．インドネシアでは，

1993-2000 年についてみると，都市部の非農業

職についている移住者は以前に農村部で非農業職

についていたことがあり，農村部の非農業労働者

のなかでも裕福な層に属していた注 38．比較的に

近く（下位区域内）に移住したあまり裕福でない

人々は最初は所得の高い伸びを経験するものの，

その後の所得増は限定的になる傾向が強い．

　そのような制約を所与とすると，農村部の貧

困を削減する最善の方策は，農村居住者が農村の

住居と農業という足がかりを維持しながら，通勤

という形で都市経済に参加することであろう注 39．

タイの北東部では，近くの都市に非農業職がある

ことが所得の著しい増加につながっている．農村

部と都市部の労働市場の統合化が進展しているこ

とを反映して，農村部と都市部の賃金格差は多

数の諸国で縮小しつつある．メキシコでは，農

村部対都市部の賃金比率は 1992 年の 28％から

2002 年の 40％へと上昇している．インドでは，

農業賃金は依然として低いものの，農村部の臨時

雇いの賃金と都市部の賃金が収斂しているという

兆候がうかがわれる．

学校教育，訓練，労働市場への移行

　高給職と低給職は主にスキルによって分かれ

る．教育のある成人は非農業賃金職についてお

り，移住する可能性が高い．農村部を去って海外

や都市部でより良い所得機会を見つけているの

は，若い，教育程度の高い，スキルをもった人々

である（第 3 章）．転換国では執拗な貧困と不平

等がみられるが，その背景には未熟練労働者が熟

練労働職に移れないということを主因に，農業職

に対する大量の労働供給という状況がある．それ

は熟練職としての雇用が農業以外にあるためであ

る注 40．

農村部の教育水準は悲惨
　農村部の労働者は都市部の労働者と比べて教育

水準が低い．農村部の平均的な教育年数をみる

と，サハラ以南アフリカ，南アジア，中東・北ア

フリカ，ラテンアメリカ・カリブでは 4 年，東

アジア・太平洋では 6 年強となっている（第 3

章）．このような平均は都市部より 2-4 年少ない．

女性の教育水準はさらに低く，平均は南アジアと

中東・北アフリカでは 2 年未満である．人的資

本の大きな乖離は中国の農村部と都市部の間でも

みられる注 41．

　このような平均教育年数の低さは農村人口の老

齢化を反映したものであり，過去 10 年間におけ

る進展を度外視している（図 9.14）．しかし，ほ

とんどの途上国では農村部と都市部の間に学校教

図9.14　農村部における年齢別の平均教育年数
教育年数

ベトナム
カンボジア
メキシコ

ザンビア
ケニア
ブラジル

年齢
出所：ブラジルは 2000 年，カンボジアは 1998 年，ケニアは 1999 年，メキシコは 2000 年，ベトナムは 1999 年，ザンビ
アは 2000 年の人口国勢調査に基づく．
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育の年数に大きな格差が残っている．メキシコや

ケニアのように教育に大きな改善のあった諸国で

も，若年層の教育水準は依然としてようやく初等

教育を上回る程度であり，それ以外の諸国ではさ

らに低い（表 9.3）．

　農村部の労働力にかかわる教育水準の低さは世

代を超えて再生産されている傾向がある．すなわ

ち，学校教育がない親の子供はやはり学校教育に

乏しいので，高所得を稼ぐ機会も少ないというこ

とである．貧困は教育を続ける能力に悪影響を与

える．したがって，家計が教育投資を削減する直

接的な要因といえる．つまり，貧困と教育水準の

低さは世代を超えて伝達されているのである．

教育の収益率は農業雇用で低く，農村部の
非農業経済や都市で高い
　以上のような学校教育の格差の主たる決定要因

は，伝統的な農業における学校教育の収益率にあ

る．ほとんどの雇用が収穫に関係し，しかも歩合

制で支払われているフィリピンのブキドノン地区

では，学校教育水準が上昇しても賃金に何の影響

もみられない注 42．同じような結果は他の多くの

諸国でもみられる．

　しかし，T. W. Sultz (1975) の主張で有名なよ

うに，収益率は環境がダイナミックなほうが高く

なる．技術変化やより複雑な環境を受けて，より

むずかしい決定が必要とされるからだ．インドの

緑の革命期には，新しい種子の採用比率が高い

地域のほうが収益率が高かった注 43．台湾（中国）

では，天候が不安定な地域ほど教育は生産にとっ

て貴重であった注 44．同様に，急成長している諸

国では学校教育の収益率は高い．インドネシアの

成人にとって，1 年間の追加的な教育の収益率は

13％と推定されている．これは他の国際的な推

定値に近い水準である注 45．

　教育と非農業雇用へのアクセスやその収益率と

の間には相関関係がある，ということについては

たくさんの裏づけがある．中国やインドでは，農

村部の労働者は教育程度が高いほど高給の非農業

雇用を見つけやすい一方，教育がないと農業雇

用あるいはせいぜい低賃金の非農業雇用への従

事を余儀なくされる傾向がみられる注 46．同様に，

ガーナ，ペルー，パキスタンでは，収益率は農業

よりも非農業活動のほうが高い注 47．このような

研究と同じで，各国における教育の収益率は，特

に基礎的な学校教育を超えると，農村部よりも都

市部のほうが高い注 48．ボリビアとトルコに関す

る研究によれば，教育の収益率は都市部の中心地

に近いほど高くなっているが，これは非農業にお

ける労働機会では学校教育の価値が理解されてい

ることを示唆するものとなっている．

　雇用の可能性がある場合には，非農業経済の収

益率が高いということが農村家計の学校教育に関

する決定に影響を及ぼす．フィリピンやタイで

は，農村家計は追加所得の大部分を子供の学校教

育に投資して，彼らが後に農村部で非農業職に従

事し，あるいは都市部に移住してもっと儲かる

就職をすることを期待している注 49．インドでは，

農村部から都市部への移住を受けて，農村部にお

ける学校教育の収益率は，中等学校の水準以上に

まで上昇している．農村部の親たちは次のことが

わかっているようだ．すなわち，「都市部の収益

率が子供により高水準の教育を受けさせようとい

う決定に影響している」注 50．

サハラ以南アフリカ 南アジア
東アジア・太平洋
（除く中国） 中東・北アフリカ

ヨーロッパ・中央
アジア

ラテンアメリカ・
カリブ

都市部
男性 8.5 7.3 10.1 9.3 10.6 8.7

女性 7.6 6.5 10.1 9.2 11.1 8.9

農村部
男性 5.5 5.3 8.0 6.8 9.7 5.7

女性 4.3 3.0 7.7 5.0 10.0 5.8

表9.3　農村部18-25歳層の平均教育年数（主要地域別）

出所：WDR 2008 チーム．
注：18-25 歳層の平均教育水準は 58 カ国（中国とインドを除く）について，教育年数の情報を含む最新の家計調査データに基づき，2000 年の人口で加重平均して算
出．詳細に関しては WDR 2008 team 2007 による背景メモを参照．
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　農村部の教育水準が低いのは，農村部の学校

の質が都市部と比べて低いことが原因かもしれ

ない注 51．学校の質に関する農村部と都市部の格

差は学校インフラの格差に表れており，それが学

校教育の達成度にかかわる農村部と都市部の大き

な格差に帰結している（フォーカス G 参照）．

農村部労働市場の実績は積極的な労働市場
プログラムで改善可能
　積極的な労働市場プログラムがあれば，より良

い雇用機会を探している農村家計を支援して，貧

困からの脱出を手助けすることができる．中国で

は移住者向けの就職斡旋プログラムのおかげで，

約 6 年間で約 20 万人の高地人労働者が非農業職

に就くことができた．このなかには省をまたいだ

移住者が約 11 万人含まれている．これは農村部

で労働の移動性を高めるために任意の制度を創設

したおかげである．企業が実地訓練を提供し（費

用は給与天引き），地方市場に重点をおいたコン

ピュータによる需要主導型の就職斡旋システムを

導入し，労働者の安全性や生活条件をモニター

し，虐待の通報や苦情を受けつけたのである．こ

のプログラムは高地貧困層の非農業雇用に関する

知識やそれへのアクセスを拡大するのにきわめて

有効で，非常に強力な貧困削減手段となった．ま

た，移住者の人生観が改善され，大きな夢をもつ

ようになった．これは特に女性移住者（全移住労

働者のうち約 4 分の 1）について明確である．自

尊心や自信が高まり，仕事の負担が減り（帰郷し

た際），経済的な独立心が旺盛になっている注 52．

　インドのアンドハラ・プラデシュ州のプログラ

ムはもっとも脆弱な農村部の若年層向けに雇用オ

プションを提供するもので，指導者として行動す

る企業の代表者とともに 3 カ月間の訓練を受け

てから，都市部近郊ないし地方レベルの求人に

結びつけている．同プログラムは 2005/06 年度

に都市部近郊地域に 1 万人を超える職を創出し，

地方市場では提示できないような高水準にまで所

得を引き上げた．地方レベルでも，主として繊維

産業で特に女性向けに，5,000 人の働き口が生み

出された．訓練を就職に結びつけていることが，

本プログラム成功の重要な一因である．

教育投資は貧困の悪循環を打破
　人的資本への投資には 2 つの側面がある．需

要に関しては，子供の教育に投資する親にとって

のインセンティブという問題がある．供給に関し

ては，学校教育の参加可能性と質を改善するとい

う問題がある．実際には，行政上の問題がさらに

追加される．需給の両サイドが，1 つは社会福祉，

もう 1 つは教育という形で所轄している官庁が

異なっているのである．

　学校教育に対する需要は学校経費（授業料，衣

服，教科書など）と，悪路を遠距離通学したり生

産的な仕事ができなかったりという機会費用とい

う両面でコストが低いほど，学校教育に対する需

要は増加する．このような家計にとってコストは

低下させることが可能である．最近，ケニアと

ウガンダでは初等教育の授業料が撤廃されたが，

それを受けて就学率が著増した．ウガンダでは，

1997 年にスタートした無償初等教育プログラム

は，特に女子を中心に，4 年生と 5 年生の修業率

に大きなインパクトがあった注 53．しかし，他の

コストを考えると，無償初等教育プログラムは貧

しい子供たちが就学するのに十分ではない可能性

がある．

　親が移転を受領するには子供の規則的な通学

が条件，という条件つき現金移転制度が多数の

諸国で広まっている．バングラデシュで初めて

条件つき現物移転プログラム（「教育のための

食料」）が導入されると，メキシコ（「機会」＜

Oportunidades ＞）やブラジル（「家族奨学金」

＜ Bolsa Familia ＞）など中所得国もすぐさま追

随した注 54．このようなプログラムは現金移転を

通じて現在の貧困だけでなく，貧しい子供たち向

けの学校教育投資増大を通じて将来の貧困も削減

することができる．これが成功すれば，世代をま

たがる貧困の相続を打破するために，一世代限り

の投資を行ったということになる．この移転プロ

グラムはコストがかかるものの，中所得国では成

功を収めており，その他の諸国でも導入が進みつ

つある．しかし，貧困が蔓延し，学校や市民の登

録制度が不備な低所得国での導入は，引き続き未

知の挑戦課題になっている状況にある．

　教育の達成度を引き上げるためには，教育の供
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給に投資して，需給両サイドの投資を均衡させる

ことが必要である．メキシコの条件つき現金移転

プログラムでは，学校施設がかなり整備されてい

る農村コミュニティが対象にされた．通学距離と

プログラム参加率との間に強い相関関係があるこ

とが判明している注 55．次のステップは学校施設

をすべての農村部に拡張することだ．学校教育の

質を改善することも必須である．有名な事例はコ

ロンビアの「新しい学校」（Escuela Nueva）プロ

グラムである．これはコミュニティの関与，カリ

キュラム改善，教員研修，管理を盛り込んだもの

である．農村行事に対応できるように柔軟なスケ

ジュールになっており，教員研修は各コミュニ

ティのニーズに取り組むことになっている．学校

の質にもっと関心を向ければ，教育の収益率を大

幅に高めることができるだろう．

児童労働を削減するためには継続的な努力
が必要
　貧困家庭は児童労働で短期的には利益を享受で

きる．したがって，農村家計には児童労働を承認

することによって福祉面では短期的な利益が生じ

る．しかし，開発にとっては，児童労働の代償は

将来の教育水準を低下させ，貧困が長期的に持続

するということになる（ボックス 9.3）．児童労

働を削減するための政策提言には，これまで雇

用の制限・禁止や取引制裁などさえ含まれてい

た．しかし，この種の政策では無給の家族労働で

はなく，賃金雇用を規制してしまう可能性が大き

い．学校教育の収益率を高める条件つきの現物な

いし現金移転は児童労働削減にかなり成功してい

る注 56．エクアドルでは，「人間開発債券」（Bono 

de Desarrollo Humano）のおかげで児童労働が

17％ポイント低下したと推計されている．ブラ

ジルでは「児童労働撲滅プログラム」のなかで支

援の条件として明示的に児童労働への取り組みを

うたっている．

脆弱性を削減するためにセーフティネッ
トを提供

農村部の非拠出型年金
　移住から取り残された年寄りや弱者には追加的

な所得支持が必要かもしれない．ブラジル，ボリ

ボックス　9.3 児童労働：農業では一般的

　ILO の 推 定 に よ れ ば，2004 年 現 在， 児 童 労 働 者 は 2 億
1,800 万人に達している．ほとんどが自宅，農場，家族企業
で家族の手伝いをしている．アジアが 60％，男子が 52％を
占めている．経済的に活動的な児童に占めるサハラ以南アフ
リカの割合は 23％にすぎないが，同地域の参加率は 5-14 歳
層で推定 30％と世界最高である．児童労働には売春や麻薬
運びも含まれるが，世界的にみると少数にとどまっている．
　途上国に関して，都市部では 5-14 歳層の参加率は 19％に
すぎないが，農村部では 31％に達している．そのうち，9.8％
は家族企業以外のところで働き，2.5％は有給である

注 59
．農

村部の児童のうち 26％は，仕事と家庭の雑事を合わせて週
20 時間以上働いており，9％は 40 時間以上にもなっている．
無給労働の割合は農村部では都市部の倍近くに達している．
　早い時期からの児童労働が原因となっている学校成績の悪
さは，低賃金という形で永続的な結果をもたらす．ブラジル
では，12 歳以前に労働市場に参入した男子は時給が 20％低
い．児童労働の経験がある親の子供は，家計に関する他の属
性を一定とすれば，やはり幼い時から働き始める確率が高
い．したがって，子供が労働力に参入する年齢を遅らせれ
ば，次世代が労働市場に参入する年齢も遅らせることにつな
がるだろう．
　ブラジルでは，児童労働撲滅プログラムによって，農村部

の児童は学校に行くことと，親は子供が働かないことに同意
することが義務づけられている．このプログラムを受けて，
3 つの州では児童労働の割合が著減した（下図）．バヒア州
では，プログラムのおかげで児童労働が 23％ポイントも低
下している．

ブラジルの児童労働撲滅プログラム
児童労働の割合（％）

ペナンブッコ州 バヒア州 セルギペ州

対象グループ 参照グループ

出 所：Edmonds and Pavcnink 2005; Emerson and Portela Souza 2003; 
Gunnarsson, Orazem, and Sedlacek 2005; Ilahi, Orazem, and Sedlacek 2005; 
Yap, Sedlack, and Orazem 2001．
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ビア，南アフリカ，ヨーロッパ・中央アジアの一

部諸国では，農村部に非拠出型の年金が導入され

ている注 57．それは受益者に福祉利益をもたらし，

家族員の教育や栄養にも波及効果がある．しか

し，企業や労働者を非公式部門に押しとどめる効

果もあり，生産への貢献者が少なくなるという追

加的なコストも生じる注 58．

　なかでも送金などの民間移転も農村部で所得を

提供することができる．その額は膨大になり得

る．ラテンアメリカだけで 2006 年には 600 億

ドルにも達したと推定される．それは潜在的には

地方経済に投資できる財源になるだろう．しか

し，送金の取引コストが非常に高く，しばしば

20％を超えている．このような手数料を 5％ポ

イント引き下げれば，郷里送金をしている労働者

にとって年間 30 億ドルの節約になる注 60．政策

は送金手数料を引き下げるとともに，地方経済へ

の投資を促進することをめざすべきである．

ショックに対応する伸縮自在なセーフティ
ネットの設計
　セーフティネットは家族労働を含め資産が少

ない人々を対象にするのが通常である．しかし，

セーフティネットには保険機能もある．理想とし

ては，所得や生産が減少した際でも，支出を増加

させるためのものである注 61．しかし，多くの場

合，セーフティネットは好循環的である．経済

ショックは財政支出の増加が必要とされる時に，

財政収入を減らしてしまうからだ．これに対処す

るには，セーフティネットは柔軟，迅速，かつ効

率的でなければならない．アルゼンチンとメキシ

コの両国では，1990 年代に経済が下降に向かっ

た際，貧困が増加しつつあったのに，社会的支出

が減少した．インド，メキシコ，フィリピンは現

在では，救援プログラムに関して準備基金を保有

しているか，または特定の税金を充当している．

このような資金調達は援助国の支援よりも柔軟で

あるが，援助国の支援も柔軟性が大きくなる傾向

にある（ボックス 9.4）．感応的な資金調達に加

えて，景気の循環を維持するために受益者の特定

と資金支払いを迅速に行う必要がる．セーフティ

ネットの円滑な運営を確保するためには，プログ

ラムをショックが発生する以前に整備しておく必

要がある．セーフティネットは長期的には危機が

後退したら規模を縮小すべきである．

　慢性的な貧困をベースに移転の対象を設定す

るということに関してはさまざまな経験がある

が，ショックの結果を緩和するという事後的な対

象設定には異なったやり方が必要である．一時的

な目的のためにショックに反応する指標の収集に

ボックス　9.4 現金ベースの食料援助への漸進的で不完全な動き

　食料援助の規模は長期的に最低水準にある．これは通常
の食料援助プログラムの大幅な削減が，緊急食料援助の増
加で帳消しになっていないことを反映したものである．現
在では緊急援助が世界全体の食料援助の中心を占めている．
2001-04 年における世界の食料援助のうち，57％以上が緊急
援助となっている．緊急食料援助についてもアジア向けから
アフリカ向けへの地理的なシフトが起こっている．
　オーストラリア，カナダ，EU の大きな政策変更が例示し
ているところによれば，援助国は食料援助の調達先に関して
柔軟になっている．EU は 1996 年に食料安定確保予算枠を
創設し，食料援助の調達先をヨーロッパのサプライヤーに
紐つきにする規制を撤廃した．従来の方針を 180 度転換し
て，現地の国や地域からの購入を促進することになったので
ある．現地調達は現地価格を不安定化させることがあるもの
の，援助国の側で食料を購入して輸送するのと比べればコス
トが 30-50％安くなると推定されている

注 62
．現物の食料援

助と現金移転はともに対象の誤りや汚職に陥ることがあるも

のの，現物援助のほうが物流コストが高くなる．現地調達の
ほうが引き渡し時間を大幅に短縮できるため，危機への対応
が迅速になる．
　現在ヨーロッパのほとんどの諸国は，食料援助のほぼ全部
にを非政府組織と世界食料プログラムによる現地および地域
調達用の現金として供与している．2005 年の 255 万トンと
いう記録的な食料援助は，途上国の現地あるいは地域での購
入という形で調達された．EU に加えて，オーストラリアと
カナダも食料援助に関する国内調達ルールを緩和して，現金
ベースのプログラムに移行している．今では両国の食料援助
の半分以上が現地購入となっている．
　このようなシフトにもかかわらず，世界全体の食料援助の
半分以上を占めているアメリカは，引き続きアメリカ国内調
達の食料に依存している．最近，国内調達規制を緩和する提
案があったが，農業関連企業，船会社，非政府の開発・支援
組織の連合体からの圧力で実施が阻害された．改革の圧力が
またもや政治の介入で雲散霧消した事例といえる．
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要するコストを考えれば，プログラムはコミュニ

ティ・ターゲティングあるいは自己ターゲティン

グという方式を活用できるかもしれない．自己

ターゲティングの例としては，主として貧困層が

対象になる公共事業やコミュニティによる穀物用

補助金があげられる．

　公共事業は伸縮的な資金調達と順応的な自己

ターゲティングの仕組みになっていることが多

い．インドのマハラシュトラ州の雇用保証制度は

そういう形で雇用を提供しており，リスク管理の

コストを減らすと同時に，ショックの際に家庭の

資産を保護するという重要なセーフティネットに

なっている．この反循環的なプログラムによる雇

用は 1982 年の旱魃に対応して 64％も増加した．

同様に，アルゼンチンのトラバジャール州では，

プログラムのおかげで参加者の経常所得は増加し

ている注 63．勤労福祉プログラムも低スキルの農

村労働者に，農村部のインフラを建設しながら労

働経験をする機会を提供している．トラバジャー

ル州参加者の約半数は，プログラムのおかげで就

職のチャンスが改善した，3 分の 1 は労働市場で

の接触が増えたと感じている．メキシコでは，国

家および地方の公共事業プログラムの反循環的な

資金調達を達成するために，民間保険が使われて

いる．

　牧畜コミュニティにとっては，在庫削減，補完

的な飼料，撒水，獣医ケアなどが他の反循環的な

対策としてあげられる．ケニアで旱魃に対応して

とられた政策には輸送費補助金があった．これは

家畜の地方価格に下限を設定して，価格の下落が

動物の投売りを増加させるという悪い状況を回避

するためのものである．価格支持発動の引き金は

主に牛対穀物の最低価格比率に基づく．しかし，

ケニア北部の経験では，脆弱な牧畜業者の家畜の

富を保持する介入策では，便益費用比率が通常の

在庫減らし介入や関連する輸送費補助よりも高

かった．獣医ケア，補完的給餌，補完的撒水の便

益は費用の 2.6-5.3 倍にも達している注 64．

農村部の労働市場と移住に関して最後の
一言：政策への関心の必要性である

　農業が集約化・多角化し，経済が発展するのに

伴って，農村部の貧困を削減し，農村部と都市部

の所得格差を縮小するためには，農村部では機能

性の高い労働市場と移住が決定的に重要になって

いる．しかし，農村部の労働市場の構造，運営，

実績やそれがどのように成功裡に離農を円滑にし

ているかに関しては，驚いたことにほとんど政策

への関心が払われていない．労働者が良い就職が

できるようにするためには訓練を提供し，労働者

を保護はしても雇用を減少させないような労働法

制を調整し，移住者がよそで良い職につけるよう

支援することが絶対に必要である．労働市場の需

要サイドについても，特に投資環境を中心に，ま

た，弱者のためのセーフティネットについても介

入策が必要とされている．農業経済の他の側面と

比べると，農村部の労働市場をどうやって改善す

べきかの理解については，まだまだ探求すべきこ

とがたくさん残されている．



���

農村部若者向けの基礎的およびそれを超えるスキル
　すべての途上国は農村部の若者に適切な教育と関連スキ

ルを提供する，というチャレンジに立ち向かう必要があ

る．勉強意欲をかきたて，労働市場に備えたスキルを身に

つける訓練や，一部の人に対しては高等教育をめざす機会

を提供する必要がある．

基礎教育の質の改善

　途上国では過去 10 年間で学校教育へのアクセスについ

て進展があったものの，学校教育年数でみた教育水準が依

然として非常に低い国が多い（第 3 章）．農村部で達成度

が低いのは農作業が原因であるとよくいわれる．農作業や

家事を手伝うために，子供たちが授業を欠席したり，退学

したりすることが多い．しかし，児童労働に関する研究に

よれば，5-14 歳層のうち学校にいない児童の 37％は働い

ているわけではく，32％は家事をしているだけなのであ

る
注 1

．他の退学の理由には，就学コスト負担の能力が欠

如している，通学距離が長すぎる，教科や言葉が現地の事

情に合わない，教育など不要という信念をもっている，学

校の質が悪すぎるなどがある．農村開発のプロセスを活性

化するためには，農村部の基礎教育（アフリカの初等教育

であれ，ラテンアメリカの中等教育であれ）を改善するこ

とが必要不可欠である．

　農村部の学校は質が悪いため，学校の魅力と学校教育の

利益が希薄になっている．インド農村部の公立学校に関

する PROBE の報告書によると，物理的なインフラがまっ

たく不十分で，82％の学校が補修を要する状態にある
注 2

．

本の入手が不可能で，教員の欠勤率が高い．途上国 6 カ

国の初等学校に関する研究によると，どの日でも教員の

平均 19％が欠勤しているが，インド，インドネシア，ペ

ルーの農村部ではその数字が 23％となっている
注 3

．出勤

している教員が能力不足で給与が低く，暴力や虐待は日常

茶飯事である．PROBE の報告書が発見したところによれ

ば，子供たちの多くは虐待されたり，差別を受けたりする

ので学校が嫌いであり，学校での暴力が恐ろしいことが退

学の理由になっている諸国が多い
注 4

．

　学校の質が低いということは，児童がほとんど学習して

いないということを意味する．5 年生なのに読み書きがで

きないという児童は珍しくない
注 5

．しかし，教育到達水

準が低いと雇用の可能性が低下する．

雇用のためのスキル

　雇用を発見・維持するためには，訓練制度あるいは実地

訓練を通じて修得した幅広い職業スキルあるいは特殊な職

業関連スキルが必要とされる．変化が急速で世界的な競争

が激しい現在の世界では，柔軟である，機知に富む，意思

疎通ができる，などといった個人の能力が重要である．

職業訓練学校．　職業訓練学校は学生に労働市場への参入

を準備させることを目的にしている．途上国では職業訓練

教育は全就学生徒の 22％と OECD 諸国よりも少なく，前

期中等教育など比較低い教育水準を目標としている
注 6

．

また，調整がとれていないことが多く，職業訓練センター

の所轄官庁が多岐にわたっている．制度の管理（ブラジル

の SENAR）やカリキュラム（ナミビアのコミュニティ・

スキル開発センター）に民間が参加しているプログラム

が，労働市場の需要に応えるのにもっとも有効なようであ

る．

　SENAR は農業雇用者協会が管理しており，農業協同組

合のメンバーが理事会を構成している
注 7

．SENAR の特徴

のなかでもっとも成功しているのは，同一組織のなかで職

業訓練と社会的啓発が一体化されている点だ．学習プロセ

スは農村部の仕事や生活条件に関係があり，農業で使用さ

れている有害物質からの保護訓練を含む社会的啓発のプロ

グラムについては，農村部の女性が優先されている．

　ナミビアでは，7 カ所のコミュニティ・スキル開発セ

ンターが若者に対して，賃金雇用ないし自営業を通じて

所得を稼げるように基礎スキルを提供している．センター

は地方経済における所得創出機会の変化に合わせて，基

礎訓練コースを調整している訓練機関なのである．市場

ニーズに合わせるために，若者の職業に対する関心，地

方の開発計画，公式部門と非公式部門の両方にかかわる

雇用主や企業のニーズなどに関して，専門家が市場評価

フォーカス　G 農村開発のための教育とスキル

　農村部は急激な変貌をとげており，若者は新しい機会の出現に備えができていなければならない．農業も新しい技
術，作物，市場，事業環境の登場を受けて変化しつつある．農村部の大勢の人々は非農業に従事したり，あるいは都
市部に移住する必要があるだろう．この機会をつかみとるためには，すべての人が親とは異なるスキルが必要になる
だろう．しかし，教育や訓練のシステムはこのチャレンジに立ち向かう準備ができていない．
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を実施している
注 8

．

企業研修．　企業も訓練を提供しているが，これは公式の

職をもっている人（通常は教育水準が高い人）だけが対象

である．中小企業では研修の頻度がもっと低く，徒弟制度

を採用していることが多い．徒弟制度は変貌をとげている

市場のなかで，有用性を失いやすい伝統的なスキルを繰り

返すだけにとどまるだろう．

　成長の可能性が高いニッチ市場のなかにいる企業の研

修プログラムは，技術や管理スキルを格上げすることに

よって，企業の生産性やスキルを引き上げてきている．

マダガスカルでは，企業研修というのは加工や輸出向け

の中間財を供給している中小のサプライヤーに対象がし

ぼられている
注 9

．その他の例としては，タンザニアの企

業家精神のための統合的訓練やガーナの機会工業化評議

会などがある
注 10

．

高等教育

　高等教育への進学は農村部の若者にとっては特に困難か

つ高価であるため，支援策が必要である．メキシコの「若

者の機会」（Jóvenes con Oportunidades）は 9-12 学年に

就学中の生徒に，ポイントが蓄積できる貯蓄勘定を提供し

ている．12 学年を修了した際，その資金は進学，新規企

業の設立，住居のリフォーム，医療保険の加入などの目的

で，引き出すことができる
注 11

．したがって，こプログラ

ムは生徒が中等学校を卒業するインセンティブを付与し，

高等教育への進学を後押しすることになる．

セカンド・チャンス

　たいていの諸国が退学した若者を復学させるか，非公式

な訓練コースに参加させる，あるいは字が読めない若者を

リテラシー・グループに組み込むプログラムを運営してい

る．しかし，さまざまな社会経済的環境の出身で，いろい

ろな段階で退学した若者の多様なニーズに応えるセカン

ド・チャンスの制度を運営している国はほとんどない．う

まくいくのは，学校制度と連動し，労働市場の需要に配慮

しながら，仕事や家庭の責任を取り込んだ，柔軟でパート

タイム・ベースのプログラムである．

　モロッコのセカンド・チャンス向けの学校は 8-16 歳の

生徒 220 万人を対象にしている．対象となるのは就学経

験がない，あるいは義務教育を修了しないで退学した生

徒である．その 4 分の 3 強が農村部の居住者であり，約

45％は女子である．教育省は NGO とパートナーシップを

形成して，資金の供与，指導者の訓練，教材の提供を担

当している．NGO は若者の卒業者を指導者として採用し，

生徒の参加を確保し，追加予算を要請し，各地のプログラ

ムを管理している
注 12

．

「新しい農業」企業家向けのビジネス教育
　新しい農業の企業家はオープンで要求の厳しい市場で経

営していくために，スキルと能力が必要とされる．先進的

な栽培学のテクニックが必須であることに加えて，企業家

としては操業のビジネス的な側面に関して深い理解が必要

となる．市場情報を改善し，コストや売上，必要な投資，

参加しているバリュー・チェーンに関する理解を深めなけ

ればならない．

　アフリカの大学のなかには学生が新しい農業で足がかり

をつかめるようにと，ビジネス開発を奨励しているところ

がある．スワジランド大学やボツワナ農業大学は実際的な

企業家プロジェクトを提供している．ビジネス計画が回転

信用基金を使って実施に移され，利益の 75％は学生の取

り分とされている．マリでは，農業経済研究所（農業研究

機関）と農業専門学校（高等教育機関）が共同でマリ・ア

グリビジネス・学者のわずか 18％にとどまっており，女

性専門家が農業システムを改善するという膨大な潜在力は

依然として未開拓の状態にある
注 19

．研究機関や大学に関

しては，上級研究員について頭脳の流出とポジションの空

席が広く報告されている．スタッフ不足が HIV/ エイズに

よる死亡でいっそう悪化していることがしばしばである．

援助国は 10 年間以上にわたって，農業に関する高等教育

や海外研究について背中を向けてきた．この縮小を続けて

いる人材プールを補填し，新しい市場主導型生産の台頭に

関連した機会の変化に関与していくためには，新しい世代

の農業専門家が必要である．

　農業教育を再活性化する努力は，あらゆる中等教育水準

以降のカリキュラムを刷新し，教授法を転換し，卒業生数

を増やすことに集中すべきである．農業教育機関のほとん

どは支配的な作物や家畜の生産に狭く焦点をしぼった教科

を教えている．カリキュラムを改革するに当たっては，変

化が急速で雇用主や利害関係者の感応度が高まっている環

境下，制度的な柔軟性を確保しておくべきであろう．

　このような不足を是正するための努力の 1 つとして，

「エクステンション教育のための笹川アフリカ基金」から

の資金援助によってアングロサクソン系やフランス系の

大学十数校が実施しているエクステンション担当者向け

に開発された専門改善プログラムがある．中堅専門家向

けの同プログラムは，科学の学士号ないし修士号の取得

につながる改善された学際的なカリキュラムを提供する

もので，技術移転，参加型の手法，地方固有の知識を強

調している
注 20

．

　農業の高等教育に関しては，研究員開発の大々的なキャ
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ンペーンを優先すべきである．ブラジル政府は 1960 年

代に，1,000 人の学者を海外での農学研究に派遣した．

1970 年代にはブラジル農業研究所（EMBRAPA）が博士

号修得を目的に，500 名の農業研究者を海外に派遣して

いる
注 21

．

　積極的な人的資本開発プログラムは，ブラジル，イン

ド，マレーシアなどを初めとする多数の諸国で，長期的に

は成果をあげている．アフリカも同じ道をたどることが可

能ではなかろうか？　上級の学者や研究員の退職を考え

ると，アフリカとしては向こう 15 年間で農業を専攻する

1,000 名の新しい学生に博士号相当の訓練を提供（少なく

とも半分は女性向け）することを目標に，積極的な人的資

本キャンペーンを打ち出すべきである
注 22

．ウガンダのマ

ケレレ大学が提唱し，カーネギー・コーポレーションが資

金提供を行っている女性奨学金イニシアティブはこのモデ

ルになるだろう．

　博士号の勉強は農学関係に強いアフリカの既存の研究

所で実施することができよう．その例としては，南アフ

リカのピーターマリッツバーグ市に所在するアフリカ作

物改良センター，ケニアのジョモ・ケニヤッタ農科大学，

セネガルの国立の農業大学（Ecole Nationale Supérieured’

Agriculture）がある．あるいは，経営学，経済学，生物

学，工学などが農業関連科目を補完してくれる通常の大学

で行うこともできるだろう．

　知識は学問分野を超えて相互依存的であるため，農業の

専門家は農業科学と農業経済学を別個の学科として取り扱

う独立した農科大学よりも，他の専門家との相互交流があ

る普通の大学で訓練したほうがいいかもしれない．この変

更はまずは各地の大学の大学院プログラムに投資すること

によって，ただちに実行すべきである．

　地元で訓練が不可能な学科があれば，学生は費用効果的

な海外の場所で勉強をするか，あるいは地元における適切

な訓練や，国際的な知識資源や研究手法へのアクセスと広

範な近代技術との接触を組み合わせた「サンドイッチ」プ

ログラムを通じて博士号を修得できる．必要とされる大学

インフラがない諸国の学生の場合，大学院プログラムへの

アクセスは学生の南々（途上国相互間）移動によっても促

進することができる．

　サハラ以南アフリカでは，学生にとって西ヨーロッパ

に次いで 2 番目に重要な行き先は南アフリカである．ア

フリカ域内で海外留学をする学生の 9-10％は南アフリカ

をめざしている．東アジアでも，海外留学をする学生の

40％は域内他国が行き先となっている
注 23

．南アフリカの

プレトリア大学とフィリピンのロスバニョス市にあるフィ

リピン大学は農学専攻の海外留学学生が集う 2 大センター

となっている．

　農業について新世代の学者や研究者を育成するには長い

時間が必要となるため，すぐに行動を起こす必要がある．

そしてそれは，各国の大学のレベルアップ，教育と研究に

対する優秀な地域的センターの支援，地域外に対する費用

効果的で高度な訓練の提供を総合したプログラムを設計

し，資金調達し，そして実施するためのものでなければな

らない．
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　農業は健康に影響し，健康は農業に影響する．農業は世

界中の人々に食料と栄養を提供し，そして保健ケアに支出

することができる所得を生み出すことによって健康を下支

えしている．しかし，農業生産や食料消費は伝染性の動物

疾病（鳥インフルエンザ，ブルセラ病），殺虫剤中毒，ア

フラトキシン中毒など，特定の農業システムや慣行に関連

した健康問題に加えて，水関連の病気（マラリア）や食物

経由の疾病リスクも高めている
注 1

．

　エイズ，マラリア，肺炎，その他の疾病に罹患したり，

それが原因で死亡すると，労働，生産的な成人の知識，病

気に対処するための資産の喪失を通じて，農業の生産性は

低下する．世界中の貧困層の大半は農業に従事しており，

病気で苦しんでいる人が貧困層に多いことを考えると，貧

困に取り組み，開発のために農業を促進するためには，農

業と健康を一体的にみることが必要である．

　農業と健康にかかわる 2 つの政策立案の間で調整が欠

如していることが
注 2

，農村部貧困層の不健康を克服しよ

うとしている努力にとって有害であり，世界でもっとも深

刻な健康問題の多くを軽減することができる農業の役割を

無効にしている．以下では，マラリア，殺虫剤中毒，エイ

ズ，動物から人間に伝染する疾病について検討する．食の

安定確保や栄養を通した重要な関係は他のところ（フォー

カス C）で検討済みである．

マラリア
　推定で毎年 3-5 億人がマラリアにかかり，子供を中心

に 1 億人以上が死亡している
注 3

．農作物の輪作，家畜の

存在，村が平原や水源に近いことなどといった農業生産シ

ステムの特性がマラリアのリスクを左右する．特に灌漑は

寄生性病原体が好む条件を生み出して，疾病の伝染を促進

する
注 4

．エチオピアの研究者の発見によれば，マラリア

の発生率は政府が奨励したマイクロ・ダムに近い村落で高

くなっている
注 5

．しかし，タンザニアでは灌漑地ではマ

ラリアの発生率はそれほど高くない．コメ栽培で所得が増

加したおかげで，農村家計は殺虫剤処理済みの蚊帳を購入

できるからだ
注 6

．

　マラリアが農業の生産性に及ぼす影響に関しては長い歴

史がある．20 世紀前半のイタリアでは，マラリアは現在

の多くの途上国におけるのと同じく，最大の公衆衛生問題

であった．農繁期でも病気や死亡を原因とする欠勤が一般

的で，イタリアの何百万ヘクタールという肥沃な農地は休

耕のまま放置されていた
注 7

．途上国世界では，マラリア

は今でも生産性に対して重大な悪影響をもたらしている．

コートジボワールで集約的な野菜栽培に従事している農民

に関するある研究によれば，マラリア罹患者の収穫と所得

は健常な農民と比べて約半分にとどまっている
注 8

．

　マラリアは農業の水システムを修正ないし操作すれば

コントロール可能である．1900 年代の前半，エジプト，

インド，インドネシアでは，灌漑・排水システムの改善

や維持修繕によって，マラリアの患者が半数以下に減少

した
注 9

．1940-41 年のインドに関する事例研究では，水

田の灌漑を間欠的にすることでマラリア感染率が 48％か

ら 4％に低下したことが示されている．現在では，農業生

産性を維持しつつ，灌漑の悪影響を緩和する選択肢がたく

さんある．場所に固有な排水技術の知識を提供する，水田

を間欠的に湿らせたり乾かしたりする，コメと乾燥地作物

で輪作を行う，家畜を蚊の「えさ」として活用するなどと

いった方法がある
注 10

．

殺虫剤中毒
　殺虫剤は農業の生産性を高めることができるものの，取

り扱いを間違えると，人間や他の動植物種にとって有害

である．殺虫剤には食の安全性に関する懸念があるだけ

でなく，汚染による予期せぬ中毒で，推定では毎年 35 万

5,000 人が死亡しており，その 3 分の 2 は途上国の人々

である
注 11

．治療，労働損失，長期的な生産性の低下など

にかかわるコストは膨大になる可能性もある．

　途上国では殺虫剤を過剰使用し，安全面で適切な予防策

をとらない農民が大勢いる．リスクを理解せず，収穫の減

少を恐れているからだ．事態を悪化させているのは，途上

国では危険な化学物質に関して厳格な規制システムがほと

んどないことだ．先進国では禁止ないし規制されている殺

フォーカス　H 農業と健康の双方向的な関係

　農業は灌漑に関連したマラリアの発生，殺虫剤中毒，集約的畜産システムにおける家畜から人間への感染症を通じ
て，人間の健康に対する重大な脅威となっている．HIV やマラリアなど途上国の重大な健康問題のなかには，労働，
知識，資産の損失を通じて，農業に破滅的な悪影響をもたらすものもある．したがって，農業と健康に関する介入策
を調整すれば，途上国の貧困層にとっては多大な福祉利益がもたらされるだろう．
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虫剤が途上国では広く使われているのである
注 12

．

　殺虫剤の適切な使用法に関して農民がどのように考えて

いるかは，環境や文化によってバラツキがある．ラテンア

メリカでは，農民は殺虫剤にさらされればそれだけ耐性が

高まり，仕事をする力と能力が高まると一般的に信じらて

おり，その結果，高度な汚染を引き起こしていることが

しばしばである．エクアドルのカルチ県でジャガイモを栽

培しているあるコミュニティについて，研究者が数えたと

ころ年間 10 万人当たり 171 人の殺虫剤中毒患者が発生

していたが，これは世界有数の高水準である．同地域にお

ける殺虫剤中毒は男性については第 2 位（19％），女性に

関しては第 4 位（13％）の死因となっている．保健コス

トの高さと労働時間の損失は殺虫剤使用に伴う利益を凌駕

している．害虫を自然の力で防止ないし抑制することに焦

点を当て，必要なに時だけ殺虫剤を使用している農民の場

合，収穫を維持し，収益をあげつつ，危険を大幅に削減す

ることが可能となっている
注 13

．

　フィリピンでは，農民は 1989-91 年に成育シーズン当

たり 2 回殺虫剤の散布
注 14

を行ったため，保健コストが

殺虫剤を使用しなかった農民との比較で平均 70％も高く

なった．殺虫剤使用に伴う収穫面での利益は病気のコスト

で十二分に帳消しにされてしまったのである
注 15

．

　殺虫剤使用に伴う健康や経済の面でのコストを制限する

ためには，政策当局としては研修や情報キャンペーンを

ファイナンスしたり，危険な農薬を禁止ないし規制するこ

とによってアクセスを削減すべきであろう．自然によって

コントロールする方法や統合の外注管理も有望である．ニ

カラグアでは，殺虫剤の適切な使用法について研修を受け

た農民たちは，2 年後には研修をまだ受けていない農民と

比べて被爆が減少し，ネットの収益率も高くなった
注 16

．

HIVとエイズ
　2006 年についてみると，世界全体で推定 3,950 万人

が HIV 罹患者で，推定 290 万人がエイズで死亡してい

る
注 17

．HIV やエイズの影響を受けている人々の大半は農

業に依存しているため，多くの諸国でこのような人々の生

計は困窮化している．サハラ以南アフリカ諸国では，エイ

ズを受けて開発政策の再検討が必要になっており，南アジ

アの一部でもこの伝染病に歯止めがかからなければ同じよ

うな状況に直面する可能性がある
注 18

．

　HIV やエイズ関連の病気や死亡に見舞われると，農業の

所得や生産性は低下せざるを得ない．ケニアの紅茶農場の

労働生産性に関する 1997 年の研究によると，HIV 陽性の

労働者の日次ベースの生産量は健康な労働者に比べて平均

23％低い
注 19

．モザンビークの農村家計に関するある研究

では，HIV 関連とみられる病気ないし死亡に襲われた成人

男性がいる家計は，他のカテゴリーの家計と比較して食料

消費が大幅に減少している．これは自給自足生産に依存し

ていて，そうでなくても推奨食物摂取量を大幅に下回って

いる家計にとっては，大きなショックだったことを表わし

ている（図 H.1）．

　HIV/ エイズが原因で農業関係の官僚制度の能力も削減

されることがある．ケニアの農業省では，1996-2000 年

の間に死亡した官吏の 58％はエイズ関連であった
注 20

．

また，モザンビークの農業省の予測によれば， HIV/ エイ

ズが原因で職員の 20-24％を 2004-10 年の間に失うとさ

れている．

　農業の所得と生産性が低下すると，HIV に感染するリス

クも高まる．生計の不安定化に直面して，家族員のなかに

は就職のために移住したり，商業的な性交を行う者が出て

くる．多数の研究によれば，HIV 罹患率と移住との間には

強い相関関係がみられるが，これは移動がリスキーな行動

の可能性を高めることを示唆している
注 21

．

　農業政策をもっと HIV に感応的にして，健康と農業の

両方の目標を推進することについては相当大きな余地があ

る．農業におけるエイズ関連の死亡に伴う労働損失に取り

組むためには，労働節約的な技術や作物を促進することが

1 つの方策になるだろう．しかし，もっと貧しい小自作農

にとっては，生計に対する主要な制約は労働ではなく土地

と現金であろう．そこで，労働を雇うための現金移転，女

性にとってより確実な土地の保有権，女性や孤児も含める

図H.1　モザンビークではエイズ関連の病気ないし
死亡が発生して以降，主食作物の生産は減少傾向

総生産 / 日次ベースの推奨
カロリー摂取量（％）

最初の調査（2002 年）
追跡調査（2005 年）

影響なしの
家計

男性の病気あ
るいは死亡

女性の病気あ
るいは死亡

出所：Donovan and Massingue 2007 からのデータ．これはモ
ザンビークの農村部について，エイズ関連とみられる成人の病
気あるいは死亡で影響を受けた家計のキロカロリー単位の生産
をそういう影響がない家計と比較したもの．
注：これは自給自足農民に関する数字なので，生産は消費の測
定値として使用することが可能であろう．日次ベースの推奨キ
ロカロリー摂取量に対する割合は，自家生産の中位数（kcal/ 日
/ 成人相当）を推奨消費量（3,000kcal/ 日 / 成人相当）で割り算
したものに等しい．
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ような農業エクステンションの拡張などのほうが，福祉に

より大きなインパクトがあるだろう
注 22

．

　対象をしぼったプログラムによって，エイズと農業家計

の関係をうまく活用することが可能である．エイズの影響

を受けた家計が直面している土地と労働の不足を克服する

ために，レソトでは 2000 年に CARE と農業省が農業プロ

グラムを通じて生計回復を実施した．これは自宅に近い狭

い土地区画で，栄養素含有量が多い作物を栽培することを

奨励するものである．参加者のうち 53％は食料生産が安

定化ないし増加したと回答している
注 23

．モザンビークの

別のプログラムは，HIV 罹患率が高い地域の孤児や弱者を

対象に，栄養価の高い日々の食事に加えて，決定的に重要

な農業や生活に必要なスキルを提供している．類似のプロ

グラムがケニア，ナミビア，スワジランド，ジンバブエで

現在テスト運営されている
注 24

．

人畜共通伝染病の脅威の増大
　途上国における家畜革命は都市部と都市部近郊に動物が

未曾有の集中化をみせたことと関連があり，人間と動物の

健康にとって重大な示唆を伴っている．人間にとって病原

性があることがわかっている伝染性有機体 1,415 種のう

ち，61％は人畜共通性伝染病である．人間に「発症する」

（あるいは再発症する）と考えられている病原性伝染性有

機体 175 種のうち，75％は人畜共通性伝染病である
注 25

．

貧困層は居住空間が農場の動物に近いため，特に危険にさ

らされている．

　途上国で重大な人畜共通性伝染病は伝染形態に基づい

て，食物伝染性（嚢虫症，ブルセロ症，肺炎），感染性

（鳥インフルエンザ，肺炎），病原体性（狂犬病，トリパパ

ノソーマ症）の 3 つに分類できる．

　動物の疾病は長い間重大な経済問題であった．きわめて

病原性の強い H5N1 型の鳥インフルエンザによる動物の

死亡に伴う損失と，それをコントロールするためのコスト

は数百億ドルの規模に達している．2003 年後半以降，36

カ国のニワトリに発生した 4,544 件の感染症は H5N1 型

の鳥インフルエンザ種が原因であり，人間にも 269 件の

発症例があり，うち 163 人が死亡している（2007 年 1

月現在）．ウィルスは人間には，また人間どうしでは伝染

しにくい．しかし，動物あるいは人間の宿主のなかで変異

して，人から人へ伝染しやすくなって，破滅的な流行病に

なるかもしれないという大きな懸念がある．

　動物疾病をコントロールする第 1 の方法は，罹患した

動物とそれと接触したと思われるその他の動物を速やかに

選別して，ウィルスの負荷を削減することだ．ワクチン接

種は途上国の環境下では実施が高価であるため困難であ

る
注 26

．したがって，人畜共通性伝染病に罹患した媒介動

物のコントロールが決定的に重要である
注 27

．動物に病状

が表れたら迅速かつ包括的に対応することが鍵である
注 28

．

これには熟練した技術者だけでなく，罹患した動物を発

見・選別するためのインセンティブが必要である．



PARTIII
開発のための農業という課題は
どうしたらうまく実施できるか？
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3つのタイプの農業世界について各
国の課題が明確になってきている

　農業の成長には貧困を削減するというユニーク

な能力があるのに，なぜすべての発展途上国で

もっと首尾一貫して実現していないのであろう

か？　中国，インド，ベトナムなどでは，農業の

伸びが大きな伸びをみせたのに伴い貧困が急減し

た．それは日本や韓国で農業の成長が大きく伸び

たのを受けて，工業化が進展して所得が増大した

のとちょうど同じである．しかし，現在の農業

ベース国では成長や食料安定確保のために，農業

がほとんど活用されてきておらず，結果として高

い社会的コストが残されている．農村部に大量の

貧困層を抱えている転換国や都市化国でも，農村

部の貧困を削減するという農業の能力がフルに活

用されているとはいいがたい．

　第 4 章から第 8 章までにわたる各章では，開

発のために農業が過小利用になっている理由をい

くつか検討した．それを列挙すれば以下の通りで

あり，その是正策は各章で検討済みである．

① 国際貿易体制の改革が不完全でムラがある

（特に OECD 加盟国）．

② 途上国では農業政策に関して小さくなってい

るとはいえ，依然として偏見が残っている．

③ 農業に対する公共投資が過小で誤っているの

に加えて，援助国が農業に背を向けるのがあ

まりにも早すぎた．

④ 農業において国家の役割が縮小した後の制度

的な発展が不完全である（特に小自作農に

とって）．

⑤ 技術革新の新しい波の発生と採用の間にはタ

イムラグがある．

⑥ 天然資源の枯渇化と気候変動の激化が生産性

上昇の足かせとなっている．

　しかし，過去の教訓は，特に大きな新しい機会

が登場している状況下では，将来には常に当ては

まるとは限らない．新しいチャレンジで古いモデ

ルの妥当性は否定されるかもしれない．加えて，

開発のための農業という課題は状況固有でなけれ

ばならず，一般的な国のタイプと現地事情の両方

を反映したものでなければならない．本章ではこ

のような機会やチャレンジの一部を要約した上

で，3 つのタイプの農業世界について，開発のた

めの農業というアプローチに関して提言を行う．

このような課題の実施に関する側面は第 11 章で

検討する．

新しい機会とチャレンジ

新しい機会
　最貧国では 1990 年代に，マクロ経済政策，貿

易制度，マーケティング政策に関して改革が行わ

れた．そのおかげで，農民の投資意欲が改善し，

民間の業者や農産物加工業者が積極的になり，農

業や農村部に対する官民による投資について収益

率が上昇した（第 4 章）．武力抗争の発生件数が

減少し，民主的で分権化した統治体制を採用する

国も増加した．グローバリゼーションは新しい輸

出機会を開き，外国の資本や技術の流れを大きく

している．強大なバリュー・チェーンが世界的規

模で市場を統合化しつつあり，高付加価値作物の

新しい農業が消費者需要の変化に牽引されて台頭

している．伝統的な食用作物についても，西アフ

リカやメルコスール（南米南部共同市場）にみら

れるように，地域的な市場が開放されつつある

（第 5 章）．

　制度的な革新のおかげで，土地，金融サービ

chapter10
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ス，投入物へのアクセスに関してより効率的な

（まだ不完全ではあるが）メカニズムや，より効

果的な生産者組織が登場している（第 6 章）．ま

た，新しい生物学的技術や情報技術は生産性を大

幅に向上させる可能性を秘めている．ただし，そ

れを活用するためには，その利用に必要なバイオ

セーフティー規約や農村部情報システムを整備し

なければならない（第 7 章）．天然資源管理につ

いてアプローチを改善したため，持続可能性が高

まるとともに，外部コストが減少している（第 8

章）．

　サハラ以南アフリカの最貧国でさえ，過去数十

年間には農業に関して多数の地方的な成功事例を

謳歌している．1990 年以降になると，マクロ経

済環境が改善したおかげで，その数はいっそう増

えている注 1．中国やインドだけでなく，サハラ

以南アフリカ諸国のなかにも農業を優先課題とし

て，予算の増額を約束している諸国がある．援助

国も農業投資を拡大する意図を言明しており，そ

れを実行している国もある．これまでの成功を維

持し規模を拡大するためには，今こそそのような

新たな公約が必要とされている．

新しいチャレンジ
　開発手段としての機能を高めるべく農業の生産

性を高めることは，それがもっとも必要とされて

いる一部の最貧国では必ずしも容易ではないだろ

う．国際商品市況が長期的な低下傾向をたどって

いるため，現行の生産性水準ではいろいろな生産

システムの収益性が危うくなっている．ほとんど

の途上国では土地のフロンティアが閉鎖され，人

口増加の圧力が強いため，土地生産性（および持

続可能な土地管理）の改善が必要不可欠となるだ

ろう．エネルギー価格の上昇傾向を考えると，窒

素肥料など石油派生品に基づいた農業の集約化は

今後の挑戦課題であろう．さらに，技術革新の新

しい波の到着は遅れる可能性がある．研究開発が

過小投資になっているだけでなく，遺伝子組み換

え作物の採用の指針となる安全措置が未整備だか

らである．

　気候変動と水の稀少化で，効率的な水利用と

弾力的な農業システムにはプレミアムがつくだろ

う．気候変動は適応の準備ができていない最貧国

の一部にとってはより厳しいものになるだろう．

それら諸国では水管理の開発がもっとも遅れてお

り，新しい適合的な技術を創造する科学の資金調

達がもっとも少ない．

　これからの農業の成長は二重の意味でグリーン

でなければならないばかりか（生産的かつ環境に

やさしい），特に女性を中心とする小自作農を取

り込まなければならない．これは大変なチャレ

ンジである．規模の経済を拡大して，特にスー

パーマーケットや高付加価値作物の輸出市場など

バリュー・チェーンにリンクしなければならな

い．農業の伸びは土地をもっていない辺境で生活

する農民に対して有効な仕事を提供しなければな

らないが，革新の多くは労働節約であり，仕事に

は引き続き季節性があり，熟練の必要はない．し

たがって，投資環境を改善することによって，農

村部の非農業経済への投資機会を増やす必要があ

る．農村部の貧困層がそれにアクセスするために

は，新しいスキルが必要とされる．さらに，農業

に関する政策，制度，投資が改善されたからと

いって，それだけで貧困を削減できるというのは

幻想である．包括的な多部門アプローチが必要で

あり，農業の貢献を他部門における投資と調整し

なければならない．そうなると投資の優先順位，

予算手続きにおける政治的なトレードオフ，実施

に関する部門間調整など複雑な問題が持ち上がる

（第 11 章）．

　開発のための農業という課題に関する政治経済

学に取り組むのは，相変わらず容易ではないであ

ろう．政治経済学なチャレンジの第 1 は，農業

ベース諸国で農業支持の連合体に発言権を付与す

ることであろう．そうすれば，小自作農ベースの

農業発展に関して大衆の支持を動員することがで

きる．第 2 のチャレンジは，転換諸国と都市化

諸国では農村部と都市部の所得格差や貧困に対処

する際，補助金や保護の罠に陥るのを回避するこ

とだろう．そのためには公共財やセーフティネッ

トへの投資を増やす必要がある．民間の利害関係

者は農業のインセンティブを改善するために，意

見や政治的支持を追加することができる．
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アプローチの提言

　過去の教訓を適用し，新しい機会やチャレンジ

を評価することによって，いくつかの特徴をもっ

た開発のための農業というアプローチが表れてく

る．このアプローチは健全なマクロ経済ファンダ

メンタルズや社会政治的な安定といった前提条件

を必要とする．農業世界の大勢の関係者（小自作

農とその組織，農業関連企業，バリュー・チェー

ンの民間企業，新しい役割と機能を担った国家，

市民社会など）を動員し，複数の政策目的のバラ

ンスをとるという点では包括的である（ボックス

10.1）．アプローチは国のタイプによって異なり，

環境的に持続可能で実行が可能でなければならな

い．

前提条件．　農業が成長するためには政治的・マ

クロ経済的な安定性が必要であり，その安定性が

なければ，農業課題の他の部分はほとんど実行

不可能である．この前提は 1990 年代以降，農業

ベース諸国ではますますはっきりと認識されるよ

うになっている．

包括性．　戦略は開発のための農業という課題

の優先順位を設定した「政策ダイヤモンド」に

ある 4 つの目的を反映すべきである（ボックス

10.1）．第 1 は効率的な市場とバリュー・チェー

ンを創設することである．第 2 は小自作農の農

業市場参入を加速し，小自作農の革新力と競争力

を高めることである．第 3 は自給自足農業と農

村部の低スキル職の生計と食料安定確保を改善

することである．第 4 は農村経済における投資・

雇用の機会を増やすとともに，農村部の貧困層が

そのような機会をつかむ，あるいは成功裡に移住

することができるようにスキルを高めることであ

る．すべてが農業，農村部における雇用，移住と

いう貧困脱却の 3 つの道につながるだろう．

差別型．　開発のための農業という課題は農業

ベース国，転換国，都市化国でそれぞれ異なる．

農業ベース国では，最終的な目標は成長を加速

し，貧困を削減し，食料の安定確保を提供するこ

とにある．転換国では，それは農村部対都市部の

所得格差と農村部の極貧を削減することだ．都市

化国では，小自作農を新しい国内食料市場（特に

スーパーマーケット）に結びつけて，報酬のいい

仕事を創出することにある．構造的な条件も国の

タイプごとに異なっている．

持続可能性．　開発と環境保護は複雑に絡み合っ

ているので，課題の設計と実施は環境の持続可能

性を確保する必要がある．天然資源管理を改善

し，環境サービスの提供を高めるためには，生産

のインセンティブ，制度，技術は整合的でなけれ

ばならない．

実行可能性．　政策やプログラムは，政治的に実

行不可能，実行する行政能力が低い，財源が不十

分などの場合，結局は実行されないだろう．ある

いは大きなインパクトをもたないだろう．

　農業世界を 3 つのタイプに区別することで，

多種多様な諸国について一般的な類型がわかるも

のの，各タイプの世界には相当大きな多様性が隠

されている．したがって，開発のための農業とい

う課題は個別国向けに調整する必要がある．

農業ベース国――成長の加速，貧困削減，
食料安定確保

　農業ベース諸国の農村部をみるとサハラ以南ア

フリカが人口の 87％を占めていることから，本

節では同地域に焦点をしぼりたい．マクロ経済や

部門別政策の改善と国際商品市況の高騰に助けら

れて，サハラ以南アフリカの実質農業 GDP 成長

率は 1980 年代には年 2.3％であったが，90 年

代に 3.3％，2000-05 年には 3.8％に上昇した．

農村部の貧困は分析対象の 13 カ国中 10 カ国で，

1990-2005 年の間に低下し始めた（本書巻末の

主要世界開発指標表を参照）．いっそうの高成長

と貧困削減の継続は多くの諸国について達成可能

であるが，コミットメントと財源が必要とされ

る．

　サハラ以南アフリカでは農業は家計の食料安定
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確保にとって，主として貧困削減を通じて決定的

に重要である．しかし，食料市場は特にインフラ

が整備されていない遠隔地を中心に，何百万人と

いう小自作農向けには機能していない．したがっ

て，そのような地域は食料の安定確保を自己の生

産に頼らざるを得ない．また，多くの諸国が外貨

不足と輸送コストの高さに直面しているため，食

料ニーズを満たすために輸入する余地が限定され

ている（フォーカス C 参照）．これら諸国の食料

安定確保にとっては食料生産が重要なのである．

　サハラ以南アフリカの農業ベース諸国の最終目

標は農業の持続的な成長を確保し，貧困を削減

ボックス    10.1 開発のための農業という課題の 4 つの政策目的から政策ダイヤモンドができる

1. 市場アクセスを改善し効率的なバリュー・チェーンを確
立．　バリュー・チェーンは農業市場における需要を小
自作農生産者に結びつけて，連鎖にそって，また，農業
のなかで雇用を創出する．バリュー・チェーンの発展を
円滑にする政策介入には，投資環境の総合的な改善や戦
略的な官民パートナーシップの形成が含まれる．

2. 小自作農の競争力を高め市場参入を円滑化．　小自作農
は資産の賦存状況が十分で，余剰を市場に出すことがで
きるような恵まれた環境下にあれば，競争力をもち，革
新の源泉になり得る．小自作農の競争力と収益性を高
める政策介入としては，市場アクセスを改善する貿易改
革，インフラの改善，技術の改良，金融サービスや投入
物の整備，サービス・市場・政策策定にアクセスできる
有効な生産者組織などがある．

 　自給自足から市場への移行を促進するためには，小自
作農の資産，特に土地・企業家スキル・社会資本に対す
るアクセスを高めることが必要である．さらに，農業の
潜在性はあるのに，市場アクセスやリスク管理のメカニ
ズムが不十分な地域を，インフラで開拓することが必要
である．

3. 自給自足農業や低スキルの農村部職の生計を改善．　自
給自足農の生計は 4 つの方法で改善することができる．
第 1 は土地の生産性（小区画における収量増大）と労
働の生産性（農業労働所得の引き上げと非農業雇用向け

に労働を解放）を引き上げることである．第 2 はリス
クと食料確保の不安定性を削減するために，特に天然資
源管理の改善を通じて，農業システムの強靭性を高める
ことである．第 3 は自家消費用に生産されている食料
の栄養価を改善することである．第 4 は現金所得にア
クセスして脆弱性を減らすために，農業労働市場や農村
部農業経済に所得を分散化することである．自給自足の
小自作農や未熟練労働者の生計を改善するには，食料扶
助，現金移転，高齢者向け年金が必要なことが多い．こ
のような改善には次世代が農村部の悲惨なほど低い教育
水準に関連した貧困の世代間移転を回避できるように，
人的資本に対して大規模な投資が必要である．

4. 農村部労働市場における雇用を増やしスキルを高める．
労働市場の供給サイドをみると，より報酬のよい雇用に
アクセスするには新しいスキルが重要である．需要サイ
ドをみると，農村部非農業部門では熟練労働者にかかわ
る投資と雇用機会は，投資環境の改善や地域的な開発を
通して高めることができる．また，農業部門でも技術的
にむずかしい職種，特に高付加価値農業における雇用を
通して増やすことができる．熟練労働者は移住して成功
する可能性が高い．農業の発展に伴う経済の構造的な転
換の反対側では，人々を離農・移住に備えさせることが
必要になっている．

大前提の確立：
マクロ経済ファンダメンタルズ

統治
社会政治学的状況

2
小自作農の競争力強化，

市場参入円滑化

１
市場アクセス増大，
有効なバリュー・

チェーン効果の促進

４
農業や農村非農業経済の

雇用増加，スキル強化

３
自給自足農業や低
スキルの農村部職

の生計改善

農業や非農業の生産
物に対する需要

農産物に対する
需要

市場への
移行

市場への
移行

貧困脱却の道
農業・労働・移住

所得
効果

所得
効果

出所：WDR 2008 チーム．
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し，食料の安定確保を改善することである．この

目標はアフリカ開発のための新しいパートナー

シップ（NEPAD）の包括的アフリカ農業開発プ

ログラム（CAADP）に反映されている（ボック

ス 10.2）．以下でみるように，最終目標を達成す

るために明確になってきている課題は，CAADP

で提案されている国別評価にとって有益なベース

になるだろう．

農業ベース国の構造的特徴
　成長，貧困削減，食料安定確保という最終目標

を達成するための課題を設計する際には，農業

ベース諸国の具体的な構造的特徴を考慮に入れな

ければならない．しかし，サハラ以南アフリカ諸

国相互間および各国内の地域相互間の多様性は，

規模，農業の潜在性，輸送網，天然資源への依存

度，国家の能力などの点であまりにも大きい．

地方条件の多様性．　サハラ以南アフリカにおけ

る生産性向上への道はアジアとは相当に異なる

だろう（第 2 章）．農業生態が異なるため農業シ

ステムにも大きな幅がある．アジアの緑の革命期

では主食作物はコメと小麦とわずか 2 つであっ

たのに対して，アフリカでは重要な主食作物が 8

つもある（トウモロコシ，コメ，コムギ，雑穀，

ソーガム，キャッサバ，ヤムイモ，バナナ / プラ

ンテイン）注 2．加えて，ほとんどの農業システ

ムにおいて家畜が重要な地位を占めている．この

異質性を背景に，新技術の発明という科学的課題

が複雑化しているが，一方では革新の余地が幅広

　 ア フ リ カ 連 合 が NEPAD の イ ニ シ ア テ ィ ブ で 開 発 し た
CAADP は，アフリカ諸国が農業主導の開発を通じてより高
い経済成長軌道に達して，飢餓を撲滅し，貧困と食料確保の
不安定を削減し，輸出の拡大が可能になるのを支援すること
を目的としている．CAADP は一連の超国家的なプログラム
ではない．アフリカ連合諸国の首脳が重要な原則や目標を定
義・規定した共通の枠組みを示すものである．その目的は，
①各国の戦略や投資プログラムの指針となる，②地域的な仲
間による学習やレビューを可能にする，③開発努力の整合性
と調和の改善を円滑にする，ことにある．
　CAADP の枠組みを規定している主要な原則や目標は以下
の通りである．

・ 農業主導の成長がミレニアム開発目標にある貧困削減を
達成するための主要戦略となる．

・ 各国レベルでは年 6％の農業成長をめざす．
・ 各国予算の 10％を農業向けに配分する（現状は 4％）．
・ 成長を加速させるために地域的な補完性や協調性を活用

する．
・ 政策の効率性，対話，レビュー，説明責任をめざす

（NEPAD の全プログラムに共通）．
・ パートナーシップや連合には農民，農業関連企業，市民

社会組織を含める．
・ 各国が実施するものの，地域の経済共同体が調整し，

NEPAD 事務局が円滑化を行う．

　NEPAD の主体性と説明責任に関する原則にしたがって，
各国レベルの CAADP プロセスは，需要牽引ベースで，地域
の経済共同体やその加盟国との協議を通じて開始される．こ
れは次の通り 3 つの部分から成るプロセスとなる．

・ CAADP の目標や原則に向けた進捗状況とパフォーマン
スに関して各国が評価を完了する．同評価には政策，戦
略，開発援助を含む投資について，成長や支出の目標と
整合性を欠いている格差を発見することが含まれる．

・ 各国は CAADP 協約を締結する．これには国別評価で発
見された格差を縮小するために，政府に必要とされる措
置や公約，民間部門，農業コミュニティ，国内で活動し
ている開発パートナーが参加する．協約は 6％という農
業の成長目標を達成するための政策や投資の対応策，各
国の努力を支援する開発援助の計画，農業および農業関
連部門に必要とされる投資を増加・維持するための企業
間連合や官民パートナーシップの指針となる．

・ 公約や進捗状況をモニターするために，政策対話やレ
ビューに関する取り決めを制定する．これには調整・レ
ビューの制度的取り決め，証拠ベースで成果指向型の政
策の立案・実施への移行を円滑化するメカニズムや能力
が含まれる．

　共通の原則・目標に関して共有されている CAAD の枠組
みは，各国の開発努力にかかわるパフォーマンスのベンチ
マーク化，相互学習，調和を刺激し広げるのに有益である．
　現状，南東アフリカ共同体（COMESA）と西アフリカ諸国
経済共同体（ECOWAS）という 2 つで約 40 のアフリカ諸国
をカバーしている地域的な経済共同体が，課題に関して強力
な指導力と主体性を発揮しており，今やその実施を加速化す
るべく加盟国と協働している．2 つの共同体のうち十数カ国
は上述の 3 つの部分から成るプロセスに引き続き，国別の
円卓議論を準備中である．2 つの地域におけるこのプロセス
は 2008 年末までに完了する予定となっている．

ボックス    10.2 包括的アフリカ農業開発プログラム（CAADP）

出所：NEPAD secretariat 2005, 2006．
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いともいえる．

　サハラ以南アフリカの農業は圧倒的に降雨の時

期と量に依存している．耕作地のわずか 4％しか

灌漑されていない．これは 1960 年代前半のイン

ドの 4 分の 1 以下である．降雨への依存は農業

システムの多様性を広げているだけでなく，気象

ショックに対する脆弱性を高めて，既存の収量増

加技術を活用する能力を制約している．現在は主

として雨水農業となっているが，アフリカ大陸が

もっている貯水と水管理改善に関する潜在力には

相当大きなものがある．

小国および内陸国．　サハラ以南アフリカの農業

ベース諸国の大半は小国であり，したがって研

究，訓練，政策設計について規模の経済を達成す

るのがむずかしい．小国であるということは，地

域的に市場統合化がもっと進展しない限り，市場

が小さいということを意味する．アフリカの全

人口のうちほぼ 40％は内陸諸国に居住している．

これに対して他の途上国世界ではその割合はわず

か 12％にとどまっている注 3．内陸国は典型的な

沿岸国と比べると，輸送コストが平均で 50％も

高くなる注 4．マラウイ，ザンビア，ナイジェリ

アでは，輸送コストが肥料の農場入荷価格の約 3

分の 1 を占めている（第 6 章）．多くの主食作物

は輸送コストが高いため市場性が不完全で，その

ため価格の変動や，農民・販売業者・消費者に

とって関連リスクが大きくなる．

紛争と紛争後．　1999 年中に世界全体で発生し

た紛争のうち半数以上はサハラ以南アフリカで発

生している注 5．紛争件数は近年減少しているが，

成長や貧困に対する悪影響は依然として大きく

残っている注 6．紛争に巻き込まれた諸国の多くは

豊富な農業資源ベースに恵まれているので，紛争

の減少は急成長のチャンスを意味する．例えば，

モザンビークでは，内戦終結後の 10 年間で 1 人

当たり所得はその前の 10 年間における 4％に対

して 70％も増加し，農業付加価値も 60％増加し

た注 7．

低人口密度．　サハラ以南アフリカ諸国では距離

が遠く人口密度が低いため，貿易，インフラ，サー

ビス提供が高コストにつく．このような要因が輸

送コストを押し上げ，技術の採用を阻害し，農業・

社会サービスのコストを高くし，競争力のある作

物・要素・信用の市場の出現を遅らせており，こ

のことが農業の発展を直接的に妨げている注 8．逆

に，農業の潜在性があるのに人口密度が低い地域

は，土地の持続的な拡張という未開拓な余地が大

きいということであり，良い土地政策とインフラ

投資を優先課題にすべきであろう．

人的資源．　アフリカの大学や農業関連の専門

職における人的資本は，過去 20 年間にわたる

支援の減少を受けて総じて高齢化しつつある．

HIV/ エイズも専門職や農民の能力をさらに低下

させている（フォーカス H 参照）．これとは対照

的に，アフリカの農村部では初等教育が大きな進

展をみせたおかげで，読み書き算数ができる次世

代の小自作農や非農業企業家が確保できるだろ

う．

農業ベース国の課題
　農業がもっているアフリカの開発に対する潜

在的な貢献力を開花させるためには，次の 2 つ

の優先分野で成功することが必要であろう．第 1

は潜在性が高いか中程度の地域について小自作農

の競争力を改善することである．そこの投資収益

率はもっとも高くなるであろう．第 2 は遠隔地

の高リスクの環境下では，生計，食料安定確保，

環境に対する強靭性を改善するために，農業技術

や天然資源の管理への投資を選別しなければなら

ない（図 10.1）．国全体と各家計の両方について

食料安定確保を達成するには，生産性向上のため

の移転と投資に関してバランスのとれたアプロー

チが必要である．成功の必須条件はマクロ経済の

安定と平和である．マクロ経済政策と農業政策を

統合し，深め，維持するためには，継続的な努力

が必要とされる．目的は次の通りである．

市場へのアクセスを改善し，近代的な市場

チェーンを発展させる．

アフリカの農業のために大規模で持続的な小

•

•
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自作農ベースの生産性革命を達成する．その

際，自給自足農が市場に参入するのを支援

し，持続可能な資源管理を推進することに力

点をおく．

自給自足農としてとどまっている農民の食料

安定確保を達成し，生計を改善する．これに

は気候変動に適応できるよう農業システムの

強靭性を改善することが含まれる．

農業の成長に乗じて農村部の非農業部門を発

展させる．

市場やバリュー・チェーンの構築．　アフリカ農

業の土地に関する多様性を所与とすれば，高成長

のためにどの作物に焦点を当てるかには，農業生

態圏や市場アクセスの難易度に応じて大きなバラ

ツキが生じるだろう．主食作物，伝統的なバルク

輸出作物，畜産物を含む高付加価値作物をうまく

バランスさせる戦略が必要である．その各作物に

はそれぞれ違った小自作農のグループが参加する

可能性がある．成長の牽引力は基本的に，中央か

らの処方箋や標準的な解決策ではなく，個々の農

民が最適な機会がどこにあるかを自分で理解する

能力を高めることにある．現在は主食作物が生産

の中心にあり，その状況は需要の増加に応えるべ

く近い将来も変わらないだろう．非伝統的な輸出

はたとえ急増しても，総合的な農業の成長や雇用

•

•

に対するインパクトは小さなものにとどまるだろ

う．それが農業経済に占めるウェイトは依然とし

て限定的だからである注 9．非伝統的および伝統

的な輸出は両方とも重要である．それは主要作物

や畜産品にとって地域的な輸出市場が重要なのと

同じである．すべての作物に関して，バリュー・

チェーンの効率性には大幅な改善の余地がある．

　農業の成長は市場がもっとうまく機能して初め

て確保・維持できる．これは革新的な官民パート

ナーシップによって新しい市場機会を活用する

市場チェーンを発展させることを通じて達成する

ことができる（第 5，6，7 章）．アフリカの商品

市場改革の進展は 1990 年代には目覚ましかった

が，特に地域貿易を円滑化するためには，このよ

うな改善をベースに前進していくためには，継続

的な進展が必要である．多くの諸国では，農業の

生産性を引き上げるためには投入物市場の機能改

善が商品市場の拡大と少なくとも同じくらい必要

であろう（第 6 章）．各市場を強化するためには，

特に道路と通信を重視した「ハードな」（物理的

な）投資だけでなく，規制，リスク管理，エクス

テンション，市場情報，行動力のある生産者組織

などに対する「ソフトな」投資も必要である．

　大規模なインフラ不足に取り組まないと市場は

機能しないだろう．農民を町にリンクする農村部

の道路が第 1 位の優先順位にくるだろう．これ

図10.1　農業ベース国の政策ダイヤモンド

1
市場とバリュー・
チェーンの構築

2
小自作農ベースの
革命，輸出の促進

4
労働の移動性円滑化

と農村部非農業の開発

3
自給自足農の生計と
食料安定確保の保証

出所：WDR 2008 チーム．
注：ダイヤモンドの個数は各目的の合計で 10 ポイントとして，政策が持つべき関心の相対的優先度を表わす．
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は特に農業の潜在性が高い地域に住む小自作農の

市場参入を円滑化する．地域的な市場統合のため

には，各国間におけるインフラ開発投資を調整

し，市場に関する情報を流し，輸送や税関におけ

る腐敗と戦える有効な業界団体も必要であろう．

　各種リスク（予測不可能な公的政策，取引価格

の上昇，気象変動）は商いが薄い市場では価格の

変動性を拡大する．市場情報や販売エクステン

ションの改善はこのようなリスクを軽減すること

ができ，一部の諸国ではヘッジ手段やオプション

など追加的な手段が組織化された小自作農向けに

試行中である．頻繁な天候ショックにさらされて

いる多数の諸国が，価格の不安定性を削減すべく

穀物備蓄を公的に管理しているが，その成否はさ

まざまである．食料備蓄機関による操作が市場を

不安定化させないように保護措置が必要だろう．

これには距離をおいた「中央銀行」型の自律性，

厳格なルール・ベースの市場操作，操作の民間部

門への外部委託などがある．しかし，多くの農業

ベース諸国の農民や顧客の双方にとっては，価格

変動の大きなリスクが残っている．所得が高くな

るか，あるいは市場のパフォーマンスが改善する

までは，効果的なセーフティネットが必要不可欠

である．

農業における小自作農ベースの生産性革命．　特

に潜在性の高い地域を中心に，支援サービスの改

善があれば経済的に達成可能な収量と現在の収量

との間には大きな格差があるということは（第 2

章），野心的な成長の目標は達成可能であるとい

う楽観論の根拠になる．新技術の採用を加速化す

るためには，インセンティブの改善，農業の研究

やエクステンション・システムへの投資，金融

サービスへのアクセス，投入物市場を刺激するた

めの「マーケット・スマートな」（市場ベースの）

補助金，リスク管理メカニズムの改善が必要であ

る（第 6，7 章）．

　雨水農業システムの多様性に対応するために

は，技術と制度的な支援サービスはともに分権的

なアプローチを必要とする．技術を現地条件に適

合させると同時に各種支援サービスを構築する必

要性があるということは，南アジアの緑の革命期

に適用されたものとは違ったアプローチになると

いうことを示唆する．ウガンダでは，市場指向性

の強い分権化された農民主導のエクステンション

が採用率の改善につながっている．しかし，分権

化の必要性は農業サービスを超えて広がってい

る．活気のある農村部は，有能で財務状況がいい

地方政府が市民社会組織の参加を得ながら統治し

てしかるべきだからである．

　土壌や水の管理改善について至急配慮しなけれ

ば，生産性の上昇はあり得ない．サハラ以南アフ

リカでは，過去数十年間にわたって採取してきた

土壌の栄養素を補充しなければならない．南アジ

アの農民はヘクタール当たり 100 キログラムの

肥料を散布しているのに対して，アフリカの農民

はわずか 10 キロの肥料しか消費していない．効

率的な肥料市場やマメ科植物によって土壌肥沃度

を補填するために併農林業を発展させるプログラ

ムは，規模を拡大することが必要である（第 6，

7，8 章）．ケニアでは肥料市場を自由化したおか

げで，小自作農の肥料使用が目立って増加してい

る．ザンビアでは併農林業のおかげで，土壌の保

全と収量が改善している．

　サハラ以南アフリカにおける過去の灌漑投資

は，高価で維持がむずかしく，公的部門による管

理に大きく依存した技術を導入している．現在で

は新しいアプローチがもっといい成果を約束して

いる．低コストで小規模な灌漑や費用効果的な

大規模施設による灌漑地がすでに拡大しつつあ

り，将来的にはさらに拡大する見込みとなってい

る（第 8 章）．実例としては，マリでは大規模灌

漑の管理に関する制度改革のおかげで，コメと野

菜を栽培する農家の所得が大幅に増加している．

ナイジェリアでは小規模技術に基づいたファダマ

という制度が導入されている注 10．雨水農業シス

テムでも効果的な水管理が可能であり，その点は

もっと強調されてしかるべきである．

　農業の研究と助言サービスに対する投資の停滞

は反転させて，より優れた，もっと広く適応可能

な技術を創造すべきである（第 7 章）．最近の技

術開発は大きな成果をあげている．その実例とし

ては東アフリカにおけるモザイク・ウィルスに抵

抗性があるキャッサバ，南部アフリカにおける旱
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魃耐性のあるトウモロコシ，「アフリカのための

新しいコメ」（NERICA）などが指摘できる．研究

投資の増加は，農業の研究・エクステンション体

制の継続的な改革，退職しつつある農業科学者グ

ループの補充，生産者組織や民間部門とのパー

トナーシップ強化などを伴うべきである．CGIAR

やアフリカ農業研究フォーラムなどを通じた国際

的および地域的な研究の努力もますます重要に

なってきている．バリュー・チェーンにそった改

革にかかわる競争的資金調達は，技術が市場の需

要やサービスと密接な関係を保持するのを確保す

る方法の 1 つといえよう．

農産物輸出の拡大．　主食作物が小自作農革命の

ベースとなる場合が多いであろうが，サハラ以南

アフリカの場合，国際市場向けに輸出を拡大でき

る潜在力がきわめて大きい．OECD とアフリカ諸

国双方の政府は農産物輸出の拡大をはかる努力

をすべきである．先進国の貿易障壁は綿花（第 4

章）や加工食品など主要農産品に関して，アフリ

カの農民にとって引き続き大きなコストを賦課し

ている．一方，アフリカ諸国自身も引き続き農産

物輸出に対して課税をしており，輸出市場が自由

化されたところでは（ザンビアの綿花やウガンダ

のコーヒーなど），総じて所得が増加している．

このような自由化された市場では，特に生産性を

改善するための技術へのアクセスの円滑化や，販

売システムにおける公正で効率的な運営といった

新しい政府の役割が必要とされる．

　地域的な市場は優れた成長機会を示唆してい

る．国境を超えた貿易にかかわる障壁は削減すべ

きである．そうすればアフリカの生産者や消費者

はより大きな市場への参加に伴う利益を享受する

ことができる．トレードネットという西アフリカ

の穀物業者の団体を考えてみよう．ここは斬新な

情報技術を使って価格情報を共有し，会員相互間

の国境をまたぐ貿易を円滑にしている（第 5 章）．

　海外，国内，地域の市場向けの，高付加価値で

労働集約的な園芸や畜産品は，力強い成長の機会

を提供している．しかし，このような傷みやすく

品質が重視される商品については，販売や調整に

かかわる問題を克服しなければならない．小自作

農がこの成長に参加できるか否かは，ルワンダの

プレミアム・コーヒー輸出やケニアの地方市場向

け酪農品の場合と同じように集団行動に依存する

だろう．セネガルのサヤインゲン輸出などその他

の場合では，中規模農家のほうが販売で規模の経

済を実現するのにいい立場にあるかもしれない．

生産性の上昇が農村部の貧困削減につながる経路

は，主として労働市場を通じる形になる．にもか

かわらず，農村部の労働市場のパフォーマンスに

関しては十分な関心が払われていない．

自給自足農の生計と食料安定確保を確実に．　す

べての小自作農が農業で貧困を脱却できるわけで

ない．資源や商機へのアクセスが限定されている

人々は，自給自足農業の生産性を改善することが

食料消費と健康を確保し，最終的には市場指向型

の農業か，あるいはより報酬のいい仕事に移行す

ることにつながるだろう．それまでの間，ニーズ

がもっとも大きいのは病気抵抗性がある品種など

の収量を安定化させる技術である．それは投入物

の購入が少なくてすむが（第 7 章），リスク削減

のための雨水利用などといった慣行に基づく強靭

な農業システム，小規模な家畜や非農業雇用への

アクセス改善を必要とする．

　土地や水の持続可能な管理は生産性を改善し，

生産リスクを削減するために重要である．小規模

技術（ペダル式ポンプ）や改良型土壌・水管理技

術（雨水利用，併農林業，あぜの連結）が，一部

の地域では採用されつつある．リスクを管理する

新しい手法もある程度有望なようである．天候

ベース指数型保険はリスクを削減し，新技術を

ファイナンスするローンを付保対象にすることが

できる．これは現在マラウイで実験中である．食

料販売システムに関して競争やコストを削減する

技術的・制度的な変更も食料価格の低下と安定化

につながるが，それは大部分がネットでは食料の

買い手となっている自給自足家計にとっては特に

重要である．

労働移動と農村部非農業開発を通じて農業を超え

る．　若年層の労働移動の地理的な範囲を拡大し

スキルを改善することが，農村部の貧困削減に
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とってきわめて重要である．HIV/ エイズやマラ

リアがあるため，貧困層やそれに近い層の資産

を，旱魃，病気，家族員の死亡から保護する一

連の広範なセーフティネットの一環には保健ケア

と教育の改善が入っていなければならない（第 9

章）．サヘルにおける「教育のための食料」プロ

グラムがその事例であり，旱魃の時でも子供を学

校に行かせるというインセンティブを家族に提供

するものである注 11．

　農業の成長が成功すれば非農業経済に波及し

て，特に農産物を加工し価値を付加する活動を中

心に，農村部非農業産業の製品に対する需要が増

大するだろう．農村部の投資環境が送金や地方で

生み出された貯畜という形で資本を引きつけるの

に十分魅力的であれば，それがこのような波及効

果を増幅して，多いに必要とされている雇用を生

み出すだろう．

　以上のような課題を達成するためには，政策や

制度の改革に加えて，もっと高水準の投資が必要

である．農業ベース諸国における農業向け公共支

出は，現状では農業 GDP に対する比率でみると，

転換国や都市化国の半分以下（第 1 章），NEPAD

の対国民貯畜比 10％という目標の半分以下にと

どまっている．現行の支出について効率性を高め

ることは可能だが，援助国からのものも含めて支

出水準そのものを引き上げることがやはり必要で

ある．さらに，投資ニーズの多くは農村部の貯畜

や民間投資によってまかなわなければならないだ

ろう．したがって，投資環境が重要な決定要因に

なるのである．

転換国――農村部と都市部の所得格差と
農村部の貧困を削減する

　転換国は農業世界のなかで最大の割合を占めて

いる．農村部の人口は 22 億人に達しており，農

村部の貧困層は膨大である（1 日 1 ドル未満の貧

困線を下回っている農村人口は約 6 億人と，世

界全体のほぼ半分を占めている）．転換国が農村

人口に占める割合をみると，南アジアでは 98％，

東アジア・太平洋では 96％，中東・北アフリカ

では 92％となっている．これら諸国の貧困層の

うち農村部に居住している割合は 81％と圧倒的

な水準に達している．

　転換国は成長率がもっとも高いグループであ

り，1990 年以降の GDP 成長率は年 6％を上回

り，中国，インド，ベトナムの最近の成長率 8％

を凌駕している．しかし，成長は製造業とサー

ビスの部門が牽引したものである．農業の成長

は 1970 年代から 80 年代にかけて年 3.3％を記

録した緑の革命期以降，1993-2005 年には 2.9％

に減速している．同期間の GDP 全体の成長率に

対する農業の寄与率をみるとわずか 7％にとど

まっている．

　農業部門の成長率鈍化，製造業部門の成長率加

速，労働スキルによる労働市場の細分化などを背

景に，農村部と都市部の所得格差が拡大し，農業

や農村開発に対する投資への政治圧力の増大につ

ながっている．

　転換諸国では，都市部の所得と高付加価値品の

需要が急増したことが，農業発展と貧困削減の主

要な牽引力となっている．ただし，主食作物の持

続可能な生産性の伸びには引き続き注意が必要と

される．高付加価値作物の市場は急拡大中であ

り，例えば，インドの園芸は年 6％の勢いで伸び

ている．このような市場の多くは，さらに拡大す

る大きな潜在性をもっている．インドにおける

1 人当たりの野菜消費は，中国の年 66 キログラ

ム，日本の 76 キログラムと比較して，まだわず

か 33 キログラムでしかない．畜産品や水産養殖

品も急成長を続けるだろう．このグープに属する

諸国は拡大中の世界市場をもっと開拓できる余地

があり，技術的な洗練化と低賃金という勝利の組

み合わせを活用すべきである．中東・北アフリカ

はこのような市場に関して当然ながら地理的な優

位性をもっており，1993 年以降，農産物輸出は

年 4.4％の高い伸びを続けている．

　転換国における開発のための農業という課題の

最終目標は，大規模な農村部の貧困を削減し，農

村部と都市部の所得格差を縮小することにある．

転換国の構造的特徴
　このような諸国について開発のための農業とい

う課題を設計する際には，具体的な構造的特徴を
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考慮に入れなければならない．これら諸国につい

ては国別および地域別にも多種多様な特徴がみら

れる（ボックス 10.3）．

人口動態の圧力と農場規模の縮小．　アジアで

は，平均的な農場規模はすでに小さく，バングラ

デシュ，中国，ベトナムのデルタ地帯では，農場

規模は平均するとわずか 0.4-0.5 ヘクタールしか

ない（第 3 章）．南アジアでは，このような縮小

が継続するものとみられている．農村部の人口が

年 1.5％で増加しており，早くても 2040 年まで

はピークに達しないと予測されている注 14．小規

模農業は労働集約的なので，人口密度の高いアジ

ア諸国は特に農村部の賃金が上昇した際，穀物や

その他の主食作物をこのような小規模な農場で効

率的に生産できるのかどうかという重大な疑問が

出てくる．

　人口の増加と農場規模の縮小が農村部の雇用に

圧力を与えている．インドでは資産保有高が少

ない限界的な農民が 8,000 万人存在するが，生

存のために非農業職に転向している注 15．加えて，

土地をもっていない多数の農村家計が農業賃金

雇用に依存しているが，その数はインドだけで

8,200 万世帯に達している．増勢をたどっている

農村人口に報酬のいい雇用を供給することが，特

に農村部における非農業雇用（およびより一般的

　中東・北アフリカ（MENA）は農業が依然として重要な
雇用主になっている適例である．農業が経済に占める割
合が小さいことを考えると，農業雇用は不釣合に大きい．
1993-2003 年についてみると，農業が GDP に占めるシェア
は 14％で変わっていないのに，雇用に占めるシェアは 34％
から 28％に低下している．しかし，絶対的には，農業労働
力は年率 1.2％で増加し続けている．
　農村人口の増加は 1 人当たりでみて土地の入手可能性が
減少していることを意味する．一部の国では土地生産性の改
善余地が限られており，1 人当たりの農業所得は離農者が増
加しないと増加が不可能である．チュニジアの土地生産性は
スペインとの比較では 40％低いだけであるのに対し，労働
者 1 人当たりの土地の広さは 70％も下回っている．
　高齢者，教育水準が低い人，女性など人的資本や移動性
がもっとも低い人々にとっては，農業が最後の雇用形態で
ある．チュニジアについて 1995 年時点でみると，農民の年
齢は平均 53 歳で，その 88％は初等教育までしか受けていな
い．エジプトでは，男性は若い成人の時（15-24 歳）と 55
歳を超えた時には，他の産業での就業がむずかしいため，農
業に従事する可能性が高くなっている．
　紛争に影響された家計にとっても農業雇用は生計手段と
なっている．第 1 次湾岸戦争でイラクの石油生産は 95％，
非石油生産は 72％も減少したが，農業生産の減少はわずか
18％にとどまった．ビルツァイト大学のデータによれば，
ヨルダン川西岸・ガザ地区の人口のうちパートタームの農業
に従事している人の割合は，第 2 次民衆蜂起（2000 年）の
勃発を契機に 16.8％から 32.6％に暴騰している．
　農業のセーフティネット機能は多額の国家支援を引きつけ
ているが，生産性向上や新しい所得源ではなく，保護や補助
金に振り向けられる傾向が強い．MENA12 カ国のうち

注 12
，

貿易の保護で農業を支援している国が 11 カ国，国内の価格
支持が 11 カ国，補助金つきの信用が 9 カ国，エネルギー補
助金が 9 カ国に達している．このような政策は作物選択を
歪め，大地主に最大の利益をもたらす．例えば，エジプトで

は，全世帯のうち最貧 25％層に届いている水補助金の割合
はわずか 9.7％にとどまっている．
　都市や産業における水の入手可能性について懸念が高まっ
ているなかで，MENA の稀少な水のうち 80％は農業が使用
している．穀物の灌漑用に大量に使われているが，水 1 立
方メートル当たりの収益率は野菜など高付加価値作物の収益
率との比較では 10 分の 1 にすぎない．エジプトの灌漑地は
340 万ヘクタールに達するが，そのうち 190 万ヘクタール
は小麦とコメ用である．エネルギー補助金，価格支持，貿易
保護などすべてが，非経済的な水使用を奨励しているのであ
る．
　EU や湾岸の市場に近接していることから，高付加価値の
果物や野菜の輸出には商機が生まれている．ガザ・ピーマン
はガザ地区ではキロ当たり 2.0 シェケル（イスラエルの通貨
単位）で売られているが，EU 向け輸出の卸売業者には 5.5
シェケルで売れる．しかも，国内では国際市場に統合されて
いないため，価格が下落傾向をたどっている．トマトの実質
価格は全地域で 1993-2003 年に 29％も下落している

注 13
．

　政府が直面しているチャレンジは，以下の措置によって，
農業の雇用主およびセーティティネットという 2 重の役割
を支援することにある．

・ 弱者に対象をしぼった新世代の農村部向け所得支持プロ
グラムを整備する．

・ 質指向型のサプライ・チェーンが高付加価値市場に参入
するのを，民間のマーケッティング・インフラと公共の
農村部インラによって支援する．

・ 高付加価値作物の栽培を阻害し，非生産的な水使用を誘
発する市場の歪みを撤廃する．

・ 農場以外で十分な生計が立てられるよう農村部の若年層
にスキルを提供する．

ボックス    10.3 中東・北アフリカ――職とセーフティネットとしての農業

出所：Assad, El-Hamidi, and Ahmed 2000; FAO 2004a, 2006a, 2007a; Mirza 
2004; Shetty 2006; World Bank 2006b, 2006w, 2005h．
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に未熟練雇用）の伸びが低い南アジアと中東・北

アフリカでは，現在の重大なチャレンジの 1 つ

となっている．

水の稀少化．　淡水の供給はほとんどの国ですで

にフル活用されおり，工業用，都市部用，環境用

に漸増している需要は農業に利用可能な水を減少

させるだろう．水不足は気候変動と中東，北アフ

リカ，インドや中国のかなりの部分における需要

の増加を反映して，特に厳しく，悪化するものと

予測されている（第 2 および 8 章）．多数の諸国

における地下水への高依存は過剰取水につながっ

ており，補填率が低いため帯水層の地下水棚は低

下し，地下水の質は悪化している．

発展が遅れている地域．　一部の農村部では全体

の経済成長のおかげで繁栄しているが，多くの農

村部は停滞して貧困が高水準に達している．この

ような後進地域は中国の内陸部，インドの東部や

中部の数州，ベトナムの高地，北アフリカの乾燥

地帯に存在する．その原因は農業の潜在性が低

い，道路・灌漑への投資が不十分，統治が悪い，

社会的な辺境化などさまざまである（第 2 章）．

しかし，このような地域のなかには農業成長の潜

在性が高くて，将来的に穀倉地帯になり得るとこ

ろもある（インド東部など）．挑戦課題は，この

ような地域の成長の制約を撤廃することに関して

政治経済学的な隘路を克服することだ．

農業政策の政治経済学．　保護や補助金を通じて

農村部対都市部の所得格差の削減を求める農民の

政治的圧力が増大している（第 4 章）．貧困層は

数が多いため，中規模および大規模な農家の所得

を引き上げるために食料価格を上げると，ネット

で食料の買い手であるほとんどの小自作農を含

め，貧しい消費者にとってはコスト高になる．イ

ンドネシアに関する最近のデータによれば，この

トレードオフ（生産者価格の下落を防止するた

めのコメの輸入禁止）が個人ベースの貧困率が

2005 年の 16％から 06 年の 18％に上昇した主

因である注 16．農業所得に対する別の形の支援と

しては，水や肥料など投入物に対する補助金供与

がある．これは再配分の利益に関して大規模農家

にとって利益が逆進的であるばかりか，特に財政

的な余裕がない諸国では財政の優先順位を農村部

のインフラなど重要な公共財からシフトさせて，

環境問題を引き起こす原因になるだろう（第 4

章）．インドのような民主主義がしっかり定着し

ている諸国や，中東・北アフリカの 7 カ国のよ

うに政府があまり民主的な形態をとっていない諸

国でも，大規模農家による政治的支配には根深い

ものがある（ボックス 10.3）．

転換国の課題
　 転 換 国 の 政 策 目 的 は 次 の 通 り で あ る（ 図

10.2）．

都市部の所得が上昇し食生活が変化するなか

で，小自作農業を土地集約的な主食作物から

離れて多角化するために，高付加価値作物の

農業を促進する．

技術進歩が迂回してしまい，多くの極貧層を

含む大勢の貧困層が居住している地域にまで

主食作物における緑の革命を拡大して，セー

フティネットを提供する．土地をもっていな

い小自作農の間で，土地の代替物として畜産

業を推進する．

農業と農村経済の多角化を支援するためにイ

ンフラを提供する．

農村部の非農業経済を発展させて農村部の雇

用問題に対応し，人々のスキルに大規模な投

資をして，経済のなかで急成長している部門

への移住を促す．

緑の革命から新しい農業へ．　緑の革命は基本

的に国家が主導し国家が支援したものであった

が，高付加価値農業で現在進行している革命は民

間が主導しており，国家はそれを円滑化している

だけである．非常に傷みやすい農産物について

は，インフラ，信用，制度が農民を加工業者や小

売チェーンに結びつけている（「農場（farm）－

企業（firm）－フォーク（fork）のリンク」）．農

場規模が細分化・縮小化するなかでも，加工業や

マーケティングには規模の経済が作用する．した

•

•

•

•
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がって，契約農業などの制度的な革新は小自作農

と取引する場合のコストやリスクの削減につなが

る．小自作農を加工業者や小売業者に結びつけれ

ば，銀行を通じた資本増強へのアクセスが高ま

り，食の安全性をモニターしながらも，技術，エ

クステンション，買い戻し取り決めが提供でき

る．

　このようなことが小自作農経済でも可能だとい

うことは，転換国から高付加価値農産品の輸出

が増加していることではっきりと証明されてい

る（第 2 章）．しかし，利益がバリュー・チェー

ンにそってどのように分配されるかは，さまざま

なプレーヤーの交渉力に左右される．小自作農は

個々人よりもグループのほうがうまく交渉でき

る．そこで，マーケティングについて一定の規模

を達成し，有利な価格が交渉できるようにするた

めには，生産者組織を通じた集団行動を円滑化す

ることが高い優先順位にくる（第 6 章）．

　高付加価値作物への多角化は農業の成長にとっ

て最適であるものの，資源の利用を減らすために

は主食作物の生産性が持続的に上昇するか否かに

影響される．主食作物の市場が十分発達していな

い地域が多いため，自家消費のための主食作物生

産はリスク削減戦略になっている．きわめて大き

な国（中国やインド）も必然的に消費の大部分を

国内生産している．

　高付加価値革命と恵まれない地域への緑の革命

の拡大は，ともに稀少化と質の低下が進展するな

かで，水管理の改善を必要としている．特に水ス

トレスの大きい地域でも，統合的なアプローチを

とれば複数利用者間における水をめぐる競争を管

理することができる（第 8 章）．灌漑に関する制

度を改革し，水や電気の補助金などの政策の歪み

を排除し，貿易やマクロ経済にかかわる政策を下

支えするような環境を整備することなどはすべ

て，水の生産性を改善して，競合する需要を満た

すための重要な措置になる．広範囲にわたる改革

を実施するには，政治的な障害を克服するため

に，強力な支持者と水利権の公平な割当が必要で

ある．稀少化が進行するにしたがって，水市場が

機能するようになるだろう．しかし，その出現と

最終的な規制のためには支援が必要である．例え

ば，ヨルダンはすべての井戸を登録制，許可制，

メーター制にし，個々人に割当量を指定すること

によって，非公式な市場を公式化している．

集約的システムをより持続可能なものに．　集約

的な農業システムが環境に残した爪跡，特に農薬

や動物の排泄物による汚染を削減することが，環

境と人間の健康を改善するとともに，土地や水の

劣化に伴う生産性への足かせを削減するための優

先課題となっている．農業慣行をより持続的なも

のにするためには，インセンティブの適正化，統

合害虫・栄養素管理など改良された管理技術の適

図10.2　転換国の政策ダイヤモンド

1
多角化を支援する

ためのインフラ

2
高付加価値農業

3
主食作物・家畜，
セーフティネット

4
農村非農業経済，移住が

成功するためのスキル

出所：WDR 2008 チーム．
注：ダイヤモンドの個数は各目的の合計で 10 ポイントとして，政策が持つべき関心の相対的優先度を表わす．
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用，規制の改善をうまく組み合わせることが必要

である．

緑の革命を遅れている地域に拡大．　新しい農業

へのシフトが進展し，潜在性が高い地域で農場規

模が縮小しているなかで，恵まれない地域に緑の

革命を拡大すれば，自給自足農の生計を保証し，

市場に組み込むことができる．このような地域に

おける生産性の伸びは，灌漑や水のコントロール

に対する大規模投資，農業の研究開発，エクステ

ンションに関する新しいアプローチ，穀物の価格

設定やマーケティングにかかわる改革による支援

などに依存している．

　適切な支援と組織があれば，非常に小規模でほ

とんど土地をもっていない農民でさえ，特に家畜

を中心に生計を改善することができる．インドの

ミルク生産に関する成功は，限界的な農民のイン

ド酪農協同組合ネットワークを通じた集団行動を

ベースにもたらされている（第 5 章）．バングラ

デシュにおける水産養殖業と小規模な養鶏業の最

近の成功例では，特に女性を中心とする小規模養

鶏家が重要な参加者になっている．

町に連動した非農業による農村開発．　農業人口

の過剰，都市部における雇用創出の遅れ，都市部

の混雑を考えると，二次的な町における非農業雇

用を促進し，農村部と都市部の連携を強化するこ

とが優先課題となる．例えば，労働の移動性は中

国では効率的な土地市場の欠如で，インドでは土

地の賃貸規制で阻害されていた．土地市場は，効

率的な運営のために小規模農場を統合したり，労

働を非農業活動や移住にシフトさせたりするため

の鍵である．農業集積地（高付加価値品の加工や

梱包）の地域的・領域的な発展はもう 1 つのチャ

ンスである．人口密度が低い地域では，都市部に

本拠をおく産業が農村部の非農業部門を牽引する

だろう．そこで，インフラやスキルへの投資と投

資環境の改善が政策の優先課題となる．

移住に成功するためのスキル．　離農は，それが

農村部の非農業部門への移行であれ，あるいは都

市部への移住であれ，教育の年数とその質に左右

される．次世代が離農できるように準備するため

には，人的資本への大規模な投資が必要である．

条件つき移転を提供するプログラムは，学校への

出席を条件としたバングラデシュの現金補助金の

ように，教育に対する需要を増加させることがで

きる．しかし，農村部の教育の質が大幅に改善さ

れない限り，そういうプログラムも失敗に終るだ

ろう（フォーカス G 参照）．

取り残された層に向けたセーフティネット．　転

換国には世界全体の貧困層がもっとも集中してい

る．そのため，農村部において設計と統治が適切

な雇用制度（農村部インフラ，河川流域，運河や

池の水深を深くするための掘削も含む）を通じた

直接支援があれば，貧困を削減し，農村部の投資

環境を改善し，劣化した天然資源を回復すること

ができる．インドは国家農村雇用制度という最大

のプログラムを打ち出して，農業および非農業の

生産性を引き上げるために，農村部における基

礎インフラを整備している．これは旱魃などの

ショックを原因とする突然の不作に見舞われた際

に農家を保護するものである．有効かつ公平な財

源使用を確保するため，厳しいモニタリングや説

明責任のメカニズムと厳格な評価が実施されてい

る．

都市化国――小自作農を新しい食料市場
に結びつけて優良な職を提供

　都市化国では国の成長に対する農業の寄与率

は，1993-2005 年については 5％と小さい．し

かし，比較優位が大きな農業分野では目覚ましい

伸びが維持されている．ブラジルの大豆やバイオ

燃料，チリの果物やサケ，グアテマラの野菜な

どがその例である．また，農業関連産業も大き

い．国内的にも農業が成長や貧困削減にとって支

配的な源泉になっている地域が多い．ラテンアメ

リカやヨーロッパ・中央アジアでは，農村人口の

88％は都市化国に居住している．

　国内の食料市場は特にスーパーマーケット革命

を通じて転換中である．商業的な農業が機械化と

マーケティングに関連した規模の経済に牽引され
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て拡大するなかで，農業と農村部非農業経済に関

する農村部の労働市場は，農業における生産性上

昇を農村部の貧困削減に結びつけるのにますます

重要になっている．

　開発のために農業を活用するという最終的な目

標は，小自作農を新しい食料市場に組み込むこと

を促進して，農業や農村部非農業経済のなかで良

い仕事を提供することにある．

都市化国の構造的特徴
スーパーマーケット革命．　ラテンアメリカ・カ

リブとヨーロッパ・中央アジアでは，所得の上昇

と急速な都市化を背景に注 17，高付加価値作物に

対する需要が増大し，国内の食料市場は先進国よ

りも速いテンポで拡大している注 18．ラテンアメ

リカでは農産物に対する主要な需要源は国内消費

であり，生産の 4 分の 3 を吸収している．また，

国内小売販売の 60％はスーパーマーケット経由

となっている．開発のために農業を活用すること

に関して重要な点は，食料チェーンがますますグ

ローバル化しているなかで，近代的な食料市場と

各国の食料供給との結びつきを維持するべく努力

することだ．

　伝統的な輸出も依然として重要である．伝統的

な輸出はラテンアメリカの農産物輸出の 80％を

占めており注 19，多種多様な消費者の嗜好に合わ

せた脱コモディティ化が進展するのに伴って，新

しい市場を見出している．高付加価値品の輸出も

急増しており，小自作農はニッチ市場に食い込み

つつある．特に有機コーヒーやフェア・トレード

についてはラテンアメリカが優勢である注 20．小

自作農にとっては，競争力を維持することが大

きなチャレンジではあるものの，もっともダイナ

ミックな市場機会があるのは国内の新しい食料市

場である．

農村部の貧困と不平等は執拗．　ラテンアメリ

カにおけるパラドックスは，農業は農業付加価値

でみて過去 40 年間に年率 2.5％の伸びを維持し，

生産部門としては比較的順調であったにもかかわ

らず，農村部の人々はあまり豊かになっていない

ことである．農村部の貧困者（1 日 2 ドル未満の

貧困線）は 5,800 万人で横ばいであり注 21，2002

年の貧困率は 46％と 10 年間はほぼ不変のまま

となっている．さらに，都市部の貧困率は上昇傾

向をたどっている．これは農村部から都市部への

大量移住を反映したものであり，1993-2002 年

の間に農村人口の 15％が都市部に吸収されてい

る．

　農村人口も変貌を遂げつつある．移住は選別的

であり，残された人々の女性化，移住する人の数

は教育程度の高い人ほど多い，高齢化，先住民の

シェア上昇といった特徴がある．農業労働市場と

農村部非農業経済は農村所得の 70％を占め，活

動的な農村労働力の 55％を雇用している．とは

いえ，大勢の小自作農は農業市場経済に生産者と

して吸収されている，農業ないし農村部非農業経

済で雇用されている，あるいは移住するまでは，

依然として部分的に自給自足農業に関与してい

る注 22．彼らが自給自足農にとどまっているのは，

新しい作物市場に参入するための資産をもってい

ないからであり，より良い職についたり，町に移

住したりするためのスキルをもっていないのであ

る．

　以上に加えて，次のような 2 つの構造的特徴

がある．第 1 は広大な恵まれない地域（メソア

メリカ＜中央アメリカ＞およびアンデス平原，ブ

ラジル北東部）の農村部には農業に依存している

大勢の極貧層がいることである．第 2 は不平等

が執拗に大きいままで，農村部貧困層は資産のア

クセスと政策立案への参加が厳しい制約を受けて

いることである．

統治が弱い．　近代的な市場がラテンアメリカで

はほぼ整備されているが，開発のための農業とい

う課題にとって制約要因になっているのは，他の

地域におけるのと同様に，農業や農村部の統治が

悪いことである注 23．開発のための農業という課

題は多部門的・多面的になりつつあるのに，公的

機関は細分化されたままである．農業省は包括的

な課題について広範なビジョンや戦略を推進し，

多種多様なサービス提供者を調整し，市場のパ

フォーマンスを規制し，幅広い社会的非対称性を

是正する能力に欠けている注 24．分権化は不十分
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で，地方政府には能力と財源が欠如していて，説

明責任のメカニズムはほとんど整備されていな

い．農村部の貧困層を代表している市民社会組織

は依然としてほとんど発言権を行使しておらず，

根深い社会的不平等によって有効な参加が阻害さ

れている．

　東ヨーロッパ・中央アジア諸国もかなり都市化

しているが，ラテンアメリカとははっきり異なる

特徴をいくつかもっている．このような明確な特

徴は中央計画制という歴史と市場経済への移行が

不完全であるということを反映したものである

（ボックス 10.4）．

都市化国の課題
　ラテンアメリカ諸国は 1980 年代の構造調整を

経て，民間の農業向け投資を誘発するための公共

投資に支えられながら（補助金に関しては誤っ

た投資があるが），競争力のある農業分野の成長

　1920 年代以降の旧ソビエト連邦や 50 年代以降の中央・
東ヨーロッパでは，共産主義の中央計画制の下で，農業生産
や食料需要は著しく歪められていた．歪みの原因は，集団的
財産権，生産の大規模な集団農場や国有農場への強制的な組
織化，中央統制型の生産・割当・加工・投入物供与・販売，
価格の歪み，貿易・為替相場の国家統制などにある．加工業
者や貿易業者に対する直接補助金が原因で，消費者価格や農
業投入物価格は低位に，生産者価格は高位に維持されてい
た．
　ベルリンの壁の崩壊とソ連の分裂を受けて，1990 年代に
は農業・食料政策が激変した．価格，為替相場，貿易にかか
わる政策は自由化され，補助金は削減され，厳格な予算制約
が導入され，財産権は農食料部門全体を通じて私有化され，
生産の決定権は会社や家計に移譲された．
　農場や食品会社の自由化・民営化によって，当初は生産と
消費の激減が発生した．しかし，1990 年代半ば以降になる
と，インセンティブの改善と制度改革を受けて，生産性が回
復に向かい，今でも伸びが持続している．当初は農業付加価
値が減少するとともに貧困が増加したものの，その後は農業
の回復に伴って貧困は目覚しい低下を示している（下図参
照）．
　現在の状況は地域によって大きなバラツキがある．中央・
東ヨーロッパ諸国は劇的な制度的変化を経て，EU の共通農

業政策に統合されている．生産性の伸びは食料部門に対する
大規模な外国投資の恩恵をこうむっており，その波及効果は
大規模な企業型農場や小規模な家族農場にまで及んでいる．
　低所得で農村部に貧困が多いコーカサスと中央アジアの一
部では，農業は土地配分プログラムに基づいて家計が受領し
た土地の上における小自作農業の方向にシフトしている．こ
のような小農場の労働インセンティブを改善すれば，生産性
の上昇が促されるだろう．小自作農の競争力にとって重要な
制約になっているのは，信用や投入物や産出物の市場に対す
るアクセスである．
　カザフスタンの大部分，ロシア，ウクライナでは，依然と
して大規模農場が支配的である．カザフスタンやロシアで
は，土地の集中が極端な形をとっており，垂直的に統合され
た農場持株会社が広大な土地（ほとんどが穀物）を支配して
いる地域もある．ロシアの金融危機の後遺症（交易条件の改
善）と鉱物や石油の輸出に伴う政府収入の増大（そのおかげ
で農場や農村部向けの移転が増大すると同時に支給の遅延が
削減された）が，2000 年以降の生産と生産性の堅調な伸び
の背景にある重要なエンジンだ．国内外の企業からの資本注
入を受けた農業の垂直統合も貢献している．
　ベラルーシ，ウズベキスタン，トルクメニスタンは市場改
革プロセスの初期段階にある．重要な課題は小自作農業が競
争力をつけられるような制度を構築することである．

ボックス    10.4 ヨーロッパ・中央アジアにおける農業の特性

東ヨーロッパ・中央アジアにおける農業の回復は農村部貧困の大幅な減少を伴っている
ヨーロッパ・中央アジアの農業付加価値額 ヨーロッパ・中央アジアの貧困率（1日 2ドル未満）

2000 年価格（10 億ドル） %

都市部

農村部

出所：Ravallion, Chen, Sangraula 2007; World Bank 2006y．
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を加速させようと努力している．これは慢性的な

貧困層や貧困の地域的なポケットに対象をしぼっ

た（たいていの場合は条件つきの）現金移転を通

じて提供される社会扶助によって補完されてい

る．ブラジルでは，農業のブームにもかかわら

ず，1991-2000 年についてみると，農村家計で

は社会保障移転と農村部非農業経済の 2 つが最

大の所得源となっている注 25．構造調整はマクロ・

レベルでは終わっているので，成長とセーフティ

ネットに基づくこのアプローチはコストが高く，

ブラジルのみならず南アメリカ大陸の各国でも不

満を生み出している．

　それに代わるアプローチを採用している国が多

い．社会的扶助ではなく，農業や農村部非農業経

済で稼ぎ出す所得を増やすことによって，農村部

における貧困を削減しようとしている．つまり，

社会的保護への依存度を低下させつつ，成長と貧

困削減を両立させようとしているのである．エク

アドルの「貧困削減・地方農村開発プログラム」

（PROLOCAL）は農村部貧困層の資産へのアクセ

スを拡大し，地域的開発を強調して資産の使用目

的を改善し，社会的保護を提供するという考えに

基づいている．ペルーの「山岳地帯農業輸出促

進」（Sierra Exportadora）プログラムも，資産ア

クセスの増大，競争力強化に向けた農村部制度の

支援，社会的扶助の提供という考えをベースにし

ている注 26．

　この新しいモデルでは，政策目的は次の通りで

ある（図 10.3）注 27．

小自作農を新しい食料市場に組み込む．その

ためには，なかでも新しい農業のために土地

とスキルへのアクセスを改善することが必要

である．

自給自足農業の生産性を改善し，社会的扶助

を提供するとともに，保全のインセンティブ

を生み出すために環境サービスに対しては支

払いを行う．

農村部非農業経済の成長が提供する仕事や投

資の機会にアクセスできるように地域的なア

プローチを採用して，農村部非農業経済を発

展させスキルを高める．

新しい農業のために資産へのアクセスを高める．

　小自作農のダイナミックな国内食料市場への参

加を高めるためには，資産や公共サービスへのア

クセスに関して存在する根深い不平等（それは競

争力に影響する不平等である）に特別な関心を払

うことが必要である注 28．依然として市場の隅に

いる小自作農は，土地，研究，訓練，技術支援，

•

•

•

2
新しい食料市場

への組み込み

3
自給自足農業，

社会的扶助，
環境サービス

4
地域的開発，農村部非農
業経済用のためのスキル

1

図 10.3　都市化国の政策ダイヤモンド

出所：WDR 2008 チーム．
注：ダイヤモンドの個数は各目的の合計で 10 ポイントとして，政策が持つべき関心の相対的優先度を表わす．
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金融サービス，農民組織へのアクセスを増大すれ

ば，新しい機会をうまくつかまえることができる

だろう．このような小自作農がバリュー・チェー

ンに参加し，スーパーマーケットの需要に応える

ためには，生産者組織や契約農業が必須である．

やはり重要なのは，農業関連企業が小自作農を競

争力をもったサプライヤーとして組織化している

官民パートナーシップである．

自給自足農の生計を改善し社会的扶助を提供．　

生産性の低い家族農業から脱出する長い移行期に

おいては，自給自足農業が待機経路となり得る．

一部の自給自作農は自分の福祉を改善すべく所得

を多角化して，生存可能な小自作農になる可能性

があろう．しかし，多くの場合，所得のうち農業

関連部分（自営業）には成長の潜在性がほとんど

ない．しかし，小自作農の収入のうち農業部分に

投資することには，2 つの理由から明らかに社会

的な利益がある．すなわち，彼らの食料の安定確

保と基本的な栄養にとって決定的に重要であるだ

けでなく，他により良い雇用の選択肢がない場合

に所得の維持に役立つ．必要とされる投資には，

農業システムの強靭化と自家生産に基づく栄養

ニーズの充足率の改善が含まれる．生計を改善す

るためには，社会的扶助，特に再訓練には年をと

りすぎている人々向けの年金が必要である．農村

部の非拠出型年金プログラムは急拡大しており，

若い世代が早い時期に土地へのアクセスを獲得す

るのを後押しし，企業家精神にあふれた者が離農

するという選別的な移住に対抗している．

環境サービスを供給．　ラテンアメリカ・カリブ

やヨーロッパ・中央アジアの諸国は，環境を保護

する規制メカニズムを創設して，環境サービスに

対する支払い制度を導入し始めている．規制は大

幅に改善された統治で裏打ちされている必要があ

り，支払い制度は財務的に持続可能でなければな

らず，サービス購入者に対して説明責任を負い，

大陸全体に拡大されなければならない．

農村部で雇用するための地域的な開発．　農村部

非農業経済は自営業や賃金雇用の源泉であるが，

スキルの高低差が大きい仕事や付加価値の大小差

が大きい企業が併存する二重構造になっている．

高生産性の仕事に必要なスキルを身につければ，

貧困を脱出する道につながるだろう．ラテンアメ

リカ諸国ははっきりと地域的なアプローチを採用

しており，地理的に主要な場所に補完的な企業が

集積するよう推進している．その地方の農業生産

は，その地域の農業生態，都市部中心地への近接

性，制度的・文化的・歴史的な賦存状況の比較優

位を有効活用できる．地域主導型プロジェクトは

コミュニティ主導型の開発を超越して，規模，地

方のシナジー，市場アクセスに基づく新たな経済

機会を生み出す．農村開発にかかわるこのような

アプローチは東ヨーロッパでも採用されており，

農村部の町や小規模都市とのリンクを基盤にして

いる．

　稼得所得に基づいて貧困を削減するためには，

統治メカニズム，制度，エージェント（多くが混

乱している）の再評価が必要である．農業省をリ

ストラして，国家の新しい役割や農業のバリュー・

チェーンへの転換に対応できるようにしなければ

ならない．また，市民社会は大きな不平等に根差

した社会的疎外という長年のパターンにもかかわ

らず，統治に積極的な参加者として関与すべきで

ある注 29．これは膨大な課題である（第 11 章）．

農業と農村部のために統治を改善することは優先

事項でなければならないが，実験と学習が必要で

あろう．

政治的，行政的，財務的な実現可能性

　効果的な実現のためには，提案した課題を構成

する政策や投資の手段の実現可能性を評価するこ

とが必要である．実現の可能性，特に改革を実施

する能力は，手段によって，また国のタイプごと

に大きなバラツキがある．成功裡に実施するため

には，改革について発生しそうな政治的，行政

的，財務的な障害を理解することが必要である．

手段が異なれば，政治的，行政的，財務的な実現

可能性の程度も違ってくるので，開発のための農

業という課題を策定する際の指針になる．
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政治的な実現可能性
　価格・貿易政策の改革，土地の改革，灌漑は目

に見えるし，政治的支持を集めることができるも

のの，常に勝者と敗者の両方を作り出す．このよ

うな勝者と敗者の対立が原因で意思決定はいよい

よ困難になる．農業研究はトレードオフが少ない

が，インパクトは他の投資と比べると通常は即座

ではないし，目にも見えにくい．教育や食料のプ

ログラムはまったく，あるいはほとんど敗者を生

み出さず，はっきり目に見え，強力な政治的支持

を集めることができる．しかし，コストが実施の

制約となるだろう．

　政治的な実現の可能性を改善するにはどうした

らいいだろうか？　改革によって確認可能な勝者

と敗者がいる場合には，戦略は次のようなものに

なるだろう．情報や討論のために研究に基づいた

証拠を使い，他の収入源にシフトしつつある敗者

を助けるために，行政的に実現可能な補完的支援

プログラムを特定して補償を提供する．メキシコ

の PROCAMPO プログラムはまさにこのようなも

のであった．切り離した現金移転を行うことに

よって，北米自由貿易協定（NAFTA）を政治的

に実現可能なものにしたのである．改革が遅れて

いる場合や成果が明確でない場合には，将来的な

支持を確保するための装置が重要である．ウガン

ダでは，全国農業助言サービス法と全国農業研究

法によってエクステンションと研究の改革が法制

化された．同法に基づいて政府は資金の拠出と実

施を公約している．

行政能力
　実施能力は低いのが普通である．特に農業ベー

ス諸国ではそうだ．プログラムの設計をみると，

実際以上に実施能力があると誤った前提をおいて

いるものが多い．なかには既存の能力を強化しな

いで，実施を後押しするための一時的な能力を整

備しているプログラムもある．その結果として，

適切な課題にとっては有害で持続不可能な投資が

行われている．教訓としては，能力強化について

援助を提供しつつ，長期的なプログラムと既存の

能力との間で密接な整合性をとることである（第

11 章）．

財政的な負担可能性
　提案されている手段の多くは現在の予算配分の

なかでは負担が不可能である．現行支出の効率化

をはかったとしても，農業向けの政府支出を増額

することが必要になる場合が多いだろう．もっと

もコストが高いのはインフラ・プログラム（灌漑

や道路）であり，それを農業ベース諸国が実現す

るには，現在の予算割当額を大幅に増やすことと

斬新な官民パートナーシップが必要となる．タン

ザニアは中規模の灌漑をファイナンスするため

に，地方政府に対して競争ベースで補完的な資金

を供与する実験を行っているが，国の公共支出で

灌漑向けの民間投資を誘発することに焦点をおい

ている．食料扶助や現金移転のプログラムもコス

ト高であり，負担可能にするために効率的な対象

のしぼり込みと信頼できる終了の選択肢が必要で

ある．

政策ジレンマを認識する

　このような開発のための農業という課題は過去

に比べて成功の可能性が高いのであろうか？　経

験に基づく教訓を 3 つのタイプの農業世界に起

きている大きな変化に加えて，新しい機会や新し

いチャレンジという観点から検討すれば，有益な

指針が得られるだろう．開発のために農業を活用

することが成功する可能性は，包括的で，差別型

の，環境的に持続可能で，しかも政治的な実現可

能性，行政的な能力，財政的な負担可能性と整合

的な課題を策定することによって高めることが

できる．そのような課題は政策ダイヤモンドの

目的に関連する次の各エージェントを基盤にし

ている．すなわち，①農業関連産業やバリュー・

チェーン②市場指向型小自作農とその組織③多種

多様な職業に従事している大量の自給自足農④農

業労働市場や農村部非農業経済の労働者．開発の

ための農業という国家の課題を定義する際には，

政治経済学的な解決策で困難な政策ジレンマが生

じる場合には，それぞれについて基本的なトレー

ドオフに取り組まなければならない．

　農業ベース諸国にとっての政策ジレンマは，強

靭な農業システムと食料扶助などセーフティネッ
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トを通じて自給自足農業に焦点をおくことと，な

るべく安い食料や雇用機会を通じてもっと企業家

精神にあふれた関係者や恵まれない地域に焦点を

おくことのバランスである．貧困や食料危機の直

接的な圧力があるとセーフティネットのほうに傾

く．政治的・経済的な安定性が高まれば，課題は

移転から成長にシフトする．政府や援助国が農業

の成長に投資するという公約を新たにすれば，移

転よりも稼得所得を強調するシグナルになる．海

外援助の著増や農業予算の増額は食料援助に頼ら

ずに，成長と持続可能な貧困削減に向かうのに必

要な財源を提供することにつながるだろう．

　転換諸国にとっての政策ジレンマは，農村部と

都市部の所得格差に取り組む手段の選択にある．

農民の所得扶助要求と票を目当てにする政治家の

対応がひいき主義的な論拠で一致すれば，補助金

が好まれる手段となり，再配分効果の達成は成長

の減速，公衆衛生や教育の不備，インフラを初め

とする公共財への投資不足などといった点でコス

トが高くつくだろう．代替策は農村家計の農業に

おける稼得所得を多角化と近代化を通じて引き上

げ，農村部非農業経済における稼得所得を賃金雇

用あるいは自営業を通じて引き上げ，都市部労働

市場に成功裡に移住する備えをすることである．

これについても，最近では，やはり移転をやめて

（若干ではあるが），所得創出にかかわる生産性の

引き上げにシフトする動きがみられる（農業関連

産業が一因）．

　都市化諸国の政策ジレンマは，敗者や疎外され

た層を補償する広範な社会的セーフティネットを

伴った中規模ないし大規模な農場の急成長（マッ

トグロッソ州では 1 万 5,000-3 万ヘクタールに

およぶこともあるなどきわめて大きい場合もあ

る）か，それとも近代的な食料市場や非伝統的な

輸出で競争できる小自作農の稼得所得の急成長か

という選択にある．ヨーロッパやアジアの各国に

おける家族農場の強靭性でみられるように，農村

部非農業経済における所得の多様化は家族農場の

競争力を強化するのに有効である．農村部の福祉

に関して後者のアプローチを採用するためには相

当な政治的意思が必要とされる．小自作農の競争

力を支援する制度を構築しなければならず，執拗

な不平等と戦うためには土地アクセスのプログラ

ムを拡張しなければならない．小自作農としては

発言権の増大が必要であるが，それは伝統的な社

会構造に挑戦することになるだろう．

　何をすべきかについては理解が深まったことで

あろう．開発のための農業という課題について

は，成功の可能性を高める強力なアプローチが採

用可能である．解決策の焦点が移転から離れて，

農業のなかで開発の主役である貧困層の稼得所得

にシフトしつつあるという兆候がみられる．優れ

た統治（マクロ経済の安定，政治的支持，行政能

力とともに）がすべての場合について成功への鍵

となる．
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地方レベルからグローバル・レ
ベルに至るまで統治を強化する

　農業は本報告書の全体を通じて示されている通

り，依然として世界の貧困を削減するためにもっ

とも有望な手段の 1 つである．第 10 章では開発

のための農業という課題について，その主な要素

が明らかにされている．本章では，このような課

題を支えるために決定的に需要な統治の役割を検

討したい．開発のために農業を発展させるに当

たって，国家，民間部門，市民社会はそれぞれど

んな役割を担っているか？　農業政策の立案や実

施はどうしたら改善できるか？　分権化やコミュ

ニティ主導型開発（CDD）は何を追加してくれる

のか？　援助国は農業向けの開発援助をどうした

らもっと有効にできるか？　開発のための農業と

いう課題を実現するために国際社会は何ができる

か？

　第 10 章で概要を示したインフラ，サービス，

社会的セーフティネットの提供など，強力な政治

的支持を得ている政策手段に関しては，行政能力

や財源の点で要求には厳しいものがある．決して

うまく機能することがなかった灌漑システムや崩

壊したエクステンション・システムは，そのよう

な問題点を示すよくある事例といえる．主とし

て大規模農家の利益になっている補助金の撤廃

など，このような問題を引き起こさない政策手段

は，政治的に採用がむずかしい（第 4 章）．統治

のチャレンジが原因で，すなわち，政治的・経済

的に不安定なこと，発言権や説明責任が限定され

ていること，政府の行政能力が低いこと，腐敗が

蔓延していること，法の支配が不十分なことなど

が原因で，このようなジレンマは途上国ではいっ

そう大きくなっている（図 11.1）．

　統治の問題は農業ベース諸国では厳しい状況に

ある．市場の失敗への取り組みに関しては，特に

国家そのものが重要な役割を果たしているから

chapter11

図11.1　農業ベース国と転換国は統治の得点が低い
統治の得点

発言権・
説明責任

政治的安
定性

政府の
有効性

規制の質 法の支配 汚職の
抑制

農業ベース国
転換国

都市化国
先進国

出所：Kaufman, Kraay, and Mastruzzi 2006．
注：統治指標は先進国と途上国の両方について，調査に回答した多数の企業，市民，専門家が表明している統治の質に関する意見を総合したものである．
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出所：Kaufman, Kraay, and Mastruzzi 2006．
注：統治指標は先進国と途上国の両方について，調査に回答した多数の企業，市民，専門家が表明している統治の質に関する意見を総合したものである．

だ．このような諸国はたいていは対立や紛争後の

農業再建というチャレンジに悩まされている．農

村部では固有の統治問題に直面している諸国が多

い．例えば，しばしば土地アクセスの不平等につ

ながっている根深い政治的・社会的な構造があり，

著しい不平等を永続化させていて，暴力的な地方

紛争につながりかねない（ボックス 11.1）注 1．そ

のような根本的な紛争（人々の生命を脅かしてい

る）が未解決のままであれば，開発のために農業

を活用するのは夢物語となろう．

　開発のための農業という課題を実現するのに統

治は必須である．実際，統治問題が『世界開発報

告 1982』で提示された多数の勧告が実現できな

かった主因なのである．現在，統治問題を克服で

きる見通しは 1982 年当時よりも明るくなってい

る．世界が統治に注目しているのである．民主

化，市民社会の参加，農業関連産業のウェイト増

大，公共部門管理の改革，腐敗のコントロール，

分権化といった現在進行中のプロセスは，農業の

パフォーマンス改善にとって大きな可能性を秘

めている．1990 年代前半以降，政治不安や紛争

を経験している国の割合は低下してきている注 2．

マクロ経済の安定性も，特にそれがもっとも欠如

していたアフリカでは著しく改善している（第 1

章）．地域統合の深化や国際機関の改革案なども，

開発のための農業という課題にとって有益であろ

う．

　政治経済学的状況としても，開発のための農業

を支持する方向に変化しつつあるようだ．市民社

会と民間部門は両方とも 1982 年当時よりは強く

なっている．民主化と参加型政策立案の増大を受

けて，小自作農や農村部貧困層は政治的な発言権

を得られる可能性が高まっている．政治的に強力

な新しい民間関係者が農業のバリュー・チェーン

に参入しており，彼らはダイナミックで繁栄する

農業部門に経済的な関心を抱いている．

　にもかかわらず，成功を当然のことと考えては

いけない．農業は統治の全般的な改善で利益にあ

ずかるかもしれないが，その複雑性と多様性を考

えると特別な努力が必要である．農村部で発言権

や説明責任を増大するのは，たとえ民主制度の下

でも依然としてチャレンジである．農村部の女性

は自分たちの発言に耳を貸してもらうだけでも大

きなチャレンジに直面している．政策手段の適切

な組み合わせは，たとえ政治的な説明責任が強化

されていても容易ではない．農業の利益集団がう

まく組織化されていれば，価格支持など非効率的

な政策手段を要求するだろう．開発のための農業

という課題を推進するのにもっとも有効な公共部

門改革や分権化は，国や状況ごとにきわめて固有

である．さらに，グローバルな統治の改革は農業

の特殊な問題を考慮に入れる必要がある．本章で

は，このようなチャレンジに照らして，統治を強

化するためには何ができるかを検討する．

ボックス    11.1 コロンビアでは土地をめぐる紛争で何百万という人々が難民に

　コロンビアでは 19 世紀以降，小農と地主との間で土地ア
クセスの不平等をめぐって長年にわたる紛争が続いている．
　コロンビアの小農の一部は土地問題に関して，初めの頃は
コロンビア武装革命軍（FARC）と民族解放軍（ELN）とい
う 2 つのゲリラ勢力に率いられていた．土地改革を求める
小農の運動に対する攻撃を政府が後押ししたため，FARC は
それに対応して 1966 年に創設された．ELN はキューバ革命
に刺激されて，土地をもたない貧困層のために戦うイデオロ
ギー運動として誕生した．小農のゲリラ勢力に対抗して，地
主を代表するコロンビア自警軍連合（AUC）という準軍事的
な上部組織が 1980 年代に結成され，90 年代に入って局地
的なゲリラ掃討作戦を開始している．
　このようなグループ間の紛争は独自の命をもつようになっ
た．抗争に多額の資金が流れ込み，天然資源（石油）を通じ
たレント支配や麻薬取引などによってさらに悪化し，国内の
一部地域は統治不可能になった．紛争が継続したため，大規

模な人道的被害が発生している．1999/2000 年度に関する
世界銀行の推計によれば，紛争によって難民となったコロン
ビア人は 180 万人と，絶対数では世界一である．大量難民
の発生は機会を改善し，紛争の根源である不平等に取り組も
うとしている政府の努力を阻害している．このような紛争や
難民が農業に対する反革命の源泉となっている．国内難民

（IDP）による土地放棄は最近の推計では 400 万ヘクタール
とされている．これは政府が 30 年間にわたって推進した土
地改革で再配分された土地の 3 倍以上に相当する．IDP が放
棄した土地が有効利用されることは稀であるため，生産性の
低下につながり，農村部の経済状況と農業の競争力はさらに
悪化する．このような地域は実質的に暴力と低経済成長率の
悪循環の罠に陥っているといえる．

出所：Deininger, Ibanez, and Querubin 2007; World Bank 2002b．
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役割の変化：国家，公共部門，市民社会

　開発のための農業という課題が実現できるよう

な環境の整備は，依然として国民国家の責任であ

る．民間部門や市民社会が繁栄するための基本的

な条件（マクロ経済の安定，政治の安定，安全保

障，法の支配など）を整備できるのは国家をおい

て他にはない．このような統治の重要性は何も農

業に限ったことではないものの，ここで検討する

農業固有の改革は統治が整備されていなければほ

とんど実現できないだろう．

政府の失敗を避けつつ市場の失敗を克服
　農業はほとんどが私的な活動ではあるが，市場

の失敗が蔓延している．これは独占力，天然資源

管理における外部性，サプライ・チェーンにおけ

る規模の経済，R&D の非排除性，市場取引の情

報に関する非対称性などが原因である．失敗に加

えて，多様性，隔絶，スペース的な分散，担保に

なる資産の欠如，天候ショックに対する脆弱性が

あり，コストやリスクの上昇につながっている．

政府は規制，制度的な開発，公共財への投資，移

転などを通じて，そういった失敗の克服に努めて

いる．

　ほとんどの政府は，しばしば準国営機関を通し

て，基本的に私的なサービスを農業に供給し，投

入物を配給し，信用やマーケティング製品を提供

するという形で，市場の失敗に対応している．こ

れによって素晴らしい成功を収めている（緑の革

命が可能になった）国も若干はあるが，ほとんど

の場合，結果は否定的であり，悲惨だった例も若

干ある．

　このような問題があったため， 1980 年代から

90 年代にかけて，市場の第一義的な役割が強調

された構造調整のなかで，国家の強力な介入は削

減された．「価格を適正に設定する」という点や

マクロ経済環境の改善が強調されたおかげで，税

負担が軽減されるなど，農業には重要なプラス効

果があった（第 4 章）．しかし，多くの市場の失

敗が未解決のまま残され，特に民間部門が間隙を

埋めることができない場合を中心に，第 2 世代

の問題を引き起こしている（第 5 章）．

　今では国家としては，経済が高度に発達した諸

国でも，農業 R&D，農村道路，財産権，法や契

約の執行など核となる公共財に投資しなければな

らない，という点について一般的な合意ができて

いる．このような重要な公共財の提供以外でも，

国家は円滑化，調整，規制の役割を果たさなけれ

ばならない．ただし，このような役割における国

家アクティビズムの程度に関しては議論がある．

開発のための農業という課題では，貧困削減や男

女平等を含む公平性の推進について，公的政策が

生産的資産を構築し，セーフティネットを提供す

ることによって，大きな役割を果たすことが求め

られている．

　このような課題の実施にかかわる政府の失敗

は，特に市場の失敗に取り組むニーズがもっとも

高い農業ベース諸国では，どうしたら克服できる

だろうか？　構造調整後も維持されている農業に

かかわる官僚制度はとりわけ脆弱であるため，統

治改革としては農業行政の能力を強化する必要が

ある．しかし，最終的には，農業に対する国家の

関与度合いは政治的プロセスの結果であり，政治

的な優先課題やイデオロギー的な価値観に依存す

ることになる．

国家の新しい役割――調整，円滑化，規制
　食料のサプライ・チェーンが拡大するのに伴

い，公的部門による調整の必要性が増大してい

る．調整が失敗するのは農民ないし加工業者が

孤立している，あるいは結びついていない場合，

または補完的な投資が他の人によってサプライ・

チェーンの各段階で行われていない場合に発生す

る．サハラ以南アフリカでは準国営機関が撤退し

てから，調整の失敗が増加したようである．イン

フラが未整備で，リスクが高く，取引コストが高

いため，民間投資が阻害されていたからである．

そういう場合，公的部門，民間部門，市民社会の

調整された行動があれば，取引コストを削減し，

小自作農業にとって重要なサービスに対する民間

投資にかかわるリスクを削減することができる

（第 5，6 章）．

　開発のための農業という課題を実行するには，

各省庁間の調整も必要となる．この課題はどれも
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部門をまたがり，農業生産の問題だけでなく，食

の安全性，バイオセーフティ，動物の健康，人間

の健康と栄養，実物インフラ，環境サービス，貿

易や商業，自然災害管理，男女平等，セーフティ

ネットなども包摂している．このような問題はそ

れぞれ違った省庁の所轄になり，しかも作物生

産，灌漑，家畜，漁業，食料はしばしば専門化し

た省庁が担当していることが多い．このような諸

官庁は統合的な戦略の策定に当たっては，民間部

門，市民社会，援助国など広範な利害関係者を巻

き込まなければならない．その結果，政策当局や

官僚は円滑役や調整役として新しいスキルを求め

られている．

　規制もより重要かつ複雑になってきている．国

家はバイオセーフティ，食の安全性，等級，基

準，知的財産権，農業投入物の質，地下水取水，

環境保護などを規制するよう求められている．農

業市場を民営化すれば，競争力を維持するために

適正な規制の枠組みが必要になる（第 5 章）．さ

らに，多数の国際協定によって，各国はたとえコ

ストが高いとしても，多数の規制を整備すること

が義務づけられている．しかし，規制は公的部門

だけの機能ではない．民間部門も自己規制を行

い，開発のための農業という課題を支える企業は

社会的責任という慣行を採用することが可能だ

し，実際にもそうしている．

市民社会――統治を強化するもう1つの方法
　第 3 の部門は生産者組織やその他の市民社会

組織で構成されており，政府の失敗を回避しつ

つ，農業における市場の失敗を克服することがで

きる．生産者組織を通じた集団行動は規模の経済

を促進できる（例えば，投入物の供給，エクステ

ンション，マーケティング，河川流域や灌漑施設

など共有財産資源の管理について）．また，数多

くの NGO のユニークな能力を活用すれば，特に

地方政府やコミュニティのレベルでサービスを提

供することが可能となる．NGO はフェア・トレー

ドのラベリングのように，基準制定に関与するこ

ともできる．しかし，集団行動は弱者グループを

排除して，利益を地方エリート層が独り占めすれ

ば，やはり失敗することがある．

　市民社会が活発であれば，小自作農，農村部の

女性，農業労働者に政治的発言権を付与するこ

とによって，公的部門の統治が強化される（第 1

章）．市民社会組織は農業政策の立案，予算編成，

政策の実施をモニターすることができる．市民社

会は政策当局や行政当局の説明責任を問い，変化

へのインセンティブを作り出すことができる．し

かし，これをすべて実現するためには，結社の自

由，情報に対する権利，報道の自由がきわめて重

要となる．

　結局のところ，統治の改善というのは長期にわ

たる政治的・社会的なプロセスの結末である．そ

れは一国と地域の歴史によって条件づけられて，

制度のなかに根づいており，社会運動によって牽

引される．統治を改善するのは一国の市民とその

指導者なのである．援助国はその改革を支援する

ことができるにとどまる．

農業政策のプロセス

連合を形成
　開発のための農業という課題に対する政治的な

コミットには，この課題を支持する利害関係者の

連合が必要になる．農業省は国家レベルでこの

ような連合の結成を後押しすることができるが，

重要なチャレンジを克服する必要がある．1 つの

チャレンジは各省庁間の調整である．部門別の利

害が大きな開発目的を支配してしまうことがしば

しばであるため，ウガンダでみられるようなハイ

レベルの省庁間メカニズムが助けになるだろう

（ボックス 11.2）．もう 1 つのチャレンジは，援

助国を含め広範な利害関係者を巻き込む参加型の

プロセスを管理することにある．関連するチャレ

ンジとしては，大規模農家による支配を回避する

ことである．彼らの農業省に対する影響力は小自

作農よりも大きいため，女性，部族グループ，若

者などを含め不利な人々のために発言権を確保し

ておかなければならない．

　農業省は利害関係者を調整することができる

ものの，農業支持の連合のなかで重要なプレー

ヤーは生産者組織である（ボックス 11.2）．議員，

NGO，学者が参加すれば，もっと有効になる．
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特に転換国と都市化国では，農業関連企業はその

連合のなかで重要なパートナーになる可能性があ

る（フォーカス D 参照）．インドでは，農業関連

部門は農業の成長が加速すれば得をするというこ

とがわかった上で，農業向け公共支出の拡大を

訴えている勢力の 1 つとなっている．民間部門

は専門知識と政治的ウェイトを使って，例えば，

官民対話を通じて改革を推進することができる．

カンボジア政府の民間部門フォーラムのなかで，

農業・農業関連産業作業部会はその 1 例である．

民間部門は貿易政策の改革にも貢献できる．その

例はフィリピンの農業再交渉に関する WTO 合意

を担当しているタスクフォースにみられる注 3．

　しかし，農業支持の連合を形成するに当たって

の課題は，「誤った投資」への政治圧力あるいは

改革に抵抗する圧力の発生を回避することにある

（第 4 章）．農業労働者の権利を支持する政治的

な連合を形成することも課題である．チリの果物

部門の臨時雇いや女性従業員が享受している労働

者としての権利は，経済の他の部門の従業員に比

べて少ない．チリの果物の輸出の大半は少数の企

業がコントロールしており，彼らは権利を求める

労働者の改革を押しつぶすことが可能である注 4．

参加と審議を強化
　審議型民主主義に対する関心の高まりを受け

て，農業開発政策の策定には利害関係者や一般大

衆がますます関与するようになっている．参加は

開発のための農業という課題に対する政治的支持

を生み出すことができる．そのような参加にはも

ちろん取引コストがかかるが，各国固有のニーズ

に適合した政策やプログラムの発見につながる．

小自作農組織は参加を強化することができるだろ

う．セネガルの事例は農村部の女性を代表するも

のも含む生産者組織が，国家の政策立案における

発言権を高め，政策成果に影響を与えるために，

どのようにして全国的な統一組織を形成すること

ができるかを示している（ボックス 11.3）．

　参加があると，典型的には利害関係者でワーク

ショップが開催される．インドでは，「シナリオ

計画」という場で利害関係者が農業研究の改革に

関する議論に参加することによって，科学者など

に対して自分の日々の領域や技術的な専門分野を

離れて考えるという刺激を与えた注 5．アプロー

チの幅が広いほうが利害関係者や農村部貧困層の

発言権を強化できる．「市民陪審」では，一般人

が係争事項を審議している．グローバル・ボイス

という NGO は ICT を活用して，特定の政策を審

議するために何千人という市民をタウンホール会

議に関与させている．

　農業近代化計画は農村部の家計所得・食料安定確保・雇用
を増加し，自給自足的農業を商業的農業に転換することに
よって，貧困を削減するというウガンダの戦略である．重要
な利害関係者で構成され，財務大臣が議長役をつとめる国家
運営委員会が計画の調整を担当している．地方政府，民間部
門，市民社会，開発パートナーに加えて，13 の政府の省庁
や関連機関の下で運営されている．
　この計画は開発のために農業を活用するというビジョンに
基づいている．進展は着実ではあったものの，期待よりも遅
れている．制度改革が遅々としていたのである．これは常に
チャレンジングであり，観察が容易でなく，過小評価された
ため，改革の深化が困難であった．政治的リーダーシップの
変更，一貫性を欠いた政策，省庁間の利害対立などが追加的
なチャレンジとなっていた．横断的な環境下で運営するため
には，省庁や能力の変更を要する．貧困削減部門支援プログ
ラムに基づいて予算編成プロセスは参加型になっていたが，

各省庁は財務省が設定した支出上限に依然として制約されて
いるため，計画したサービスのファイナンスが困難であっ
た．
　この計画が多部門にわたる枠組みをもっていることがよく
理解されていなかったため，担当省庁間の統合化にバラツキ
が生じている．省庁は部門をまたがる予算や実施が必要なプ
ログラムのアプローチよりも，プロジェクトに慣れていた．
中央集権的なやり方に慣れていた政府官吏はようやく責任を
分権化しつつある．ただし，ファイナンスの分権化は依然と
してチャレンジである．
　適切な資金調達を確保するためには，実施に忍耐，一貫
性，主要な利害関係の取り込み（最終的な予算決定は議員が
行う）を要する．多くの分野で進捗が遅いものの，この計画
は総合的には成功しつつある．

ボックス    11.2 ビジョンを実行に移す：ウガンダの農業近代化計画にみる前大臣のビジョン

出所：Kisamba Mugerwa（2007 年中の個人的な交信）．
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政策を選択し政策改革を推進するのに研究
から得られた証拠を使う
　開発のための農業という課題のために単に政治

的な公約をするだけでは不十分である．各国は

ニーズと優先課題に合った適切な政策手段のミッ

クスを選択する必要がある（第 10 章）．厳格な

研究と強固なモニタリングや評価を背景とした証

拠ベースの政策立案で，この選択を円滑にするこ

とができる．頻繁に引き合いに出されるメキシコ

の条件つき現金移転プログラム「機会」のよう

に，政策介入を評価するためには無作為抽出型の

設計をすればよい．メキシコの議会は政策の設計

と実施に関する結果ベースのアプローチの一環と

して，連邦プロジェクトについて年 2 回のイン

パクト評価を義務づけている．鍵は評価結果を制

度的な学習と変化のプロセスに内部化する有効な

メカニズムを開発することにある．

　研究ベースの証拠は政治的支持を集めて政策変

更を可能にしてくれる注 6．ベトナムは 1995-97

年にコメ政策を自由化したが，これを背後で推

進したのは，自由化は食料の安定確保を削減する

ことなく，農場出荷価格と貧困にプラス効果をも

たらすことを示したある研究であった．研究は改

革反対者の重要な懸念に取り組んだのである注 7．

援助国はブルキナファソの綿花部門の改革におけ

るように，農業改革に関する政策対話を促進する

ために，「貧困・社会インパクト評価」を活用し

つつある．この評価は定量分析と定性分析を組み

合わせたもので（改革案に伴う勝者と敗者を特定

するのに地方の利害関係者や専門家を巻き込んで

いる），社会的に受容可能な戦略に到達している．

もう 1 つの興味深い事例はカナダの「農村レン

ズ」である．これは農村人口に影響する政策につ

いて，社会インパクト評価の義務化を規定してい

る法律のことだ．

農業政策は予算と整合的に
　農業の戦略や政策を予算と整合的にしておくこ

とは，過小投資や誤った投資を回避するために重

要である．開発のための農業という課題には相

当な規模の財源が必要とされるため，投資は農業

ベース諸国ではより挑戦的なものになるであろ

う．援助国の資金供与はこの要件を満たす助けに

はなるものの，国内の歳入基盤を拡大し，予算の

　2002 年 3 月，セネガルのアブドウライエ・ウェイド新大
統領は，セネガルには農業について壮大なビジョンが必要だ
と言明した．このビジョンは，開発パートナー，市民社会組
織，生産者グループ，政府官庁との 2 年以上にわたる協議
を経て策定されることになった．その結果がセネガルの農業
- シルボパストラル法であり，同法は今後 20 年間で農業を
どうやって近代化するかというビジョンを示している．生産
者や農民組織に感応的で説明責任を負う分権化したサービス
の提供という制度改革に，法的な承認を与えたものとなって
いる．その主要目的は貧困を削減し，都市部対農村部間と男
女間の不平等を縮小することにある．
　立法過程でもっとも活動的だったグループは，農業生産
者組織の上部団体の全国農業交流協力評議会（CNCR，ボッ
クス 6.7 参照）である．法律が小自作農の意見を反映してい
ることを確保するため，CNCR は協議を地方レベルで 35 回，
地域レベルで 11 回，国レベルで 1 回開催した．最終法案に
規定されている提案の大半は CNCR が勧告したものである．
法案のなかでは CNCR の名前が頻繁に引き合いに出されて
いるが，これは農業生産者の政治的な資本を示唆するもので
ある．
　法案は 2004 年に国民議会で承認された．それを受けて農

業省は大々的な広報活動に乗り出し，法律そのものと，それ
をイラストや説明書きで脚色した法文の普及に努めた．法文
はセネガルの 6 つの言語（ジョラ，マンヂンケ，プラール，
セレ，ソニンケ，ウォロフ）に翻訳されている．
　この成功は CNCR に負うところが大きい．生産者組織の
指導者たちが国際機関の支援で CNCR を設立したのは 1993
年のことである．その目的はバラバラな生産者組織の連合体
を組織化し，生産者グループ相互間のコミュニケーションと
協力を改善し，生産者が国家や開発パートナーとかかわりを
もつ場合には声を一つすることにあった．草の根の生産者組
織と協議するために，CNCR は援助国によるファイナンスの
プロジェクトで設立された地方フォーラムを活用した．この
ような地方フォーラムは地方レベルの政策議論や情報の普及
に農民を関与させるのにあずかって力になっている．現在，
CNCR は農業，家畜，女性，漁業，林業などをカバーする
22 の連合体を包摂している．CNCR は西アフリカ農民・農
業生産者連盟（ROPPA）のメンバーにもなっている．これ
は西アフリカの小農や農業生産者のネットワークで，地域の
農業政策立案に関して積極的に活動している．

ボックス    11.3 セネガルにおける生産者組織のエンパワーと農業ビジョンの策定

出所：Resnick 2006; World Bank 2006c．
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編成と管理を改善するのは各国の責任である．目

標が明確なプログラム予算，具体的な原価計算，

透明な計画をもった中期的な支出の枠組みがあれ

ば，財源は優先課題と整合的になる．ベトナムは

中期支出計画のなかに農業が適切に組み込まれる

ことを確保するために，証拠ベースの評価を活用

することでパイオニアとなっている（ボックス

11.4）．

　転換国と都市化国では，予算の財源を非生産的

で不公平な補助金から，もっと有効な政策手段に

再配分するために，政治的支持を結集することが

課題となっている．ラテンアメリカ 10 カ国につ

いてみると，1985-2000 年の農村部向け公共支

出に占める非社会的な補助金のシェアは平均で

48％にも達している注 8．そのような政策の配分

効果の透明性を増大すれば，改革に対する政治的

支持を集めることができる．改革を支持する新た

な連帯を形成するためには，対象をしぼった補助

金に徐々に移行していき，反対が減少していくよ

うな形で改革をパッケージ化・順序づけすればよ

い（第 4 章）．

議会を強化
　民主制の下では，農業の政策立案や予算割当に

関して議会が主導的な役割を果たすことが期待さ

れる．しかし，特にアフリカを中心とする新興の

民主主義国では，議員には農業の戦略，政策，予

算を策定するための財源，情報，補佐スタッフが

欠いていることがしばしばである．したがって，

農業，農村開発，ファイナンスを担当する議会の

委員会の能力を強化すれば，開発のための農業と

いう課題について支持を集めることができる．例

えば，ウガンダの農業省は農業近代化計画の利点

について，議員に対して情報を提供し，関心を

もってもらい，納得してもらうのが困難であっ

た．それが一部の核となる公共サービスについて

十分な資金を確保するための重大なチャレンジの

1 つとなっている．

地域統合を促進
　農業政策は国を超えて地域レベルで調整すれ

ば，開発のための農業という課題を実現するため

の相乗効果と規模の経済を生み出すことができ

る．地域統合は農業を支持する統治を強化するこ

ともできる．アフリカ西部の経験は機会とチャレ

ンジを例証している（ボックス 11.5）．

政策実施を改善するための統治改革

　統治の強化は政策立案だけでなく，農業課題を

有効に実施し，公共資源を効率的に使用するため

にも必須である．政策実施のために統治を改善す

るためには，需要サイド・アプローチと供給サイ

ド・アプローチを区別することが（図 11.2），政

治的に実現可能で国情に適合するアプローチの組

み合わせを特定するのに役立つ．

農業・農村開発を担当する省庁を改革
　国家が農業に直接関与することは削減できるが

（例えば外部委託を通じて），開発のための農業と

いう課題を追求するためには，依然として有効な

農業行政が必要不可欠である．農業を所轄する省

は，新しい役割を遂行するために，新しいスキル

と管理構造が必要となる．例えば，農業エクステ

ンションを外部委託すれば，大勢の同関連スタッ

フを直接管理する必要性は減少するものの，新し

いスキルも必要になる．委託契約の選択・管理，

契約に基づくエクステンション・サービスの質の

確保，公共調達にかかわる汚職のコントロール，

契約管理についての農民組織との協働などにかか

わるスキルである．

　ベトナムの農業・農村開発省は行政改革の一環として， 2002
年に構造と役割を再編した．それ以降，同省は着実により市場
指向的になりつつあり，職員の機能と能力を再編し，公共支出
を新しい優先課題に整合化・集中化している．同省はパフォー
マンスや結果に関して明確な指標をもった中期的な支出枠組み
を開発して，3 年間をカバーしつつ漸進していく年次計画を策
定している．最近，同省は農村開発戦略について証拠ベースの
評価を開始し，投資プロジェクトを選別している．このような
改革は公共支出が最近分権化されたことを考えると，地方レベ
ルでの支出管理を改善すべく努力しながら，深化させ，持続し
ていく必要がある．

ボックス    11.4 ベトナムにおける予算と部門別優先
課題の整合化にかかわる進展

出所：World Bank 2004a．
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　食料，農業，農村開発を担当する省庁やその他

の部門別省庁の相互間調整をはかるためには，内

部改革が必要である．いくつかの調整モデルが試

行されているが，解決策は各国固有であるべきだ

ろう．メキシコは農業省と農村開発省を統合した

が，ブラジルは分割している．ウガンダは財務大

臣を議長とする調整機関を創設した（ボックス

11.2 参照）．

　農業関連省庁は行政の一部であり，一般的な官

僚制度の規制に服しているため，給与体系や採用

制度の修正は総合的な公的部門改革の一環でなけ

れば不可能である．行政改革は長いこと議題には

上っているが，最近，斬新な新しいアプローチが

登場してきている．インドは e 政府の活用（土地

　西アフリカ諸国は多数の地域的なプロセスに関与してい
る．この目的は取引コストを削減し，多数の中小国をカバー
することに伴う規模の経済や集積効果を確保することにあ
る．統治改善のための地域的アプローチである「アフリカ
仲間レビュー・メカニズム」に参加している国もある．西ア
フリカ諸国経済共同体（ECOWAS）は紛争の防止と解決に関
与しているが，これは農業開発にとって重要である．フラン
ス語圏の西アフリカ諸国はアフリカ経済通貨同盟（UEMOA）
を結成して，単一通貨と関税同盟を享受している．サヘル旱
魃対策国家間常設委員会に加盟している諸国は，殺虫剤登録
共通規則を通じて規制コストを節約している．西中部アフリ
カ 21 カ国の各農業研究システムは西中部アフリカ農業研究
開発評議会における協調を通じて，農作物改良に関して規模
の経済を確保している．西アフリカの小自作農を含む農民は
地域レベルでも組織化されている．西アフリカの農業生産者

組織のネットワークである ROPPA は（ボックス 11.3 参照），
地域の農業政策立案や地域の農業研究戦略策定で積極的に活
動している．
　しかし，地域統合にも挑戦課題がある．西アフリカでは
40 以上もの多種多様な組織が経済統合の努力を払っている
が，主要なものでさえ農業政策の調整・整合化について困難
に直面している．「アフリカ開発のための新パートナーシッ
プ」に基づく「包括的アフリカ農業開発プログラム」の西ア
フリカにおける実施に関しては，ECOWAS がリーダーシッ
プを発揮している．このプログラムは UEMOA の農業政策や
各加盟国の農業政策との調和が必要である．加えて，地域的
な農業政策と適切な予算との整合性をとって，実施を確保・
モニターする必要がある．

ボックス    11.5 地域統合：西アフリカにおけるチャンスとチャレンジ

出所：African Capacity Building Foundation 2006; Rensick 2006; マリの首都
バマコ市における WDR の協議（2007 年 4 月 2-3 日）．

図11.2　農業部門の統治を改善するためには，需要サイドと供給サイドのアプローチが各国固有の
状況にうまく適合している必要がある

農業コミュニティの特性

発言権・説明責任を
改善する

改革政治的な民主化，
参加型立案

需要サイド

良い統治を要求
する農民の能力

公的部門の能力を改
善する改革

官僚制度改革，
外部委託，民営化

供給サイド

課題を効率的に遂行
する農業行政の能力

農業機関のパフォーマ
ンスに影響する問題

政治経
済学

農業部門の統治

・ サービス提供における
効率性・公平性

・ 規制の質
・ 汚職の抑制
・ 食料に関するものも含

め権利の執行

適合

適合

適合

出所：Birner and Palaniswamy 近刊．
注：図中の矢印に付いている「適合」は次のことを意味する．農業の統治を改善するための戦略は，例えば，現地コミュ
ニティの特性（需要サイド）や農業機関のパフォーマンスに影響する固有な問題（供給サイド）などを考慮に入れて，状
況固有になっていなければならない．さらに，需要サイドと供給サイドのアプローチは互いに十分調整されていなければ
ならない．
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記録に関して）で進展をみせており，エルサル

バドル，メキシコ，マレーシアは政府機関に ISO 

9000 認証（国際標準化機構＜ ISO ＞の品質管理

システムに関する認証）の取得を義務づけてい

る．この認証はパフォーマンス指向性と顧客満足

度に基づいている．

　農業省のなかで男女平等を主流化するためには

内部改革が必要である．そのような改革が必要な

のは，農業省において女性の採用や昇進を確保す

るだけでなく，性差に敏感な政策，プログラム，

サービスの提供を監督するためである．

　行政の内部改革は職員を解雇したり，年功序列

主義を成果主義の給与体系に変更したりする際に

は，大きな政治的チャレンジに直面する．総合的

な改革ができそうもない場合，通常は行政改革を

細分化して，政府の主要機関で改革を実験するこ

とが望ましい．

　どのような改革軌道をたどるにせよ，使命指向

型かつ結果指向型の公共サービスを提供するため

には，現場からトップに至るまでのスタッフが開

発のための農業という課題にコミットし，変化の

エージェントや改革の支持者がビジョンとリー

ダーシップを発揮することが必要である（ボック

ス 11.6）．

国家の境界を後退させる
　国家の境界を後退させる公的部門の改革につい

ては，これまでの各章で検討した．

外部委託は公的ファイアンスは必要である

が，公的提供は必要としない機能に適してい

る．これはウガンダの例でみるように，農業

の助言サービスに関して活用が広がっている

（第 7 章）．

官民パートナーシップは外部委託を超えて，

農業のサービスやインフラのファイナンスと

提供に関して共同責任を生み出す．グアテマ

ラで小自作農に金融サービスを提供している

農業開発銀行がその一例である（第 6 章）．

こういったプログラムのすべてが貧困層を対

象とするのに適しているわけではないが，公

的財源が解放されるため，それを他の制度的

な取り決めによって貧困層向けにすることが

可能になる．

官民市民社会パートナーシップは，公的部

門と民間企業と並んで，生産者組織など第 3

セクター組織を含むもので，ガーナの「工業

品としてのキャッサバの持続可能な生産プ

ロジェクト」が実例として指摘できる（第 7

章）．

利用者グループへの管理権限委譲は天然資源

や灌漑の管理に関して広く採用されている．

利用者グループへの権限委譲にかかわる機会

とチャレンジは，後述の CDD の場合と同様

である．

民営化は国家介入を要しないサービスの場合

•

•

•

•

•

　インドで緑の革命が可能だったのは，政治と行政のリー
ダーが市場の失敗に取り組んで，多数の小自作農が生産の集
約化をはかれるようにしたからである．首相の完全な政治的
支持はあったものの，行政機構のなかで有能な官吏のビジョ
ンとリーダーシップもやはり必要であった．1964-67 年に農
業大臣をつとめた C・サウブラマニアムは，農業の近代化を
はかるために，科学の役割と小自作農の能力を信じていた．
彼は議会や計画委員会の懐疑派にそれを説得した．そして，
同氏は農業を支援するために，行政・規制上のあらゆる障害
を克服して制度や政策の改革を推進した．集約農業を環境的
に持続可能なものとするためにも，ビジョンとリーダーシッ
プが必要である．インドにおける緑の革命の科学面でのリー
ダーである M･S・スワミナサンは今や「常緑の革命」を主
導している．

　マリの 6 万ヘクタールをカバーするニジェール河川当局
の灌漑システムは，アフリカでも緑の革命が可能であること
を示している．そこのコメ収量は広範な制度改革を一因に，
1982-2002 年の間に 4 倍になっている．同改革によって，
農民は 3 年間有効な 3 者によるパフォーマンス契約を通じ
て，灌漑システムの管理に参加する権利が付与されたのであ
る．ニジェール河川当局は農民に説明責任を負い，職員と農
民の共同委員会が優先課題を設定し，保守点検は農民が全コ
ストを負担して外部委託する．ブバカール・サダ・シ農村開
発大臣とトラオレ河川当局長官が，小自作農に対する生産集
約化の奨励を行った．行政の改革の支持者は，インドの場合
と同じく，首相から全面的なサポートを得ていた．

ボックス    11.6 ビジョンとリーダーシップを通じて緑の革命を起こす

出所：Aw and Diemer 2005; Subramaniam 1995; Swaminathan 1993．
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にもっともうまくいく．獣医サービスが適例

であろう．サハラ以南アフリカ 10 カ国につ

いてみると，民間の獣医は 1980 年代半ばの

70 人から 2004 年の 1,780 人へと増加して

いる注 9．と同時に，公的部門の獣医も引き

続き一定の役割を果たしている．

生産者が結成・所有しているサービス協同組

合は貧困層向けに有益な農業サービスを提供

することができる．インドの酪農協同組合は

1,200 万強の世帯向けにサービスを提供して

おり，酪農における役割が大きいため特に女

性の利益になっている（第 6 章）．

説明責任の体制を整備する――近道と回り道
　農業行政の内部改革や国家の境界を後戻りさせ

るのは供給サイドのアプローチである．そのよう

な改革が貧困層にとって有益であるようにするた

めには，農村の人々が農業サービスの改善を要求

し，サービス提供者の説明責任を問う能力を強化

するようなアプローチと組み合わせることが重要

である．例えば，エチオピアでは，NGO が市民

通知表の実験によって，農業助言サービスや灌漑

サービスに関する農民満足度を評価している．別

の有望なアプローチでは，生産者組織が例えば農

業研究機関の経営会議に参加する．サービス提供

者の農民に対する説明責任を問うためのこのよう

な「近道」とは別に，「回り道」もある．農民は

陳情や投票を活用することによって，意思決定者

が農業サービスのパフォーマンスを改善する措置

をとるように仕向けるのである注 10．票の買占め

を減らし，複数政党の競争を促進することによっ

て，農村の投票を自由にすれば，この方法はもっ

と有効になるだろう．アクセス可能なメディアを

通じて有権者に情報を提供することも必要不可欠

である．

　農村女性に対する説明責任を作り出すために

は，経営会議に女性代表の議席を割り当てたり，

成績を男女別に分解した通知表を活用したりする

など特別な努力が必要であろう．農村部の女性団

体を発展させれば，説明責任を整備する近道と回

り道の活用に役立つ．

•

有効な農業規制機関を創設
　有効な規制機関は民間部門や農民組織にとって

好ましい投資環境を生み出す．農業規制は幅広い

開発目的に取り組まなければならない．これに

は食料安定供給や公衆衛生の確保，環境目標の達

成，農業労働者の保護なども含まれる．外部委託

や民営化の後でも，規制機関は監査や反独占規制

など規制上の新たな課題に取り組まなければなら

ない．

　規制はさまざまな利害集団の間で適切なバラン

スをとり，特に例えば新しい技術などに関してリ

スクや不確実性がある場合でも，過剰規制や過小

規制はともに回避しなければならない．規制機関

は，このチャレンジに立ち向かい，政治的な支配

や特殊権益層による支配を回避するために，改革

を推進する必要がある．解決策は各国固有でなけ

ればならず，独立した規制機関を設立することや

大衆の規制への参加を奨励することは有益な場合

が多い．農業規制を執行する能力に投資すること

も重要である．種子の認証が適例である．インド

のタミール・ナドゥ州の農民は，擬装された Bt

綿花種子を受領したため，所得の甚大な減少とい

う被害をこうむった注 11．公正な紛争解決メカニ

ズムが機能するように整備することは，有効な規

制を構成する 1 要素である．

農業における腐敗をコントロール
　腐敗は開発のための農業という課題の足を引っ

張る．土地管理庁は政府機関のなかでもっとも腐

敗しているのが普通である（第 6 章）．灌漑など

大規模な農業インフラのプロジェクトも，公共灌

漑システムにおける水の割合と同じく，腐敗しや

すい傾向にある注 12．インドネシアのバイオテク

ノロジー規制やインドの殺虫剤規制でみられるよ

うに，企業側は規制監督機関を贈賄するかもしれ

ない注 13．国家が肥料や信用など投入物の供給や

農産物のマーケティングに関与すればするほど，

汚職のリスクが高まる．したがって，それが国家

介入を減らせば汚職が減る理由である．

　需要サイドのアプローチと供給サイドのアプ

ローチはともに，農業における腐敗を克服するこ

とができる．公共支出管理改革と公共調達改革は



��0 世界開発報告 2008

典型的な供給サイドのアプローチであり，しばし

ば全般的な公共部門改革の一環となっている．需

要サイドの成功事例としては，インドの女性グ

ループが実施した配給店における食料価格のモニ

タリングがあげられる注 14．村道プロジェクトの

汚職を削減する戦略に関するある研究では，無作

為の実験的なデザインが適用され，需要サイド・

アプローチである社会的監査と供給サイド・アプ

ローチである政府監査が比較された．同研究によ

れば，コミュニティのメンバーが結果に大きな個

人的な利害関係をもっていればいるほど，草の根

のモニタリングは不正を減らすことができる注 15．

別の研究では，政府監査は地方の新聞やラジオを

通じて公表されると，より有効になるとされてい

る注 16．新技術，特に ICT（e 政府など）は腐敗の

余地を削減することができる．カルタカナの土地

記録のコンピュータ化がその例である（第 6 章）．

このような証拠にもかかわらず，農業における腐

敗に対処する戦略に関する研究はむしろ少ない．

もっと研究が多ければ，特に農業向けの公共投資

を増やすべきであるとするならば，何が，どこ

で，なぜ機能するかを明確にするのに役立つだろ

う．

分権化と地方統治

　分権化（政治，行政，財政の権限を下位レベル

の政府に委譲すること）は，開発のための農業

という課題を支援できる統治改革の 1 つである．

政府を人々に近づけることによって，政策の立案

と実施が農村部の人々（通常は疎外された人々）

のニーズに敏感になることが期待される．地方情

報へのアクセス増大を確保し，政策の実施に向け

て地方の社会資本を動員することによって，農業

における政府の失敗を是正することができる．ま

た，開発のための農業という課題について調整の

チャレンジを受けて立つのに役立つ．さらに，地

方レベルで十分な能力と説明責任が発達し得ると

いうことを前提にすれば，アフリカ農業の多様な

現地事情に合わせて，政策をうまく調整すること

が有望になるだろう（第 10 章）．

　分権化は広まっている．全途上国の 80％は何

らかの形の分権化を実験しており，サハラ以南ア

フリカ諸国の 70％は政治的な分権化を追求して

いる注 17．にもかかわらず，地方で選出された機

関に許容されている行動範囲は依然として限られ

ている．これは財政の分権化が政治の分権化にお

くれを取っているためであり，農村部のサービス

提供にかかわる行政的な分権化には国によって大

きなバラツキがある．

分権化の適正水準を見出す
　従属性の原則が農業関連の機能に関する分権化

の適正水準を見出す枠組みのベースとなる．戦略

的な意義のある公的な機能（食の安全性確保や伝

染病のコントロールなど）は，たとえその実施に

は中間および地方のレベルで相当な行政能力が必

要になるとしても，国の責任にとどまるべきであ

る．農業研究に関しては，行政的なレベルよりも

農業生態圏が効率性の観点からは分権化の適正水

準かもしれない（必ずしも政治的支持の観点から

ではない．その観点からすると，トレードオフが

生じることがあるだろう）．地方の多様性と顧客

層の分散に直面している農業エクステンション

は，普通は最下位の政府で，コミュニティ組織と

密接な相互作用ができる水準で組織化するのが最

適である．

　財やサービスを提供する能力や説明責任メカニ

ズムは，特別な関心を享受してしかるべきだ．農

業ベース諸国の多くでは，これに関する不足は中

央と地方の両方でみられる．したがって，農業関

連の機能が分権化され，能力と説明責任を構築す

る長期的な展望がもっとも明るい時に，さまざま

なレベルの政府の能力と説明責任に投資すること

が必要不可欠なのである．

　分権化は権力や権限をシフトさせる政治的なプ

ロセスである．中央レベルの農業省は他の諸官庁

と同じく，自分たちの財源と職員の地方政府への

移転に抵抗することがよくある．このような抵抗

があると，政治的な分権化によって生まれた選挙

による地方機関が，開発のための農業という課題

に関して積極的なプレーヤーになる可能性が制約

を受ける．未完の課題を完了し，分権化が約束し

ていることを実現するためには，往々にして改革
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に向けて政治的支持を結集することが必須であ

る．

地方政府の財政貢献度を高める
　財政分権化の目標の 1 つは，地方政府が地方

納税者に説明責任を負うようになるとともに，歳

入を生み出す能力を改善することにあるが，下位

政府はまだ財源にほとんど貢献していない．メキ

シコでは，地方政府は 1996-2004 年について平

均すると，農業，家畜，農村開発のプログラム

向けの財源のうち 16％を負担しており，残りは

中央政府からの紐つきの移転である．ウガンダ

では，地方政府が管理している資金のうち，地

方で生み出された歳入は 10％を占めるにすぎず，

残りは中央政府からの移転であり，そのほとん

どは用途が指定された条件つきの交付金である

（2000-01 年について 84％）注 18．

　地方収入を増やそうという地方政府の努力（特

に生産に対する課税）は，ほとんど成果はないの

に，農業に対して大きな税負担をもたらす場合が

ある．タンザニア注 19 とウガンダ注 20 の例がそれ

である．中国でも，過去には地方官吏がさまざま

な手数料を農村人口に賦課して，それが大規模な

抗議運動につながったことがある．中央権力は

2004 年に地方官吏が小農に手数料を課すことを

禁止し，農業課税を廃止するという対応策をとっ

た．しかし，地方政府の損失はフルに補償されな

かったため，地方では公共支出が危機的状況に

陥った注 21．地方政府の財政能力を改善するには，

不動産資産に関する権利証書のサービス，課税

ベースの弾力化，裕福な地域から貧しい地域への

歳入分与基金，特定の投資ないし極貧層など特定

のグループを優遇する共同ファイナンス基金など

が必要であろう．

農業の課題を優先
　地方政府制度は優先順位を設定すべきである

が，開発のための農業という課題にはどのような

優先順位を割り当てるべきか？　明らかに，地方

のリーダーシップが重要である．地方政府の制度

設計も重要である．特別な規定があれば，エリー

ト層による支配や社会的疎外は削減することがで

きる．インドでは，村会（panchayati raj）は女

性と指定カーストや部族用に議席が留保されてい

る．インドの 2 州について女性用に議席を留保

しておくことに伴う効果を研究したところ，この

参加によって女性に関連のあるインフラ向けの投

資が増加していた注 22．南アジア数カ国における

経験では，男女平等研修が男性議員と女性議員の

双方に対して実施されていれば，女性議員がもっ

と効果的になり得ることが示されていた注 23．

　地方政府への分権化が農業向け公共支出の増加

につながるという保証はない．それどころか，特

に人々のもっとも基本的なニーズが満たされてい

ない場合には，短期的に減少することさえある．

1994 年人民参加法で規定されたボリビアの分権

化では，教育，農村部インフラ，水・衛生施設な

どに対する公共支出は大幅に増加したが，農業向

け投資が投資全体に占めるシェアは平均的に低下

した注 24．

　分権化を受けた公共支出の変化は，開発のため

の農業という課題にとって悪いニュースではな

い．保健，教育，農村インフラが開発のために農

業を活用する前提であることが理解されているか

らだ．しかし，地方政府としては開発のための農

業という課題を管理する能力が求められる．時と

ともにその重要性が高まってくるとみられるから

だ．例えば，地方政府は農業エクステンションを

軽視していることが多い．それは実物インフラよ

りも目に見えにくくて，票の獲得につながりにく

いためである．地方の生産者組織と協議して，中

央の農業担当部局から支援を得ながら，エクステ

ンションを管理する地方行政の能力を引き上げれ

ば，農民向けサービスの適切性と質を高めること

ができるだろう．

コミュニティ主導型開発（CDD）

　CDD は大きくいえば，コミュニティ・グルー

プや地方政府に対して，計画の決定や投資財源に

関するコントロール権を付与するものである．し

たがって，分権化と関係があり，両アプローチは

並存し得るものである．CDD ではコミュニティ・

グループの創造性，能力，社会資本を理解した上
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で動員し，公共支出に関する決定に直接関与させ

ることになる．地方政府が特に分権化の初期段階

では，そこまで到達することはめったにない．し

かし，CDD はチャレンジに直面しており，農業

向けの CDD プロジェクトの設計や実施に関して

は学習すべきことがたくさん残っている．

開発のための農業という課題を地方で実施
　コミュニティは地方政府と同様に，典型的には

まず健康，教育，インフラという基本的ニーズの

充足に集中する．ひとたび所得を創造する活動に

関心が向けば，農業プロジェクト（小自作農を高

付加価値作物の市場に結びつけるものも含む）が

重要な選択肢となる．所得を生み出すプロジェク

トがしばしば提供するのは，公共財（医療施設な

ど）ではなく私的財（家畜など）である．した

がって，実施を担当するのはコミュニティ全体で

はなくて生産者グループのことが多い．そういう

プロジェクトにはエリート支配を回避するための

特別な規定が必要であろう．ローンや補助金の供

与は，農業金融やマイクロファイナンスの制度を

妨害しないようなうまい方法によるべきである．

例えば，インド南部におけるコミュニティ主導型

の河川流域開発では，最貧の村落向けにはローン

と交付金を組み合わせて着手資金が供与されてい

る注 25．

　ブラジル北東部における農業所得を生み出すた

めのコミュニティ主導型プロジェクトをみると，

成功するかどうかはコミュニティの能力だけでな

く，市場の需要，技術支援，能力構築にも依存し

ていることがわかる．もっとも成功しているの

は，小規模灌漑システムのように市場リスクが少

ないものである．より複雑なプロジェクトは成功

するのに技術援助や訓練への依存度が高いため，

CDD と部門別アプローチの間で効果的な補完性

が必要となる注 26．

コミュニティ・レベルの説明責任を開発
　開発のための農業という課題をコミュニティが

大規模に実施する際，説明責任が発達しているこ

とが重要な条件になる．コミュニティもちょうど

市場や国家と同じく失敗することがある．コミュ

ニティには権限や説明責任に関して正式な構造が

ないため，権力の乱用，社会的疎外，社会的保守

主義，紛争などに陥りやすい．したがって，CDD

プロジェクトはコミュニティの慣行を是正するた

めに多額の資源を投資している．情報の透明な流

れ，地方の意思決定に男女差に敏感なコミュニ

ティが幅広く参加すること，そして地方制度の参

加型モニタリング，が奨励されている．説明責任

は時とともに変化するものであるから，解決策も

各国の状況や現地事情に固有なものでなければな

らない．CDD の運営は予測可能な資源の流れと

合わせると，コミュニティのダイナミックスをプ

ロジェクトの範囲や時間枠を超えて変化させるこ

とができる．

評価と学習を奨励
　かつては夢のようなアイディアにすぎなかった

CDD は，今や大規模な現実となっている．世界

銀行融資の 9％以上がこの形態の開発となってい

る．経験によれば，CDD はプロジェクトをスピー

ドアップし，費用対効果を上げ，財政移転を効率

的にし，インフラの質を改善し，農業所得を増加

させることができる．規模の拡大に関しても相当

な経験が蓄積されているが注 27，断定的な結論を

出すためにはもっと厳格なインパクト評価が必

要であろう注 28．いっそうの実験，評価，学習に

よって，CDD が開発のための農業という課題を

支援するために何ができるか，どうしたらもっと

も有効にそれができるかがわかるだろう．

農業プログラムにかかわる援助の有効性

　国際金融機関，二国間・多国間開発機関，国

際的 NGO，その他の開発パートナーにはすべて，

開発のための農業という課題の実現に向けて果た

すべき役割がある．課題をファイナンスするため

には，援助国が資金供与を増額することが必須で

ある．しかし開発援助は，ほとんどの農業ベース

諸国においてすでに農業予算のなかで大きなシェ

アを占めている．サハラ以南アフリカ 24 カ国に

ついてみると，農業支出全体の平均 28％は政府

開発援助（ODA）が占めており注 29，モザンビー
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ク，ニジェール，ルワンダでは ODA が 80％以上

にも達している注 30．これほど依存度が高いので

あるから，開発援助は有効でなければならない．

農業の統治を改善しようとしている各国の努力を

妨害するのではなくて，それを強化するものでな

ければならない．

援助国の失敗と統治のチャレンジ
　援助国は自国の有権者に対して説明責任を負っ

ているので，自国にメリットがあるプロジェクト

やプログラムを支援しようとするインセンティブ

が作用する．このため援助国の介入策はしばしば

分断され，重複し，一貫性のない，時には矛盾し

たものになる．エチオピアでは，2005 年につい

てみると，約 20 の援助国が 100 件を超える農

業プロジェクトを支援しており，取引コストが高

くなり，努力が重複している．マラウイでは，援

助国の農業政策が一貫性を欠き，政府の優先順位

が変化したため，国の食料安定確保プログラムは

数回にわたって修正を受けている注 31．

　援助国は援助の有効性を懸念して，今では開発

援助の適格国を選定するのに良い統治の指標を基

準として活用している．この慣行は開発のための

農業という課題にとってはジレンマである．農業

ベース諸国は援助の適格性が低い傾向にあるから

だ．多額の援助の流れは他の統治問題も生み出し

ている．汚職の余地を作り出して，援助国は有権

者や議会に対する説明責任を負えなくなっている

のである．援助国における農業の保護は途上国の

農業向け援助の足を引っ張ることがある．すなわ

ち，援助国は政策の整合性を欠いているという統

治上のチャレンジに直面しているのである（第 4

章）．

グローバルおよび地域的なイニシアティブ
　グローバルな開発社会（援助国とパートナー国

の両方）は，2005 年に調印された「援助効果に

関するパリ宣言」に基づき，次の原則を公約して

いる．各国の自主性と政府のリーダーシップを強

化し，援助国の支援を各国政府の優先課題や手続

きと整合的にし，各国政府と援助国のプロセスを

調和し，開発成果のために資源を管理し，相互に

説明責任を確保する．

　農村開発に関してこのような原則を支持して

いるイニシアティブがいくつかある．「農村開発

のためのグローバル援助国プラットフォーム」は

29 の援助国や開発機関のネットワークで，援助

国や被援助国政府が OECD 開発援助委員会が制

定した援助効果にかかわる枠組みに基づいて，共

同で農業プログラムを作成・実施するのを支援し

ている．このプラットフォームは実務経験をプー

ルし，農業プログラムを管理する指針を提供して

いる．「技術援助のための地域ユニット」（RUTA）

は援助効果を高めるための中央アメリカの地域的

ネットワークであり，各国の相互交流を支援し，

各国政府に専門知識を提供している．「テラ・ア

フリカ」（TerrAfrica）はアフリカ政府，地域機

関，市民社会，科学者団体，二国間・多国間援助

国によるパートナーシップであり，アフリカの持

続可能な土地管理慣行に関して一律の支援を提供

している．ヌーシャテル（スイス地名）・イニシ

アティブは二国間・多国間援助国の代表で構成さ

れる非公式なグループで，農業助言サービスの支

援に関して共通の意見や指針を策定している注 32．

政府のリーダーシップ，各国の自主性，セ
クターワイド・アプローチ
　政府のリーダーシップと各国の自主性は援助の

有効性にとって大前提である．開発パートナーは

援助を被援助各国の農業開発戦略と整合的にしけ

ればならないということである．開発援助を各国

が自主性をもっている部門別戦略と整合的にする

というのは，保健と教育に関して初めて開発さ

れたセクターワイド・アプローチ（SWAp）の基

本的な考え方でもある注 33．このアプローチでは，

政府と援助国は政策・制度改革を伴った一貫性の

ある農業部門開発プログラムを支援することに合

意する．政府の優先課題や能力にしたがって，適

切に設計され，漸次導入され，実行されれば，農

業 SWAPs は援助国の支援を各国政府の公共支出

や公共調達のシステムと整合的にする方法になる

だろう．

　ウガンダでは，同国主導の一貫性のある貧困削

減戦略は健全な農業戦略と制度改革によって下支
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えされた（ボックス 11.2 参照）．一貫性のある

貧困層向け支出戦略（農村部向けのものを含む）

に対する援助の流れを管理したおかげで，援助国

から安定した長期的な公約を確保することができ

た注 34．タンザニアでは，政府がリーダーシップ

を発揮して細分化（2005 年について 17 もの二

国間・多国間援助国が農業を支援）を克服してい

る．これは主に，合意された農業開発プログラム

を指針に基づいて，「バスケット資金調達」（援助

国資金のプール化）に変更したおかげである．

　ニカラグアで 2005 年に打ち出されたセクター

ワイドの Prorural というプログラムは，SWAPs

に典型的な問題の一部に取り組んでいる．政

府，民間部門，援助国 15 カ国（農業向け援助の

90％以上を占めている）は，国の自律性，調和，

整合性を推進するために行動規範に調印したので

ある．2006 年に設立された共通基金によって援

助機関の拠出金は単一の口座に統合された．それ

がニカラグア側の機関が設定した優先課題に使用

されている．出足は良かったものの，初期の取引

コストが高かったため，これまでのところ単一口

座に拠出したのは 4 カ国にとどまっている．

結果をもっと重視する
　援助はさらに増加すると予想されるなか，援助

国はその有効性向上のためにもっと努力すべきで

ある．成果をあげるためにはインセンティブが必

要であろう．例えば，タンザニアやウガンダで

は，実施パフォーマンスが予算配分に影響する．

合意されている結果の実現に向けて良い成果をあ

げている地域や制度向けには，より多くの財源が

配分されている注 35．

　農業に対する援助国の支援については質の改善

もみられる．世界銀行が支援した農業向け融資の

うち，独立評価局が「満足できる」以上に評価し

たものの割合は，1992 年の 57％から 2005 年

には 88％に増加している．それでも開発のため

の農業という課題に対する支援を拡大するために

は，さらに実験，学習，調整，調整可能プログラ

ムへの融資や学習・革新融資などさまざまなメカ

ニズムの活用が必要であろう注 36．規模を拡大す

るためには良い評価を得ることが決定的に重要で

ある．

グローバルな課題に関する進捗状況

　開発のための農業という課題を実現するために

は，統治の改善や援助の調整を超えることが必要

である．各国の課題がダイナミックなグローバル

環境下で成功するためには，グローバル・レベル

での措置が必須である．21 世紀最大のグローバ

ルなチャレンジに立ち向かうためには，農業その

ものにおいて環境，健康，貧困，安定供給などを

含めた進展も必須であろう．農業に関して明らか

になってきているグローバルな課題には，新しい

利害関係者が主導し，部門をまたがる新しい課題

と新しい目標がある．しかし，グローバルな課題

を実践し，ファイナンスする制度やメカニズムの

ほうはこのような動きにおくれを取っている．新

しい政治的・経済的な現実に対応するためには，

それをどのように改革したらよいだろうか？

21世紀の農業にとってのグローバルな課題
　本報告書で指摘したグローバルな課題（第 4-9

章）は，食料や農業のシステムおよび経済構造に

かかわる急激な変化，貧困を削減する必要性，環

境の持続可能性というチャレンジに対応してい

る．

グローバルな正義と公平性を達成する．　2000

年に国連のミレニアム・サミットで国家元首たち

が設定したミレニアム開発目標は，グローバル

な正義と公平性にとって最重要な指針となってい

る．同目標のうち，貧困・飢餓，男女平等，環境

の持続可能性，国際貿易における公平性に関する

4 つは，開発のための農業という課題と密接な関

係がある．国際的な開発援助はグローバルな正義

と公平性を達成するための重要な手段の 1 つと

なるが，他の手段も同じく重要である．例えば，

先進国における輸出補助金や輸入保護は，開発の

ための農業を活用しようという途上国の潜在力に

とって有害である（第 4 章）．先進国における温

室効果ガスの排出は，貧困層の生存にとって必要

不可欠な農業システムがもっている生産性の足を
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すでに引っ張っている（フォーカス F）．

民営化の時代に貧困層向けのグローバルなR&Dを．

　農業の R&D はグローバルな課題のなかで重要

な要素となっている．さまざまなタイプの農業研

究では規模の経済が働くようになっているため，

このような規模の経済を確保するためには，そし

て特に現代の植物育種家たちから見放されている

作物（キャッサバ，雑穀，マメ類など）や家畜

（ヤギなど）向けを中心に貧困層に有益な技術的

な波及効果を生み出すためには，集団行動が必要

である．R&D は農業が気候変動を緩和し，それ

に適応できるようになるためにも重要である．分

子生物学革命が生産性上昇の可能性を加速してい

るが，それは民間部門の多国籍企業によって牽引

されている．このような技術が貧困層に利益をも

たらすためには，公的な研究投資を増やし，バイ

オセーフティに関して有効な手続きや規則を確立

し，知的財産権によって保護されている遺伝子や

技術に対する途上国のアクセスを認めることが必

要不可欠である（第 7 章）．

将来の食料安定確保のために遺伝子資源を保全．

遺伝子にかかわる資源や種子は成長を促進し貧困

を削減するために，農業介入策が成功するための

ベースとなってきている（第 7 章）．将来の食料

安定確保のためには，農作物や動物の遺伝子的な

多様性について豊かな世界の遺産を保全すること

が必須である．すべての国に公正なアクセスを認

め，利益を公平に共有できる遺伝子バンクや自然

に存在する資源はグローバルな公共財であり，グ

ローバルな集団的措置を必要とする．

流行性動植物疾病や侵襲性種による国境を越えた

コストを削減．　動植物の疾病や侵襲性の種が拡

散したのは，国際的な旅行や貿易が激増し，農業

システムの集約化が進展したからである．このよ

うな疾病のコストは，もし疾病が拡散して世界的

に蔓延すれば潜在的に膨大なものになるだろう．

それは人間の健康に重大なリスクを与える高病原

性鳥インフルエンザの例でみられたとおりであ

る．伝染性の動植物疾病を発生場所で抑制すると

ともに，農産物貿易の混乱を減らすような形で国

際的に拡散するのを回避するためには，国際協力

が必要不可欠なことは明白である．また，食料や

農業システムに影響する可能性があるバイオテロ

リズムの脅威については，世界は備えが不十分な

ようである．

持続可能な開発のために環境面でグローバルな管理．

　2000 年にリオで開催された地球サミットにお

いて，環境の持続可能性という課題が広範な開発

課題のなかに取り込まれた（第 8 章）．地域的な

解決策や各国の解決策では不十分なことが多いた

め，砂漠化，森林伐採，生物多様性の損失を鈍化

させるためには，グローバルな集団行動が必要と

なる．2050 年に 90 億人に食料を供給し，バイ

オ燃料の生産に拍車をかけるとなれば，貴重な水

や土地の資源をめぐる競争はいっそう激化するだ

ろう．

グローバルな共有財産（気候変動）を管理．　世

界中で一番重要な大気圏という共有財産の管理は

失敗しているが，それを例証しているのが気候変

動である．地球温暖化の影響は赤道に近いほど厳

しく，農村部の貧困層に甚大な悪影響があるだろ

うということは一般に認められている（フォーカ

ス F 参照）．気候変動の枠組みに関する条約や京

都議定書は多くのことを達成したものの，一部の

汚染大国は（最近に至るまで）気候変動の軽減に

低い優先度しかおいていなかった．これは「ただ

乗り」の適例といえよう．グローバルな不作為に

よる経済的コストは甚大なものになるだろう．農

業は気候変動にもっとも弱い産業部門であり，不

作や家畜損失は貧困層にとって大きな経済的被害

をもたらし，食料の安定確保に脅威を与えてい

る．しかし農業は，炭素固定化，家畜管理の改

善，森林の伐採や劣化のテンポ鈍化を通じて，温

室効果ガスの排出を削減する大きなチャンスにな

ることも示している．

ルールと基準を通じて貿易の取引コストを削減．

　国際貿易にかかわる障壁や取引コストを削減す

るためには，各国レベルで設定されている多種多



��� 世界開発報告 2008

様な公的政策を規制する明確なゲームのルールが

必要である．これには衛生植物基準，等級，特定

商品にかかわる基準などが含まれる（第 5 章）．

調整を改善することの必要性
　このような問題の多くは相互に関係しており，

それが新しいグローバルな課題の特徴になってい

る．動物の病気は貿易の衛生基準，健康，環境と

関係がある．遺伝子資源は知的財産の管理や植物

疾病のコントロール能力に加えて，研究や技術の

国際的な波及効果にかかわる効率的な管理に関係

している．今やほとんどすべての問題に環境，貧

困，性差の側面があり，多くは人間の健康や貿易

にもかかわっている．これらすべてが部門や制度

をまたがる調整の必要性を強調している．

新しいプレーヤー，そして既存プレーヤー
に対する役割の激変
　国連食料農業機関（FAO）は第 2 次世界大戦後

に初めて創設された国際機関の 1 つであり，安

全と平和の大前提として，万人のために十分な

食料を確保することの必要性を認めている．国

際社会は 1971 年に国際農業研究協議グループ

（CGIAR）を設立することによって，農業に関す

る科学と技術をグローバルな公共財として規定し

た（第 7 章）．

　農産物貿易を含めルールを標準化する努力は，

WTO，国際獣疫事務局（OIE）やコーデックス委

員会など各種基準制定機関の創設につながってい

る（表 11.1）．

　環境に関するグローバルな機関や協定は農業，

開発，貿易にかかわるものと並行して，当初は互

いの存在をほとんど意識せずに創設された．FAO

など伝統的な農業関係機関が，技術スタッフの減

少にもかかわらず重要な分野ではリーダーシップ

をとる役割を維持していた．しかし，1992 年に

リオデジャネイロの地球サミットで調印された生

物多様性，気候変動，砂漠化に関する国際条約の

交渉では，むしろ限定的な役割を演じたにすぎな

い．

　初期における単純な課題のために設立された伝

統的な専門機関も，新しい横断的な課題には不向

きである．新しいプレーヤーの急速な台頭にも適

応できていない．

部門 /専門 政府間組織 その他組織

農業専門機関 国連食糧農業機関
国際農業開発基金
国際獣疫事務局
世界食糧計画
農村開発のためのグローバル援助国プラット
フォーム（二国間援助国を含む）

農民組織のグローバルネットワーク（国際農
業生産者連盟，ビア・カンペシアなど）a

農業関連多国籍企業（モサント，ダウケミカ
ルなど）b

スーパーマーケト・チェーン b

国際農業研究協議グループ c

農業を含む多部門機関やネットワーク コーデックス委員会 ハーベスト・プラス c

農業プログラムのある開発機関や資金供与機関 世界銀行グループ
国連開発プログラム

民間財団や資金供与機関（ロックフェラー財
団，ゲイツ財団など）a 
非政府開発組織（オックスファム，ケア，カ
トリック救援サービスなど）a

環境専門機関 国連環境プログラム
気候変動に関する政府間パネル
地球環境ファシリティ

環境 NGO（世界自然保護基金，グリーンピー
ス）a

国際自然保護連合 c

他部門専門機関 世界保健機関
世界貿易機関
国連女性開発基金

医薬品やバイオテクノロジーの多国籍企業 b

国際標準化機関 c

一般的なグローバル統治機関 G8 サミット，G8+5
国連事務局，総会および経済社会評議会

表11.1　農業関連のグローバルな機関とネットワーク

出所：WDR 2008 チーム．
a．非政府組織・ネットワーク
b．民間企業
c．混成メンバー（政府，市民社会，民間部門）の組織
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　1990 年代に入って，新しい関係者，特に国際

的に活発な NGO が国際的な場に登場し，各国政

府に対してグローバルな開発課題を推進するよう

に圧力をかけ，特に食料安定確保・環境・グロー

バルな正義と公平性の問題を中心に，公的イニシ

アティブを独自の介入策で補完している．このよ

うな団体のうち有力なもの（オックスファム，世

界自然保護基金＜ WWF ＞，ケア＜ CARE ＞な

ど）は，FAO と比肩するか凌駕するような予算

規模を誇っている注 37．新しい関係者は広報活動

に積極的で，グローバルな公共財向けには民間

ファイナンスや官民混合ファイナンスを活用して

おり，過去 10 年間で急増をみせている．

　ロックフェラー財団やフォード財団は初めて農

業開発を支援することになった博愛主義的な組織

である．1942 年のメキシコにおけるプロジェク

トを最初として，CGIAR の国際研究センター創

設をリードした．ゲイツ財団は近年急拡大してお

り，主としてサハラ以南アフリカの農業問題に関

しては最大の資金提供者となっている．グーグル

財団やクリントン財団も農業分野に参入しつつあ

る．

　農業関連企業の世界的な広がりは，特に統合的

サプライ・チェーン，一部産業におけるグローバ

ルな集中化，特定分野における民間 R&D の優勢

などを通じて，グローバルな課題の動きに激変を

もたらしている（フォーカス D 参照）．アフリカ

企業円卓会議など民間企業のネットワークも農業

に対する投資を促進し始めている．

　途上国からの新しい関係者も関与しつつある．

中国はアフリカの農業を支援する戦略をもってお

り注 38，インドはアフリカ数カ国に対して技術援

助を行っている．EMBRAPA というブラジルの農

業 R&D を行っている公社は，最近，アフリカに

事務所を開設して，ガーナ人科学者向けに技術援

助と訓練を提供している．

新しいグローバルな環境下における開発の
ための農業という課題
　表面化してきている問題の複雑さと数の多さ，

横断的な力の大きさ，新しいプレーヤーの登場を

考えると，開発のための農業という複雑な課題を

実現するのは膨大なチャレンジであり，現在の国

際的な制度的枠組みの能力をはるかに超えてい

る．しかし，現場における数多くの経験から，前

進するための有益な教訓が得られる（ボックス

11.7）．

　実現の可能性や制度的な要件は，提供すべきグ

ローバル公共財の種類によって大きなバラツキが

ある（ボックス 11.7，11.8）．R&D や基準制定

など一部のものは，資金調達に関してかなり専門

的な制度と長期的なコミットを必要とする．国境

を越えた病気との戦いなどその他のものには，即

時対応や部門間調整など柔軟なメカニズムが必要

である．例えば牛疫の撲滅などは，目的を達成す

ればそのような機関は解体すればいいだろう．気

候変動との戦いや世界的に重要な天然資源の管理

などといったその他のグルーバルな課題について

は，もっと広範囲にわたって部門を横断する長期

的な制度的環境の下で，農業団体が有効な参加を

果たすことが必要であろう．

グルーバルな統治を改革．　国際機関を改革する

必要性は広く認識されており，さまざまな選択肢

が提案されている．FAO を含め国連諸機関の効

率性を改善するために管理や運営を改革するとい

うものから，国連諸機関を 3 つ（開発，人道問

題，環境）に統合するという提案までいろいろな

ものが出ている．国際機関の改革は複雑な地政学

的なプロセスであり，多大な時間と努力を必要と

するだろう．

　グローバルな統治システムのうち単に一部の要

素を改革するだけでは不十分であろう．政治的支

持を集める，部門間の調整をはかる，適切なファ

イナンスを確保するという農業のグローバルな統

治が直面している 3 つの大きなチャレンジに立

ち向かうには，新しいメカニズムが必要であろ

う．このようなチャレンジがどの程度困難である

かは，課題の具体的な要素次第となろう．国際貿

易に関してルールを制定するには政治的な論争が

重大な制約となるが，通常の農業 R&D に関して

はそうではない．国際的な食品基準の制定は比較

的低コストですむが，天然資源管理を改善しよう

とするとファイナンス要件が重大な障害となる．
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3 つのチャレンジ（政治的論争，部門間調整の必

要性，高コスト）すべてに直面しているグローバ

ルな課題については，そのような要素の取り組み

が特に容易ではない．気候変動との戦いがまさに

適例だ．

調整に取り組む．　グローバルな公共財について

調整が失敗していると（規制基準にかかわる各国

農業研究
　CGIAR は 20 世紀中にもっとも成功した国際機関の 1 つで
ある．非公式な集団的な努力による統治体制をもった CGIAR
は，1971 年にメンバー（資金拠出国）18 カ国，予算 1 億ド
ル（2007 年米ドル価格），研究センター 4 カ所でスタートし
た．それ以降，メンバーは 64 カ国（うち途上国から 25 カ
国），予算 4 億 5,100 万ドル（うち途上国から 14％）に拡大
し，15 カ所の研究センターを抱えている．CGIAR への投資
には大きな見返りがあった

注 39
．各国が R&D について規模の

経済を確保するのに役立っているのである（第 7 章）．
　にもかかわらず，CGIAR の資金調達と焦点は存在意義を維
持するのに問題となっている．集団行動よりも個別援助国の
選好に牽引されて，開発活動について各国固有の短期的な成
果を求める方向にシフトしつつある．このような研究活動は
影響が長期にわたる国際公共財への戦略的投資を犠牲にする
ことになる．国際公共財には遺伝子資源の保全や改良，バイ
オテクノロジー，品種改良，天然資源管理などが含まれる．
　CGIAR としてはさまざまな利害関係者とも相互交流しな
ければならない．適例はハーベスト・プラスのプログラム
で，通常の品種改良によって微量栄養素の多い作物を生産し
ている．同プログラムは事業について新しいやり方を例示し
ている．同プログラムは CGIAR の研究センター 10 カ所に資
金提供を行うとともに，先進国と途上国両方の大学，政府機
関，NGO と連携している．このプログラムは途上国 20 カ国
で稼動しており，5,220 万ドル（うちゲイツ財団から 2,850
万ドル）の寄付金を受領している．

遺伝子資源
　遺伝子資源の共有財産を管理しようという動きが大きく
なって，「食料・農業のための植物遺伝子資源に関する国際
条約」の締結が早まった．同条約は植物遺伝子資源の保全と
持続可能な使用，およびその食料・農業向けの使用に伴う
利益の公正かつ公平な共有を促進するものである．これを支
援すべく，生物多様性インターナショナルと FAO によって
国際作物多様性受託財団が 2004 年に創設された．これは条
約でカバーされている重要な作物について，グローバルな遺
伝子保全システムを開発・促進するものである．同財団は 2
億 5,000 万ドルの基本財産を目標としており，現在までに 1
億 1,500 万ドルが誓約されている．
　植物遺伝子資源に関する条約は生物多様性条約と並行し
て，7 年間にわたって交渉が続いた．遺伝子資源の交換や保
全に影響する国際条約は他にもある．それには WTO の知的
財産権の貿易関連側面に関する協定（TRIPS），生物多様性条
約，遺伝子資源に関する政府間委員会，世界知的所有権機関
の下にある遺伝子資源・伝統的知識・民間伝承に関する政府
間委員会などが含まれる．さまざまな協定の調和は継続的な
チャレンジとなっている．多種多様な省庁（貿易，農業，環

境，文化など）から派遣された政府官吏によって，多種多様
な部門について制定されたものだからである．

食料の安全性と質
　FAO と WHO がリードしているコーデックス委員会は，官
民両部門が協力している国際的な仲介機関としては古くから
の適例であり，食料基準，表示慣行，衛生，添加物などを所
轄している．国際基準化機関（ISO）は比較可能な国際基準
に合意した国の 157 の基準制定機関が構成する非政府ネット
ワークであり，農業や食料技術に関する部門をもっている．
　WTO の衛生植物検疫措置に関する協定は，製品の国境を
超える移動に関して透明なルールと基準を規定しているが，
進展は遅々としている．各国は食料品に関する価値観やリス
クがさまざまで，ルールや基準を設定する際の関心が違って
いるからだ．民間部門も膨大な新しい基準を導入している．
にもかかわらず，基準調和の努力は非常に大きな利益をもた
らす潜在性が大きい．国際的な交渉に情報を提供するために
は，利益，コスト，リスクを理解するための優れた分析的業
務に対する支援が重要であろう．

動物疾病の越境拡散
　動物疾病コントロールに関する国際協調の素晴らしい例と
しては，牛の高感染性ウィルス性疾病である牛疫がほぼ撲
滅されたことが指摘できる．1980 年代初め，この疾病はア
フリカを席巻し，1979-83 年の損失はナイジェリアだけで推
定 20 億ドルに達し，アジアからヨーロッパにまで拡散した．
地域的組織に主導され，FAO やその他の援助国機関の支援
を受けて，世界牛疫撲滅プログラムが創設された．これは体
系的な監視とワクチン接種プログラムに基づき，コミュニ
ティの動物保健関係者，牧畜業者，NGO，政府の協力を通
して，2010 年までに世界的な牛疫の撲滅を調整するもので
ある．現在，牛疫はほぼ撲滅されつつある．ただし，ソマリ
アの生態系ではウィルスが循環している可能性があることが
まだ懸念材料である．同プログラムの便益費用比率は 1.4-2.6
のレンジと推定されている．
　人間の健康に対するリスクがある場合，先進国の反応は疾
病の発生と拡散のリスクを減らすべく確固たるものであっ
た．高病原性鳥インフルエンザ・コントロールのためのグ
ローバル基金に対する誓約は今や 25 億ドル近くに達してい
る．しかし，途上国の監視や早期警告のシステムに対して長
期的な支援を提供することになると，援助国の反応は総じて
て積極的ではなく，単に受動的なものにとどまっている．

ボックス    11.7 国際公共財の多様化

出所：http://www.csiro.au; Consultative Group on International Agricultural 
Research (CGIAR) 2006; Global Crop Diversity Trust 2006; Mariner, Roeder, 
and Admassu 2002; Pardey 他 2006; Perrings and Gadgil 2006; Pinstrup-
Andersen 2006; Raitzer 2003; Unnevehr 2004; World Bank 2004a．
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の利害や考え方が異なること，統治メカニズムが

無効であること，国際協定が一貫性ないし整合性

を欠いていることなどと関連している），グロー

バルな統治の取引コストが上昇する．新しいプ

レーヤーはグローバルな課題の推進に関して重要

な役割を果たすものの，調整のチャレンジを倍加

する．

　調整失敗の範囲も国際合意の拡散に伴って拡大

する．国際合意の多くが農業関係者の有効な参加

がないまま，個別の懸念によって牽引され発展し

ているからだ．植物の遺伝子資源の利用と交換を

規定する国際協定を調和させることは大きなチャ

レンジであった．このような資源は保全・使用，

貿易・知的財産権，環境，文化・伝統的知識など

多種多様な側面に関する協定でカバーされている

からだ（ボックス 11.7）注 40．協定が重複したり

整合性を欠いたりしていると，実施能力が低い途

上国にとっては重荷になる．関連する問題を扱っ

ている協定を一本化するのが，この非整合性を回

避する 1 つの方法であろう注 41．

　新旧両方の利害関係者で構成される問題固有の

グローバルなネットワークやパートナーシップ

は，出現しつつあるチャンスをつかんで，時間制

約のある切迫した問題に対応するに際して制度的

に重要な選択肢となる．そのようなパートナー

シップの事例としては，生物強化における新プロ

グラムや「高病原性鳥インフルエンザをコント

ロールするためのグローバル基金」などがある．

このような実際的で柔軟なネットワークは，新し

い資金調達のおかげで迅速な動員が可能なことも

ある．

　しかし，グローバルなパートナーシップの拡散

　適応のために大規模な投資をしない限り，気候変動は脆弱
国におけるミレニアム開発目標（MDG）の達成に向けた進
展にとって有害であろう．特にサハラ以南アフリカやそれ以
外の地域の小自作農業には大きな悪影響があるだろう．気候
変動に特に敏感な農業部門の適応策に必要な資金規模に関
しては，具体的な推計値は入手不可能であるが，現在の同部
門向け援助フローとの比較では相当大きくなる可能性が大き
い．適応に必要な現在の資金源としては，国連気候変動枠組
み条約（UNFCCC）に基づいて，2001 年にマラケシュ合意
によって設立された 3 つの基金がある．気候変動特別基金，
適応基金（クリーン開発メカニズム＜ CDM ＞プロジェクト
に対する 2％の課徴金でフィアンナンス），最貧国基金の 3
つである．これ以外にも，地球環境ファイシリティ（GEF）
による気候変動プログラムがある．しかし，先進国がこれま
で約束した財源は，脆弱な途上国の適応をファイナンスする
のに必要な額のほんのわずかな部分に相当するにとどまって
いる．排出権取引に対する課税など将来的には新たな合意に
よって，資金調達額はさらに増加するだろう．
　途上国の温室効果ガス削減プロジェクトは UNFCCC の
CDM を通じてファイナンスされているが，新たな調達源は
京都議定書に続く新しい気候変動条約を交渉する前でも合意
が可能であろう．CDM の資金供与のうち農業向けの割合は
きわめて小さく（2006 年についてみると，バイオマス 3％，
家畜排泄物 2％，併農林業 1％），しかもアフリカ向けのシェ
アはわずか 3％にとどまっている．森林伐採の回避や炭素地
中固定化（環境保全型耕作などによる）が CDM の対象にな
れば（現在は対象外），あるいはそれを炭素市場に含めて新
しい資金調達源にするという合意ができれば，特に小自作農

も対象になるという場合には，サハラ以南アフリカを初めと
する他の地域の農業ベース諸国が参加する新しい機会が開か
れることになるだろう．最近発表された世界銀行の実験的な
森林炭素パートナーシップ基金は，森林伐採回避（CDM の
対象いかんは問わない）の炭素支払いにかかわる実施問題を
克服し，農業が森林伐採や森林劣化に伴う温室効果ガス排出
を削減するのに積極的な役割を果たすよう設計されている．
　小自作農が適応・緩和プログラムから確実に恩恵を享受で
きるようにすることが，気候変動への取り組みで公平性と正
義を達成するための鍵となる．小自作農をグローバルな炭素
市場に結びつけるというチャレンジは，いろいろな面で，小
自作農をその他の新たに出現した市場に結びつけるチャレン
ジと似通っており，第 5 章で示したその目標を達成するた
めのアプローチも同じく当てはまる．メキシコのチアパス地
域の小自作農を含む炭素ファイナンスの実験的なプロジェク
トが示すように（第 8 章），生産者組織の結成，能力強化の
重視，NGO の参加などは，取引コストの削減に重要な役割
を果たすことができる．炭素排出監視用の GIS ベース手法な
ど革新的な技術も助けになる．重要なのは，適応プログラム
が気候変動リスクにもっとも脆弱な最貧家計を迂回しないこ
とを確保するためにコミュニティの有効な参加，もっとも脆
弱なグループの協議プロセスへの包摂，適応戦略の開発が必
要になるということだ．

ボックス    11.8 気候変動適応・緩和策に関するグローバルなファイナンス――脆弱国や小規模農家のニー
ズへの取り組みの緊急性

出 所：Schneider and Lane 2006; Mace 2006; Stern 2006; Capoor and 
Ambrosi 2007; World Bank 2006g; Oxfam International 2007a．
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はそれ自体が新たなチャレンジを生み出してい

る．主な問題として，多数の関係者を調整する取

引コストを抑制したり，統治構造が弱いのに資金

調達を維持したりしなければならないということ

が指摘できる注 42．各ネットワークが同じ資金を

めぐって相互間だけでなく，伝統的な組織とも

競合する注 43．したがって，グローバルなパート

ナーシップはそれが比較優位をもっている分野に

限定して活用することが重要である．

財政的な公約を増やす：グローバルな（不）作為

の政治経済学．　国内の政治的な利益やインセン

ティブと結びついたグローバルな措置の政治経済

学が，グローバルな制度の改革やグローバルな課

題のファイナンスにかかわる展望を決定する．開

発のための農業というグローバルな課題を支持す

る連合は，グローバルな課題の一部に本来的な政

治的チャレンジを克服し，適切な資金調達を確保

する必要がある．高病原性鳥インフルエンザの時

のように，先進国に強い自己利益がある場合には

明らかに進展は容易である注 44．自己利益のなか

で重要な要素が示唆しているのは，農業省予算か

ら直接支出されることによって，追加的なファイ

ナンスが通常の開発援助のルートを超越して供与

されたということだ．

　先進国にあまり自己利益がない場合，十分な財

政的支持を得ることは困難であるという点が明ら

かになっている．国際社会は食料と農業のために

グローバルな公共財に対して，またグローバルな

外部性の局所的な影響に対して，大幅な過小投資

になっているという強固な証拠がある注 45．ファ

イナンスがもっとも困難なのは，対象が科学技

術，遺伝子資源，気候変動など，成果が長期にわ

たる問題の場合のようである．

　グローバルな課題のなかでもっとも要求が厳

しい要素への取り組みは，持続可能な開発は究

極のところグローバルな公平性と正義の問題で

あるという認識なしには不可能である．これは

特に気候変動の場合には自明である．現在まで

の地球温暖化の主要な責任は先進国にある．大

気圏というグローバルな共有財産をたいていは

不注意で過剰使用したのは先進国である．にも

かかわらず，気候変動にもっとも脆弱なのは最

貧の農民なのである注 46．汚染者負担の原則に基

づけば，先進国は脆弱な途上国の適応努力を支援

する責任を負っている．これまでに確約されてい

る財源はニーズを大きく下回っている（ボックス

11.8）．

　しかし，希望がもてる理由がある．ハイリゲン

ダムで開催された 2007 年のサミットにおいて，

G8 諸国は「世界の二酸化炭素排出を 2050 年ま

でに少なくとも半減することをめざす」ことを宣

言した注 47．市場ベースの手段，特に炭素取引は

気候変動を緩和するのにすでに重要な役割を演じ

始めている．もし小自作農をグローバルな炭素市

場にむすびつける制度的なチャレンジが実現すれ

ば，気候変動の緩和は小自作農にとって重要な所

得機会にさえなり得るだろう（ボックス 11.8）．

途上国のリーダーシップや能力を高める．　知的

所有権にかかわる貿易関連の側面に関する協定

（TRIPS）など一部の技術的に複雑な協定は，途

上国にも広範な影響があるにもかかわらず，その

参加がほとんどないまま策定されている．途上

国の交渉や技術に関する能力は自分たちのニー

ズに取り組むために強化されなければならない．

WTO は 2001-04 年の間に，貿易の政策や規制向

けに途上国に対する支援を 250 万ドルから 1,890

万ドルに増額して，各国が多角的貿易体制のなか

に組み込まれていくために交渉し，改革し，準

備するのを手助けした．グローバルな公共財の

ファイナンスに途上国の参加が増大することも，

CGIAR の場合のように，統治への参加や自主性

の増大につながるだろう（ボックス 11.7）．

支持してくれる分析的な業績と唱導．　特定のグ

ローバル公共財供給が失敗した場合のコストに関

するデータや科学的確実性が改善できれば（精力

的な唱導と組み合わせて），グローバルな課題に

対する支持を形成することができる．情報の非対

称性を考えると，分析的な実績は関係者にグロー

バルな作為（あるいは不作為）の費用と便益を知

らせるのに重要である注 48．今や非国家関係者と

メディアは途上国にとって有害な先進国の政策に
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光を当てつつある．その一例としては，国際的な

NGO であるオックスファムが中心となって農業

貿易の改革に圧力を加えつつあり，EU の砂糖協

定に影響があったことが指摘できる（第 4 章）．

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の評価

と最近のスターン・レビューは注 49，不作為のコ

ストについて意識を高める助けになっている．こ

のような分析はたとえグローバル公共財の受益者

が途上国であるとしても，それに対する先進国の

利他主義と支持をつかむことができるだろう．

農業のために統治の改善について前進する

　3 種類の統治問題は開発のための農業という課

題を阻害することがある．マクロ経済や政治の安

定が欠如していれば，農業部門の発展潜在力を制

約するだろう．政治経済学上の問題は，農業に関

して政策バイアスと過小投資や誤った投資につな

がるだろう．国家の財源や能力の問題は，特に農

業ベース諸国では，政策課題の実施について失敗

をもたらすだろう．

　マクロ経済と政治の安定性が改善した諸国が増

えている．マクロ経済政策における農業に対する

偏見は，経済改革の結果として減少している．加

えて，農業は今や議題として上位にきている全般

的な統治改革の恩恵をこうむる可能性が大きい．

それには分権化，結果指向型の公共部門管理，e

政府，情報に対する権利の強化，新しい説明責任

のメカニズムなどが含まれる．

　政治経済学は農業や農村開発を支持する方向に

変化しつつある．市民社会と民間部門はともに強

くなっている．民主化と参加型政策立案の台頭を

受けて，小自作農や農村部貧困層の政治的発言権

が増大している．各国はメキシコやセネガルでみ

られるように，農村部で公平性を促進する法律を

制定しつつある．新しい強力な民間関係者が農業

のバリュー・チェーンに参入しているが，ダイナ

ミックで繁栄する農業部門に経済的な利害をもっ

ていることが多い．

　しかし，開発のための農業という課題は，今の

ところ状況が改善しているからといって成功する

だろうと決めてかかるべきではない．地方から世

界全体に至るまでのあらゆるレベルの政策立案者

や利害関係者は，課題を実現するために，この

チャンスを物にできるよう特別な努力を払わなけ

ればならない．民主化と分権化によって生み出さ

れた新しい政治的なスペースを活用し，政治的な

発言権を行使するためには，小自作農や農村部貧

困層としてはもっと有効な組織を結成する必要が

ある．政策実施の能力を強化するためには，各国

としては自国固有の条件に最適な需要サイドや供

給サイドの統治改革について，最適な組み合わせ

を発見しなければならない．さまざまな部門をま

たいで農業の課題をうまく調整するためには，制

度の革新が必要である．

　健全な農業開発戦略を遂行するためには，政策

の分析や評価に関する能力と証拠ベースの政策立

案に対するコミットを強化することが必要であ

る．さらに，過去の成功事例が示しているよう

に，開発のために農業を活用するためにはビジョ

ンとリーダーシップが必要である．

　開発のための農業というグローバルな課題を実

現するためには，CGIAR や基準制定機関のよう

な，長期的な支持とコミットメントを擁している

専門機関が必要となる．出現したチャンスをとら

え，緊急事態にも迅速に反応できるような，横断

的な問題固有のネットワークも必要である．課題

をうまく調整し，21 世紀にもっとも重要なテー

マに確実に統合化しているような新しいメカニズ

ムが必要である．そのようなテーマには飢餓と貧

困の終焉，伝染性疾病との戦い，環境の保全，気

候変動の緩和やそれへの適応，安全の提供などが

含まれる．国際的な課題を実現するのは大きな

チャレンジである．しかし，小さな地球のグロー

バル世界のなかでは，開発のための農業という各

国の課題を支援することは相互利益に適ってい

る．このようなチャレンジに立ち向かうことは，

結局のところ，南と北の間，現世代と次世代の間

の公平性と正義の問題となるだろう．
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各 氏 で あ る．Asya Akhlaque，Kym Anderson，

Richard Anson，Asian Farmers Association，

Doyle Baker，Shawki Barghouti，Brad Barham，

Chris Barrett，Priya Basu，Peter Bazeley，Pierre 

Bélanger，Deepak Bhattasali，Hans Binswanger，

Pierre-Marie Bosc，Daniel Bradley，Karen 

McConnell Brooks，Michael Bruentrup，Mark E. 

Cackler，Michael Carter，Rocio Castro，Hernan 
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概観
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3. 途上国世界のほとんどに関して，小自作農とは 2 へ
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4. Hayami 2005．

5. Pardey 他 2006．

6. 土地使用の変化（森林伐採が主因）に伴う排出の寄与

率は 10-30％のレンジに収まるものとみられるが，最

良の推測値は 20％であろう（Watson 他 2000）．

7. Staatz and Dembele 2007．

8. Vyas 2007．

9. Reardon and Berdegué 2006．

第1章
1. 1993 年のドルの購買力平価で 1 日 1.08 ドル未満

の 生 活 と し て 定 義（Ravallion, Chen, and Sangraula 

2007）．グローバルな農村部貧困データが入手可能な

最新年は 2002 年．

2. Bairoch 1973．

3. Ravallion and Chen 2007; World Bank 2007c．

4. 南アフリカを除く．

5. De Ferranti 他 2005．

6. Ravallion, Chen, and Sangraula 2007．

7. この分解は都市化が郷里送金を通したり，農村部労働

市場の逼迫化を介した農村部の賃金変化を通したりす

る農村部貧困に対して及ぼす間接的な効果は除外して

いる．（フォーカス A 参照）．また，農村部から都市

部への移住者が控えめながら全員貧困層であることを

前提としている．しかし，移住者は教育程度が高く，

企業家精神にあふれているのが普通であるため，この

可能性は小さい．したがって推測値は控えめである．

8. Schultz 1978; Hayami 2005; de Gorter and Swinnen 

2002 などは特に，農業政策立案の理解に関して相対

的所得仮説（絶対的貧困ではなく）の重要性を強調し

ている．

9. Delgado, Minot, and Tiongco 2005．

10. 国際食糧政策研究所（IFPRI）が 2000 年代前半に関

して，これら諸国のために作成した社会会計マトリッ

クスに掲載されているデータに基づく．

11. これは「実質賃金財」効果と呼ばれている (Hsieh and 

Sadoulet 2007)．

12. Christiaensen and Demery 2007; Ravallion 1990．

13. Minten and Barrett 近刊．

14. コンセンサスの主張では，生産の増加はガーナのココ

ア生産が本当に増加したことが主因であり，価格差に

乗じてコートジボワールからの密輸入が増加しただけ

ではない．

15. 今や魚がウガンダで第 2 位の輸出品である（Kiggundu 

2006）．ケニアは花の輸出で世界第 2 位である．

16. Humphrey, McCulloch, and Ota 2004; Maertens and 

Swinnen 2006．

17. Dorosh and Haggblade 2003; Haggblade, Hazell, and 

Reardon 近刊．しかし，同時性の問題があるため，そ

の定量化はむずかしいままである．農業が急成長して

いる諸国の時系列データは多くの変化のインパクトを

同時にとらえている．パネル・データはわずかしかな

く，しかも結果があいまいである．したがって，農業

成長の連関性を定量化する試みのほんどは，やむなく

行動について厳格な前提をおいたモデルによるシミュ

レーションに頼っている．

18. Diao 他 2003．

19. 数名の著名な学者の主張によれば，韓国は急速な工業

化が始まる以前に，農業生産性の引き上げに投資し

なかった国の明らかな例である（Amsden 1989; Ban, 

Moon, and Perkins 1980）．このような解釈は朝鮮戦

争後に始まった韓国の驚異的な成長に基づいている

が，それは主として急速な工業化の結果であった．し

かし，注意深く分析すると，それ以前の 20 世紀前半

に，農村部のインフラ（主に道路），灌漑，肥料，高

収量穫品種に大規模投資がなされており，その後にお

ける工業の離陸に貢献することになる重要な初期条件

を生み出していた（Kang and Ramachandran 1999）．

20. Datt and Ravallion 1998b; Fan 1991; Rosegrant and 

Hazell 2001; Timmer 2002．

21. Diao 他 2003．

22. http://iresearch.worldbank.org/PovalNet/jsp/index.

jsp．

23. 各国の定義による貧困線に基づく（Warr 2001）．

24. 「戸口」という戸籍制度は最近徐々に緩和されてきて

いる．

25. Fields 2005; Karp 2007b．

26. McCulloch, Weisbrod, and Timmer 2007; Ravallion 
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and Chen 2007．

27. Dong 2006; Mellor 1999．

28. Wang 他 2006．

29. Ravallion and Chen 2007．

30. Bonschab and Klump 2006; van de Walle and Cratty 

2004．

31. Ravallion and Datt 1996; Suryahadi, Suryadarma, and 

Sumarto 2006; Warr 2001．

32. Ravallion and Datt 2002．

33. Haggblade, Hazell, and Reardon 近刊．

34. Ravallion 2005．

35. Foster and Rosenzweig 2004．

36. Hayami 1998．

37. de Janvry, Sadoulet, and Nong 2007． 台 湾， 中 国，

フィリピンの事例研究に関しては，Amsden 1991; 

Hayami, Kikuchi, and Marciano 1996; Kikuchi 1998

を参照．

38. Hossain 2004; Kijima and Lanjouw 2005．

39. Anríquez and López 2007．

40. De Ferranti 他 2005; Ferreira, Leite, and Litchfield 

2006; Figueiredo, Helfand, and Levine 2007; Paes de 

Barros 2003．

41. Ellis 2005; Maxwell 2005．

42. Martin and Mitra 2001．

43. Krueger, Schiff, and Valdés 1991．

44. Deininger and Okidi 2003．

45. Fan, Zhang, and Zhang 2004．

46. Thorbecke and Wan Jr. 2004; Teranishi 1997．農業

（普通は農業輸出）が課税や外貨収入のベースになっ

ている場合における課税の最適水準は，World Bank 

2000a で検討されている．

47. Alston 他 2000．

48. Inocencio 他 2005．

49. Fan and Chan-Kang 2004．

50. 中国では，農業向け公共支出は 1995-2005 年に年

15%増加したのに対して，1990 年代前半には実質的

に横ばいにとどまっていた（China’s 11th Five Year 

Plan; Government of India: Planning Commission 

2006; World Bank 2004d）．

51. López and Galinato 2006．

52. OECD/DAC の「農業」の統計コードには「農村開発」

や「食料援助」が含まれていない（前者は多部門援助

に分類され，後者は一般的なプログラム援助の下位分

類になっている）．プログラム・ベースのアプローチ

や多部門プロジェクトへという最近のトレンドはここ

には反映されていない．

53. OECD の債権者報告制度（CRS）では実際に支出され

た資金ではなく，コミットメント額が計上されてい

る．

54. これにはサハラ以南アフリカと北アフリカの両方が含

まれている．

55. Anderson, Feder, and Ganguly 2006．

56. de Gorter and Swinnen 2002．

57. しかし，食料の安定確保そのものに関する政治的コ

ンセンサスは，緑の革命を引き起こすのに十分では

なかった．当時の農業大臣 C. Subramaniam の自叙

伝が暴露しているとこによると，科学技術をベース

にインドの農業を近代化することが可能であるとい

うことを，国会議員を含め懐疑論者を説得するのに，

多大なリーダーシップが必要であった（Visvanathan 

2003）．

58. Bates 1981．

59. Djurfeldt, Jirstroml, and Larsson 2005 は，この政策

選択には支配的な都市部エリート層が抱いている次の

2 つの政策信念が重要であると指摘している．①小自

作農は変化に抵抗する．②大規模生産のほうが優れて

いる．インドでは，このような信念が緑の革命以前に

はやはり一般的であったが，食料生産を改善するため

に継続中の努力に小自作農を含めるという政治的なイ

ンセンティブには強いものがあった（Swaminathan 

1993）．

60. Suri 2006．

61. Anderson 2004．

62. Mercoiret 2005．

63. Bates 1981．

フォーカスA
1. Byerlee, Diao, and Jackson 2005．

2. United Nations 2006．

3. Ravallion, Chen, and Sangraula 2007．

4. Ravallion, Chen, and Sangraula 2007．

5. Yang 1999; Ravallion and Chen 2007．

6. 農村部の貧困削減に対する移住の貢献度は，ここでは

1.08 ドルの極端な貧困線ではなく，2.15 ドルの貧困

線を用いて算出．移住者全員が極端に貧困だと考える

のは非現実的だからである．

7. このような分解を数式で表現すれば以下の通りである．

　　貧困に中立的な移住

　　移住者全員が貧困者
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　　ここで，　，　，　 はそれぞれ総貧困率，都市部貧困率，

農村部貧困率，　と　はそれぞれ都市部と農村部の人

口シェア，t は時間を表す．

8. Renkow 2005．

9. エクアドルだけは，農業の潜在力が高い地域のほう

が貧困率が低い．カンボジアとケニアでは，貧困率

がどこでも非常に高く，恵まれた地域でも低くな

いようである．ベトナムに関しては Minot, Baulch, 

and Epprecht 2003; マ ラ ウ ィ に 関 し て は Benson, 

Chamberlin, and Rhinehart 2005; その他諸国に関し

ては Buys 他 2007 を参照．

10. タイでは，全貧困層のほぼ 50％が農業の潜在力が高

く，大都市，したがって市場へのアクセスが良好な地
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農村人口 農業の雇用・労働力 農業付加価値

合計
（100万人）
2003-05年a 

年平均増
加率（%） 

1990-2005年

対総人口
比（%） 

2003-05年a 

農業雇用
合計

（1,000人） 
2002-04年a 

対総雇用比
（%）

2002-04a 

農業労働
力に占め
る女性の
割合（%） 
2003-05a

合計
（100万ドル）
2003-05年a 

年平均増
加率（%） 

1990-2005年

農業労働
者1人当た
り（ドル） 

2003-05年a

対GDP比
（%）

2003-05a

アルバニア 1.7 –1.3 55.3 668 58.1 44.9 1,452 3.0 1,022 23.4
アルジェリア 12.1 0.0 37.4 2,069 20.9 52.2 7,572 4.3 1,021 9.7
アンゴラ 7.3 0.8 47.4 .. 	 .. 53.8 1,747 4.6 159 8.1
アルゼンチン 3.9 –0.7 10.1 .. 1.2 8.6 14,700 2.7 4,159 10.3
アルメニア 1.1 –0.4 35.7 .. 45.7 21.4 778 2.9 2,340 23.0
オーストラリア 2.4 –0.3 12.0 383 4.1 40.5 18,704 2.9 21,919 3.4
オーストリア 2.8 0.4 34.0 204 5.4 43.3 4,554 1.1 12,865 1.8
アゼルバイジャン 4.0 1.4 48.6 .. 39.9 52.4 1,013 2.8 484 11.9
バングラデシュ 104.8 1.6 75.3 30,451 51.7 51.5 11,303 3.2 157 21.0
ベラルーシ 2.8 –1.5 28.2 .. 	 .. 22.6 1,989 –0.9 1,797 10.0
ベルギー 0.3 –1.3 2.8 75 1.8 28.2 3,253 1.5 19,753 1.1
ベニン 4.9 2.7 60.2 .. 	 .. 46.2 1,274 5.5 311 32.1
ボリビア 3.3 0.7 36.3 .. 	 .. 35.4 1,132 2.9 300 15.2
ボスニア・ヘルツェゴビナ 2.1 –1.4 54.8 .. 	 .. 52.3 748 0.1 5,098 10.3
ブラジル 30.2 –1.6 16.4 16,627 20.8 19.1 39,213 4.1 1,489 6.6
ブルガリア 2.4 –1.5 30.2 284 9.9 35.7 2,140 2.6 4,693 10.7
ブルキナファソ 10.5 2.6 82.1 .. 	 .. 46.9 1,296 3.6 110 31.0
ブルンジ 6.6 1.6 90.3 .. 	 .. 53.3 235 –1.7 36 38.3
カンボジア 11.2 1.9 80.9 .. 60.3 55.4 1,710 3.8 181 33.7
カメルーン 7.4 0.5 46.3 .. 	 .. 45.1 2,966 5.1 386 20.9
カナダ 6.4 –0.1 20.0 436 2.7 45.9 14,687 0.6 20,082 2.2
中央アフリカ共和国 2.5 1.9 62.1 .. 	 .. 51.1 723 3.9 262 55.2
チャド 7.1 2.8 75.1 .. 	 .. 51.8 1,042 3.9 155 26.1
チリ 2.1 –0.6 12.7 801 13.5 12.9 4,934 3.7 2,076 5.7
中国 784.5 –0.4 60.5 .. 44.1 47.7 246,982 3.7 292 12.7
香港（中国） 0.0 .. 0.0 9 0.3 	 .. 109 	 .. .. 0.1
コロンビア 12.2 0.8 27.6 .. 20.6 19.9 11,285 –0.7 1,346 12.5
コンゴ民主共和国 38.2 2.4 68.4 .. 	 .. 53.1 3,018 –0.1 88 47.9
コンゴ共和国 1.6 2.3 40.2 .. 	 .. 59.8 255 	 .. 176 5.7
コスタリカ 1.7 0.6 38.8 262 15.3 10.1 1,473 3.2 1,833 8.7
コートジボワール 9.9 1.8 55.4 .. 	 .. 39.9 3,415 2.5 426 22.7
クロアチア 1.9 –0.9 43.7 270 16.1 33.4 2,024 –0.8 6,855 7.1
チェコ共和国 2.7 0.4 26.4 215 4.5 28.8 3,004 0.8 4,045 3.1
デンマーク 0.8 0.0 14.5 85 3.1 24.5 3,895 3.0 22,260 1.9
ドミニカ共和国 3.2 –0.3 34.1 .. 15.9 18.5 2,544 4.1 1,934 11.8
エクアドル 4.9 0.4 37.7 .. 9.0 15.9 2,260 1.1 699 7.0
エジプト・アラブ共和国 41.6 2.0 57.3 .. 28.7 48.2 12,244 3.3 497 15.6
エルサルバドル 2.7 0.4 40.5 480 19.0 8.1 1,421 0.9 695 9.6
エリトリア 3.4 2.2 80.9 .. 	 .. 51.4 119 –1.7 37 17.1
エチオピア 58.9 1.9 84.2 .. 	 .. 40.4 3,893 2.4 64 43.9
フィンランド 2.0 0.4 38.9 121 5.1 35.4 4,863 1.5 18,515 3.1
フランス 14.2 –0.2 23.5 1,006 4.2 33.9 42,432 1.1 25,639 2.4
グルジア 2.2 –0.9 47.7 1,124 54.2 39.8 853 –6.1 1,061 18.4
ドイツ 20.5 –0.2 24.8 892 2.4 37.4 24,594 0.8 14,241 1.0
ガーナ 11.5 1.1 53.0 .. 	 .. 44.8 3,389 3.8 283 37.3
ギリシア 4.5 0.6 41.0 649 14.5 49.2 10,482 –0.5 8,065 5.9
グアテマラ 6.5 1.6 53.2 .. 38.7 9.0 6,381 2.7 1,117 22.8
ギニア 6.0 2.2 67.4 .. 	 .. 48.6 666 4.4 88 19.5
ハイチ 5.2 0.5 61.8 .. 	 .. 34.3 720 	 .. 143 27.9
ホンジュラス 3.8 1.9 53.9 .. 36.2 21.4 898 2.3 410 13.4
ハンガリー 3.4 –0.3 34.0 226 5.7 24.5 3,802 0.3 3,588 4.5
インド 771.9 1.4 71.5 .. 	 .. 37.5 123,324 2.5 219 19.3
インドネシア 115.6 –0.5 53.1 41,652 44.6 43.5 38,429 2.3 421 14.9
イラン・イスラム共和国 22.6 –0.3 33.6 .. 	 .. 43.2 17,892 3.2 1,058 11.2
アイルランド 1.6 0.6 39.8 120 6.6 6.3 3,820 	 .. 10,582 2.5
イスラエル 0.6 1.7 8.4 46 2.0 20.3 .. 	 .. .. 	 ..
イタリア 18.9 0.0 32.5 1,087 5.0 41.8 36,477 1.2 14,380 2.4
ジャマイカ 1.2 0.2 47.2 .. 19.7 29.5 461 –1.5 912 5.6
日本 43.8 –0.3 34.3 2,927 4.6 42.7 74,849 –0.7 19,177 1.7
ヨルダン 1.0 0.6 18.1 59 3.8 69.1 284 0.1 505 2.8
カザフスタン 6.4 –0.7 42.9 2,465 34.8 26.2 3,036 –3.0 1,137 7.6
ケニア 26.6 2.3 79.5 .. 	 .. 49.0 4,166 2.6 169 28.2
大韓民国 9.3 –1.3 19.4 1,982 8.7 45.6 22,416 1.0 6,922 3.7
クウェート 0.0 0.1 1.7 .. 	 .. 0.0 221 6.1 8,078 0.5
キルギスタン共和国 3.3 1.2 64.3 982 52.7 36.1 669 3.0 549 34.1
ラオス人民民主主義
共和国

4.4 1.8 79.7 .. 	 .. 48.6 1,157 4.5 264 46.8

ラトビア 0.7 –0.7 32.1 .. 14.1 30.0 507 –1.2 2,046 4.2
レバノン 0.5 0.4 13.5 .. 	 .. 38.7 1,149 1.9 11,485 6.5
リトアニア 1.1 –0.3 33.3 245 17.2 25.7 1,191 0.7 2,743 6.0
マケドニア（旧ユーゴス
ラビア共和国）

0.6 –1.6 31.9 117 20.9 38.4 589 –0.1 2,811 13.2

表A.1　農業・農村部門指標
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農村人口 農業の雇用・労働力 農業付加価値

合計
（100万人）
2003–05年a 

年平均増
加率（%） 

1990-2005年

対総人口
比（%） 

2003-05年a 

農業雇用
合計

（1,000人） 
2002-04年a 

対総雇用比
（%）

2002-04a 

農業労働
力に占め
る女性の
割合（%） 
2003-05a

合計
（100万ドル）
2003-05年a 

年平均増
加率（%） 

1990-2005年

農業労働
者1人当た
り（ドル） 

2003-05年a

対GDP比
（%）

2003-05a

マダガスカル 13.3 2.6 73.4 5,859 78.0 49.6 1,303 1.9 99 28.7
マラウイ 10.5 1.6 83.2 .. 	 .. 56.3 627 6.2 66 37.8
マレーシア 8.4 –0.5 33.8 .. 14.7 26.7 10,843 1.2 2,898 9.2
マリ 9.2 2.1 70.0 .. 	 .. 46.3 1,658 2.9 161 37.2
モーリタニア 1.8 2.7 59.7 .. 	 .. 52.8 357 –1.9 231 25.6
メキシコ 24.8 0.5 24.3 6,670 16.7 12.6 24,339 1.7 1,091 3.9
モルドバ 2.1 –0.8 53.4 869 44.4 30.4 417 –5.3 505 20.0
モンゴル 1.1 1.3 43.3 414 42.3 45.0 353 –3.4 626 24.3
モロッコ 12.5 0.0 42.0 4,048 44.8 57.4 7,515 1.3 719 15.6
モザンビーク 12.9 1.3 66.3 .. 	 .. 59.5 1,220 5.2 83 23.1
ナミビア 1.3 1.8 65.4 .. 	 .. 41.3 548 3.0 595 11.0
ネパール 22.5 1.8 84.7 .. 	 .. 44.1 2,458 2.9 99 38.6
オランダ 3.3 –2.5 20.5 232 2.9 31.9 11,339 1.6 23,396 2.2
ニュージーランド 0.6 0.5 13.9 160 8.2 34.3 .. 2.2 .. 	 ..
ニカラグア 2.1 0.9 41.4 .. 18.6 10.1 751 4.0 777 17.9
ニジェール 11.2 3.2 83.3 .. 	 .. 47.7 1,089 3.2 93 39.9
ナイジェリア 72.7 1.2 52.7 .. 	 .. 38.1 16,463 4.0 430 22.1
ノルウェー 1.0 –0.9 22.9 86 3.7 36.0 3,614 1.7 17,486 1.6
オマーン 0.7 0.9 28.5 .. 	 .. 6.3 444 3.7 525 1.9
パキスタン 99.5 2.0 65.5 19,593 42.1 42.0 20,537 3.5 272 22.7
パナマ 1.0 –1.1 30.2 202 17.0 3.6 1,031 4.1 1,551 7.8
パプアニューギニア 5.0 2.4 86.6 .. 	 .. 49.3 1,539 3.2 355 41.9
パラグアイ 2.4 0.8 42.1 .. 32.3 4.8 1,352 3.4 584 21.3
ペルー 7.6 0.8 27.6 .. 0.8 20.5 4,738 4.9 610 7.4
フィリピン 31.1 –0.1 38.1 11,544 37.2 24.5 12,949 2.4 429 14.7
ポーランド 14.5 –0.1 38.0 2,597 18.6 40.0 10,760 1.3 1,627 4.7
ポルトガル 4.5 –0.9 43.0 635 12.5 58.7 4,714 –1.0 3,607 3.2
ルーマニア 10.0 –0.4 46.1 3,287 34.6 45.6 8,445 0.2 3,404 12.5
ロシア連邦 38.7 –0.1 26.9 .. 10.8 27.7 27,578 –0.4 2,037 5.3
ルワンダ 7.3 0.6 81.8 .. 	 .. 53.9 785 4.8 98 41.6
サウジアラビア 4.3 0.9 19.2 304 4.7 8.9 9,819 1.6 5,523 4.2
セネガル 6.7 2.2 58.6 .. 	 .. 48.9 1,299 2.7 157 17.5
セルビア 3.9b –2.0b 47.9b .. 	 .. 40.1 	 3,270b 	 .. 	 1,851b 17.1b

シエラレオネ 3.2 0.9 60.0 .. 	 .. 46.4 478 	 .. 150 46.2
シンガポール 0.0 	 .. 0.0 5 0.3 0.0 93 –2.4 19,959 0.1
スロバキア共和国 2.4 0.2 43.8 125 5.7 27.5 1,620 4.1 3,700 4.0
スロベニア 1.0 –0.1 49.0 84 9.2 46.2 711 0.0 29,206 2.6
南アフリカ 19.1 0.8 41.2 .. 11.3 25.5 5,565 1.3 947 3.1
スペイン 10.0 0.4 23.4 1,005 5.7 33.2 31,709 2.4 12,372 3.5
スリランカ 16.5 1.1 84.8 2,540 34.7 35.1 3,276 1.4 353 17.9
スーダン 21.4 0.8 60.1 .. 	 .. 38.1 7,572 9.1 371 36.1
スウェーデン 1.4 –0.1 15.8 92 2.1 34.3 4,620 –0.1 16,600 1.6
スイス 1.9 –0.9 25.2 162 4.1 38.1 4,029 –2.1 9,481 1.3
シリア・アラブ共和国 9.2 2.4 49.5 1,813 30.3 65.2 5,827 5.6 1,196 25.8
タジキスタン 4.9 2.0 75.1 .. 	 .. 52.2 422 –0.1 210 24.2
タンザニア 28.6 2.3 76.2 .. 	 .. 53.6 4,797 3.7 167 45.8
タイ 43.3 0.8 67.9 15,178 44.4 46.3 16,164 1.8 554 10.1
トーゴ 3.6 1.9 60.6 .. 	 .. 42.1 829 3.1 242 41.9
チュニジア 3.5 0.4 35.1 .. 	 .. 41.7 3,310 2.4 1,432 12.1
トルコ 23.7 0.2 33.2 7,509 34.3 64.2 31,585 1.1 1,545 12.7
トルクメニスタン 2.6 1.7 54.0 .. 	 .. 51.9 1,204 –5.7 793 19.9
ウガンダ 24.4 3.1 87.5 .. 69.1 49.2 2,167 3.9 101 32.4
ウクライナ 15.3 –0.9 32.3 .. 19.5 31.0 6,786 –2.1 1,035 11.7
イギリス 6.2 –0.3 10.4 384 1.3 23.4 18,633 0.1 18,879 1.0
アメリカ 57.4 –0.5 19.5 2,753 1.9 25.3 133,850 3.5 23,066 1.3
ウルグアイ 0.3 –1.7 8.1 .. 4.4 12.9 1,528 1.9 4,156 11.0
ウズベキスタン 16.3 2.0 63.2 .. 	 .. 45.4 3,188 2.6 486 30.7
ベネズエラ・ボリバル共和国 1.8 –3.9 7.1 990 10.3 5.5 3,583 2.1 1,678 4.5
ベトナム 60.7 1.0 74.0 24,721 59.9 49.0 9,936 4.2 182 21.7
ヨルダン川西岸・ガザ 1.0 3.3 28.4 77 15.5 70.5 .. 	 .. .. 	 ..
イエメン共和国 14.9 3.1 73.1 .. 	 .. 44.0 1,578 5.0 168 14.3
ザンビア 7.5 2.7 65.0 .. 	 .. 47.1 1,047 3.0 136 20.7
ジンバブエ 8.3 0.7 64.5 .. 	 .. 53.7 744 0.6 95 17.6

a. データは表に示した期間，あるいはデータの入手可能性によってはそれより前の期間の平均．b. データはセルビア・モンテネグロのもの．

表A.1　農業・農村部門指標（続き）
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農業向け支出 食料援助 インフラ

政府支出
農業向け政府開発援助

（ODA）
名目援助比率

（対国境価格比%）

2000年
国際ドル
価格

（100万ドル）
2004年

対農業付加
価値比
（%） 

2004年

農業向け
公的R&D支
出の対農業
付加価値比
（%）

2000年

2004年
価格

（100万ドル）
2003–05年a

対当該国向
け総ODA比
（%）

2003-05年a 1980-84年a 2000-04年a

穀物換算
（1,000トン）
2003-05年a

農村人口の
うち全天候
型道路にア
クセス可能
な割合（%）
1993-2004年b

農村家計
のうち電気
にアクセス
可能な割合
（%）

1995-2003年b

アルバニア .. .. .. 11.5 3.1 .. .. 17.2 31 99.8
アルジェリア .. .. .. 11.5 2.6 .. .. 34.8 .. ..
アンゴラ .. .. .. 7.1 1.0 .. .. 153.1 .. ..
アルゼンチン 1,236 2.8 .. 7.4 6.6 –19.2 –15.8 .. .. ..
アルメニア .. .. .. 13.4 4.5 .. .. 25.4 .. 98.6
オーストラリア .. .. 3.38 .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
アゼルバイジャン .. .. .. 16.4 5.7 .. .. 29.3 67 ..
バングラデシュ 838 1.7 0.44 53.7 2.4 –3.8 3.9 326.0 37 18.7
ベラルーシ .. .. .. 0.5 1.0 .. .. .. 64 ..
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ベニン .. .. 0.40 36.8 7.0 .. .. 18.6 32 5.5
ボリビア 202 6.8 .. 81.3 8.4 .. .. 93.0 .. 29.0
ボスニア・ヘルツェゴビナ .. .. .. 9.2 1.7 .. .. .. .. 99.0
ブラジル 15,304 36.6 .. 18.0 5.0 –23.7 2.0 .. 53 ..
ブルガリア .. .. .. .. .. .. 3.1 98.0 .. ..
ブルキナファソ 294 6.9 0.71 64.5 8.6 .. .. 36.1 25 0.2
ブルンジ .. .. 0.36 14.1 4.1 .. .. 75.2 19 0.4
カンボジア .. .. .. 62.0 10.9 .. .. 27.1 81 9.0
カメルーン 223 1.5 .. 30.7 3.7 –17.8 –0.8 18.4 20 21.0
カナダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
中央アフリカ共和国 .. .. .. 8.8 8.1 .. .. 5.5 .. 0.3
チャド .. .. .. 19.8 5.4 .. .. 46.6 5 0.1
チリ 422 7.5 .. 4.9 5.1 4.2 6.7 .. .. ..
中国 114,948 11.3 0.43 199.3 8.5 –50.8 0.9 45.9 97 ..
香港（中国） .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
コロンビア 644 2.1 .. 48.5 5.7 3.9 28.6 12.1 .. ..
コンゴ民主共和国 .. .. .. 18.6 0.5 .. .. 92.9 26 ..
コンゴ共和国 .. .. 1.53 0.4 0.1 .. .. 9.1 .. ..
コスタリカ 165 5.5 .. 11.2 14.5 .. .. .. .. ..
コートジボワール 217 4.0 0.86 5.7 1.7 –57.3 –41.4 30.6 .. 22.5
クロアチア .. .. .. 2.8 1.4 .. .. .. .. ..
チェコ共和国 .. .. .. .. .. .. 21.9 .. .. ..
デンマーク .. .. 3.14 .. .. .. .. .. .. ..
ドミニカ共和国 319 4.8 .. 7.7 5.3 –30.7 2.5 5.2 .. ..
エクアドル 295 8.2 .. 21.8 8.6 9.9 12.2 23.3 .. ..
エジプト・アラブ共和国 4,338 11.4 0.72 44.8 3.9 –13.3 –9.2 16.8 .. ..
エルサルバドル 9 2.9 .. 6.9 4.0 .. .. .. .. ..
エリトリア .. .. 1.73 9.6 3.2 .. .. .. .. 2.1
エチオピア 930 4.3 0.38 129.4 6.4 –14.4 –8.2 1,288.0 32 0.4
フィンランド .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
フランス .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
グルジア .. .. .. 10.8 3.8 .. .. 63.1 .. 99.7
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ガーナ 127 0.7 0.47 57.0 3.3 –25.2 –2.4 74.1 61 20.9
ギリシア .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
グアテマラ 187 1.7 .. 10.6 3.8 .. .. 67.1 55 ..
ギニア .. .. 0.46 13.5 6.0 .. .. 36.7 22 1.5
ハイチ .. .. .. 44.8 7.7 .. .. 106.9 .. 5.2
ホンジュラス .. .. .. 54.2 6.6 .. .. 64.2 .. 35.0
ハンガリー .. .. .. .. .. .. 26.8 .. .. ..
インド 70,154 11.7 0.34 417.1 11.9 2.5 15.1 106.4 61 48.1
インドネシア 3,609 3.1 0.21 134.0 3.7 15.3 36.5 191.8 94 89.9
イラン・イスラム共和国 .. .. 0.52 2.0 1.6 .. .. 12.4 .. ..
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
イスラエル .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ジャマイカ .. .. .. 4.1 4.2 .. .. 11.5 .. ..
日本 .. .. 3.62 .. .. .. .. .. .. ..
ヨルダン .. .. 2.05 2.7 0.3 .. .. 98.3 .. ..
カザフスタン .. .. .. 2.4 1.3 .. .. .. 77 ..
ケニア 396 4.1 2.68 112.4 10.4 –29.9 3.7 149.5 44 4.3
大韓民国 23,089 76.8 1.73 .. .. .. .. .. .. ..
クウェート .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
キルギスタン共和国 .. .. .. 8.5 4.2 .. .. 57.7 76 99.6
ラオス人民民主主義
共和国

.. .. .. 39.3 13.0 .. .. 21.7 64 ..

ラトビア .. .. .. .. .. .. 30.8 90.0 .. ..
レバノン .. .. .. 5.6 3.0 .. .. 11.0 .. ..
リトアニア .. .. .. .. .. .. 26.7 .. .. ..
マケドニア（旧ユーゴ
スラビア共和国）

.. .. .. 7.5 2.9 .. .. .. .. ..

表A.2　農業政策指標
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農業向け支出 食料援助 インフラ

政府支出
農業向け政府開発援助

（ODA）
名目援助比率

（対国境価格比%）

2000年
国際ドル
価格

（100万ドル）
2004年

対農業付加
価値比
（%） 

2004年

農業向け
公的R&D支
出の対農業
付加価値比
（%）

2000年

2004年
価格

（100万ドル）
2003-05年a

対当該国向
け総ODA比
（%）

2003-05年a 1980-84年a 2000-04年a

穀物換算
（1,000トン）
2003-05年a

農村人口の
うち全天候
型道路にア
クセス可能
な割合（%）
1993-2004年b

農村家計
のうち電気
にアクセス
可能な割合
（%）

1995-2003年b

マダガスカル .. .. 0.25 31.4 2.8 –51.4 0.7 49.2 25 5.2
マラウイ 173 7.4 0.49 60.5 9.5 .. .. 116.5 38 1.0
マレーシア 2,988 12.7 1.58 2.5 0.8 –5.7 2.3 .. .. ..
マリ 383 10.5 1.01 61.9 8.4 .. .. 27.9 .. 2.2
モーリタニア .. .. 0.99 43.9 15.5 .. .. 75.5 .. 2.5
メキシコ 5,893 17.0 .. 6.5 2.8 .. .. .. .. ..
モルドバ .. .. .. 13.6 7.2 .. .. 20.2 .. 98.9
モンゴル .. .. .. 6.5 4.0 .. .. 37.6 36 27.8
モロッコ 1,039 5.4 1.00 23.2 2.5 –35.3 –2.6 .. .. ..
モザンビーク .. .. .. 58.7 4.7 .. .. 171.5 .. 2.1
ナミビア .. .. .. 7.7 5.0 .. .. 10.3 57 ..
ネパール 259 2.1 0.27 45.3 7.5 .. .. 46.6 17 17.4
オランダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ニカラグア .. .. .. 52.0 5.2 .. –9.9 47.9 28 41.3
ニジェール .. .. 0.20 26.4 4.6 .. .. 66.3 37 0.2
ナイジェリア 1,560 7.1 0.38 17.5 0.6 13.5 –5.7 16.4 47c 27.9
ノルウェー .. .. 3.61 .. .. .. .. .. .. ..
オマーン .. .. .. 0.9 11.0 .. .. .. .. ..
パキスタン .. .. 0.24 102.4 2.6 –14.2 –2.7 45.8 61 69.0
パナマ 155 10.5 .. 3.3 6.1 .. .. .. .. ..
パプアニューギニア .. .. 0.78 10.4 3.1 .. .. .. 68 2.9
パラグアイ 363 5.0 .. 6.7 10.8 .. .. .. .. ..
ペルー .. .. .. 47.1 10.1 .. .. 59.7 43 ..
フィリピン 2,395 5.0 0.41 38.8 7.1 0.8 27.0 80.2 .. ..
ポーランド .. .. .. .. .. .. 5.0 .. .. ..
ポルトガル .. .. 3.05 .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア .. .. .. .. .. .. 56.4 0.6 89 ..
ロシア連邦 .. .. .. .. .. .. 6.2 47.4 81 ..
ルワンダ .. .. .. 31.7 5.9 .. .. 43.8 .. 0.9
サウジアラビア .. .. .. 0.3 3.5 .. .. .. .. ..
セネガル .. .. 1.02 61.8 7.1 –30.3 –12.1 29.1 .. 6.0
セルビア .. .. .. .. 42.4 .. .. 35.4 .. ..
シエラレオネ .. .. .. 12.2 2.8 .. .. 44.4 .. ..
シンガポール .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
スロバキア共和国 .. .. .. .. .. .. 25.4 .. .. ..
スロベニア .. .. .. .. .. .. 72.3 .. .. ..
南アフリカ .. .. 3.04 13.2 1.8 21.4 –1.5 .. 21 ..
スペイン .. .. 1.63 .. .. .. .. .. .. ..
スリランカ 655 5.3 0.64 93.4 7.2 –7.5 –3.8 66.9 .. ..
スーダン .. .. 0.17 7.4 0.5 –18.8 –1.7 523.7 .. ..
スウェーデン .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
スイス .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
シリア・アラブ共和国 .. .. 0.58 2.4 1.9 .. .. 12.7 .. ..
タジキスタン .. .. .. 33.7 14.8 .. .. 86.3 74 96.2
タンザニア .. .. 0.40 104.6 5.7 –59.1 –25.9 120.2 38 1.1
タイ 5,502 11.7 .. 19.8 3.9 –0.1 7.6 0.7 .. ..
トーゴ 55 1.6 0.75 1.1 1.5 .. .. 2.9 .. 2.4
チュニジア 1,387 15.7 0.70 3.2 0.7 .. .. .. .. ..
トルコ .. .. .. 6.9 0.5 .. .. .. .. ..
トルクメニスタン .. .. .. 0.4 2.6 .. .. .. .. ..
ウガンダ 459 4.1 0.50 46.6 3.5 –16.7 1.0 245.4 .. 2.4
ウクライナ .. .. .. 2.6 0.4 .. –12.7 104.6 .. ..
イギリス .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
アメリカ .. .. 2.65 .. .. .. .. .. .. ..
ウルグアイ 103 3.0 .. 1.2 3.3 .. .. .. .. ..
ウズベキスタン .. .. .. 11.3 5.4 .. .. .. 57 99.3
ベネズエラ・ボリバル
共和国

209 4.5 .. 9.0 20.1 .. .. .. .. ..

ベトナム .. .. 0.13 217.2 7.8 .. 20.6 .. 84 72.3
ヨルダン川西岸・ガザ .. .. .. .. .. .. .. 116.3 .. ..
イエメン共和国 .. .. .. 34.0 8.7 .. .. 82.2 21 26.0
ザンビア 66 3.8 0.62 41.4 3.0 –25.5 –30.5 129.7 .. 2.9
ジンバブエ 355 9.3 .. 6.9 3.6 –46.7 –72.9 238.8 .. 8.3

a. データは表に示した期間，あるいはデータの入手可能性によってはそれより前の期間の平均．b. データは示した期間が入手可能な最新年．c. データはセルビア・モン
テネグロのもの．

表A.2　農業政策指標（続き）
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土地 農薬投入 環境

耕作地・永年作物地 ジニ係数 灌漑地

（1,000
ヘクタール）
2003-05年a

農業人口
1人当たり
（ヘクタール）
2003-05年a 年 指数

対耕作地・
永年作物
地比（%）

2001-03年a

年平均増
加率（%）
1990-03年

肥料使用
耕作地・永
年作物地
（栄養素
キログラム/
ヘクタール）
2003-05年a

殺虫剤使用
耕作地・永
年作物地
（100グラム/
ヘクタール）
2000-02年a

1人当たり再
生可能国内
淡水資源b

（立方メー
トル）
2005年

農業向け年
間取水量が
全淡水取水
量に占める
割合（%）
2002年c

年平均森林
伐採率d

（%）
1990-2005年

アルバニア 699 0.5 1998 0.84 49.5 –0.9 76 .. 8,595 62 0.0
アルジェリア 8,215 1.1 2001 0.65 6.9 1.1 13e .. 341 65 –1.8
アンゴラ 3,590 0.3 .. .. 2.3 0.0 3e .. 9,284 60 0.2
アルゼンチン 28,900 8.2 2002 0.85 5.4 0.0 47e .. 7,123 74 0.4
アルメニア 555 1.7 .. .. 51.2 0.0 21 .. 3,017 66 1.2
オーストラリア 48,799 57.2 .. .. 5.2 2.0 47 .. 24,202 75 0.2
オーストリア 1,454 4.1 2000 0.59 0.3 0.0 220 21.1 6,680 1 –0.2
アゼルバイジャン 2,064 1.0 .. .. 70.5 0.4 12 .. 966 68 0.0
バングラデシュ 8,417 0.1 1996 0.48 54.3 3.8 198 3.7 740 96 0.1
ベラルーシ 5,636 5.1 .. .. 2.3 0.0 185 .. 3,805 30 –0.5
ベルギー 863 5.2 2000 0.56 4.6 8.6 .. .. 1,145 .. 0.1
ベニン 2,917 0.7 .. .. 0.4 2.0 0e .. 1,221 45 1.9
ボリビア 3,256 0.9 .. .. 4.1 0.5 6e .. 33,054 81 0.4
ボスニア・ヘルツェゴビナ 1,109 7.6 .. .. 0.3 5.1 41 .. 9,086 .. 0.1
ブラジル 66,600 2.5 1996 0.77 4.4 0.8 136e 10.5 29,066 62 0.5
ブルガリア 3,480 7.6 .. .. 16.5 –6.4 145 .. 2,713 19 –0.6
ブルキナファソ 4,900 0.4 1993 0.42 0.5 1.5 7e .. 945 86 0.3
ブルンジ 1,355 0.2 .. .. 1.6 2.6 1e .. 1,338 77 3.2
カンボジア 3,852 0.4 2004 0.69 7.0 0.6 3 .. 8,571 98 1.3
カメルーン 7,160 0.9 .. .. 0.4 1.1 8e 0.9 16,726 74 0.9
カナダ 52,115 72.9 1991 0.64 1.5 0.8 51e .. 88,238 12 0.0
中央アフリカ共和国 2,024 0.7 .. .. 0.1 5.9 .. .. 34,920 4 0.1
チャド 3,630 0.5 .. .. 0.8 5.3 .. .. 1,539 83 0.6
チリ 2,307 1.0 1997 0.58 82.4 1.2 249e .. 54,249 64 –0.4
中国 115,632 0.1 2004 0.41 47.5 1.2 395e .. 2,156 68 –1.7
香港（中国） .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
コロンビア 3,690 0.4 .. .. 23.3 2.2 173 166.7 46,990 46 0.1
コンゴ民主共和国 7,800 0.2 1990 0.37 0.1 0.7 .. .. 15,639 31 0.3
コンゴ共和国 547 0.4 .. .. 0.4 3.7 .. .. 55,515 9 0.1
コスタリカ 525 0.7 .. .. 20.6 3.2 365e 225.3 25,975 53 0.4
コートジボワール 6,900 0.9 2001 0.65 1.1 0.5 10e .. 4,231 65 –0.1
クロアチア 1,345 4.6 2003 0.67 0.4 12.4 122 .. 8,485 .. –0.1
チェコ共和国 3,292 4.4 2000 0.92 0.7 0.0 130 11.4 1,290 2 0.0
デンマーク 2,265 12.9 2000 0.51 19.6 0.2 116 12.5 1,108 43 –0.8
ドミニカ共和国 1,596 1.2 .. .. 17.2 1.8 .. 35.8 2,218 66 0.0
エクアドル 2,524 0.8 2000 0.71 33.0 0.4 89 26.3 32,657 82 1.4
エジプト・アラブ共和国 3,469 0.1 2000 0.38 100.1 1.7 572 .. 24 86 –3.5
エルサルバドル 910 0.4 .. .. 4.9 0.9 66e .. 2,587 59 1.4
エリトリア 565 0.2 .. .. 3.7 –0.6 1e .. 636 97 0.3
エチオピア 11,769 0.2 2002 0.47 2.6 4.3 3e 0.6 1,712 94 0.9
フィンランド 2,228 8.5 .. .. 2.9 0.0 128 5.6 20,396 3 –0.1
フランス 19,597 11.8 2000 0.58 13.3 1.9 204 45.5 2,932 10 –0.5
グルジア 1,066 1.3 2004 0.65 44.1 0.2 24 .. 12,985 59 0.0
ドイツ 12,078 7.0 2000 0.63 4.0 0.0 217 21.3 1,297 20 –0.2
ガーナ 6,385 0.5 .. .. 0.5 0.3 4e 0.1 1,370 66 1.7
ギリシア 3,800 2.9 2000 0.58 37.4 1.4 119 26.0 5,223 80 –0.9
グアテマラ 2,050 0.4 .. .. 6.4 0.6 90e .. 8,667 80 1.1
ギニア 1,750 0.2 1995 0.48 5.6 0.5 2e .. 25,104 90 0.6
ハイチ 1,100 0.2 .. .. 8.4 0.4 .. .. 1,524 94 0.6
ホンジュラス 1,428 0.7 1993 0.66 5.6 1.2 41e 25.1 13,311 80 2.5
ハンガリー 4,805 4.5 .. .. 4.8 0.8 115 9.4 595 32 –0.6
インド 169,583 0.3 1991 0.58 32.7 1.4 107 .. 1,152 86 –0.4
インドネシア 36,500 0.4 1993 0.46 12.7 0.2 91 .. 12,867 91 1.6
イラン・イスラム共和国 18,092 1.1 2003 0.75 42.7 0.7 51 .. 1,883 91 0.0
アイルランド 1,203 3.3 2000 0.44 .. .. 452 16.3 11,781 0 –3.4
イスラエル 402 2.7 1995 .. 45.4 0.1 1,608 .. 116 62 –0.7
イタリア 10,525 4.1 2000 0.80 24.9 0.1 137 61.3 3,114 45 –1.3
ジャマイカ 284 0.6 1996 0.79 8.8 0.0 26e .. 3,541 49 0.1
日本 4,714 1.2 1995 0.59 54.7 –0.7 364 .. 3,365 62 0.0
ヨルダン 275 0.5 1997 0.78 27.3 1.2 498 17.0 129 75 0.0
カザフスタン 22,562 8.5 .. .. 15.7 0.1 7 .. 4,978 82 0.2
ケニア 5,212 0.2 .. .. 1.8 4.1 44e 3.5 604 64 0.3
大韓民国 1,839 0.6 1990 0.34 47.1 –1.0 389 120.5 1,344 48 0.1
クウェート 18 0.7 .. .. 77.0 13.9 886 .. .. 52 –6.7
キルギスタン共和国 1,391 1.1 2002 0.90 76.0 0.2 14 .. 9,041 94 –0.3
ラオス人民民主主義
共和国

1,074 0.2 1999 0.41 17.2 2.1 .. .. 33,616 90 0.5

ラトビア 1,032 4.2 2001 0.58 2.1 0.7 87 .. 7,259 13 –0.4
レバノン 313 3.1 1999 0.69 33.2 1.7 96e .. 1,197 67 –0.8
リトアニア 1,725 4.0 2003 0.62 0.4 –6.5 143 2.9 4,569 7 –0.5
マケドニア（旧ユーゴ
スラビア共和国）

612 2.9 .. .. 9.0 –3.0 18 .. 2,655 .. 0.0

表A.3　農業投入物・環境



357主要指標

土地 農薬投入 環境

耕作地・永年作物地 ジニ係数 灌漑地

（1,000
ヘクタール）
2003-05年a

農業人口
1人当たり
（ヘクタール）
2003-05年a 年 指数

対耕作地・
永年作物
地比（%）

2001-03年a

年平均増
加率（%）
1990-03年

肥料使用
耕作地・永
年作物地
（栄養素
キログラム/
ヘクタール）
2003-05年a

殺虫剤使用
耕作地・永
年作物地
（100グラム/
ヘクタール）
2000-02年a

1人当たり再
生可能国内
淡水資源b

（立方メー
トル）
2005年

農業向け年
間取水量が
全淡水取水
量に占める
割合（%）
2002年c

年平均森林
伐採率d

（%）
1990-2005年

アルバニア 699 0.5 1998 0.84 49.5 –0.9 76 .. 8,595 62 0.0
アルジェリア 8,215 1.1 2001 0.65 6.9 1.1 13e .. 341 65 –1.8
アンゴラ 3,590 0.3 .. .. 2.3 0.0 3e .. 9,284 60 0.2
アルゼンチン 28,900 8.2 2002 0.85 5.4 0.0 47e .. 7,123 74 0.4
アルメニア 555 1.7 .. .. 51.2 0.0 21 .. 3,017 66 1.2
オーストラリア 48,799 57.2 .. .. 5.2 2.0 47 .. 24,202 75 0.2
オーストリア 1,454 4.1 2000 0.59 0.3 0.0 220 21.1 6,680 1 –0.2
アゼルバイジャン 2,064 1.0 .. .. 70.5 0.4 12 .. 966 68 0.0
バングラデシュ 8,417 0.1 1996 0.48 54.3 3.8 198 3.7 740 96 0.1
ベラルーシ 5,636 5.1 .. .. 2.3 0.0 185 .. 3,805 30 –0.5
ベルギー 863 5.2 2000 0.56 4.6 8.6 .. .. 1,145 .. 0.1
ベニン 2,917 0.7 .. .. 0.4 2.0 0e .. 1,221 45 1.9
ボリビア 3,256 0.9 .. .. 4.1 0.5 6e .. 33,054 81 0.4
ボスニア・ヘルツェゴビナ 1,109 7.6 .. .. 0.3 5.1 41 .. 9,086 .. 0.1
ブラジル 66,600 2.5 1996 0.77 4.4 0.8 136e 10.5 29,066 62 0.5
ブルガリア 3,480 7.6 .. .. 16.5 –6.4 145 .. 2,713 19 –0.6
ブルキナファソ 4,900 0.4 1993 0.42 0.5 1.5 7e .. 945 86 0.3
ブルンジ 1,355 0.2 .. .. 1.6 2.6 1e .. 1,338 77 3.2
カンボジア 3,852 0.4 2004 0.69 7.0 0.6 3 .. 8,571 98 1.3
カメルーン 7,160 0.9 .. .. 0.4 1.1 8e 0.9 16,726 74 0.9
カナダ 52,115 72.9 1991 0.64 1.5 0.8 51e .. 88,238 12 0.0
中央アフリカ共和国 2,024 0.7 .. .. 0.1 5.9 .. .. 34,920 4 0.1
チャド 3,630 0.5 .. .. 0.8 5.3 .. .. 1,539 83 0.6
チリ 2,307 1.0 1997 0.58 82.4 1.2 249e .. 54,249 64 –0.4
中国 115,632 0.1 2004 0.41 47.5 1.2 395e .. 2,156 68 –1.7
香港（中国） .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
コロンビア 3,690 0.4 .. .. 23.3 2.2 173 166.7 46,990 46 0.1
コンゴ民主共和国 7,800 0.2 1990 0.37 0.1 0.7 .. .. 15,639 31 0.3
コンゴ共和国 547 0.4 .. .. 0.4 3.7 .. .. 55,515 9 0.1
コスタリカ 525 0.7 .. .. 20.6 3.2 365e 225.3 25,975 53 0.4
コートジボワール 6,900 0.9 2001 0.65 1.1 0.5 10e .. 4,231 65 –0.1
クロアチア 1,345 4.6 2003 0.67 0.4 12.4 122 .. 8,485 .. –0.1
チェコ共和国 3,292 4.4 2000 0.92 0.7 0.0 130 11.4 1,290 2 0.0
デンマーク 2,265 12.9 2000 0.51 19.6 0.2 116 12.5 1,108 43 –0.8
ドミニカ共和国 1,596 1.2 .. .. 17.2 1.8 .. 35.8 2,218 66 0.0
エクアドル 2,524 0.8 2000 0.71 33.0 0.4 89 26.3 32,657 82 1.4
エジプト・アラブ共和国 3,469 0.1 2000 0.38 100.1 1.7 572 .. 24 86 –3.5
エルサルバドル 910 0.4 .. .. 4.9 0.9 66e .. 2,587 59 1.4
エリトリア 565 0.2 .. .. 3.7 –0.6 1e .. 636 97 0.3
エチオピア 11,769 0.2 2002 0.47 2.6 4.3 3e 0.6 1,712 94 0.9
フィンランド 2,228 8.5 .. .. 2.9 0.0 128 5.6 20,396 3 –0.1
フランス 19,597 11.8 2000 0.58 13.3 1.9 204 45.5 2,932 10 –0.5
グルジア 1,066 1.3 2004 0.65 44.1 0.2 24 .. 12,985 59 0.0
ドイツ 12,078 7.0 2000 0.63 4.0 0.0 217 21.3 1,297 20 –0.2
ガーナ 6,385 0.5 .. .. 0.5 0.3 4e 0.1 1,370 66 1.7
ギリシア 3,800 2.9 2000 0.58 37.4 1.4 119 26.0 5,223 80 –0.9
グアテマラ 2,050 0.4 .. .. 6.4 0.6 90e .. 8,667 80 1.1
ギニア 1,750 0.2 1995 0.48 5.6 0.5 2e .. 25,104 90 0.6
ハイチ 1,100 0.2 .. .. 8.4 0.4 .. .. 1,524 94 0.6
ホンジュラス 1,428 0.7 1993 0.66 5.6 1.2 41e 25.1 13,311 80 2.5
ハンガリー 4,805 4.5 .. .. 4.8 0.8 115 9.4 595 32 –0.6
インド 169,583 0.3 1991 0.58 32.7 1.4 107 .. 1,152 86 –0.4
インドネシア 36,500 0.4 1993 0.46 12.7 0.2 91 .. 12,867 91 1.6
イラン・イスラム共和国 18,092 1.1 2003 0.75 42.7 0.7 51 .. 1,883 91 0.0
アイルランド 1,203 3.3 2000 0.44 .. .. 452 16.3 11,781 0 –3.4
イスラエル 402 2.7 1995 .. 45.4 0.1 1,608 .. 116 62 –0.7
イタリア 10,525 4.1 2000 0.80 24.9 0.1 137 61.3 3,114 45 –1.3
ジャマイカ 284 0.6 1996 0.79 8.8 0.0 26e .. 3,541 49 0.1
日本 4,714 1.2 1995 0.59 54.7 –0.7 364 .. 3,365 62 0.0
ヨルダン 275 0.5 1997 0.78 27.3 1.2 498 17.0 129 75 0.0
カザフスタン 22,562 8.5 .. .. 15.7 0.1 7 .. 4,978 82 0.2
ケニア 5,212 0.2 .. .. 1.8 4.1 44e 3.5 604 64 0.3
大韓民国 1,839 0.6 1990 0.34 47.1 –1.0 389 120.5 1,344 48 0.1
クウェート 18 0.7 .. .. 77.0 13.9 886 .. .. 52 –6.7
キルギスタン共和国 1,391 1.1 2002 0.90 76.0 0.2 14 .. 9,041 94 –0.3
ラオス人民民主主義
共和国

1,074 0.2 1999 0.41 17.2 2.1 .. .. 33,616 90 0.5

ラトビア 1,032 4.2 2001 0.58 2.1 0.7 87 .. 7,259 13 –0.4
レバノン 313 3.1 1999 0.69 33.2 1.7 96e .. 1,197 67 –0.8
リトアニア 1,725 4.0 2003 0.62 0.4 –6.5 143 2.9 4,569 7 –0.5
マケドニア（旧ユーゴ
スラビア共和国）

612 2.9 .. .. 9.0 –3.0 18 .. 2,655 .. 0.0

土地 農薬投入 環境

耕作地・永年作物地 ジニ係数 灌漑地

（1,000
ヘクタール）
2003-05年a

農業人口
1人当たり
（ヘクタール）
2003-05年a 年 指数

対耕作地・
永年作物
地比（%）

2001-03年a

年平均増
加率（%）
1990-03年

肥料使用
耕作地・永
年作物地
（栄養素
キログラム/
ヘクタール）
2003-05年a

殺虫剤使用
耕作地・永
年作物地
（100グラム/
ヘクタール）
2000-02年a

1人当たり再
生可能国内
淡水資源b

（立方メー
トル）
2005年

農業向け年
間取水量が
全淡水取水
量に占める
割合（%）
2002年c

年平均森林
伐採率d

（%）
1990-2005年

マダガスカル 3,550 0.3 .. .. 30.6 0.4 3e 0.3 18,113 96 0.4
マラウイ 2,590 0.3 .. .. 2.3 8.9 23e .. 1,250 80 0.8
マレーシア 7,585 2.0 .. .. 4.8 0.5 203e .. 22,882 62 0.4
マリ 4,840 0.5 .. .. 5.0 11.8 .. .. 4,438 90 0.7
モーリタニア 500 0.3 .. .. 9.8 0.2 .. .. 130 88 2.4
メキシコ 27,300 1.2 .. .. 23.2 0.7 67e .. 3,967 77 0.5
モルドバ 2,148 2.6 .. .. 13.9 –0.4 10 .. 258 33 –0.2
モンゴル 1,200 2.1 .. .. 7.0 0.4 4e .. 13,626 52 0.7
モロッコ 9,376 0.9 1996 0.62 15.5 1.3 52e .. 962 87 –0.1
モザンビーク 4,580 0.3 .. .. 2.7 1.0 5e .. 5,068 87 0.2
ナミビア 820 0.9 1997 0.36 1.0 4.7 2e .. 3,052 71 0.8
ネパール 2,484 0.1 2002 0.49 47.2 1.0 12 .. 7,305 96 1.6
オランダ 940 1.9 2000 0.57 60.0 0.1 564 85.2 674 34 –0.4
ニュージーランド 3,372 10.2 .. .. 8.5 0.1 300e 9.8 79,778 42 –0.5
ニカラグア 2,161 2.2 2001 0.72 2.8 0.2 28e 19.1 36,840 83 1.4
ニジェール 14,500 1.2 .. .. 0.5 1.0 0e .. 251 95 2.3
ナイジェリア 33,400 0.9 .. .. 0.8 1.2 6e .. 1,563 69 2.4
ノルウェー .. .. .. .. .. 2.5 .. .. 82,625 11 –0.2
オマーン 80 0.1 .. .. 88.4 1.9 .. 12.1 390 90 0.0
パキスタン 22,110 0.3 2001 0.41 81.1 0.9 167 6.1 336 96 1.6
パナマ 695 1.0 2001 0.75 6.2 3.2 33e .. 45,613 28 0.1
パプアニューギニア 875 0.2 .. .. .. .. .. .. 136,059 .. 0.4
パラグアイ 3,136 1.4 1991 0.93 2.1 0.3 75e 21.5 15,936 71 0.8
ペルー 4,310 0.6 1994 0.86 27.9 0.1 73e 11.7 57,780 82 0.1
フィリピン 10,700 0.4 2002 0.57 14.5 0.0 84e .. 5,767 74 2.2
ポーランド 12,794 1.9 2002 0.70 0.7 0.0 126 5.7 1,404 8 –0.2
ポルトガル 2,334 1.8 1999 0.75 27.2 0.3 113 55.9 3,602 78 –1.5
ルーマニア 9,845 4.0 .. .. 31.2 –0.1 41 8.7 1,955 57 0.0
ロシア連邦 123,970 9.2 .. .. 3.7 –1.8 13 .. 30,135 18 0.0
ルワンダ 1,470 0.2 .. .. 0.7 8.3 .. 0.9 1,051 68 –3.4
サウジアラビア 3,798 2.1 .. .. 42.7 0.1 99e .. 104 89 0.0
セネガル 2,507 0.3 1999 0.50 4.6 4.0 22e 1.6 2,213 93 0.5
セルビア 3,751 2.1 .. .. 0.8 –10.9 .. 8.0 5,456 .. –0.4
シエラレオネ 645 0.2 .. .. 5.0 0.5 .. .. 28,957 92 0.6
シンガポール 1 0.2 .. .. .. .. .. .. 138 .. 0.0
スロバキア共和国 1,426 3.3 .. .. 12.6 –3.6 95 20.3 2,339 .. 0.0
スロベニア 203 8.3 1991 0.62 1.5 4.6 330 69.6 9,348 .. –0.4
南アフリカ 15,712 2.7 .. .. 9.5 2.1 49e 15.6 955 63 0.0
スペイン 18,614 7.3 .. .. 20.7 0.9 108 17.4 2,562 68 –2.2
スリランカ 1,916 0.2 .. .. 34.4 2.2 137e .. 2,548 95 1.2
スーダン 17,420 0.9 .. .. 11.0 0.1 4e .. 828 97 0.8
スウェーデン 2,681 9.6 .. .. 4.3 0.0 105 6.1 18,949 9 0.0
スイス 433 1.0 1990 0.50 5.8 0.0 198 33.4 5,432 2 –0.4
シリア・アラブ共和国 5,602 1.1 .. .. 24.0 4.3 73 5.3 368 95 –1.6
タジキスタン 1,057 0.5 .. .. 68.2 0.0 .. .. 10,122 92 0.0
タンザニア 5,100 0.2 1996 0.38 3.5 1.8 13e .. 2,183 89 1.0
タイ 17,687 0.6 1993 0.47 26.6 1.3 113e 10.1 3,269 95 0.6
トーゴ 2,630 0.8 1996 0.42 0.3 0.0 6e .. 1,871 45 2.9
チュニジア 4,930 2.1 .. .. 8.0 1.1 26e .. 419 82 –4.3
トルコ 26,409 1.3 2001 0.58 19.5 2.0 75 9.8 3,150 74 –0.3
トルクメニスタン 2,266 1.5 .. .. 89.1 1.2 .. .. 290 98 0.0
ウガンダ 7,350 0.3 1991 0.59 0.1 0.0 1e .. 1,353 40 1.8
ウクライナ 33,375 5.1 .. .. 6.8 –1.5 15 .. 1,128 52 –0.2
イギリス 5,784 5.9 2000 0.66 3.0 0.3 299 50.7 2,408 3 –0.6
アメリカ 177,851 30.6 2002 0.78 12.5 0.6 114 .. 9,446 41 –0.1
ウルグアイ 1,412 3.8 2000 0.79 14.3 3.8 122e 25.3 17,848 96 –4.4
ウズベキスタン 5,040 0.8 .. .. 87.4 0.1 .. .. 623 93 –0.5
ベネズエラ・ボリバル
共和国

3,400 1.6 1997 0.88 16.9 1.5 135e .. 27,185 47 0.6

ベトナム 8,920 0.2 1998 0.50 33.9 0.2 245 20.8 4,410 68 –2.5
ヨルダン川西岸・ガザ 222 0.6 .. .. .. .. .. .. .. .. ..
イエメン共和国 1,669 0.2 .. .. 31.4 2.5 2e .. 195 95 0.0
ザンビア 5,289 0.7 .. .. 2.8 15.0 .. .. 6,873 76 0.9
ジンバブエ 3,350 0.4 .. .. 5.2 4.7 30e .. 945 79 1.4

a. データは表に示した期間，あるいはデータの入手可能性によってはそれより前の期間の平均．b. 他の国からの河川の流れはデータの信頼性がないので含めず．c. デー
タは 1987-2002 年の間で入手可能な最新年．d. マイナスは森林地帯の増加を示す．e. 2004-05 年の耕作地・永年作物地は世界銀行の推計値．f. データはセルビア・モン
テネグロのもの．

表A.3　農業投入物・環境（続き）
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穀物生産 高付加価値品

生産 収量 肉生産 果物・野菜生産 食料総生産 貿易

1人当たり
（キログラム）

2003-
05年a

年平均増
加率（%）

1990-
2005年

1ヘクタ
ール

（キログラム）
2003-
05年a

年平均増
加率（%）

1990-
2005年

1人当たり
（キログラム）

2003-
05年a

年平均増
加率（%）

1990-
2005年

1人当たり
（キログラム）

2003-
05年a

年平均増
加率（%）

1990-
2005年

1人当たり
年平均増
加率（%）

1990-
2004年

純穀物
輸入

（100万ドル）
2003-
05年a

農産物輸入
（100万ドル）

2003-
05年a

農産物
輸出

（100万ドル）
2003-
05年a

農産物輸出
の対総輸出
比（%）
2003-
05年a

アルバニア 161 –1.5 3,371 2.7 26 2.9 281 3.4 3.2 104 351 41 9.9
アルジェリア 122 2.9 1,438 3.7 18 1.8 186 4.9 1.1 1,286 3,422 49 0.2
アンゴラ 49 7.3 583 4.8 9 2.4 47 0.5 2.1 .. .. .. ..
アルゼンチン 941 4.0 3,850 2.9 105 0.4 283 1.6 1.8 –2,798 862 16,577 47.5
アルメニア 127 3.2 1,936 1.4 18 0.2 342 2.3 1.8 69 221 18 2.8
オーストラリア 1,925 3.9 1,946 0.5 206 2.0 269 2.8 1.7 –3,146 4,509 17,019 19.5
オーストリア 590 0.1 5,978 0.8 115 0.8 197 2.5 0.6 –9 6,577 4,639 4.5
アゼルバイジャン 246 6.5 2,595 4.4 17 4.0 247 4.7 0.5 160 345 226 6.4
バングラデシュ 285 3.2 3,535 2.8 3 2.7 28 2.5 1.2 339 2,249 482 7.2
ベラルーシ 604 –1.2 2,758 0.4 66 –2.1 239 4.0 –1.8 208 1,459 1,063 8.0
ベルギー 265 .. 8,788 .. 174 .. 292 .. 0.4 –447 21,442 24,556 8.2
ベニン 135 5.1 1,144 1.8 6 1.3 76 3.2 2.6 75 217 220 82.5
ボリビア 162 3.6 1,851 1.9 49 3.7 165 2.2 1.8 82 230 560 25.1
ボスニア・ヘルツェゴビナ 303 2.6 3,627 –0.1 11 –3.1 251 3.1 –1.7 119 816 114 6.8
ブラジル 339 3.4 3,133 3.6 106 5.7 249 1.7 2.7 817 3,545 26,656 27.7
ブルガリア 733 –1.9 3,279 –0.3 28 –6.6 184 –5.7 –1.4 –141 832 954 9.8
ブルキナファソ 263 3.6 1,040 2.1 17 4.2 24 0.0 1.3 52 114 245 83.1
ブルンジ 38 –0.4 1,324 –0.3 3 –3.2 265 0.3 –2.0 11 18 38 43.4
カンボジア 379 6.0 2,231 4.0 16 4.2 58 0.8 1.9 14 76 50 2.2
カメルーン 102 4.3 1,532 3.4 14 1.8 229 2.8 0.7 216 432 604 25.2
カナダ 1,626 –0.7 3,018 0.8 166 4.4 99 1.0 0.3 –3,077 15,024 22,486 7.1
中央アフリカ共和国 49 6.5 1,046 1.5 32 4.0 77 1.5 1.6 9 24 1 1.6
チャド 165 5.4 741 1.2 13 2.0 22 1.0 0.8 .. .. .. ..
チリ 240 2.0 5,621 2.5 70 5.5 469 3.2 1.7 142 1,727 5,941 19.9
中国 313 0.0 5,095 1.2 58 6.3 390 9.3 4.4 –520 26,232 22,968 3.8
香港（中国） .. .. .. .. .. .. .. .. .. 450 8,912 189 0.9
コロンビア 109 1.3 3,821 3.5 36 2.1 202 2.4 0.3 564 1,822 3,611 21.2
コンゴ民主共和国 27 0.1 772 –0.2 4 0.2 52 –2.7 –4.5 .. .. .. ..
コンゴ共和国 3 3.1 790 0.9 8 2.8 82 3.2 –0.7 .. .. .. ..
コスタリカ 47 –1.4 3,140 –0.1 47 2.1 1,066 4.2 0.6 148 603 2,108 33.5
コートジボワール 92 1.5 1,719 6.0 10 2.4 153 1.5 0.4 283 781 3,241 50.3
クロアチア 649 1.5 4,549 1.0 31 –0.1 183 0.3 0.5 73 1,372 658 8.6
チェコ共和国 725 1.0 4,716 1.4 83 –0.9 76 –3.1 –1.0 –95 3,460 2,212 3.4
デンマーク 1,685 0.6 6,088 0.7 438 2.7 61 –1.5 –0.2 –162 7,695 14,589 19.7
ドミニカ共和国 68 2.3 4,138 0.5 40 3.4 212 0.6 –1.7 156 640 289 35.5
エクアドル 185 2.6 2,695 2.9 45 6.2 611 3.0 1.4 170 699 2,893 36.9
エジプト・アラブ共和国 296 3.5 7,545 2.3 20 4.8 329 4.4 2.1 1,061 3,296 1,143 13.9
エルサルバドル 124 –0.2 2,530 2.4 20 3.8 77 1.2 –0.3 110 770 408 30.9
エリトリア 26 –2.6 297 –4.5 .. .. 6 –2.8 –2.6 78 162 6 60.1
エチオピア 157 5.8 1,213 0.9 8 2.8 27 6.7 1.8 248 339 377 85.0
フィンランド 731 0.9 3,187 –0.5 73 1.0 49 0.7 –0.4 71 2,670 1,416 2.4
フランス 1,045 1.1 6,893 0.8 115 0.8 317 0.4 –0.1 –4,814 33,167 35,395 8.8
グルジア 154 3.2 2,050 –0.3 24 –0.2 233 –2.3 1.3 103 306 85 13.8
ドイツ 551 1.9 6,614 1.4 85 0.5 63 –1.4 0.1 –1,529 48,859 34,613 3.9
ガーナ 91 3.6 1,437 1.5 8 1.7 160 6.2 3.1 162 820 1,818 56.4
ギリシア 449 –0.3 3,905 0.7 42 –0.9 673 –0.6 –0.6 331 5,360 3,390 22.0
グアテマラ 95 –1.6 1,747 –0.6 20 4.2 241 4.2 0.6 204 981 1,515 41.5
ギニア 130 4.4 1,476 2.6 6 5.6 180 1.3 0.8 57 124 13 2.4
ハイチ 45 –0.6 824 –1.4 12 4.3 142 0.2 –1.1 .. .. .. ..
ホンジュラス 77 –2.1 1,475 0.2 29 5.7 305 1.2 –0.7 169 590 787 52.6
ハンガリー 1,377 1.0 4,719 0.7 107 –1.9 327 –0.7 –0.4 –381 2,201 3,581 6.6
インド 219 1.4 2,417 1.6 6 3.2 118 3.8 0.9 –1,797 5,117 8,867 10.8
インドネシア 298 1.5 4,278 0.8 12 2.6 97 4.3 0.8 1,003 4,923 10,606 15.1
イラン・イスラム共和国 321 2.2 2,407 3.3 24 2.7 398 4.0 2.1 827 2,776 1,701 3.7
アイルランド 539 1.2 7,442 1.1 253 0.6 59 –1.2 –0.8 352 4,262 7,505 7.3
イスラエル 43 –1.4 3,171 –0.2 86 7.4 454 0.7 –0.3 538 2,252 1,541 4.1
イタリア 359 0.8 5,043 1.1 69 0.2 568 0.1 –0.1 –523 31,957 19,320 5.6
ジャマイカ 0 –8.8 1,162 –1.2 39 3.0 248 1.6 0.2 124 583 219 16.3
日本 92 –1.2 5,849 0.5 24 –1.0 119 –1.6 –1.1 5,270 49,915 2,560 0.5
ヨルダン 15 –4.9 1,418 1.6 26 3.9 282 2.3 –0.7 326 1,194 410 13.3
カザフスタン 905 –2.4 1,048 1.3 49 –4.9 196 9.5 –2.5 –446 878 919 4.5
ケニア 101 0.9 1,682 –0.1 15 2.1 119 3.6 –0.6 132 429 1,077 54.0
大韓民国 142 –0.8 6,238 0.6 36 3.5 296 1.4 0.7 1,992 12,317 2,697 1.1
クウェート 1 14.9 2,578 1.0 .. .. 92 11.1 10.7 174 1,152 51 0.3
キルギスタン共和国 325 2.4 2,776 2.3 37 –0.7 191 8.1 2.2 22 101 118 18.3
ラオス人民民主主
義共和国

490 5.6 3,648 3.5 17 5.4 176 13.0 3.8 .. .. .. ..

ラトビア 476 0.5 2,436 3.1 32 –8.1 100 –3.5 –4.7 –1 681 342 8.2
レバノン 38 5.2 2,493 1.7 50 7.5 447 –2.1 –2.3 120 1,190 201 14.0
リトアニア 806 1.5 3,083 4.1 60 –3.8 144 –0.2 –2.4 –72 1,042 1,087 11.4
マケドニア（旧ユーゴス
ラビア共和国）

295 –0.3 3,074 1.6 14 –2.4 447 0.8 –0.2 43 377 216 12.7

表A.4　農業産出物・貿易
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穀物生産 高付加価値品

生産 収量 肉生産 果物・野菜生産 食料総生産 貿易

1人当たり
（キログラム）

2003-
05年a

年平均増
加率（%）

1990-
2005年

1ヘクタ
ール

（キログラム）
2003-
05年a

年平均増
加率（%）

1990-
2005年

1人当たり
（キログラム）

2003-
05年a

年平均増
加率（%）

1990-
2005年

1人当たり
（キログラム）

2003-
05年a

年平均増
加率（%）

1990-
2005年

1人当たり
年平均増
加率（%）

1990-
2004年

純穀物
輸入

（100万ドル）
2003-
05年a

農産物輸入
（100万ドル）

2003-
05年a

農産物
輸出

（100万ドル）
2003-
05年a

農産物輸出
の対総輸出
比（%）
2003-
05年a

マダガスカル 191 2.0 2,369 1.2 16 0.8 68 0.8 –1.9 90 182 387 74.0
マラウイ 141 2.6 1,149 1.8 5 2.5 90 3.3 3.7 41 167 413 85.0
マレーシア 93 1.0 3,321 1.0 51 2.2 73 1.3 1.4 643 5,594 10,562 8.5
マリ 245 3.2 979 1.4 20 3.5 72 2.6 –0.3 50 175 340 35.9
モーリタニア 53 1.1 953 1.2 30 3.7 10 1.6 –0.6 41 112 84 25.6
メキシコ 299 1.4 3,009 1.4 52 3.6 253 3.7 1.1 2,158 13,251 8,400 4.4
モルドバ 620 0.5 2,592 –1.5 23 –6.6 386 –4.1 –2.4 6 237 274 32.4
モンゴル 50 –12.0 690 –2.8 73 –1.6 23 7.3 –0.7 48 120 91 10.8
モロッコ 233 0.5 1,243 0.4 20 2.6 255 2.9 0.6 727 1,967 2,133 21.4
モザンビーク 99 10.5 925 7.7 5 1.1 23 –0.9 0.9 150 289 245 17.0
ナミビア 54 2.7 441 2.0 .. .. 20 7.0 –2.2 42 290 598 28.7
ネパール 288 2.7 2,286 1.8 10 2.4 97 4.0 0.8 12 343 139 21.2
オランダ 111 2.3 8,308 0.8 188 –0.7 290 0.5 –1.5 872 25,562 43,339 15.5
ニュージーランド 218 0.9 7,360 2.5 356 1.1 512 2.3 1.8 137 1,551 10,044 53.6
ニカラグア 175 5.0 1,781 0.8 31 5.7 51 –1.7 3.3 65 289 567 77.4
ニジェール 246 3.3 409 2.1 7 –0.3 57 6.3 0.5 92 195 75 26.2
ナイジェリア 177 1.7 1,368 1.3 8 2.6 133 3.4 0.7 594 1,925 61 0.3
ノルウェー 298 –0.3 4,161 0.5 62 2.0 45 –1.3 –1.1 329 3,222 4,756 5.6
オマーン 2 0.7 2,332 0.7 .. .. 186 2.6 1.6 118 969 384 2.7
パキスタン 203 2.8 2,456 2.4 13 2.0 68 2.5 0.9 –715 2,703 1,666 12.1
パナマ 114 0.3 1,851 0.1 54 4.0 284 –2.5 –1.5 77 462 739 83.6
パプアニューギニア 2 6.9 3,539 3.3 .. .. 398 2.5 –0.1 84 199 324 17.1
パラグアイ 300 4.9 2,236 0.9 65 –0.2 135 0.0 0.8 –66 200 1,233 81.2
ペルー 139 6.8 3,426 2.5 37 5.3 210 6.1 4.1 415 1,321 2,461 19.3
フィリピン 236 2.3 2,916 2.5 28 5.6 217 2.6 0.9 794 3,073 2,342 6.0
ポーランド 698 0.6 3,212 0.7 91 0.9 230 0.9 –0.4 –103 5,515 6,261 8.7
ポルトガル 106 –2.1 2,533 2.3 67 1.3 401 0.3 –0.2 717 6,415 1,859 5.3
ルーマニア 872 0.3 3,288 0.8 46 –3.7 332 1.8 0.9 225 2,005 716 3.1
ロシア連邦 506 –1.2 1,842 2.0 34 –3.7 131 2.9 –1.4 –598 12,426 2,798 1.5
ルワンダ 39 2.8 1,029 –1.3 6 4.0 319 0.1 –1.0 10 43 30 59.9
サウジアラビア 135 –3.5 4,559 0.2 31 3.6 151 0.8 –1.3 1,573 6,689 954 0.7
セネガル 115 1.6 1,089 1.6 11 2.0 65 6.4 –1.5 345 818 448 34.1
セルビア 1,030 0.4 4,194 2.4 102 –0.5 343 0.5 2.5 –100 767 814 19.7
シエラレオネ 58 –5.2 1,223 –0.1 .. .. 79 1.4 –2.5 34 71 38 91.4
シンガポール .. .. .. .. .. .. 5 9.3 –14.3 214 4,602 2,844 1.5
スロバキア共和国 611 26.7 4,099 3.8 72 –4.0 85 –4.9 .. –57 1,478 1,000 3.7
スロベニア 262 1.2 5,282 2.4 90 0.6 167 –0.6 1.9 127 1,089 425 2.7
南アフリカ 274 1.9 2,882 4.3 42 2.0 171 2.5 –0.2 235 2,278 3,198 8.1
スペイン 470 1.4 3,052 2.2 125 3.3 700 1.7 1.4 1,535 21,850 24,080 13.5
スリランカ 155 1.5 3,438 1.3 7 5.2 72 0.5 –0.1 219 968 1,260 22.9
スーダン 144 2.4 .. 0.8 10 –0.5 92 3.4 1.9 288 635 469 13.8
スウェーデン 588 0.4 4,803 0.8 61 0.6 38 0.7 –0.2 –99 6,870 3,440 2.9
スイス 135 –1.8 6,076 0.0 59 –0.7 109 –1.2 –1.0 243 5,912 2,707 2.3
シリア・アラブ共和国 307 2.6 1,786 4.2 23 5.3 236 2.6 1.3 185 1,163 967 16.5
タジキスタン 136 10.7 2,240 6.8 .. .. 155 1.1 –2.1 46 66 113 16.3
タンザニア 126 2.2 1,403 –0.1 10 1.9 69 0.4 –1.2 122 319 583 44.1
タイ 527 3.0 3,044 2.4 31 1.8 178 1.5 0.9 –2,244 4,875 15,550 16.3
トーゴ 132 3.6 1,031 2.4 6 1.8 31 –1.0 –0.4 22 75 122 31.0
チュニジア 222 –0.4 1,540 1.2 25 3.9 333 2.9 0.0 297 1,100 854 9.3
トルコ 465 0.7 2,397 0.7 22 2.2 516 2.2 –0.5 –105 4,615 6,197 10.1
トルクメニスタン 594 12.1 2,878 3.9 45 7.1 215 3.6 4.5 14 189 255 10.2
ウガンダ 87 3.0 1,559 0.6 9 1.9 384 1.4 –0.6 109 265 371 74.0
ウクライナ 688 –0.4 2,439 –1.1 35 –5.2 207 1.0 –2.0 –662 2,114 3,213 10.7
イギリス 360 –0.1 7,085 0.8 56 –0.7 49 –2.6 –1.0 322 36,159 12,700 3.7
アメリカ 1,253 1.2 6,443 2.3 133 2.1 225 1.1 0.6 –9,847 57,568 61,974 8.5
ウルグアイ 660 3.7 4,115 3.9 178 1.7 219 2.0 2.1 –220 332 1,674 58.9
ウズベキスタン 237 8.6 3,627 7.4 23 1.6 206 1.0 –0.3 .. .. .. ..
ベネズエラ・ボリバ
ル共和国

132 3.8 3,310 1.8 52 4.6 147 1.6 0.7 407 1,800 208 0.5

ベトナム 475 5.0 4,641 3.1 32 7.0 162 5.6 3.8 –512 1,382 4,591 26.5
ヨルダン川西岸・ガザ .. .. .. .. .. .. 222 0.5 .. .. .. .. ..
イエメン共和国 23 –2.6 740 –1.2 12 5.4 63 3.7 –0.2 347 1,045 194 4.5
ザンビア 107 –0.6 1,732 1.3 .. .. 32 0.0 –0.9 35 171 278 19.4
ジンバブエ 85 –3.3 673 –3.7 16 3.4 30 1.5 0.0 217 426 813 42.2

a. データは表に示した期間，あるいはデータの入手可能性によってはそれより前の期間の平均．b. 2004-05 年の耕作地・永年作物地は世界銀行の推計値．c. データはセル
ビア・モンテネグロのもの．

表A.4　農業産出物・貿易（続き）
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テクニカル・ノート

表A.1　農業・農村部門指標
　農村人口は，総人口と都市人口の差として算出されて

いる．都市部に関しては各国固有の定義を用いた（UN, 

World Urbanization Prospects お よ び World Bank の 推

計）．

　農業雇用は，農業に従事している労働者の数を表わす．

農業労働者のほとんどは自営である．農業は国際標準産業

分類（ISIC）第 2 版の分類 1 あるいは ISIC 第 3 版の表の

カテゴリー A および B に対応し，狩猟，林業，漁業も含

む（ILO, Key Indicators of the Labour Market データベー

ス）．

　農業労働力に占める女性の割合は，経済的に活動的な人

口に関する ILO の定義に合致する 15 才以上の女性が，農

業，狩猟，林業，漁業に従事している，あるいは求職して

いる経済的に活動的な人口全体（雇用されている人と失

業している人の両方を含む）に占める割合を表わす（FAO

および同データファイル）．

　農業付加価値の農業は，ISIC 第 3 版の分類の 1-5 に対応

し，農作物栽培業や畜産業に加えて，狩猟，林業，漁業も

含む．付加価値はある部門について，あらゆる産出を合算

してから中間投入を控除したネットの産出である．固定資

産の減価償却や天然資源の劣化は控除しないで算出されて

いる．増加率は現地通貨建て不変価格データから，最小二

乗法を用いて計算されている（World Bank の国民経済計

算および OECD, National Accounts データファイル）．

表A.2　農業政策指標
　農業向け政府支出には，すべての返済が不要な支払いが

含まれる．経常支出か資本支出かは問わず，便益ないし

サービスが支払いを見返りに提供されたか否かも問わな

い．農業向け政府支出には以下が含まれる．農地保全業

務・サービスの管理，可耕地の開拓ないし拡張，洪水コン

トロール施設の建設・運用，灌漑・排水システム，研究

開発，農地改革・植民，農産物価格・農民所得の安定化・

改善を目的とした業務・サービスの管理，広報・統計収

集，獣医業務・サービスの管理，林業の業務・サービスの

管理，融資・移転・補助金という形態の支出，林業管理の

あらゆる側面（植林業務の運営・支援，森林火災の消火活

動，林業者に対するエクステンション・サービスを含む），

商業的ないしスポーツの漁業・狩猟に関する業務・サービ

ス（IMF, Government Finance Statistics Yearbook）．

　農業向け公的R&D支出は，政府，非営利機関，大学の

支出を含み，財政資金か，あるいは民間部門や国際的な交

付金・融資でフィナンスされたかは問わない．国際機関が

行った R&D 活動は除く．農業向け R&D 支出には次の分

野におけるあらゆる支出（給与，運営費，資本）が含まれ

る．農作物，家畜，林業，漁業，天然資源，第 1 次農業

生産の社会経済的側面，農業投入物の使用．農場内の貯蔵

や農産物加工に関する R&D も含まれる．農薬，農業機械，

食品加工などの産業を支援する R&D や，微生物学や動物

学の部門による基礎研究は対象外である．しかし，厳密

な線引きは常に可能であったとはいえないのが実情である

（CGIAR, Agricultural Science and Technology Indicators）．

　農業向け政府開発援助（ODA）は，開発援助委員会

（DAC）の ODA の定義に合致し，DAC の被援助国リスト

に含まれている国や地域向けの援助の流れで構成される．

3 つの条件は次の通りである．①公的部門によって供与さ

れたものであること，②主要目的が経済開発あるいは福祉

の促進であること，③譲許的な条件で供与されたものであ

ること（借款については割引率を 10%として，グラント・

エレメントが 25%以上になること）．農業向け ODA には

農業部門政策，農業開発および投入物，農作物・家畜の生

産，農業信用，協同組合，研究開発が含まれる．

　農民に対する名目援助比率（NRA）は，農産品の国内市

場価格（直接生産補助金は加算する）から国境価格（輸

送費と品質の相違を調整）を控除して，それを国境価格

に対する比率で表示したものである．投入物市場の歪みが

大きい諸国についてはそれを把握するために，NRA は直

接投入物補助金や投入物の国際価格と農民の購入価格の相

違を考慮するために調整されている（産出価格相当額に対

する比率として表示されている）．外国為替市場が歪んで

いる場合には，輸入業者（併行為替相場を使用していると

みられる）や輸出業者（併行相場と公定相場の加重平均）

が使用している為替相場と推計均衡相場との相違を考慮

する努力が払われている（Development Economics Vice 

Presidency of the World Bank および Anderson 近刊）．

　食料援助（穀物換算）には次の 3 つが含まれる．①自然

災害や人為的災害の犠牲者を対象にした緊急食料援助，②

個別の貧困削減や惨事防止の活動を支援するプロジェクト

型食料援助，③国際収支や予算を支援するための財源移

転として，通常は政府対政府で供給されるプログラム型食

料援助．食料援助（穀物換算）の供与は被援助国に実際

に到着したベースでとらえられている（UN, World Food 

Programme 2007）．

　農村人口のうち全天候型道路にアクセス可能な割合は，

農村総人口のうち全天候型道路から 2km（普通は徒歩で

20 分）以内に居住している農村人口の割合を表わす．「全

天候型道路」とは，農村部に一般的な手段（四輪駆動では

ないピックアップ・トラックないしトラック）で年を通し

て自動車通行が可能な道路のことである．悪天候（豪雨な

ど）の際における短時間の予想可能な中断は，特に交通量
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の少ない道路に関しては許容されている（World Bank）．

　農村家計のうち電気にアクセス可能な割合は，農村家計

のうち電気が通っている割合を示す．これは家計調査にお

ける「あなたの家には電気がありますか？」や，「あなた

の家の主たる光源な何ですか？」など，さまざまな設問と

整合的である（World Bank．データは人口動態保健調査

＜ DHS ＞や生活条件測定研究＜ LSMS ＞調査など各種家

計調査に基づく）．

表A.3　農業投入物・環境
　耕作地・永年作物地には，耕作地と永年作物地が含まれ

る．耕作地は FAO の定義にしたがって，一時的な農作物

が栽培されている土地（輪作地は 1 回だけ算入），採草や

放牧のための一時的な牧草地，市場向け栽培園や家庭用菜

園になっている土地，一時的な休閑地が含まれる．焼畑農

業に伴って放棄された土地は除外されている．永年作物地

はココア，コーヒー，ゴムなどのように，土地を長期にわ

たって占有し，収穫ごとに再植えつけを要しない作物が栽

培されている土地のことである．このカテゴリーには被子

性潅木，果物木，堅果木，ツル木などが生えている土地が

含まれるが，木材や立ち木のために生育している木がある

土地は除かれる（FAO および同データファイル）．

　土地のジニ係数は，農村部における土地の配分が個人

や家計の間で，完全に平等な配分からどの程度乖離して

いるかを測定したものである．土地のジニ係数が 0 は完

全な平等を，1 は完全な不平等を意味する．1990 年の

農業国勢調査におけるジニ係数は FAO が算出したもの

（http://www.fao.org/ES/ess/census/gini/table1）．2000

年の農業国勢調査におけるジニ係数は土地の配分を規模

によって 7-19 までのクラスに分類された表から算出した

も の（http://www.fao.org/ES/ss/census/wcares/default.

asp）．カンボジア，中国，ベトナムに関するジニ係数は

各国の情報源から算出．

　灌漑地は意図的に水が供給されている土地をさし，洪

水のコントロールによって灌漑された土地を含む（FAO, 

Production Yearbook およびデータファイル）．

　肥料使用は耕地単位当たりの植物栄養素の量を測定し

たものである．肥料としては窒素肥料，カリ肥料，燐肥

料（地表岩の燐を含む）をカバーしている．伝統的な栄養

素（動植物堆肥）は除外されている．肥料使用の対象期間

は収穫年（7 月から 6 月まで）である（FAO および同デー

タファイル）．

　殺虫剤使用には殺虫剤，殺菌剤，除草剤，その他のいか

なる有害物であれ，それを防止，破壊，誘引，排除，抑

制することを意図した物質が含まれる．その有害物には

生産，貯蔵，輸送，配送，食料・農産物・動物の外部寄

生動植物抑制用に投与される飼料の加工の間に発生する望

ましくない動植物種が含まれる（FAO, Summary of World 

Food and Agricultural Statistics）．

　1人当たり再生可能国内淡水資源は，当該国国内の再生

可能な資源（河川の流れと降雨による地表水）を示す．

1 人当たりの数字は世界銀行の人口推計値を使って算出

（World Resources Institute．FAO の AQUASTAT で補完）．

　農業向け年間取水量が全淡水取水量に占める割合は，取

水量にかかわるデータであるが，貯水場である河川におけ

る蒸発は算入されていない．脱塩施設からの取水が大き

な水源になっている諸国については，それも取水量に含

まれる．再生不可能な地下帯水層や脱塩施設からの取水が

多かったり，あるいは水使用が著しかったりする場合，取

水率は 100%を超えることがある．農業向けの取水は灌漑

と家畜生産用の合計である．データは 1987-2002 年の間

で入手可能な最新年のもの（World Resources Institute．

FAO の AQUASTAT で補完）．

　森林伐採率は，天然の森林地帯を他の用途に恒久的に転

換することに関するデータである．他の用途としては焼畑

農業，恒久的な農業，牧場，居住地，インフラ開発などが

ある．伐採された地域には，伐採されたものの再生が意図

されている地域や，薪収集・酸性雨・森林火災で劣化した

地域は含まれない．マイナスの数字は森林地帯の増加を意

味する（FAO, Global Forest Resources Assessment）．

表A.4　農業産出物・貿易
　穀物生産は乾燥穀物向けに収穫されたものだけを含む．

穀物生産は小麦，コメ，トウモロコシ，大麦，燕麦，ライ

麦，雑穀，ソーガム，蕎麦，混合穀物の合計である．干し

草用に収穫されたり，食料・飼料・サイレージ（サイロで

発酵させた飼料）用に緑のまま収穫されたりしたものや，

牧草用のものは除かれる（FAO および同データファイル）．

　肉生産は原産国にかかわらず，当該国で屠殺された家畜

から採取した肉の合計である．これには牛，豚，羊・山

羊，馬，鶏，七面鳥，アヒル，ガチョウやホロホロチョ

ウ，ウサギ，その他（ラクダ，猟鳥も含む）の肉が含まれ

る（FAO および同データファイル）．

　果実・野菜生産は主として人間が消費するために栽培さ

れている各種の野菜，果物，ベリー類の合計である．ほと

んどの果樹は主として木，潅木，低木など永年植物である

が，ツル木やヤシも含まれる．果樹生産のデータは実際に

収穫されたものが対象（FAO および同データファイル）．

　食料総生産は食用に適すると考えられ，栄養素を含む農

作物をカバーする．指数を作成するために，各作物の生産

量が国際価格で加重されている．この方法では各作物に

ついて単一価格が指定されており，したがって，例えば，
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小麦 1 トンは生産地にかかわらず同一価格とされている．

コーヒーと茶は食べられるものの，栄養価がないので除外

されている（FAO および同データファイル）．

　純穀物輸入（米ドル表示）は穀物輸入から同輸出を控除

したものである．穀物には小麦，コメ，トウモロコシ，大

麦，燕麦，ライ麦，雑穀，ソーガム，蕎麦，混合穀物が

含まれる（国連統計局が維持している COMTRADE データ

ベースに基づく世界銀行の推計）．

　農産物輸出入（米ドル表示）は標準国際貿易分類（SITC）

第 1 版 に 基 づ き，SITC0（ 食 料・ 家 畜 ），SITC1（ 小 分

類 121 のみ），SITC2（小分類 211, 212, 222, 223, 231, 

263, 264, 265, 268, 291, 292），SITC4 のすべてを含む．

輸入額は一般的に CIF 建て（輸入者の購入価格に輸入国ま

での輸送および保険のコストを加えた価格）で記録されて

いる．輸出額は FOB 建て（出荷用に輸出国の国境まで輸

送されてきた価格で記録されている（国連統計局が維持

している COMTRADE データベースに基づく世界銀行の推

計）．
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序論
　本年度版の主要世界開発指標では比較可能な社会経

済データを示す6つの表によって，130カ国以上にかか

わる開発データを示した．データは可能なかぎり最新年

のものであるが，前年分を示した指標もなかにはある．

データが乏しい，あるいは人口が200万人未満の75カ国

については，基礎データだけを追加表に示した．

　ここに示した指標はWorld Development Indicators 
2007に掲載されている800以上の指標から選択したも

のである． 毎年刊行されている World Development 
Indicatorsは開発プロセスを包括的にみるためのもの

である．その最初の章には，1990年代の国際会議におけ

る合意や決議から発展して，2000年9月のミレニアム・サ

ミットにおいて国連加盟国によって再確認されたミレニ

アム開発目標についての説明がある．2005年9月に開催

された国連の世界サミットでは2000年のミレニアム宣言

が再確認された．そして，野心的な国家開発戦略を国際

的な支援の拡大によって裏付けることの必要性が確認

された．ほかの5つの章では，人的資本の開発，環境の

持続可能性，マクロ経済的なパフォーマンス，民間部門

の開発と投資環境，および開発の外部環境に影響する

グローバルな結びつきなど，さまざまな要因の役割が検

討されている．これとは別に公表されているデータベース

では，222の国や地域に関して1,000を超えるデータ表

と800以上の時系列指標にアクセス可能であり，World 
Development Indicatorsを補完するものとなっている．

このデータベースは電子購読（WDI Online），あるいは

CD-ROM版で利用可能である．

データの出典と方法
　ここに示した社会経済データや環境データは，世界銀

行が収集した一次データ，加盟国の統計出版物，研究機

関，国連とその専門機関，IMF，およびOECDなどの国際

機関に依拠している．各国や国際機関の統計のほとんど

は，対象，定義，分類に関して国際基準を適用している

ものの，基礎データの収集と編集に割くことができる能

力と資源には相違があるため，適時性や信頼性にはどう

しても格差ができる．テーマによっては，より信頼できる

データを掲載するために，世界銀行スタッフが出典の異

なる競合するデータを吟味する必要がある．利用可能な

データが水準や傾向について，信頼できる測定値とする

には根拠薄弱な場合，あるいは国際基準への準拠が不

十分な場合には，データを掲載しなかった．

　掲載データはWorld Development Indicators 2007に

ほぼ一致している．しかし，新しいデータが入手できた場

合には，データは修正ないし更新されている．時系列の

修正や方法の変更が理由で，相違が生じていることもあ

る．したがって，世界銀行の刊行物でも版が違えば，デ

ータそのものの年代が異なる．異なる刊行物，あるいは

同一刊行物の版が異なるものから，時系列データを取

り出すことは避けていただきたい．一貫性のある時系列

データは，World Development Indicators 2007のCD-

ROM版やWDI Onlineで入手可能である．

　特記がない限り，すべてのドル表示は現在の米ドルに

よる．各国通貨の数値を換算する際に使用した各種方法

については，テクニカル・ノートで説明してある．

　世界銀行の主要業務は低および中所得国に対して融

資や政策助言を提供することにあるため，表が対象とし

ている問題は主としてこのような諸国に焦点を当ててい

る．高所得国に関する情報も，それが入手可能なときに

は比較のために掲載してある．これら高所得国に関して

さらに詳しい情報を知りたい方は，各国の統計刊行物，

およびOECDやEUの出版物を参照していただきたい．

国の分類と総括値
　各表の末尾にある総括値には，上部に掲載されてい

る諸国が1人当たり所得や地域ごとに分類されて含まれ

ている．2006年の1人当たりGNIに基づいて，905ドル以

下が低所得国，906-11,115ドルが中所得国，11,116ドル

以上が高所得国という分類がなされている．1人当たり

GNIが3,595ドルの水準で，さらに低位中所得国と高位中

所得国の区別がなされている．1人当たり所得に基づく

国の分類は毎年行われているので，各所得グループに含

まれる国の構成も毎年変化している可能性がある．この
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ような分類の変更が最新の推計値に基づいて行われた

場合には，新しい所得分類に基づく集計値は過去に遡及

して再計算してあるので，時系列データの一貫性は確保

されている．本報告書の各グループに含まれる諸国（人

口200万人未満の諸国を含む）のリストについては，次

ページの分類表を参照されたい．

　総括値は各グループごとの合計値（データがない場

合や報告されていない諸国に関する推定値が含まれて

いれば“t”，入手データの単純合計ならば“s”で区別），加

重平均値（w），あるいは中央値（m）のいずれかである．

主要表から除外されている諸国（表6に掲載されている

諸国）のデータも，入手可能であればそのデータが，あ

るいは入手可能な諸国と同じ傾向をたどるとの前提に立

った推定値が含まれている．そうすれば，各期間につい

て対象国の範囲が標準化され，より一貫性のある集計

値が得られる．ただし，欠けている情報が集計値全体の

3分の1以上を占めている場合には，グループの総括値

は入手不能と表示されている．集計方法の詳細について

は，テクニカル・ノートのなかの統計手法のところに説明

がある．集計値を算出するために用いられたウェイトは，

各表の脚注に示されている．

用語と対象国
　国という用語は政治的な独立性を示唆するものでは

なく，当局が社会ないし経済について別の統計を作成し

ている領域をいう．掲載されたデータは2006年現在で

成立している経済圏に関するものであり，過去のデータ

についても現在の政治的な取り決めを反映するように

修正されている．すべての表について，例外があれば注

記されている．特記の無い限り，中国のデータには香港

（中国），マカオ（中国），および台湾（中国）は含まれ

ていない．インドネシアのデータには特記の無い限り，

1999年までは東ティモールが含まれている．モンテネグ

ロは2006年6月3日にセルビア・モンテンネグロからの独

立を宣言したので，本年度版ではセルビアだけのデータ

を掲載している．セルビアにかかわる1999年以降のデー

タは，ほとんどの指標についてコソボを除外してある．こ

れは1999年の国連安全保障理事会決議1244号に基づ

いて，コソボが国際管理下にあるためだ．この例外があ

れば注記されている．

テクニカル・ノート
　データの質や各国間比較にはしばしば問題がある

ため，テクニカル・ノート，地域・所得による国の分類，

および各表の脚注をなるべく参考にされたい．さらに詳

しい説明については，World Development Indicators 

2007を参照されたい．

　WDI 2007に関する詳しい情報や購入については，オ

ンライン，電話，またはファックスで下記に照会された

い．

さらに詳しい情報およびオンライン購入について：

www.worldbank.org/data/wdi2007/index.htm

電話またはファックスによる購入について：

1-800-645-7247または703-661-1580; Fax 703-661-

1501

郵便による購入について：

The World Bank, P.O. Box 960, Herndon, VA 20172-

0960, U.S.A.

記号
　「…」はデータが入手不可能であること，あるいは当

該年のデータが欠けているため合計が算出できないこ

とを意味する．

「0または0.0」はゼロまたは表示単位の半分未満である

ことを意味する．
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東アジア・太平洋 ラテンアメリカ・カリブ 南アジア 高所得 OECD
米領サモア UMC アルゼンチン UMC アフガニスタン LIC オーストラリア
カンボジア LIC ベリーズ UMC バングラデシュ LIC オーストリア
中国 LMC ボリビア LMC ブータン LMC ベルギー
フィジー LMC ブラジル UMC インド LIC カナダ
インドネシア LMC チリ UMC モルティブ LMC チェコ共和国
キリバス LMC コロンビア LMC ネパール LIC デンマーク
朝鮮民主主義人民共和国 LIC コスタリカ UMC パキスタン LIC フィンランド
ラオス人民民主共和国 LIC キューバ LMC スリランカ LMC フランス
マレーシア UMC ドミニカ UMC ドイツ
マーシャル諸島 LMC ドミニカ共和国 LMC ギリシア
ミクロネシア連邦 LMC エクアドル LMC サハラ以南アフリカ アイスランド
モンゴル LIC エルサルバドル LMC アンゴラ LMC アイルランド
ミャンマー LIC グレナダ UMC ベニン LIC イタリア
北マリアナ諸島 UMC グアテマラ LMC ボツワナ UMC 日本
パラオ UMC ガイアナ LMC ブルキナ・ファソ LIC 大韓民国
パプアニューギニア LIC ハイチ LIC ブルンジ LIC ルクセンブルク
フィリピン LMC ホンジュラス LMC カメルーン LMC オランダ
サモア LMC ジャマイカ LMC カボベルデ LMC ニュージーランド
ソロモン諸島 LIC メキシコ UMC 中央アフリカ共和国 LIC ノルウェー
タイ LMC ニカラグア LMC チャド LIC ポルトガル
東ティモール LIC パナマ UMC コモロ LIC スペイン
トンガ LMC パラグアイ LMC コンゴ民主共和国 LIC スウェーデン
バヌアツ LMC ペルー LMC コンゴ共和国 LMC スイス
ベトナム LIC セントクリストファー・ コードジボワール LIC イギリス

ネーヴィス UMC 赤道ギニア UMC アメリカ
セントルーシア UMC エリトリア LIC

ヨーロッパ・中央アジア セントビンセント・グレ エチオピア LIC
アルバニア LMC ナディーン諸島 UMC ガボン UMC その他の高所得国
アルメニア LMC スリナム LMC ガンビア LIC アンドラ
アゼルバイジャン LMC ウルグアイ UMC ガーナ LIC アンティグア・バーブーダ
ベラシール LMC ベネズエラ・ボリバル ギニア LIC アルバ
ボスニア・ヘルツェゴビナ LMC 共和国 UMC ギニアービサウ LIC バハマ
ブルガリア UMC ケニア LIC バーレーン
クロアチア UMC ソレト LMC バルバドス
グルシア LMC 中東・北アフリカ リベリア LIC バミューダ
ハンガリー UMC アルジェリア LMC マダガスカル LIC ブルネイ
カザフスタン UMC ジブチ LMC マラウィ LIC ケイマン諸島
キルギスタン共和国 LIC エジプト・アラブ共和国 LMC マリ LIC チャネル諸島
ラトビア UMC イラン・イスラム共和国 LMC モーリタニア LIC キプロス
リトアニア UMC イラク LMC モーリシャス UMC エストニア
マケドニア LMC ヨルダン LMC マイヨット UMC フェロー諸島
（旧ユーゴスラビア共和国） レバノン UMC モザンビーク LIC 仏領ポリネシア
モルドバ LMC リビア UMC ナミビア LMC グリーンランド
モンテネグロ UMC モロッコ LMC ニジェール LIC グアム
ポーランド UMC オマーン UMC ナイジェリア LIC 香港（中国）
ルーマニア UMC シリア・アラブ共和国 LMC ルワンダ LIC マン島
ロシア連邦 UMC チェニジア LMC サントメ・プリンシペ LIC イスラエル
セルビア UMC ヨルダン川西岸・ガザ LMC セネガル LIC クウェート
スロバキア共和国 UMC イエメン共和国 LIC セイシェル UMC リヒテンシュタン
タジキスタン LIC シエラレオネ LIC マカオ（中国）
トルコ UMC ソマリア LIC マルタ
トルクメニスタン LMC 南アフリカ UMC モナコ
ウクライナ LMC スーダン LIC オランダ領アンティル
ウズベキスタン LIC スワジランド LMC ニューカレドニア

タンザニア LIC プエルトリコ
トーゴ LIC カタール
ウガンダ LIC サンマリノ
ザンビア LIC サウジアラビア
ジンバブエ LIC シンガポール

スロベニア
台湾（中国）
トリニダード・トバゴ
アラブ首長国連邦
バージン諸島（米領）

地域・所得による国の分類（2008年度）

出所：世界銀行データ．
注：本表は世界銀行の全加盟国／地域と人口が 3 万人を超える非加盟国／地域を分類したものである．各国／地域は世界銀行アトラス方式を用いて算出された 2006
年の GNI に基づき，次の各所得グループに分類されている．すなわち，905 ドル以下は低所得国（LIC），906-3,595 ドルは低位中所得国（LMC），3,596-11,115 ドルは
高位中所得国（UMC），および 11,116 ドル以上は高所得国とされている．
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人口 人口の年
齢別構成

0-14歳
の割合%
2006年

国民総所得（GNI）a
PPP表示の国民総所得

（GNI）b 1人当たり国
内総生産
（GDP）
（増加率%）
2005-06年

出生時余命
成人識字率
（対15歳以上
人口比%）

2000-
2005年c

1人当た
り二酸化
炭素排出
量（トン）

2003年
（100万人）

2006年

年平均増
加率（%）
2000-06年

（km2当たり
人口密度）

2006年
（10億ドル）

2006年

（1人当た
りドル）
2006年

（10億ドル）
2006年

（1人当た
りドル）
2006年

男
（年数）
2005年

女
（年数）
2005年

アルバニア 3 0.4 115 26 9.3 2,960 18 5,840 4.7 73 79 99 1.0
アルジェリア 33 1.5 14 29 101.2 3,030 230d 6,900d 1.5 70 73 70 5.1
アンゴラ 16 2.8 13 46 32.4 1,980 39d 2,360d 11.4 40 43 67 0.6
アルゼンチン 39 1.0 14 26 201.4 5,150 602 15,390 7.4 71 79 97 3.4
アルメニア 3 –0.4 107 20 5.8 1,930 18 5,890 13.7 70 76 99 1.1
オーストラリア 21 1.2 3 19 738.5 35,990 699 34,060 1.4 78 83 .. 17.8
オーストリア 8 0.5 100 15 326.2 39,590 289 35,130 3.0 77 82 .. 8.7
アゼルバイジャン 8 0.9 103 25 15.7 1,850 51 5,960 33.1 70 75 .. 3.5
バングラディシュ 144 1.9 1,109 35 69.9 480 338 2,340 4.9 63 65 47 0.3
ベラルーシ 10 –0.5 47 15 32.8 3,380 86 8,810 10.8 63 74 .. 6.3
ベルギー 10 0.4 347 17 404.7 38,600 368 35,090 3.1 77 82 .. 9.9
ベニン 9 3.1 79 44 4.7 540 10 1,160 1.1 54 56 35 0.3
ボリビア 9 1.9 9 38 10.3 1,100 27 2,890 2.8 63 67 87 0.9
ボスニア・ヘルツェゴビナ 4 0.3 76 16 11.7 2,980 .. .. 5.7 72 77 97 4.9
ブラジル 189 1.4 22 28 892.8 4,730 1,661 8,800 2.4 67 75 89 1.6
ブルガリア 8 –0.8 71 14 30.7 3,990 78 10,140 6.7 69 76 98 5.6
ブルキナファソ 14 3.1 50 47 6.3 460 18d 1,330d 2.9 48 49 24 0.1
ブルンジ 8 3.1 305 45 0.8 100 6d 710d 1.3 44 46 59 0.0
カンボジア 14 2.0 81 37 6.9 480 42d 2,920d 8.4 54 61 74 0.0
カメルーン 17 1.9 36 41 18.1 1,080 40 2,370 1.6 46 47 68 0.2
カナダ 33 0.9 4 17 1,177.4 36,170 1,127 34,610 2.0 78 83 .. 17.9
中央アフリカ共和国 4 1.3 7 43 1.5 360 5d 1,280d 2.1 39 40 49 0.1
チャド 10 3.3 8 47 4.8 480 12d 1,230d –1.1 43 45 26 0.0
チリ 16 1.1 22 24 114.9 6,980 185 11,270 3.0 75 81 96 3.7
中国 1,312 0.6 141 21 2,641.6 2,010 10,153e 7,740e 10.1 70 74 91 3.2
香港（中国） 7 0.8 6,728 14 199.5 28,460 268 38,200 5.9 79 85 .. 5.6
コロンビア 46 1.5 41 31 125.0 2,740 347d 7,620d 5.4 70 76 93 1.3
コンゴ民主共和国 59 2.8 26 47 7.7 130 43d 720d 1.9 43 45 67 0.0
コンゴ共和国 4 3.0 12 47 3.8 950 4 940 3.7 52 54 85 0.4
コスタリカ 4 1.8 86 28 21.8 4,980 47d 10,770d 6.4 77 81 95 1.5
コートジボワール 18 1.6 58 42 16.0 870 29 1,550 2.3 45 47 49 0.3
クロアチア 4 –0.2 79 15 41.4 9,330 61 13,680 4.7 72 79 98 5.4
チェコ共和国 10 –0.1 132 14 129.5 12,680 219 21,470 6.2 73 79 .. 11.4
デンマーク 5 0.3 128 19 280.7 51,700 198 36,460 3.0 76 80 .. 10.1
ドミニカ共和国 10 1.6 199 32 27.4 2,850 80 8,290 9.0 69 75 87 2.3
エクアドル 13 1.4 48 32 38.1 2,840 59 4,400 3.1 72 78 91 1.8
エジプト・アラブ共和国 75 1.9 76 33 101.7 1,350 354 4,690 4.9 68 73 71 2.0
エルサルバドル 7 1.8 337 34 17.8 2,540 37d 5,340d 2.2 68 74 81 1.0
エリトリア 5 4.1 45 45 0.9 200 5d 1,090d –4.0 53 57 .. 0.2
エチオピア 73 2.0 73 44 12.9 180 87d 1,190d 6.8 42 43 36 0.1
フィンランド 5 0.3 17 17 213.6 40,650 185 35,150 5.3 76 82 .. 13.0
フランス 61 0.6 111 18 2,297.8 36,550f 2,059 33,740 1.7 77 84 .. 6.2
グルジア 4 –1.0 64 18 6.9 1,560 16 3,690 10.3 68 75 .. 0.8
ドイツ 82 0.0 236 14 3,018.0 36,620 2,623 31,830 2.9 76 82 .. 9.8
ガーナ 23 2.1 99 39 11.8 520 59d 2,640d 4.2 57 58 58 0.4
ギリシャ 11 0.3 86 14 241.0 21,690 273 24,560 4.2 77 82 96 8.7
グアテマラ 13 2.4 119 43 34.1 2,640 62d 4,800d 2.1 64 72 69 0.9
ギニア 9 1.9 37 44 3.7 410 22 2,410 0.8 54 54 29 0.2
ハイチ 9 1.4 314 37 4.1 480 13d 1,490d 0.9 52 53 .. 0.2
ホンジュラス 7 2.3 66 39 8.8 1,200 26d 3,540d 3.9 67 71 80 0.9
ハンガリー 10 –0.3 112 15 110.1 10,950 184 18,290 4.2 69 77 .. 5.8
インド 1,110 1.5 373 32 906.5 820 4,217d 3,800d 7.7 63 64 61 1.2
インドネシア 223 1.3 123 28 315.8 1,420 881 3,950 4.3 66 70 90 1.4
イラン・イスラム共和国 69 1.4 42 28 207.6 3,000 587 8,490 4.4 70 73 82 5.7
アイルランド 4 1.7 61 20 191.9 45,580 151 35,900 4.7 77 82 .. 10.4
イスラエル 7 1.9 325 28 128.7 18,580 176 25,480 3.4 78 82 .. 10.2
イタリア 59 0.5 199 14 1,875.6 32,020 1,789 30,550 2.0 78 83 98 7.7
ジャマイカ 3 0.5 246 31 9.3 3,480 11 4,030 2.3 69 73 .. 4.1
日本 128 0.1 350 14 4,900.0 38,410 4,229 33,150 2.4 79 86 .. 9.6
ヨルダン 6 2.4 63 37 14.7 2,660 35 6,210 4.0 71 74 91 3.3
カザフスタン 15 0.5 6 23 58.0 3,790 119 7,780 9.4 61 72 .. 10.7
ケニア 35 2.3 62 43 20.5 580 46 1,300 3.1 50 48 74 0.3
大韓民国 48 0.5 490 18 856.6 17,690 1,152 23,800 4.7 74 81 .. 9.5
クウェート 3 2.9 148 24 77.7 30,630 74d 29,200d 5.3 75 80 93 32.7
キルギスタン共和国 5 0.9 27 31 2.6 490 10 1,990 1.6 65 72 .. 1.1
ラオス人民民主共和国 6 1.6 25 40 2.9 500 12 2,050 5.8 62 65 69 0.2
ラトビア 2 –0.6 37 14 18.5 8,100 35 15,350 12.6 66 77 100 2.9
レバノン 4 1.2 396 28 22.2 5,490 22 5,460 –1.1 70 75 .. 4.8
リトアニア 3 –0.5 54 16 26.7 7,870 51 14,930 8.1 65 77 100 3.7
マケドニア（旧ユーゴ
スラビア共和国）

2 0.2 80 19 6.2 3,060 16 7,610 2.9 71 76 96 5.2

マダガスカル 19 2.7 33 44 5.3 280 18 960 2.3 55 57 71 0.1
マラウイ 13 2.2 140 47 2.3 170 9 720 6.2 41 40 .. 0.1
マレーシア 26 1.9 78 32 141.4 5,490 291 11,300 4.2 71 76 89 6.4
マリ 14 3.0 11 48 6.1 440 16 1,130 2.5 48 49 24 0.0
モーリタニア 3 2.9 3 43 2.3 740 8d 2,600d 8.7 52 55 51 0.9

表1．主要開発指標



367主要指標

 

人口 人口の年
齢別構成

0-14歳
の割合%
2006年

国民総所得（GNI）a
PPP表示の国民総所得

（GNI）b 1人当たり国
内総生産
（GDP）
（増加率%）
2005-06年

出生時余命
成人識字率
（対15歳以上
人口比%）

2000-
2005年c

1人当た
り二酸化
炭素排出
量（トン）

2003年
（100万人）

2006年

年平均増
加率（%）
2000-06年

（km2当たり
人口密度）

2006年
（10億ドル）

2006年

（1人当た
りドル）
2006年

（10億ドル）
2006年

（1人当た
りドル）
2006年

男
（年数）
2005年

女
（年数）
2005年

メキシコ 104 1.0 55 30 820.3 7,870 1,189 11,410 3.6 73 78 92 4.1
モルドバ 4 –1.3 117 18 3.7 1,100g 11 2,880 5.2 65 72 99 1.8
モンゴル 3 1.2 2 30 2.3 880 6 2,280 7.1 65 68 98 3.2
モロッコ 30 1.1 68 31 58.0 1,900 152 5,000 6.0 68 73 52 1.3
モザンビーク 20 2.0 26 44 6.9 340 25d 1,220d 6.6 41 42 .. 0.1
ナミビア 2 1.3 2 41 6.6 3,230 17d 8,110d 3.6 47 47 85 1.2
ネパール 28 2.1 193 39 8.1 290 45 1,630 –0.1 62 63 49 0.1
オランダ 16 0.5 483 18 698.5 42,670 615 37,580 2.6 77 82 .. 8.7
ニュージーランド 4 1.1 15 21 112.4 27,250 112 27,220 1.1 78 82 .. 8.7
ニカラグア 5 1.1 43 38 5.2 1,000 21d 4,010d 1.7 68 73 77 0.8
ニジェール 14 3.4 11 49 3.7 260 12d 830d 0.1 45 45 29 0.1
ナイジェリア 145 2.5 159 44 92.4 640 152 1,050 3.4 46 47 69 0.4
ノルウェイ 5 0.6 15 19 308.9 66,530 203 43,820 2.5 78 83 .. 9.9
オマーン 3 1.2 8 34 23.0 9,070 37 14,570 2.2 73 76 81 12.8
パキスタン 159 2.4 206 38 122.3 770 398 2,500 4.1 64 65 50 0.8
パナマ 3 1.8 44 30 16.1 4,890 25 7,680 6.4 73 78 92 1.9
パプアニューギニア 6 2.1 13 40 4.6 770 14d 2,410d 1.8 56 57 57 0.4
パラグアイ 6 2.0 15 37 8.4 1,400 31d 5,070d 1.9 69 74 93 0.7
ペルー 28 1.5 22 32 82.7 2,920 172 6,080 6.5 68 73 88 1.0
フィリピン 85 1.8 284 35 120.2 1,420 506 5,980 3.5 69 73 93 1.0
ポーランド 38 –0.1 124 16 312.2 8,190 565 14,830 5.9 71 79 .. 8.0
ポルトガル 11 0.6 116 16 191.6 18,100 229 21,580 0.9 75 81 94 5.5
ルーマニア 22 –0.7 94 15 104.4 4,850 212 9,820 8.2 68 75 97 4.2
ロシア連邦 142 –0.5 9 15 822.4 5,780 1,656 11,630 7.3 59 72 99 10.3
ルワンダ 9 2.4 375 43 2.3 250 12d 1,270d 3.0 43 46 65 0.1
サウジアラビア 24 2.3 12 37 289.2 12,510 384d 16,620d 3.8 71 75 83 13.7
セネガル 12 2.4 62 42 8.9 750 22 1,840 1.0 55 58 39 0.4
セルビア 7 –0.2 84 .. 29.0 3,910h .. .. 6.0 70k 76k 96k ..
シエラレオネ 6 3.7 79 43 1.4 240 5 850 4.9 40 43 35 0.1
シンガポール 4 1.5 6,376 19 128.8 29,320 139 31,710 6.6 78 82 93 11.4
スロベキア共和国 5 0.0 112 16 53.2 9,870 95 17,600 8.3 70 78 .. 7.0
スロベニア 2 0.1 99 14 37.7 18,890 48 23,970 5.4 74 81 100 7.7
南アフリカ 47 1.2 39 32 255.3 5,390 555d 11,710d 3.9 47 49 .. 7.9
スペイン 44 1.3 87 14 1,200.7 27,570 1,221 28,030 3.6 77 84 .. 7.4
スリランカ 20 0.4 306 24 25.7 1,300 99 5,010 6.6 72 77 91 0.5
スーダン 37 2.0 16 39 29.9 810 80d 2,160d 10.7 55 58 61 0.3
スウェーデン 9 0.3 22 17 394.2 43,580 317 35,070 4.2 78 83 .. 5.9
スイス 7 0.6 186 16 425.9 57,230 305 40,930 2.6 79 84 .. 5.5
シリア・アラブ共和国 19 2.5 106 36 30.7 1,570 77 3,930 2.6 72 76 81 2.7
タジキスタン 7 1.2 47 38 2.6 390 9 1,410 5.6 61 67 99 0.7
タンザニア 39 2.6 45 42 13.4 350i 29 740 3.3 46 47 69 0.1
タイ 65 0.9 127 23 193.7 2,990 592 9,140 4.2 68 74 93 3.9
トーゴ 6 2.7 116 43 2.2 350 9d 1,490d –1.0 53 57 53 0.4
チェニジア 10 1.0 65 25 30.1 2,970 86 8,490 4.1 72 76 74 2.1
トルコ 73 1.3 95 29 393.9 5,400 661 9,060 4.8 69 74 87 3.1
トルクメニスタン 5 1.4 10 31 .. ..j .. .. .. 59 67 .. 9.2
ウガンダ 30 3.4 152 50 8.9 300 45d 1,490d 1.5 49 51 67 0.1
ウクライナ 47 –0.9 80 14 90.6 1,950 350 7,520 8.3 62 74 99 6.6
イギリス 60 0.2 249 18 2,425.2 40,180 2,148 35,580 2.6 77 81 .. 9.4
アメリカ 299 1.0 33 21 13,446.0 44,970 13,233 44,260 2.4 75 81 .. 19.9
ウルグアイ 3 0.1 19 24 17.6 5,310 37 11,150 6.8 72 79 .. 1.3
ウズベキスタン 27 1.2 62 32 16.2 610 60 2,250 5.8 64 71 .. 4.8
ベネズエラ・ボルバル
共和国

27 1.8 31 31 164.0 6,070 201 7,440 8.5 71 77 93 5.6

ベトナム 84 1.3 271 29 58.1 690 278 3,300 6.9 68 73 .. 0.9
ヨルダン川西岸・ガザ 4 3.9 621 45 4.5 1,230 .. .. –1.7 71 76 92 ..
イエメン共和国 22 3.1 41 46 16.4 760 20 920 0.2 60 63 54 0.9
ザンビア 12 1.7 16 46 7.5 630 12 1,000 4.3 39 38 .. 0.2
ジンバブエ 13 0.6 34 39 4.5 340 25 1,950 –5.4 38 37 89 0.9
世界 6,518s 1.2w 50w 28w 48,481.8t 7,439w 66,596t 10,218w 2.8w 66w 70w 82w 4.0w
低所得 2,403 1.9 85 36 1,562.3 650 6,485 2,698 6.1 58 60 61 0.8
中所得 3,086 0.9 45 25 9,415.4 3,051 24,613 7,976 6.3 68 73 90 3.5

低位中所得 2,276 0.9 81 25 4,635.2 2,037 15,977 7,020 7.9 69 73 89 2.9
高位中所得 810 0.8 20 25 4,789.7 5,913 8,763 10,817 4.9 66 74 94 5.3

低・中所得 5,489 1.3 57 30 10,977.7 2,000 31,089 5,664 6.0 64 67 79 2.4
東アジア・太平洋 1,900 0.9 120 23 3,539.1 1,863 12,958 6,821 8.6 69 73 91 2.8
ヨーロッパ中央アジア 460 0.0 20 20 2,205.8 4,796 4,444 9,662 6.8 64 74 98 6.8
ラテンアメリカ・カリブ 556 1.3 28 30 2,650.3 4,767 4,891 8,798 4.2 69 76 90 2.4
中東・北アフリカ 311 1.8 35 33 771.2 2,481 2,005 6,447 3.6 68 72 73 3.4
南アジア 1,493 1.7 312 33 1,142.7 766 5,140 3,444 6.9 63 64 58 1.0
サハラ以南アフリカ 770 2.3 33 43 648.3 842 1,565 2,032 3.2 47 48 59 0.7

高所得 1,029 0.7 31 18 37,528.9 36,487 35,692 34,701 2.6 76 82 99 12.8

表1．主要開発指標（続き）

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．
a. 世界銀行アトラス方式を用いて算出．b. ppp は購買力平価．定義を参照．c. データは入手可能な最新年のもの．d. 回帰分析による推定値．その他の推定値は最新の国
際比較プログラムに基づくベンチマーク推定値からの外挿による．e. 1986 年の中国とアメリカの二国間比較に基づく推定値で（Ruoen and Kai 1995），他の諸国に使った
のとは違う手法を用いている．この暫定的な手法は今後 2-3 年のうちに修正される予定．f. GNI と 1 人当たり GNI の推定値には，仏領ギアナ，グアドループ，マルチニー
ク，およびレユニオンなどフランス海外県が含まれる．g. トランスニストリアを除くデータ．h. コソボ・メタヒアを除くデータ．i. タンザニア本土だけのデータ．j. 下位
中所得国（905-3,595 ドル）と推定される．k. セルビア・モンテネグロのデータ．
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各国貧困線 国際貧困線
貧困線以下の人口% 貧困線以下の人口%

1日1ドル
未満
人口%

1日１ドル
未満での
貧困
格差%

１日2ド
ル未満
人口%

1日2ドル
未満での
貧困
格差%調査年 農村部 都市部 全国 調査年 農村部 都市部 全国 調査年

アルバニア 2002 29.6 19.8 25.4 .. .. .. .. 2004a <2 <0.5 10.0 1.6
アルジェリア 1988 16.6 7.3 12.2 1995 30.3 14.7 22.6 1995a <2 <0.5 15.1 3.8
アンゴラ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
アルゼンチン 1995 .. 28.4 .. 1998 .. 29.9 .. 2004b 6.6 2.1 17.4 7.1
アルメニア 1998–99 50.8 58.3 55.1 2001 48.7 51.9 50.9 2003a <2 <0.5 31.1 7.1
オーストラリア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
オーストリア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
アゼルバイジャン 1995 .. .. 68.1 2001 42.0 55.0 49.6 2001a 3.7 0.6 33.4 9.1
バングラディシュ 1995–96 55.2 29.4 51.0 2000 53.0 36.6 49.8 2000a 41.3 10.3 84.0 38.3
ベラルーシ 2000 .. .. 41.9 .. .. .. .. 2002a <2 <0.5 <2 <0.5
ベルギー .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ベニン 1995 25.2 28.5 26.5 1999 33.0 23.3 29.0 2003a 30.9 8.2 73.7 31.7
ボリビア 1997 77.3 53.8 63.2 1999 81.7 50.6 62.7 2002b 23.2 13.6 42.2 23.2
ボスニア・ヘルツェゴビナ 2001–02 19.9 13.8 19.5 .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ブラジル 1998 51.4 14.7 22.0 2002–03 41.0 17.5 21.5 2004b 7.5 3.4 21.2 8.5
ブルガリア 1997 .. .. 36.0 2001 .. .. 12.8 2003a <2 <0.5 6.1 1.5
ブルキナファソ 1998 61.1 22.4 54.6 2003 52.4 19.2 46.4 2003a 27.2 7.3 71.8 30.4
ブルンジ 1990 36.0 43.0 36.4 .. .. .. .. 1998a 54.6 22.7 87.6 48.9
カンボジア 1997 40.1 21.1 36.1 2004 38.0 18.0 35.0 2004a 66.0 27.2 89.8 54.2
カメルーン 1996 59.6 41.4 53.3 2001 49.9 22.1 40.2 2001a 17.1 4.1 50.6 19.3
カナダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
中央アフリカ共和国 .. .. .. .. .. .. .. .. 1993a 66.6 38.1 84.0 58.4
チャド 1995–96 67.0 63.0 64.0 .. .. .. .. .. .. .. .. ..
チリ 1996 .. .. 19.9 1998 .. .. 17.0 2003b <2 <0.5 5.6 1.3
中国 1996 7.9 <2 6.0 1998 4.6 <2 4.6 2004a 9.9 2.1 34.9 12.5
香港（中国） .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
コロンビア 1995 79.0 48.0 60.0 1999 79.0 55.0 64.0 2003b 7.0 3.1 17.8 7.7
コンゴ民主共和国 .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
コンゴ共和国 .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
コスタリカ 1992 25.5 19.2 22.0 .. .. .. .. 2003b 3.3 1.6 9.8 4.0
コートジボワール .. .. .. .. .. .. .. .. 2002a 14.8 4.1 48.8 18.4
クロアチア .. .. .. .. .. .. .. .. 2001a <2 <0.5 <2 <0.5
チェコ共和国 .. .. .. .. .. .. .. .. 1996b <2 <0.5 <2 <0.5
デンマーク .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ドミニカ共和国 2000 45.3 18.2 27.7 2004 55.7 34.7 42.2 2004b 2.8 0.5 16.2 4.9
エクアドル 1995 56.0 19.0 34.0 1998 69.0 30.0 46.0 1998b 17.7 7.1 40.8 17.7
エジプト・アラブ共和国 1995–96 23.3 22.5 22.9 1999–00 .. .. 16.7 1999–00a 3.1 <0.5 43.9 11.3
エルサルバドル 1995 64.8 38.9 50.6 2002 49.8 28.5 37.2 2002b 19.0 9.3 40.6 17.7
エリトリア 1993–94 .. .. 53.0 .. .. .. .. .. .. .. .. ..
エチオピア 1995–96 47.0 33.3 45.5 1999–00 45.0 37.0 44.2 1999–00a 23.0 4.8 77.8 29.6
フィンランド .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
フランス .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
グルジア 2002 55.4 48.5 52.1 2003 52.7 56.2 54.5 2003a 6.5 2.1 25.3 8.6
ドイツ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ガーナ 1992 .. .. 50.0 1998–99 49.9 18.6 39.5 1998–99a 44.8 17.3 78.5 40.8
ギリシャ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
グアテマラ 1989 71.9 33.7 57.9 2000 74.5 27.1 56.2 2002b 13.5 5.5 31.9 13.8
ギニア 1994 .. .. 40.0 .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ハイチ 1987 .. .. 65.0 1995 66.0 .. .. 2001b 53.9 26.6 78.0 47.4
ホンジュラス 1998–99 71.2 28.6 52.5 2004 70.4 29.5 50.7 2003b 14.9 4.4 35.7 15.1
ハンガリー 1993 .. .. 14.5 1997 .. .. 17.3 2002a <2 <0.5 <2 <0.5
インド 1993–94 37.3 32.4 36.0 1999–00 30.2 24.7 28.6 2004–05a 34.3 7.9 80.4 35.0
インドネシア 1996 .. .. 15.7 1999 34.4 16.1 27.1 2002a 7.5 0.9 52.4 15.7
イラン・イスラム共和国 .. .. .. .. .. .. .. .. 1998a <2 <0.5 7.3 1.5
アイルランド .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
イスラエル .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
イタリア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ジャマイカ 1995 37.0 18.7 27.5 2000 25.1 12.8 18.7 2004a <2 <0.5 14.4 3.3
日本 .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ヨルダン 1997 27.0 19.7 21.3 2002 18.7 12.9 14.2 2002–03a <2 <0.5 7.0 1.5
カザフスタン 1996 39.0 30.0 34.6 .. .. .. .. 2003a <2 <0.5 16.0 3.8
ケニア 1994 47.0 29.0 40.0 1997 53.0 49.0 52.0 1997a 22.8 5.9 58.3 23.9
大韓民国 .. .. .. .. .. .. .. .. 1998b <2 <0.5 <2 <0.5
クウェート .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
キルギスタン共和国 2001 51.0 41.2 47.6 2003 .. .. 41.0 2003a <2 <0.5 21.4 4.4
ラオス人民民主共
和国

1993 48.7 33.1 45.0 1997–98 41.0 26.9 38.6 2002a 27.0 6.1 74.1 30.2

ラトビア .. .. .. .. .. .. .. .. 2003a <2 <0.5 4.7 1.2
レバノン .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
リトアニア .. .. .. .. .. .. .. .. 2003a <2 <0.5 7.8 1.8
マケドニア（旧ユーゴ
スラビア共和国）

2002 25.3 .. 21.4 2003 22.3 .. 21.7 2003a <2 <0.5 <2 <0.5

表2．貧困
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各国貧困線 国際貧困線
貧困線以下の人口% 貧困線以下の人口% 1日1ドル

未満
人口%

1日１ドル
未満での
貧困

１日2ド
ル未満
人口%

1日2ドル
未満での
貧困調査年 農村部 都市部 全国 調査年 農村部 都市部 全国 調査年

マレーシア 1989 .. .. 15.5 .. .. .. .. 1997b <2 <0.5 9.3 2.0
マリ 1998 75.9 30.1 63.8 .. .. .. .. 2001a 36.1 12.2 72.1 34.2
モーリタニア 1996 65.5 30.1 50.0 2000 61.2 25.4 46.3 2000a 25.9 7.6 63.1 26.8
メキシコ 2000 42.4 12.6 24.2 2004 27.9 11.3 17.6 2004a 3.0 1.4 11.6 4.2
モルドバ 2001 64.1 58.0 62.4 2002 67.2 42.6 48.5 2003a <2 <0.5 20.8 4.7
モンゴル 1998 32.6 39.4 35.6 2002 43.4 30.3 36.1 2002a 10.8 2.2 44.6 15.1
モロッコ 1990–91 18.0 7.6 13.1 1998–99 27.2 12.0 19.0 1998–99a <2 <0.5 14.3 3.1
モザンビーク 1996–97 71.3 62.0 69.4 .. .. .. .. 2002–03a 36.2 11.6 74.1 34.9
ナミビア .. .. .. .. .. .. .. .. 1993b 34.9 14.0 55.8 30.4
ネパール 1995–96 43.3 21.6 41.8 2003–04 34.6 9.6 30.9 2003–04a 24.1 5.4 68.5 26.8
オランダ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ニュージーランド .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ニカラグア 1993 76.1 31.9 50.3 1998 68.5 30.5 47.9 2001a 45.1 16.7 79.9 41.2
ニジェール 1989–93 66.0 52.0 63.0 .. .. .. .. 1995a 60.6 34.0 85.8 54.6
ナイジェリア 1985 49.5 31.7 43.0 1992–93 36.4 30.4 34.1 2003a 70.8 34.5 92.4 59.5
ノルウェイ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
オマーン .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
パキスタン 1993 33.4 17.2 28.6 1998–99 35.9 24.2 32.6 2002a 17.0 3.1 73.6 26.1
パナマ 1997 64.9 15.3 37.3 .. .. .. .. 2003b 7.4 2.1 18.0 7.5
パプアニューギニア 1996 41.3 16.1 37.5 .. .. .. .. .. .. .. .. ..
パラグアイ 1991 28.5 19.7 21.8 .. .. .. .. 2003b 13.6 5.6 29.8 13.8
ペルー 2001 77.1 42.0 54.3 2004 72.1 42.9 53.1 2003b 10.5 2.9 30.6 11.9
フィリピン 1994 53.1 28.0 40.6 1997 50.7 21.5 36.8 2003a 14.8 2.9 43.0 16.3
ポーランド 1993 .. .. 23.8 .. .. .. .. 2002a <2 <0.5 <2 <0.5
ポルトガル .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ルーマニア 1994 27.9 20.4 21.5 .. .. .. .. 2003a <2 0.5 12.9 3.0
ロシア連邦 1994 .. .. 30.9 .. .. .. .. 2002a <2 <0.5 12.1 3.1
ルワンダ 1993 .. .. 51.2 1999–00 65.7 14.3 60.3 2000a 60.3 25.6 87.8 51.5
サウジアラビア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
セネガル 1992 40.4 23.7 33.4 .. .. .. .. 2001a 17.0 3.6 56.2 20.9
セルビア .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
シエラレオネ 1989 .. .. 82.8 2003–04 79.0 56.4 70.2 1989a 57.0 39.5 74.5 51.8
シンガポール .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
スロベキア共和国 .. .. .. .. .. .. .. .. 1996b <2 <0.5 2.9 0.8
スロベニア .. .. .. .. .. .. .. .. 1998a <2 <0.5 <2 <0.5
南アフリカ .. .. .. .. .. .. .. .. 2000a 10.7 1.7 34.1 12.6
スペイン .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
スリランカ 1990–91 22.0 15.0 20.0 1995–96 27.0 15.0 25.0 2002a 5.6 0.8 41.6 11.9
スーダン .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
スワジランド .. .. .. .. .. .. .. .. 2001–01a 47.7 19.4 77.8 42.4
スウェーデン .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
スイス .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
シリア・アラブ共和国 .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
タジキスタン .. .. .. .. .. .. .. .. 2003a 7.4 1.3 42.8 13.0
タンザニア 1991 40.8 31.2 38.6 2000–01 38.7 29.5 35.7 2000–01a 57.8 20.7 89.9 49.3
タイ 1994 .. .. 9.8 1998 .. .. 13.6 2002a <2 <0.5 25.2 6.2
トーゴ 1987–89 .. .. 32.3 .. .. .. .. .. .. .. .. ..
チェニジア 1990 13.1 3.5 7.4 1995 13.9 3.6 7.6 2000a <2 <0.5 6.6 1.3
トルコ 1994 .. .. 28.3 2002 34.5 22.0 27.0 2003a 3.4 0.8 18.7 5.7
トルクメニスタン .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ウガンダ 1999–00 37.4 9.6 33.8 2002–03 41.7 12.2 37.7 .. .. .. .. ..
ウクライナ 2000 34.9 .. 31.5 2003 28.4 .. 19.5 2003b <2 <0.5 4.9 0.9
イギリス .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
アメリカ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
ウルグアイ 1994 .. 20.2 .. 1998 .. 24.7 .. 2003b <2 <0.5 5.7 1.6
ウズベキスタン 2000 30.5 22.5 27.5 .. .. .. .. 2003a <2 <0.5 <2 0.6
ベネズエラ・ボルバル
共和国

1989 .. .. 31.3 .. .. .. .. 2003b 18.5 8.9 40.1 19.2

ベトナム 1998 45.5 9.2 37.4 2002 35.6 6.6 28.9 .. .. .. .. ..
ヨルダン川西岸・ガザ .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
イエメン共和国 1998 45.0 30.8 41.8 .. .. .. .. 1998a 15.7 4.5 45.2 15.0
ザンビア 1998 83.1 56.0 72.9 2004 78.0 53.0 68.0 2004a 63.8 32.6 87.2 55.2
ジンバブエ 1990–91 35.8 3.4 25.8 1995–96 48.0 7.9 34.9 1995–96a 56.1 24.2 83.0 48.2

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．
a. 支出ベース．b. 所得ベース．

表2．貧困（続き）
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調査年

1日1ドル
未満

（PPPドル）
人口の
割合%

極貧と飢餓
の撲滅

普遍的初等教
育の達成

男女平等
の促進

幼児死亡の
削減 妊産婦保健の改善

HIV/エイズ・
その他疾病
との戦い

幼児栄養失調
の割合%

初等教育
修了率%

小中学校就
学者の男女
比率%

1,000人当たり
5歳未満
児死亡率

出産10万人当
たり妊産婦死
亡率（モデル
推計値）

訓練を受けた
医療関係者が
介助した分娩
の割合%

HIV感染率%
（15-49歳
人口）

1990-
95年a

2000-
06年a 1991年 2005年 1991年 2005年 1990年 2005年 2000年

1990-
95年a

2000-
06年a 2005年

アルバニア 2004b 8.2 .. 14 .. 97 96 97 45 18 55 .. 98 ..
アルジェリア 1995b 7.0 13 10 79 96 83 99 69 39 140 77 96 0.1
アンゴラ .. .. .. 31 35 .. .. .. 260 260 1,700 .. 45 3.7
アルゼンチン 2004c,d 3.1 2 4 .. 99 .. 102 29 18 82 96 95 0.6
アルメニア 2003b 8.5 .. 3 90 91 .. 103 54 29 55 .. 98 0.1
オーストラリア 1994d 5.9 .. .. .. .. 101 97 10 6 8 100 99 0.1
オーストリア 2000d 8.6 .. .. .. 104 95 97 10 5 4 100 .. 0.3
アゼルバイジャン 2001b 7.4 .. 7 .. 94 100 97 105 89 94 .. 88 0.1
バングラディシュ 2000b 8.6 68 48 49 76 .. 103 149 73 380 10 13 <0.1
ベラルーシ 2002b 8.5 .. .. 95 100 .. 100 19 12 35 .. 100 0.3
ベルギー 2000d 8.5 .. .. 79 .. 101 98 10 5 10 .. .. 0.3
ベニン 2003b 7.4 .. 30 21 65 49 73 185 150 850 .. 75 1.8
ボリビア 2002d 1.5 15 8 .. 101 .. 98 125 65 420 47 67 0.1
ボスニア・ヘルツェゴビナ 2001b 9.5 .. 4 .. .. .. .. 22 15 31 97 100 <0.1
ブラジル 2004d 2.8 .. .. 93 105 .. 102 60 33 260 72 97 0.5
ブルガリア 2003b 8.7 .. .. 85 98 99 96 19 15 32 .. 99 <0.1
ブルキナファソ 2003b 6.9 33 38 21 31 62 78 210 191 1,000 42 38 1.8f

ブルンジ 1998b 5.1 .. 45 46 36 82 84 190 190 1,000 .. 25 3.3
カンボジア 2004b 6.8 .. 36 .. 92 73 87 115 87 450 .. 44 1.6
カメルーン 2001b 5.6 15 18 56 62 83 84 139 149 730 58 62 5.5g

カナダ 2000d 7.2 .. .. .. .. 99 98 8 6 6 98 98 0.3
中央アフリカ共和国 1993b 2.0 23 24 27 23 60 .. 168 193 1,100 46 44 10.7
チャド .. .. .. 37 18 32 41 60 201 208 1,100 .. 14 3.5
チリ 2003d 3.8 1 1 .. 123 100 98 21 10 31 100 100 0.3
中国 2004d 4.3 13 8 103 98 87 99 49 27 56 .. 97 0.1h

香港（中国） 1996d 5.3 .. .. 102 110 103 95 .. .. .. .. 100 ..
コロンビア 2003d 2.5 8 7 70 97 107 104 35 21 130 86 96 0.6
コンゴ民主共和国 .. .. 34 31 46 39 .. 73 205 205 990 .. 61 3.2
コンゴ共和国 .. .. .. .. 54 57 85 90 110 108 510 .. 86 5.3
コスタリカ 2003d 3.5 2 .. 79 92 101 102 18 12 43 98 99 0.3
コートジボワール 2002b 5.2 24 17 43 .. 65 68 157 195 690 45 68 7.1
クロアチア 2001b 8.3 1 .. 85 91 102 101 12 7 8 100 100 <0.1
チェコ共和国 1996d 10.3 1 .. .. 102 98 101 13 4 9 99 100 0.1
デンマーク 1997d 8.3 .. .. 98 99 101 102 9 5 5 .. .. 0.2
ドミニカ共和国 2004d 4.0 10 5 61 92 .. 105 65 31 150 93 99 1.0
エクアドル 1998b 3.3 .. 12 91 101 .. 100 57 25 130 .. 75 0.3
エジプト・アラブ共和国 1999–2000b 8.6 17 9 .. 98 81 93 104 33 84 46 74 <0.1
エルサルバドル 2002d 2.7 11 10 41 87 102 98 60 27 150 51 92 0.9
エリトリア .. .. 44 40 19 51 .. 72 147 78 630 21 28 2.4
エチオピア 1999–2000b 9.1 48 38 26 58 68 81 204 127 850 .. 6 1.4
フィンランド 2000d 9.6 .. .. 97 100 109 102 7 4 6 100 100 0.1
フランス 1995d 7.2 .. .. 104 .. 102 100 9 5 17 99 .. 0.4
グルジア 2003b 5.6 .. .. .. 87 98 101 47 45 32 .. 92 0.2
ドイツ 2000d 8.5 .. .. 100 94 99 99 9 5 8 .. .. 0.1
ガーナ 1998–99b 5.6 27 22 63 72 79 94 122 112 540 44 47 2.2f

ギリシャ 2000d 6.7 .. .. 99 100 99 99 11 5 9 .. .. 0.2
グアテマラ 2002d 2.9 27 23 .. 74 .. 92 82 43 240 34 41 0.9
ギニア 2003b 7.0 27 33 17 55 46 75 234 160 740 31 56 1.5
ハイチ 2001d 2.4 28 17 27 .. 95 .. 150 120 680 20 24 3.8
ホンジュラス 2003d 3.4 18 17 65 79 108 107 59 40 110 45 56 1.5
ハンガリー 2002b 9.5 .. .. 93 94 100 99 17 8 16 .. 100 0.1
インド 2004–05b 8.1 53 .. 68 90 70 89 123 74 540 34 43 0.9
インドネシア 2002b 8.4 34 28 91 101 93 97 91 36 230 37 72 0.1
イラン・イスラム共和国 1998b 5.1 16 .. 91 96 85 105 72 36 76 .. 90 0.2
アイルランド 2000d 7.4 .. .. .. 98 104 103 9 6 5 .. 100 0.2
イスラエル 2001d 5.7 .. .. .. 101 105 100 12 6 17 .. .. ..
イタリア 2000d 6.5 .. .. 104 100 100 99 9 4 5 .. .. 0.5
ジャマイカ 2004b 5.3 5 4 90 82 102 101 20 20 87 .. 97 1.5
日本 1993d 10.6 .. .. 101 .. 101 100 6 4 10 100 .. <0.1
ヨルダン 2002–03b 6.7 6 4 72 100 101 101 40 26 41 87 100 ..
カザフスタン 2003b 7.4 8 .. .. 114 102 98 63 73 210 100 .. 0.1
ケニア 1997b 6.0 23 20 .. 95 94 96 97 120 1,000 45 42 6.7
大韓民国 1998d 7.9 .. .. 98 101 99 100 9 5 20 98 100 <0.1
クウェート .. .. .. .. .. 100 97 102 16 11 5 .. 100 ..
キルギスタン共和国 2003b 8.9 .. 7 .. 97 .. 100 80 67 110 .. 99 0.1
ラオス人民民主共和国 2002b 8.1 40 40 46 76 75 84 163 79 650 .. 19 0.1
ラトビア 2003b 6.6 .. .. .. 89 100 100 18 11 42 100 100 0.8
レバノン .. .. .. 4 .. 90 .. 102 37 30 150 .. 93 0.1
リトアニア 2003b 6.8 .. .. 89 90 .. 99 13 9 13 .. 100 0.2
マケドニア（旧ユーゴ
スラビア共和国） 2003b 6.1 .. .. 98 97 99 99 38 17 23 .. 99 <0.1
マダガスカル 2001b 4.9 34 42 33 58 98 .. 168 119 550 57 51 0.5
マラウイ 2004–05b 7.0 30 22 28 57 81 99 221 125 1,800 55 56 14.1
マレーシア 1997d 4.4 20 11 91 92 101 106 22 12 41 .. 97 0.5
マリ 2001b 6.1 .. 33 11 38 59 75 250 218 1,200 .. 41 1.8k

モーリタニア 2000b 6.2 48 32 33 45 67 98 133 125 1,000 40 57 0.7

表3．ミレニアム開発目標：貧困の撲滅と生活の向上
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調査年

1日1ドル
未満

（PPPドル）
人口の
割合%

極貧と飢餓
の撲滅

普遍的初等教
育の達成

男女平等
の促進

幼児死亡の
削減 妊産婦保健の改善

HIV/エイズ・
その他疾病
との戦い

幼児栄養失調
の割合%

初等教育
修了率%

小中学校就
学者の男女
比率%

1,000人当たり
5歳未満
児死亡率

出産10万人当
たり妊産婦死
亡率（モデル
推計値）

訓練を受けた
医療関係者が
介助した分娩
の割合%

HIV感染率%
（15-49歳
人口）

1990-
95年a

2000-
06年a 1991年 2005年 1991年 2005年 1990年 2005年 2000年

1990-
95年a

2000-
06年a 2005年

アルバニア 2004b 8.2 .. 14 .. 97 96 97 45 18 55 .. 98 ..
アルジェリア 1995b 7.0 13 10 79 96 83 99 69 39 140 77 96 0.1
アンゴラ .. .. .. 31 35 .. .. .. 260 260 1,700 .. 45 3.7
アルゼンチン 2004c,d 3.1 2 4 .. 99 .. 102 29 18 82 96 95 0.6
アルメニア 2003b 8.5 .. 3 90 91 .. 103 54 29 55 .. 98 0.1
オーストラリア 1994d 5.9 .. .. .. .. 101 97 10 6 8 100 99 0.1
オーストリア 2000d 8.6 .. .. .. 104 95 97 10 5 4 100 .. 0.3
アゼルバイジャン 2001b 7.4 .. 7 .. 94 100 97 105 89 94 .. 88 0.1
バングラディシュ 2000b 8.6 68 48 49 76 .. 103 149 73 380 10 13 <0.1
ベラルーシ 2002b 8.5 .. .. 95 100 .. 100 19 12 35 .. 100 0.3
ベルギー 2000d 8.5 .. .. 79 .. 101 98 10 5 10 .. .. 0.3
ベニン 2003b 7.4 .. 30 21 65 49 73 185 150 850 .. 75 1.8
ボリビア 2002d 1.5 15 8 .. 101 .. 98 125 65 420 47 67 0.1
ボスニア・ヘルツェゴビナ 2001b 9.5 .. 4 .. .. .. .. 22 15 31 97 100 <0.1
ブラジル 2004d 2.8 .. .. 93 105 .. 102 60 33 260 72 97 0.5
ブルガリア 2003b 8.7 .. .. 85 98 99 96 19 15 32 .. 99 <0.1
ブルキナファソ 2003b 6.9 33 38 21 31 62 78 210 191 1,000 42 38 1.8f

ブルンジ 1998b 5.1 .. 45 46 36 82 84 190 190 1,000 .. 25 3.3
カンボジア 2004b 6.8 .. 36 .. 92 73 87 115 87 450 .. 44 1.6
カメルーン 2001b 5.6 15 18 56 62 83 84 139 149 730 58 62 5.5g

カナダ 2000d 7.2 .. .. .. .. 99 98 8 6 6 98 98 0.3
中央アフリカ共和国 1993b 2.0 23 24 27 23 60 .. 168 193 1,100 46 44 10.7
チャド .. .. .. 37 18 32 41 60 201 208 1,100 .. 14 3.5
チリ 2003d 3.8 1 1 .. 123 100 98 21 10 31 100 100 0.3
中国 2004d 4.3 13 8 103 98 87 99 49 27 56 .. 97 0.1h

香港（中国） 1996d 5.3 .. .. 102 110 103 95 .. .. .. .. 100 ..
コロンビア 2003d 2.5 8 7 70 97 107 104 35 21 130 86 96 0.6
コンゴ民主共和国 .. .. 34 31 46 39 .. 73 205 205 990 .. 61 3.2
コンゴ共和国 .. .. .. .. 54 57 85 90 110 108 510 .. 86 5.3
コスタリカ 2003d 3.5 2 .. 79 92 101 102 18 12 43 98 99 0.3
コートジボワール 2002b 5.2 24 17 43 .. 65 68 157 195 690 45 68 7.1
クロアチア 2001b 8.3 1 .. 85 91 102 101 12 7 8 100 100 <0.1
チェコ共和国 1996d 10.3 1 .. .. 102 98 101 13 4 9 99 100 0.1
デンマーク 1997d 8.3 .. .. 98 99 101 102 9 5 5 .. .. 0.2
ドミニカ共和国 2004d 4.0 10 5 61 92 .. 105 65 31 150 93 99 1.0
エクアドル 1998b 3.3 .. 12 91 101 .. 100 57 25 130 .. 75 0.3
エジプト・アラブ共和国 1999–2000b 8.6 17 9 .. 98 81 93 104 33 84 46 74 <0.1
エルサルバドル 2002d 2.7 11 10 41 87 102 98 60 27 150 51 92 0.9
エリトリア .. .. 44 40 19 51 .. 72 147 78 630 21 28 2.4
エチオピア 1999–2000b 9.1 48 38 26 58 68 81 204 127 850 .. 6 1.4
フィンランド 2000d 9.6 .. .. 97 100 109 102 7 4 6 100 100 0.1
フランス 1995d 7.2 .. .. 104 .. 102 100 9 5 17 99 .. 0.4
グルジア 2003b 5.6 .. .. .. 87 98 101 47 45 32 .. 92 0.2
ドイツ 2000d 8.5 .. .. 100 94 99 99 9 5 8 .. .. 0.1
ガーナ 1998–99b 5.6 27 22 63 72 79 94 122 112 540 44 47 2.2f

ギリシャ 2000d 6.7 .. .. 99 100 99 99 11 5 9 .. .. 0.2
グアテマラ 2002d 2.9 27 23 .. 74 .. 92 82 43 240 34 41 0.9
ギニア 2003b 7.0 27 33 17 55 46 75 234 160 740 31 56 1.5
ハイチ 2001d 2.4 28 17 27 .. 95 .. 150 120 680 20 24 3.8
ホンジュラス 2003d 3.4 18 17 65 79 108 107 59 40 110 45 56 1.5
ハンガリー 2002b 9.5 .. .. 93 94 100 99 17 8 16 .. 100 0.1
インド 2004–05b 8.1 53 .. 68 90 70 89 123 74 540 34 43 0.9
インドネシア 2002b 8.4 34 28 91 101 93 97 91 36 230 37 72 0.1
イラン・イスラム共和国 1998b 5.1 16 .. 91 96 85 105 72 36 76 .. 90 0.2
アイルランド 2000d 7.4 .. .. .. 98 104 103 9 6 5 .. 100 0.2
イスラエル 2001d 5.7 .. .. .. 101 105 100 12 6 17 .. .. ..
イタリア 2000d 6.5 .. .. 104 100 100 99 9 4 5 .. .. 0.5
ジャマイカ 2004b 5.3 5 4 90 82 102 101 20 20 87 .. 97 1.5
日本 1993d 10.6 .. .. 101 .. 101 100 6 4 10 100 .. <0.1
ヨルダン 2002–03b 6.7 6 4 72 100 101 101 40 26 41 87 100 ..
カザフスタン 2003b 7.4 8 .. .. 114 102 98 63 73 210 100 .. 0.1
ケニア 1997b 6.0 23 20 .. 95 94 96 97 120 1,000 45 42 6.7
大韓民国 1998d 7.9 .. .. 98 101 99 100 9 5 20 98 100 <0.1
クウェート .. .. .. .. .. 100 97 102 16 11 5 .. 100 ..
キルギスタン共和国 2003b 8.9 .. 7 .. 97 .. 100 80 67 110 .. 99 0.1
ラオス人民民主共和国 2002b 8.1 40 40 46 76 75 84 163 79 650 .. 19 0.1
ラトビア 2003b 6.6 .. .. .. 89 100 100 18 11 42 100 100 0.8
レバノン .. .. .. 4 .. 90 .. 102 37 30 150 .. 93 0.1
リトアニア 2003b 6.8 .. .. 89 90 .. 99 13 9 13 .. 100 0.2
マケドニア（旧ユーゴ
スラビア共和国） 2003b 6.1 .. .. 98 97 99 99 38 17 23 .. 99 <0.1
マダガスカル 2001b 4.9 34 42 33 58 98 .. 168 119 550 57 51 0.5
マラウイ 2004–05b 7.0 30 22 28 57 81 99 221 125 1,800 55 56 14.1
マレーシア 1997d 4.4 20 11 91 92 101 106 22 12 41 .. 97 0.5
マリ 2001b 6.1 .. 33 11 38 59 75 250 218 1,200 .. 41 1.8k

モーリタニア 2000b 6.2 48 32 33 45 67 98 133 125 1,000 40 57 0.7

表3．ミレニアム開発目標：貧困の撲滅と生活の向上（続き）

調査年

1日1ドル
未満

（PPPドル）
人口の
割合%

極貧と飢餓
の撲滅

普遍的初等教
育の達成

男女平等
の促進

幼児死亡の
削減 妊産婦保健の改善

HIV/エイズ・
その他疾病
との戦い

幼児栄養失調
の割合%

初等教育
修了率%

小中学校就
学者の男女
比率%

1,000人当たり
5歳未満
児死亡率

出産10万人当
たり妊産婦死
亡率（モデル
推計値）

訓練を受けた
医療関係者が
介助した分娩
の割合%

HIV感染率%
（15-49歳
人口）

1990-
95年a

2000-
06年a 1991年 2005年 1991年 2005年 1990年 2005年 2000年

1990-
95年a

2000-
06年a 2005年

メキシコ 2004b 4.3 .. .. 86 100 98 101 46 27 83 .. 83 0.3
モルドバ 2003b 7.8 .. 4 .. 92 105 102 35 16 36 .. 100 1.1
モンゴル 2002b 7.5 12 13 .. 95 109 108 108 49 110 .. 97 <0.1
モロッコ 1998–99b 6.5 10 10 47 80 70 88 89 40 220 40 63 0.1
モザンビーク 2002–03b 5.4 27 24 27 41 72 83 235 145 1,000 .. 48 16.1
ナミビア 1993d 1.4 26 24 78 74 108 105 86 62 300 68 76 19.6
ネパール 2003–04b 6.0 49 45 51 76 59 93 145 74 740 7 19 0.5
オランダ 1999d 7.6 .. .. .. 100 97 98 9 5 16 .. .. 0.2
ニュージーランド 1997d 6.4 .. .. 100 .. 100 104 11 6 7 100 .. 0.1
ニカラグア 2001b 5.6 11 10 44 76 109 102 68 37 230 .. 67 0.2
ニジェール 1995b 2.6 43 40 17 28 57 72 320 256 1,600 15 16 1.1
ナイジェリア 2003b 5.0 39 29 .. 80 79 85 230 194 800 31 35 3.9
ノルウェイ 2000d 9.6 .. .. 100 99 102 100 9 4 16 .. .. 0.1
オマーン .. .. 23 .. 65 93 89 98 32 12 87 91 95 ..
パキスタン 2002b 9.3 38 38 .. 63 .. 75 130 99 500 19 31 0.1
パナマ 2003d 2.5 6 .. 86 97 .. 101 34 24 160 86 93 0.9
パプアニューギニア 1996b 4.5 .. .. 47 54 80 87 94 74 300 .. 41 1.8
パラグアイ 2003d 2.4 4 5 71 89 99 99 41 23 170 67 77 0.4
ペルー 2003d 3.7 11 7 .. 99 96 100 78 27 410 .. 73 0.6
フィリピン 2003b 5.4 30 28 86 97 100 103 62 33 200 53 60 <0.1
ポーランド 2002b 7.5 .. .. 98 97 101 99 18 7 13 .. 100 0.1
ポルトガル 1997d 5.8 .. .. 95 104 103 102 14 5 5 .. 100 0.4
ルーマニア 2003b 8.1 6 3 96 99 99 100 31 19 49 99 99 <0.1
ロシア連邦 2002b 6.1 3 6 93 94 104 99 27 18 67 .. 99 1.1
ルワンダ 2000b 5.3 29 23 33 39 96 100 173 203 1,400 26 39 3.0
サウジアラビア .. .. 15 .. 56 85 84 98 44 26 23 .. 93 ..
セネガル 2001b 6.6 22 23 42 50 69 91 149 119 690 47 58 0.9
セルビア 2003b,e 8.3 .. 2e .. .. .. .. 28e 15e 11e .. 92e 0.2e

シエラレオネ 1989b 1.1 29 27 .. .. 67 80 302 282 2,000 .. 42 1.6
シンガポール 1998d 5.0 .. 3 .. .. 95 .. 8 3 30 .. 100 0.3
スロベキア共和国 1996d 8.8 .. .. 96 94 .. 100 14 8 3 .. 99 <0.1
スロベニア 1998b 9.1 .. .. 95 102 .. 99 10 4 17 100 100 <0.1
南アフリカ 2000b 3.5 9 .. 75 99 104 101 60 68 230 82 92 15.6i

スペイン 2000d 7.0 .. .. .. 108 104 102 9 5 4 .. .. 0.6
スリランカ 2002b 7.0 33 29 97 .. 102 102 32 14 92 94 96 <0.1
スーダン .. .. 34 41 41 50 78 89 120 90 590 86 87 1.6
スウェーデン 2000d 9.1 .. .. 96 .. 102 100 7 4 2 .. .. 0.2
スイス 2000d 7.6 .. .. 53 95 97 96 9 5 7 .. .. 0.4
シリア・アラブ共和国 .. .. 13 7 89 111 85 94 39 15 160 77 70 ..
タジキスタン 2003b 7.9 .. .. .. 102 .. 88 115 71 100 .. 71 0.1
タンザニア 2000–01b 7.3 29 22 61 72j 97 .. 161 122 1,500 44 43 7.0g

タイ 2002b 6.3 18 .. .. 82 95 100j 37 21 44 .. 99 1.4
トーゴ .. .. .. .. 35 65 59 73 152 139 570 .. 61 3.2
チェニジア 2000b 6.0 9 4 74 99 86 103 52 24 120 81 90 0.1
トルコ 2003b 5.3 10 4 90 87 81 89 82 29 70 76 83 ..
トルクメニスタン 1998b 6.1 .. 12 .. .. .. .. 97 104 31 .. 97 <0.1
ウガンダ 2002b 5.7 26 23 .. 56 82 98 160 136 880 38 39 6.4l

ウクライナ 2003b 9.2 .. 1 94 95 .. 94 26 17 35 .. 100 1.4
イギリス 1999d 6.1 .. .. .. .. 98 102 10 6 13 .. .. ..
アメリカ 2000d 5.4 1 2 .. .. 100 100 11 7 17 .. 99 0.6
ウルグアイ 2003c,d 5.0 5 .. 94 91 .. 106 23 15 27 .. 99 0.5
ウズベキスタン 2003b 7.2 .. 8 .. 97 94 98 79 68 24 .. 96 0.2
ベネズエラ・ボルバル共和国 2003d 3.3 5 4 43 92 105 103 33 21 96 .. 95 0.7
ベトナム 2004b 7.1 45 28 .. 94 .. 96 53 19 130 .. 90 0.5m

ヨルダン川西岸・ガザ .. .. .. 5 .. 98 .. 104 40 23 .. .. 97 ..
イエメン共和国 1998b 7.4 39 46 .. 62 .. 66 139 102 570 16 27 ..
ザンビア 2004b 3.6 25 23 .. 78 .. 93 180 182 750 51 43 15.6n

ジンバブエ 1995–96b 4.6 16 .. 99 80 92 96 80 132 1,100 69 .. 20.1
世界 30w ..w ..w 88w ..w 94w 95w 75w 411w ..w 62w 0.9w
低所得 46 .. 59 76 .. 88 147 115 684 33 41 1.7
中所得 15 12 92 97 .. 99 58 37 150 .. 87 0.6

低位中所得 16 13 94 97 .. 98 62 40 154 .. 85 0.3
高位中所得 .. .. 88 98 99 100 46 30 139 .. 93 1.6

低・中所得 31 22 78 86 .. 94 104 82 451 .. 60 1.0
東アジア・太平洋 20 15 99 98 .. 99 59 33 117 .. 87 0.2
ヨーロッパ中央
アジア .. 5 93 95 98 96 49 33 60 .. 94 0.6
ラテンアメリカ・カリブ .. .. 82 98 99 101 54 31 194 73 87 0.6
中東・北アフリカ 16 14 77 91 .. 94 80 52 183 .. 73 0.1
南アジア 53 .. 65 84 69 88 129 83 564 30 37 0.7
サハラ以南アフリカ 32 29 49 61 .. 86 185 163 919 46 44 5.8

高所得 .. .. .. 97 100 100 12 7 14 .. .. 0.4

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．
a. 入手可能な最新年のデータ．　b. 1 人当たり支出でランク付けした人口の 5 分位層が支出に占める割合．　c. 都市部のデータ．　d. 1 人当たり所得でランク付けした人口の 5 分位層が所
得に占める割合．　e. セルビア・モンテネグロのデータ．　f. 2003 年の調査データ．　g. 2004 年の調査データ．　h. 香港（中国）を含む．　i. 2002 年の調査データ．　j. 2006 年のデータ．
k. 2001 年の調査データ．　l. 2004-05 年の調査データ．　m. 2005 年の調査データ．　n. 2001/02 年度の調査データ．
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国内総生産（GDP） 農業生産性 付加価値（対GDP比%）
家計最終
消費支出

一般政府
最終消費
支出

総固定資本
形成

対外財サー
ビス対外
収支

GDPインプリ
シット・デフ
レーター

100万ドル
年平均増
加率%

農民1人当たり付
加価値

2000年米ドル 農業 工業
サービ
ス業 （対GDP比%） （対GDP比%） （対GDP比%） （対GDP比%）

（年平均
上昇率%）

2006年 2000-06年 1990-92年 2001-03年 2006年 2006年 2006年 2006年 2006年 2006年 2006年 2000-06年
アルバニア 9,136 5.3 773 1,314 23 22 56 90 9 26 –24 3.8
アルジェリア 114,727 5.0 1,911 2,067 8 61 30 33 12 30 24 8.1
アンゴラ 44,033 11.1 183 160 7 74 19 67 ..a 8 25 68.2
アルゼンチン 214,058 3.6 6,764 9,272 9 35 56 66 8 21 5 12.2
アルメニア 6,406 12.6 1,428 2,645 19 47 34 71 11 30 –13 4.3
オーストラリア 768,178 3.1 22,405 31,218 3 27 70 59 18 26 –3 3.6
オーストリア 322,444 1.7 12,048 20,587 2 31 68 56 18 21 5 1.6
アゼルバイジャン 20,122 15.6 1,085 1,033 9 67 24 30 9 38 23 7.3
バングラディシュ 61,961 5.6 246 308 20 28 52 76 6 25 –7 4.1
ベラルーシ 36,945 8.1 1,977 2,513 9 43 47 51 19 30 0 31.1
ベルギー 392,001 1.7 21,356 36,043 1 24 75 53 23 21 2 1.9
ベニン 4,775 3.8 368 578 32 13 54 78 15 20 –13 3.3
ボリビア 11,163 3.3 670 746 14 26 60 61 13 13 13 6.0
ボスニア・ヘルツェゴビナ 11,296 5.1 .. 5,696 10 25 64 99 26 19 –45 2.8
ブラジル 1,067,962 3.0 1,507 2,790 5 31 64 60 20 17 3 9.3
ブルガリア 31,483 5.6 2,493 6,313 9 32 59 69 18 32 –19 4.4
ブルキナファソ 6,205 5.7 143 163 .. .. .. .. .. .. .. 4.0
ブルンジ 807 2.5 110 80 35 20 45 87 28 12 –28 7.0
カンボジア 7,193 9.4 .. 297 34 27 39 85 4 20 –9 3.3
カメルーン 18,323 3.6 389 596 20 34 46 72 10 18 –1 2.4
カナダ 1,251,463 2.6 28,224 37,590 .. .. .. 55 20 21 4 2.5
中央アフリカ共和国 1,486 –0.6 290 407 54 21 25 .. .. .. .. 2.1
チャド 6,541 14.3 179 226 21 55 25 52 6 22 21 8.6
チリ 145,841 4.3 3,618 4,795 6 47 48 58 11 22 9 6.8
中国 2,668,071 9.8 254 368 12 47 41 44 11 41 4 3.4
香港（中国） 189,798 5.0 .. .. 0 9 91 58 8 22 12 –3.1
コロンビア 135,836 3.9 3,406 2,951 12 34 54 72 8 19 1 6.7
コンゴ民主共和国 8,543 4.7 186 154 46 28 27 88 7 16 –12 35.7
コンゴ共和国 7,385 4.5 .. .. 4 73 22 17 14 24 45 4.7
コスタリカ 22,145 4.8 3,143 4,283 9 30 61 66 14 26 –5 9.8
コートジボワール 17,484 0.1 601 761 21 24 55 65 8 12 16 2.9
クロアチア 42,653 4.7 4,748 8,957 7 31 62 59 18 30 –8 3.7
チェコ共和国 141,801 4.0 .. 4,564 3 39 58 49 22 27 2 2.3
デンマーク 275,237 1.6 15,157 35,696 2 25 74 48 26 21 5 2.3
ドミニカ共和国 30,581 3.9 2,254 4,108 12 26 61 75 7 24 –6 18.6
エクアドル 40,800 5.1 1,686 1,486 6 46 48 64 13 24 –1 10.4
エジプト・アラブ共和国 107,484 4.0 1,531 1,975 15 36 49 71 12 19 –2 6.4
エルサルバドル 18,306 2.4 1,633 1,616 10 30 60 93 11 16 –20 3.1
エリトリア 1,085 2.7 .. 64 17 23 60 81 42 19 –42 15.4
エチオピア 13,315 5.7 .. 149 48 13 39 94 12 20 –26 4.6
フィンランド 209,445 2.8 15,425 29,735 3 30 68 54 23 20 4 1.0
フランス 2,230,721 1.5 22,234 39,220 2 21 77 57 24 20 –1 1.9
グルジア 7,550 7.8 2,388 1,404 13 26 61 79 9 29 –17 6.2
ドイツ 2,906,681 0.9 14,025 23,475 1 30 69 59 19 17 5 0.9
ガーナ 12,906 5.3 302 331 38 21 41 78 14 32 –25 21.1
ギリシャ 244,951 4.4 7,563 9,114 5 21 74 67 16 24 –7 3.4
グアテマラ 35,290 2.8 2,149 2,274 23 19 58 86 4 25 –16 7.1
ギニア 3,317 2.9 149 193 13 37 50 84 5 13 –3 17.2
ハイチ 4,961 –0.3 .. .. .. .. .. .. .. .. .. 17.7
ホンジュラス 9,235 4.0 976 1,110 13 30 56 77 18 30 –26 7.8
ハンガリー 112,899 4.3 4,134 5,080 4 31 65 66 10 23 1 5.2
インド 906,268 7.4 332 381 18 28 55 58 11 33 –3 4.1
インドネシア 364,459 4.9 483 556 12 42 46 67 7 24 2 9.6
イラン・イスラム共和国 222,889 5.7 1,953 2,330 10 45 45 46 12 33 9 17.4
アイルランド 222,650 5.3 .. .. 2 37 60 44 16 25 15 3.4
イスラエル 123,434 1.9 .. .. .. .. .. 59 28 18 –5 1.3
イタリア 1,844,749 0.7 11,536 21,113 2 27 71 59 20 21 0 2.8
ジャマイカ 10,533 1.8 2,013 1,944 5 31 64 69 17 30 –16 10.6
日本 4,340,133 1.6 20,196 33,546 2 30 68 57 18 23 2 –1.4
ヨルダン 14,176 6.3 1,892 1,099 3 32 66 102 16 26 –44 2.6
カザフスタン 77,237 10.1 1,745 1,389 7 39 54 49 13 25 13 12.9
ケニア 21,186 3.8 335 327 28 17 55 76 15 17 –9 4.6
大韓民国 888,024 4.6 5,677 9,948 3 40 57 54 15 30 1 2.0
クウェート 80,781 7.3 .. 13,048 .. .. .. 28 15 20 37 8.3
キルギスタン共和国 2,695 3.8 676 929 33 20 47 101 19 17 –37 5.3
ラオス人民民主共和国 3,404 6.4 360 458 45 29 26 72 ..a 32 –4 10.3
ラトビア 20,116 8.6 1,790 2,442 4 21 75 65 17 38 –20 6.1
レバノン 22,722 3.7 .. 24,436 6 22 71 89 16 21 –25 1.7
リトアニア 29,791 7.9 .. 4,072 5 34 61 66 17 28 –11 2.1
マケドニア（旧ユーゴ
スラビア共和国）

6,217 2.1 2,256 2,964 13 29 58 79 19 22 –20 2.3

マダガスカル 5,499 2.7 187 179 28 15 57 78 9 25 –11 11.5
マラウイ 2,232 4.1 72 130 36 20 45 92 17 16 –25 14.5
マレーシア 148,940 5.1 3,803 4,570 8 52 40 46 13 19 23 3.7
マリ 5,929 5.7 204 227 37 24 39 79 ..a 24 –3 3.8
モーリタニア 2,663 5.0 574 385 17 44 39 62 19 23 –5 11.4

表4．経済活動
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国内総生産（GDP） 農業生産性 付加価値（対GDP比%）
家計最終
消費支出

一般政府
最終消費
支出

総固定資本
形成

対外財サー
ビス対外
収支

GDPインプリ
シット・デフ
レーター

100万ドル
年平均増
加率%

農民1人当たり付
加価値

2000年米ドル 農業 工業
サービ
ス業 （対GDP比%） （対GDP比%） （対GDP比%） （対GDP比%）

（年平均
上昇率%）

2006年 2000-06年 1990-92年 2001-03年 2006年 2006年 2006年 2006年 2006年 2006年 2006年 2000-06年
メキシコ 839,182 2.3 2,247 2,704 4 27 69 68 12 22 –1 6.7
モルドバ 3,266 6.8 1,286 725 17 21 62 104 17 31 –51 10.9
モンゴル 2,689 6.6 .. 684 21 44 35 45 15 36 4 14.2
モロッコ 57,307 4.4 1,438 1,515 17 29 54 60 21 26 –7 1.1
モザンビーク 7,608 8.2 108 137 22 29 49 70 10 25 –5 11.9
ナミビア 6,372 4.7 811 1,057 11 31 58 42 24 30 4 4.9
ネパール 8,052 2.7 196 208 39 21 39 79 10 30 –19 4.5
オランダ 657,590 1.0 24,056 37,337 2 24 74 49 24 19 8 2.4
ニュージーランド 103,873 3.3 20,180 26,310 .. .. .. 59 18 25 –1 2.2
ニカラグア 5,369 3.2 .. 1,901 19 29 51 91 8 30 –29 7.6
ニジェール 3,544 3.7 170 172 .. .. .. 79 12 19 –9 2.1
ナイジェリア 114,686 5.9 592 843 23 58 19 39 22 21 18 15.7
ノルウェイ 310,960 2.1 20,055 32,649 2 43 55 42 20 21 17 3.3
オマーン 24,284 3.0 1,005 1,128 2 56 42 45 23 18 14 1.8
パキスタン 128,830 5.4 589 691 20 27 53 81 8 20 –9 6.8
パナマ 17,097 5.1 2,363 3,557 7 16 76 66 12 20 2 1.7
パプアニューギニア 5,654 2.0 390 473 42 39 19 .. .. .. .. 7.8
パラグアイ 9,110 2.9 1,596 1,939 21 19 60 87 9 21 –17 10.7
ペルー 93,269 4.9 930 1,428 7 34 60 66 8 20 7 3.5
フィリピン 116,931 4.8 905 1,017 14 33 53 84 9 15 –7 5.2
ポーランド 338,733 3.6 1,502 1,967 5 32 64 62 19 20 –1 2.3
ポルトガル 192,572 0.6 4,640 5,925 3 25 72 65 21 22 –9 3.1
ルーマニア 121,609 6.0 2,196 3,477 11 38 52 73 13 24 –10 19.6
ロシア連邦 986,940 6.4 1,824 2,226 6 38 56 49 17 21 13 17.0
ルワンダ 2,494 5.1 192 222 41 21 38 85 13 21 –20 6.6
サウジアラビア 309,778 4.2 7,867 13,964 4 59 37 26 23 16 34 6.3
セネガル 8,936 4.5 249 249 18 18 64 77 14 24 –15 2.3
セルビア 31,808 5.3 .. .. 13 26 62 78 21 21 –21 21.7
シエラレオネ 1,443 12.3 .. .. 47 25 28 89 11 15 –15 8.3
シンガポール 132,158 5.0 22,695 28,313 0 35 65 38 11 19 32 0.2
スロベキア共和国 55,049 5.1 .. 3,999 4 32 65 57 19 29 –5 4.4
スロベニア 37,303 3.7 11,310 32,311 3 34 63 54 19 27 –1 4.8
南アフリカ 254,992 4.1 1,796 2,391 3 30 67 64 20 20 –4 6.5
スペイン 1,223,988 3.2 9,515 18,691 3 29 67 58 18 30 –5 4.2
スリランカ 26,967 4.8 705 737 16 26 57 76 8 27 –11 8.8
スーダン 37,565 6.9 346 707 31 35 34 70 16 25 –11 10.0
スウェーデン 384,927 2.6 21,463 30,116 1 28 71 48 27 17 8 1.5
スイス 379,758 1.2 22,228 22,348 .. .. .. 60 12 20 7 1.0
シリア・アラブ共和国 34,902 4.0 2,357 3,406 25 33 42 63 14 21 2 6.8
タジキスタン 2,811 9.1 395 379 24 26 50 87 8 15 –9 20.3
タンザニア 12,784 6.5 245 283 45 17 37 70 18 19 –7 7.3
タイ 206,247 5.4 501 586 10 46 44 61 9 29 1 2.7
トーゴ 2,206 2.3 354 404 44 24 32 85 10 18 –13 1.0
チェニジア 30,298 4.6 2,431 2,431 11 28 60 62 14 24 0 2.4
トルコ 402,710 5.6 1,788 1,764 13 22 65 67 12 27 –6 21.8
トルクメニスタン 10,496 .. 1,222 .. 20 40 40 46 13 23 18 ..
ウガンダ 9,322 5.6 187 230 32 25 44 78 14 25 –17 5.4
ウクライナ 106,111 7.7 1,194 1,433 10 33 57 71 14 17 –3 12.6
イギリス 2,345,015 2.4 22,506 25,876 1 26 73 65 22 17 –4 2.5
アメリカ 13,201,819 2.8 20,797 36,216 1 22 77 70 16 19 –5 2.4
ウルグアイ 19,308 2.3 5,714 6,743 9 30 61 72 11 18 –1 10.1
ウズベキスタン 17,178 5.7 1,274 1,524 28 29 42 47 15 26 11 27.7
ベネズエラ・ボルバル
共和国

181,862 3.4 4,548 5,899 .. .. .. 46 11 21 22 28.2

ベトナム 60,884 7.6 215 290 21 41 38 64 6 35 –5 6.3
ヨルダン川西岸・ガザ 4,059 0.2 .. .. .. .. .. 95 32 27 –54 3.2
イエメン共和国 19,057 3.9 273 348 .. .. .. .. .. .. .. 13.0
ザンビア 10,907 4.9 161 205 16 25 59 67 15 27 –9 19.6
ジンバブエ 5,010 –5.6 244 266 22 27 51 64 26 14 –3 286.6
世界 48,244,879t 3.0w 753w 872w 3w 28w 69w 61w 17w 21w 0w
低所得 1,611,831 6.5 315 363 20 28 51 63 11 29 –4
中所得 10,049,512 5.6 530 708 9 36 55 59 13 26 2

低位中所得 4,734,576 7.6 388 521 12 43 45 56 11 33 1
高位中所得 5,316,864 3.9 2,139 2,723 6 31 63 61 15 21 3

低・中所得 11,661,911 5.7 444 557 10 35 55 60 13 26 2
東アジア・太平洋 3,636,593 8.6 303 412 12 46 42 50 11 36 4
ヨーロッパ中央アジア 2,493,602 5.7 1,844 1,938 9 30 61 60 15 24 1
ラテンアメリカ・カリブ 2,945,193 3.1 2,152 2,856 6 30 63 64 14 20 2
中東・北アフリカ 730,103 4.1 1,581 1,928 11 41 48 58 14 26 1
南アジア 1,142,319 6.9 340 393 18 28 54 63 10 31 –4
サハラ以南アフリカ 709,500 4.7 304 325 15 32 52 67 17 21 –4

高所得 36,583,031 2.3 14,997 24,438 2 26 72 62 18 20 0

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．
a．一般政府最終消費は家計最終消費に含まれており，別々に入手することは不可能．　b．タンザニア本土だけのデータ．

表4．経済活動（続き）
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商品貿易 対外総債務

輸出 輸入 工業品輸出 ハイテク輸出 経常収支
外国直接
投資

政府開発
援助a 合計 現在価値

銀行部門
国内信用 純移住

100万ドル
2006年

100万ドル
2006年

（対商品総
輸出比%）

2005年

（対工業品
輸出比%）

2005年
100万ドル

2006年
100万ドル

2005年

１人当たり
ドル

2005年
100万ドル

2005年

（対GNI
比%）
2005年

（対GDP
比%）
2006年

（1,000人）
2000-05年a

アルバニア 791 3,049 80 1 –671 262 102 1,839 19 49 –110
アルジェリア 52,822 21,005 2 1 .. 1,081 11 16,879 21 4 –140
アンゴラ 35,100 11,600 .. .. 5,138 –1,304 28 11,755 59 –4 175
アルゼンチン 46,569 34,159 31 7 8,053 4,730 3 114,335 73 31 –100
アルメニア 1,004 2,194 71 1 –254 258 64 1,861 36 8 –100
オーストラリア 123,280 139,585 25 13 –40,633 –34,420 .. .. .. 117 593
オーストリア 138,423 139,012 80 13 10,259 9,057 .. .. .. 128 180
アゼルバイジャン 5,897 5,050 13 1 167 1,680 27 1,881 18 14 –100
バングラディシュ 12,050 16,100 90 0 –176 802 9 18,935 22 58 –500
ベラルーシ 19,739 22,323 52 3 –1,512 305 6 4,734 20 27 0
ベルギー 371,953 355,919 79 9b 9,328 31,959 .. .. .. 111 180
ベニン 570 990 13 0 –288 21 41 1,855 23c 10 99
ボリビア 3,863 2,819 11 9 498 –277 63 6,390 38c 39 –100
ボスニア・ヘルツェゴビナ 3,312 7,305 .. .. –1,261 299 140 5,564 52 52 115
ブラジル 137,470 88,489 54 13 14,199 15,193 1 187,994 34 82 –229
ブルガリア 15,030 23,048 59 5 –5,010 2,614 80 16,786 68 43 –43
ブルキナファソ 430 1,450 8 10 .. 20 50 2,045 22c 14 100
ブルンジ 55 420 6 6 –256 1 48 1,322 131 50 192
カンボジア 3,770 4,900 97 0 –356 379 38 3,515 58 6 10
カメルーン 3,770 3,170 3 2 .. 18 25 7,151 14c 8 6
カナダ 387,551 357,274 58 14 21,441 34,146 .. .. .. 224 1,041
中央アフリカ共和国 120 210 36 0 .. 6 24 1,016 67 17 –45
チャド 3,750 1,200 .. .. .. 705 39 1,633 31c 5 219
チリ 58,996 38,490 14 5 5,256 6,667 9 45,154 52 83 30
中国 969,073 791,614 92 31 160,818 79,127 1 281,612 14 138 –1,900
香港（中国） 322,664d 335,753 96d 34 20,575 35,897 1 .. .. 135 300
コロンビア 24,391 26,162 36 5 –2,909 10,375 11 37,656 43 35 –120
コンゴ民主共和国 2,300 2,800 .. .. .. 402 32 10,600 123 3 –237
コンゴ共和国 6,780 1,800 .. .. 903 724 362 5,936 156 –9 –10
コスタリカ 8,216 11,520 66 38 –959 861 7 6,223 36 45 84
コートジボワール 8,715 5,300 20 8 –12 266 7 10,735 69 18 –339
クロアチア 10,376 21,488 68 12 –3,175 1,761 28 30,169 89 81 100
チェコ共和国 95,106 93,198 88 13 –6,052 4,454 27 39,719 51 49 67
デンマーク 92,543 86,277 65 22 6,696 5,238 .. .. .. 189 46
ドミニカ共和国 6,437 11,160 .. .. –500 1,023 8 7,398 37 49 –148
エクアドル 12,362 11,215 9 8 –59 1,646 16 17,129 60 18 –400
エジプト・アラブ共和国 13,702 20,595 31 1 2,103 5,376 13 34,114 36 105 –525
エルサルバドル 3,513 7,628 60 4 –786 517 29 7,088 48 47 –143
エリトリア 10 400 .. .. .. 11 81 736 57 139 229
エチオピア 1,050 4,710 11 0 –1,786 265 27 6,259 21c 54 –140
フィンランド 76,777 68,295 84 25 9,517 3,978 .. .. .. 82 33
フランス 490,145 533,407 80 20 –27,667 70,686 .. .. .. 116 722
グルジア 993 3,681 40 23 –1,162 450 69 1,911 28 25 –248
ドイツ 1,112,320 910,160 83 17 146,874 32,034 .. .. .. 132 1,000
ガーナ 3,550 5,940 12 9 –812 107 51 6,739 26c 32 12
ギリシャ 20,840 63,157 56 10 –29,565 640 .. .. .. 114 154
グアテマラ 6,025 11,920 57 3 –1,387 208 20 5,349 20 33 –300
ギニア 900 900 .. .. –162 102 20 3,247 35 16 –425
ハイチ 476 1,875 .. .. 54 10 60 1,323 24 25 –140
ホンジュラス 1,929 5,418 36 2 –86 464 95 5,242 37 41 –150
ハンガリー 73,719 76,514 84 25 –6,212 6,436 30 66,119 69 68 65
インド 120,168 174,376 70 5 .. 6,598 2 123,123 16 64 –1,350
インドネシア 103,964 78,393 47 16 929 5,260 11 138,300 55 42 –1,000
イラン・イスラム共和国 75,200 51,100 9 3 .. 30 2 21,260 13 46 –1,250
アイルランド 112,882 72,347 86 .. –5,331 –29,730 .. .. .. 180 188
イスラエル 46,449 49,985 83 14 6,841 5,585 70 .. .. 85 115
イタリア 409,572 436,083 85 8 –27,724 19,585 .. .. .. 113 1,125
ジャマイカ 1,964 5,352 66 .. –1,079 682 13 6,511 93 61 –100
日本 647,137 577,472 92 22 170,517 3,214 .. .. .. 302 270
ヨルダン 5,144 11,475 72 5 –2,311 1,532 115 7,696 65 116 130
カザフスタン 37,986 23,224 16 2 –1,797 1,975 15 43,354 106 34 –200
ケニア 3,450 7,320 21 3 –495 21 22 6,169 29 40 25
大韓民国 325,681 309,309 91 32 6,093 4,339 –1 .. .. 107 –80
クウェート 54,496 16,314 .. .. 32,634 250 1 .. .. 72 264
キルギスタン共和国 780 1,694 27 2 –203 43 52 2,032 54 12 –75
ラオス人民民主共和国 980 1,090 .. .. .. 28 52 2,690 63 7 –115
ラトビア 6,089 11,316 57 5 –4,280 730 70 14,283 104 89 –20
レバノン 2,814 9,647 70 2 –1,881 2,573 61 22,373 114 196 0
リトアニア 14,067 19,215 56 6 –3,244 1,032 73 11,201 52 42 –30
マケドニア（旧ユーゴ
スラビア共和国）

2,401 3,763 72 1 –81 100 113 2,243 40 24 –10

マダガスカル 830 1,380 22 1 –554 29 50 3,465 37c 10 –5
マラウイ 620 1,020 16 7 .. 3 45 3,155 58c 20 –30
マレーシア 160,556 130,989 75 55 19,980 3,966 1 50,981 46 125 150
マリ 1,350 1,600 .. .. –438 159 51 2,969 30c 14 –134
モーリタニア 1,270 700 .. .. .. 115 62 2,281 117c .. 30

表5．貿易・援助・金融



375主要指標

商品貿易 対外総債務

輸出 輸入 工業品輸出 ハイテク輸出 経常収支
外国直接
投資

政府開発
援助a 合計 現在価値

銀行部門
国内信用 純移住

100万ドル
2006年

100万ドル
2006年

（対商品総
輸出比%）

2005年

（対工業品
輸出比%）

2005年
100万ドル

2006年
100万ドル

2005年

１人当たり
ドル

2005年
100万ドル

2005年

（対GNI
比%）
2005年

（対GDP
比%）
2006年

（1,000人）
2000-05年a

メキシコ 250,292 268,169 77 20 –1,475 18,772 2 167,228 26 40 –3,983
モルドバ 1,033 2,585 39 3 –399 199 49 2,053 70 35 –250
モンゴル 1,529 1,489 21 0 84 182 83 1,327 63 25 –50
モロッコ 12,559 23,302 65 10 1,110 1,552 22 16,846 34 90 –550
モザンビーク 2,420 2,970 7 8 –761 108 65 5,121 28c 8 –20
ナミビア 2,720 2,730 41 3 634 .. 61 .. .. 66 –1
ネパール 760 2,100 74 0 153 2 16 3,285 34 .. –100
オランダ 462,083 416,121 68 30 57,448 40,416 .. .. .. 188 110
ニュージーランド 22,449 26,441 31 14 –9,373 1,979 .. .. .. 145 102
ニカラグア 1,035 2,977 11 5 –800 241 144 5,144 46 73 –210
ニジェール 540 800 8 3 –231 12 37 1,972 25c 8 –28
ナイジェリア 52,000 23,000 2 2 24,202 2,013 46 22,178 34 9 –170
ノルウェイ 121,505 64,120 17 17 56,074 3,285 .. .. .. 10 84
オマーン 22,340 10,730 6 2 4,717 715 12 3,472 14 35 –150
パキスタン 16,917 29,825 82 2 –3,608 2,183 11 33,675 30 42 –1,239
パナマ 1,039 4,833 9 1 –378 1,027 6 9,765 90 91 8
パプアニューギニア 4,300 2,010 6 39 640 34 45 1,849 55 23 0
パラグアイ 1,906 6,090 13 7 –22 64 9 3,120 54 18 –45
ペルー 23,431 15,327 17 3 2,456 2,519 14 28,653 49 15 –510
フィリピン 47,028 51,980 89 71 2,338 1,132 7 61,527 67 49 –900
ポーランド 109,731 124,178 78 4 –7,925 9,602 40 98,821 39 33 –200
ポルトガル 43,255 66,538 75 9 –18,281 3,200 .. .. .. 163 276
ルーマニア 32,458 51,160 80 3 –8,504 6,630 42 38,694 51 27 –270
ロシア連邦 304,520 163,867 19 8 94,467 15,151 9 229,042 40 21 917
ルワンダ 135 485 10 25 –52 8 64 1,518 18c 10 43
サウジアラビア 208,867 64,995 9 1 87,131 .. 1 .. .. 47 285
セネガル 1,510 3,505 43 12 –513 54 59 3,793 34c 24 –100
セルビア 6,428 13,172 .. 6 .. .. .. .. .. 24 –339
シエラレオネ 220 390 .. .. –103 59 62 1,682 41c 11 472
シンガポール 271,772d 238,652 81d 57 33,212 20,071 2 .. .. 73 200
スロベキア共和国 41,580 45,698 84 7 .. 1,908 44 23,654 61 50 3
スロベニア 23,208 24,039 88 5 –959 541 31 .. .. 76 22
南アフリカ 58,412 77,280 57e 7 –16,276 6,257 15 30,632 14 83 75
スペイン 206,186 318,757 77 7 –106,344 22,789 .. .. .. 178 2,846
スリランカ 6,860 10,226 70 1 –647 272 61 11,444 48 44 –442
スーダン 5,320 7,400 0 0 –2,768 2,305 50 18,455 88 19 –532
スウェーデン 147,266 126,301 79 17 23,643 10,679 .. .. .. 125 152
スイス 147,457 141,373 93 22 63,494 15,420 .. .. .. 188 100
シリア・アラブ共和国 8,750 9,670 11 1 –1,061 427 4 6,508 27 32 200
タジキスタン 1,401 1,680 .. .. –21 54 37 1,022 41 15 –345
タンザニア 1,687 3,970 14 1 –536 473 39 7,763 22c,f 11 –345
タイ 130,575 128,600 77 27 3,230 4,527 –3 52,266 32 101 231
トーゴ 630 1,200 58 0 –206 3 14 1,708 74 17 –4
チェニジア 11,513 14,865 78 5 –303 723 38 17,789 69 73 –29
トルコ 85,142 137,032 82 2 –23,155 9,805 6 171,059 59 59 –30
トルクメニスタン 5,280 3,111 .. .. .. 62 6 1,092 16 .. –10
ウガンダ 991 2,600 17 14 –131 257 42 4,463 29c 10 –5
ウクライナ 38,368 45,035 69 4 2,531 7,808 9 33,297 53 46 –173
イギリス 443,358 600,833 77 28 –79,966 158,801 .. .. .. 179 948
アメリカ 1,037,320 1,919,574 82 32 –856,669 109,754 .. .. .. 230 6,493
ウルグアイ 4,106 4,775 32 2 –457 711 4 14,551 116 32 –104
ウズベキスタン 5,365 3,915 .. .. .. 45 7 4,226 34 .. –300
ベネズエラ・ボルバル
共和国

63,250 29,800 9 3 27,167 2,957 2 44,201 48 13 40

ベトナム 39,605 44,410 53 6 217 1,954 23 19,287 38 75 –200
ヨルダン川西岸・ガザ .. .. .. .. .. .. 304 .. .. 9 11
イエメン共和国 8,100 5,840 4 5 1,215 –266 16 5,363 32 5 –100
ザンビア 3,689 2,920 9 1 .. 259 81 5,668 29 16 –82
ジンバブエ 1,920 2,100 28 1 .. 103 28 4,257 85 93 –75
世界 12,063,483t 12,278,444t 75w 22w 974,283s 17w ..s 167w ..
低所得 323,706 388,830 50 4 20,522 17 379,239 55 –4,690
中所得 3,305,551 2,934,082 64 21 260,273 15 2,363,139 77 –14,021

低位中所得 1,689,269 1,480,026 73 27 150,874 19 1,146,475 103 –9,750
高位中所得 1,615,598 1,450,813 57 16 109,399 3 1,216,664 53 –4,271

低・中所得 3,629,251 3,323,081 64 21 280,795 20 2,742,378 74 –18,711
東アジア・太平洋 1,468,437 1,243,894 81 34 96,898 5 621,223 121 –3,847
ヨーロッパ中央アジア 830,238 834,338 52 7 73,687 12 834,484 36 –1,730
ラテンアメリカ・カリブ 661,934 601,583 54 15 70,017 11 727,628 57 –6,811
中東・北アフリカ 280,881 210,805 20 3 13,765 88 152,724 52 –2,768
南アジア 157,727 236,737 72 4 9,869 6 191,479 61 –2,484
サハラ以南アフリカ 232,065 201,520 33 4 16,559 43 214,841 47 –1,070

高所得 8,435,922 8,960,432 78 22 693,488 0 195 18,604

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．地域別の総括値には表中に特記されていない国／
地域も含まれている．世界および所得別グループの合計には，国別あるいは地域別に割り振られていない援助も含まれている．
a. 年平均．b. ルクセンブルクも含む．c. 重債務貧困国（HIPC）イニシアティブの一環として実施された債務の維持可能性にかかわる分析からのデータ．d. 再輸出を含む．  
e. 輸出入全体のデータは南アフリカだけのもの．輸出品目の割合に関するデータは南アフリカ関税同盟（ボツワナ，レソト，ナミビア，南アフリカ）のもの．f. GNI はタ
ンザニア本土だけのもの．g. 国連が算出した世界合計はゼロになっているが，本表に示した計数は世界銀行の定義によっているため，地域別および所得別グループの合計
はゼロにならない．

表5．貿易・援助・金融（続き）
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人口
人口の年
齢別構成
0-14歳の
割合% 
2006年

国民総所得（GNI）a
PPP表示の国民総所

得（GNI）b
1人当たり
国内総生産
（GDP）
（増加率%）
2005-06年

出生時余命
成人識字率
（対15歳以上
人口比%）

2000-
2004年c

1人当たり
二酸化炭
素排出量
（トン）
2003年

（1000人）
2006

（年平均増
加率%）

2000-06年

（km2当たり
人口密度）

2006年
（100万ドル）

2006年

（1人当た
りドル）
2006年

（100万ドル）
2006年

（1人当た
りドル）
2006年

男
（年数）
2005年

女
（年数）
2005年

アフガニスタン .. .. .. .. 8,092 ..d .. .. .. .. .. 28 ..
米領サモア 60 1.5e 298 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. 5.1
アンドラ 67 0.5e 143 .. .. ..g .. .. .. .. .. .. ..
アンティグア・バーブーダ 84 1.5 190 .. 937 11,210 1,129 13,500 6.9 .. .. .. 5.0
アルバ 101 0.7e 533 .. .. ..g .. .. .. .. .. 97 21.8
バハマ 327 1.4 33 28 .. ..g .. .. .. 68 74 .. 5.9
バーレーン 740 1.6 1,042 27 10,288 14,370 13,436 18,770 5.3 73 76 87 31.0
バルバドス 270 0.2 628 19 .. ..g .. .. .. 73 78 .. 4.4
ベリーズ 297 2.9 13 36 1,084 3,650 1,977 6,650 2.1 69 74 .. 2.9
バミューダ 64 0.4 1,276 .. .. ..g .. .. .. 76 81 .. 7.9
ブータン 647 2.4 14 38 915 1,410 3,681h 5,690h 5.8 63 65 .. 0.6
ボツワナ 1,758 0.0 3 37 10,380 5,900 21,534 12,250 4.0 35 34 81 2.3
ブルネイ 381 2.2 72 29 .. ..g .. .. –0.5 75 79 93 12.7
カボベルデ 518 2.3 129 39 1,105 2,130 3,100h 5,980h 3.7 68 74 81 0.3
ケイマン諸島 46 2.2e 177 .. .. ..g .. .. .. .. .. .. 7.1
チャネル諸島 150 0.4 .. 16 .. ..g .. .. .. 76 83 .. ..
コモロ 614 2.1 275 42 406 660 1,233h 2,010h –1.6 61 64 .. 0.2
キューバ 11,286 0.2 103 19 .. ..i .. .. 5.2 75 79 100 2.3
キプロス 765 1.6 83 19 13,633 18,430 15,898 21,490 1.3 77 82 97 10.1
ジブチ 806 2.0 35 41 857 1,060 2,046h 2,540h 3.2 52 55 .. 0.5
ドミニカ 72 0.2 97 .. 287 3,960 470 6,490 3.5 .. .. .. 2.0
赤道ギニア 515 2.3 18 45 4,246 8,250 5,226h 10,150h –7.0 42 43 87 0.3
エストニア 1,341 –0.4 32 15 15,307 11,410 23,522 17,540 11.8 67 78 100 13.5
フェロー諸島 48 0.2e 35 .. .. ..g .. .. .. .. .. .. 13.7
フィジー 853 0.9 47 31 2,815 3,300 5,292 6,200 2.7 66 71 .. 1.3
仏領ポリネシア 260 1.6 71 27 .. ..g .. .. .. 71 76 .. 2.8
ガボン 1,406 1.7 5 40 7,032 5,000 7,465 5,310 –0.4 53 54 84 0.9
ガンビア 1,553 2.8 155 40 488 310 3,059h 1,970h 2.1 55 58 .. 0.2
グリーンランド 57 0.2 0 .. .. ..g .. .. .. .. .. .. 10.0
グレナダ 108 1.1 318 .. 478 4,420 845 7,810 4.9 .. .. .. 2.1
グアム 172 1.7 312 30 .. ..g .. .. .. 73 78 .. 24.9
ギニアビサウ 1,633 3.0 58 48 307 190 1,355h 830h 1.2 44 47 .. 0.2
ガイアナ 751 0.2 4 29 849 1,130 3,515h 4,680h 4.8 61 67 .. 2.2
アイスランド 299 1.0 3 22 15,122 50,580 10,930 36,560 1.8 79 83 .. 7.6
イラク .. .. .. .. .. ..i .. .. .. 74 ..
マン島 77 0.9 134 .. .. .. .. .. .. .. .. .. ..
キリバス 101 1.7 138 .. 124 1,230 902h 8,970h 4.2 .. .. .. 0.3
朝鮮民主主義人民共和国 22,569 0.5 187 25 .. ..d .. .. .. 61 67 .. 3.5
レソト 1,789 0.0 59 38 1,839 1,030 7,764h 4,340h 3.1 34 36 82 ..
リベリア 3,380 1.6 35 47 469 140 .. .. 4.7 42 43 52 0.1
リビア 5,965 2.0 3 30 44,011 7,380 .. .. 3.6 72 77 84 8.9
リヒテンシュタイン 35 0.8e 218 .. .. ..g .. .. .. .. .. .. ..
ルクセンブルク 462 0.9 178 19 35,133 76,040 27,519 59,560 5.0 76 82 .. 22.1
マカオ（中国） 463 0.7 16,422 15 .. ..g .. .. 16.2 78 82 91 4.1
モルディブ 337 2.5 1,123 40 902 2,680 .. .. 16.0 68 67 96 1.4
マルタ 405 0.6 1,266 17 5,491 13,610 7,517 18,630 1.9 78 81 .. 6.2
マーシャル諸島 65 3.6 363 .. 196 3,000 .. .. 0.6 .. .. .. ..
モーリシャス 1,253 0.9 617 24 6,833 5,450 16,934 13,510 2.7 70 77 84 2.6
マイヨット 187 3.9e 499 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. ..
ミクロネシア連邦 111 0.6 159 39 264 2,380 869h 7,830h –1.2 67 69 .. ..
モナコ 33 0.3e 16,718 .. .. ..g .. .. .. .. .. .. ..
モンテネグロ 606 –1.7 44 .. 2,317 3,860 .. .. 7.7 72 77 .. ..
ミャンマー 50,962 1.1 78 29 .. ..d .. .. 3.9 58 64 90 0.2
オランダ領アンティル 184 0.7 230 22 .. ..g .. .. .. 73 80 96 22.7
ニューカレドニア 238 1.9 13 28 .. ..g .. .. .. 72 78 .. 8.3
北マリアナ諸島 82 2.6e 172 .. .. ..f .. .. .. .. .. .. ..
パラオ 20 0.8e 44 .. 162 7,990 .. .. 5.2 .. .. .. 12.3
プエルトリコ 3,929 0.5 443 22 .. ..g .. .. .. 74 82 90 0.5
カタール 828 5.2 75 22 .. ..g .. .. 1.4 72 77 89 63.0
サモア 186 0.7 66 40 421 2,270 1,188h 6,400h 2.0 68 74 99 0.8
サンマリノ 29 1.1j 477 .. .. ..g .. .. .. .. .. .. ..
サントメ・プリンシペ 160 2.3 167 39 124 780 .. .. 4.6 62 65 85 0.6
セイシェル 86 0.9 186 .. 741 8,650 1,420h 16,560h 3.0 .. .. 92 6.6
ソロモン諸島 489 2.6 17 40 331 680 1,062h 2,170h 2.8 62 64 .. 0.4
ソマリア 8,485 3.2 14 44 .. ..d .. .. .. 47 49 .. ..
セントクリストファー・
ネーヴィス

48 1.5 134 .. 428 8,840 614 12,690 3.8 .. .. .. 2.7

セントルシア 166 1.0 272 28 848 5,110 1,157 6,970 4.1 72 76 .. 2.0
セントビンセント・グレ
ナディーン諸島

120 0.5 307 29 470 3,930 839 7,010 3.6 70 75 .. 1.7

スリナム 452 0.7 3 30 1,446 3,200 3,667 8,120 5.3 67 73 90 5.0
スワジランド 1,126 1.2 65 40 2,737 2,430 5,822 5,170 2.5 42 41 80 0.9
東ティモール 1,029 4.5 69 41 865 840 .. .. –6.7 56 58 .. 0.2
トンガ 102 0.4 142 35 223 2,170 879h 8,580h 1.8 71 74 .. 1.1
トリニダードトバゴ 1,309 0.3 255 21 17,461 13,340 21,281 16,260 12.2 67 73 98 22.1
アラブ首長国連邦 4,636 5.9 55 22 103,460 23,950 103,637h 23,990h 3.4 77 82 89 33.4
バヌアツ 215 2.0 18 39 369 1,710 706h 3,280h 3.6 68 71 .. 0.4
バージン諸島（米領） 109 0.0 310 24 .. ..g .. .. .. 77 80 .. 124.3

注：データの比較可能性と対象範囲についてはテクニカル・ノートを参照．イタリック体の数値は指定年以外のデータ．地域別の総括値には表中に特記されていない国／地
域も含まれている．
a. 世界銀行アトラス方式を用いて算出．b. ppp は購買力平価．定義を参照．c. 入手可能な最新年のデータ．d. 低所得国（905 ドル以下）と推定される．e. 2003-06 年のデー
タ．f. 高位中所得国 (3,596-11,115 ドル）と推定される．g. 高所得国（11,116 ドル以上）と推定される．h. 回帰分析による推定値．その他の推定値は最新の国際比較プログ
ラムに基づくベンチマーク推定値からの外挿による．i. 低位中所得国（906-3,595 ドル）と推定される．j. 2004-06 年のデータ．

表6．その他経済圏の主要指標
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テクニカル・ノート

　このテクニカル・ノートでは，本年度版の主要世界開発

指標に盛り込まれている指標を作成するために利用した出

典と方法について説明する．ノートは各指標が表に掲載さ

れている順に従う．

出典
　 主 要 世 界 開 発 指 標 に 示 さ れ て い る デ ー タ は World 

Development Indicators 2007 に依拠している．しかし，

同書の締め切り後に発表された修正値はできる限り織り込

まれている．また，表 1 と表 6 には 2006 年の人口と 1

人当たり国民総所得（GNI）に関する最新の推定値が掲載

されている．

　World Development Indicators に掲載されている統計

に関して，世界銀行はさまざまな情報源に依拠している．

ただし，対外債務に関するデータは債務者報告制度を通

じて，加盟途上国から世界銀行に直接報告されたもので

ある．それ以外のデータはおもに国連とその専門機関，

IMF，各国から世界銀行に提出された報告書などに基づく．

データの鮮度と一貫性を改善するために，世界銀行スタッ

フによる推計値を用いることもある．国民所得勘定に関す

る推計データはほとんどの国について，世界銀行の経済使

節団を介して，各国政府から入手している．場合によって

は，国際的な定義や概念との整合性をはかるため，世界銀

行スタッフが調整することもある．各国出典の社会的デー

タのほとんどは，通常の行政ファイル，特別調査，あるい

は定期的な国勢調査に依拠している．

　さらに詳しいデータに関する注釈については，世界銀行

の World Development Indicators 2007 を参照されたい．

データの一貫性と信頼性
　データの標準化には多大な努力を払っているが，完璧な

比較可能性は確保できていないので，指標の解釈について

は注意を要する．データの入手可能性，比較可能性，およ

び信頼性には，多くの要因が影響を与える．途上国では統

計システムがまだ不備であるため，統計手法，対象範囲，

慣行，および定義などに大きなバラツキがある．各国間お

よび異時点間の比較については，確定的には解決できない

複雑な技術的ないし概念的な問題が含まれていることもあ

る．データの対象範囲が狭くなっていることもあるが，そ

れは特殊事情があったり，紛争などに起因する問題に直面

している国の場合は，データの収集と報告が影響を受けた

りするためである．このような理由から，データはもっと

も権威がある情報源に依拠しているとはいえ，各国間の相

違を正確に数値化したというよりも，傾向を示唆し，おも

な相違の特徴を示したものにすぎないと解釈すべきであ

る．異なる版に掲載されているデータ間の相違は，各国に

よる修正や，時系列データの修正および統計手法の変更な

どを反映したものである．したがって，世界銀行の刊行

物でも，異なる刊行物，あるいは同一刊行物でも異なる

版から，時系列データを取り出すことは避けていただき

たい．一貫性のある時系列データは World Development 

Indicators 2007 の CD-ROM 版や WDI Online で入手可能

である．

比率と増加率
　参照の便宜をはかるため，各表には通常は単なる原数値

そのものではなく，比率や増加率が示されている．原数値

は World Development Indicators 2007 の CD-ROM 版 に

収載されている．増加率は特記がない限り，最小二乗法に

より算出されている（後述の統計手法の項を参照）．この

方法では当該期間中の入手可能な観察値すべてを考慮に入

れるため，算出された増加率は例外的な数値の影響をあま

り受けないですむ．インフレの影響を排除するため，増加

率の算出には不変価格による経済指標を用いている．イタ

リック体のデータは当該欄の見出しに指定されている年な

いし期間のものではないことを示す．経済指標に関して

最大で前後 2 年，データ収集がそれほど定期的ではなく，

さほど劇的な変化もない社会指標に関しては最大の前後 3

年のずれがあり得る．

不変価格シリーズ
　経済の成長は，その経済のなかで働いている個人や企

業が生み出す付加価値の増加によって測定される．つま

り，実質成長率を測定するためには，不変価格で評価し

た GDP とその構成要素の推定値が必要になる．世界銀行

は国内通貨建ての不変価格による国民所得勘定系列を収集

しているが，これは各国それぞれの基準年で作成されてい

る．これを比較可能な不変価格データ系列にするため，世

界銀行は GDP および産業別付加価値を現在は 2000 年と

いう共通の基準年に再計算している．このプロセスで，再

計算した GDP と再計算した構成要素の合計の間には誤差

が発生する．誤差を配分すると成長率に歪みが生じるの

で，誤差は未配分のままにしてある．

総括値
　ほとんどの表の末尾に示されている地域別や所得別グ

ループの総括値は，水準表示の場合は単純な加算で算出さ

れている．総括値の増加率や比率は，通常は加重平均に

よって算出される．社会指標の総括値は出生数によって加

重されている幼児死亡率を除き，人口数あるいは下位分類

の人口関連数によって加重されている．さらに詳しい情報

は個別指標に関する注を参照されたい．
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　多年度にわたる総括値は時期によって集計値の構成が変

化しないように，含まれている国が同一であると想定した

グループに基づいて算出されている．当該年のグループ値

は，基準年である 2000 年にグループ内の 3 分の 2 以上

の諸国について，データが入手可能な場合にのみ算出され

ている．この基準が満たされていれば，データがない国に

ついても，それがある国と同じように動くとの前提がおか

れている．総括値はテーマごとに典型的な集計値を示すも

のであって，グループ値と国レベルの数値を比較しても，

有意義な情報は得られないことに留意されたい．さらに，

推定のプロセスで，下位グループの合計と全体との間に誤

差が発生することもある．

表1．主要開発指標
　人口は，事実上の定義に基づいており，法的地位や市民

権にはかかわりなく，すべての住民を含む．ただし，一般

には出身国の人口に含まれ，保護を受けている国に永住し

ているわけではない難民は除く．

　人口増加率は，該当期間における指数関数的な増加率で

ある（後述の統計手法の項を参照）．

　人口密度は，年央の人口を国土面積で除したものである．

国土面積は総面積から内陸水路と沿岸水路を控除したもの

である．密度は国土面積に関して入手可能な最新のデータ

を用いて算出されている．

　人口の年齢構成（0-14 歳）は，0-14 歳の人口が総人口

に占める割合を示す．

　国民総所得（GNI）は，国民所得に関するもっとも幅広

い測定値であり，居住者に請求権がある国内外の源泉か

ら生み出された付加価値を測定する．GNI は国民総生産

（GDP）に海外からの一次所得の純受け取りを加えたもの

となる．データは世界銀行アトラス方式を用いて，各国通

貨から現在の米ドルに換算されている．一時的な為替相場

変動の影響をならすため，3 年間の平均為替相場を使用し

ている（アトラス方式の詳細については，後述の統計手法

の項を参照）．

　1人当たりGNIは，GNI を年央の人口で除したものであ

る．米ドル表示の 1 人当たり GNI は世界銀行アトラス方

式を使って換算したものである．世界銀行は米ドル表示の

1 人当たり GNI を用いて，分析上の目的で各国を分類し

たり，借り入れ資格を規定したりしている．

　PPP表示の国民総所得（GNI）は，購買力平価（PPP）

を換算係数に用いて国際的なドルに換算した GNI である．

それをここに掲載したのは，名目相場は相対価格の国際

的な格差を必ずしも反映しないためである．PPP 相場を

使えば，国際的な 1 ドルは自国の GNI に対して，米ドル

がアメリカの GNI に対してもつのと同等の購買力をもつ

ことになる．PPP 相場を用いることによって，普通の物

価指数について異時点間で実質価値の比較が可能であるよ

うに，各国間でも実質物価水準について標準的な比較が可

能となる．ここで使われた PPP 換算係数は，国際比較プ

ログラムが 118 カ国を対象に実施した物価調査に基づく．

OECD 加盟国については 1999 年に終了した最新の調査

に基づいているが，それ以外の諸国については 1996 年，

93 年，あるいはさらに以前の調査を用いて，1996 年の

ベンチマークまで外挿したデータに基づく．調査対象に含

まれていない国の推定値は，入手可能なデータを使って統

計モデルで求めたものである．

　PPP表示の 1人当たりGNIは，PPP 表示の GNI を年央

の人口で除したものである．

　1人当たり国内総生産（GDP）増加率は，不変価格で測

定した GDP に基づく．GDP の増加率は経済成長を幅広く

測定する尺度であると考えられている．不変価格に GDP

は，一定期間に生産された財・サービスの量を基準年価格

で測定し，やはり不変価格で評価した中間投入コストを控

除することによって推定できる．最小二乗法による増加率

の詳細については，後述の統計手法の項を参照．

　出生時余命は，出生時における死亡率パターンが生涯を

通じて不変であるとした場合に，新生児が何歳まで生きる

かを示す数値である．男女別にデータを示してある．

　成人識字率は，日常生活に関する短い表現を理解しなが

ら，読み書きができる 15 歳以上の人口の割合である．実

際には，識字率の測定は困難である．このような定義を

使って識字率を推定するためには，国勢調査あるいは制御

された状況下での測定値が必要となる．自己申告データで

識字能力のある人の数を推定している国が多い．学習到達

度を代理変数としながらも，異なる就学期間や修了水準を

適用している国もある．データ収集の定義や手法が各国で

違っているので，取り扱いには注意が必要である．

　二酸化炭素（CO2）排出量は，化石燃料の燃焼やセメン

ト製造から発生する排出量を測定したものである．これに

は，固体，液体，および気体という形態での燃料消費と，

気体の燃焼によって排出される二酸化炭素が含まれる．1

人当たり CO2 排出量は CO2 排出量を年央の人口で除した

ものである．

　アメリカのエネルギー省が後援している二酸化炭素情報

分析センター（CDIAC）は，1 年間に発生する二酸化炭素

排出量を算出している．この計算は国連統計局（UNSD）

が維持している世界エネルギー・データセットに基づく

化石燃料消費に関するデータと，アメリカの鉱業局が維持

しているセメント製造データセットに基づく世界のセンメ

ント生産に関するデータに依拠している．CDIAC は 1950

年以降現在に至るまでの全時系列を，最新の発表と修正を

データベースに織り込むことによって毎年再計算してい
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る．国際輸送の恩恵を受けている諸国に燃料を割り振るの

が困難であるため，推定値には国際輸送に従事する船舶や

航空機に供給されている燃料は含まれていない．

表2．貧困
　世界銀行は World Development Report 1990 のために，

22 カ国の家計調査データを用いて，途上国について初め

てグローバルな貧困を推定した（Ravallion, Datt, and van 

de Walle 1991）．データベースは過去 15 年間に収集さ

れた調査データを含めて大幅に拡充され，今や途上国約

100 カ国に関する 440 件の調査を織り込んでいる．この

ような調査では，途上国人口の 93%を代表する約 110 万

世帯がサンプルとして無作為抽出され，インタビューを

実施している．調査では所得源や支出の内訳，その所得を

共有している人数など家計に関するそのほかの特性など詳

細な質問をしている．インタビューのほとんどは各国統計

局のスタッフが実施した．データの対象と質の改善と並ん

で，基本的な手法も改善しており，より良質で包括的な推

定値が得られるようになっている．

データの入手可能性
　1979 年以降，このような調査を実施する国の数，調査

の頻度，データの質などに関しては，著しい増加・改善が

ある．データセットの数は 1979-81 年のわずか 13 から，

97-99 年には 100 と激増した．1999 年以降，利用可能

な調査が 41 件減少しているが，これはデータの収集時点

と分析用に利用可能になる時点のラグを反映したもので，

データ収集そのものは減少していない．データの対象範囲

はあらゆる地域で改善を続けているが，サハラ以南アフ

リカ諸国は後れを取っており，データセットが最低 1 つ

でも利用可能なのは 48 カ国中わずか 28 カ国にすぎない．

年別・国別にみたデータの入手可能性に関する詳細な概況

説 明 は http://iresearch.worldbank.org/povcalnet で 入 手

可能となっている．

データの質
　貧困の推定と貧困率の比較にかかわる問題はデータの入

手可能性だけにとどまらない．調査データから世帯の生活

水準を測定しようとすると，ほかの問題もいくつか出てく

るが，そのなかにはデータの質に関係するものもある．福

祉指標としては所得と消費のどちらを選択すべきなのか

も，問題の 1 つになる．所得は総じて正確な測定が困難

であり，消費のほうが所得よりも生活水準の概念に適して

いる．たとえ生活水準が変化しなくても，所得はときとと

もに変化し得るからだ．しかし，消費データはいつも入手

可能とは限らず，その場合には所得データを使うしかな

い．そのほかにもまだ問題がある．たとえば，家計調査に

おける質問票で消費財にかかわる明確な分類数は国ごとに

大きく違うことがある．調査の質はさまざまであり，たと

え同じようにみえる調査でも厳密な比較ができないことが

あろう．

　開発段階が異なる各国間比較でも，非市場財の相対的重

要度が異なるため問題が生じる可能性がある．総消費支出

の尺度には，物理的に消費される財すべて（開発の遅れた

農村経済では特に重要な自家生産による消費を含む）にか

かわる市場価値を含めるべきである．同様に，非市場財

の生産に伴う利益は所得に含めなければならない．しか

し，1980 年以前ほど大問題ではなくなったものの，非市

場財は必ずしも算入されていない．最近ではほとんどの調

査データに，自家生産に伴う消費や所得にかかわる評価額

が含まれている．しかし，その評価方法がまちまちなので

ある．たとえば，最寄の市場の価格を使用した調査もあれ

ば，農場出荷価格の平均値を使った調査もある．

　だれが貧困なのかを決定する福祉指標としては，可能な

限り消費指標を使用している．消費データが入手不可能な

場合には所得データを用いている．ただし，最近の World 

Development Indicators では所得調査の利用方法に変更が

ある．これまで平均所得は国民所得勘定の消費や所得デー

タに一致するように調整が行われていた．今回，消費と所

得の両データが得られる調査を行なっている 20 カ国以上

で，このアプローチをテストしてみると，所得の中央値は

消費より高いものの，所得のほうが分配が不平等なのであ

る．消費に基づく貧困の尺度を同一調査の所得に基づくも

のと比較してみると，この 2 つの効果は互いにほぼ相殺

し合っている．つまり，統計的には有意な相違がなかった

ということである．そこで，最近の World Development 

Indicators では所得データを使って直接に貧困を推計して

おり，所得の中央値調整は行っていない．

国際貧困線
　貧困データの国際比較には概念上と実際上の両方の問題

が伴う．国により貧困の定義が異なるので，整合性のある

各国比較は困難である．また，富裕国では貧困国よりも貧

困の基準が緩やかなため，同じ貧困線でも購買力が大きく

なる傾向がある．商品の購買力という意味で生活水準が同

じ 2 人を，一方がたまたま富裕国に住んでいるという理

由だけで，異なった扱いをするのは妥当であろうか？　異

時点間比較の場合と同じように，各国間で貧困線の実質価

値を一定に保つことができるだろうか？

　国際貧困線に基づく貧困の測定値はこれを試みたもので

ある．1985 年の国際価格で測定され，購買力平価（PPP）

を使って各国通貨に換算された 1 日 1 ドルの基準が，世

界銀行の World Development Report 1990: Poverty では
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採用されたが，低所得国ではそれが典型的な貧困線だから

である．Penn World Table や世界銀行の PPP 為替相場が

用いられたのは，国際的に取引されていない財・サービス

の国内価格を考慮に入れているためである．しかし，PPP

相場は貧困の国際比較ではなく，国民所得勘定の集計値の

比較を意図して考案されたものである．したがって，国際

貧困線が各国について同じ程度の貧困あるいは困窮状態を

示しているとの保証はない．

　World Development Report の初期の版では Penn World 

Table による PPP が使われていた．最近の版では世界銀

行が作成した 1993 年の消費ベースの PPP を使っている．

1985 年の PPP で 1 日 1 ドルに設定された国際貧困線は，

93 年の PPP で 1 日約 1.08 ドルに再計算された．より良

い物価指数を織り込もうとして PPP を変更すると，その

国の通貨でみた貧困線は大きく変わってくる可能性があ

る．

　一国内においても貧困指標の比較には問題がある．たと

えば，生活費は都市部の方が農村部よりも高いのが普通で

ある．したがって，金銭的な貧困線は都市部の方が農村部

の貧困線より高くてしかるべきである．しかし，実際に使

用されている都市部と農村部の貧困線の差異が，生活費の

相違を正しく反映しているのかどうかについては，必ずし

も定かではない．都市部で一般に使われている貧困線が，

実質的な価値では，農村部の貧困線よりも高い国もなかに

はある．時として，格差が非常に大きくて，貧困の発生率

は都市部のほうが農村部よりも高くみえることさえある．

しかし，実際には，生活費の相違を調整すると，その逆が

正しいこともある．国際比較の場合と同じく，貧困線の実

質価値に相違がある場合，このような都市部と農村部の比

較にどれほどの意味があるか疑問である．

　世界銀行の開発調査グループのスタッフはこのような情

報をすべて総合して，さまざまな国際貧困線以下の人口に

加えて，World Development Indicators に公表されている

貧困や不平等にかかわるほかの指標を計算している．デー

タベースは新しい調査データが入手可能になるのに対応し

て毎年改定されており，貧困との戦いの進捗状況に関して

は 3 年ごとに大かがりな評価が実施されている．

自分で調べる：PovcalNet
　最近，この調査チームは PovcalNet というウェブベース

の双方向型計算ツールを開発した．ユーザーは世界銀行の

研究者の計算を模倣して，世界における絶対的な貧困水

準を推定することができる．PovcalNet は独立型で，1 次

データ源から必要な計算を実行する信頼性の高い内臓ソフ

トで稼動する．この基本ソフトもサイトからダウンロード

可能で，多様な形式の分配データに使える．PovcalNet の

主要データベースは家計調査データから直接計算された分

配データで構成されている．以上の両方に関する詳細な情

報もサイトから入手可能となっている．

　分配データからの推定には内挿法を使うことが必要にな

る．その方法として選んだのは弾力的な関数型のローレン

ツ曲線である．ローレンツ曲線は最貧の個人を起点とし

て，所得人員の累積百分比に対応する支出ないし所得の累

積百分比を図示したものである．PovcalNet が推定した実

証的なローレンツ曲線は家計の規模で加重してあるので，

家計ではなく人口の百分比に基づいている．

　PovcalNet を使うと，ユーザーは違う前提の下でも貧困

指標を算出することができる．例えば，1 日 1 ドル未満

に代えて，ユーザーは，例えば 1.50 ドルとか 3 ドルとか

いった異なる貧困線を指定することもできる．また，違

う PPP を指定し，推定値を異なった国の分類法（例え

ば，国連の国分類ないし平均所得に基づく分類）で集計し

たり，特定の主要国についてだけ集計することもできる．

PovcalNet は http://iresearch.worldbank.org/povcalnet/ で

オンライン入手可能である．

　調査年は，データが収集された年をさす．

　農村部・貧困率は，農村部の貧困線以下で生活している

農村人口の割合である．

　都市部・貧困率は都市部の貧困線以下で生活している都

市人口の割合である．

　全国・貧困率は，一国の貧困線以下で生活している全人

口の割合である．全国の推定値は下位グループの推定値を

家計調査に基づく人口で加重したものである．

　1日 1ドル未満人口および 1日 2ドル未満人口は，1993

年の国際価格でみてそれぞれ 1 日 1.08 ドル未満，および

2.15 ドル未満で生活している人口の割合である．PPP 為

替相場が修正されたため，この貧困率はこれまでの版に掲

載されていた個々の国の貧困率との比較には問題がある．

　貧困格差は，貧困線以下で，貧困線までの差額（非貧困

はゼロ）にかかわる中央値の貧困線に対する比率である．

この指標は貧困の発生度とともに深刻度を示す．

表3．ミレニアム開発目標：貧困の撲滅と生活の向上
　1 日 1ドル未満（PPPドル）人口の割合は，1993 年の

国際価格でみて 1 日 1.08 ドル以下で生活している人口の

割合．PPP 為替相場が修正されたため，この貧困率はこ

れまでの版に掲載されていた個々の国の貧困率との比較に

は問題がある．

　幼児栄養失調の割合は，5 歳未満の子供で，生後 0-59

カ月の国際的な参考母集団の年齢別体重の中央値を，標

準偏差の 2 倍以上下回っている割合である．1983 年に

WHO が採択した参考母集団は，栄養状態が良いと考えら

れるアメリカの子供たちである．子供の栄養失調について
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の推定値は各国の調査データに依拠している．過少体重の

子供の割合がもっとも一般的な栄養失調の指標である．た

とえ軽度であっても，過少体重であれば，死亡のリスクが

高まり，子供の精神的発育を阻害するおそれがある．さら

に，栄養失調の女性は出生体重が少ない赤子を生む可能性

が高いため，世代を超えて問題を永続化させる懸念もあ

る．

　初等教育修了率は，初等学校の最終学年を修了した児童

の割合．初等学校の最終学年にいる総児童数から同学年の

留年児童数を控除した人数を，人口のなかで正式な卒業年

齢にある児童総数で除したものである．初等教育の年限

は国際標準教育分類（ISCED）の定義に基づくが，3-4 年

（非常に少数の国）から 5-6 年（大多数の国），あるいは 7

年（少数の国）と国により異なる．教育課程や修了基準が

国ごとに異なるため，初等教育修了率の高さは必ずしも児

童の学習水準が高いことを意味しない．

　小中学校就学者の男女比率は，小中学校に就学（グロス

ベース）している女子生徒数の同男子生徒数に対する比率

である．

　教育における性差別をなくすことが，女性の地位と能

力の向上につながると考えられる．女子の相対的な学校

教育アクセス度を測定するには，この指標では不十分で

ある．2005 年が目標期限であったため，これが期限切れ

となった最初である．各国の教育当局は，就学データを

UNESCO 統計研究所に報告することになっている．初等

教育は子供たちに，歴史，地理，自然科学，社会科学，芸

術，および音楽といった科目に関する初歩的な理解力に加

えて，読み書き算数に関する基礎的スキルを提供する．中

等教育は初等レベルで始めた基礎教育の提供を完成させ，

より専門的な教員がより科目ないしスキル指向的な授業を

行うことによって，生涯にわたる学習と人間開発の基盤を

築くことを目的にするものである．

　5歳未満児死亡率は，現在の年齢別死亡率にしたがえば，

新生児が 5 歳に到達する以前に死亡する確率である．こ

の確率は 1,000 人当たりで表示されている．死亡率デー

タのおもな出典には，出生・死亡の届け出制度や，サンプ

ル調査または国勢調査に基づく直接ないし間接の推定値が

ある．入手可能なあらゆる情報を透明な形で活用して，5

歳未満児死亡率に関して調和のとれた推計値を作成するた

め，死亡率と死亡時期との関係に加重最小二乗法による回

帰線を当てはめる方法が，UNICEF と世界銀行によって開

発され，採択されている．

　妊産婦死亡率は，出生数 10 万人当たりでみた，妊娠中

や分娩時に妊娠関連の原因で死亡する女性の数である．こ

の値は WHO と UNICEF が実施した作業に基づくもので，

モデル推定値である．この作業では，妊産婦の死亡率は，

出生数，助産婦，および HIV 感染率などに関する情報を

使った回帰モデルで推計される．このような方法では表中

のどの国の妊産婦死亡率であれ，正確な推定値になってい

るとは期待しがたい．

　医療関係者が介助した分娩は，医療関係者が介助した分

娩の割合である．同医療関係者は妊娠中，分娩中，および

産後期の女性に対して，必要とされる監督，ケア，および

助言を提供し，自ら分娩を介助し，そして新生児を看護す

る訓練を受けた者でなければならない．医療関係者が介助

した分娩の割合は，妊産婦に対して十分なケアを提供でき

る能力が保健制度にあるかどうかを示す指標になる．産前

産後のケアが良ければ，妊産婦の健康状態が改善し，妊産

婦および乳児の死亡が減少する．しかし，このデータはそ

のような改善を反映していない懸念がある．保健情報シス

テムが未整備で，重要な死亡が過少報告になっており，そ

して妊産婦死亡率はそもそも測定がむずかしいためであ

る．

　HIV 感染率は，15-49 歳人口のうち HIV に感染してい

る人の割合である．成人の HIV 感染率は各国人口の HIV

感染率を反映したものである．しかし，感染率が全体的に

低くても非常にミスリーディングなことがある．最初は特

定の地域あるいは人口グループに集中しているが，人口全

体に更に波及しようとしている重大な流行病を隠蔽してい

ることがしばしばである．多くの途上国では特に女性を中

心に若い成人が新たに感染している．HIV 感染率の推定値

は，調査や小規模な非典型的グループの監視を通じて収集

されたデータを外挿したものに基づいている．

表4．経済活動
　国内総生産は，国内の全生産者による購入者価格での総

付加価値に，製品価格に含まれていない税金を加えて，補

助金を控除したものである．構造物の減価償却と天然資源

の消耗や劣化などは控除せずに計算されている．付加価値

は産業の総産出額を合計した上で，中間投入額を差し引い

た純産出額である．付加価値の産業分類は国際標準産業分

類（ISIC）第 3 版に基づく．世界銀行では通常米ドルを使

い，IMF が発表している公定為替相場の平均値を各年に適

用している．外国為替や貿易商品の取引に実際に適用され

ている相場から，公定相場があまりにも大幅に乖離してい

ると判断される場合には，それに代わる換算係数を適用し

た．

　国内総生産の年平均増加率は，国内通貨建ての不変価格

GDP に基づいて算出している．

　農業生産性は，2000 年の不変米ドルで測定した農業付

加価値の農業労働者数に対する比率である．

　付加価値は，ある産業の総産出額を合計した上で，中間

投入額を控除した純産出額である．付加価値の産業分類は
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国際標準産業分類（ISIC）第 3 版に基づく．

　農業付加価値は ISIC 分類 1-5 に対応し，林業と漁業を

含む．

　工業付加価値は，鉱業，製造業，建設業，電気，水道，

およびガスで構成される（ISIC 分類 10-45）．

　サービス業付加価値は，ISIC 分類 50-99 に対応する．

　家計最終消費支出は，家計が購入するあらゆる財・サー

ビスの市場価額であり，耐久財（自動車，洗濯機，家庭

用コンピュータなど）も含まれる．住宅の購入は含まな

いが，持ち家にかかわる帰属家賃は含まれる．免許や許可

を取得するために政府に対して支払う手数料なども含まれ

る．この家計消費支出には，たとえ当該国では家計とは区

別されている場合でも，家計にサービスを提供する非営利

機関の支出も含まれている．実際には，家計消費支出には

資源の使用と供給との間で生じている統計上の誤差も含ま

れる．

　一般政府最終支出は，財とサービスの購入（公務員給与

も含む）にかかわる政府のあらゆる経常支出が含まれる．

国防や安全保障にかかわる支出のほとんどが含まれるが，

政府による固定資本形成の一部をなす軍事支出は除かれ

る．

　総固定資本形成は，国内の固定資本の増加にかかわる支

出と在庫品や貴重品の水準にかかわる変化で構成される．

固定資産には土地の改善（柵，溝，排水路など），工場，

機械，および設備などの購入，商工業用建物，事務所，学

校，病院，および民間住宅を初めとする建物，道路，鉄道

などの建設が含まれる．在庫は生産や販売における一時

的または予期せぬ変動に備えて，また，「仕掛品」として，

企業が保有している財貨の蓄えである．1993 年の SNA

では，貴重品の純取得も固定資本形成に算入されることに

なっている．

　対外財・サービス収支は，財とサービスの輸出から同輸

入を差し引いたものである．財・サービスの貿易は一国の

居住者とそのほかの全世界との間で，所有権の移転を伴う

一般商品，加工や修理のために送られた財貨，非貨幣用

金，およびサービスなどにかかわるすべての取引が含まれ

ている．

　GDPインプリシット・デフレーターは，主たる構成要

素である民間最終消費に加えて，政府消費，資本形成，お

よび国際貿易など，全最終需要項目にかかわる価格の変化

を示す．これは名目価格 GDP の不変価格 GDP に対する比

率として算出される．GDP デフレーターは現時点の産出

額をウェイトとするパーシェ式価格指数として，明示的に

算出することもできる．

　ほとんどの途上国について，国民所得勘定に関する指標

は訪問したり，駐在している世界銀行の使節団を通して，

各国の統計機関や中央銀行から収集している．高所得国の

データは OECD に依拠する．

表5．貿易・援助・金融
　商品輸出は，海外に供給した FOB 建て財価額を米ドル

で表示したものである．

　商品輸入は，海外から購入した CIF 建て財価額（保険と運

送費を含む財価額）を米ドルで表示したものである．商品貿

易に関するデータは WTO の年報に基づく．

　工業品輸出は，標準国際貿易分類（SITC）の大分類 5

（化学品），6（製造業品），7（機械・輸送機器），および

8（雑製造業品）で構成されるが，中分類 68 は除く．

　ハイテク輸出は，R&D 集約度が高い製品の輸出である．

航空機，コンピュータ，科学器具，および電気機械などが

含まれる．

　経常収支は，純財サービス収支，純所得収支，および純

経常移転収支の合計である．

　外国直接投資は，投資家の所在国以外で事業を営んでい

る企業に対して，永続的な経営権（議決権株式の 10%以

上）を取得するための投資にかかわる純流入である．国際

収支に示されているように，これには株式資本，収益の

再投資，そのほかの長期・短期の資本が含まれる．経常収

支，純民間資本流入，および外国直接投資に関するデー

タ は，IMF の Balance of Payments Statistical Yearbook と

International Financial Statistics に依拠している．

　政府開発援助あるいは政府援助については，OECD 加盟

の高所得国からのものが途上国の公的対外ファイナンス

の中心となっている．ただし，OECD の開発援助委員会

（DAC）のメンバーでない諸国のなかにも，政府開発援助

（ODA）を供与している重要な援助国がある．DAC は ODA

について，公的部門が供与するものであること，主要目的

が経済開発あるいは福祉の促進にあること，および譲許的

な条件で供与すること（借款についてはグラント・エレメ

ントが 25%以上であること），という 3 つを基準に定めて

いる．

　ODA は贈与と返済額を除いた借款とで構成される．こ

れは DAC が定めた ODA の定義を充足している必要があ

り，かつ DAC が定めている被援助国リストのパートⅠに

掲載されている諸国や領域に対するものでなければならな

い．政府援助は同上の被援助国リストのパートⅡに掲載さ

れている諸国や領域に対するもので，贈与と返済額を除い

た ODA 類似の借款とで構成される．二国間贈与は返済が

不要な金銭あるいは現物の移転である．二国間借款は政府

ないし公的機関が供与するグラント・エレメントが 25%

以上の借款であり，交換可能通貨あるいは現物での返済を

要するものである．

　対外総債務は，非居住者に対する債務で，外貨，財貨，
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あるいはサービスでの返済を要するものである．これには

公的長期債務，公的保証付き長期債務，非保証民間長期債

務，IMF 信用，および短期債務の合計である．短期債務に

は当初満期が 1 年以下の全債務と長期債務にかかわる延

滞利息が含まれる．

　対外債務の現在価値は，短期対外債務の合計と，公的長

期債務，公的保証付き長期債務，および非保証民間長期債

務にかかわる償還期限までの元利返済金の流れの合計を現

在価値に割り引いたものの総計である．

　対外債務に関する主要データ源は，世界銀行融資を受け

ている加盟国が債務国報告制度を通して提出する報告であ

る．世界銀行および IMF のファイルからの追加的な情報

も使用されている．途上国に対外債務に関する総括表は，

世界銀行の Global Development Finance に毎年発表されて

いる．

　銀行部門国内信用は，各部門に対するあらゆるグロス・

ベースの信用を含んでいるが，中央政府に対する信用だけ

は例外的にネット・ベースとなっている．銀行部門には通

貨当局，預金通貨銀行，およびデータが入手可能なそのほ

かの銀行（当座預金の受け入れは行なっていないものの，

定期預金や普通預金といった債務は負っている金融機関を

含む）が含まれる．そのほかの銀行としては貯蓄住宅抵

当貸付機関や建築貸付組合などがある．データは IMF の

International Financial Statistics に依拠している．

　純移住は，当該期における純移住者の平均，すなわち

移入者数から移出者数を控除したもので，移入国の国籍

を有する者とそうでない者の双方が含まれる．表の数字

は 5 年間の推定値である．データは国連人口局の World 

Population Prospects: The 2004 Revision に依拠している．

表6．その他経済圏の主要指標
　「表 1．主要開発指標」に関するテクニカル・ノート参

照．

統計手法

　この項では，最小二乗法による増加率，指数関数的な

（エンドポイント方式の）増加率，米ドル表示の GNI およ

び 1 人当たり GNI の推定に使われる換算係数を算出する

ための，世界銀行アトラス方式について説明する．

最小二乗法による増加率

　信頼できる計算が可能なくらい長期にわたる時系列デー

タがある場合には，最小二乗法による増加率を必ず使って

いる．期間中の観察値が半分以上欠落している場合には，

この方法による増加率は算出しない．

　最小二乗法による増加率 r は，当該期間の年次変数の対

数値に線形回帰による傾向線を当てはめて算出する．回帰

方程式は次の形となる．

　この式は以下の複利による増加式の対数をとったものに

等しい．

指数関数的な増加率

　特に労働力や人口など一定の人口動態にかかわるデータ

について，2 時点間の増加率は次の式で算出される．

ここで， と は当該期間の最後と最初の観察値，

は同期間の年数， は自然対数である．この増加率は 2
時点間における連続的な指数関数モデルに基づいている．

時系列中の個々の数値は考慮されない．また，指数関数的

な増加率は次の式で求められる毎年の変化率にも一致しな

い．

世界銀行アトラス方式

　特定業務上の目的で米ドル表示の GNI および 1 人当た

り GNI を算出する際，世界銀行はアトラス換算係数を使

用している．アトラス換算係数の目的は，国民所得を各

国で比較する際に為替相場変動の影響を減らすことにあ

る．ある年のアトラス換算係数は，当該国の当該年とその

前の 2 年間における平均為替相場（あるいは代替的な換

算係数）について，同国のインフレ率と日本，イギリス，

アメリカ，およびユーロ圏のインフレ率格差を調整したも

のである．当該国のインフレ率は GDP デフレーターの変

化率で測定する．国際的なインフレ率を代表する日本，イ

ギリス，アメリカ，およびユーロ圏のインフレ率は，SDR

デフレーターの変化率で測定する（SDR，すなわち特別引

出権は IMF の計算単位）．SDR デフレーターはこれら諸国

の SDR 表示による GDP デフレーターを加重平均したもの

　ここで， は変数， は時間である。また

と は推定すべきパラメーターである．
を の最小二乗法による推定値とすれば，年平均増加率

は で求めることができ，これを 100 倍す
れば%表示になる．

　このようにして算出された増加率は，当該期間における

入手可能な観察値を代表する平均増加率である．しかし，

それは同期間内のある 2 時点間の実際の増加率とは必ず

しも一致しない．
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で，その際のウェイトは 1 単位に含まれている各国通貨

の量による．このウェイトは SDR の構成と各国通貨相互

間の為替相場が変化するため，時期によって異なってく

る．SDR デフレーターは最初に SDR 建てで算出し，次に

アトラスの SDR 対米ドル換算係数を使って米ドル建てに

換算される．さらに各国の GNI に対してアトラス換算係

数を適用する．その結果として得られる米ドル表示の GNI

を年央の人口で除して，1 人当たり GNI が算出される．

　公定為替相場が信頼性に欠ける，あるいは当該期間の実

際の為替相場を代表していないと思われる場合，アトラス

方式では代替的な為替相場の推定値が使用される（下式参

照）．

　ある 年のアトラス換算係数の算出は以下のように定式

化できる．

　また，その 年の米ドル表示による 1 人当たり GNI は

次の式で算出される．

  ここで， は 年のアトラス換算係数（各国通貨対米

ドル）， は 年の平均為替相場（各国通貨対米ドル），

は 年の GDP デフレーター， は 年の米ドル

表示の SDR デフレーター， は 年のアトラス方式

による米ドル表示の 1 人当たり GNI， は 年の名目

GNI（各国通貨建て）， は 年の年央の人口である．

代替的な換算係数

　世界銀行は公定為替相場の換算係数としての妥当性を

体系的に評価している．公定為替相場が外国為替の国内

取引や貿易財に実質的に適用されている相場から大きく

乖離していると判断される場合には，代替的な換算係数

が使用される．このケースに該当する国の数は，World 

Development Indicators 2006 の 1 次データ出典表にみる

ように少ない．代替的な換算係数はアトラス方式や主要世

界開発指標では，単年度だけの換算係数として用いられて

いる．
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